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＜概 要＞ 

1．において，設計基準対象施設の設置許可基準規則，技術基準規則の追加

要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する東海第二発電所における

適合性を示す。 

 

2．において，設計基準対象施設について，追加要求事項に適合するために

必要となる機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 

 

 3．において，追加要求事項に適合するための運用，手順等を抽出し，必要

となる運用対策等を整理する。 
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1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

外部からの衝撃による損傷の防止について，設置許可基準規則第 6 条及

び技術基準規則第 7 条において，追加要求事項を明確化する。（表 1）
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1.2 追加要求事項に対する適合性（手順等含む） 

 (1) 位置，構造及び設備 

 ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

 (a) 外部からの衝撃による損傷の防止 

安全施設は，発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，

凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森

林火災及び高潮の自然現象（地震及び津波を除く。）又は地震及び

津波を含む自然現象の組合せに遭遇した場合において，自然事象そ

のものがもたらす環境条件及びその結果として施設で生じ得る環境

条件においても安全機能を損なわない設計とする。 

なお，発電所敷地で想定される自然現象のうち，洪水，地滑りに

ついては，立地的要因により設計上考慮する必要はない。 

また，自然現象の組合せにおいては，地震，津波，風（台風），

積雪及び火山の影響による荷重の組合せを設計上考慮する。 

上記に加え，重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当該

重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される自然

現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事故時に

生じる応力について，それぞれの因果関係及び時間的変化を考慮し

て適切に組み合わせる。 

また，安全施設は，発電所敷地又はその周辺において想定される

航空機落下，ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガス，船

舶の衝突及び電磁的障害の発電用原子炉施設の安全性を損なわせる

原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意による

ものを除く。）に対して安全機能を損なわない設計とする。 
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なお，発電所敷地又はその周辺において想定される人為事象のう

ち，航空機落下については，確率的要因により設計上考慮する必要

はない。また，ダムの崩壊については，立地的要因により考慮する

必要はない。 

ここで，想定される自然現象及び発電用原子炉施設の安全性を損

なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故

意によるものを除く。）に対して，安全施設が安全機能を損なわな

いために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故等対処設

備を含む。）への措置を含める。 

 

(a-2) 

 安全施設は，発電所の運用期間中において発電所の安全機能に影響

を及ぼし得る火山事象として設定した層厚 50cm，粒径 8mm 以下，密

度 0.3g／cm３（乾燥状態） 1.5g／cm３（湿潤状態）の降下火砕物に

対し，その直接的影響である構造物への静的負荷に対して安全裕度を

有する設計とすること，水循環系の閉塞に対して狭隘部等が閉塞しな

い設計とすること，換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影

響（閉塞）に対して降下火砕物が侵入しにくい設計とすること，水循

環系の内部における摩耗並びに換気系，電気系及び計測制御系に対す

る機械的影響（摩耗）に対して摩耗しにくい設計とすること，構造物

の化学的影響（腐食），水循環系の化学的影響（腐食）並びに換気系，

電気系及び計装制御系に対する化学的影響（腐食）に対して短期での

腐食が発生しない設計とすること，発電所周辺の大気汚染に対して中

央制御室の換気空調設備は降下火砕物が侵入しにくく，さらに外気を

遮断できる設計とすること，電気系及び計装制御系の盤の絶縁低下に
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対して空気を取り込む機構を有する計装制御設備（安全保護系）の設

置場所の換気空調設備は降下火砕物が侵入しにくい設計とすることに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

また，安全施設は，降下火砕物による静的負荷や腐食等の影響に対

して，降下火砕物の除去や換気空調設備外気取入口のフィルタの取替

え，清掃，換気空調設備の停止又は閉回路循環運転の実施により安全

機能を損なわない設計とする。 

さらに，降下火砕物の間接的影響である 7 日間の外部電源喪失，発

電所外での交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，発電所の安全

性を維持するために必要となる電源の供給が継続できることにより安

全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１：(3.2：1-6)】 
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(2) 安全設計方針 

1.8 火山防護に関する基本方針 

1.8.1 設計方針 

(1) 火山事象に対する施設の基本方針 

安全施設が火山事象に対して，発電用原子炉施設の安全性を確保するた

めに必要な機能を損なわないよう，「添付書類六 7. 火山」で評価し抽出

された発電所に影響を及ぼし得る火山事象である降下火砕物に対して，対

策を行い，建屋による防護，構造健全性の維持又は代替設備の確保等によ

って，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１：(3.2：1-6)】 

 

(2) 降下火砕物の設計条件 

  ａ．設計条件の検討 

東海第二発電所の敷地において考慮する火山事象として，「添付書類

六 7. 火山」に示すとおり降下火砕物のみである。 

敷地における降下火砕物の層厚は，文献調査，地質調査及び降下火砕

物シミュレーション結果等から総合的に判断した結果から，層厚 50cm

と評価する。また，密度及び粒径については，文献調査及び地質調査等

の結果から，密度 0.3g／cm３（乾燥状態）～1.5g／cm３（湿潤状態），

粒径 8mm 以下と評価する。 

 

ｂ．設計条件の設定 

降下火砕物の設計条件は，「ａ．設計条件の検討」に示す各種調査，

検討の結果を踏まえ堆積厚 50cm，密度 0.3g／cm３（乾燥状態）～1.5g

／cm３（湿潤状態），粒径 8mm 以下と設定する。 
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【別添資料１：(3.1：1-5)】 

 

(3) 火山活動から防護する施設 

降下火砕物の影響から防護する施設は，発電用原子炉施設の安全性を確

保するため，「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する

審査指針」で規定されているクラス１，クラス２及びクラス３に該当する

構築物，系統及び機器とする。 

【別添資料１：(3.3：1-6 15)】 

 

(4) 降下火砕物による影響の選定 

降下火砕物の特徴及び降下火砕物の影響から防護する施設の構造や設置

状況等を考慮して，降下火砕物が直接及ぼす影響（以下「直接的影響」と

いう。）とそれ以外の影響（以下「間接的影響」という。）を選定する。 

ａ．降下火砕物の特徴 

各種文献の調査結果より，降下火砕物は以下の特徴を有する。 

 (a) 火山ガラス片，鉱物結晶片から成る(1)。ただし，砂よりもろく硬度

は低い(2)。 

(b) 硫酸等を含む腐食性のガス（以下「腐食性ガス」という。）が付

着している(1)。ただし，金属腐食研究の結果より，直ちに金属腐食を

生じさせることはない(3)。 

(c) 水に濡れると導電性を生じる(1)。 

(d) 湿った降下火砕物は乾燥すると固結する(1)。 

(e) 降下火砕物粒子の融点は約 1,000℃であり，一般的な砂に比べ低い(1)。 

【別添資料１：(3.4.1：1-16)】 

ｂ．直接的影響 
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降下火砕物の特徴から直接的影響の要因となる荷重，閉塞，摩耗，腐

食，大気汚染，水質汚染及び絶縁低下を抽出し，評価対象施設の構造や

設置状況等を考慮して直接的な影響因子を以下のとおり選定する。 

 

(a) 荷重 

「荷重」について考慮すべき影響因子は，建屋及び屋外設備の上に

堆積し静的な負荷を与える「構造物への静的負荷」，並びに建屋及び

屋外設備に対し降灰時に衝撃を与える「粒子の衝突」である。 

【別添資料１：(3.4.2：1-16)】 

評価に当たっては以下の荷重の組み合わせ等を考慮する。 

 

 ⅰ) 施設に常時作用する荷重，運転時荷重 

施設に作用する荷重として，自重等の常時作用する荷重，内圧等

の運転時荷重を適切に組み合わせる。 

 

ⅱ) 設計基準事故時荷重 

降下火砕物の影響から防護する施設は，降下火砕物によって安全

機能を損なわない設計とするため，設計基準事故とは独立事象であ

る。 

また，評価対象施設のうち設計基準事故時荷重が生じ得る設備

としては，屋外設備の動的機器である海水ポンプ（残留熱除去系

海水系，ディーゼル発電機海水系）が考えられるが，設計基準事

故時において海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電

機海水系）に有意な機械的荷重が発生しないことから，設計基準

事故時に生じる荷重の組合せは考慮しない。 
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ⅲ) その他の自然現象の影響を考慮した荷重の組合せ 

降下火砕物と組み合わせを考慮すべき火山以外の自然現象は，荷

重の影響において風及び積雪であり，降下火砕物との荷重と適切に

組み合わせる。 

【別添資料１：(3.5：1-18 19)】 

 (b) 閉塞 

「閉塞」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物を含む海水が

流路の狭隘部等を閉塞させる「水循環系の閉塞」及び降下火砕物を含

む空気が機器の狭隘部や換気系の流路を閉塞させる「換気系，電気系

及び計装制御系の機械的影響（閉塞）」である。 

【別添資料１：(3.4.2：1-17)】 

 (c) 摩耗 

「摩耗」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物を含む海水が

流路に接触することにより配管等を摩耗させる「水循環系の内部にお

ける摩耗」及び降下火砕物を含む空気が動的機器の摺動部に侵入し摩

耗させる「換気系，電気系及び計装制御系の機械的影響（摩耗）」で

ある。 

【別添資料１：(3.4.2：1-17)】 

 (d) 腐食 

「腐食」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物に付着した腐

食性ガスにより建屋及び屋外施設の外面を腐食させる「構造物への化

学的影響（腐食）」，換気系，電気系及び計装制御系において降下火

砕物を含む空気の流路等を腐食させる「換気系，電気系及び計装制御

系に対する化学的影響（腐食）」，及び海水に溶出した腐食性成分に
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より海水管等を腐食させる「水循環系の化学的影響（腐食）」である。 

【別添資料１：(3.4.2：1-17)】 

 (e) 大気汚染 

「大気汚染」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物により汚

染された発電所周辺の大気が運転員の常駐する中央制御室内に侵入す

ることによる居住性の劣化，及び降下火砕物の除去及び屋外設備の点

検等の屋外における作業環境を劣化させる「発電所周辺の大気汚染」

である。 

【別添資料１：(3.4.2：1-17)】 

 (f) 水質汚染 

「水質汚染」については，給水等に使用する工業用水に降下火砕物

が混入することによる汚染が考えられるが，発電所では給水処理設備

により水処理した給水を使用しており，降下火砕物の影響を受けた工

業用水を直接給水として使用しないこと，また水質管理を行っている

ことから，安全施設の安全機能には影響しない。 

【別添資料１：(3.4.2：1-17～18)】 

 (g) 絶縁低下 

「絶縁低下」について考慮すべき影響因子は，湿った降下火砕物が，

電気系及び計装制御系絶縁部に導電性を生じさせることによる「盤の

絶縁低下」である。 

【別添資料１：(3.4.2：1-18)】 

ｃ．間接的影響 

(a) 外部電源喪失及びアクセス制限 

降下火砕物によって発電所に間接的な影響を及ぼす因子は，湿った降

下火砕物が送電線の碍子，特高開閉所の充電露出部等に付着し絶縁低下
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を生じさせることによる広範囲にわたる送電網の損傷に伴う「外部電源

喪失」，及び降下火砕物が道路に堆積することによる交通の途絶に伴う

「アクセス制限」である。 

【別添資料１：(3.4.3：1-18)】 

 

(5) 降下火砕物の直接的影響に対する設計 

降下火砕物の影響から防護する施設が降下火砕物の影響により安全機能

を損なわないよう，降下火砕物の影響を設計に考慮すべき施設（以下「評

価対象施設」という。）を，各施設の構造や設置状況等（形状，機能，外

気吸入や海水通水の有無等）を考慮して以下のとおり分類する。 

・クラス１及びクラス２に属する構築物，系統及び機器 

屋外に設置されている施設，降下火砕物を含む海水の流路となる施設，

降下火砕物を含む空気の流路となる施設，外気から取り入れた屋内の空気

を機器内に取り込む機構を有する施設 

・クラス３に属する構築物，系統及び機器 

降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上位の安

全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の施設 

なお，それ以外のクラス３に属する施設については，降下火砕物による

影響を受ける場合を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，

又は安全上支障が生じない期間に降下火砕物の除去あるいは修復等の対応

が可能とすることにより，安全機能を損なわない設計とするため，評価対

象施設から除外する。 

上記により抽出した評価対象施設を第1.8-1表に示す。 

【別添資料１：(3.3：1-6～15)】 

直接的影響については，想定される各影響因子に対して，影響を受ける
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各評価対象施設が安全機能を損なわないよう以下の設計とする。 

 

ａ．降下火砕物による荷重に対する設計 

(a) 構造物への静的負荷 

評価対象施設のうち，構造物への静的負荷を考慮すべき施設は，降

下火砕物が堆積する以下の施設である。 

・屋外に設置されている施設 

原子炉建屋，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発

電機海水系），海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディー

ゼル発電機海水系），ディーゼル発電機（吸気口，排気消音器，

排気管），中央制御室換気系冷凍機，ディーゼル発電機室ルー

フベントファン 

・降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上

位の安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の

施設 

タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

 

当該施設の許容荷重が，降下火砕物による荷重に対して安全裕度を

有することにより，構造健全性を失わず安全機能を損なわない設計と

する。若しくは，降下火砕物が堆積しにくい，又は直接堆積しない構

造とすることで，安全機能を損なわない設計とする。 

設計対象施設の建屋においては，建築基準法における一般地域の積

雪の荷重の考え方に準拠し，降下火砕物の除去を適切に行うことから，

降下火砕物の荷重を短期に生じる荷重とし，構造部材の材料強度によ

る許容値を許容限界とする。 
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また，建屋を除く評価対象施設においては，許容応力を「原子力発

電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987（日本電気協会）」に準拠

する。 

 

（b） 粒子の衝突 

評価対象施設のうち，粒子の衝突を考慮すべき建屋及び屋外施設は，

降下火砕物の衝突によって構造健全性が失われないことにより，安全

機能を損なわない設計とする。 

なお，粒子の衝突による影響については，「1.7 竜巻防護に関する

基本方針」に包絡される。 

【別添資料１：(3.6.1：1-19～20)】 

 

ｂ．降下火砕物による荷重以外に対する設計 

降下火砕物による荷重以外の影響は，構造物への化学的影響（腐食），

水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影響（腐食），電気系及

び計装制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影響（腐食）等に

より安全機能を損なわない設計とする。 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計については，「c. 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計」に示す。 

(a) 構造物への化学的影響（腐食） 

評価対象施設のうち，構造物への化学的影響（腐食）を考慮すべき

施設は，降下火砕物の直接的な付着による影響が考えられる以下の施

設である。 

・屋外に設置されている施設 

原子炉建屋，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発
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電機海水系），海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼ

ル発電機海水系），ディーゼル発電機（吸気口，排気消音器，排

気管），中央制御室換気系冷凍機，ディーゼル発電機室ルーフベ

ントファン，排気筒，非常用ガス処理系排気配管 

・降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上位

の安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の施設 

タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

 

金属腐食研究の結果より，降下火砕物に含まれる腐食性ガスによっ

て直ちに金属腐食を生じないが，外装の塗装等によって短期での腐食

により安全機能を損なわない設計とする。なお，降灰後の長期的な腐

食の影響については，日常保守管理等により，状況に応じて補修が可

能な設計とする。 

【別添資料１：(3.6.2：1-21)】 

(b) 水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影響（腐食） 

評価対象施設のうち，水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学

的影響（腐食）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む海水の流路と

なる以下の施設である。 

・降下火砕物を含む海水の流路となる施設 

残留熱除去海水系設備（海水ポンプ，海水ストレーナ及び下流

設備含む），ディーゼル発電機海水系設備（海水ポンプ，海水ス

トレーナ及び下流設備含む），海水取水設備 

 

降下火砕物は粘土質ではないことから水中で固まり閉塞することは

ないが，当該施設については，降下火砕物の粒径に対し十分な流路幅
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を設けることにより，海水の流路となる施設が閉塞しない設計とする。 

内部における摩耗については，降下火砕物は砂よりも硬度が低くも

ろいことから摩耗による影響は小さい。また当該施設については，定

期的な内部点検及び日常保守管理により，状況に応じて補修が可能で

あり，摩耗により安全機能を損なわない設計とする。 

化学的影響（腐食）については，金属腐食研究の結果より，降下火

砕物によって直ちに金属腐食を生じないが，耐食性のある材料の使用

や塗装の実施等によって，腐食により安全機能を損なわない設計とす

る。なお，長期的な腐食の影響については，日常保守管理等により，

状況に応じて補修が可能な設計とする。 

【別添資料１：(3.6.2：1-21～22)】 

(c) 電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影

響（腐食） 

評価対象施設のうち，電気系及び計装制御系に対する機械的影響

（閉塞）及び化学的影響（腐食）を考慮すべき施設は，電気系及び計

装制御系のうち屋外に設置されている以下の施設である。 

・屋外に設置されている施設 

海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）

（モータ） 

 

機械的影響（閉塞）については，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，

ディーゼル発電機海水系）（モータ）本体は外気と遮断された全閉構

造，空気冷却器の冷却管内径及び冷却流路は降下火砕物粒径以上の幅

を設ける構造とすることにより，機械的影響（閉塞）により安全機能

を損なわない設計とする。 
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化学的影響（腐食）については，金属腐食研究の結果より，降下火

砕物によって直ちに金属腐食を生じないが，耐食性のある材料の使用

や塗装の実施等によって，腐食により安全機能を損なうことのない設

計とする。なお，長期的な腐食の影響については，日常保守管理等に

より，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

【別添資料１：(3.6.2：1-22～23)】 

(d) 絶縁低下及び化学的影響（腐食） 

評価対象施設のうち，絶縁低下及び化学的影響（腐食）を考慮すべ

き施設は，電気系及び計装制御系のうち外気から取り入れた屋内の空

気を機器内に取り込む機構を有する以下の施設である。 

・外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施

設 

計装制御設備（安全保護系） 

 

当該機器の設置場所は中央制御室換気空調系にて空調管理されてお

り，本換気空調設備の外気取入口にはバグフィルタを設置しているこ

とから，仮に室内に侵入した場合でも降下火砕物は微量であり，粒径

は極めて細かな粒子である。 

また，本換気空調設備については，外気取入ダンパを閉止し閉回路

循環運転を行うことにより侵入を阻止することも可能である。 

これらフィルタの設置により降下火砕物の侵入に対する高い防護性

能を有すること，また外気取入ダンパの閉止による侵入防止が可能な

設計とすることにより，降下火砕物の付着に伴う絶縁低下及び化学的

影響（腐食）による影響を防止し，計装制御設備（安全保護系）の安

全機能を損なわない設計とする。 
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【別添資料１：(3.6.2：1-23～24)】 

 

ｃ．外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対して，以下のとおり安全機能

を損なわない設計とする。 

(a) 機械的影響（閉塞） 

評価対象施設のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による機

械的影響（閉塞）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む空気の流路

となる以下の施設である。 

・降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

ディーゼル発電機機関，ディーゼル発電機（吸気口），換気空

調設備（外気取入口），排気筒，非常用ガス処理系排気配管 

 

各施設の構造上の対応として，ディーゼル発電機（吸気口）の外気

取入口は開口部を下向きの構造とすることにより，降下火砕物が流路

に侵入しにくい設計とする。 

排気筒は，降下火砕物が侵入した場合でも，排気筒の構造から排気

流路が閉塞しない設計とする。非常用ガス処理系排気配管は，降下火

砕物の侵入防止を目的とする構造物を取り付けることにより，降下火

砕物の影響に対して機能を損なわない設計とする。 

また，外気を取り入れる換気空調設備（外気取入口）及びディーゼ

ル発電機（吸気口）にそれぞれフィルタを設置することにより，フィ

ルタメッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とし，

さらに降下火砕物がフィルタに付着した場合でも取替又は清掃が可能

な構造とすることで，降下火砕物により閉塞しない設計とする。 
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ディーゼル発電機機関は，フィルタを通過した小さな粒径の降下火

砕物が侵入した場合でも，降下火砕物により閉塞しない設計とする。 

【別添資料１：(3.6.3：1-24～25)】 

(b) 機械的影響（摩耗） 

評価対象施設のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による機

械的影響（摩耗）を考慮すべき施設は，外気から取り入れた屋内の空

気を機器内に取り込む機構及び摺動部を有する以下の施設である。 

・外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構及び摺動部

を有する施設 

ディーゼル発電機機関 

 

降下火砕物は砂よりも硬度が低くもろいことから，摩耗の影響は小

さい。 

構造上の対応として，ディーゼル発電機（吸気口）の開口部を下向

きとすることによりディーゼル発電機機関に降下火砕物が侵入しにく

い構造とする。 

また，仮にディーゼル発電機機関の内部に降下火砕物が侵入した場

合でも耐摩耗性のある材料を使用することで，摩耗により安全機能を

損なわない設計とする。 

外気を取り入れるディーゼル発電機（吸気口）にフィルタを設置す

ることにより，フィルタメッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入

しにくい設計とし，摩耗により安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１：(3.6.3：1-25～26)】 

(c) 化学的影響（腐食） 

評価対象施設のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による化
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学的影響（腐食）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む空気の流路

となる以下の施設である。 

・降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

ディーゼル発電機機関，換気空調設備（外気取入口），排気筒 

非常用ガス処理系排気管 

 

金属腐食研究の結果より，降下火砕物によって直ちに金属腐食を生

じないが，塗装の実施等によって，腐食により安全機能を損なわない

設計とする。なお，降灰後の長期的な腐食の影響については，日常保

守管理等により，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

【別添資料１：(3.6.3：1-26】 

 

(d) 大気汚染（発電所周辺の大気汚染） 

評価対象施設のうち，大気汚染を考慮すべき中央制御室は，降下火

砕物により汚染された発電所周辺の大気が，中央制御室換気空調系の

外気取入口を通じて中央制御室に侵入しないようバグフィルタを設置

することにより，降下火砕物が外気取入口に到達した場合であっても

フィルタメッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計と

する。 

また，中央制御室換気空調系については，外気取入ダンパの閉止及

び閉回路循環運転を可能とすることにより，中央制御室内への降下火

砕物の侵入を防止すること，さらに外気取入遮断時において室内の居

住性を確保するため，酸素濃度及び二酸化炭素濃度の影響評価を実施

することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１：(3.6.3：1-26～27)】 
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(6) 降下火砕物の間接的影響に対する設計方針 

降下火砕物による間接的影響として考慮する，広範囲にわたる送電網の

損傷による7日間の外部電源喪失及び発電所外での交通の途絶によるアク

セス制限事象に対し，原子炉の停止並びに停止後の原子炉及び使用済燃料

プールの冷却に係る機能を担うために必要となる電源の供給が非常用ディ

ーゼル発電機により継続できる設計とすることにより，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【別添資料１：(3.8：1-31)】 

 

1.8.2 手順等 

火山に対する防護については，降下火砕物に対する影響評価を行い，安全

施設が安全機能を損なわないよう手順等を定める。 

 

(1) 発電所内に降灰が確認された場合には，建屋や屋外の設備等に長期

間降下火砕物による荷重を掛け続けないこと，また降下火砕物の付着

による腐食等が生じる状況を緩和するために，評価対象施設等に堆積

した降下火砕物の除去に係る手順を定める。 

 

(2) 降灰が確認された場合には，状況に応じて外気取入ダンパの閉止，

換気空調設備の停止又は閉回路循環運転により，建屋内への降下火砕

物の侵入を防止する手順を定める。 

 

(3) 降灰が確認された場合には，換気空調設備の外気取入口のフィルタ

について，フィルタ差圧又は流量を確認するとともに，状況に応じて
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清掃や取替を実施する。 

 

(4) 降灰が確認された場合には，取水路前面へオイルフェンスを設置す

ることで，取水路への降下火砕物の侵入を低減する手順を定める。 
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(3) 適合性説明 

第六条 外部からの衝撃による損傷の防止 

１ 安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項におい

て同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなけ

ればならない。 

２ 重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならない。 

３ 安全施設は，工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為に

よるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないも

のでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

第１項について 

発電所敷地で想定される自然現象（地震，津波を除く。）については，敷

地及び敷地周辺の自然環境を基に洪水，風（台風），竜巻，凍結，降水，積

雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，森林火災及び高潮を選定し，

敷地周辺で得られる過去の記録等を考慮する。また，これらの自然現象毎に

関連して発生する可能性がある自然現象も含める。 

安全施設は，発電所敷地で想定される自然現象が発生した場合においても

安全機能を損なわない設計とする。ここで，発電所敷地で想定される自然現

象に対して，安全施設が安全機能を損なわないために必要な安全施設以外の

施設又は設備等（重大事故等対処設備を含む。）への措置を含める。また，

発電所敷地で想定される自然現象又はその組合せに遭遇した場合において，
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自然現象そのものがもたらす環境条件及びその結果として安全施設で生じ得

る環境条件を考慮する。 

以下にこれら自然現象に対する設計方針を示す。 

 

(9) 火山の影響 

安全施設のうち，安全重要度クラス１，２に属する構築物，系統及

び機器，機能を喪失することで上位クラスの安全機能に影響を及ぼす

可能性のある屋外設備は，降下火砕物による直接的影響及び間接的影

響のそれぞれに対し，安全機能を損なわないよう以下の設計とする。 

 

ａ．直接的影響に対する設計 

安全施設は，直接的影響である降下火砕物の構造物への静的負荷

に対して安全裕度を有する設計とすること，水循環系の閉塞に対し

て狭隘部等が閉塞しない設計とすること，換気系，電気系及び計装

制御系の機械的影響（閉塞）に対して降下火砕物が侵入しにくい設

計とすること，水循環系の内部における摩耗及び換気系，電気系及

び計装制御系の機械的影響（摩耗）に対して摩耗しにくい設計とす

ること，構造物の化学的影響（腐食），水循環系の化学的影響（腐

食）及び換気系，電気系及び計装制御系の化学的影響（腐食）に対

して短期での腐食が発生しない設計とすること，発電所周辺の大気

汚染に対して中央制御室の換気空調設備は降下火砕物が侵入しにく

く，さらに外気を遮断できる設計とすること，電気系及び計装制御

系の盤の絶縁低下に対して空気を取り込む機構を有する計測制御設

備（安全保護系）の設置場所の換気空調設備は降下火砕物が侵入し

にくい設計とすることにより，安全機能を損なわない設計とする。 
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また，安全施設は，降下火砕物の除去や換気空調設備外気取入口の

フィルタの点検，清掃や取替え，外気取入ダンパの閉止，換気空調設

備の停止又は閉回路循環運転，必要な保守管理等により安全機能を損

なわない設計とする。 

 

ｂ．間接的影響に対する設計 

安全施設は，降下火砕物の間接的影響である 7 日間の外部電源喪失，

発電所外での交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，原子炉の停

止，並びに停止後の原子炉及び使用済燃料プールの冷却に係る機能を

担うために必要となる電源の供給が非常用ディーゼル発電機により継

続でき，安全機能を損なわない設計とする。 

 

1.8.3 参考文献 

(1) 広域的な火山防災対策に係る検討会（第 3 回）資料 2 内閣府 

(2) 「シラスコンクリートの特徴とその実用化の現状」武若耕司，コンク

リート工学，Vol39，2004 

(3) 「火山環境における金属材料の腐食」出雲茂人，末吉秀一他，防食技

術 Vol.39，1990 
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第 1.8－1 表 評価対象施設の抽出結果 

 設備区分 評価対象施設 

ク
ラ
ス
１
及
び
ク
ラ
ス
２
に
属
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器 

屋外に設置されている施設

・原子炉建屋 

・海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水

系） 

・海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海

水系） 

・ディーゼル発電機（吸気口，排気消音器，排気管） 

・中央制御室換気系冷凍機 

・ディーゼル発電機室ルーフベントファン 

・排気筒 

・非常用ガス処理系排気配管 

降下火砕物を含む海水の流

路となる施設 

・残留熱除去海水系設備 

（海水ポンプ，海水ストレーナ及び下流設備） 

・ディーゼル発電機海水系設備 

（海水ポンプ，海水ストレーナ及び下流設備） 

降下火砕物を含む空気の流

路となる施設 

・ディーゼル発電機機関 

・換気空調設備（外気取入口） 

中央制御室換気空調系 

ディーゼル発電機室換気系 

・排気筒 

・非常用ガス処理系排気配管 

外気から取り入れた屋内の

空気を機器内に取り込む機

構を有する施設 

・計装制御設備（安全保護系） 

ク
ラ
ス
３
に
属
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器 

降下火砕物の影響を受ける

施設であって，その停止等

により，上位の安全重要度

の施設の運転に影響を及ぼ

す可能性のある屋外の施設

・タービン建屋 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・海水取水設備（除塵装置） 

・換気空調設備（外気取入口） 

【別添資料１：(3.3：1-9】 
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6 条(火山)- i 

目  次 

 

1. 基本方針 

1.1 概要 

1.2 火山影響評価の流れ 

2. 立地評価 

2.1 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出 

2.2 抽出された火山の火山活動に関する個別評価 

3. 影響評価 

3.1 火山事象の影響評価 

3.2 火山事象（降下火砕物）に対する設計の基本方針 

3.3 火山事象（降下火砕物）から防護する施設 

3.4 降下火砕物による影響の選定 

3.4.1 降下火砕物の特徴 

3.4.2 直接的影響 

3.4.3 間接的影響 

3.5 設計荷重の設定 

3.6 降下火砕物の直接的影響に対する設計方針 

3.6.1 降下火砕物による荷重に対する設計方針 

3.6.2 降下火砕物による荷重以外に対する設計方針 

3.6.3 外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計方針 

3.7 降下火砕物の除去等の対策 

3.7.1 降下火砕物に対応するための運用管理 

3.7.2 手順 

3.8 降下火砕物の間接的影響に対する設計方針 

4. まとめ 
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6 条(火山)- ii 

資料 

－１  降下火砕物の特徴について 

  －２  評価すべき影響の要因と評価手法 

  －３  直接的影響の評価結果 

  －４  建屋構築物に係る影響評価 

  －５  海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）（モ

ータ含む）に係る影響評価 

  －６  海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）

（下流設備含む）に係る影響評価 

  －７  海水取水設備に係る影響評価 

  －８  計装制御設備（安全保護系）に係る影響評価 

  －９  換気空調設備に係る影響評価 

  －１０ ディーゼル発電機に係る影響評価 

  －１１ 排気筒（非常用ガス処理系排気配管含む）に係る影響評価 

  －１２ 間接的影響の評価結果 

 

参考資料 

－１  原子炉の高温停止及び冷温停止に必要な設備について 

－２  降下火砕物堆積荷重評価への材料強度×1.1 倍の適用について 

－３  降下火砕物の海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電

機海水系）基礎部堆積による影響評価について 

 －４  降下火砕物と積雪の重ね合わせの考え方について 

－５  原子力発電所で使用する塗料について 

－６  降下火砕物の金属腐食研究について 

－７  給水処理設備に係る影響評価について 
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6 条(火山)- iii 

－８  降下火砕物のその他の設備への影響評価について 

－９  降下火砕物の除去に要する時間について 

－１０ 降水による降下火砕物の固結の影響について 

－１１ 火山影響評価ガイドとの整合性について 

－１２ 原子炉建屋の健全性評価について 

－１３ タービン建屋の健全性評価について 

－１４ 防潮堤外部事象に対する津波防護施設，浸水防止設備，及び津波

監視設備の防護方針について 

－１５ 原子炉建屋（トラス部）及びタービン建屋（トラス部）の除灰に

ついて 
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6 条(火山)-1-1 

1. 基本方針 

1.1 概要 

  原子力規制委員会の定める「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則（平成 25 年 6 月 28 日原子力規制委員会規

則第五号）」第六条において，外部からの衝撃による損傷防止として，安全施

設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。）が発生した場合において

も安全機能を損なわないものでなければならないとしており，敷地周辺の自

然環境を基に想定される自然現象の一つとして，火山の影響を挙げている。 

  火山の影響により原子炉施設の安全性を損なうことのない設計であること

を評価するため，火山影響評価を行い，原子炉施設へ影響を与えないことを

評価する。 
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6 条(火山)-1-2 

1.2 火山影響評価の流れ 

  火山影響評価は，「原子力発電所の火山影響評価ガイド」を参照し，第 1.2

－1 図のフローに従い立地評価と影響評価の 2 段階で行う。 

  立地評価では，原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出を行い，抽出

された火山の火山活動に関する個別評価を行う。具体的には設計対応不可能

な火山事象が東海第二発電所の運用期間中に影響を及ぼす可能性の評価を行

う。 

  設計対応不可能な火山事象が影響を及ぼす可能性が十分小さいと評価され

た場合は，原子力発電所に影響を与える可能性のある火山事象の抽出とその

影響評価を行う。 

  影響評価では，個々の火山事象への設計対応及び運転対応の妥当性につい

て「3.1 火山事象の影響評価」にて評価を行う。（第 1.2－2 図） 

  なお，立地評価及び原子力発電所に影響を与える可能性のある火山事象の

抽出とその影響評価については，「添付書類六 7.火山」にて示す。 

 

第 1.2－1 図 火山影響評価の基本フロー  
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6 条(火山)-1-3 

3.2 火山事象の影響評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2－2 図 影響評価のフロー 

 

3.3 火山事象から防護する施設 

3.3 火山事象から防護する施設 

3.2 降下火砕物に対する設計の基本方針 

3.3 火山事象から防護する施設 

3.4.1 降下火砕物の特徴 

3.4.2 直接的影響 

 

・構造物への静的負荷 

・水循環系の閉塞，内部における摩耗 

・換気系・電気系及び計装制御系に対す

る機械的及び化学的影響 

・発電所の大気汚染 

・化学的腐食 

・絶縁低下 

3.4.2 間接的影響 

 

・外部電源喪失 

・アクセス制限 

3.7 降下火砕物の除去等の対策 

3.1 降下火砕物の条件設定 

 

・堆積厚，密度，粒径 3.5 荷重の設定 

3.6.2 間接的影響に対する設計方針 

3.6.1 直接的影響に対する設計方針 
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6 条(火山)-1-4 

2．立地評価 

2.1 原子力発電所に影響を及ぼし得る火山の抽出 

  地理的領域（160km）に位置する第四紀火山（32 火山）について，完新世

の活動の有無，将来の活動性を検討した結果，原子力発電所に影響を及ぼし

得る火山として，高原山，那須岳，男体・女峰火山群，日光白根山，赤城

山，燧ケ岳，安達太良山，磐梯山，沼沢，吾妻山，榛名山，笹森山，子持山

の 13 火山を抽出した。 

 

2.2 抽出された火山の火山活動に関する個別評価 

  原子力発電所に影響を及ぼし得る火山として抽出した 13 火山について，

設計対応不可能な火山事象（火砕物密度流，溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及

び斜面崩壊，新しい火口の開口，地殻変動）が影響を及ぼす可能性について

個別評価を行った。 

  火砕物密度流については，敷地と火砕密度流の到達可能性範囲の距離から

発電所に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと評価した。 

  溶岩流，岩屑なだれ，地滑り及び斜面崩壊については，敷地と火山の距離

から発電所に影響を及ぼす可能性はないと評価した。 

  新しい火口の開口，地殻変動については，敷地は火山フロントより前弧側

（東方）に位置すること，敷地周辺では火成活動は確認されていないことか

ら，この事象が発電所の運転期間中に影響を及ぼす可能性は十分に小さいと

評価した。 

  以上から，設計対応不可能な火山事象が発電所に影響を及ぼす可能性はな

く，この結果から，抽出した 13 火山はモニタリングの対象とならないと判

断した。 
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3．影響評価 

3.1 火山事象の影響評価 

  将来の活動可能性のある火山若しくは将来の活動可能性を否定できない火

山について，東海第二発電所の運用期間中の噴火規模を考慮し，原子力発電

所の安全機能に影響を及ぼし得る火山事象を抽出した結果，降下火砕物のみ

が東海第二発電所に影響を及ぼし得る火山事象となった。よって，降下火砕

物による安全施設への影響評価を行う。 

  影響評価に用いる条件は，文献調査，地質調査及び降下火砕物シミュレー

ション結果等から総合的に判断し，第 3.1－1 表のとおり，堆積厚さ 50cm，

粒径 8mm 以下，密度 0.3 g／cm３（乾燥状態）～1.5g／cm３（湿潤状態）と設

定した。 

 

第 3.1－1 表 降下火砕物の設計条件 

項目 設定条件 備考 

堆積厚さ 50cm 
鉛直荷重に対する健全性評価に

使用 
密度 

0.3g/cm３ ～ 1.5g/cm３ 

（乾燥状態） （湿潤状態） 

粒径 8mm 以下 

水循環系の閉塞及び換気系，電

気系及び計装制御系に対する機

械的影響評価に使用 
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6 条(火山)-1-6 

3.2 火山事象（降下火砕物）に対する設計の基本方針 

  将来の活動可能性を否定できない火山について，東海第二発電所の運用期

間中の噴火規模を考慮し，東海第二発電所の安全機能に影響を及ぼし得る火

山事象を抽出した結果，「3.1 火山事象の影響評価」に示すとおり該当する

火山事象は降下火砕物のみであり，地理的領域（160km）の広範囲に影響を及

ぼす降下火砕物に対し，安全施設の安全機能を損なわない設計とする。以下

に火山事象（降下火砕物）に対する設計の基本方針を示す。 

 (1) 降下火砕物による直接的な影響（荷重，閉塞，摩耗，腐食等）に対して，

安全機能を損なわない設計とする。 

 (2) 発電所内の構築物，系統及び機器における降下火砕物の除去等の対応が

可能な設計とする。 

 (3) 降下火砕物による間接的な影響である 7 日間の外部電源の喪失，発電所

外での交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，発電所の安全性を維持

するために必要となる電源の供給が継続でき，安全機能を損なわない設計

とする。 

 

3.3 火山事象（降下火砕物）から防護する施設 

  「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，構造及び設備の基準に関す

る規則（平成 25 年 6 月 28 日原子炉規制委員会規則第五号）」第六条におい

て，「安全施設は，想定される自然現象が発生した場合においても安全機能

を損なわないものでなければならない。」とされていることから，降下火砕

物の影響から防護する施設は，発電用原子炉施設の安全性を確保するため，

「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」で規

定されているクラス１，クラス２及びクラス３に該当する構築物，系統及び

機器とする。 

35



 

6 条(火山)-1-7 

  当該施設が降下火砕物の影響により安全機能を損なわないよう，降下火砕

物の影響を評価すべき施設（以下「評価対象施設」という。）として各施設

の構造や設置状況等を考慮して以下のとおり抽出する。 

(1) クラス１及びクラス２に属する構築物，系統及び機器 

 ａ．屋外に設置されている施設 

 ｂ．降下火砕物を含む海水の流路となる施設 

 ｃ．降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

 ｄ．外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施設 

(2) クラス３に属する構築物，系統及び機器 

ａ．降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上位の

安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の施設 

   

  なお，それ以外の，クラス３に属する施設については，降下火砕物による

影響を受ける場合を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，

又は安全上支障が生じない期間に降下火砕物の除去あるいは修復等の対応が

可能とすることにより，安全機能を損なわない設計とするため，評価対象施

設から除外する。 

  また，降下火砕物の間接的影響を考慮し，原子炉の高温停止，冷温停止に

必要となる機能を達成するために必要となる施設を評価対象施設として抽出

した。（参考資料－１） 

  評価対象施設の抽出フローを第 3.3－1 図に，抽出結果を第 3.3－1 表，第

3.3－2 表に示すとともに，評価対象施設の設置場所を第 3.3－2 図に示す。 
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6 条(火山)-1-8 
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6 条(火山)-1-9 

第 3.3－1 表 評価対象施設の抽出結果 

 設備区分 評価対象施設 

ク
ラ
ス
１
及
び
ク
ラ
ス
２
に
属
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器 

屋外に設置されている施設

・原子炉建屋 

・海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）

・海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水

系） 
・ディーゼル発電機（吸気口，排気消音器，排気管） 
・中央制御室換気系冷凍機 
・ディーゼル発電機室ルーフベントファン 
・排気筒 
・非常用ガス処理系排気配管 

降下火砕物を含む海水の流

路となる施設 

・残留熱除去海水系設備 
（海水ポンプ，海水ストレーナ及び下流設備） 
・ディーゼル発電機海水系設備 
（海水ポンプ，海水ストレーナ及び下流設備） 

降下火砕物を含む空気の流

路となる施設 

・ディーゼル発電機機関 
・換気空調設備（外気取入口） 

中央制御室換気空調系 
ディーゼル発電機室換気系 

・排気筒 
・非常用ガス処理系排気配管 

外気から取り入れた屋内の

空気を機器内に取り込む機

構を有する施設 
・計装制御設備（安全保護系） 

ク
ラ
ス
３
に
属
す
る
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器

降下火砕物の影響を受ける

施設であって，その停止等

により，上位の安全重要度

の施設の運転に影響を及ぼ

す可能性のある屋外の施設

・タービン建屋 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋 

・海水取水設備（除塵装置） 

・換気空調設備（外気取入口） 
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－
 

６
）
放

射
性

物
質

の
閉

じ
込

め
機

能
放

射
線

の
遮

へ
い

及
び

放
出

低
減

機

能
 

原
子

炉
格

納
容

器
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
格

納
容

器
隔

離
弁

 
－
 

－
 

－
 

原
子

炉
格

納
容

器
ス

プ
レ

イ
冷

却
系

 
－
 

－
 

－
 

原
子

炉
建

屋
 

原
子

炉
建

屋
 

－
 

原
子

炉
建

屋
 

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

 
排

気
筒

，
非

常
用

ガ
ス

処
理

系
排

気
配

管
 

－
 

排
気

筒
，

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

排
気

配
管

 

非
常

用
再

循
環

ガ
ス

処
理

系
 

－
 

－
 

－
 

可
燃

性
ガ

ス
濃

度
制

御
系

 
－

 
－

 
－

 

 
 

39



  

6 条(火山)-1-11 

 

第
3
.
3
－

2
表

 
評

価
対

象
施

設
の

抽
出

に
つ

い
て

（
２

／
４

）
 

分
類

 

安
全

機
能

の
重

要
度

分
類

 
降

下
火

砕
物

の
影

響
を

受
け

る
施

設
 

（
屋

外
に

設
置

さ
れ

て
い

る
施

設
，
屋

外
に

開
口

し
て

い
る

施
設

，
又

は
外

気
か

ら
取

り

入
れ

た
屋

内
の

空
気

を
取

り
込

む
機

構
を

有
す

る
施

設
）

 

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
う

ち
降

下
火

砕
物

の
影

響
を

受
け

る
可

能
性

が
あ

る
施

設
で

，
ク

ラ
ス

１
及

び
ク

ラ
ス

２
に

属
す

る

施
設

に
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
施

設
 

評
価

対
象

施
設

 

定
義

 
機

能
 

構
築

物
，

系
統

又
は

機
器

 

M
S
-
1
 
２

）
安

全
上

必
須

な
そ

の
他

の

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

 

１
）
工

学
的

安
全

施
設

及
び

原
子

炉
停

止
系

へ
の

作
動

信
号

の
発

生
機

能
 

安
全

保
護

系
 

計
装

制
御

設
備

（
安

全
保

護
系

）
 

－
 

計
装

制
御

設
備

（
安

全
保

護
系

）
 

２
）

安
全

上
特

に
重

要
な

関
連

機
能

 

非
常

用
所

内
電

源
系

（
Ｍ

Ｓ
－

１
関

連
の

も
の

）
 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

 

（
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

，
高

圧
炉

心

ス
プ

レ
イ

系
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
）

 

－
 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

 

（
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

，
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ
系

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

）
 

制
御

室
及

び
そ

の
遮

へ
い
・
非

常
用

換
気

空
調

系
 

（
Ｍ

Ｓ
－

１
関

連
の

も
の

）
 

換
気

空
調

設
備
（

中
央

制
御

室
換

気
空

調
系

，

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

室
換

気
系

）
 

－
 

換
気

空
調

設
備
（

中
央

制
御

室
換

気
空

調
系

，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
室

換
気

系
）

 

非
常

用
補

機
冷

却
水

系
（

Ｍ
Ｓ

－
１

関
連

の
も

の
）

 

海
水

ポ
ン

プ
，
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ
（

下
流

設
備

含
む

）
 

（
残

留
熱

除
去

系
海

水
系

，
非

常
用

デ
ィ

ー

ゼ
ル

発
電

機
海

水
系

，
高

圧
炉

心
ス

プ
レ

イ

系
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
海

水
系

）
 

海
水

取
水

設
備

（
除

塵
装

置
）

 

海
水

ポ
ン

プ
，
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ
（

下
流

設
備

含

む
）

 
（

残
留

熱
除

去
系

海
水

系
，

非
常

用
デ

ィ
ー

ゼ

ル
発

電
機

海
水

系
，

高
圧

炉
心

ス
プ

レ
イ

系
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
海

水
系

）
 

海
水

取
水

設
備

（
除

塵
装

置
）

 

直
流

電
源

系
（

Ｍ
Ｓ

－
１

関
連

の
も

の
）

 
－

 
－

 
－
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6 条(火山)-1-12 

 

第
3
.
3
－

2
表

 
評

価
対

象
施

設
の

抽
出

に
つ

い
て

（
３

／
４

）
 

分
類

 

安
全

機
能

の
重

要
度

分
類

 
降

下
火

砕
物

の
影

響
を

受
け

る
施

設
 

（
屋

外
に

設
置

さ
れ

て
い

る
施

設
，
屋

外
に

開
口

し
て

い
る

施
設

，
又

は
外

気
か

ら
取

り

入
れ

た
屋

内
の

空
気

を
取

り
込

む
機

構
を

有
す

る
施

設
）

 

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
う

ち
降

下
火

砕
物

の
影

響
を

受
け

る
可

能
性

が
あ

る
施

設
で

，
ク

ラ
ス

１
及

び
ク

ラ
ス

２
に

属
す

る

施
設

に
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
施

設
 

評
価

対
象

施
設

 

定
義

 
機

能
 

構
築

物
，

系
統

又
は

機
器

 

P
S
-
2
 

１
）

そ
の

損
傷

又
は

故
障

に
よ

り
発

生
す

る
事

象
に

よ
っ

て
，
炉

心
の

著
し

い
損

傷
又

は
燃

料
の

大
量

の
破

損
を

直
ち

に
引

き
起

こ
す

お
そ

れ
は

な
い

が
，
敷

地
外

へ
の

過
度

の
放

射
性

物
質

の
放

出
の

お
そ

れ
の

あ
る

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

 

１
）
原

子
炉

冷
却

材
を

内
蔵

す
る

機
能

（
た

だ
し

，
原

子
炉

冷
却

材
圧

力

バ
ウ

ン
ダ

リ
か

ら
除

外
さ

れ
て

い

る
計

装
等

の
小

口
径

の
も

の
及

び

バ
ウ

ン
ダ

リ
に

直
接

接
続

さ
れ

て

い
な

い
も

の
は

除
く

。
）

 

主
蒸

気
系

（
格

納
容

器
隔

離
弁

の
外

側
の

み
）

 
－
 

－
 

－
 

原
子

炉
冷

却
材

浄
化

系
（

格
納

容
器

隔
離

弁
の

外

側
の

み
）

 
－
 

－
 

－
 

２
）
原

子
炉

冷
却

材
圧

力
バ

ウ
ン

ダ
リ

に
直

接
接

続
さ

れ
て

い
な

い
も

の

で
あ

っ
て

，
放

射
性

物
質

を
貯

蔵

す
る

機
能

 

放
射

性
廃

棄
物

処
理

施
設
（

放
射

能
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
の

大
き

い
も

の
）

注
１

）
 

注
１

）
現

状
で

は
，
放

射
性

気
体

廃
棄

物
処

理
系

が
考

え
ら

れ
る

。
 

－
 

－
 

－
 

使
用

済
燃

料
プ

ー
ル
（

使
用

済
燃

料
貯

蔵
ラ

ッ
ク

－
 

－
 

－
 

使
用

済
燃

料
乾

式
貯

蔵
容

器
 

使
用

済
燃

料
乾

式
貯

蔵
建

屋
 

 
使

用
済

燃
料

乾
式

貯
蔵

建
屋

 

３
）

燃
料

を
安

全
に

取
り

扱
う

機
能

 
燃

料
取

扱
設

備
 

－
 

－
 

－
 

２
）

通
常

運
転

時
及

び
運

転
時

の
異

常
な

過
渡

変
化

時
に

作
動

を
要

求
さ

れ
る

も
の

で
あ

っ
て

，
そ

の
故

障
に

よ

り
，

炉
心

冷
却

が
損

な
わ

れ

る
可

能
性

の
高

い
構

築
物

，

系
統

及
び

機
器

 

１
）
安

全
弁

及
び

逃
が

し
弁

の
吹

き
止

ま
り

機
能

 

逃
が

し
安

全
弁
（

吹
き

止
ま

り
機

能
に

関
連

す
る

部
分

）
 

－
 

－
 

－
 

M
S
-
2
 

１
）
Ｐ

Ｓ
－

２
の

構
築

物
，
系

統

及
び

機
器

の
損

傷
又

は
故

障
に

よ
り

敷
地

周
辺

公
衆

に
与

え
る

放
射

線
の

影
響

を
十

分
小

さ
く

す
る

よ
う

に
す

る
構

築
物

，
系

統
及

び

機
器

 

１
）

燃
料

プ
ー

ル
水

の
補

給
機

能
 

非
常

用
補

給
水

系
 

－
 

－
 

－
 

２
）

放
射

性
物

質
放

出
の

防
止

機
能

 

放
射

性
気

体
廃

棄
物

処
理

系
の

隔
離

弁
 

－
 

－
 

－
 

排
気

筒
（

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

排
気

管
の

支
持

機

能
以

外
）

 
排

気
筒

 
－

 
排

気
筒

 

燃
料

集
合

体
落

下
事

故
時

放
射

能
放

出
を

低
減

す
る

系
 

原
子

炉
建

屋
 

－
 

原
子

炉
建

屋
 

２
）

異
常

状
態

へ
の

対
応

上
特

に
重

要
な

構
築

物
，
系

統
及

び
機

器
 

１
）
事

故
時

の
プ

ラ
ン

ト
状

態
把

握
機

能
 

事
故

時
監

視
計

器
の

一
部

 
注

２
）

 

注
２

）
現

状
で

は
，
格

納
容

器
雰

囲
気

放
射

線
モ

ニ
タ

が
考

え
ら

れ
る

。
 

－
 

－
 

－
 

２
）

異
常

状
態

の
緩

和
機

能
 

Ｂ
Ｗ

Ｒ
に

は
対

象
機

能
な

し
 

－
 

－
 

－
 

３
）
制

御
室

外
か

ら
の

安
全

防
止

機
能

 
制

御
室

外
原

子
炉

停
止

装
置
（

安
全

停
止

に
関

連

す
る

も
の

）
 

－
 

－
 

－
 

P
S
-
3
 

１
）

異
常

状
態

の
起

因
事

象
と

な
る

も
の

で
あ

っ
て

，
Ｐ

Ｓ
－

１
及

び
Ｐ

Ｓ
－

２
以

外
の

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

 

１
）
原

子
炉

冷
却

材
保

持
機

能
（

Ｐ
Ｓ

－
１

，
Ｐ

Ｓ
－

２
以

外
の

も
の

）
 

計
装

配
管

 
－
 

－
 

－
 

試
料

採
取

管
 

－
 

－
 

－
 

２
）

原
子

炉
冷

却
材

の
循

環
機

能
 

原
子

炉
再

循
環

系
 

－
 

－
 

－
 

３
）

放
射

性
物

質
の

貯
蔵

機
能

 

サ
プ

レ
ッ

シ
ョ

ン
プ

ー
ル

水
排

水
系

，
復

水
貯

蔵

タ
ン

ク
，
放

射
性

廃
棄

物
処

理
施

設
（

放
射

能
イ

ン
ベ

ン
ト

リ
の

小
さ

い
も

の
）

 
注

３
）

 

注
３

）
現

状
で

は
，
液

体
及

び
固

体
の

放
射

性
廃

棄
物

処
理

系
が

考
え

ら
れ

る
。

 

－
 

－
 

－
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6 条(火山)-1-13 

 

第
3
.
3
－

2
表

 
評

価
対

象
施

設
の

抽
出

に
つ

い
て

（
４

／
４

）
 

分
類

 

安
全

機
能

の
重

要
度

分
類

 
降

下
火

砕
物

の
影

響
を

受
け

る
施

設
 

（
屋

外
に

設
置

さ
れ

て
い

る
施

設
，
屋

外
に

開
口

し
て

い
る

施
設

，
又

は
外

気

か
ら

取
り

入
れ

た
屋

内
の

空
気

を
取

り
込

む
機

構
を

有
す

る
施

設
）

 

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
う

ち
降

下
火

砕
物

の
影

響
を

受
け

る
可

能
性

が
あ

る
施

設
で

，
ク

ラ
ス

１
及

び
ク

ラ
ス

２
に

属
す

る

施
設

に
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
施

設
 

評
価

対
象

施
設

 

定
義

 
機

能
 

構
築

物
，

系
統

又
は

機
器

 

P
S
-
3
 

１
）

異
常

状
態

の
起

因
事

象
と

な
る

も
の

で
あ

っ
て

，
Ｐ

Ｓ
－

１
及

び
Ｐ

Ｓ
－

２
以

外
の

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

 

４
）

電
源

供
給

機
能

（
非

常
用

を
除

く
。
）

 

タ
ー

ビ
ン

 
－
 

－
 

－
 

発
電

機
及

び
そ

の
励

磁
装

置
 

－
 

－
 

－
 

復
水

系
（

復
水

器
を

含
む

。
）

 
－
 

－
 

－
 

給
水

系
 

－
 

－
 

－
 

循
環

水
系

 
－
 

－
 

－
 

送
電

線
 

－
 

－
 

－
 

変
圧

器
 

－
 

－
 

－
 

開
閉

所
 

－
 

－
 

－
 

５
）

プ
ラ

ン
ト

計
測

・
制

御
機

能
（

安

全
保

護
機

能
を

除
く

。
）

 

原
子

炉
制

御
系
（

制
御

棒
価

値
ミ

ニ
マ

イ
ザ

を
含

む
。
）
 

－
 

－
 

－
 

原
子

炉
核

計
装

 
－
 

－
 

－
 

原
子

炉
プ

ロ
セ

ス
計

装
 

－
 

－
 

－
 

６
）

プ
ラ

ン
ト

運
転

補
助

機
能

 
所

内
ボ

イ
ラ

 
－
 

－
 

－
 

計
装

用
圧

縮
空

気
系

 
－
 

－
 

－
 

２
）

原
子

炉
冷

却
材

放
射

性
物

質
濃

度
を

通
常

運
転

に
支

障
の

な
い

程
度

に
低

く
抑

え
る

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

 

１
）
核

分
裂

生
成

物
の

原
子

炉
冷

却
材

中
へ

の
放

散
防

止
機

能
 

燃
料

被
覆

管
 

－
 

－
 

－
 

２
）

原
子

炉
冷

却
材

の
浄

化
機

能
 

原
子

炉
冷

却
材

浄
化

系
 

－
 

－
 

－
 

復
水

浄
化

系
 

－
 

－
 

－
 

M
S
-
3
 

１
）

運
転

時
の

異
常

な
過

渡
変

化
が

あ
っ

て
も

，
Ｍ

Ｓ
－

１
，
Ｍ

Ｓ
－

２
と

あ
い

ま
っ

て
，

事
象

を
緩

和
す

る
構

築
物

，
系

統
及

び
機

器
 

１
）
原

子
炉

圧
力

の
上

昇
の

緩
和

機
能

 
逃

が
し

安
全

弁
（

逃
が

し
弁

機
能

）
 

－
 

－
 

－
 

タ
ー

ビ
ン
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3.4 降下火砕物による影響の選定 

  降下火砕物の特徴及び評価対象施設の構造や設置状況を考慮して，降下火

砕物が直接及ぼす影響（以下「直接的影響」という。）と発電所外での影響（以

下「間接的影響」という。）を選定する。 

 

3.4.1 降下火砕物の特徴 

  各種文献の調査結果より，降下火砕物は以下の特徴を有する。 

 (1) 火山ガラス片，鉱物結晶片から成る。ただし，砂よりもろく硬度は低い。 

 (2) 硫酸等を含む腐食性のガス（以下「腐食性ガス」という。）が付着してい

る。ただし，金属腐食研究の結果より，直ちに金属腐食を生じさせること

はない。 

 (3) 水に濡れると導電性を生じる。 

 (4) 湿った降下火砕物は乾燥すると固結する。 

 (5) 降下火砕物粒子の融点は約 1,000℃であり，一般的な砂に比べ低い。 

（資料－１） 

 

3.4.2 直接的影響 

  降下火砕物の特徴から直接的影響の要因となる荷重，閉塞，摩耗，腐食，

大気汚染，水質汚染及び絶縁低下を抽出し，評価対象施設の構造や設置状況

等を考慮して直接的な影響因子を以下のとおり選定する。 

 

 (1) 荷重 

   「荷重」について考慮すべき影響因子は，建屋及び屋外設備の上に堆積

し静的な負荷を与える「構造物への静的負荷」，並びに建屋及び屋外設備に

対し降灰時に衝撃を与える「粒子の衝突」である。 
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 (2) 閉塞 

   「閉塞」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物を含む海水が流路

の狭隘部等を閉塞させる「水循環系の閉塞」及び降下火砕物を含む空気が

機器の狭隘部や換気系の流路を閉塞させる「換気系，電気系及び計装制御

系の機械的影響（閉塞）」である。 

 (3) 摩耗 

   「摩耗」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物を含む海水が流路

に接触することにより配管等を摩耗させる「水循環系の内部における摩

耗」及び降下火砕物を含む空気が動的機器の摺動部に侵入し摩耗させる

「換気系，電気系及び計装制御系の機械的影響（摩耗）」である。 

 (4) 腐食 

   「腐食」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物に付着した腐食性

ガスにより建屋及び屋外施設の外面を腐食させる「構造物への化学的影響

（腐食）」，換気系，電気系及び計装制御系において降下火砕物を含む空

気の流路等を腐食させる「換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的

影響（腐食）」及び海水に溶出した腐食性成分により海水管等を腐食させ

る「水循環系の化学的影響（腐食）」である。 

 (5) 大気汚染 

   「大気汚染」について考慮すべき影響因子は，降下火砕物により汚染さ

れた発電所周辺の大気が運転員の常駐する中央制御室内に侵入することに

よる居住性の劣化並びに降下火砕物の除去及び屋外設備の点検等の屋外に

おける作業環境を劣化させる「発電所周辺の大気汚染」である。 

 (6) 水質汚染 

   「水質汚染」については，給水等に使用する工業用水に降下火砕物が混

入することによる汚染が考えられるが，発電所では給水処理設備により水
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処理した給水を使用しており，降下火砕物の影響を受けた工業用水を直接

給水として使用しないこと，また水質管理を行っていることから，安全施

設の安全機能には影響しない。（参考資料－６） 

 (7) 絶縁低下 

   「絶縁低下」について考慮すべき影響因子は，湿った降下火砕物が，電

気系及び計装制御系絶縁部に導電性を生じさせることによる「盤の絶縁低

下」である。 

 

3.4.3 間接的影響 

降下火砕物によって発電所に間接的な影響を及ぼす因子は，湿った降下

火砕物が送電線の碍子，特高開閉所の充電露出部等に付着し絶縁低下を生

じさせることによる広範囲にわたる送電網の損傷に伴う「外部電源喪

失」，及び降下火砕物が道路に堆積することによる交通の途絶に伴う「ア

クセス制限」である。 

 

3.5 設計荷重の設定 

設計荷重は，以下のとおり設定する。 

 (1) 評価対象施設に常時作用する荷重，運転時荷重 

   評価対象施設に作用する荷重として，自重等の常時作用する荷重，内圧

等の運転時荷重であり，降下火砕物との荷重と適切に組み合わせる。 

 (2) 設計基準事故時荷重 

   評価対象施設は，降下火砕物によって安全機能を損なわない設計とする

ため，設計基準事故とは独立事象である。 

   なお，評価対象施設のうち設計基準事故時荷重が生じ得る設備としては，

屋外設備の動的機器である海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル
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発電機海水系）が考えられるが，設計基準事故時において海水ポンプ（残

留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）に有意な機械的荷重は発生

しないことから，設計基準事故時に生じる荷重の組み合わせは考慮しない。 

 (3) その他の自然現象の影響を考慮した荷重の組み合わせ 

   降下火砕物と組み合わせを考慮すべき自然現象は，荷重の影響において

風及び積雪であり，降下火砕物との荷重と適切に組み合わせる。 

（参考資料－２） 

 

3.6 降下火砕物の直接的影響に対する設計方針 

直接的影響については，評価対象施設の構造や設置状況等（形状，機能，

外気吸入や海水通水の有無等）を考慮し，想定される各影響因子に対して，

影響を受ける各評価対象施設が安全機能を損なわない以下の設計とする。 

（資料－２） 

 

3.6.1 降下火砕物による荷重に対する設計方針 

(1) 構造物への静的負荷 

評価対象施設のうち，降下火砕物が堆積する建屋及び屋外施設は，以下

である。 

ａ．屋外に設置されている施設 

原子炉建屋，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海

水系），海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水

系），ディーゼル発電機（吸気口，排気消音器，排気管），中央制御室

換気系冷凍機，ディーゼル発電機室ルーフベントファン 

ｂ．降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上位の

安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の施設 
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タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

 

当該施設の許容荷重が，降下火砕物による荷重に対して安全裕度を有す

ることにより，構造健全性を失わず安全機能を損なわない設計とする。若

しくは，降下火砕物が堆積しにくい，又は直接堆積しない構造とすること

で，安全機能を損なわない設計とする。 

設計対象施設の建屋においては，建築基準法における一般地域の積雪の

荷重の考え方に準拠し，降下火砕物の除去を適切に行うことから，降下火

砕物の荷重を短期に生じる荷重とし，建築基準法における材料強度による

許容値を許容限界とする。 

また，建屋を除く評価対象施設においては，許容応力を「原子力発電所

耐震設計技術指針 ＪＥＡＧ４６０１－１９８７（日本電気協会）」に準拠

する。 

（資料－４ ６，９，１０） 

 

(2) 粒子の衝突 

  評価対象施設のうち，粒子の衝突を考慮すべき建屋及び屋外施設は，降下

火砕物の衝突によって構造健全性が失われないことにより，安全機能を損な

わない設計とする。 

なお，粒子の衝突による影響については，竜巻の影響について評価してい

る設計飛来物に包絡される。 

 

3.6.2 降下火砕物による荷重以外に対する設計方針 

降下火砕物による荷重以外の影響は，構造物への化学的影響（腐食），水

循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影響（腐食），電気系及び計装
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制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影響（腐食）等により安全機

能を損なわない設計とする。 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計については，「3.6.3 外

気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計」に示す。 

(1) 構造物への化学的影響（腐食） 

評価対象施設のうち，降下火砕物による構造物への化学的影響（腐食）

を考慮すべき施設は，降下火砕物の直接的な付着による影響が考えられる

以下の施設である。 

ａ．屋外に設置されている施設 

原子炉建屋，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機

海水系），海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機

海水系），ディーゼル発電機，中央制御室換気系冷凍機，ディーゼル

発電機室ルーフベントファン，排気筒，非常用ガス処理系排気配管 

ｂ．降下火砕物の影響を受ける施設であって，その停止等により，上位の

安全重要度の施設の運転に影響を及ぼす可能性のある屋外の施設 

タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

 

金属腐食研究の結果より，降下火砕物に含まれる腐食性ガスによって直

ちに金属腐食を生じないが，外装の塗装等によって短期での腐食により安

全機能を損なわない設計とする。なお，降灰後の長期的な腐食の影響につ

いては，日常保守管理等により，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

（資料－４ ６，９～１１ 参考資料－４，５） 

 

(2) 水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影響（腐食） 

評価対象施設のうち，水循環系の閉塞，内部における摩耗及び化学的影
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響（腐食）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む海水の流路となる以下

の施設である。 

ａ．降下火砕物を含む海水の流路となる施設 

残留熱除去海水系設備（海水ポンプ，海水ストレーナ及び下流設備

含む），ディーゼル発電機海水系設備（海水ポンプ，海水ストレーナ

及び下流設備含む），海水取水設備 

 

降下火砕物は粘土質ではないことから水中で固まり閉塞することはない

が，当該施設については，降下火砕物の粒径に対し十分な流路幅を設ける

ことにより，海水の流路となる施設が閉塞しない設計とする。 

内部における摩耗については， 降下火砕物は砂よりも硬度が低くもろ

いことから摩耗による影響は小さい。また当該施設については，定期的な

内部点検及び日常保守管理により，状況に応じて補修が可能であり，摩耗

により安全機能を損なわない設計とする。 

化学的影響（腐食）については，金属腐食研究の結果より，降下火砕物

によって直ちに金属腐食を生じないが，耐食性のある材料の使用や塗装の

実施等によって，腐食により安全機能を損なわない設計とする。なお，長

期的な腐食の影響については，日常保守管理等により，状況に応じて補修

が可能な設計とする。 

（資料－５ ７，参考資料－４，５，９） 

 

(3) 電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉塞）及び化学的影響

（腐食） 

評価対象施設のうち，電気系及び計装制御系に対する機械的影響（閉

塞）及び化学的影響（腐食）を考慮すべき施設は，電気系及び計装制御系
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のうち屋外に設置されている以下の施設である。 

ａ．屋外に設置されている施設 

    海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）（モ

ータ） 

 

機械的影響（閉塞）については，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，デ

ィーゼル発電機海水系）（モータ）本体は外気と遮断された全閉構造，空

気冷却器の冷却管内径及び冷却流路は降下火砕物粒径以上の幅を設ける構

造とすることにより，機械的影響（閉塞）により安全機能を損なわない設

計とする。 

化学的影響（腐食）については，金属腐食研究の結果より，降下火砕物

によって直ちに金属腐食を生じないが，耐食性のある材料の使用や塗装の

実施等によって，腐食により安全機能を損なうことのない設計とする。な

お，長期的な腐食の影響については，日常保守管理等により，状況に応じ

て補修が可能な設計とする。 

（資料－５，参考資料－４，５） 

 

(4) 絶縁低下及び化学的影響（腐食） 

評価対象施設のうち，絶縁低下及び化学的影響（腐食）を考慮すべき施

設は，電気系及び計装制御系のうち外気から取り入れた屋内の空気を機器

内に取り込む機構を有する以下の施設である。 

 

ａ．外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する施設

計装制御設備（安全保護系） 
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当該機器の設置場所は中央制御室換気空調系にて空調管理されており，

本換気空調設備の外気取入口にはバグフィルタを設置していることから，

仮に室内に侵入した場合でも降下火砕物は微量であり，粒径は極めて細か

な粒子である。 

また，本換気空調設備については，外気取入ダンパを閉止し閉回路循環

運転を行うことにより侵入を阻止することも可能である。 

これらフィルタの設置により降下火砕物の侵入に対する高い防護性能を

有すること，また外気取入ダンパの閉止による侵入防止が可能な設計とす

ることにより，降下火砕物の付着に伴う絶縁低下及び化学的影響（腐食）

による影響を防止し，計装制御設備（安全保護系）の安全機能を損なわな

い設計とする。 

（資料－８） 

 

3.6.3 外気取入口からの降下火砕物の侵入に対する設計方針 

外気取入口からの降下火砕物の侵入に対して，以下のとおり安全機能を損

なわない設計とする。 

(1) 機械的影響（閉塞） 

評価対象施設のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による機械的

影響（閉塞）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む空気の流路となる以

下の施設である。 

ａ．降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

ディーゼル発電機機関，ディーゼル発電機（吸気口），換気空調設

備（外気取入口），排気筒，非常用ガス処理系排気配管 

 

各施設の構造上の対応として，ディーゼル発電機（吸気口）の外気取入
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口は開口部を下向きの構造とすることにより，降下火砕物が流路に侵入し

にくい設計とする。 

排気筒は，降下火砕物が侵入した場合でも，排気筒の構造から排気流

路が閉塞しない設計とする。非常用ガス処理系排気配管は，降下火砕物

の侵入防止を目的とする構造物を取り付けることにより，降下火砕物の

影響に対して機能を損なわない設計とする。 

また，外気を取り入れる換気空調設備（外気取入口）及びディーゼル

発電機（吸気口）にそれぞれフィルタを設置することにより，フィルタ

メッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とし，さらに

降下火砕物がフィルタに付着した場合でも取替又は清掃が可能な構造と

することで，降下火砕物により閉塞しない設計とする。 

ディーゼル発電機機関は，フィルタを通過した小さな粒径の降下火砕

物が侵入した場合でも，降下火砕物により閉塞しない設計とする。 

（資料－９ １１） 

 

(2) 機械的影響（摩耗） 

評価対象施設のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による機械的

影響（摩耗）を考慮すべき施設は，外気から取り入れた屋内の空気を機器

内に取り込む機構及び摺動部を有する以下の施設である。 

ａ．外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構及び摺動部を

有する施設 

ディーゼル発電機機関 

 

降下火砕物は砂よりも硬度が低くもろいことから，摩耗の影響は小さ

い。 
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構造上の対応として，ディーゼル発電機（吸気口）の開口部を下向きと

することによりディーゼル発電機機関に降下火砕物が侵入しにくい構造と

する。 

また，仮にディーゼル発電機機関の内部に降下火砕物が侵入した場合で

も耐摩耗性のある材料を使用することで，摩耗により安全機能を損なわな

い設計とする。 

外気を取り入れるディーゼル発電機（吸気口）にフィルタを設置するこ

とにより，フィルタメッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい

設計とし，摩耗により安全機能を損なわない設計とする。 

（資料－１０） 

 

(3) 化学的影響（腐食） 

評価対象施設のうち，外気取入口からの降下火砕物の侵入による化学的

影響（腐食）を考慮すべき施設は，降下火砕物を含む空気の流路となる以

下の施設である。 

ａ．降下火砕物を含む空気の流路となる施設 

ディーゼル発電機機関，中央制御室換気空調系，ディーゼル発電機室

換気系，排気筒 

 

金属腐食研究の結果より，降下火砕物によって直ちに金属腐食を生じな

いが，塗装の実施等によって，腐食により安全機能を損なわない設計とす

る。なお，降灰後の長期的な腐食の影響については，日常保守管理等によ

り，状況に応じて補修が可能な設計とする。 

（資料－９ １１，参考資料－４，５） 
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(4) 大気汚染（発電所周辺の大気汚染） 

評価対象施設のうち，大気汚染を考慮すべき中央制御室は，降下火砕

物により汚染された発電所周辺の大気が，中央制御室空調装置の外気取

入口を通じて中央制御室に侵入しないようバグフィルタを設置すること

により，降下火砕物が外気取入口に到達した場合であってもフィルタメ

ッシュより大きな降下火砕物が内部に侵入しにくい設計とする。 

また，中央制御室空調装置については，外気取入ダンパの閉止及び閉

回路循環運転を可能とすることにより，中央制御室内への降下火砕物の

侵入を防止すること，さらに外気取入遮断時において室内の居住性を確

保するため，酸素濃度及び二酸化炭素濃度の影響評価を実施することに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

（資料－９） 
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3.7 降下火砕物の除去等の対策 

3.7.1 降下火砕物に対応するための運用管理 

  降下火砕物に備え，手順を整備し，第 3.7.1－1 図のフローのとおり段階的

に対応することとしている。その体制については，地震，津波，火山事象等

の自然災害に対し，保安規定に基づく保安管理体制として整備し，その中で

体制の移行基準，活動内容についても明確にする。なお，多くの火山では，

噴火前に，震源の浅い火山性地震の頻度が急増し，火山性微動の活動が始ま

るため，事前に対策準備が可能である。 

 

 

(1) 通常時の対応 

      ・資機材の配備状況 

(2) 近隣火山に噴火兆候がある場合（噴火警報レベル「レベル４」以上） 

      ・火山情報等の収集情報 

(3) 気象庁による降灰予報発令時※１ 

（発電所への「やや多量」※２又は「多量」※３の降灰予報発令時） 

・火山注意喚起の実施又は火山非常体制の発令 

・建屋等の開口部閉鎖 

(4) 降下火砕物の降灰が確認された場合 

・状況把握及び巡視点検 

・降下火砕物の侵入防止処置及び除去作業 

 

※１ 降灰予報の情報に係らず，発電所に影響を及ぼす降灰が認められた場合は，状況に応

じた対応を行う。 

※２ 降灰時の厚さ 0.1mm 以上 1.0mm 未満 

※３ 降灰時の厚さ 1.0mm 以上 

第 3.7.1－1 図 降下火砕物に対応するための運用管理フロー 
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(1) 通常時の対応 

火山の噴火事象発生に備え，担当箇所は降下火砕物の除去等に使用する

資機材等（シャベル，ゴーグル及び防護マスク等）については，定期的に

配備状況を確認する。 

 

(2) 近隣火山の噴火兆候がある場合 

   近隣火山で噴火警戒レベル３（注意），４（避難準備）となる引上げが発

表され発電所において災害の発生のおそれがあると判断された場合，担当

箇所は防災管理者の承認を得た上で，監視強化準備体制を発令し，発電所

の保安管理体制下において，火山情報等を把握し，連絡体制を強化（要員

の確認）する。 

 

 (3) 降下火砕物の飛来のおそれがある場合 

   近隣火山で噴火警戒レベル５（避難）が発表され発電所において災害の

発生のおそれがあると判断された場合，防災管理者は監視強化体制を発令

し，発電所の各マネージャーは，発電所の保安管理下において，資機材の

配備状況確認等に必要な要員を招集する。 

   また，取水路前面にオイルフェンスを設置することで，取水路への降下

火砕物の流入量を低減する，とともに屋外機器・建屋等の降下火砕物の除

去のため，発電所内に保管しているスコップ，ほうき，マスク等の資機材

の配備状況の確認を行う。 

(4) 降下火砕物が堆積する状況となった場合 

   降下火砕物が確認され発電所の安全機能を有する設備が損傷等により機

能を失うおそれがある場合，防災管理者は発生事象の災害区分を「警戒事

態」とし，発電所警戒本部を設置する。 

58



 

6 条(火山)-1-30 

   発電所警戒本部の指揮の下，発電所及び屋外廻りの監視を強化する。ま

た，屋外機器・建屋等の降下火砕物の除去を行うとともに，換気空調設備

のフィルタを確認し，フィルタの取替，清掃を行う。 

   さらに，降下火砕物により安全機能を有する設備が損傷等により機能を

失った場合，災害区分を「非常事態」に移行し，発電所対策本部を設置し

てその指揮の下，必要な処置を行う。 

 

3.7.2 手順 

  火山に対する防護については，降下火砕物に対する影響評価を行い，安全

施設が安全機能を損なわないように手順を定める。 

 

(1) 発電所内に降灰が確認された場合には，建屋や屋外の設備等に長期間降

下火砕物による荷重を掛け続けないこと，また降下火砕物の付着による腐

食等が生じる状況を緩和するために，評価対象施設等に堆積した降下火砕

物の除去に係る手順を定める。 

 

(2) 降灰が確認された場合には，状況に応じて外気取入ダンパの閉止，換気

空調設備の停止又は閉回路循環運転により，建屋内への降下火砕物の侵入

を防止する手順を定める。 

 

(3) 降灰が確認された場合には，換気空調設備の外気取入口のフィルタにつ

いて，フィルタ差圧又は流量を確認するとともに，状況に応じて清掃や取

替を実施する。 

 

(4) 降灰が確認された場合には，取水路前面にオイルフェンスを設置するこ
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とで，取水路への降下火砕物の流入量を低減する手順を定める。  

 

3.8 降下火砕物の間接的影響に対する設計方針 

  広範囲にわたる送電網の損傷による 7 日間の外部電源喪失及び発電所外で

の交通の途絶によるアクセス制限事象に対し，原子炉の停止並びに停止後の

原子炉及び使用済燃料プールの冷却に係る機能を担うために必要となる電源

の供給が非常用ディーゼル発電機（2 基）及びそれぞれに必要な耐震Ｓクラ

スの軽油貯蔵タンク（2 基：800kL 以上）により継続できる設計とすることに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

 

4. まとめ 

  降下火砕物による直接的影響及び間接的影響のすべての項目について評価

した結果，降下火砕物による直接的及び間接的影響はなく，原子炉施設の安

全機能を損なうことはないことを確認した。 

  降下火砕物の飛来のおそれがある場合は，火山事象対策を行うための体制

を構築し，発電所及び屋外廻りの監視の強化，降下火砕物の除去等を実施す

る。 
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資料－２ 

評価すべき影響の要因と評価手法 

 

降下火砕物による直接的影響の要因については，原子力発電所の構造物への

静的負荷，粒子の衝突，水循環系の閉塞及びその内部における摩耗，換気系，

電気系及び計装制御系に対する機械的及び化学的影響，並びに原子力発電所周

辺の大気汚染等の影響が挙げられるが，東海第二発電所で想定される降下火砕

物の条件を考慮し，表１に示す項目について評価を実施する。 

 

(1) 直接的影響の要因の選定と評価手法 

① 構造物への静的負荷 

評価対象とした建屋構築物，屋外機器について，降下火砕物の静的な

堆積を想定し，許容堆積荷重または許容応力値以下であることを確認す

る。荷重条件として，湿潤状態における降下火砕物に建築基準法の考え

方を参考とした東海村における平均的な積雪荷重を重畳させ，弾性範囲

内とする。なお，構造物の形状により降下火砕物が堆積し難い場合は，

降下火砕物の影響はないと判断する。 

 

② 粒子の衝突 

想定する降下火砕物は微細な粒子である。粒子の衝突による影響につ

いては，「竜巻に対する防護」で評価している設計飛来物（4cm×4cm×4cm）

に包絡されており，衝突により建屋構築物，屋外機器に影響を与えない

ことを確認している。したがって，詳細検討は不要とする。 
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  ③ 水循環系の閉塞 

評価対象とした機器について，降下火砕物が内部流体中に混入する可

能性を検討し，可能性のある機器に対し，狭隘部の寸法を明らかにし，

降下火砕物の粒径との関係から流路閉塞の可能性を評価する。 

 

④ 水循環系の内部における摩耗 

評価対象とした機器について，降下火砕物が内部流体中に混入する可

能性を検討し，可能性のある機器に対し，狭隘部の寸法を明らかにし，

接液面との材質等との関係から摩耗の可能性を評価する。 

 

⑤ 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

評価対象とした機器について，屋外に連通する開口部の形状等から，

降下火砕物が侵入する可能性とその影響程度について検討する。換気系

のフィルタについては，清掃，取替え可能な構造となっていること，ま

た閉塞の有無を点検できることを確認する。 

さらに，必要に応じて換気系からの給気先への影響についても検討す

る。 

 

⑥ 換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的影響 

評価対象とした機器について，降下火砕物の付着に伴う腐食により，

その機能に影響がないことを内外面の材質，塗装の有無等によって評価

する。 

 

⑦ 発電所周辺の大気汚染 

汚染された大気が換気空調系を通じて中央制御室に侵入し，居住性を
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阻害することがないか検討する。 

 

⑧ 化学的腐食 

評価対象とした建屋・構築物，屋外機器について，降下火砕物が接触

し，又は降下火砕物から溶出した成分によって腐食等が発生しないこと

を機器表面の材質，塗装の有無等によって評価する。 

 

⑨ 水質汚染（給水の汚染） 

発電所では給水処理装置により水処理した給水を使用しており，降下

火砕物の影響を受ける可能性のある海水及び淡水を直接給水として使用

していない。また，給水は水質管理を行っており，給水の汚染が設備に

影響を与える可能性はない。したがって，詳細検討は不要とする。 

 

⑩ 絶縁低下 

電気系及び計装制御系の盤のうち屋内の空気を取り込む機構を有する

ものについては，影響がないことを評価する。 

 

評価すべき直接的影響の要因については，その内容によりすべての評価対象

施設に対して評価する必要がない項目もあることから，各評価対象施設と評価

すべき直接的要因について，表２のとおり整理し，評価対象施設の特性を踏ま

えて必要な評価項目を選定した。 

なお，津波防護施設は「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に

関する審査指針」で規定されているクラス１，クラス２及びクラス３に該当は

しないが，外部事象に対する防護方針について参考資料－１４に示す。
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表
１

 
降

下
火

砕
物

が
設

備
に

影
響

を
与

え
る

可
能

性
の

あ
る

因
子

 

Ｎ
ｏ

 
影

響
を

与
え

る
可

能
性

の
あ

る
因

子
 

評
価

方
法

と
詳

細
検

討
の

要
否

 
詳

細
検

討
 

す
べ

き
も

の
 

①
 

構
築

物
へ

の
静

的
負

荷
 

建
屋

構
築

物
，

屋
外

機
器

に
お

い
て

降
下

火
砕

物
堆

積
荷

重
に

よ
る

影
響

を
考

慮
す

る
。

な
お

，
降

雨
，

降
雪

な
ど

に
よ

り
水

を

含
ん

だ
場

合
の

負
荷

が
大

き
く

な
る

た
め

，
水

を
含

ん
だ

場
合

（
湿

潤
状

態
）

に
お

け
る

負
荷

を
考

慮
す

る
。

 
○

 

②
 

粒
子

の
衝

突
 

想
定

す
る

降
下

火
砕

物
の

粒
径

は
8
m
m
と

微
細

で
あ

る
。
粒

子
の

衝
突

に
つ

い
て

は
「

竜
巻

に
対

す
る

防
護

」
で

評
価

し
て

い
る

設
計

飛
来

物
（

0
.
0
4
m
×

0
.
0
4
m
×

0
.
0
4
m
）
に

包
絡

さ
れ

て
お

り
，
衝

突
に

よ
り

建
屋

構
築

物
，
屋

外
機

器
に

影
響

を
与

え
な

い
こ

と
を

確
認

し
て

い
る

。
 

－
 

③
 

水
循

環
系

の
閉

塞
 

海
水

系
に

お
い

て
影

響
を

考
慮

す
べ

き
要

因
で

あ
り

，
降

下
火

砕
物

の
粒

径
に

よ
っ

て
懸

念
さ

れ
る

狭
隘

部
等

に
お

け
る

閉
塞

へ

の
影

響
を

考
慮

す
る

。
ま

た
，

必
要

に
応

じ
て

，
海

水
を

供
給

し
て

い
る

下
流

の
設

備
へ

の
影

響
に

つ
い

て
も

考
慮

す
る

。
 

○
 

④
 

水
循

環
系

の
内

部
に

お
け

る
摩

耗
 

海
水

系
に

お
い

て
影

響
を

考
慮

す
べ

き
要

因
で

あ
り

，
降

下
火

砕
物

に
よ

る
設

備
内

部
に

お
け

る
摩

耗
の

影
響

を
考

慮
す

る
。
ま

た
，

必
要

に
応

じ
て

，
海

水
を

供
給

し
て

い
る

下
流

設
備

へ
の

影
響

に
つ

い
て

も
考

慮
す

る
。

 
○

 

⑤
 

換
気

系
，
電

気
系

及
び

計
装

制
御

系
に

対
す

る
機

械
的

影
響

 
屋

外
設

備
に

お
い

て
影

響
を

考
慮

す
べ

き
要

因
で

あ
る

。
な

お
，

必
要

に
応

じ
て

，
換

気
系

の
給

気
を

供
給

し
て

い
る

範
囲

へ
の

影
響

に
つ

い
て

も
考

慮
す

る
 

○
 

⑥
 

換
気

系
，
電

気
系

及
び

計
装

制
御

系
に

対
す

る
化

学
的

影
響

 

屋
外

設
備

等
に

お
い

て
影

響
を

考
慮

す
べ

き
要

因
で

あ
る

。
な

お
，

必
要

に
応

じ
て

，
換

気
系

の
給

気
を

供
給

し
て

い
る

範
囲

へ

の
影

響
に

つ
い

て
も

考
慮

す
る

。
 

○
 

⑦
 

発
電

所
周

辺
の

大
気

汚
染

 
運

転
員

が
常

時
滞

在
す

る
中

央
制

御
室

に
お

い
て

影
響

を
考

慮
す

べ
き

要
因

で
あ

る
。

 
○

 

⑧
 

化
学

的
腐

食
 

・
建

屋
構

築
物

，
屋

外
機

器
に

お
い

て
降

下
火

砕
物

の
付

着
に

よ
り

懸
念

さ
れ

る
腐

食
に

つ
い

て
の

影
響

を
評

価
す

る
。

 

・
海

水
系

に
お

い
て

考
慮

す
べ

き
要

因
で

あ
り

，
降

下
火

砕
物

が
海

水
中

に
溶

出
し

た
場

合
に

懸
念

さ
れ

る
腐

食
に

つ
い

て
の

影
響

を
評

価
す

る
。

ま
た

，
必

要
に

応
じ

て
，

海
水

を
供

給
し

て
い

る
下

流
の

設
備

へ
の

影
響

に
つ

い
て

も
考

慮
す

る
。

 
○

 

⑨
 

水
質

汚
染

（
給

水
の

汚
染

）
 

発
電

所
で

は
給

水
処

理
装

置
に

よ
り

水
処

理
し

た
給

水
を

使
用

し
て

お
り

，
降

下
火

砕
物

の
影

響
を

受
け

る
可

能
性

の
あ

る
海

水
及

び
淡

水
を

直
接

給
水

と
し

て
使

用
し

て
い

な
い

。
ま

た
，

給
水

は
水

質
管

理
を

行
っ

て
お

り
，

給
水

の
汚

染
が

設
備

に
影

響
を

与
え

る
可

能
性

は
な

い
。
（

参
考

資
料

－
６

）
 

－
 

⑩
 

絶
縁

低
下

 
電

気
及

び
計

装
制

御
系

の
盤

の
う

ち
屋

内
に

あ
る

空
気

を
取

り
込

む
機

構
を

有
す

る
も

の
に

つ
い

て
の

影
響

を
考

慮
す

る
。

 
○
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表
２

 
評

価
対

象
施

設
と

降
下

火
砕

物
に

よ
る

直
接

的
影

響
の

要
因

対
比

（
１

／
２

）
 

評
価

対
象

施
設

 

直
接

的
影

響
の

要
因

 

①
構

造
物

へ
の

静
的

負
荷

 
③

水
循

環
系

の
閉

塞
 

④
水

循
環

系
の

内
部

に
お

け
る

摩
耗

 

⑤
換

気
系

，
電

気
系

及
び

計
装

制
御

系
に

対
す

る
機

械
的

影
響

 

⑥
換

気
系

，
電

気
系

及
び

計
装

制
御

系
に

対
す

る
化

学
的

影
響

 

⑦
発

電
所

周
辺

の
大

気
汚

染
 

⑧
化

学
的

影
響

 
⑩

絶
縁

低
下

 

・
原

子
炉

建
屋

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

屋
 

・
使

用
済

燃
料

乾
式

貯
蔵

建
屋

 

○
 

－
 

※
2
 

－
 

※
2
 

－
 

※
3
 

－
 

※
3
 

－
 

※
4
 

○
 

－
 

※
5
 

・
海

水
ポ

ン
プ
（

残
留

熱
除

去
系

海
水

系
，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
海

水
系

）
 

○
 

○
 

（
ポ

ン
プ

）
 

○
 

（
ポ

ン
プ

）
 

○
 

（
モ

ー
タ

）
 

○
 

（
モ

ー
タ

）
 

－
 

※
4
 

○
 

（
ポ

ン
プ

．
モ

ー
タ

）
 

－
 

※
5
 

・
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ
（

残
留

熱
除

去
系

海
水

系
，
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発

電
機

海
水

系
）

 

○
 

○
 

（
下

流
設

備
含

む
）

 

○
 

（
下

流
設

備
含

む
）

 

－
 

※
3
 

－
 

※
3
 

－
 

※
4
 

○
 

（
下

流
設

備
含

む
）

 

－
 

※
5
 

・
海

水
取

水
設

備
 

－
 

※
1
 

○
 

○
 

－
 

※
3
 

－
 

※
3
 

－
 

※
4
 

○
 

－
 

※
5
 

・
計

装
制

御
設

備
（

安
全

保
護

系
）
 

－
 

※
6
 

－
 

※
2
 

－
 

※
2
 

－
 

※
3
 

－
 

※
3
 

－
 

※
4
 

○
 

○
 

 

   

○
：

影
響

因
子

に
対

す
る

個
別

評
価

を
実

施
 

－
：

評
価

対
象

外
 

【
除

外
理

由
】

 

※
1
：

静
的

負
荷

の
影

響
を

受
け

に
く

い
構

造
 

※
2
：

水
循

環
系

の
機

能
と

直
接

関
連

が
な

い
 

※
3
：

屋
外

に
面

し
た

換
気

系
，

電
気

系
及

び
計

装
制

御
系

の
機

能
と

直
接

関
連

が
な

い
 

※
4
：

中
央

制
御

室
の

居
住

性
と

直
接

関
連

が
な

い
 

※
5
：

絶
縁

低
下

と
直

接
関

連
が

な
い

 

※
6
：

屋
内

設
置

設
備

で
あ

り
，

静
的

負
荷

の
影

響
を

直
接

受
け

な
い
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表
２

 
評

価
対

象
施

設
と

降
下

火
砕

物
に

よ
る

直
接

的
影

響
の

要
因

対
比

（
２

／
２

）
 

評
価

対
象

施
設

 

直
接

的
影

響
の

要
因

 

①
構

造
物

へ
の

静
的

負
荷

 
③

水
循

環
系

の
閉

塞
 

④
水

循
環

系
の

内
部

に
お

け
る

摩
耗

 

⑤
換

気
系

，
電

気
系

及
び

計
装

制
御

系
に

対
す

る
機

械
的

影
響

 

⑥
換

気
系

，
電

気
系

及
び

計
装

制
御

系
に

対
す

る
化

学
的

影
響

 

⑦
発

電
所

周
辺

の
大

気
汚

染
 

⑧
化

学
的

影
響

 
⑩

絶
縁

低
下

 

・
換

気
空

調
設

備
 

屋
内

 

設
備

 

－
 

※
6
 

－
 

※
2
 

－
 

※
2
 

○
 

○
 

○
 

－
 

（
⑥

で
評

価
）

 

－
 

※
5
 

屋
外

 
設

備
 

○
 

－
 

※
2
 

－
 

※
2
 

○
 

－
 

（
⑧

で
評

価
）

 

－
 

※
4
 

○
 

－
 

※
5
 

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

 

発
電

機
 

屋
内

 

設
備

 

－
 

※
6
 

○
 

（
海

水
ポ

ン
プ

下
流

側
設

備
と

し
て

評
価

）
 

○
 

（
海

水
ス

ト
レ

ー

ナ
下

流
側

設
備

と

し
て

評
価

）
 

○
 

－
 

（
⑧

で
評

価
）

 

－
 

※
4
 

○
 

－
 

※
5
 

屋
外

 

設
備

 
○

 
－

 

※
2
 

－
 

※
2
 

○
 

－
 

（
⑧

で
評

価
）

 

－
 

※
4
 

○
 

－
 

※
5
 

・
排

気
筒

 

・
非

常
用

ガ
ス

処
理

系
排

気
配

管
 

－
 

※
1
 

－
 

※
2
 

－
 

※
2
 

○
 

－
 

※
3
 

－
 

※
4
 

○
 

－
 

※
5
 

 
○

：
影

響
因

子
に

対
す

る
個

別
評

価
を

実
施

 
－

：
評

価
対

象
外

 
【

除
外

理
由

】
 

※
1
：

静
的

負
荷

の
影

響
を

受
け

に
く

い
構

造
 

※
2
：

水
循

環
系

の
機

能
と

直
接

関
連

が
な

い
 

※
3
：

屋
外

に
面

し
た

換
気

系
，

電
気

系
及

び
計

装
制

御
系

の
機

能
と

直
接

関
連

が
な

い
 

※
4
：

中
央

制
御

室
の

居
住

性
と

直
接

関
連

が
な

い
 

※
5
：

絶
縁

低
下

と
直

接
関

連
が

な
い

 

※
6
：

屋
内

設
置

設
備

で
あ

り
，

静
的

負
荷

の
影

響
を

直
接

受
け

な
い
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資料－３ 

直接的影響の評価結果 

 

 資料－２の表２に基づき評価した結果，評価対象施設において降下火砕物の

直接的影響がないことを確認した。評価結果を表１に示す。 

なお，詳細な評価結果を資料－４～１１に示す。また，降下火砕物の影響を

受ける可能性のある，その他の施設についての評価結果を参考資料－６ ７に

示す。 
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表
１

 
評

価
対

象
施

設
の

評
価

結
果

（
１

／
２

）
 

評
価

対
象

施
設

 
確

認
結

果
 

確
認

 
結

果
 

個
別

 
評

価
 

・
原

子
炉

建
屋

 

・
タ

ー
ビ

ン
建

屋
 

・
使

用
済

燃
料

乾
式

貯

蔵
建

屋
 

①
降

下
火

砕
物

等
の

堆
積

荷
重

は
，
各

建
屋

の
許

容
堆

積
荷

重
以

下
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
各

建
屋

の
健

全
性

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な

い
。

 

⑧
各

建
屋

は
，
外

装
塗

装
及

び
屋

上
防

水
が

な
さ

れ
て

い
る

こ
と

か
ら

，
降

下
火

砕
物

に
よ

る
化

学
的

腐
食

に
よ

り
直

ち
に

影
響

を
及

ぼ

す
こ

と
は

な
い

。
 

○
 

資
料

－
４

 

・
海

水
ポ

ン
プ

（
残

留

熱
除

去
系

海
水

系
，

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

海
水

系
）

 

①
降

下
火

砕
物

等
の

堆
積

荷
重

に
よ

り
発

生
す

る
応

力
は

，
海

水
ポ

ン
プ

モ
ー

タ
フ

レ
ー

ム
の

許
容

応
力

値
以

下
で

あ
る

こ
と

か
ら

，
海

水
ポ

ン
プ

（
モ

ー
タ

含
む

）
の

機
能

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
い

。
 

③
ポ

ン
プ

の
狭

隘
部

は
降

下
火

砕
物

の
粒

径
よ

り
大

き
く

，
軸

受
に

は
異

物
逃

が
し

溝
が

設
け

ら
れ

て
い

る
た

め
，
流

水
部

の
閉

塞
，
軸

受
部

で
の

軸
固

着
は

な
く

，
機

能
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

い
。

 

④
降

下
火

砕
物

は
砂

等
に

比
べ

破
砕

し
易

く
，
硬

度
が

小
さ

い
が

，
こ

れ
ま

で
砂

等
を

原
因

と
し

た
摩

耗
の

影
響

に
よ

っ
て

海
水

ポ
ン

プ

の
機

能
が

喪
失

し
た

事
例

は
な

い
こ

と
か

ら
，

降
下

火
砕

物
が

設
備

に
影

響
を

与
え

る
可

能
性

は
小

さ
い

。
 

⑤
海

水
ポ

ン
プ

モ
ー

タ
は

外
気

を
直

接
電

動
機

内
部

に
取

り
込

ま
な

い
冷

却
方

式
で

あ
り

，
モ

ー
タ

の
冷

却
流

路
は

降
下

火
砕

物
の

粒
径

よ
り

大
き

い
こ

と
か

ら
，

機
能

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
い

。
 

⑥
⑧

海
水

ポ
ン

プ
（

モ
ー

タ
含

む
）
は

，
外

装
塗

装
等

を
実

施
し

て
お

り
，
降

下
火

砕
物

に
よ

る
化

学
的

腐
食

に
よ

り
直

ち
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

い
。

 

○
 

資
料

－
５

 

・
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ
（

残

留
熱

除
去

系
海

水
系

，

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

海
水

系
）

 

①
降

下
火

砕
物

の
堆

積
荷

重
に

よ
り

発
生

す
る

応
力

は
，
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ

の
許

容
応

力
値

以
下

で
あ

る
こ

と
か

ら
，
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ

の
健

全
性

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
い

。
 

③
想

定
す

る
降

下
火

砕
物

の
粒

径
は

，
ス

ト
レ

ー
ナ

メ
ッ

シ
ュ

径
以

下
で

あ
り

，
ス

ト
レ

ー
ナ

が
閉

塞
す

る
こ

と
は

な
い

。
ま

た
，
下

流

設
備

で
あ

る
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
用

空
気

冷
却

器
等

の
熱

交
換

器
伝

熱
管

に
つ

い
て

も
，
降

下
火

砕
物

の
粒

径
以

上
の

内
径

を
確

保
す

る
こ

と
に

よ
り

，
伝

熱
管

が
閉

塞
す

る
こ

と
は

な
い

。
 

④
降

下
火

砕
物

は
砂

等
に

比
べ

破
砕

し
易

く
，
硬

度
が

小
さ

い
が

，
こ

れ
ま

で
砂

等
を

原
因

と
し

た
摩

耗
の

影
響

に
よ

っ
て

海
水

ス
ト

レ

ー
ナ

及
び

下
流

設
備

の
機

能
が

喪
失

し
た

事
例

は
な

い
こ

と
か

ら
，

降
下

火
砕

物
が

設
備

に
影

響
を

与
え

る
可

能
性

は
小

さ
い

。
 

⑧
海

水
ス

ト
レ

ー
ナ

は
ス

テ
ン

レ
ス

製
で

内
部

に
防

食
亜

鉛
を

設
け

る
等

の
対

応
を

実
施

し
て

お
り

，
海

水
と

金
属

が
直

接
接

す
る

こ
と

は
な

く
，
化

学
的

腐
食

に
よ

り
直

ち
に

機
器

の
機

能
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

い
。
ま

た
，
下

流
設

備
の

熱
交

換
器

の
伝

熱
管

は
耐

食
性

の
あ

る
材

料
を

用
い

て
い

る
こ

と
か

ら
，

降
下

火
砕

物
に

よ
る

化
学

的
腐

食
に

よ
り

直
ち

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
い

。
 

○
 

資
料

－
６

 

・
海

水
取

水
設

備
 

③
想

定
す

る
降

下
火

砕
物

の
粒

径
は

海
水

取
水

設
備

の
バ

ー
ピ

ッ
チ

及
び

網
枠

メ
ッ

シ
ュ

間
隔

よ
り

小
さ

い
た

め
閉

塞
す

る
こ

と
は

な

い
。

 

④
降

下
火

砕
物

は
砂

等
に

比
べ

破
砕

し
易

く
，
硬

度
が

小
さ

い
が

，
こ

れ
ま

で
砂

等
を

原
因

と
し

た
摩

耗
の

影
響

に
よ

っ
て

海
水

ス
ト

レ

ー
ナ

及
び

下
流

設
備

の
機

能
が

喪
失

し
た

事
例

は
な

い
こ

と
か

ら
，

降
下

火
砕

物
が

設
備

に
影

響
を

与
え

る
可

能
性

は
小

さ
い

。
 

⑧
海

水
取

水
設

備
は

防
汚

塗
装

が
な

さ
れ

て
い

る
こ

と
か

ら
，
降

下
火

砕
物

に
よ

る
化

学
的

腐
食

に
よ

り
直

ち
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は

な
い

。
 

○
 

資
料

－
７

 

※
：

確
認

結
果

内
の

丸
数

字
は

，
資

料
‐

2 
表

1
記

載
 影

響
を

与
え

る
可

能
性

の
あ

る
因

子
N

o．
を

示
す
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表
１

 
評

価
対

象
施

設
の

評
価

結
果

（
２

／
２

）
 

評
価

対
象

施
設

 
確

認
結

果
 

確
認

 
結

果
 

詳
細

 
評

価
 

・
計

装
制

御
設

備
 

（
安

全
保

護
系

）
 

⑧
⑩

計
装

制
御

設
備

（
安

全
保

護
系

）
が

設
置

さ
れ

て
い

る
部

屋
の

空
調

系
の

外
気

取
入

口
に

は
バ

グ
フ

ィ
ル

タ
が

設
置

さ
れ

て
い

る
た

め
侵

入
す

る
降

下
火

砕
物

は
微

細
な

も
の

に
限

ら
れ

，
さ

ら
に

，
外

気
取

入
ダ

ン
パ

を
閉

止
し

閉
回

路
循

環
運

転
が

可
能

で
あ

る
こ

と
な

ど
か

ら
，

化
学

的
腐

食
及

び
絶

縁
低

下
に

よ
り

計
装

制
御

設
備

（
安

全
保

護
系

）
の

機
能

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
い

。
 

○
 

資
料

－
８

 

・
換

気
空

調
設

備
 

①
⑥

⑧
中

央
制

御
室

換
気

系
冷

凍
機

及
び

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

室
ル

ー
フ

ベ
ン

ト
フ

ァ
ン

に
つ

い
て

は
，
全

体
を

防
護

す
る

構
造

物

を
設

置
す

る
こ

と
で

降
下

火
砕

物
が

直
接

堆
積

し
な

い
設

計
と

す
る

こ
と

か
ら

，
堆

積
荷

重
及

び
化

学
的

影
響

に
よ

り
機

能
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

い
，

 

⑤
外

気
取

入
口

に
は

ガ
ラ

リ
及

び
フ

ィ
ル

タ
が

取
り

付
け

ら
れ

て
お

り
降

下
火

砕
物

が
侵

入
し

難
い

構
造

と
な

っ
て

お
り

，
フ

ィ
ル

タ
は

交
換

・
清

掃
が

可
能

で
あ

る
こ

と
等

か
ら

，
フ

ィ
ル

タ
及

び
流

路
が

閉
塞

す
る

こ
と

は
な

い
。

 

⑦
中

央
制

御
室

換
気

空
調

系
は

，
外

気
取

入
ダ

ン
パ

を
閉

止
し

た
閉

回
路

循
環

運
転

に
よ

り
中

央
制

御
室

の
居

住
性

を
維

持
す

る
こ

と
が

で
き

る
た

め
，

発
電

所
周

辺
の

大
気

汚
染

に
よ

る
短

期
的

な
影

響
は

な
い

。
 

○
 

資
料

－
９

 

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
 

①
降

下
火

砕
物

の
堆

積
荷

重
に

よ
り

吸
気

口
に

発
生

す
る

応
力

は
許

容
応

力
値

以
下

で
あ

る
こ

と
か

ら
，
吸

気
口

の
健

全
性

に
影

響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

い
。

ま
た

，
排

気
消

音
器

及
び

排
気

管
は

降
下

火
砕

物
が

堆
積

し
難

い
形

状
に

な
っ

て
い

る
た

め
，

影
響

は

な
い

。
 

⑤
吸

気
口

及
び

排
気

管
は

降
下

火
砕

物
が

侵
入

し
難

い
構

造
で

あ
り

，
ま

た
，

吸
気

口
は

フ
ィ

ル
タ

に
よ

り
降

下
火

砕
物

が
捕

集
さ

れ
る

こ
と

，
及

び
デ

ィ
ー

ゼ
ル

機
関

に
侵

入
し

た
場

合
で

も
降

下
火

砕
物

の
硬

度
が

低
く

破
砕

し
や

す
い

こ
と

か
ら

，
機

能
に

影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
い

。
ま

た
，

吸
気

フ
ィ

ル
タ

は
必

要
に

応
じ

て
清

掃
及

び
交

換
す

る
こ

と
が

で
き

る
 

⑧
吸

気
口

，
排

気
消

音
器

及
び

排
気

管
は

，
外

装
塗

装
を

実
施

し
て

お
り

，
降

下
火

砕
物

に
よ

る
化

学
的

腐
食

に
よ

り
直

ち
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

い
。

 

○
 

資
料

－
1
0
 

・
排

気
筒
（

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

排
気

配
管

含
む

）
 

⑤
排

気
筒

は
降

下
火

砕
物

が
侵

入
し

て
も

排
気

流
路

を
閉

塞
さ

れ
る

こ
と

は
な

く
，

機
能

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
い

。
ま

た
，

非
常

用
ガ

ス
処

理
系

排
気

配
管

に
つ

い
て

は
，

降
下

火
砕

物
に

対
し

て
健

全
性

を
損

な
わ

な
い

設
計

と
す

る
こ

と
か

ら
，

機
能

に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

い
。

 

⑧
排

気
筒

外
面

は
外

装
塗

装
を

実
施

し
て

お
り

，
降

下
火

砕
物

に
よ

る
化

学
的

腐
食

に
よ

り
直

ち
に

影
響

を
及

ぼ
す

こ
と

は
な

い
。
 

○
 

資
料

－
1
1
 

 
※

：
確

認
結

果
内

の
丸

数
字

は
，

資
料

‐
2 

表
1
記

載
 影

響
を

与
え

る
可

能
性

の
あ

る
因

子
N

o．
を

示
す
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資料－４ 
建屋構築物に係る影響評価 

 

 降下火砕物による原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋へ

の影響について，以下のとおり評価する。 

 

 (1) 評価項目及び内容 

  ① 構造物への静的負荷 

    降下火砕物の堆積荷重により原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃

料乾式貯蔵建屋の健全性に影響がないことを評価する。なお，堆積荷重

は積雪との重畳を考慮する。 

  ② 構造物への化学的影響（腐食） 

    降下火砕物の構造物への付着や堆積による化学的腐食により，構造物

への影響がないことを評価する。 

 

 (2) 評価条件 

  ① 降下火砕物条件 

   ａ．堆積量：50cm 

   ｂ．密度：1.5g／cm３（湿潤状態） 

  ② 積雪条件 

   ａ．堆積量：10.5cm（建築基準法の考え方を参考とした東海村における

平均的な積雪量） 

   ｂ．単位荷重：堆積量 1cm ごとに 20N／m２（建築基準法より） 

  ③ 堆積荷重 

    降下火砕物の堆積荷重は以下のとおりとなる。 
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  0.5(m) × 1,500(kg/m ) × 9.80665(m/s ) = 7,355(N/m ) 
    次に重畳する積雪荷重は以下のとおりとなる。 

  10.5(cm) × 20(N/m /cm) = 210(N/m ) 
    以上を足し合わせ，構造物への堆積荷重は 7,565(N／m２)となる。 

 

(3) 評価結果 

① 構造物への静的負荷 

   原子炉建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋は短期許容応力度を許容堆積

荷重とし，タービン建屋は短期許容応力度及び終局強度を許容堆積荷重

として健全性評価を行った。建屋の健全性評価の考え方を添付資料－１

に示す。 

 

表１のとおり，各建屋は降下火砕物と積雪を足し合わせた荷重に対し

て裕度を有しているため，原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾

式貯蔵建屋の健全性を損なうことはない。 

 

表１ 降下火砕物等の荷重による建屋健全性評価結果 

対象建屋 評価部位

降下火砕物

等堆積荷重

（N／m２）

短期許容応力度に 

対する判定【①】 

終局強度に対する 

判定【②】 
総合 

判定 
許容堆積 

荷重 

（N／m２）

評価 

結果 

許容堆積 

荷重 

（N／m２） 

評価 

結果 

原子炉 

建屋 

屋根 

トラス 
7,565※1 

7,780※1 ○ －※2 － ○ 

タービン 

建屋 
6,280 × 7,860※1 ○ ○ 

使用済 

燃料乾式蔵

建屋 

49,360※1 ○ －※3 － ○ 

 

 

※１：堆積荷重には，降下火砕物の他に積雪 10.5cm 分を含む。

※２： 安全施設であるため，適用しない。 

※３： ①で“〇”であるため評価不要。 
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② 構造物への化学的影響（腐食） 

    原子炉建屋，タービン建屋及び使用済燃料乾式貯蔵建屋は外壁塗装及

び屋上防水がなされていることから，降下火砕物による化学的腐食によ

り短期的に影響を及ぼすことはない。 

また，降下火砕物堆積後の長期的な腐食の影響については，堆積した

降下火砕物を除去し，除去後の点検等において，必要に応じて補修作業

を実施する。 

 

(4) 個別評価から除外した直接的影響の要因 

  個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由を表２に示す。 

 

表２ 個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由 

直接的影響の要因 理由 

水循環系の閉塞 水循環系の機能と直接関連がない 

水循環系の内部における摩擦 水循環系の機能と直接関連がない 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

機械的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

化学的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

発電所の大気汚染 中央制御室の居住性と直接関連がない 

絶縁低下 絶縁低下と直接関連がない 
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添付資料－１ 

 

降下火砕物等の荷重による建屋健全性評価の考え方について 

 

 建屋の健全性評価については，短期許容応力度又は終局強度を用いて許容堆積荷

重を算出している。 

建屋健全性評価の考え方について，フローを図１に示す。 

 

 

図 1 建屋健全性評価のフロー 

＜評価対象建屋（【 】は要求される機能）＞

・原子炉建屋【安全施設：放射性物質の閉じ込め機能】
・タービン建屋【安全施設を内包する施設：当該安全施設への波及的影響防止】
・使用済燃料乾式貯蔵建屋【安全施設を内包する施設：当該安全施設への波及的影響防止】

短期許容応力度に対する
許容堆積荷重の算定

許容堆積荷重
以内に収まるか？

建屋自身が
安全施設か？

終局強度に対する
許容堆積荷重の算定

問題なし

許容堆積荷重
以内に収まるか

Y

問題なし
但し，早期からの除去対応
を併用する

対策の実施
・建屋の補強

注：破線部は該当するケースなし

対策の実施
・建屋の補強

Y

N

N

（原子炉建屋）
（使用済燃料乾式貯蔵建屋）

（タービン建屋）

荷重の作用時間の設定
（短期荷重として扱う）

Y
安全
施設

N
波及的影響を
防止する施設

「遅滞なく除去」の方針
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資料－５ 

海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）（モータ含む）

に係る影響評価 

 

 降下火砕物による海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水

系）（モータ含む）への影響について，以下のとおり評価する。 

 

＜評価対象＞ 

 ・残留熱除去系海水系 

 ・ディーゼル発電機海水系（非常用，高圧炉心スプレイ系） 

 

 (1) 評価項目及び内容 

  ① 構造物への静的負荷 

    降下火砕物が堆積した場合に堆積荷重が厳しい条件となるモータフレ

ームについて健全性に影響がないことを評価する。なお，堆積荷重は積

雪との重畳を考慮する。 

  ② 水循環系の閉塞 

    降下火砕物が混入した海水を海水ポンプにより取水した場合でも，流

水部，軸受部等が閉塞せず，機器の機能に影響がないことを評価する。 

  ③ 水循環系の内部における摩耗 

    降下火砕物が混入した海水を海水ポンプにより取水した場合でも，降

下火砕物と内部構造物との摩耗により機器の機能に影響がないことを評

価する。 

  ④ 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

    降下火砕物の電動機冷却空気への侵入により，地絡・短絡及び空気冷
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却器冷却管等への侵入による閉塞等，機器の機能に影響がないことを評

価する。 

  ⑤ 化学的腐食（換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的影響を含

む） 

    降下火砕物の付着，堆積による構造物の化学的腐食及び降下火砕物が

混入した海水を取水したことによる構造物内部の化学的腐食により，機

器の機能に影響がないことを評価する。 

 

 (2) 評価条件 

  ① 降下火砕物条件 

   ａ．堆積量：50cm 

   ｂ．粒 径：8mm 以下 

   ｃ．密 度：1.5g／cm３（湿潤状態） 

   ｄ．荷 重：7,355N／m２ 

  ② 積雪条件 

   ａ．堆積量：10.5cm（建築基準法の考え方を参考とした東海村における

平均的な積雪量） 

   ｂ．単位荷重：堆積量 1cm ごとに 20N／m２（建築基準法より） 

   ｃ．荷 重：210N／m２ 

 

 (3) 評価結果 

  ① 構造物への静的負荷 

    降下火砕物の堆積荷重の影響に係る評価部位は，荷重の影響を受けや

すいモータフレームとし，堆積面積は保守的に基礎部面積とする。な

お，海水ポンプ上部には降下火砕物が一様に堆積し，荷重の偏りは発生
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しないこと及び周囲が壁に覆われて風荷重が考慮不要であることから，

評価応力は圧縮応力のみとする。（表１，図１，図２） 

表１ 海水ポンプモータの評価条件 

項目 

評価条件 

残留熱除去系海水系 ディーゼル発電機海水系

モータ荷重 13,700kg 630kg 

ポンプロータ荷重 1,500kg 600kg 

モータフレーム外径Ｄ 1,680mm 1,100mm 

モータフレーム内径ｄ 1,648mm 1,076mm 

       

図１ 残留熱除去系海水系ポンプ 評価部位概要図 

 

      

図２ ディーゼル発電機用海水ポンプ 評価部位概要図 

モータフレーム 

モータフレーム 

基礎部 

基礎部 
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  【残留熱除去系海水系】 

   ａ．降下火砕物と積雪による鉛直荷重 

モータ上面の降下火砕物が堆積する面積 A は次のとおり。 

     A = 2.4 × 2.4 = 5.76(m ) 
     よって，降下火砕物による鉛直荷重 F1は次のとおり。 

F = 7,355 × 5.76 = 4.24 × 10 (N) 
     同様に，積雪による荷重 F2は次のとおり。 

F = 210 × 5.76 = 1.21 × 10 (N) 
   ｂ．モータ及びポンプロータによる軸方向荷重 

軸方向荷重F = (13,700 + 1,500) × 9.80665 = 1.49 × 10 (N) 
   ｃ．フレームに生じる圧縮応力 

     モータフレームの断面積 S は次のとおり。 

S =  4 × (D  d ) = π4 × (1,680  1,648 ) = 8.36 × 10  (m ) 

D：フレーム外径（mm） 

d：フレーム内径（mm） 

     よって，圧縮応力 σ は次のとおり。 

σ = F + F + F S = 4.24 × 10 + 1.21 × 10 + 1.49 × 10 8.36 × 10  = 2.31MPa 

   ｄ．評価結果 

     当該ポンプの許容応力σc は，ＪＥＡＧ4601 の「その他の支持構造

物」におけるⅢＡS の許容応力より， 
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σ = 229MPa 
     よって，σ＜σcとなり，発生応力は許容応力を十分下回っており，残

留熱除去系海水系海水ポンプの健全性を損なうことはない。 

  【ディーゼル発電機海水系】 

   ａ．降下火砕物と積雪による鉛直荷重 

     モータ上面の降下火砕物が堆積する面積 A は次のとおり。 A = 1.3 × 1.3 = 1.69(m ) 
     よって，降下火砕物による鉛直荷重 F1は次のとおり。 F = 7,355 × 1.69 = 12.43 × 10 (N) 
     同様に，積雪による荷重 F2は次のとおり。 F = 210 × 1.69 = 3.55 × 10 (N) 
   ｂ．モータ及びポンプロータによる軸方向荷重 

軸方向荷重F = (630 + 600) × 9.80665 = 1.21 × 10 (N) 
   ｃ．フレームに生じる圧縮応力 

     モータフレームの断面積 S は次のとおり。 

S =  4 × (D  d ) = π4 × (1,100  1,076 ) = 4.10 × 10  (m ) 

D：フレーム外径（mm） 

d：フレーム内径（mm） 

     よって，圧縮応力 σ は次のとおり。 

σ = F + F + F S = 12.43 × 10 + 3.55 × 10 + 1.21 × 10 4.10 × 10  
= 0.61MPa 

   ｄ．評価結果 

     当該ポンプの許容応力 σc は，ＪＥＡＧ4601 の「その他の支持構造

79



6 条(火山)-1-資料 5-6 

物」におけるⅢＡS の許容応力より， 

σ = 240MPa 
     よって，σ＜σcとなり，発生応力は許容応力を十分下回っておりディ

ーゼル発電機用海水ポンプの健全性を損なうことはない。 

  ② 水循環系の閉塞 

   ａ．流水部の閉塞 

     海水ポンプ流水部の最も狭い箇所は，ディーゼル発電機用海水ポン

プ流水部の約 24mm であり，想定する降下火砕物の粒径（8mm）より大

きいため，閉塞には至らない。 

   ｂ．軸受部への影響 

海水ポンプの軸受の隙間は，約 1.0mm の許容値で管理されている。

一部の降下火砕物は，軸受けの隙間より，軸受け内部に侵入する可能

性があるが，異物逃がし溝（最小約 3.7mm）が設けられており，軸受部

の閉塞には至らない。また，異物逃がし溝より粒径の大きい降下火砕

物は軸受隙間に入り込まずにポンプ揚水とともに吐出口へ流されるた

め閉塞することはない。 
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約 24mm 

約 45mm 

図３ 残留熱除去系海水系ポンプ軸受部 図４ 残留熱除去系海水系ポンプ断面図 

図５ ディーゼル発電機用海水ポンプ軸受部 図６ ディーゼル発電機用海水ポンプ断面図 
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  ③ 水循環系の摩耗 

降下火砕物は砂等に比べて破砕し易く※１，硬度が小さい※２。これまで

砂等を原因とした摩耗の影響によって，海水ポンプ（残留熱除去系海水

系，ディーゼル発電機海水系）の機能が喪失した事例はなく，砂より硬

度が小さい降下火砕物が設備に影響を与える可能性は小さい。 
 

※１ 武若耕司(2004)：シラスコンクリートの特徴とその実用化の現状，コンクリート工学，Vol.42，No.3，p.38-47 

※２ 恒松修二・井上耕三・松田応作(1976)：シラスを主原料とする結晶化ガラス，窯業協会誌84[6]，p.32-40 

 

 

  ④ 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

  【残留熱除去系海水系】 

   ａ．電動機への冷却空気侵入による地絡・短絡 

     海水ポンプモータは図７に示すとおり電動機本体を全閉構造とし，

空気冷却器を電動機側面に設置して外気を直接電動機内部に取り込ま

ない全閉防まつ屋外型の冷却方式であり，降下火砕物が電動機内部に

侵入することはない。 

   ｂ．空気冷却器冷却管への侵入による閉塞 

     図７に示すとおり，冷却管の内径（約 26mm）は想定する降下火砕物

の粒径（8mm）より大きいため，降下火砕物が侵入としても冷却管が閉

塞することはなく機能を損なうことはない。 
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図７ 残留熱除去系海水系ポンプ電動機の冷却方式 

 

  【ディーゼル発電機海水系】 

   ａ．電動機冷却空気への侵入による地絡・短絡 

     海水ポンプモータは図８に示すとおり電動機本体を全閉構造とし，

電動機上端ファン（外扇）によりハウジングを冷却する構造のため外

気を直接電動機内部に取り込まない冷却方式であり，降下火砕物が電

動機内部に侵入することはない。 

 

   ｂ．冷却流路への侵入による閉塞 

     図８に示すとおり電動機上端ファン（外扇）にはキャップが取り付

けられており降下火砕物が侵入しにくい構造となっている。 

     降下火砕物が侵入したとしても，冷却流路の出口径（約 28mm）は想

定する降下火砕物の粒径（8mm）より大きいため，冷却流路が閉塞する

ことはなく機能を損なうことはない。 
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図８ ディーゼル発電機用海水ポンプ電動機の冷却方式 

 

  ⑤ 化学的腐食（換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的影響を含

む） 

    海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）の接液

部は，耐食性に優れたオーステナイト系ステンレス鋼を採用しているこ

と，並びに連続通水状態であり，著しい腐食環境になることはなく，化

学的腐食により直ちに機能に影響を及ぼすことはない。 

    また，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）

（モータ）についても外装塗装を実施しており，降下火砕物と金属が直

接接触することはなく，化学的腐食により短期的に影響を及ぼすことは

ない。 

    なお，長期的な影響については，堆積した降下火砕物を除去し，除去

後の点検において，必要に応じて補修作業を実施する。 

 

(4) 個別評価から除外した直接的影響の要因 

  個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由を表２に示す。 
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表２ 個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由 

直接的影響の要因 理由 

発電所の大気汚染 中央制御室の居住性と直接関連がない 

絶縁低下 絶縁低下と直接関連がない 
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資料－６ 

海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）（下流設備

含む）に係る影響評価 

 

 降下火砕物による海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機

海水系）（下流設備含む）への影響について，以下のとおり評価する。 

 

＜評価対象＞ 

 ・残留熱除去系海水系 

 ・ディーゼル発電機海水系（非常用，高圧炉心スプレイ系） 

 

 (1) 評価項目及び内容 

  ① 構造物への静的負荷 

    降下火砕物の堆積荷重により海水ストレーナの健全性に影響がないこ

とを評価する。なお，堆積荷重は積雪との重畳を考慮する。 

  ② 水循環系の閉塞 

    降下火砕物が混入した海水を取水することにより，海水ストレーナ

（下流設備含む）が閉塞しないことを評価する。 

  ③ 水循環系の内部における摩耗 

    降下火砕物が混入した海水を取水することによる降下火砕物と構造物

との摩耗により機器の機能に影響がないことを評価する。 

  ④ 化学的影響 

    降下火砕物の付着による構造物の腐食及び降下火砕物が混入した海水

を取水することによる構造物内部の腐食により，機器の機能に影響がな

いことを評価する。 

86



6 条(火山)-1-資料 6-2 

 

 (2) 評価条件 

  ① 降下火砕物条件 

   ａ．堆積量：50cm 

   ｂ．粒 径：8mm 以下 

   ｃ．密 度：1.5g／cm３（湿潤状態） 

   ｄ．荷 重：7,355N／m２ 

  ② 積雪条件 

   ａ．堆積量：10.5cm（建築基準法の考え方を参考とした東海村における

平均的な積雪量） 

   ｂ．単位荷重：堆積量 1cm ごとに 20N／m２（建築基準法より） 

   ｃ．荷 重：210N／m２ 

 

 (3) 評価結果 

  ① 構造物への静的負荷 

    降下火砕物の堆積荷重の影響に係る評価部位は，荷重の影響を受けや

すい支持脚とし，堆積面積は保守的に基礎部面積とする。なお，海水ス

トレーナ上部には降下火砕物が一様に堆積し，荷重の偏りは発生しない

こと及び周囲が壁に覆われて風荷重が考慮不要であることから，評価応

力は圧縮応力のみとする。（表１，図１） 
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表１ 海水ストレーナの評価条件 

項目 
評価条件 

残留熱除去系海水系 ディーゼル発電機海水系 

機器重量（運転質量） 9,850kg 2,030kg 

支持脚寸法 

bx1 150mm bx1 100mm 

bx2 25mm bx2 15mm 

by1 174mm by1 95mm 

by2 25mm by2 15mm 

 

 

図１ 海水ストレーナ評価部位概要図（共通） 

 

図２ 海水ストレーナ堆積部分（残留熱除去系海水系） 
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図３ 海水ストレーナ堆積部分（ディーゼル発電機海水系） 

  【残留熱除去系海水系】 

   ａ．降下火砕物と積雪による鉛直荷重 

     ストレーナ上面の降下火砕物が堆積する面積 A は次のとおり。 A = 2.140 × 2.035 = 4.35(m ) 
     よって，降下火砕物による鉛直荷重 F1は次のとおり。 F = 7,355 × 4.35 = 3.20 × 10 (N) 
     同様に，積雪による荷重 F2は次のとおり。 F = 210 × 4.35 = 9.14 × 10 (N) 
   ｂ．機器重量による鉛直荷重 

機器重量荷重F = 9,850 × 9.80665 = 9.66 × 10 (N) 
   ｃ．支持脚に生じる圧縮応力 

     支持脚の断面積 S は次のとおり。 S = (150 × 25 × 2 + 25 × 174) × 4 = 4.74 × 10  (m ) 
     よって，圧縮応力 σ は次のとおり。 

σ = F + F + F S = 3.20 × 10 + 9.14 × 10 + 9.66 × 10 4.74 × 10  = 2.74(MPa) 

1360 
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   ｄ．評価結果 

     当該海水ストレーナ支持脚の許容応力 σcは，ＪＥＡＧ4601 の「その

他の支持構造物」におけるⅢAS の許容応力より， σ = 184MPa 
     よって，σ＜σcとなり，発生応力は許容応力を十分下回っており残留

熱除去系海水系ストレーナの健全性を損なうことはない。 

 

  【ディーゼル発電機海水系】 

   ａ．降下火砕物と積雪による鉛直荷重 

     ストレーナ上面の降下火砕物が堆積する面積 A は次のとおり。 A = 1.360 × 1.070 = 1.46(m ) 
     よって，降下火砕物による鉛直荷重 F1は次のとおり。 F = 7,355 × 1.46 = 10.74 × 10 (N)  

     同様に，積雪による荷重 F2は次のとおり。 F = 210 × 1.46 = 3.07 × 10 (N) 
   ｂ．機器重量による鉛直荷重 

機器重量荷重F = 2,030 × 9.80665 = 1.99 × 10 (N) 
   ｃ．支持脚に生じる圧縮応力 

     支持脚の断面積 S は次のとおり。 S = (100 × 15 × 2 + 15 × 95) × 4 = 1.77 × 10  (m ) 
     よって，圧縮応力 σ は次のとおり。 

σ = F + F + F S = 10.74 × 10 + 3.07 × 10 + 1.99 × 10 1.77 × 10  = 1.75(MPa) 
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   ｄ．評価結果 

     当該海水ストレーナ支持脚の許容応力 σcは，ＪＥＡＧ4601 の「その

他の支持構造物」におけるⅢAS の許容応力より， σ = 184MPa 
     よって，σ＜σcとなり，発生応力は許容応力を十分下回っておりディ

ーゼル発電機用海水ストレーナの健全性を損なうことはない。 

  

  ② 水循環系の閉塞 

    海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）は

粒径 8mm の降下火砕物に対して，ストレーナのメッシュ径を降下火砕物

の粒径以上とすることで，降下火砕物の影響に対して機能を損なわない

設計とする。 

    海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）よ

り下流の機器の伝熱管等は，表２のとおり，降下火砕物の粒径以上の内

径を確保することにより閉塞することがない設計とする。 

    また，降灰が確認された場合は，取水路内への降下火砕物の流入量を

低減するために，取水路前面にオイルフェンスを設置する。 

 

表２ 海水ストレーナより下流の機器の伝熱管 

機  器 
伝熱管内径 

（狭隘部） 

ディーゼル発電機用冷却器 

（非常用，高圧炉心スプレイ系） 

空気冷却器 取替（8mm 以上） 

潤滑油冷却器 13.6mm 

清水冷却器 13.6mm 

燃料弁冷却油冷却器 13.6mm 

残留熱除去系熱交換器 20.4mm 

RCIC，RHR，LPCS，HPCS ポンプ室空調器 13.5mm 

格納容器雰囲気モニタリング系冷却器 取替（8mm 以上） 
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  ③ 水循環系の内部における摩耗 

降下火砕物は砂等に比べて破砕し易く※１，硬度が小さい※２。これまで

砂等を原因とした摩耗の影響によって，海水ストレーナ（残留熱除去系

海水系，ディーゼル発電機海水系）及び下流設備の機能が喪失した事例

はなく，砂より硬度が小さい降下火砕物が設備に影響を与える可能性は

小さい。 
 

※１ 武若耕司(2004)：シラスコンクリートの特徴とその実用化の現状，コンクリート工学，Vol.42，No.3，p.38-47 

※２ 恒松修二・井上耕三・松田応作(1976)：シラスを主原料とする結晶化ガラス，窯業協会誌84[6]，p.32-40 

 

  ④ 化学的腐食 

    海水ストレーナ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）は

ステンレス製で内部に防食亜鉛を設けていること，並びに連続通水状態

であり，著しい腐食環境になることはなく，化学的腐食により直ちに機

能に影響を及ぼすことはなく，下流設備（伝熱管）は耐食性のある材料

を用いていることから，腐食により機能に影響を及ぼすことはない。 

    なお，長期的な影響については，堆積した降下火砕物を除去し，除去

後の点検において，必要に応じて補修作業を実施する。 

 

 (4) 個別評価から除外した直接的影響の要因 

  個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由を表２に示す。 
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表２ 個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由 

直接的影響の要因 理由 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

機械的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

化学的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

発電所の大気汚染 中央制御室の居住性と直接関連がない 

絶縁低下 絶縁低下と直接関連がない 
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資料－７ 

海水取水設備に係る影響評価 

 

 降下火砕物による海水取水設備への影響について，以下のとおり評価する。 

 

 (1) 評価項目及び内容 

  ① 水循環系の閉塞 

    降下火砕物が混入した海水を取水することにより，除塵装置が閉塞し

ないことを評価する。 

  ② 水循環系の内部における摩耗 

    降下火砕物が混入した海水を取水することによる降下火砕物と構造物

との摩耗により機器の機能に影響がないことを評価する。 

  ③ 化学的腐食 

    降下火砕物の付着による構造物の腐食及び降下火砕物が混入した海水

を取水することによる構造物内部の腐食により機器の機能に影響がない

ことを評価する。 

 

 (2) 評価条件 

   降下火砕物粒径：8mm 以下 

 

 (3) 評価結果 

  ① 水循環系の閉塞 

    図１に示すとおり，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発

電機海水系）前面には，バースクリーン，回転バースクリーン，トラベ

リングスクリーンからなる海水取水設備（除塵装置）を設置している。 
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    スクリーンにはそれぞれバー枠，網枠が設置されており，それらのバ

ーピッチ及び網枠メッシュに対して，想定する降下火砕物の粒径は十分

小さく，また，粘性を生じさせる粘土鉱物等は含まれていないことか

ら，海水取水設備（除塵装置）が閉塞することはなく，機能を損なうこ

とはない。各海水取水設備のバーピッチ及びメッシュ間隔を表１に示

す。 

 

 

 

 

図１ 海水取水設備概略図 

 

表１ 海水取水設備のバーピッチ及びメッシュ間隔 

設備 ①バースクリーン ②回転バースクリーン ③トラベリングスクリーン 

間隔 バーピッチ：140mm バーピッチ：25mm 網枠メッシュ：10mm 

 

  ② 水循環系の内部における摩耗 

    降下火砕物は砂等に比べて破砕し易く※１，硬度が小さい※２。これまで

砂等を原因とした摩耗の影響によって，海水取水設備の機能が喪失した

事例はなく，砂より硬度が小さい降下火砕物が設備に影響を与える可能

性は小さい。 

②回転バースクリーン ③トラベリングスクリーン①バースクリーン
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※１ 武若耕司(2004)：シラスコンクリートの特徴とその実用化の現状，コンクリート工学，Vol.42，No.3，p.38-47 

※２ 恒松修二・井上耕三・松田応作(1976)：シラスを主原料とする結晶化ガラス，窯業協会誌84[6]，p.32-40 

 

③ 化学的腐食 

    海水取水設備は防汚塗装等を施しており，化学的腐食により短期的に

影響を及ぼすことはない。また，電気，計装設備等の付帯設備について

は端子箱等に納入されており，降下火砕物の直接的影響は受けない。 

    なお，長期的な影響については，堆積した降下火砕物を除去し，除去

後の点検において，必要に応じて補修作業を実施する。 

 

(4) 個別評価から除外した直接的影響の要因 

  個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由を表２に示す。 

 

表２ 個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由 

直接的影響の要因 理由 

構造物への堆積負荷 静的負荷の影響を受けにくい構造 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

機械的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

化学的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

発電所の大気汚染 中央制御室の居住性と直接関連がない 

絶縁低下 絶縁低下と直接関連がない 
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資料－８ 

計装制御設備（安全保護系）に係る影響評価 

 

 降下火砕物により電気系及び計装制御系の盤のうち空気を取り込む機構を有

する計装制御設備（安全保護系）への影響について，以下のとおり評価する。 

 空気を取り込む機構の考え方については，資料－８（添付資料－１）に示

す。 

 

 (1) 評価項目及び内容 

  ① 化学的腐食 

    降下火砕物が盤内に侵入する可能性及び侵入した場合の計装制御設備

（安全保護系）の腐食により機器の機能に影響がないことを評価する。 

② 絶縁低下 

    降下火砕物が盤内に侵入する可能性及び侵入した場合の計装制御設備

（安全保護系）の絶縁低下により機器の機能に影響がないことを評価す

る。 

 

 (2) 評価条件 

   降下火砕物粒径：8mm 以下 

 

 (3) 評価結果 

① 化学的腐食 

    計装制御設備（安全保護系）については，その発熱量に応じて盤内に

換気ファンを設置している場合があるため，換気に伴い降下火砕物が計

装制御設備（安全保護系）の盤内に侵入する可能性がある。 
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    計装制御設備（安全保護系）が設置されているエリアは，中央制御室

換気空調系にて空調管理されており，外気取入口にはバグフィルタ（Ｊ

ＩＳ Ｚ 8901 試験用紛体 11 種に対して 80％以上の捕集効率）が設置

されているため，室内に侵入する降下火砕物は微量で，微細な粒子と推

定される。 

    このため，仮に室内に侵入する場合でも降下火砕物は微細なものに限

られ，大量に盤内に侵入する可能性は小さいことから，化学的腐食によ

り短期的に影響を及ぼすことはない。さらに，降下火砕物が確認された

場合は，外気取入ダンパを閉止し閉回路循環運転を行うことにより降下

火砕物の侵入を阻止することが可能であることから，計装制御設備（安

全保護系）の機能を損なうことはない。 

 

② 絶縁低下 

    計装制御設備（安全保護系）については，その発熱量に応じて盤内に

換気ファンを設置している場合があるため，換気に伴い降下火砕物が計

装制御設備（安全保護系）の盤内に侵入する可能性がある。 

    計装制御設備（安全保護系）が設置されているエリアは，中央制御室

換気空調系にて空調管理されており，外気取入口にはバグフィルタ（Ｊ

ＩＳ Ｚ 8901 試験用紛体 11 種に対して 80％以上の捕集効率）が設置

されているため，室内に侵入する降下火砕物は微量で，微細な粒子と推

定される。 

    微細な粒子が計装制御設備（安全保護系）の盤内に侵入した場合，そ

の付着等により短絡等の影響が懸念される箇所は数 の線間距離となっ

ている集積回路の内部であり，これらはモールド（樹脂）で保護されて

いるため降下火砕物が侵入することはないため，絶縁低下を発生させる
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ことはない。 

    また，端子台等の充電部が露出している箇所については，端子間の距

離が数 mm 程度あることから，降下火砕物の付着等により短絡等を発生

させることはない。さらに，降下火砕物が確認された場合は，外気取入

ダンパを閉止し閉回路循環運転を行うことにより侵入を阻止することが

可能であることから，計装制御設備（安全保護系）の機能を損なうこと

はない。 

 

 

図１ 中央制御室換気空調系（閉回路循環運転）概要図 
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(4) 個別評価から除外した直接的影響の要因 

  個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由を表２に示す。 

 

表１ 個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由 

直接的影響の要因 理由 

構造物への静的負荷 
屋内設置設備であり，静的負荷の影響を

直接受けない 

水循環系の閉塞 水循環系の機能と直接関連がない 

水循環系の内部における摩擦 水循環系の機能と直接関連がない 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

機械的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

化学的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

発電所の大気汚染 中央制御室の居住性と直接関連がない 

絶縁低下 絶縁低下と直接関連がない 
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添付資料－１ 

電気系及び計装制御系の盤のうち空気を取り込む機構を有する盤について 

 

 電気系及び計装制御系の盤のうち空気を取り込む機構を有する盤についての

考え方を以下に示す。 

 

〇外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有する盤 

屋内の空気を機器内に取り込む機構とは換気ファンのことであり，安全保

護系盤への信号発生元であるロジック盤は発熱量が高いため，盤内に換気フ

ァンが設置されている。（図１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 安全保護系ロジック盤 

 

〇外気から取り入れた屋内の空気を機器内に取り込む機構を有しない盤 

中央制御室に設置されている安全保護系盤はアナログリレー式のため，換

気ファンは設置されていない。 

換気口 

換気ファン 
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また，原子炉制御盤等には換気口はなく，裏側が開放されているため換気

ファンは設置されていない。（図２～５） 

 

  
図２ 安全保護系盤 

 

   

図３ 原子炉制御盤（換気口無し） 

 

 

 

     

         

 

換気口 
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資料－９ 

換気空調設備に係る影響評価 

 
 降下火砕物による換気空調設備への影響について，以下のとおり評価する。 

 

＜評価対象＞ 

 ・中央制御室換気空調系（外気取入口・冷凍機） 

 ・ディーゼル発電機室換気系（外気取入口・ルーフベントファン） 

 

 (1) 評価項目及び内容 

  ① 構造物への静的負荷 

    屋外に設置されている中央制御室換気系冷凍機及びディーゼル発電機

室ルーフベントファンについては，降下火砕物の堆積を考慮した防護対

策を実施する。 

  ② 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

    降下火砕物が換気空調設備（給気系外気取入口）への侵入等により，

機器の機能に影響がないことを評価する。 

  ③ 換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的影響（化学的腐食含

む） 

    降下火砕物の付着による構造物の腐食により，機器の機能に影響がな

いことを評価する。 

  ④ 大気汚染 

    降下火砕物により汚染された発電所周辺の大気が換気空調設備を経て

運転員が常時居住している中央制御室へ侵入することがないことを評価

する。 
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(2) 評価条件 

  ① 降下火砕物条件 

   ａ．堆積量：50cm 

   ｂ．粒 径：8mm 以下 

   ｃ．密 度：1.5g／cm３（湿潤状態） 

   ｄ．荷 重：7,355N／m２ 

  ② 積雪条件 

   ａ．堆積量：10.5cm（建築基準法の考え方を参考とした東海村における

平均的な積雪量） 

   ｂ．単位荷重：堆積量 1cm ごとに 20N／m２（建築基準法より） 

   ｃ．荷 重：210N／m２ 

 

 (3) 評価結果 

  ① 構造物への静的負荷 

    中央制御室換気系冷凍機及びディーゼル発電機室ルーフベントファン

については，図１のように全体を防護する構造物を設置し，降下火砕物

が直接堆積しない設計とする。また，構造物は降下火砕物の荷重を考慮

し，降下火砕物荷重により健全性を損なわない設計とする。 

 

 

図１ 換気空調設備 防護イメージ 

ディーゼル発電機室
ルーフベントファン 中央制御室

換気系冷凍機 
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  ② 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

    中央制御室換気空調設備の外気取入口にはガラリが取り付けられてお

り，降下火砕物が侵入しにくい構造となっている。また，外気取入口に

はバグフィルタ（ＪＩＳ Ｚ 8901 試験用紛体 11 種に対して 80％以上

の捕集効率）が設置されており，想定する降下火砕物は十分除去される

ことから，給気を供給する系統及び機器に対して，降下火砕物が与える

影響は小さい。また，外気取入口は，地上面又は直下にある平面部から

50cm 以上の高さを確保していることから，堆積によって外気取入口が

閉塞に至ることはない。 

    ディーゼル発電機室換気系については，適切なバグフィルタを設置す

る。また，バグフィルタには差圧計を設置し，必要に応じて清掃及び取

り替えることが可能な設計とする。 

    ルーフベントファンは，開口部が横方向を向いているため降下火砕物

により閉塞することはない。 

    その他の換気空調設備（外気取入口）には，バグフィルタが設置され

ており，必要に応じて清掃及び取り替えることが可能な設計とする。 

また，各換気空調設備（外気取入口）は，外気取入口の直近にある平

面部から 50cm 以上を確保していることから，周囲に降下火砕物が堆積

したとしても，閉塞に至ることは無い。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋の給気口については，給気口の直近にある平

面部から 50cm 以上を確保していることから，周囲に降下火砕物が堆積

したとしても，閉塞に至ることは無い。 

また，使用済燃料乾式貯蔵建屋の給気口にはガラリが取り付けられて

おり，降下火砕物が侵入しにくい構造となっている。 
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図２ 外気取入口（中央制御室換気空調系） 

 

 

図３ 換気空調設備（外気取入口）イメージ図 

 

 

図４ ディーゼル発電機室換気系 概要図 
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③ 換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的腐食 

    中央制御室換気系冷凍機及びディーゼル発電機室ルーフベントファン

への化学的影響については，図１のように全体を防護する構造物を設置

することにより，降下火砕物が直接堆積することはないため，直ちに化

学的腐食により機能に影響を及ぼすことはない。 

 

  ④ 大気汚染 

    運転員が常駐している中央制御室は，中央制御室換気空調設備によっ

て空調管理されており，外気取入口にはガラリが設置されている。これ

により下方から吸い込む構造となっていることから，降下火砕物が侵入

しにくい構造となっている。また，外気取入口にはバグフィルタ（ＪＩ

Ｓ Ｚ 8901 試験用紛体 11 種に対して 80％以上の捕集効率）が設置さ

れており，想定する降下火砕物は十分除去されることから，降下火砕物

が与える影響は少ない。 

    また，大気汚染による人に対する居住性の観点から，運転員が常駐す

る中央制御室については，外気取入口ダンパを閉止し，閉回路循環運転

をすることにより，中央制御室の居住性を維持できる。 

    外気取入ダンパを閉止した場合の中央制御室の酸素濃度等の評価を以

下に示す。 

 

   ａ．酸素濃度 

     「空気調和・衛生工学便覧 第 13 版 第 5 編 空気調和設備設

計」に基づき，酸素濃度について評価した。 

【評価条件】 

・在室人員は運転員定数に保守性を加え 11 人とする。 
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・中央制御室バウンダリ内体積 2,700m３ 

・空気流入はないものとする。 

・初期酸素濃度 20.95％ 

・１人あたりの呼吸量は，事故時の運転操作を想定し，歩行時の呼吸

量を適用して，24L／min とする。 

・１人あたりの酸素消費量は，呼気の酸素濃度 16.40％から 65.52L／

h とする。 

・管理濃度は 19％以上とする。（鉱山保安法施行規則） 

 

【評価結果】 

     上記評価条件から求めた酸素濃度は，表１のとおりであり，72 時

間外気取入を遮断したままでも，中央制御室内に滞在する運転員の操

作環境に影響を与えない。 

 

表１ 中央制御室再循環運転における酸素濃度 

時間 12時間 24時間 48時間 73時間 管理値 

酸素濃度 20.6% 20.3% 19.6% 19.0% 19.0% 

 

   ｂ．二酸化炭素濃度 

     「空気調和・衛生工学便覧 第 13 版 第 5 編 空気調和設備設

計」に基づき，二酸化炭素濃度について評価した。 

【評価条件】 

・在室人員は運転員定数に保守性を加え 11 人とする。 

・中央制御室バウンダリ内体積 2,700m３ 

・空気流入はないものとする。 
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・初期二酸化炭素濃度 0.03％ 

・１人あたりの二酸化炭素吐出量は，事故時の運転操作を想定し，中

等作業での吐出量を適用して 0.046m３／h とする。 

・管理濃度は 1.0％未満とする。（鉱山保安法施行規則） 

 

【評価結果】 

     上記評価条件から求めた二酸化炭素濃度は，表２のとおりであり，

約 51.7 時間外気取入を遮断したままでも，中央制御室内に滞在する

運転員の操作環境に影響を与えない。 

 

表２ 中央制御室再循環運転における二酸化炭素濃度 

時間 12時間 24時間 48時間 51.7時間 管理値 

二酸化炭素濃度 0.26% 0.48% 0.93% 1.00% 1.00% 

 

 

 

図５ 中央制御室換気空調系（通常運転）概要図 
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図６ 中央制御室換気空調系（閉回路循環運転）概要図 
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 (4) 個別評価から除外した直接的影響の要因 

  個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由を表２に示す。 

 

表３ 個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由 

直接的影響の要因 理由 

構造物への静的負荷 
屋内設置設備であり，静的負荷の影響を

直接受けない 

水循環系の閉塞 水循環系の機能と直接関連がない 

水循環系の内部における摩擦 水循環系の機能と直接関連がない 

化学的影響 
換気系，電気系及び計装制御系に対する

化学的影響として評価 

絶縁低下 絶縁低下と直接関連がない 
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資料－１０ 

ディーゼル発電機に係る影響評価 

 

 降下火砕物によるディーゼル発電機への影響について，以下のとおり評価す

る。 

 

＜評価対象＞ 

 ・非常用ディーゼル発電機， 

 ・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

 

 (1) 評価項目及び内容 

  ① 構造物への静的負荷 

    降下火砕物の堆積荷重によりディーゼル発電機（吸気口）の健全性に

影響がないことを評価する。なお，堆積荷重は積雪との重畳を考慮す

る。また，風の影響を考慮し，曲げ応力に対する評価も行う。 

また，屋外に設置されている排気消音器及び排気管は，降下火砕物が

堆積し難い形状をしているため，荷重の影響を受けることはない。 

  ② 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

    降下火砕物のディーゼル発電機への侵入等により，ディーゼル発電機

の機能に影響がないことを評価する。 

  ③ 化学的腐食 

    降下火砕物の付着，堆積による構造物の腐食により，機器の機能に影

響がないことを評価する。 

 

 (2) 評価条件 
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  ① 降下火砕物条件 

   ａ．堆積量：50cm 

   ｂ．粒 径：8mm 以下 

   ｃ．密 度：1.5g／cm３（湿潤状態） 

   ｄ．荷 重：7,355N／m２ 

  ② 積雪条件 

   ａ．堆積量：10.5cm（建築基準法の考え方を参考とした東海村における

平均的な積雪量） 

   ｂ．単位荷重：堆積量 1cm ごとに 20N／m２（建築基準法より） 

   ｃ．荷 重：210N／m２ 

  ③ 風条件 

   ａ．風速：30m／s 

  

 

 (3) 評価結果 

  ① 構造物への静的負荷 

ａ．圧縮応力 

堆積荷重の影響に係る評価部位は支持脚とする。なお，非常用ディー

ゼル発電機吸気口及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機吸気口は同

形状，同寸法である。（表１，図１） 

 

表１ 吸気口の評価条件 

項目 
非常用ディーゼル発電機及び 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機用 

吸気口荷重 800kg 

支持脚寸法 
bx1 150mm 

bx2 15mm 
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図１ 吸気口 評価部位概要図（共通） 

 

    (a) 降下火砕物と積雪による鉛直荷重 

      吸気口の降下火砕物が堆積する面積 A は次のとおり。 

A = π4 × 1.540 = 1.87(m ) 
      よって，降下火砕物及び積雪による鉛直荷重 F1は次のとおり。 F = 7,355 × 1.87 = 1.38 × 10 (N) 
      同様に，積雪による荷重 F2は次のとおり。 F = 210 × 1.87 = 3.93 × 10 (N) 
    (b) 機器重量による鉛直荷重 

機器重量荷重F = 800 × 9.80665 = 7.85 × 10 (N) 
    (c) 支持脚に生じる圧縮応力 

      支持脚の断面積 S は次のとおり。 S = {(150 × 165)  (120 × 135)} × 4 = 3.42 × 10  (m ) 
     よって，圧縮応力 σ は次のとおり。 

支持脚 

X 

Y 

bx1 
bx2 
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σ = F + F + F S = 1.38 × 10 + 3.93 × 10 + 7.85 × 10 3.42 × 10  
= 0.65(MPa) 

 

    (d) 評価結果 

      当該吸気口支持脚の許容応力 σcは，ＪＥＡＧ4601 の「その他の

支持構造物」におけるⅢAS の許容応力より， 

σ = 228MPa 
      よって，σ＜σcとなり，発生応力は許容応力を十分下回っており，

ディーゼル発電機吸気口の健全性を損なうことはない。 

  

ｂ．曲げ応力 

堆積荷重の影響に係る評価部位は平板，胴板，支持脚とする。なお，

非常用ディーゼル発電機吸気口及び高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電

機吸気口は同形状，同寸法である。 

(a) 等分布荷重による評価 

平板は等分布荷重による評価を行う。平板評価における荷重条

件を表２に示す。 

表２ 平板評価における荷重条件 

荷重条件 降下火砕物等堆積荷重 

降下火砕物と積雪による鉛直荷重 7,565N／m２ 

 

平板は円形であるため，等分布荷重は作用する周辺支持円盤と

して評価する。平板モデル図を図２に示す。 
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図２ 平板モデル図 

 

(b) １質点系モデルによる評価 

降下火砕物等堆積荷重，自重（鉛直荷重）及び風荷重（水平荷

重）の影響に係る評価部位は，胴板，支持脚とする。ＪＥＡＧ

4601 の「四脚たて置円筒形容器」の応力評価を準用し，風荷重

による応力を求める。ディーゼル発電機吸気口のモデル図を図３

に示す。 

 

 

図３ ディーゼル発電機吸気口 モデル図 
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(c) 評価結果 

評価結果を表３に示す。発生応力は許容応力を十分下回ってお

り，ディーゼル発電機吸気口の健全性を損なうことはない。許容

値は，平板については，弾性範囲である設計降伏点とし，胴板に

ついては，ＪＥＡＧ4601 の「クラス２，３容器」における許容

応力状態ⅢＡS から算出した許容応力，支持脚については，ＪＥ

ＡＧ4601 の「その他の支持構造物」における許容応力状態ⅢＡS

から算出した許容応力を用いた。 

 

表３ 降下火砕物等の荷重による健全性評価結果 

評価部位 応力 
許容応力 

［MPa］ 

発生応力 

［MPa］ 
評価結果 

平板 曲げ 211 1.13 ○ 

胴板 

一次一般膜 236 1.31 ○ 

一次 354 3.37 ○ 

一次＋二次 482 8.11 ○ 

支持脚 

組合せ 241 3.86 ○ 

座屈（圧縮＋曲げ） 1※ 0.02※ ○ 

 

 

  ② 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

   ａ．ディーゼル機関への影響評価 

     ディーゼル発電機の吸入空気は図４に示すように吸気口下部から吸

い込まれる流れとなっているため，降下火砕物が侵入し難い構造であ

り，吸気口に附属する吸気フィルタ（粒径 5～75μm 程度において約

※：検定比（下式）による。 
σ

sr
/f

br
＋σ

st
/f

bt
＋σ

sc
/f

c≦１ 
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56％以上捕集可能であり粒径が大きいほど捕集率が上がる）で比較的

大粒径の降下火砕物は捕集される。想定する降下火砕物の粒径は 8mm

以下であり，粒径が数μm～数十μm 程度のものについては，図２に

示すように過給機，空気冷却器に侵入するものの，機器の間隙は降下

火砕物の粒径に比べて十分大きいことから閉塞することはない。 

     また，機関シリンダ内に降下火砕物が侵入した場合でも，粒径がシ

リンダライナとピストンリングの間隙（油膜厚さ相当：数μm～十数

μm）と同程度のものは，当該間隙内に侵入し，摩耗発生が懸念され

るが，降下火砕物は砂と比較しても破砕し易く※１，硬度が低い※２こ

と，またシリンダライナ及びピストンリングはブリネル硬さで 230 程

度（ＳＵＳ材 180 程度）の耐摩耗性を有する鋳鉄材であり，これまで

の定期点検において有意な摩耗は確認されていないことから降下火砕

物による摩耗が設備に影響を与える可能性は小さい。長期的な影響に

ついても，シリンダライナとピストンリングの間隙内に侵入した降下

火砕物は，シリンダとピストン双方の往復運動が繰り返されるごと

に，更に細かな粒子に破砕され，破砕された粒子はシリンダライナと

ピストンリング間隙に付着している潤滑油により機関外へ除去され

る。また，潤滑油系にはフィルタが設置されているが，メッシュ寸法

が約 100μm であり，取り込んだ降下火砕物によって閉塞することは

なく，長期的な影響も少ないと考えられる。加えて，潤滑油に降下火

砕物が混入した場合の影響については，吸気により侵入する降下火砕

物はフィルタを通過する際に大部分が捕集され，その後は排気により

機関外へ排出されるため，潤滑油に混入する降下火砕物は微細なもの

に限られ，なおかつ少量なので潤滑油への影響は少ないと考えられ

る。 

118



6 条(火山)-1-資料 10-8 

     また，シリンダから排出される排気ガスの温度は，約 500～600℃

であることから，融点が 1,000℃である降下火砕物の溶融による影響

はない。 

     

    以上のことから，ディーゼル機関に降下火砕物が侵入した場合におい

ても，運転を阻害するに至らない。なお，降下火砕物が確認された場合

は，必要に応じて点検等を行う。 

 

※１ 武若耕司(2004)：シラスコンクリートの特徴とその実用化の現状，コンクリート工学，Vol.42，No.3，p.38-47 

※２ 恒松修二・井上耕三・松田応作(1976)：シラスを主原料とする結晶化ガラス，窯業協会誌84[6]，p.32-4 

    

   ｂ．空気冷却器への影響評価 

     降下火砕物が混入した吸入空気が空気冷却器を通過する際に，冷却

器内が結露することにより，冷却器伝熱管表面に水滴とともに降下火

砕物が付着し，熱効率が低下することが考えられる。 

     結露の有無については吸気管吸気温度（冷却器出口温度）が目安と

なるが，吸気管吸気温度（冷却器出口温度）は，吸入空気の温度（外

気温度）よりも常に高い状態で運転している。 

     したがって，空気冷却器内の結露により降下火砕物が付着する可能

性は極めて低く，降下火砕物による空気冷却器への影響はない。 

 

   ｃ．排気管への影響評価 

     排気管は図５に示すとおり，横方向を向いており降下火砕物が侵入

し難い構造となっている。また，運転中は排気していること，待機中

であっても外気を吸い込む構造ではないため，降下火砕物が侵入する

ことはない。 

119



6 条(火山)-1-資料 10-9 

 

 

② 化学的腐食 

    ディーゼル発電機吸気口，排気消音器及び排気管は，外装塗装を実施

しており，降下火砕物と金属が直接接触することはなく，化学的腐食に

より短期的に影響を及ぼすことはない。また，その内外面の腐食により

ディーゼル発電機の機能に有意な影響を与えにくい構造である。 

    なお，長期的な影響については，堆積した降下火砕物を除去し，除去

後の点検等において必要に応じて補修作業を実施する。 

 

③ 関連設備 

    軽油貯蔵タンクは地下埋設化することにより，降下火砕物の影響によ

り健全性を損なわない設計とする。また，燃料移送ポンプ等についても

同様に地下埋設化とし降下火砕物の影響により健全性を損なわない設計

とする。 

    ベント管は開口部を下向きにする等の降下火砕物が侵入し難い構造と

し，地表からの吹き上がりによる侵入も考慮した位置にベント管の開口

部を設置することにより降下火砕物の影響を受けない設計とする。 
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図４ ディーゼル機関吸気系統構造図 
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図５ ディーゼル発電機 排気管 

 

 (4) 個別評価から除外した直接的影響の要因 

  個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由を表２に示す。 

 

表３ 個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由 

直接的影響の要因 理由 

発電所の大気汚染 中央制御室の居住性と直接関連がない 

絶縁低下 絶縁低下と直接関連がない 
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添付資料－１ 

非常用ディーゼル発電機吸気フィルタの閉塞について 

 

非常用ディーゼル発電機の吸気は吸気フィルタ（粒径 5～75μm 程度におい

て約 56％以上捕集可能であり粒径が大きいほど捕集率が上がる）を介して吸

入しているため，降下火砕物の侵入による非常用ディーゼル発電機への影響は

小さいと考えられる。なお，非常用ディーゼル発電機の吸気フィルタは，下方

から吸気する構造となっており，降下火砕物により容易に閉塞しないものであ

ると考えられるが，万一閉塞した場合の影響について，以下のとおり評価す

る。 

 

1. 閉塞までに要する時間について 

  非常用ディーゼル発電機の吸気フィルタが閉塞するまでの時間を，米国セ

ントヘレンズ火山噴火の濃度値（33,400  ／m３）を用いて試算した。 

 

(1) セントヘレンズの火山噴火データを用いた試算 

  表１より，吸気フィルタの閉塞時間を試算した結果，約 7 時間となった。 

表１ 吸気フィルタ閉塞までの時間 

①非常用ディーゼル発電機吸気フィルタ捕集容量[g／m２] 1,580 

②非常用ディーゼル発電機吸気フィルタ表面積[m２] 2.9 

③非常用ディーゼル発電機吸気フィルタでのダスト捕集量[g] 

＝①×② 
4,582 

④降下火砕物の大気中濃度[μg／m３] 33,400※ 

⑤非常用ディーゼル発電機吸気流量[m３／h] 19,200 

⑥閉塞までの時間[h] 

＝③／④／⑤ 
7.14 

※米国セントヘレンズ火山で発生（1980 年 5 月）した火山噴火地点から約 135km 離

れた場所における大気中の火山灰濃度（1 日平均値） 
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2. フィルタ取替に必要な時間について 

  フィルタ取替は下記に示すとおり，複雑な作業が必要はなく，フィルタ取

替に要する時間は要員 4 名で 3 時間程度を見込んでいる。また，あらかじめ

フィルタを取り付けたフィルタ枠の予備品を持つことによりフィルタ清掃の

手間を省くことができ，さらなる取替時間の短縮が可能である。なお，吸気

フィルタは 1 系統につき 2 基設置されている。 

 

【吸気フィルタ取替手順：1 基あたり約 1.5 時間（90 分）】 

ａ．フィルタエレメント吊上げ用治具を設置する（約 5 分） 

ｂ．フィルタケーシングの上蓋を開放する（約 10 分） 

ｃ．フィルタケーシングからフィルタエレメントを抜き出す（約 25 分） 

ｄ．フィルタエレメントの内部確認及び清掃を行う（約 30 分） 

ｅ．フィルタエレメントを挿入する（約 15 分） 

ｆ．フィルタケーシングの上蓋を復旧する（約 5 分） 

 

 

図１ 非常用ディーゼル発電機吸気フィルタ 概略図 

 

3. 非常用ディーゼル発電機切替に必要な時間について 

  非常用ディーゼル発電機切替に必要な時間は下記に示すとおり，負荷切替

時間を考慮しても約 0.5 時間である。 
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【非常用ディーゼル発電機切替手順：約 0.5 時間（30 分）】 

ａ．待機側の非常用ディーゼル発電機起動・並列（約 5 分） 

ｂ．運転中のＲＨＲ停止時冷却モードを停止（約 2 分） 

ｃ．計測制御系負荷切替（約 10 分） 

ｄ．待機側のＲＨＲ停止時冷却モード起動（約 3 分） 

ｅ．運転中の非常用ディーゼル発電機解列・停止（約 10 分） 

 

 

4. まとめ 

  セントヘレンズ火山噴火の濃度におけるフィルタ閉塞時間（約 7.14 時

間）に対して，フィルタ取替・清掃は約 3.0 時間，非常用ディーゼル発電機

の切替は約 0.5 時間で対応可能であり，フィルタ閉塞前に，フィルタの取

替・清掃は可能である。フィルタ取替のタイムチャートを図２に示す。 

また，閉塞時間の試算においては，ディーゼル発電機吸気口は下方向から

吸気することにより降下火砕物を吸い込みにくい構造としている点を考慮せ

ず，大気中濃度のまますべて吸い込まれてフィルタに補集されることを前提

とした計算をしているため，実際にはフィルタが閉塞するまでの時間にはさ

らに余裕があると考えられる。
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資料－１１ 

排気筒（非常用ガス処理系排気配管含む）に係る影響評価 

 

 降下火砕物による排気筒及び非常用ガス処理系排気配管への影響について，

以下のとおり評価する。 

 

 (1) 評価項目及び内容 

  ① 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

    降下火砕物の排気筒への侵入により，その機能に影響がないことを評

価する。具体的には，降下火砕物が侵入したとしても流路が閉塞しない

ことを確認する。 

  ② 換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的影響（化学的腐食含む） 

    降下火砕物の付着に伴う構造物の腐食により，機器の機能に影響がな

いことを確認する。 

 

 (2) 評価条件 

  ① 堆積量：50cm 

 

 (3) 評価結果 

  ① 換気系，電気系及び計装制御系に対する機械的影響 

   ａ．排気筒 

     降下火砕物が排気筒に侵入した場合，図１に示すとおり排気筒の底

部から流路まで約 21m あり，降下火砕物が 50cm 堆積した場合でも流

路が閉塞することはなく，排気筒の機能を損なうことはない。 
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図１ 排気筒下部の構造 

 

   ｂ．非常用ガス処理系排気配管 

     非常用ガス処理系排気配管は図２に示すとおり，降下火砕物の侵入

防止を目的とする構造物を取り付けることにより，降下火砕物の影響

に対して機能を損なわない設計とする。また，取り付ける構造物は降

下火砕物が堆積し難い形状とすることにより，降下火砕物の影響に対

して健全性を損なわない設計とする。 

 

図２ 非常用ガス処理系排気配管 概略図 

約 21m

構造物 
設置予定 

非常用ガス 
処理系排気配管 
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  ② 換気系，電気系及び計装制御系に対する化学的影響（化学的腐食含

む） 

    排気筒（非常用ガス処理系排気配管含む）は，外装塗装を実施してお

り，降下火砕物による化学的腐食により短期的に影響を及ぼすことはな

い。 

    なお，長期的な影響については，堆積した降下火砕物を除去し，除去

後の点検等において，必要に応じて補修作業を実施する。 

 

(4) 個別評価から除外した直接的影響の要因 

  個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由を表２に示す。 

 

表１ 個別評価から除外した直接的影響の要因及び理由 

直接的影響の要因 理由 

構造物への静的負荷 静的負荷の影響を受けにくい構造 

水循環系の閉塞 水循環系の機能と直接関連がない 

水循環系の内部における摩擦 水循環系の機能と直接関連がない 

換気系，電気系及び計装制御系に対する

化学的影響 

屋外に面した換気系，電気系及び計装制

御系の機能と直接関連がない 

発電所の大気汚染 中央制御室の居住性と直接関連がない 

絶縁低下 絶縁低下と直接関連がない 
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資料－１２ 

間接的影響の評価結果 

 

 間接的影響について，以下のとおり評価する。 

 

 (1) 評価項目及び内容 

   降下火砕物による間接的影響は，広範囲にわたる送電網の損傷による 7

日間の外部電源喪失及び発電所外の交通の途絶によるアクセス制限に対す

る評価を行う。 

 (2) 評価結果 

   外部電源の喪失に対して，ディーゼル発電機（2 基）及び耐震 S クラス

の燃料貯蔵タンク（2 基：800kL 以上）を有する設計とする。 

   これにより，7 日間の外部電源喪失及び外部との交通の途絶に対して，

原子炉の停止，停止後の原子炉及び使用済燃料貯蔵プールの冷却に係る機

能を担うために必要とされる電力の供給が継続できることから影響はない。 
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参考資料－１ 

 

原子炉の高温停止及び冷温停止に必要な設備について 

 

 降下火砕物に起因する外部電源喪失事象により，原子炉の停止が想定される

ことから，原子炉の高温停止及び冷温停止に必要な機能を以下のとおり抽出し

た。 

 

 (1) 原子炉停止   ：原子炉停止系（制御棒による系） 

 (2) 崩壊熱除去   ：残留熱除去系，原子炉隔離時冷却系，高圧炉心スプ

レイ系，逃がし安全弁（手動逃がし機能） 

 (3) 放射能放出防止 ：原子炉格納容器隔離弁，非常用再循環ガス処理系，

非常用ガス処理系 

 (4) 上記系統の関連系（安全保護系，非常用所内電源系，中央制御室換気空

調系，残留熱除去系海水系，非常用ディーゼル発電機海水系，高圧炉心

スプレイ系ディーゼル発電機海水系，直流電源系等） 

 

 以上の機能を達成するために必要な設備は，表１に示すとおり「1.2 追加要

求事項に対する適合性」にて抽出した構築物，系統又は機器に含まれているこ

とを確認した。 
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す
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築
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イ
系
（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
，
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
か
ら
ス
プ
レ
イ
先
ま
で
の
配
管
，
弁
，
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
）
 
等
 

○
 

 
崩
壊
熱
除
去
 

５
）
炉
心
冷
却
機
能
 

非
常
用
炉
心
冷
却
系
 

・
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
か
ら
ス
プ

レ
イ
先
ま
で
の
配
管
，
弁
，
ス
プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
）
，
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ
ー
ド
）
（
ポ
ン
プ
，
サ

プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
か
ら
注
水
先
ま
で
の
配
管
，
弁
（
熱
交
換
器
バ
イ

パ
ス
ラ
イ
ン
含
む
）
，
注
水
ヘ
ッ
ダ
）
 
等
 

○
 

 
 

６
）
放
射
性
物
質
の
閉
じ
込
め
機
能
，
放
射
線
の
遮

へ
い
及
び
放
出
低
減
機
能
 

原
子
炉
格
納
容
器
 

 
・
格
納
器
本
体
，
貫
通
部
 
等
 

○
 

 
 

原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
弁
 

○
 

 
放
射
能
放
出
防
止
 

原
子
炉
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ
冷
却
系
 

 
・
ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
 
等
 

○
 

 
 

原
子
炉
建
屋
 

○
 

 
 

非
常
用
再
循
環
ガ
ス
処
理
系
 

 
・
排
風
機
 
等
 

○
 

 
放
射
能
放
出
防
止
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

 
・
排
風
機
 
等
 

○
 

 
放
射
能
放
出
防
止
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

 
・
排
気
筒
（
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
排
気
管
の
支
持
機
能
）
 

 
○
 

（
屋
外
）
 

放
射
能
放
出
防
止
 

可
燃
ガ
ス
濃
度
制
御
系
 

○
 

 
 

※
１
 
：
 
原
子
炉
建
屋
及
び
使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
建
屋
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6 条(火山)-1-参考 1-3 

表
１
 
原
子
炉
の
高
温
停
止
及
び
冷
温
停
止
に
必
要
な
設
備
に
関
す
る
防
護
対
象
（
2/
2）

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

設
備
設
置
場
所
 

高
温
停
止
及
び
冷
温
停
止
に
必
要
な
機
能
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
機
器
 

建
屋
内
設
置

※
１
 

屋
外
設
備
等
 

MS
-1
 

２
）
安
全
上
必
須
な
そ
の
他
の
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
 

１
）
工
学
的
安
全
施
設
及
び
原
子
炉
停
止
系
へ
の
作

動
信
号
の
発
生
機
能
 

安
全
保
護
系
 

○
 

 
関
連
系
 

２
）
安
全
上
特
に
重
要
な
関
連
機
能
 

非
常
用
所
内
電
源
系
（
Ｍ
Ｓ
－
１
関
連
の
も
の
）
 

 
・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関
，
発
電
機
 
等
 

○
 

 
関
連
系
 

非
常
用
所
内
電
源
系
（
Ｍ
Ｓ
－
１
関
連
の
も
の
）
 

 
・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
燃
料
移
送
系
 

 
・
軽
油
貯
蔵
タ
ン
ク
 

 
○
 

（
屋
外
）
 

関
連
系
 

制
御
室
及
び
そ
の
遮
蔽
・
非
常
用
換
気
空
調
系
（
Ｍ
Ｓ
－
１
関
連
の
も
の
）
 

・
中
央
制
御
室
及
び
中
央
制
御
室
遮
蔽
，
中
央
制
御
室
換
気
空
調
系
 
等
 

○
 

 
関
連
系
 

非
常
用
補
機
冷
却
水
系
（
Ｍ
Ｓ
－
１
関
連
の
も
の
）
 

 
・
残
留
熱
除
去
系
海
水
系
，
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
系
，
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電

機
海
水
系
 
等
 

 
○
 

（
屋
外
）
 

関
連
系
 

直
流
電
源
系
（
Ｍ
Ｓ
－
１
関
連
の
も
の
）
 

 
・
蓄
電
池
 
等
 

○
 

 
関
連
系
 

PS
-2
 

１
）
そ
の
損
傷
又
は
故
障
に
よ
り
発
生
す
る
事
象
に
よ
っ

て
，
炉
心
の
著
し
い
損
傷
又
は
燃
料
の
大
量
の
破
損

を
直
ち
に
引
き
起
こ
す
お
そ
れ
は
な
い
が
，
敷
地
外

へ
の
過
度
の
放
射
性
物
質
の
放
出
の
お
そ
れ
の
あ
る

構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
 

１
）
原
子
炉
冷
却
材
を
内
蔵
す
る
機
能
（
た
だ
し
，

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か
ら
除
外
さ

れ
て
い
る
計
装
等
の
小
口
径
の
も
の
及
び
バ
ウ

ン
ダ
リ
に
直
接
接
続
さ
れ
て
い
な
い
も
の
は
除

く
。
）
 

主
蒸
気
系
（
格
納
容
器
隔
離
弁
の
外
側
の
み
）
 

○
 

○
 

（
T/
B）

 

 

原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
（
格
納
容
器
隔
離
弁
の
外
側
の
み
）
 

○
 

 

 

２
）
原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直
接
接
続

さ
れ
て
い
な
い
も
の
で
あ
っ
て
，
放
射
性
物
質

を
貯
蔵
す
る
機
能
 

放
射
性
廃
棄
物
処
理
施
設
（
放
射
能
イ
ン
ベ
ン
ト
リ
の
大
き
い
も
の
）
 

○
 

 
 

使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
（
使
用
済
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
を
含
む
。
）
 

○
 

 
 

使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
容
器
 

○
 

 
 

３
）
燃
料
を
安
全
に
取
り
扱
う
機
能
 

燃
料
取
扱
設
備
 

 
・
燃
料
交
換
機
，
原
子
炉
建
屋
ク
レ
ー
ン
 
等
 

○
 

 
 

２
）
通
常
運
転
時
及
び
運
転
時
の
異
常
な
過
渡
変
化
時
に

作
動
を
要
求
さ
れ
る
も
の
で
あ
っ
て
，
そ
の
故
障
に

よ
り
，
炉
心
冷
却
が
損
な
わ
れ
る
可
能
性
の
高
い
構

築
物
，
系
統
及
び
機
器
 

１
）
安
全
弁
及
び
逃
が
し
弁
の
吹
き
止
ま
り
機
能
 

逃
が
し
安
全
弁
（
吹
き
止
ま
り
機
能
に
関
連
す
る
部
分
）
 

○
 

 

 

MS
-2
 

１
）
Ｐ
Ｓ
－
２
の
構
築
物
，
系
統
及
び
機
器
の
損
傷
又
は

故
障
に
よ
り
敷
地
周
辺
公
衆
に
与
え
る
放
射
線
の
影

響
を
十
分
小
さ
く
す
る
よ
う
に
す
る
構
築
物
，
系
統

及
び
機
器
 

１
）
燃
料
プ
ー
ル
水
の
補
給
機
能
 

非
常
用
補
給
水
系
 

 
・
残
留
熱
除
去
系
（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
か
ら
燃
料
プ
ー
ル

ま
で
の
配
管
，
弁
）
 

○
 

 

 

２
）
放
射
性
物
質
放
出
の
防
止
機
能
 

放
射
性
気
体
廃
棄
物
処
理
系
の
隔
離
弁
 

 
○
 

（
T/
B）

 

 

排
気
筒
（
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
排
気
管
の
支
持
機
能
以
外
）
 

 
○
 

（
屋
外
）
 

 

燃
料
集
合
体
落
下
事
故
時
放
射
能
放
出
を
低
減
す
る
系
 

・
原
子
炉
建
屋
（
原
子
炉
棟
）
，
非
常
用
再
循
環
ガ
ス
処
理
系
及
び
非
常
用
ガ
ス
処
理
系
 

○
 

 
 

２
）
異
常
状
態
へ
の
対
応
上
特
に
重
要
な
構
築
物
，
系
統

及
び
機
器
 

１
）
事
故
時
の
プ
ラ
ン
ト
状
態
の
把
握
機
能
 

事
故
時
監
視
計
器
の
一
部
 

○
 

 
 

２
）
制
御
室
外
か
ら
の
安
全
停
止
機
能
 

制
御
室
外
原
子
炉
停
止
装
置
（
安
全
停
止
に
関
連
す
る
も
の
）
 

○
 

 
 

※
１
：
原
子
炉
建
屋
及
び
使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
建
屋
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6 条(火山)-1-参考 2-1 

参考資料－２ 

降下火砕物堆積荷重評価への材料強度×1.1 倍の適用について 

 

平成 12 年建設省告示第 2464 号は，積雪荷重に対する評価に適用可能である

ことを確認した。また，降下火砕物の堆積荷重は，積雪荷重と同様に鉛直方向

に対して評価する荷重であり，降下火砕物の堆積荷重に対する評価においても，

F 値の 1.1 倍を適用可能であると判断した。 

また，F 値の 1.1 倍を適用した場合の保守性についても示す。 

 

１．降下火砕物の堆積荷重と積雪荷重について 

・積雪荷重は，鉛直方向の短期荷重として各応力度を超えないことを建築基

準法にて要求されている。 

・降下火砕物の堆積荷重は，鉛直方向の短期荷重※として各応力度を超えな

いことを確認する。     

 ※ 降灰作業を行うことにより，短期荷重として取り扱う。 

・降下火砕物及び積雪は共に，敷地に一様に堆積される荷重である。 

 

２．積雪への適用及び適用事例 

積雪時の評価について記載されている建築基準法施工令第 82 条の 5 第 2

号から，平成 12 年建設省告示 2464 号第 3 が導かれることを確認し，材料強

度×1.1 倍が適用可能であると判断した。また，建築基準法施工令第 82 条の

5 第は地震，積雪時又は暴風時に適用される。地震及び暴風時に該当する事

例として，既許可プラントの耐震評価及び竜巻影響評価において，材料強度

×1.1 倍を適用していることを確認している。 

建築基準法施行令と平成 12 年建設省告示 2464 号の概略を第 1 図に示す。 
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6 条(火山)-1-参考 2-2 

 

第 1 図 建築基準法施行令と平成 12 年建設省告示 2464 号の概要 

 

３．指針類の扱い 

「建築物の構造関係技術基準解説書（建築物の構造関係技術基準解説書編

集委員会）」において，JIS 適合品は，材料強度の数値を 1.1 倍以下の数値を

とることができることを平成 12 年建設省告示 2464 号の解説として記載して

いる。 

また，「鋼構造塑性設計指針（日本建築学会）」において，適用する荷重（地

震時・暴風時・積雪時等）に対して，主要な構造用鋼材の降伏応力度σy を

1.1 倍することができると記載されており，参考文献として「建築物の構造

関係技術基準解説書」を挙げている。 

指針類には，積雪荷重への F 値の 1.1 倍を使用した事例は確認できなかっ

たが，建築基準法施行令第 82 条の 5 は極めて稀である地震，積雪時又は暴風
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6 条(火山)-1-参考 2-3 

時に適用される。地震及び暴風時に該当する事例として，既許可プラントの

耐震評価及び竜巻影響評価において，材料強度の 1.1 倍を適用していること

を確認している。 

 

４．タービン建屋の終局強度に対して算定する強度（F 値の 1.1 倍を適用した

場合）の保守性 

タービン建屋において最も検定値が厳しくなる鉄骨部材の各圧縮強度（許

容応力度 終局強度）レベルの一例を図 1 に示す。 

    A：鋼構造設計基準に記載される設計式から算定した強度 

⇒ 短期許容応力度に対する評価で使用 

B：鋼構造設計基準に記載される設計式に F 値の 1.1 倍を適用し算定した強

度 ⇒ タービン建屋の終局強度に対する評価で使用 

    C：「鉄骨架構の復元力特性の評価化法に関する調査報告書（案）※1」より

算出した強度※2  ⇒ 座屈耐力（終局強度） 

※1：原子力発電耐震設計特別調査委員会（耐特委）建築部会建築 WG 

※2：日本建築学会大会学術講演梗概集「原子力発電所建屋の鉄骨架構の復元力特性に 

関する研究」に基づく 

 

図 1 Ｆ値の 1.1 倍を適用し算定した強度と座屈耐力の比較 
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6 条(火山)-1-参考 2-4 

また，図 1 に示した各圧縮強度の算出方法を以下に示す。 

A：鋼構造設計規準から求めた短期許容圧縮応力度は 以下の式※を用いて

算出する。 

 

 

 

 

 

 

B：鋼構造設計規準に F 値×1.1 倍を適用して求めた圧縮強度は，A で使用

した式※に対して，F 値を 1.1 倍するのみ。 

 

   

 

 

 

 

C：座屈耐力として求めた圧縮応力度は，初期座屈耐力を求める式において，

A で使用した式※において，分母に記載されているν＝1 とした式と同様。 

 

  

 

※：短期許容応力度は，fc を 1.5 倍し，タービン建屋の終局強度に対する評価で算定

する圧縮強度も fc’を 1.5 倍する。 

 

F

f

2

c

4.01 2

3
2

2
3

のとき）≦（

cf

F

fc

1.14.01
2

'

　

2

o 4.01n のとき）≦（

のとき）≦（

：圧縮応力度

：限界細長比

：圧縮材の細長比 

：安全率 

2

3
2

2
3

：圧縮強度 
'

cf

on ：無次元初期座屈耐力 

：限界細長比

：圧縮材の細長比 

：安全率 
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6 条(火山)-1-参考 2-5 

【
建

築
基

準
法

施
行

令
 第

八
十

二
条

の
三

及
び

五
（

抜
粋

）
】
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6 条(火山)-1-参考 2-6 

【
建

築
基

準
法

施
行

令
 第

八
十

二
条

の
五

（
抜

粋
）
】
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6 条(火山)-1-参考 2-7 

【
建

築
基

準
法

施
行

令
 
第

九
十

六
条

（
抜

粋
）
】
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6 条(火山)-1-参考 2-8 

【
建

築
基

準
法

施
行

令
 
第

九
十

条
（

抜
粋

）
】
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6 条(火山)-1-参考 2-9 

【
平

成
1
2
建

設
省

告
示

第
2
4
6
4
号

3
（

抜
粋

）
】
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6 条(火山)-1-参考 2-10 

 

【建築物の構造関係技術基準解説書 9.2.1 許容応力度及び材料強度の数値（抜粋）】 

   

 

【鋼構造塑性設計指針（抜粋）】  
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6 条(火山)-1-参考 3-1 

参考資料－３ 
 

海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系） 
基礎部堆積による影響評価について 

 
 
１．評価内容 

降下火砕物が海水ポンプ基礎部に堆積し，モータフレーム開口部から降下火

砕物が侵入，堆積することにより，海水ポンプの運転を阻害する可能性につい

て評価する。 

 

２．評価結果 

図 1，図 2 に示すとおり，仮にモータフレーム内に降下火砕物が 50cm 堆積し

た場合でも，ポンプ回転体露出部まで到達することはなく，海水ポンプの運転

を阻害することはない。 

 また，屋外にポンプを停止させるインターロック機能を持つ計器類もない

ため，海水ポンプの運転に影響はない。 
  

144



6 条(火山)-1-参考 3-2 

 
 
 

 
 

図１ 残留熱除去系海水系ポンプ 
 
 
 
 
 

 
 

図２ ディーゼル発電機用海水ポンプ 

※モータフレーム開口部は代表箇所を記載 

※モータフレーム開口部は代表箇所を記載 
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6 条(火山)-1-参考 4-1 

参考資料－４ 

降下火砕物と積雪の重ね合わせの考え方について 

 

 「原子力発電所の火山影響評価ガイド」では，降雨・降雪などの自然現象は，

降下火砕物等堆積物の静的負荷を著しく増大させる可能性があるとしており，

降下火砕物による荷重評価では降下火砕物荷重が保守的となるよう湿潤状態を

考慮している。また，冬季には積雪により湿潤状態以上の荷重が生じる可能性

があることから，湿潤状態の降下火砕物に積雪を重ね合わせた評価を実施して

いる。 

 

 重ね合わせる降雪量については自然現象の重ね合わせを考慮している建築基

準法を参考とすると，同法では添付資料－１のとおり多雪区域※1においては暴

風時あるいは地震時の荷重評価を実施する際，積雪の重ね合わせた評価を求め

ているが，多雪区域以外の区域においては積雪の重ね合わせを要求していない。 

 また，荷重を評価する際，風圧力や地震力を主たる荷重，重ね合わせる積雪

荷重を従の荷重とし，従の荷重は稀に起こる積雪荷重ではなく平均的な積雪荷

重としており，平均的な積雪荷重は短期積雪荷重の 0.35 倍としている。 

 同法を参考とすると東海第二発電所は多雪区域ではないことから積雪との重

ね合わせを考慮する必要はなく，また，降下火砕物及び積雪はともに予見性が

あり緩和措置を講じる十分な時間猶予がある事象であるが，積雪により湿潤状

態の降下火砕物以上の荷重の負荷が生じる可能性があることを踏まえ，同法の

考え方（主と従の考え方）を参考として評価を実施する。 

 降下火砕物と積雪の重ね合わせにおいて，降下火砕物の荷重条件は積雪の荷

重条件より厳しく，発生した際の荷重が比較的大きいことから，降下火砕物が

主荷重となる。したがって，今回の評価においては降下火砕物を主の荷重，積
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雪を従の荷重として評価を実施する。 

 従の荷重となる東海村における平均的な積雪量は，茨城県建築基準法施行細

則（昭和 45 年 3 月 9 日茨城県規則第 9 号）による東海村の垂直積雪量 30cm に

0.35 を乗じた 10.5cm となる。また，平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35

を適用することは平均的な値として保守性を有していることを添付資料－２に

示す。 

 10.5cm は水戸地方気象台の年最大積雪深の平均値（1945 年～2012 年）と同

等の値である。参考として積雪量のヒストグラムを図１に示す。 

  

 

観測場所：水戸地方気象台 
統計期間：1945 年～2012 年※ 

 
※ 観測を行っていない年については統計から除外 

図１ 積雪量ヒストグラム 

 
※1 垂直積雪量が 1m を超える場合又は 1 年ごとの積雪の継続期間が 30 日を超える場合で，管轄の特定

行政庁が規則で指定した区域（建築基準法より） 
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添付資料－１ 

建築基準法における自然現象の組み合わせによる荷重の考え方 

 

 「建築物荷重指針・同解説(2004)」によると，建築基準法における組み合わ

せは，基本的には Turkstra の経験則※1と同様の考え方であり，同経験則に従

えば，考慮すべきは主たる荷重が最大を取る時点の荷重の組み合わせであり，

従たる荷重の値としては，その確率過程的な意味での平均的な値を採用するこ

とができるとしている。 

 組み合わせは，一般には短期においてのみであり，固定荷重と積載荷重に組

み合わせる自然現象による荷重は単独の「積雪」，「風」及び「地震」である。

また，それらを組み合わせることはない。建築基準法における荷重の考え方を

表１に示す。 

 

表１ 建築基準法施行令からの抜粋 

力の種類 
荷重及び外力につい

て想定する状態 
一般の場合 

第86条第2項ただし書の

規定により特定行政庁が

指定する多雪区域におけ

る場合 

長期に生ずる力 
常時 

Ｇ＋Ｐ 
Ｇ＋Ｐ 

積雪時 Ｇ＋Ｐ＋0.7Ｓ 

短期に生ずる力 

積雪時 Ｇ＋Ｐ＋Ｓ Ｇ＋Ｐ＋Ｓ 

暴風時 Ｇ＋Ｐ＋Ｗ Ｇ＋Ｐ＋0.35Ｓ＋Ｗ 

地震時 Ｇ＋Ｐ＋Ｋ Ｇ＋Ｐ＋0.35Ｓ＋Ｋ 

ここで， Ｇ：第 84 条に規定する固定荷重によって生ずる力 
Ｐ：第 85 条に規定する積載荷重によって生ずる力 
Ｓ：第 86 条に規定する積雪荷重によって生ずる力 
Ｗ：第 87 条に規定する風圧力によって生ずる力 
Ｋ：第 88 条に規定する地震力によって生ずる力 

 

 

148



 

6 条(火山)-1-参考 4-4 

 東海第二発電所は該当しないが，建築基準法では，その地方における垂直積

雪量が1mを超える場合又は1年ごとの積雪の継続時間が30日を超える場合は，

管轄の特定行政庁が規定でその地方を多雪区域に指定するとともに，その地方

における積雪荷重を規定している。一方，東海第二発電所が存在する多雪区域

指定のない地域においては，暴風時及び地震時の積雪荷重に関する組み合わせ

を考慮する必要はないとされている。 

 構築物の構造計算に当たって考慮すべき積雪荷重として，次の 4 つの状態が

設定されている。※2 

 

 ① 短期に発生する積雪状態 

   この状態に対する積雪荷重は，短期積雪荷重と呼ばれており，冬季の最

大積雪としておおむね3日程度の継続期間を想定した50年再現期待値とし

て設定される値である。 

Ｓ＝ｄ・ρ 

   ここで， 

Ｓ：短期積雪荷重（N／m２） 

ｄ：垂直積雪量※3（cm） 

ρ：積雪の単位荷重※4（N／cm／m２） 

 

 ② 長期に発生する積雪状態 

   この状態に対する積雪荷重は，長期積雪荷重と呼ばれ，おおむね 3 か月

程度の継続期間を想定したものである。この荷重は多雪区域における建築

物の構造計算を行うときにのみ用いられる荷重であり，その値は短期積雪

荷重の 0.7 倍である。 
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 ③ 冬季の平均的な積雪状態 

   この状態は，多雪区域において積雪時に強い季節風等の暴風又は地震に

襲われたときに想定するものである。この場合の荷重・外力を「主の荷重」

と「従の荷重」に区分すると，風圧力又は地震力を「主の荷重」，積雪荷重

を「従の荷重」とみなすことができる。「従の荷重」として想定する積雪は

その地方における冬季の平均的な積雪で，①項の短期積雪荷重の 0.35 倍で

ある。 

 

 ④ 極めて稀に発生する積雪状態 

   この状態に対する積雪荷重は，構築物が想定すべき最大級の荷重として，

①項の短期積雪荷重の 1.4 倍である。 

 

※1 基準期間中の最大値はある荷重（主荷重）の最大値とその他の荷重（従荷重）の任意時刻における

値との和によって近似的に評価できるとするもの 

※2 「2007 年版 建築物の構造関係技術基準解説書」 

※3 東海村における垂直積雪量は 30cm（茨城県建築基準法施行細則（昭和 45 年 3 月 9 日茨城県規則第

9 号）より） 

※4 積雪量 1cm 当たり 20N/m２（建築基準法より） 
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添付資料－２ 

建築基準法における平均的な積雪量について 

 

 建築基準法において従の荷重として積雪を重ね合わせる場合，その積雪量（荷

重）は，その地方における冬季の平均的な積雪量であり，短期積雪荷重の 0.35

倍としている。 

 

 平均的な積雪荷重を与えるための係数 0.35 については，有識者によりその妥

当性が考察されており，それらの結果を踏まえ，「建築物荷重指針・同解説(2004)」

では，暴風時又は地震時において組み合わせるべき雪荷重の値として，表１の

とおり積雪期間 3 ヶ月以上の地点では 0.3 を推奨しており，積雪期間が 1 ヶ月

以上 3 ヶ月未満の場合は，積雪期間に応じて直線補正すればよいとしている。 

 

表１ 組み合わせ荷重のための係数 

積雪期間 1 ヶ月未満 1 ヶ月以上 3 ヶ月未満 3 ヶ月以上 

係数 0 積雪期間に応じて直線補正 0.3 

 

 上記考察の一例として神田※1により，積雪深の推移過程を矩形と仮定して，

許容応力度設計下で風荷重または地震荷重と組み合わせる時の荷重係数が試算

されている。そこでは，積雪期間を 3 ヶ月，平年の積雪深（年最大積雪深の平

均値）を 50 年期待値の 1／2（年最大積雪深の平均値＝0.5）としたときの荷重

係数は，0.2～0.36 になることが得られており，比較的積雪深が大きく積雪期

間が長い場合には 0.35 を用い，積雪深，期間に応じて 0.1 以下程度まで低減し

て用いることが合理的であるとされている。 
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 神田の評価手法に水戸地方気象台の観測データ等（積雪期間を 1 ヶ月※2，平

年の積雪深を 50 年期待値の 0.35※3）を当てはめてみると，荷重係数は 0.05～

0.19 となる。 

 

※1 神田 順：雪荷重用荷重組合せ係数に関する一考察，日本建築学会大会学術講演梗概集

B,pp,127-128,1990 

※2 気象庁 HP より，雪日数（雪が降った日）の最大値は 32 日であり，保守的に積雪期間として設定 

※3 年最大積雪深の平均値（10.5cm）／50 年期待値（30cm）＝0.35 

なお，30cm は茨城県建築基準法施行細則（昭和 45 年 3 月 9 日茨城県規則第 9 号）における東海村

の垂直積雪量 
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6 条(火山)-1-参考 5-1 

参考資料－５ 

原子力発電所で使用する塗料について 

 

 炭素鋼，低合金鋼及びステンレス鋼の機器，配管，制御盤及びダクト等の屋

外設備の外表面に対する塗装には，耐食性等を考慮した塗料を使用している。 

 屋外設備については，海塩粒子等の腐食性有害物質が付着しやすく，厳しい

腐食環境にさらされるため，エポキシ樹脂系等の塗料が複数層で塗布されてい

る。エポキシ樹脂系は，耐薬品性※が強く，酸性物質を帯びた降下火砕物が付

着，堆積したとしても，直ちに金属表面等の腐食が進むことはない。 

 また，海水ポンプ（残留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系）及び残

留熱除去系海水系，ディーゼル発電機海水系配管等の海水と直接接する系統に

ついては，ポリエチレン系やゴム系等のライニングが施されている。 

 したがって，降下火砕物の屋外設備への付着や堆積及び海水系等への混入に

より，直ちに金属表面の腐食が進むことはない。 

 

※：塗装ハンドブック（石塚末豊，中道敏彦 編集）によると，「酸，アルカリなどに水分の

加わった強度腐食環境での塗装には，フェノール樹脂塗料，塩化ゴム系塗料，エポキシ樹

脂塗料，タールエポキシ樹脂塗料，ウレタン樹脂塗料，シリコーンアルキド樹脂塗料，フ

ッ素樹脂塗料などの耐薬品性のある塗料が使用される。」と記載あり。 
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6 条(火山)-1-参考 5-2 

表１ 使用塗料の例 

設備名称 

塗料の種類 

下塗り 中塗り 上塗り 

原子炉建屋 

タービン建屋 
変性エポキシ樹脂系 ウレタンゴム系 ポリウレタン樹脂系

使用済燃料乾式貯蔵建屋 ウレタンゴム系 ウレタンゴム系 ウレタンゴム系 

ディーゼル発電機 

吸気口 
－ － フタル酸樹脂系 

海水ポンプ（残留熱除去系

海水系，ディーゼル発電機

海水系） 

変性エポキシ樹脂系 塩化ゴム系 塩化ゴム系 

海水ストレーナ（残留熱除

去系海水系，ディーゼル発

電機海水系） 

変性エポキシ樹脂系 塩化ゴム系 塩化ゴム系 
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参考資料－６  

降下火砕物の金属腐食研究について  

 

 桜島降下火砕物による金属腐食研究成果を東海第二発電所における

降下火砕物による金属腐食の影響評価に適用する考え方について，以

下に示す。 

 

1. 適用の考え方 

  降下火砕物による金属腐食については，主として火山ガス（ＳＯ２）

が付着した降下火砕物の影響によるものである。 

  降下火砕物による腐食影響において引用した研究文献「火山環境

における金属材料の腐食」では，実降下火砕物である桜島降下火砕

物を用いて，実際の火山環境に近い状態を模擬するため，高濃度の

亜硫酸ガス（ＳＯ２）雰囲気を保った状態で金属腐食試験を行なった

ものであり，降下火砕物の腐食成分濃度を高濃度で模擬した腐食試

験結果であることから，東海第二発電所で考慮する火山についても

本研究結果が十分適用可能と考える。 

 

2. 研究文献「火山環境における金属材料の腐食」の概要 

 (1) 試験概要 

   「火山環境における金属材料の腐食（出雲茂人，末吉秀一他），

防食技術 Vol.39,pp.247-253，1990」によると，降下火砕物を水で

洗浄し，可溶性の成分を除去した後，金属試験片に堆積させ，高

濃度のＳＯ２ガス雰囲気（150～200ppm）で，加熱（温度 40℃，湿

度 95％を 4 時間），冷却（温度 20℃，湿度 80％を 2 時間）を最大
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18 回繰り返すことにより，結露，蒸発を繰り返し金属試験片の腐

食を観察している。 

 (2) 試験結果 

   図１に示すとおり，降下火砕物の堆積量が多い場合は，降下火

砕物の堆積なし又は堆積量が少ない場合と比較して，金属試験片

の腐食が促進されるが，腐食量は表面厚さにして十数μm 程度との

結果が得られ，降下火砕物層では結露しやすいこと並びに保水効

果が大きいことにより腐食が促進されると結論づけられている。 

 

 (3) 試験結果からの考察 

   降下火砕物による腐食については，主として火山ガスが付着し

た降下火砕物の影響によるものであり，本研究においては，金属

試験片の表面に降下火砕物を堆積させ，実際の火山環境を模擬し

て高濃度のＳＯ２雰囲気中で暴露し，腐食実験を行っている。 

   腐食の要因となる火山ガスを常に高濃度の雰囲気に保った状態

で行っている試験であり，自然環境に存在する降下火砕物よりも

高い腐食条件※で金属腐食量を求めており，東海第二発電所で考慮

する降下火砕物についても十分適用可能である。 

 

※  ・三宅島火山の噴火口付近の観測記：20 30ppm（「三宅島火山ガスに関する検討会報

告書」より） 

  ・桜島火山上空の噴煙中火山ガスの観測記録：17 68ppm（「京大防災研究年報」より） 
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Ash-０：降下火砕物のない状態 

Ash-１：表面が見える程度に積もった状態 

Ash-２：表面が見えなくなる程度に積もった状態 

Ash-３：約 0.8mm の厚さに積もった状態 

 

図 1 ＳＳ４１の腐食による質量変化 
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参考資料－７ 

給水処理設備に係る影響評価について 

 

水質汚染については，工業用水に降下火砕物が混入することによる汚染が考

えられる。 

図１に示すとおり，給水に使用する工業用水はろ過装置，純水装置を経て純

水貯蔵タンクに供給される。ろ過水貯蔵タンクに貯留された水は飲料水及び雑

用水に供給されるが，降下火砕物襲来時に必要な構築物，系統及び機器は含ま

れていない。 

純水貯蔵タンクに貯留された純水は補給水系に供給され，復水貯蔵タンク及

びほう酸水注入系等へ給水されるが，いずれも，点検時の水張りや系統内でリ

ークが生じた際に補給等が必要になるもので，降下火砕物襲来時に補給が必要

ではなく，水質汚染はプラントの安全機能に影響を及ぼさない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 外部から供給される水源の概略系統図 
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6 条(火山)-1-参考 8-1 

参考資料－８ 

降下火砕物のその他設備への影響評価について 

 

降下火砕物のその他設備への影響について，以下のとおり評価する。 

1. 評価対象設備 

  降下火砕物の影響を受ける可能性のあるその他設備について評価を実施す

る。 

 (1) モニタリング設備 

 (2) 消火設備 

 (3) 通信連絡設備 

 (4) 緊急時対策所 

 

2. 評価結果 

 (1) モニタリング設備 

   モニタリング設備の検出器は，図１のとおり半球型の構造であり降下火

砕物が堆積し難い構造である。 

   したがって，降下火砕物によりモニタリング設備の機能に影響を及ぼす

ことはない。 

 

図１ モニタリング設備検出器 
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6 条(火山)-1-参考 8-2 

 (2) 消火設備 

   電動消火ポンプ及びディーゼル駆動消火ポンプは屋内（タービン建屋）

に設置されている。それらが設置されている部屋の給気設備は図２のとお

り空気が曲がりながら流れる構造となっており，建屋壁面にはルーバーも

設置されているため，多量の降下火砕物が侵入する可能性は小さいと考え

られるが，適宜現場の状況を確認し，必要に応じルーバーを閉止もしくは

換気空調系を停止することで，降下火砕物の侵入を防止する。 

ディーゼル駆動消火ポンプの排気管は，図３のとおり，開口部が横方向

であり，降下火砕物は侵入し難い構造となっている。また，運転中は排気

していること，待機中であっても外気を吸い込む構造ではないため，降下

火砕物が侵入することはない。 

 

 

   

図２ ディーゼル駆動消火ポンプ室給気口 

 

ルーバー 
（防水板内） 

給気 

ルーバー 

防水板 
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6 条(火山)-1-参考 8-3 

    

図３ ディーゼル駆動消火ポンプ排気管 

 

 

 

 (3) 通信連絡設備 

   通信連絡設備は，表１のとおり多様化を図っており，降下火砕物の影響

によりすべての通信機能を喪失することは考え難い。 

 

表１ 主な通信設備 

発電所外通信連絡設備 発電所内通信連絡設備 

・電力保安通信用電話設備 

・衛星電話設備 

・加入電話 

・テレビ会議システム 

・統合原子力防災ネットワークに接続 

する通信連絡設備 

・電力保安通信用電話設備 

・衛星電話設備 

・無線連絡設備 

・運転指令設備 

・携行型有線電話設備 

 

 

 

 

 

排気 
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6 条(火山)-1-参考 8-4 

 (4) 緊急時対策所 

   緊急時対策所については，降下火砕物等の荷重に対して，健全性を損な

わない設計とする。 

   また，大気汚染に対する居住性の観点から，外気取入遮断時の緊急時対

策所の居住環境について，「空気調和・衛生工学便覧 第 13 版 第 5 編 空

気調和設備設計」に基づき，酸素濃度及び炭酸ガス濃度について評価した。 

  ａ．酸素濃度 

【評価条件】 

・在室人数：100 人（緊急時対策本部に収容する最大の対策要員数) 

・緊急時対策所バウンダリ内体積：2,900m３（基本設計値） 

・空気流入はないものとする。 

・初期酸素濃度：20.95％ 

・１人あたりの呼吸量は，歩行時の呼吸量を適用して，24L／min と

する。 

・１人あたりの酸素消費量は，呼気の酸素濃度 16.40％から 65.52L／

h とする。 

・管理濃度は 19％以上とする。（鉱山保安法施行規則） 

【評価結果】 

表１ 緊急時対策所における酸素濃度の時間変化 

時間 2時間 4時間 6時間 8.6時間 管理値 

酸素濃度 20.4% 20.0% 19.5% 19.0% 19.0% 

 

  ｂ．炭酸ガス濃度 

【評価条件】 

・在室人数：100 人（緊急時対策本部に収容する最大の対策要員数) 
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6 条(火山)-1-参考 8-5 

・緊急時対策所バウンダリ内体積：2,900m３（基本設計値） 

・空気流入はないものとする。 

・初期二酸化炭素濃度 0.03％ 

・１人あたりの二酸化炭素吐出量は，中等作業での吐出量を適用して

0.046m３／h とする。 

・管理濃度は 1.0％未満とする。（鉱山保安法施行規則） 

【評価結果】 

表２ 緊急時対策所おける炭酸ガス濃度 

時間 1時間 2時間 4時間 6.1時間 管理値 

二酸化炭素濃度 0.19% 0.35% 0.67% 1.00% 1.00% 

   以上の結果から，緊急時対策所において，外気取入を遮断した場合にお

いても 6 時間程度の居住性が確保される結果となった。なお，本評価は保

守的に外気取入を遮断して評価しているが，間欠して外気を取り入れるこ

とで，緊急時対策所の居住性がより長時間維持される。 
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6 条(火山)-1-参考 9-1 

参考資料－９ 

降下火砕物の除去に要する時間について 

 

降下火砕物の除去に要する時間について，土木工事の人力作業を参考に評価

した結果を以下に示す。 

 

1. 評価条件 

  堆積面積 1m２あたりの作業人工等の評価条件を表１に示す。 

 

表１ 降下火砕物の除去に要する時間の評価条件 

項目 評価値 

①堆積面積（ｍ２） 

原子炉建屋（附属棟含む） 約4,490 

タービン建屋 約7,320 

使用済燃料乾式貯蔵建屋 約1,400 

合計 約13,210 

②堆積厚さ（ｍ） 0.5 

③堆積量＝①×②（ｍ３） 6,605 

④１ｍ３当たりの作業人工※ 0.39 

※：「国土交通省土木工事積算基準（Ｈ２４）」における人力掘削での人工 

 

2. 評価結果 

  降下火砕物の除去に要する作業量は以下のとおり。 0.39 人 日 ･m × 6,605m = 約 2,576 人日 

 

 以上の結果から，降下火砕物の除去に人員を約 120 人動員した場合，3 週間

程度で降下火砕物を除去できる。また，人員を増やすことによりさらに期間の

短縮が可能である。 
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6 条(火山)-1-参考 10-1 

参考資料－１０ 

降水による降下火砕物の固結の影響について 

 

 降下火砕物は，湿ったのちに乾燥すると固結する特徴を持っており，影響モ

ードとして閉塞が考えられるが，一般的に流水等で除去可能である。 

 降下火砕物が固結した場合の評価対象施設に対する影響モードとしては，水

循環系の閉塞及び換気系，電気系及び計装制御系に対する閉塞が考えられるが，

水循環系においては大量の海水が通水しているため，固結による影響はない。 

 換気系，電気系及び計装制御系に対する閉塞としては，換気空調系のフィル

タの閉塞が考えられるが，換気空調系の外気取入口はガラリ等が設置されてお

り下方向から吸い込む構造となっていることから，平時に比べ降水の際は降下

火砕物の侵入は減少すると考えられる。なお，侵入した降下火砕物は外気取入

口のフィルタによって除去されるが，湿った降下火砕物がフィルタに付着し固

結した場合においても，フィルタ部の取替が可能なことから，固結による影響

はない。 

 一方，評価対象施設に対して間接的な影響を与え得る事象としては，降下火

砕物による排水路の閉塞時の降水事象が考えられるが，評価対象施設に有意な

影響を及ぼし得る大雨に対しては，雨水が排水路に流れ込むことで，降下火砕

物は除去されるため影響はない。なお，少量の降水に対しては有意な影響を及

ぼさないと考えられる。 
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6 条(火山)-1-参考 11-1 

参考資料－１１ 

火山影響評価ガイドとの整合性について 

 

原子力発電所の火山影響評価ガイドと降下火砕物に対する設備影響の評価

の整合性について，以下の表に示す。 
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6 条(火山)-1-参考 11-3 

 

原
子

力
発

電
所

の
火

山
影

響
評

価
ガ

イ
ド

 
東

海
第

二
発

電
所

 
火

山
影

響
評

価
 

２
．

原
子

力
発

電
所

に
影

響
を

及
ぼ

す
火

山
影

響
評

価
の

流
れ

 
 

火
山

影
響

評
価

は
、

図
1
 
に

従
い

、
立

地
評

価
と

影
響

評
価

の
2
 
段

階
で

行
う

。
 
 

立
地

評
価

で
は

、
ま

ず
原

子
力

発
電

所
に

影
響

を
及

ぼ
し

得
る

火
山

の
抽

出
を

行
い

、
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
火

山
が

抽
出

さ
れ

た
場

合
に

は
、

抽
出

さ
れ

た
火

山
の

火
山

活
動

に
関

す
る

個
別

評

価
を

行
う

。
即

ち
、

設
計

対
応

不
可

能
な

火
山

事
象

が
原

子
力

発
電

所
の

運
用

期
間

中
に

影
響

を

及
ぼ

す
可

能
性

の
評

価
を

行
う

。
(
解

説
-
1
)
 
 

影
響

を
及

ぼ
す

可
能

性
が

十
分

小
さ

い
と

評
価

さ
れ

た
場

合
は

、
火

山
活

動
の

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

と
火

山
活

動
の

兆
候

把
握

時
の

対
応

を
適

切
に

行
う

こ
と

を
条

件
と

し
て

、
個

々
の

火
山

事
象

に

対
す

る
影

響
評

価
を

行
う

。
一

方
、

設
計

対
応

不
可

能
な

火
山

事
象

が
原

子
力

発
電

所
運

用
期

間

中
に

影
響

を
及

ぼ
す

可
能

性
が

十
分

小
さ

い
と

評
価

さ
れ

な
い

場
合

は
、

原
子

力
発

電
所

の
立

地

は
不

適
と

考
え

ら
れ

る
。

 
 

影
響

評
価

で
は

、
個

々
の

火
山

事
象

へ
の

設
計

対
応

及
び

運
転

対
応

の
妥

当
性

に
つ

い
て

評
価

を
行

う
。

 
 

 

解
説

-
1
.
 
I
A
E
A
 
S
S
G
-
2
1
 
で

は
、

火
砕

物
密

度
流

、
溶

岩
流

、
岩

屑
な

だ
れ

・
地

滑
り

及
び

斜
面

崩
壊

、
新

し
い

火
道

の
開

通
及

び
地

殻
変

動
を

設
計

対
応

が
不

可
能

な
火

山
事

象
と

し

て
お

り
、

本
評

価
ガ

イ
ド

で
も

、
こ

れ
を

適
用

す
る

。
 
 

 
 

    

２
．

原
子

力
発

電
所

に
影

響
を

及
ぼ

す
火

山
影

響
評

価
の

流
れ

 

 
（

ガ
イ

ド
ど

お
り

）
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6 条(火山)-1-参考 11-4 

 

原
子

力
発

電
所

の
火

山
影

響
評

価
ガ

イ
ド

 
東

海
第

二
発

電
所

 
火

山
影

響
評

価
 

【
立

地
評

価
】
（

項
目

名
の

み
記

載
）

 
 

３
．

原
子

力
発

電
所

に
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
火

山
の

抽
出

 
 

３
．

１
 
文

献
調

査
 
 

３
．

２
 
地

形
・

地
質

調
査

及
び

火
山

学
的

調
査

 
 

３
．

３
 
将

来
の

火
山

活
動

可
能

性
 
 

 ４
．

原
子

力
発

電
所

の
運

用
期

間
に

お
け

る
火

山
活

動
に

関
す

る
個

別
評

価
 
 

４
．

１
 
設

計
対

応
不

可
能

な
火

山
事

象
を

伴
う

火
山

活
動

の
評

価
 
 

４
．

２
 
地

球
物

理
学

的
及

び
地

球
化

学
的

調
査

 
 

 ５
．

火
山

活
動

の
モ

ニ
タ

リ
ン

グ
 
 

５
．

１
 
監

視
対

象
火

山
 
 

５
．

２
 
監

視
項

目
 
 

５
．

３
 
定

期
的

評
価

 
 

５
．

４
 
火

山
活

動
の

兆
候

を
把

握
し

た
場

合
の

対
処

 
 

 

【
立

地
評

価
】

 

 
 

 

立
地

評
価

及
び

原
子

力
発

電
所

に
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
火

山
事

象
の

抽
出

の
結

果
，
降

下
火

砕
物

の

み
が

東
海

第
二

発
電

所
に

影
響

を
及

ぼ
し

得
る

火
山

事
象

で
あ

る
と

い
う

結
果

と
な

っ
た

。
 

   よ
っ

て
，

以
降

の
評

価
は

降
下

火
砕

物
に

よ
る

影
響

評
価

に
つ

い
て

記
す

。
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6 条(火山)-1-参考 11-5 

 

原
子

力
発

電
所

の
火

山
影

響
評

価
ガ

イ
ド

 
東

海
第

二
発

電
所

 
火

山
影

響
評

価
 

６
．

原
子

力
発

電
所

へ
の

火
山

事
象

の
影

響
評

価
 
 

原
子

力
発

電
所

の
運

用
期

間
中

に
お

い
て

設
計

対
応

不
可

能
な

火
山

事
象

に
よ

っ
て

原
子

力
発

電

所
の

安
全

性
に

影
響

を
及

ぼ
す

可
能

性
が

十
分

小
さ

い
と

評
価

さ
れ

た
火

山
に

つ
い

て
、
そ

れ
が

噴
火

し
た

場
合

、
原

子
力

発
電

所
の

安
全

性
に

影
響

を
与

え
る

可
能

性
の

あ
る

火
山

事
象

を
表

１
に

従
い

抽

出
し

、
そ

の
影

響
評

価
を

行
う

。
 
 

た
だ

し
、

降
下

火
砕

物
に

関
し

て
は

、
火

山
抽

出
の

結
果

に
か

か
わ

ら
ず

、
原

子
力

発
電

所
の

敷
地

及
び

そ
の

周
辺

調
査

か
ら

求
め

ら
れ

る
単

位
面

積
あ

た
り

の
質

量
と

同
等

の
火

砕
物

が
降

下
す

る
も

の
と

す
る

。
な

お
、

敷
地

及
び

敷
地

周
辺

で
確

認
さ

れ
た

降
下

火
砕

物
で

、
噴

出
源

が
同

定
で

き
、

そ

の
噴

出
源

が
将

来
噴

火
す

る
可

能
性

が
否

定
で

き
る

場
合

は
考

慮
対

象
か

ら
除

外
す

る
。

 

ま
た

、
降

下
火

砕
物

は
浸

食
等

で
厚

さ
が

低
く

見
積

も
ら

れ
る

ケ
ー

ス
が

あ
る

の
で

、
文

献
等

も
参

考
に

し
て

、
第

四
紀

火
山

の
噴

火
に

よ
る

降
下

火
砕

物
の

堆
積

量
を

評
価

す
る

こ
と

。
（

解
説

-
1
4
）

 
 

抽
出

さ
れ

た
火

山
事

象
に

対
し

て
、

4
 
章

及
び

5
 
章

の
調

査
結

果
等

を
踏

ま
え

て
、

原
子

力
発

電
所

へ
の

影
響

評
価

を
行

う
た

め
の

、
各

事
象

の
特

性
と

規
模

を
設

定
す

る
。
（

解
説

-
1
5
）

 
 

以
下

に
、

各
火

山
事

象
の

影
響

評
価

の
方

法
を

示
す

。
 
 

 

解
説

-
1
4
.
 
文

献
等

に
は

日
本

第
四

紀
学

会
の

「
日

本
第

四
紀

地
図

」
を

含
む

。
 
 

解
説

-
1
5
．

原
子

力
発

電
所

と
の

位
置

関
係

に
つ

い
て

 
 

表
1
 
に

記
載

の
距

離
は

、
原

子
力

発
電

所
火

山
影

響
評

価
技

術
指

針
（

J
E
A
G
4
6
2
5
）

か
ら

引
用

し
た

。
J
E
A
G
4
6
2
5
 
で

は
、

調
査

対
象

火
山

事
象

と
原

子
力

発
電

所
と

の
距

離
は

、
わ

が
国

に
お

け
る

第
四

紀
火

山
の

火
山

噴
出

物
の

既
往

最
大

到
達

距
離

を
参

考
に

設
定

し
て

い
る

。
ま

た
、

噴
出

中
心

又
は

発
生

源
の

位
置

が
不

明
な

場
合

に
は

、
第

四
紀

火
山

の
火

山

噴
出

物
等

の
既

往
最

大
到

達
距

離
と

噴
出

物
の

分
布

を
参

考
に

し
て

そ
の

位
置

を
想

定
す

る
。

 
 

例
え

ば
、

噴
出

中
心

と
原

子
力

発
電

所
と

の
距

離
が

、
表

中
の

位
置

関
係

に
記

載
の

距
離

よ
り

短
け

れ
ば

、
火

山
事

象
に

よ
り

原
子

力
発

電
所

が
影

響
を

受
け

る
可

能
性

が
あ

る
と

考

え
ら

れ
る

。
 
 

 

【
影

響
評

価
】

 

６
．

原
子

力
発

電
所

へ
の

火
山

事
象

の
影

響
評

価
 

 
 

 

原
子

力
発

電
所

に
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
火

山
に

つ
い

て
，
運

用
期

間
中

の
噴

火
規

模
を

考
慮

し
，

敷
地

に
お

い
て

考
慮

す
る

火
山

事
象

と
し

て
，

降
下

火
砕

物
の

堆
積

量
を

評
価

し
た

。
 

考
慮

す
べ

き
降

下
火

砕
物

の
層

厚
は

，
地

質
調

査
，

文
献

調
査

及
び

降
下

火
砕

物
シ

ミ
ュ

レ

ー
シ

ョ
ン

結
果

か
ら

総
合

的
に

判
断

し
5
0
c
m
と

し
た

。
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6 条(火山)-1-参考 11-6 

 

原
子

力
発

電
所

の
火

山
影

響
評

価
ガ

イ
ド

 
東

海
第

二
発

電
所

 
火

山
影

響
評

価
 

６
．

１
 
降

下
火

砕
物

 
 

（
１

）
降

下
火

砕
物

の
影

響
 
 

(
a
)
 
直

接
的

影
響

 
 

降
下

火
砕

物
は

、
最

も
広

範
囲

に
及

ぶ
火

山
事

象
で

、
ご

く
わ

ず
か

な
火

山
灰

の
堆

積
で

も
、

原
子

力
発

電
所

の
通

常
運

転
を

妨
げ

る
可

能
性

が
あ

る
。

降
下

火
砕

物
に

よ
り

、
原

子

力
発

電
所

の
構

造
物

へ
の

静
的

負
荷

、
粒

子
の

衝
突

、
水

循
環

系
の

閉
塞

及
び

そ
の

内
部

に

お
け

る
磨

耗
、

換
気

系
、

電
気

系
及

び
計

装
制

御
系

に
対

す
る

機
械

的
及

び
化

学
的

影
響

、

並
び

に
原

子
力

発
電

所
周

辺
の

大
気

汚
染

等
の

影
響

が
挙

げ
ら

れ
る

。
 
 

降
雨

・
降

雪
な

ど
の

自
然

現
象

は
、

火
山

灰
等

堆
積

物
の

静
的

負
荷

を
著

し
く

増
大

さ
せ

る
可

能
性

が
あ

る
。

火
山

灰
粒

子
に

は
、

化
学

的
腐

食
や

給
水

の
汚

染
を

引
き

起
こ

す
成

分

（
塩

素
イ

オ
ン

、
フ

ッ
素

イ
オ

ン
、

硫
化

物
イ

オ
ン

等
）

が
含

ま
れ

て
い

る
。

 
 

(
b
)
 
間

接
的

影
響

 
 

前
述

の
よ

う
に

、
降

下
火

砕
物

は
広

範
囲

に
及

ぶ
こ

と
か

ら
、

原
子

力
発

電
所

周
辺

の
社

会
イ

ン
フ

ラ
に

影
響

を
及

ぼ
す

。
こ

の
中

に
は

、
広

範
囲

な
送

電
網

の
損

傷
に

よ
る

長
期

の

外
部

電
源

喪
失

や
原

子
力

発
電

所
へ

の
ア

ク
セ

ス
制

限
事

象
が

発
生

し
う

る
こ

と
も

考
慮

す

る
必

要
が

あ
る

。
 
 

 （
２

）
降

下
火

砕
物

に
よ

る
原

子
力

発
電

所
へ

の
影

響
評

価
 
 

降
下

火
砕

物
の

影
響

評
価

で
は

、
降

下
火

砕
物

の
堆

積
物

量
、

堆
積

速
度

、
堆

積
期

間
及

び
火

山
灰

等
の

特
性

な
ど

の
設

定
、
並

び
に

降
雨

等
の

同
時

期
に

想
定

さ
れ

る
気

象
条

件
が

火
山

灰
等

特
性

に
及

ぼ
す

影
響

を
考

慮
し

、
そ

れ
ら

の
原

子
炉

施
設

又
は

そ
の

付
属

設
備

へ
の

影
響

を
評

価

し
、

必
要

な
場

合
に

は
対

策
が

と
ら

れ
、

求
め

ら
れ

て
い

る
安

全
機

能
が

担
保

さ
れ

る
こ

と
を

評

価
す

る
。
（

解
説

-
1
6
、

1
7
、

1
8
）

 
 

 

 

６
．

１
 
降

下
火

砕
物

 

（
１

）
降

下
火

砕
物

の
影

響
 

(
a
)
 
直

接
的

影
響

 

降
下

火
砕

物
は

，
最

も
広

範
囲

に
及

ぶ
火

山
事

象
で

，
ご

く
わ

ず
か

な
火

山
灰

の
堆

積
で

も
，

原
子

力
発

電
所

の
通

常
運

転
を

妨
げ

る
可

能
性

が
あ

る
。

原
子

力
発

電
所

の
構

造
物

へ
の

静
的

負
荷

（
降

雨
等

の
影

響
を

含
む

。
）
，

粒
子

の
衝

突
等

，
降

下
火

砕
物

が
設

備
に

影
響

を
与

え
る

可
能

性
の

あ
る

因
子

を
網

羅
的

に
抽

出
・

評
価

し
，

そ
の

中
か

ら
詳

細
に

検
討

す
べ

き
影

響
因

子
を

選
定

し
た

。
 

影
響

評
価

に
お

い
て

必
要

と
な

る
降

下
火

砕
物

の
粒

径
及

び
密

度
に

つ
い

て
は

，
地

質
調

査

及
び

文
献

調
査

を
基

に
設

定
し

た
。

な
お

、
降

下
火

砕
物

の
密

度
に

つ
い

て
は

，
降

雨
の

影
響

を
考

慮
し

た
。

 

  

（
b
）

間
接

的
影

響
 

降
下

火
砕

物
は

広
範

囲
に

及
ぶ

こ
と

か
ら

，
広

範
囲

に
わ

た
る

送
電

網
の

損
傷

に
よ

る
長

期

の
外

部
電

源
喪

失
の

可
能

性
や

原
子

力
発

電
所

へ
の

交
通

の
途

絶
の

可
能

性
も

考
慮

し
，

間
接

的
影

響
を

確
認

し
た

。
 

  

（
２

）
降

下
火

砕
物

に
よ

る
原

子
力

発
電

所
へ

の
影

響
評

価
 

降
下

火
砕

物
の

影
響

評
価

を
考

慮
す

べ
き

施
設

（
評

価
対

象
施

設
）

と
し

て
は

，
重

要
安

全

施
設

の
う

ち
，

屋
外

の
構

築
物

，
系

統
及

び
機

器
，

又
は

，
屋

外
設

置
で

あ
る

が
屋

外
に

開
口

し
て

い
る

設
備

を
抽

出
し

，
評

価
対

象
施

設
と

し
て

い
る

。
た

だ
し

，
そ

の
構

築
物

，
系

統
及

び
機

器
で

あ
っ

て
も

，
機

能
喪

失
す

る
こ

と
で

，
当

該
施

設
の

運
転

に
影

響
を

及
ぼ

す
場

合
は

評
価

対
象

施
設

と
し

て
抽

出
す

る
。

な
お

、
建

物
に

つ
い

て
は

、
ク

ラ
ス

１
及

び
ク

ラ
ス

２
の

安
全

施
設

及
び

そ
の

機
能

に
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
建

物
を

評
価

対
象

施
設

と
し

て
抽

出
し

た
。

 

抽
出

し
た

評
価

対
象

施
設

に
つ

い
て

影
響

を
評

価
し

，
原

子
炉

施
設

の
安

全
性

を
損

な
わ

な

い
こ

と
を

確
認

し
た

。
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6 条(火山)-1-参考 11-7 

 

原
子

力
発

電
所

の
火

山
影

響
評

価
ガ

イ
ド

 
東

海
第

二
発

電
所

 
火

山
影

響
評

価
 

 （
３

）
確

認
事

項
 
 

(
a
)
 
直

接
的

影
響

の
確

認
事

項
 
 

①
 
降

下
火

砕
物

堆
積

荷
重

に
対

し
て

、
安

全
機

能
を

有
す

る
構

築
物

、
系

統
及

び
機

器
の

健
全

性

が
維

持
さ

れ
る

こ
と

。
 
 

②
 
降

下
火

砕
物

に
よ

り
、

取
水

設
備

、
原

子
炉

補
機

冷
却

海
水

系
統

、
格

納
容

器
ベ

ン
ト

設
備

等

の
安

全
上

重
要

な
設

備
が

閉
塞

等
に

よ
り

そ
の

機
能

を
喪

失
し

な
い

こ
と

。
 
 

③
 
外

気
取

入
口

か
ら

の
火

山
灰

の
侵

入
に

よ
り

、
換

気
空

調
系

統
の

フ
ィ

ル
タ

の
目

詰
ま

り
、

非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

の
損

傷
等

に
よ

る
系

統
・

機
器

の
機

能
喪

失
が

な
く

、
加

え
て

中
央

制
御

室
に

お
け

る
居

住
環

境
を

維
持

す
る

こ
と

。
 
 

④
 
必

要
に

応
じ

て
、

原
子

力
発

電
所

内
の

構
築

物
、

系
統

及
び

機
器

に
お

け
る

降
下

火
砕

物
の

除

去
等

の
対

応
が

取
れ

る
こ

と
。

 
 

  

(
b
)
 
間

接
的

影
響

の
確

認
事

項
 
 

原
子

力
発

電
所

外
で

の
影

響
（

長
期

間
の

外
部

電
源

の
喪

失
及

び
交

通
の

途
絶

）
を

考
慮

し
、

燃

料
油

等
の

備
蓄

又
は

外
部

か
ら

の
支

援
等

に
よ

り
、

原
子

炉
及

び
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
の

安
全

性
を

損
な

わ
な

い
よ

う
に

対
応

が
取

れ
る

こ
と

。
 

 

解
説

-
1
6
．

原
子

力
発

電
所

内
及

び
そ

の
周

辺
敷

地
に

お
い

て
降

下
火

砕
物

の
堆

積
が

観
測

さ
れ

な
い

場

合
は

、
次

の
方

法
に

よ
り

堆
積

物
量

を
設

定
す

る
。

 
 

 
類

似
す

る
火

山
の

降
下

火
砕

物
堆

積
物

の
情

報
を

基
に

求
め

る
。

 
 

 
対

象
と

な
る

火
山

の
噴

火
量

、
噴

煙
柱

高
、

全
体

粒
度

分
布

、
及

び
そ

の
領

域
に

お

け
る

風
速

分
布

の
変

動
を

高
度

及
び

関
連

パ
ラ

メ
ー

タ
の

関
数

と
し

て
、
原

子
力

発

電
所

に
お

け
る

降
下

火
砕

物
の

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

を
行

う
こ

と
よ

り
求

め

る
。

数
値

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

に
際

し
て

は
、

過
去

の
噴

火
履

歴
等

の
関

連
パ

ラ
メ

ー
タ

、
並

び
に

類
似

の
火

山
降

下
火

砕
物

堆
積

物
等

の
情

報
を

参
考

と
す

る
こ

と
が

で
き

る
。

 

 

解
説

-
1
7
．

堆
積

速
度

、
堆

積
期

間
に

つ
い

て
は

、
類

似
火

山
の

事
象

や
シ

ミ
ュ

レ
ー

シ
ョ

ン
等

に
基

づ

い
て

、
原

子
力

発
電

所
へ

の
間

接
的

な
影

響
も

含
め

て
評

価
す

る
。

 
 

解
説

-
1
8
．

火
山

灰
の

特
性

と
し

て
は

粒
度

分
布

、
化

学
的

特
性

等
が

あ
る

。
 
 

 （
３

）
降

下
火

砕
物

の
影

響
の

確
認

結
果

 

(
a
)
 
直

接
的

影
響

の
確

認
事

項
 
 

①
 
降

下
火

砕
物

堆
積

荷
重

に
対

し
て

，
原

子
炉

建
屋

，
海

水
ポ

ン
プ

（
残

留
熱

除

去
系

海
水

系
，

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

海
水

系
）

等
の

健
全

性
が

維
持

さ
れ

る
こ

と
を

確
認

し
た

。
 
 

②
 
降

下
火

砕
物

に
よ

り
，

海
水

ポ
ン

プ
（

残
留

熱
除

去
系

海
水

系
，

デ
ィ

ー
ゼ

ル

発
電

機
海

水
系

）
，

海
水

ス
ト

レ
ー

ナ
（

残
留

熱
除

去
系

海
水

系
，

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

海
水

系
）

，
非

常
用

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

，
取

水
設

備
等

が
閉

塞
等

に
よ

り
そ

の
機

能
を

喪
失

し
な

い
こ

と
を

確
認

し
た

。
 
 

③
 
降

下
火

砕
物

が
外

気
取

入
口

に
侵

入
し

た
場

合
で

あ
っ

て
も

，
フ

ィ
ル

タ
に

よ

っ
て

大
部

分
の

降
下

火
砕

物
は

除
去

さ
れ

る
こ

と
か

ら
，

給
気

を
供

給
す

る
系

統
及

び
機

器
の

機
能

喪
失

が
な

く
，

加
え

て
，

中
央

制
御

室
換

気
空

調
系

に
つ

い
て

は
，

外
気

取
入

ダ
ン

パ
を

閉
止

し
閉

回
路

循
環

運
転

を
す

る
こ

と
に

よ
り

，

中
央

制
御

室
の

居
住

性
に

影
響

を
及

ぼ
さ

な
い

こ
と

を
確

認
し

た
。

 
 

④
 
必

要
に

応
じ

て
，

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

に
お

け
る

降
下

火
砕

物
の

除
去

，

換
気

空
調

系
フ

ィ
ル

タ
の

清
掃

・
取

替
が

可
能

な
設

計
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。

 
 

 

(
b
)
 
間

接
的

影
響

の
確

認
事

項
 
 

原
子

力
発

電
所

外
で

の
影

響
（

長
期

間
の

外
部

電
源

の
喪

失
及

び
交

通
の

途
絶

）

を
考

慮
し

た
場

合
に

お
い

て
も

，
発

電
所

内
に

貯
蔵

さ
れ

て
い

る
燃

料
油

等
に

よ

り
，

７
日

間
は

原
子

炉
及

び
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
の

安
全

性
を

損
な

わ
な

い
よ

う
に

対
応

が
取

れ
る

こ
と

を
確

認
し

た
。
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6 条(火山)-1-参考 11-8 

 

原
子

力
発

電
所

の
火

山
影

響
評

価
ガ

イ
ド

 
東

海
第

二
発

電
所

 
火

山
影

響
評

価
 

  【
立

地
評

価
の

結
果

を
考

慮
し

評
価

す
る

項
目

】
（

項
目

名
の

み
記

載
）

 
 

６
．

２
 
火

砕
物

密
度

流
 
 

６
．

３
 
溶

岩
流

 
 

６
．

４
 
岩

屑
な

だ
れ

、
地

滑
り

及
び

斜
面

崩
壊

 
 

６
．

５
 
火

山
性

土
石

流
、

火
山

泥
流

及
び

洪
水

 
 

６
．

６
 
火

山
か

ら
発

生
す

る
飛

来
物

（
噴

石
）

 
 

６
．

７
 
火

山
ガ

ス
 
 

６
．

８
 
新

し
い

火
口

の
開

口
 
 

６
．

９
 
津

波
及

び
静

振
 
 

６
．

１
０

 
大

気
現

象
 
 

６
．

１
１

 
地

殻
変

動
 
 

６
．

１
２

 
火

山
性

地
震

と
こ

れ
に

関
連

す
る

事
象

 
 

６
．

１
３

 
熱

水
系

及
び

地
下

水
の

異
常

 
 

   ７
．

 
附

則
 
 

こ
の

規
定

は
、

平
成

２
５

年
７

月
８

日
よ

り
施

行
す

る
。

 
 

評
価

方
法

は
、

本
評

価
ガ

イ
ド

に
掲

げ
る

も
の

以
外

で
あ

っ
て

も
、

そ
の

妥
当

性
が

適
切

に
示

さ
れ

た
場

合
に

は
、

そ
の

方
法

を
用

い
る

こ
と

を
妨

げ
な

い
。

ま
た

、
本

評
価

ガ
イ

ド
は

、
今

後

の
新

た
な

知
見

と
経

験
の

蓄
積

に
応

じ
て

、
そ

れ
ら

を
適

切
に

反
映

す
る

よ
う

に
見

直
し

て
行

く

も
の

と
す

る
。

 
 

 

   

原
子

力
発

電
所

に
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
火

山
に

つ
い

て
，

運
用

期
間

中
の

噴
火

規
模

を
考

慮
し

，

敷
地

に
お

い
て

考
慮

す
る

火
山

事
象

を
評

価
し

た
結

果
，

降
下

火
砕

物
以

外
の

火
山

事
象

に
つ

い
て

は
，

原
子

炉
施

設
の

安
全

機
能

に
影

響
を

及
ぼ

す
こ

と
は

な
い

と
評

価
し

た
。

 

   

以
 

上
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6 条(火山)-1-参考 12-1 

参考資料－１２ 

原子炉建屋の建屋健全性評価について 

 

１．基本方針 

(1) 概要 

降下火砕物の堆積荷重に対して原子炉建屋が健全性を有することを，応

力解析による評価によって確認する。第 1-1 図に示す建屋健全性評価の考

え方フローに従い，原子炉建屋については短期許容応力度に対する評価内

容及び評価結果を示す。 

 

第 1-1 図 建屋健全性評価の考え方 

 

(2) 構造概要 

原子炉建屋は，地上 6 階，地下 2 階建で，平面が約 67 m（南北方向）×

約 67 m（東西方向）の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）の建物である。 

原子炉建屋の概略平面図を第 1-2 図に，概略断面図を第 1-3 図に示す 
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6 条(火山)-1-参考 12-2 

 

第 1-2 図 原子炉建屋の概略平面図（EL.＋46.5 m） 

 

 

第 1-3 図 原子炉建屋の概略断面図（ＥＷ方向） 
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6 条(火山)-1-参考 12-3 

(3) 評価方針 

降下火砕物の堆積荷重に対して，応力解析による断面の評価を行うこと

で，建物の構造強度及び機能維持の確認を行う。第 1-4 図に評価フローを

示す。 

 

第 1-4 図 各建屋の評価フロー 

 

(4) 適用規格・基準等 

本評価において，準拠する規格基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・平成 12 年建設省告示第 2464 号 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政

策総合研究所・国立研究開発法人建築研究所）（以下「技術基準解説

書」という。） 
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6 条(火山)-1-参考 12-4 

２．応力解析による評価方法 

原子炉建屋の応力解析による評価対象部位は屋根トラスとする。 

(1) 評価方針及び評価対象部位 

・評価対象部位は，主要な部材のうち，本構造物では，梁間方向に主ト

ラスが配されており，これが主体構造として降下火砕物等の鉛直荷重

に対して抵抗しているため，主トラス（上下弦材，斜材，束材）を選

定した。 

・降下火砕物に対する評価は，降下火砕物の堆積荷重と堆積荷重以外の

荷重の組合せの結果，発生する応力が「鋼構造設計基準－許容応力度

設計法－」を参考に設定した許容限界を超えないことを確認する。 

 

(2) 荷重及び荷重の組合せ 

ａ．荷重 

(a) 固定荷重（DL） 

屋根トラスに考慮する荷重を第 2-1 表に示す。 

第 2-1 表 固定荷重（屋根トラス） 

 

 

 

(b) 積雪荷重（SNL） 

 屋根トラスに作用する積載荷重を第 2-2 表に示す。 

第 2-2 表 積雪荷重（SNL） 

 

 

 

固定荷重（DL） 

5,472N／m２ 

積雪荷重（SNL） 

210N／m２ 
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6 条(火山)-1-参考 12-5 

(c) 降下火砕物の堆積荷重（VAL） 

 屋根トラスに作用する積載荷重を第 2-3 表に示す。 

第 2-3 表 積雪荷重（VAL） 

 

 

 

(d) 荷重の組合せ 

 屋根トラスに作用する荷重の組合せを第 2-4 表に示す。 

第 2-4 表 荷重の組合せ 

 

 

 

(3) 許容限界 

応力解析による評価における原子炉建屋の許容限界を第 2-5 表に示す。

また，鋼材の基準強度及び評価基準値を第 2-6 表に示す。 

第 2-5 表 応力評価解析における許容限界 

機能設計上の 

性能目標 
部位 機能維持のための考え方 許容限界 

原子炉建屋の安

全機能を損なわ

ないこと 

主トラス

上弦材 

下弦材 

斜材 

束材 

部材に生じる応力が構造強度を確

保するための許容限界を超えない

ことを確認 

「鋼構造設計規準

－許容応力度設計

法－」における短

期許容応力度 

 

 

 

 

 

降下火砕物の堆積荷重（VAL） 

7,355N／m２ 

荷重の組合せ 

DL＋SNL＋VAL 
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第 2-6 表 鋼材の基準強度及び評価基準値 

鋼材種類 
板厚 

（mm） 

基準強度 F 

（N／mm２） 

評価基準値（N／mm２） 

引張 圧縮及び曲げ 

SS400 

（SS41） 
t≦40 235 235 235※ 

※上限値であり座屈長さ等を勘案して設定する 

 

３．応力解析モデル及び緒元 

屋根トラスの応力解析モデル及び緒元を以下に示す。 

(1) モデル化の基本方針 

ａ．応力解析モデルの概要 

・主トラス上・下弦材は，軸・曲げ・せん断剛性のある梁要素，斜材

と束材は軸剛性だけのトラス要素とする。 

・各部材長さは部材芯位置でモデル化する。 

・オペレーティングフロアより上部構造を 3 次元の立体架構でモデル

する。 

原子炉建屋断面図と屋根トラスの検討モデルを第 3-1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-1 図 原子炉建屋断面図（ＥＷ側）及び立体架構モデル 
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ｂ．解析コード 

ＤＹＮＡ２Ｅ Ver.8.0 

 

ｃ．検討部材の形状・寸法 

検討部材の形状と寸法を第 3-1 表に示す。また，部材位置を第 3-2

図に示す。 

第 3-1 表 検討部材の形状・寸法 

部位 部材符号 形状寸法 材質 

上弦材 TU1～TU16 H-400×400×13×21 

SS400※ 

（SS41） 

下弦材 TL1～TL16 H-400×400×13×21 

斜材 

O1,O2,O15,O16 2Ls-200×200×15 

O3,O4,O13,O14 2Ls-150×150×15 

O5～O12 2Ls-150×100×12 

束材 

V1,V2,V14,V15 2Ls-200×200×15 

V3,V13 2Ls-150×150×15 

V4,V12 2Ls-150×150×15 

V5～V7,V9～V11 2Ls-150×100×12 

V8 2Ls-150×100×12 

※ JIS G3101 一般構造用圧延鋼材    
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第 3-2 図 部材位置図 

 

ｄ．使用材料の物性値 

使用材料の物性値を第 3-2 表に示す。 

第 3-2 表 使用材料の物性値 

項目 物性値 

単位体積重量 77.0kN／m３ 

ヤング係数 205.0kN／mm２ 

せん断弾性係数 79.0kN／mm２ 

 

 

(2) 評価方法 

「鋼構造設計規準－許容応力度設計法－」に基づき,次式をもとに計算し

た評価対象部位に生じる軸応力及び曲げモーメントによる応力度が短期許

容応力度を超えないことを確認する。 

 

５

TU TU TU TU TU TU TU TU TU TU TU TU TU TU TU TU

TL TL TL TL TL TL TL TL TL TL TL TL TL TL TL TL

O

V V V V V V V V V V V V V V V

O O O O O O O

O O O O O O O O

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

1 2 3 4 5 6 7 8 8 10 11 12 13 14 15

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16

４３２ ６ ７ ８

41.1

2.56 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.57 2.56

（単位：m）
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ａ．軸力のみを負担する部材の評価方法 

軸力のみを負担するトラス要素（斜材，束材等）に発生する応力度σc、

σtが，以下の式による応力度比は 1 以下となることを確認する。 

 

 

 

 

f
c
，f

t
は以下の式により求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1,max
t

t

c

c ≦
ff

のとき）≦（

のとき）（2c
277.0 Ff

F

f

2

c

4.01

F
E
6.0

2

：許容圧縮応力度（N／mm
２
） 

：許容引張応力度（N／mm
２
） 

：限界細長比 

：ヤング係数 

：圧縮材の細長比 

5.1t
Ff

tf

cf

2

3
2

2
3

λ

E
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ｂ．軸力と曲げを負担する部材の評価方法 

軸力と曲げを負担する梁要素（上・下弦材等）は，軸力により生じる

軸応力度 σc，σtと曲げモーメントにより生じる曲げ応力度 σbの組合

せに対して，以下の式により応力度比が 1 以下となることを確認する。 

 

【圧縮と曲げにより生じる応力度の確認】 

 

【引張りと曲げにより生じる応力度の確認】  

 

f
c
，f

t
は軸力を負担する場合と同じ。 f

b
は以下の式により求める。 

 

 

 

 

 

ここに， 

 

 

 

 

 

 

 

1
b

b

c

c ≦
ff

1
t

bt ≦
f

）≦（ bpbFf 1.1b

）≦＜ bebbp(Ff 1.14.01
bpbe

bpb
b

Ff 1.11
2

b
b ）（ bbe

1

2
bp 3.06.0

M
M

3.23.005.175.1
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1

2
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M
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４．評価結果 

断面の評価結果は，検定値が最大となる要素を選定し，評価結果を第 4-1

表に示す。降下火砕物の堆積時において，発生応力度が許容値を超えないこ

とを確認した。 

第 4-1 表 評価結果 

部材 発生応力
応力度 

(N／mm2) 

許容値 

(N／mm2) 
検定値 位置 

上弦材 

H-400×400×13×21 

(圧縮) 105 234 
0.62 

P 通り 

TU8,TU9 (曲げ) 38 232 

(引張) 35 235 
0.56 

L 通り 

TU1,TU16(曲げ) 96 233 

下弦材 

H-400×400×13×21 

(圧縮) 73 226 
0.46 

Q 通り 

TL1 (曲げ) 32 233 

(引張) 147 235 
0.81 

P 通り 

TL8,TL9 (曲げ) 42 178 

斜材 

2Ls-150×150×15 
(引張) 192 235 0.82 

L 通り 

O3,O14 

束材 

2Ls-150×150×15 
(圧縮) 141 144 0.98 

P 通り 

V13 

 

bf

eM

yM

be
bp C

YI

J

bl

GwI

：許容曲げ応力度 ：曲げ部材の細長比 

：圧縮フランジの支点間距離 ：弾性限界細長比 

：弾性横座屈モーメント

b

：許容曲げ応力度の補正係数：塑性限界細長比

：断面係数Z

：弱軸まわりの断面 2 次モーメント

：曲げねじり定数 ：せん断弾性係数 

：サンブナンのねじり定数 ：降伏モーメント（F・Z）

2

be

b
3
2

2
3
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参考資料－１３ 

タービン建屋の建屋健全性評価について 

 

１．基本方針 

(1) 概要 

降下火砕物の堆積荷重に対してタービン建屋が健全性を有することを，

応力解析による評価によって確認する。第 1-1 図に示す建屋健全性評価の

考え方フローに従い，タービン建屋については終局強度に対する評価内容

及び評価結果を示す。 

 

第 1-1 図 建屋健全性評価の考え方 

(2) 構造概要 

タービン建屋は，地上 2 階，地下 1 階建で，平面が約 105 m（南北方向）

×約 70 m（東西方向）の鉄筋コンクリート造（一部鉄骨造）の建物である。

タービン建屋の概略平面図を第 1-2 図に，概略断面図を第 1-3 図に示す 
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第 1-2 図 タービン建屋の概略平面図（EL.＋18.0 m） 

 

第 1-3 図 タービン建屋の概略断面図（ＮＳ方向） 

 

(3) 評価方針 

降下火砕物の堆積荷重に対して，応力解析による断面の評価を行うこと

で，建物の構造強度及び機能維持（タービン建屋が内包するクラス 2 設備

に波及的影響を及ぼさない）の確認を行う。第 1-4 図に評価フローを示す。 
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第 1-4 図 各建屋の評価フロー 

 

 

(4) 適用規格 

本評価において，準拠する規格基準等を以下に示す。 

・建築基準法・同施行令 

・平成 12 年建設省告示第 2464 号 

・鋼構造設計規準－許容応力度設計法－（（社）日本建築学会，2005） 

・2015 年版 建築物の構造関係技術基準解説書（国土交通省国土技術政

策総合研究所・国立研究開発法人建築研究所）（以下「技術基準解説

書」という。） 
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２．応力解析による評価方法 

タービン建屋の応力解析による評価対象部位は屋根トラスとする。 

(1) 評価対象部位及び評価方針 

・評価対象部位は，主要な部材のうち，本構造物では，梁間方向に主ト

ラスが配されており，これが主体構造として降下火砕物等の鉛直荷重

に対して抵抗しているため，主トラス（上下弦材，斜材，束材）を選

定した。 

・降下火砕物に対する評価は，降下火砕物の堆積荷重と堆積荷重以外の

荷重の組合せの結果，発生する応力が「鋼構造設計基準－許容応力度

設計法－」を参考に設定した許容限界を超えないことを確認する。 

 

(2) 荷重及び荷重の組合せ 

ａ．荷重 

(a) 固定荷重（DL） 

屋根トラスに考慮する荷重を第 2-1 表に示す。 

第 2-1 表 固定荷重（屋根トラス） 

 

 

 

(b) 積雪荷重（SNL） 

 屋根トラスに作用する積載荷重を第 2-2 表に示す。 

第 2-2 表 積雪荷重（SNL） 

 

 

 

固定荷重（DL） 

4,669N／m２ 

積雪荷重（SNL） 

210N／m２ 
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(c) 降下火砕物の堆積荷重（VAL） 

 屋根トラスに作用する積載荷重を第 2-3 表に示す。 

第 2-3 表 積雪荷重（VAL） 

 

 

 

(d) 荷重の組合せ 

 屋根トラスに作用する荷重の組合せを第 2-4 表に示す。 

第 2-4 表 荷重の組合せ 

 

 

 

(3) 許容限界 

応力解析による評価における原子炉建屋の許容限界を第 2-5 表に示す。

タービン建屋に内包するクラス 2 に属する系統，機器及び構築物に波及的

影響を及ぼさない観点から，タービン建屋については，平成 12 年建設省告

示第 2464 号に準じて，鋼材の許容応力度の基準強度 F 値を 1.1 倍した値を

評価基準値とする。なお，F 値とは，鋼材の許容応力度を定める際の基準

値となる値であり，平成 12 年建設省告示第 2464 号に，ＪＩＳ規格品の場

合は，F 値を 1.1 倍以下とすることができるとされている。また，鋼材の

基準強度及び評価基準値を第 2-6 表に示す。 

 

 

 

 

降下火砕物の堆積荷重（VAL） 

7,355N／m２ 

荷重の組合せ 

DL＋SNL＋VAL 
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第 2-5 表 応力解析評価における許容限界 

機能設計上の 

性能目標 
部位 機能維持のための考え方 許容限界 

タービン建屋が

内包するクラス

2 設備に波及的

影響を及ぼさな

いこと 

主トラス

弦材 

斜材 

束材 

部材に生じる応力が構造強度を確保す

るための許容限界を超えないことを確

認 

終局強度※ 

※：平成 12 年建設省告示第 2464 号の第 3 に基づき F 値の 1.1 倍   

 

第 2-6 表 鉄骨の基準強度及び評価基準値 

鋼材種類 
板厚 

（mm） 

基準強度 F 

（N／mm２） 

評価基準値（N／mm２） 

引張 圧縮及び曲げ 

SS400 

（SS41） 
t≦40 235 235 258※ 

※上限値であり座屈長さ等を勘案して設定する 

 

３．応力解析モデル及び緒元 

屋根トラスの応力解析モデル及び緒元を以下に示す。 

(1) モデル化の基本方針 

ａ．応力解析モデルの概要 

・主トラス上・下弦材は，軸・曲げ・せん断剛性のある梁要素，斜材，

束材は軸剛性だけのトラス要素とする。 

・各部材長さは部材芯位置でモデル化する。 

・オペレーティングフロアより上部構造のうち，最も応力が厳しくな

る 1 構面を取り出した 2 次元モデルとする。 

タービン建屋断面図と屋根トラスの検討モデルを第 3-1 図に示す。 
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第 3-1 図 タービン建屋断面図（ＮＳ側）及び屋根トラス検討モデル 

 

ｂ．解析コード 

ＦＡＰ３ Ver.5.0 

 

ｃ．検討部材の形状・寸法 

検討部材の形状と寸法を第 3-1 表に示す。また，部材位置を第 3-2

図に示す。 

第 3-1 表 検討部材の形状・寸法 

部位 部材符号 形状寸法 材質 

上弦材 U1～U16 H-428×407×20×35 

SS400※ 

（SS41） 

下弦材 L1～L16 H-428×407×20×35 

斜材 

D1 D3 

D14 D16 
2Ls-200×200×20 

D4,D5,D12,D13 2Ls-150×150×19 

D6,D11 2Ls-130×130×12 

D7,D8,D9,D10 2Ls-100×100×10 

束材 

V1,V2,V14,V15 2Ls-200×200×20 

V3,V4,V12,V13 2Ls-200×200×15 

V5,V6,V10,V11 2Ls-150×150×15 

V7～V9 2Ls-130×130×9 

※ JIS G3101 一般構造用圧延鋼材 
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第 3-2 図 部材位置図 

 

ｄ．使用材料の物性値 

使用材料の物性値を第 3-2 表に示す。 

第 3-2 表 使用材料の物性値 

項目 物性値 

単位体積重量 77.0kN／m３ 

ヤング係数 205.0kN／mm２ 

せん断弾性係数 79.0kN／mm２ 

 

 (2) 評価方法 

応力解析より求めた各部材の発生応力が許容限界を超過しないことを確

認する。許容限界は，「鋼構造設計基準－許容応力度設計法－（日本建築

学会）」に準拠し，「平成 12 年建設省告示第 2464 号」に従った評価基準

値を用いて，終局強度以下であることを確認する。 

ａ．軸力のみを負担する部材の評価方法 

軸力のみを負担するトラス要素（斜材，束材等）に発生する応力度σc、

σtが，以下の式による応力度比は 1 以下となることを確認する。 

U1 U2 U3 U4 U5 U6 U7 U8 U9 U10 U11 U12 U13 U14 U15 U16

L1 L2 L3 L4 L5 L6 L7 L8 L9 L10 L11 L12 L13 L14 L15 L16

V1 V2 V3 V4 V5 V6 V7

V8 V9 V10 V11 V12 V13 V14 V15D1 D2 D3 D4 D5 D6 D7 D8

D9 D1
0

D1
1

D1
2

D1
3

D1
4

D1
5

D1
6

Ｆ Ｅ Ｄ Ｃ Ｂ
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f
c
，f

t
は以下の式により求める。 
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277.0 Ff

F
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2

c

4.01

F
E
6.0

2

：許容圧縮応力度（N／mm
２
） 

：許容引張応力度（N／mm
２
） 

：限界細長比 

：ヤング係数 

：圧縮材の細長比 

5.1t
Ff

tf

cf

2

3
2

2
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λ

E
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ｂ．軸力と曲げを負担する部材の評価方法 

軸力と曲げを負担する梁要素（上・下弦材等）は，軸力により生じる

軸応力度 σc，σtと曲げモーメントにより生じる曲げ応力度 σbの組合

せに対して，以下の式により応力度比が 1 以下となることを確認する。 

 

【圧縮と曲げにより生じる応力度の確認】 

 

【引張りと曲げにより生じる応力度の確認】  

 

f
c
，f

t
は軸力を負担する場合と同じ。 f

b
は以下の式により求める。 

 

 

 

 

 

ここに， 
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Ff 1.1b

）≦＜ bebbp(Ff 1.14.01
bpbe

bpb
b

Ff 1.11
2

b
b ）（ bbe

：弾性限界細長比 

b
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４．評価結果 

断面の評価結果は，検定値が最大となる要素を選定し，評価結果を第 4-1

表に示す。降下火砕物の堆積時において，発生応力度が許容値を超えないこ

とを確認した。 

第 4-1 表 評価結果 

部材 発生応力
応力度 

(N／mm2) 

許容値 

(N／mm2) 
検定値 位置 

上弦材 

H-428×407×20×35 

(圧縮) 167 250 
0.89 U8,U9 

(曲げ) 56 258 

(引張) 0 258 
0.50 U1,U16 

(曲げ) 127 258 

下弦材 

H-428×407×20×35 

(圧縮) 52 153 
0.97 L1,L16 

(曲げ) 151 241 

(引張) 149 258 
0.84 L8,L9 

(曲げ) 66 219 

斜材 

2Ls-200×200×20 
(引張) 188 258 0.73 D2,D15 

束材 

2Ls-200×200×15 
(圧縮) 172 212 0.82 V3,V13 

 

2

be

b
3
2

2
3

eM

yM

bp C

YI

J

GwI

：弾性横座屈モーメント

：許容曲げ応力度の補正係数：塑性限界細長比

：断面係数Z

：弱軸まわりの断面 2 次モーメント

：曲げねじり定数 ：せん断弾性係数 

：サンブナンのねじり定数 ：降伏モーメント（F・Z）
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参考資料－１４ 

外部事象に対する津波防護施設，浸水防止設備及び 

津波監視設備の防護方針について 

 

1. 概要 

外部事象に対しての，津波防護施設，浸水防止設備，及び津波監視

設備（以下「津波防護施設等」という。）の防護方針を以下に示す。 

 

2. 防護に関する考え方 

以下の考え方に基づき，東海第二発電所において設計上考慮すべ

き外部事象に対する，津波防護施設等の機能維持のための対応の要

否について整理した。（フローを別図 1－1 に示す） 

・設計上考慮すべき事象が，津波もしくは津波の随伴，重畳が否定で

きない事象に該当するかを確認する。定量的な重畳確率が求めら

れない事象については，保守的にその影響を考慮する。 

・津波の随伴，重畳が否定できない場合は，当該事象による津波防護

施設等の機能喪失モードの有無を確認する。機能喪失モードが認

められる場合は，設計により健全性を確保する。 

・津波の随伴，重畳が有意でないと評価される事象についても，東海

第二発電所の津波防護施設等については，基準津波の高さや防護

範囲の広さ等その重要性に鑑み，自主的に機能維持のための配慮

を行う。  
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別図 1－1 外部事象に対する津波防護施設等の 

機能維持対応要否判断フロー 

 

3. 検討結果 

上記検討フローに基づく各事象に対する防護方針の検討結果を，

以下に示す。（詳細は別表 1－1 のとおり） 

 

 

3.1 津波の随伴，重畳が否定できない事象※に対する防護方針 

これらの外部事象に対しては，津波との随伴もしくは重畳の可

随伴事象として  
津波が考えられる

※1：定量的に評価 

できないものを含む 

東海第二発電所において 

設計上考慮すべき外部事象

独立事象として  
津波が確率的に  

重畳し得る  

Ｙ
※

Ｎ Ｎ  

Ｙ

 
当該事象による  

津波防護施設等の機能

喪失モードがある  

Ｎ

設計で健全性を確保（○ ※ ２）

Ｙ

機能維持について  
配慮（△ ※ ２）  

対応不要（― ※ ２）

※2：「○」，「△」，「―」は，後掲の別表 1-1 における

整理に対応している 
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能性を否定できないため，荷重の重ね合わせのタイミングも考慮

した上で設計への反映の要否を検討し，津波防護施設等への影響

が考えられる事象に対しては，津波防護施設等の機能を維持する

設計とする。 

※：地震，洪水，風（台風），凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，生物学的

事象，森林火災，高潮） 

 

3.2 津波の随伴，重畳が有意ではない事象（竜巻，火山の影響）に対

する防護方針 

「竜巻」，「火山の影響」の 2 つの外部事象に津波は随伴せず，また

敷地高さを超える津波との重畳の確率も有意ではないため，津波防

護施設等を防護対象施設とはしないものの，津波防護施設等の機能

が要求される時にはその機能を期待出来るよう,以下の対応を自主

的に実施する。 

 

3.2.1 「火山の影響」 

設計で想定する降下火砕物の給源の噴火と安全施設の中で最も低

所にある海水ポンプを内包する海水ポンプ室壁頂部の高さに等しい

津波が重畳する年超過確率は約 8.6×10－ ８ (1/y)であり，火山と津波

の重畳は有意ではないと評価されるが，降下火砕物の堆積荷重につ

いて長期荷重に対する構造健全性を確保するとともに，降灰後に適

宜除去が可能な設計とする。 

3.2.2 「竜巻」 

設計竜巻と安全施設の中で最も低所にある海水ポンプの設置高さ

に等しい津波が重畳する年超過確率は約 3.8×10－ ８ (1/y)であり，竜

巻と津波の重畳は有意ではないと評価されるが，竜巻が襲来した場
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合には必ず作用する風荷重に対しては，津波防護施設等の健全性を

維持する設計とする。また，竜巻が襲来した場合でも，必ずしも津波

防護施設に作用するとは限らない竜巻飛来物荷重に対しては，大規

模な損傷に至り難い構造とする。
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①
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②
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①
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②
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。
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。
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全

性
を
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○
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：
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畳
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）
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よ
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＋
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。
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。
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。
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。
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す

べ

き
 

外
部

事
象

 

①
随

伴

事
象

と

し
て

津

波
を

考

慮
要

 

②
独

立

事
象

と

し
て

津

波
が

重

畳
し

得

る
 

津
波

と
の

重
畳

を
 

考
慮

要
 

（
①

か
②

が

“
○

”
）

 

津
波

防
護

施
設

の
機

能
喪

失
に

よ
る

 

安
全

施
設

等
の

機
能

喪
失

の
可

能
性

 

設
計

へ

の
 

反
映

要

否
 

機
能

維
持

の
た

め
の

 

対
応

方
針

 

火
山

 

（
火

山
活

動
・

降

灰
）

 

―
 

―
 

―
 

な
し

 

 

以
下

の
と

お
り

，
重

畳
の

頻
度

は
無

視

し
得

る
。

 

想
定

す
る

火
山

の
確

率
：

2
.
2
×

1
0

－

５
/
y
 

（
審

査
資

料
「

外
部

か
ら

の
衝

撃
に

よ
る

損
傷

の
防

止
（

そ
の

他
外

部
事

象
）
」

よ
り

）
 

敷
地

高
さ

超
津

波
（

＞
T
.
P
.
6
ｍ

）
の

確
率

：
 

約
3
.
9
×

1
0

－
３
/
y
※
 

※
：

海
水

ポ
ン

プ
室

の
壁

は
損

傷
し

な
い

た
め

，
ポ

ン
プ

室
水

密
高

さ
と

す
る

。
 

⇒
重

畳
確

率
：

約
8
.
6
×

1
0

－
８
/
y
 

･
･
･
1
×

1
0

－
７
未

満
で

，
有

意
で

は

な
い

。
 

△
 

設
計

に
て

長
期

荷
重

に
対

す
る

構

造
健

全
性

を
確

保
す

る
と

と
も

に
，

降
灰

後
に

適
宜

除
去

が
可

能
な

設

計
と

す
る

。
 

生
物

学
的

事
象

 
―

 
○

 
○

 

な
し

 

 生
物

に
よ

る
影

響
（

閉
塞

，
侵

入
）
に

よ

る
機

能
喪

失
モ

ー
ド

を
有

し
な

い
。

 

―
 

―
 

注
：

防
潮

壁
形

状
の

変
更

に
伴

う
再

解
析

実
施

後
に

再
確

認
し

，
結

論
に

影
響

が
無

い
こ

と
を

確
認

す
る

。
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6 条(火山)-1-参考 14-10 

設
計

上
考

慮
す

べ

き
 

外
部

事
象

 

①
随

伴

事
象

と

し
て

津

波
を

考

慮
要

 

②
独

立

事
象

と

し
て

津

波
が

重

畳
し

得

る
 

津
波

と
の

重
畳

を
 

考
慮

要
 

（
①

か
②

が

“
○

”
）

 

津
波

防
護

施
設

の
機

能
喪

失
に

よ
る

 

安
全

施
設

等
の

機
能

喪
失

の
可

能
性

 

設
計

へ

の
 

反
映

要

否
 

機
能

維
持

の
た

め
の

 

対
応

方
針

 

森
林

火
災

 
―

 
○

 
○

 

あ
り

 

 

熱
影

響
に

よ
り

損
傷

し
た

場
合

，
安

全

施
設

等
へ

の
津

波
の

到
達

，
浸

水
に

よ

る
機

能
喪

失
が

想
定

さ
れ

る
。

 

○
 

・
森

林
火

災
の

熱
影

響
に

よ
る

強
度

低
下

及
び

止
水

ジ
ョ

イ
ン

ト
の

機
能

喪
失

を
起

こ
さ

な
い

設
計

と
す

る
。

 

・
防

潮
堤

上
の

津
波

監
視

設
備

が
森

林
火

災
の

影
響

で
機

能
を

喪
失

し
た

場
合

は
，

速
や

か
に

予
備

品

と
交

換
す

る
。

 

 
（

機
能

喪
失

の
可

能
性

が
あ

る
の

は
，

全
4
台

中
2
台

の
み

）
 

高
潮

 
―

 
○

 
○

 

あ
り

 

 高
潮

に
起

因
す

る
潮

位
上

昇
に

よ
り

防

潮
堤

を
越

波
し

た
場

合
，

安
全

施
設

等

へ
の

津
波

の
到

達
，

浸
水

に
よ

る
機

能

喪
失

が
想

定
さ

れ
る

。
 

○
 

高
潮

と
津

波
の

組
合

せ
を

考
慮

し

た
設

計
と

す
る

。
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6 条(火山)-1-参考 15-1 
 

参考資料－１５ 

原子炉建屋（トラス部）及びタービン建屋（トラス部）の 

除灰について 

 

原子炉建屋（トラス部）及びタービン建屋（トラス部）について，建

屋強度に裕度を持たせるため，降灰時に除灰を行う場合について，以

下のとおり評価する。  

 

1.評価条件 

 ・降下火砕物は，50cm の降灰を想定する。 

・原子炉建屋（トラス部）及びタービン建屋（トラス部）について，

降灰初期から除灰を行う。 

 ・除灰作業は 24 時間 3 交代で実施する。 

 ・近隣火山に噴火兆候（噴火警報「レベル４（避難準備）」以上）

が確認された時点から除雪を行うこととし，積雪荷重は考慮しな

い。 

・除灰時の人員荷重については，総務省統計局「日本の統計」

(2016)による成人男性の平均体重である 70.3kg に余裕を見込

み，100kg（981N）を単位荷重として評価する。 

 

2. 評価 

表１のとおり，降下火砕物最大堆積高さ 50cm に対し，除灰人員に

よる積載荷重を考慮した場合において，原子炉建屋（トラス部）は

4cm，タービン建屋（トラス部）は 11cm 除灰を行うことで，総荷重

206



 

6 条(火山)-1-参考 15-2 
 

は建屋トラス部の許容荷重を超えることはない。 

 

表１ 荷重評価 

項目 
①人員荷重

(N/m2) 

②降下火砕物  

荷重(N/m2) 

③総荷重①＋②

(N/m2) 

許容荷重 ※  

(N/m2) 

原子炉建屋 

（トラス部） 
981 

6,767 

(46cm堆積時) 
7,748 7,780 

タービン建屋  

（トラス部） 
981 

5,737 

(39cm堆積時) 
6,718 6,845 

※：短期許容応力度に達する荷重 

 

屋上トラス部の降下火砕物の除去に要する作業量は表２のとお

り。 

 

表２ 降下火砕物の除去に要する作業量の評価結果 

項目 

①堆積

面積

（m2）  

②除去

厚さ

（m）  

③除去量

＝①×②

（m3）  

④ 1m3当たり

の作業人工 ※

（人/日） 

作業量＝

③×④ 

1直当たり

の作業量 

原子炉建屋 

（トラス部）
約1,820 0.04 73 

0.39 

29人日  10人  

タービン建屋

（トラス部）
約3,980 0.11 438 171人日  57人  

※：「国土交通省土木工事積算基準（H24）」における人力掘削での人工 

 

 更に，降灰中の作業環境を考慮し，連絡要員及び補助員として 1

直あたり 10 人を加えることとする。 

 以上の結果から，原子炉建屋（トラス部）4cm，タービン建屋（ト

ラス部）11cm の降下火砕物を 24 時間で除灰するには，1 直あたり

77 人，24 時間で 231 人の動員を行うことで除灰が可能である。 
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東海第二発電所  
 

運用，手順説明資料  

外部からの衝撃による損傷の防止  

（火山）

別添資料 2 
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6 条(火山)-2-1 

 

（
第

六
条

 
火

山
）

 

            
 

安
全

施
設

は
，

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
（

地
震

及
び

津
波

を
除

く
。

次
項

に
つ

い
て

同
じ

。
）

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て

も
安

全
機

能
を

損
な

わ
な

い
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

２
 

重
要

安
全

施
設

は
，
当

該
重

要
安

全
施

設
に

大
き

な
影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
と

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
に

よ
り

当
該

重
要

安
全

施
設

に
作

用
す

る
衝

撃
及

び
設

計
基

準
事

故
に

生
ず

る
応

力
を

適
切

に
考

慮
し

た
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

安
全

施
設

は
，
想

定
さ

れ
る

自
然

現
象
（

地
震

及
び

津
波

を
除

く
。

次
項

に
お

い
て

同
じ

。
）

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
も

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

。
 

重
要

安
全

施
設

は
，
当

該
重

要
安

全
施

設
に

大
き

な

影
響

を
及

ぼ
す

お
そ

れ
が

あ
る

と
想

定
さ

れ
る

自

然
現

象
に

よ
り

当
該

重
要

安
全

施
設

に
作

用
す

る

衝
撃

及
び

設
計

基
準

事
故

時
に

生
ず

る
応

力
を

適

切
に

考
慮

し
た

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
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6 条(火山)-2-2 

 

                
 

【
後
段

規
制

と
の

対
応

】
 

工
：
工

認
（

基
本

設
計

方
針

，
添

付
資

料
）

 
保

：
保

安
規

定
（

運
用

手
順

書
に

係
る

事
項

，
下

位
文

書
含

む
）

 
核

：
核

防
規

定
（

下
位

文
書

含
む

）
 

 【
添
付

六
，

八
の

反
映

次
項

】
 

：
添

付
六

，
八

に
反

映
 

：
当

該
条

文
に

関
係

し
な

い
 

（
他

条
文

で
の

反
映

事
項

他
）

 

・
安

全
施

設
は

，
想

定
さ

れ
る

自
然

現
象

（
地

震
及

び
津

波
を

除
く

。
次

項
に

お
い

て
同

じ
。
）

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
も

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

東
海

第
二

発
電

所
に

影
響

を
及

ぼ
し

得
る

火
山

の
抽

出
 

東
海

第
二

発
電

所
の

運
用

期
間

中
に

お
け

る
火

山
活

動
に

関
す

る
個

別
評

価
 

影
響

を
及

ぼ
し

得
る

火
山

事
象

 
【

降
下

火
砕

物
】

 

堆
積

厚
：

5
0
c
m
 

密
度

：
0
.
3
 
g
/
c
m
３
（

乾
燥

状
態

）
～

1
.
5
 
g
/
c
m
３
（

湿
潤

状
態

）
 

粒
径

：
8
.
0
m
m
以

下
 

安
全

施
設

 

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

 
ク

ラ
ス

１
及

び
ク

ラ
ス

２
に

属
す

る
構

築
物

，
系

統
及

び
機

器
 

降
下

火
砕

物
に

よ
る

影
響

の
選

定
 

・
直

接
的

影
響

 
・

間
接

的
影

響
 

直
接

的
影

響
 

間
接

的
影

響
 

摩
耗

 

腐
食

 

大
気
汚

染
 

水
質
汚

染
 

荷
重

 

閉
塞

 

絶
縁
低

下
 

構
造

物
へ

の
静

的
負

荷
 

設
計

荷
重

の
設

定
 

水
循

環
系

の
閉

塞
 

換
気

系
，

電
気

系
及

び
計

装
制

御
系

に
対

す
る

機
械

的
影

響
（

閉
塞

）
 

水
循

環
系

の
内

部
に

お
け

る
摩

耗
 

換
気

系
，

電
気

系
及

び
計

装
制

御
系

に
対

す
る

機
械

的
影

響
（

摩
耗

）
 

構
造

物
へ

の
化

学
的

影
響

（
腐

食
）

 

換
気

系
，

電
気

系
及

び
計

装
制

御
系

に
対

す
る

化
学

的
影

響
（

腐
食

）
 

水
循

環
系

の
化

学
的

影
響

（
腐

食
）

 

発
電

所
周

辺
の

大
気

汚
染

 

給
水

の
汚

染
 

計
装

制
御

設
備

（
安

全
保

護
系

）
の

絶
縁

低
下

 

外
部

電
源

喪
失

 

ア
ク

セ
ス

制
限

 

影
響

な
し

 

影
響

な
し

 

影
響

な
し

 

影
響

な
し

 

降
下

火
砕

物
の

除
去

（
建

屋
等

）
 

・
バ

グ
フ

ィ
ル

タ
，

吸
気

フ
ィ

ル

タ
の
清

掃
，

取
替

 
・

外
気

取
入

ダ
ン

パ
の

閉
止

 
・

換
気

空
調

系
の

停
止

 

降
下

火
砕

物
の

除
去

（
建

屋
等

）
 

中
央

制
御

室
の

閉
回

路
循

環
運

転
 

・
火
砕

物
密

度
流

 

・
溶
岩

流
 

・
岩
屑

な
だ

れ
，

地
滑

り
及

び
斜

面
崩

壊
 

・
火
山

土
石

流
，

火
山

泥
流

及
び

洪
水

 

・
火
山

か
ら

発
生

す
る

飛
来

物
（

噴
石

）
 

・
火
山

ガ
ス

 

・
新
し

い
火

口
の

開
口

 

・
津
波

及
び

静
震

 

・
大
気

現
象

 

・
地
殻

変
動

 

・
火
山

性
地

震
と

こ
れ

に
関

す
る

事
象

 

・
熱
水

系
及

び
地

下
水

の
異

常
 

影
響
を

及
ぼ

す
可

能
性

が
な

い
火

山
事

象
 

降
下

火
砕

物
の

影
響

を
受

け
た

場
合

に
お

い
て

も

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

に
属

す
る

施
設

に
影

響

を
及
ぼ

さ
な

い
施

設
 

代
替

設
備

に
よ

り
必

要
な

機
能

が
確

保
さ

れ
，

安

全
上

支
障

が
生

じ
な

い
期

間
に

降
下

火
砕

物
の

除

去
あ

る
い

は
修

復
等

の
対

応
を

可
能

と
し

，
安

全

機
能
を

損
な

わ
な

い
。

 

除
外

 

添
付
六

，
八

へ
の

反
映

次
項

 
（

設
計

に
関

す
る

事
項

）
 

工
・

保
 

工
・

保
 

工
・

保
 

工
・

保
 

工
・

保
 

添
付
六

，
八

へ
の

反
映

次
項

 
（

手
順

に
関

す
る

事
項

）
 

影
響

な
し

 

影
響

な
し

 

【
ク

ラ
ス

１
及

び
ク

ラ
ス

２
に

属
す

る
構

築
物

，
系

統
及

び
機

器
】

 
・

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

に
属

す
る

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

を
内

包
し

て
い

る
建

屋
 

・
屋

外
に

設
置

さ
れ

て
い

る
施

設
 

・
降

下
火

砕
物

を
含

む
海

水
の

流
路

と
な

る
施

設
 

・
降

下
火

砕
物

を
含

む
空

気
の

流
路

と
な

る
施

設
 

・
外

気
か

ら
取

り
入

れ
た

屋
内

の
空

気
を

機
器

内
に

取
り

込
む

機
構

を
有

す
る

施
設

 

【
ク

ラ
ス

３
に

属
す

る
構

築
物

，
系

統
及

び
機

器
】

 
降

下
火

砕
物

の
影

響
を

受
け

る
施

設
で

あ
っ

て
，

そ
の

停
止

等
に

よ
り

，
上

位
の

安
全

重
要

度

の
施

設
の

運
転

に
影

響
を

及
ぼ

す
可

能
性

の
あ

る
屋

外
の

施
設

 

評
価

対
象

施
設

 

オ
イ

ル
フ

ェ
ン

ス
設

置
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6 条(火山)-2-3 

 

                
 

【
降

下
火

砕
物

】
 

層
厚

：
5
0
c
m
 

密
度

：
0
.
3
 
g
/
c
m
３
（

乾
燥

状
態

）
～

1
.
5
 
g
/
c
m
３
（

湿
潤

状
態

）
 

粒
径

：
8
.
0
m
m
以

下
 

・
重

要
安

全
施

設
は

，
当

該
重

要
安

全
施

設
に

大
き

な
影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
と

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
に

よ
り

当
該

重
要

安
全

施
設

に
作

用
す

る
衝

撃
及

び
設

計
基

準
事

故
時

に

生
ず

る
応

力
を

適
切

に
考

慮
し

た
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な
い

 

東
海

第
二

発
電

所
に

影
響

を
及

ぼ
し

得
る

火
山

の
抽

出
 

東
海

第
二

発
電

所
の

運
用

期
間

中
に

お
け

る
火

山
活

動
に

関
す

る
個

別
評

価
 

影
響

を
及

ぼ
し

得
る

火
山

事
象

 

重
要

安
全

施
設

 

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

に
属

す
る

構
築

物
，

系
統

及
び

機

器
の

う
ち

，
自

然
現

象
の

影
響

を
受

け
や

す
い

施
設

 

・
火

砕
物

密
度

流
 

・
溶

岩
流

 

・
岩

屑
な

だ
れ

，
地

滑
り

及
び

斜
面

崩
壊

 

・
火

山
土

石
流

，
火

山
泥

流
及

び
洪

水
 

・
火

山
か

ら
発

生
す

る
飛

来
物

（
噴

石
）

 

・
火

山
ガ

ス
 

・
新

し
い

火
口

の
開

口
 

・
津

波
及

び
静

震
 

・
大

気
現

象
 

・
地

殻
変

動
 

・
火

山
性

地
震

と
こ

れ
に

関
す

る
事

象
 

・
熱

水
系

及
び

地
下

水
の

異
常

 

影
響

を
及

ぼ
す

可
能

性
が

な
い

火
山

事
象

 

降
下

火
砕

物
に

よ
る

影
響

の
選

定
 

・
直

接
的

影
響

 

直
接

的
影

響
 

荷
重

 
構

造
物

へ
の

静
的

負
荷

 
設

計
荷

重
の

設
定

 
降

下
火

砕
物

の
除

去
 

添
付

六
，

八
へ

の
反

映
次

項
 

（
設

計
に

関
す

る
事

項
）

 

工
・

保
 

添
付
六

，
八

へ
の

反
映

次
項

 
（

手
順

に
関

す
る

事
項

）
 

工
・

保
 

 【
後

段
規

制
と

の
対

応
】

 
工

：
工

認
（

基
本

設
計

方
針

，
添

付
資

料
）

 
保

：
保

安
規

定
（

運
用

手
順

書
に

係
る

事
項

，
下

位
文

書
含

む
）

 
核

：
核

防
規

定
（

下
位

文
書

含
む

）
 

 【
添

付
六

，
八

の
反

映
次

項
】

 

：
添

付
六

，
八

に
反

映
 

：
当

該
条

文
に

関
係

し
な

い
 

（
他

条
文

で
の

反
映

事
項

他
）

 

【
ク

ラ
ス

１
及

び
ク

ラ
ス

２
に

属
す

る
構

築
物

，
系

統
及

び
機

器
】

 
・

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

に
属

す
る

構
築

物
，

系
統

及
び

機
器

を
内

包
し

て
い

る
建

屋
 

・
屋

外
に

設
置

さ
れ

て
い

る
施

設
 

評
価

対
象

施
設
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6 条(火山)-2-4 

 

 
設

置
許

可
基

準
対

象
条

文
 

対
象

項
目

 
区

分
 

運
用

対
策

等
 

第
6

条
 

外
部

か
ら

の
衝

撃

に
よ

る
損

傷
の

防
止

 

降
下

火
砕

物
の

除
去

作
業

及
び

除
去

後
に

お
け

る
降

下
火

砕
物

に
よ

る
静

的
荷

重
や

腐
食

等
の

影
響

に
対

す
る

保
守

管
理

 

運
用

・
手

順
 

・
降

下
火

砕
物

が
確

認
さ

れ
た

場
合

に
は

，
建

屋
や

屋
外

の
設

備
等

に
長

期
間

降
下

火
砕

物
の

荷
重

を
掛

け
続

け
な

い
こ

と
，

ま
た

降
下

火
砕

物
の

付
着

に
よ

る
腐

食
等

が
生

じ
る

状

況
を

緩
和

す
る

た
め

に
，

評
価

対
象

施
設

等
に

堆
積

し
た

降

下
火

砕
物

の
除

去
を

実
施

す
る

。
 

・
降

下
火

砕
物

に
よ

る
影

響
が

み
ら

れ
た

場
合

、
必

要
に

応
じ

て
補

修
を

行
う

。
 

体
制

 
（

担
当

室
に

よ
る

保
守

・
点

検
の

体
制

）
 

（
降

下
火

砕
物

確
認

時
の

体
制

）
 

保
守

・
点

検
 

・
日

常
点

検
 

・
定

期
点

検
 

・
火

山
事

象
時

及
び

火
山

事
象

後
の

巡
視

点
検

 

教
育

・
訓

練
 

・
運

用
・

手
順

・
保

守
・

点
検

に
関

す
る

教
育

 

外
気

取
入

ダ
ン

パ
の

閉

止
，
換

気
空

調
系

の
停

止
，

閉
回

路
循

環
運

転
 

運
用

・
手

順
 

・
降

下
火

砕
物

が
確

認
さ

れ
た

場
合

に
は

，
状

況
に

応
じ

て
外

気
取

入
ダ

ン
パ

の
閉

止
，

換
気

空
調

設
備

の
停

止
又

は
閉

回

路
循

環
運

転
に

よ
り

，
建

屋
内

へ
の

降
下

火
砕

物
の

侵
入

を

防
止

す
る

。
 

体
制

 
（

運
転

員
の

当
直

体
制

）
 

（
降

下
火

砕
物

確
認

時
の

体
制

）
 

保
守

・
点

検
 

－
 

教
育

・
訓

練
 

・
運

用
・

手
順

・
体

制
・

保
守

点
検

に
関

す
る

教
育
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6 条(火山)-2-5 

 

 
 設

置
許

可
基

準
対

象
条

文
 

対
象

項
目

 
区

分
 

運
用

対
策

等
 

第
六

条
 

外
部

か
ら

の
衝

撃

に
よ

る
損

傷
の

防
止

 

バ
グ

フ
ィ

ル
タ

，
吸

気
フ

ィ
ル

タ
取

替
・

清
掃

作
業

 

運
用

・
手

順
 

・
降

下
火

砕
物

が
確

認
さ

れ
た

場
合

に
は

，
換

気
空

調
設

備
の

外
気

取
入

口
の

バ
グ

フ
ィ

ル
タ

に
つ

い
て

，
差

圧
を

確
認

す

る
と

と
も

に
，

状
況

に
応

じ
て

清
掃

や
取

替
を

実
施

す
る

。
 

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
運

転
時

は
，

吸
気

フ
ィ

ル
タ

の
巡

視
点

検
を

行
い

，
必

要
に

応
じ

て
取

替
・

清
掃

を
行

う
。

 

体
制

 
（

運
転

員
の

当
直

体
制

）
 

（
降

下
火

砕
物

確
認

時
の

体
制

）
 

保
守

・
点

検
 

・
火

山
事

象
時

の
巡

視
点

検
 

教
育

・
訓

練
 

・
防

護
施

設
の

保
守

・
点

検
に

関
す

る
教

育
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東海第二発電所 

 

外部からの衝撃による損傷の防止 

（竜巻） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本資料のうち，    は商業機密又は核物質防護上の観点から公開できません。 



1 

第 6 条 外部からの衝撃による損傷の防止 

（竜巻） 

 

＜目 次＞ 

1． 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

1.2 追加要求事項に対する適合性 

(1) 位置，構造及び設備 

 (2) 安全設計方針 

 (3) 適合性説明 

1.3 気象等 

1.4 設備等 

 

2． 外部からの衝撃による損傷の防止 

   別添資料 1 竜巻影響評価について 

   別添資料 2 竜巻影響評価におけるフジタモデルの適用について 

   別添資料 3 運用，手順説明資料 

 

1



2 

＜概 要＞ 

1．において，設計基準事故対処設備の設置許可基準規則，技術基準規則の

追加要求事項を明確化するとともに，それら要求に対する東海第二発電所にお

ける適合性を示す。 

 

2．において，設計基準事故対処設備について，追加要求事項に適合するた

めに必要となる機能を達成するための設備又は運用等について説明する。 

2



3 

1. 基本方針 

1.1 要求事項の整理 

外部からの衝撃による損傷の防止について，設置許可基準規則第 6 条及

び技術基準規則第 7 条において，追加要求事項を明確化する。（表 1）

3



 

 

4 

表
1
 

設
置

許
可

基
準

規
則

第
6
条

及
び

技
術

基
準

規
則

第
7
条

 
要

求
事

項
 

設
置

許
可

基
準

規
則

 

第
6
条

（
外

部
か

ら
の

衝
撃

に
よ

る
損

傷
の

防
止

）
 

技
術

基
準

規
則

 

第
7
条

（
外

部
か

ら
の

衝
撃

に
よ

る
損

傷
の

防
止

）
 

備
考

 

安
全

施
設

は
，

想
定

さ
れ

る
自

然
事

象
（

地
震

及
び

津
波

を
除

く
。

次

項
に

お
い

て
同

じ
。

）
が

発
生

し
た

場
合

に
お

い
て

も
安

全
機

能
を

損

な
わ

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

設
計

基
準

対
象

施
設

が
想

定
さ

れ
る

自
然

現
象

（
地

震
及

び
津

波
を

除

く
。

）
に

よ
り

そ
の

安
全

性
を

損
な

う
お

そ
れ

が
あ

る
場

合
は

，
防

護

措
置

，
基

礎
地

盤
の

改
良

そ
の

他
の

適
切

な
措

置
を

講
じ

な
け

れ
ば

な

ら
な

い
。

 

追
加

要
求

事
項

 

２
 

重
要

安
全

施
設

は
，

当
該

重
要

安
全

施
設

に
大

き
な

影
響

を
及

ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
と

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
に

よ
り

当
該

重
要

安
全

施

設
に

作
用

す
る

衝
撃

及
び

設
計

基
準

事
故

時
に

生
ず

る
応

力
を

適
切

に

考
慮

し
た

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

 
追

加
要

求
事

項
 

３
 

安
全

施
設

は
，

工
場

等
内

又
は

そ
の

周
辺

に
お

い
て

想
定

さ
れ

る

発
電

用
原

子
炉

施
設

の
安

全
性

を
損

な
わ

せ
る

原
因

と
な

る
お

そ
れ

が

あ
る

事
象

で
あ

っ
て

人
為

に
よ

る
も

の
（

故
意

に
よ

る
も

の
を

除

く
。

）
に

対
し

て
安

全
機

能
を

損
な

わ
な

い
も

の
で

な
け

れ
ば

な
ら

な

い
。

 

２
 

周
辺

監
視

区
域

に
隣

接
す

る
地

域
に

事
業

所
，

鉄
道

，
道

路
そ

の

他
の

外
部

か
ら

の
衝

撃
が

発
生

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

要
因

が
あ

る
場

合

に
は

，
事

業
所

に
お

け
る

火
災

又
は

爆
発

事
故

，
危

険
物

を
搭

載
し

た

車
両

，
船

舶
又

は
航

空
機

の
事

故
そ

の
他

の
敷

地
及

び
敷

地
周

辺
の

状

況
か

ら
想

定
さ

れ
る

事
象

で
あ

っ
て

人
為

に
よ

る
も

の
（

故
意

に
よ

る

も
の

を
除

く
。

）
に

よ
り

発
電

用
原

子
炉

施
設

の
安

全
性

が
損

な
わ

れ

な
い

よ
う

，
防

護
措

置
そ

の
他

の
適

切
な

措
置

を
講

じ
な

け
れ

ば
な

ら

な
い

。
 

３
 

航
空

機
の

墜
落

に
よ

り
発

電
用

原
子

炉
施

設
の

安
全

性
を

損
な

う

お
そ

れ
が

あ
る

場
合

は
，

防
護

措
置

そ
の

他
の

適
切

な
措

置
を

講
じ

な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

追
加

要
求

事
項
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5 

1.2 追加要求事項に対する適合性 

(1) 位置，構造及び設備 

 

 ロ 発電用原子炉施設の一般構造 

(3) その他の主要な構造 

(ⅰ) 本発電用原子炉施設は，(1)耐震構造，(2)耐津波構造に加え，以下

の基本的方針のもとに安全設計を行う。 

ａ．設計基準対象施設 

(a) 外部からの衝撃による損傷の防止 

安全施設は，発電所敷地で想定される洪水，風（台風），竜巻，

凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，火山の影響，生物学的事象，

森林火災及び高潮の自然現象（地震及び津波を除く。）又は地震

及び津波を含む自然現象の組合せに遭遇した場合において，自然

事象そのものがもたらす環境条件及びその結果として施設で生じ

得る環境条件においても安全機能を損なわない設計とする。 

なお，発電所敷地で想定される自然現象のうち，洪水，地滑り

については，立地的要因により設計上考慮する必要はない。 

また，自然現象の組合せにおいては，地震，津波，風（台風），

積雪及び火山の影響による荷重の組合せを設計上考慮する。 

上記に加え，重要安全施設は，科学的技術的知見を踏まえ，当

該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあると想定される

自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設計基準事

故時に生じる応力について，それぞれの因果関係及び時間的変化

を考慮して適切に組み合わせる。 

また，安全施設は，発電所敷地又はその周辺において想定され

5



 

6 

る，航空機落下，ダムの崩壊，爆発，近隣工場等の火災，有毒ガ

ス，船舶の衝突及び電磁的障害の原子炉施設の安全性を損なわせ

る原因となるおそれがある事象であって人為によるもの（故意に

よるものを除く。）に対して安全機能を損なわない設計とする。 

なお，発電所敷地又はその周辺において想定される人為事象の

うち，航空機落下については，確率的要因により設計上考慮する

必要はない。また，ダムの崩壊については，立地的要因により考

慮する必要はない。 

ここで，想定される自然現象及び発電用原子炉施設の安全性を

損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為によるもの

（故意によるものを除く。）に対して，安全施設が安全機能を損

なわないために必要な安全施設以外の施設又は設備等（重大事故

等対処設備を含む。）への措置を含める。 

 

     (a-1) 安全施設は，想定される竜巻が発生した場合においても，作

用する設計荷重に対して，その安全機能を損なわない設計とす

る。また，安全施設は，過去の竜巻被害状況及び東海第二発電

所のプラント配置から想定される竜巻に随伴する事象に対して，

安全機能を損なわない設計とする。 

竜巻に対する防護設計を行うための設計竜巻の最大風速は，

100m／s とし，設計荷重は，設計竜巻による風圧力による荷重，

気圧差による荷重及び飛来物が安全施設に衝突する際の衝撃荷

重を組み合わせた設計竜巻荷重，並びに，安全施設に常時作用

する荷重，運転時荷重及びその他竜巻以外の自然現象による荷

重等を適切に組み合わせたものとして設定する。 
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安全施設の安全機能を損なわないようにするため，安全施設

に影響を及ぼす飛来物の発生防止対策を実施するとともに，作

用する設計荷重に対する安全施設及び安全施設を内包する区画

の構造健全性の確保，若しくは，飛来物による損傷を考慮して，

代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせた設

計とする。 

飛来物の発生防止対策として，飛来物となる可能性のあるも

ののうち，資機材，車両等については，飛来した場合の運動エ

ネルギ又は貫通力が設定する設計飛来物である鋼製材（長さ

4.2m×幅 0.3m×高さ 0.2m，質量 135kg，飛来時の水平速度 51m

／s，飛来時の鉛直速度 34m／s）より大きなものに対し，固縛，

固定又は竜巻防護施設からの離隔を実施する。 

【別添資料１（3.：1-47～72）】 

 

(2) 安全設計方針 

 

1.7 竜巻防護に関する基本方針 

1.7.1 設計方針 

 (1) 竜巻に対する設計の基本方針 

   安全施設が竜巻に対して，発電用原子炉施設の安全性を確保するために

必要な各種の機能を損なわないよう，基準竜巻，設計竜巻及び設計荷重を

適切に設定し，以下の事項に対して，対策を行い，建屋による防護，構造

健全性の維持及び代替設備の確保等によって，安全機能を損なわない設計

とする。 
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   また，安全施設は，設計荷重による波及的影響によって，安全機能を損

なわない設計とする。 

  ａ．飛来物の衝突による施設の貫通及び裏面剥離 

  ｂ．設計竜巻による風圧力による荷重，気圧差による荷重，及び設計飛来

物による衝撃荷重を組み合わせた設計竜巻荷重及びその他の組合せ荷重

（常時作用している荷重，運転時荷重，竜巻以外の自然現象による荷重

及び設計基準事故時荷重）を適切に組み合わせた設計荷重 

  ｃ．竜巻による気圧の低下 

  ｄ．外気と繋がっている箇所への風の流入 

   竜巻から防護する施設としては，安全施設が竜巻の影響を受ける場合に

おいても，発電用原子炉施設の安全性を確保するために，「発電用軽水型

原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」で規定されている

クラス１，クラス２及びクラス３に該当する構築物，系統及び機器とする。 

   竜巻から防護する施設のうちクラス１，クラス２に該当する構築物，系

統及び機器（以下「竜巻防護施設」という。）として竜巻による影響を評

価し設計する。また，竜巻防護施設を内包する施設についても同様に竜巻

による影響を評価し設計する。クラス３に属する施設は，損傷する場合を

考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障のない

期間に修復すること等の対応が可能な設計とすることにより，安全機能が

維持されることから，竜巻による影響を評価する対象から除外する。 

   竜巻防護施設については「1.7.1(3) 竜巻防護施設」にて記載する。竜

巻防護施設を内包する施設については，「1.7.1(4) 竜巻防護施設を内包す

る施設」にて記載する。竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設につい

ては，「1.7.1(5) 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設」にて記載

する。 
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   竜巻に対する防護設計を行う，竜巻防護施設，竜巻防護施設を内包する

施設及び竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設を「評価対象施設」

という。 

   なお，「基準地震動および耐震設計方針に係る審査ガイド」の重要度分

類における耐震Ｓクラスの設計を要求される設備（系統，機器）及び建屋，

構築物のうち，竜巻の影響を受ける可能性がある設備を抽出した結果，追

加で「1.7.1(3) 竜巻防護施設」に反映する施設はない。 

 

   竜巻防護施設の安全機能を損なわないようにするため，竜巻防護施設に

影響を及ぼす飛来物の発生防止対策をするととともに，作用する設計荷重

に対する竜巻防護施設の構造健全性の維持，竜巻防護施設を内包する区画

の構造健全性の確保，若しくは，飛来物による損傷を考慮し安全上支障の

ない期間での修復等の対応，又は，それらを適切に組み合わせた設計とす

る。 

   屋外に設置する竜巻防護施設の構造健全性の維持又は竜巻防護施設を内

包する区画の構造健全性の確保において，それらを防護するために設置す

る竜巻飛来物防護対策設備は，防護ネット，防護鋼板等から構成し，飛来

物から竜巻防護施設を防護できる設計とする。 

【別添資料１（1.：1-1～13）】 

 

(2) 設計竜巻の設定 

   「添付書類六 8. 竜巻」において設定した基準竜巻の最大風速は 

92m／s とする。 

   設計竜巻の設定に際して，東海第二発電所は敷地が平坦であるため，地

形効果による風の増幅を考慮する必要はないことを確認したが，基準竜巻
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の最大風速を安全側に切り上げて，設計竜巻の最大風速は 100m／s とする。 

【別添資料１（2.：1-14～46）】 

(3) 竜巻防護施設 

   竜巻防護施設は，外殻となる施設（建屋，構築物）に内包され，外気と

繋がっておらず設計竜巻荷重の影響から防護される施設（以下「外殻とな

る施設による防護される施設（外気と繋がっている施設を除く。）」とい

う。），外殻となる施設（建屋，構築物）に内包されるが設計竜巻荷重の

影響から防護が期待できない施設（以下「外殻となる施設による防護機能

が期待できない施設」という。），外殻となる施設（建屋，構築物）に内

包されるため，設計竜巻の風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷

重の影響から防護されるが，外気と繋がっており設計竜巻の気圧差による

荷重の影響を受ける施設（以下「屋内の施設で外気と繋がっている施設」

という。）及び設計竜巻荷重の影響を受ける屋外施設（以下「屋外施設」

という。）に分類し，以下のように抽出する。 

  ａ．外殻となる施設による防護される施設（外気と繋がっている施設を除

く。） 

  ｂ．外殻となる施設による防護機能が期待できない施設 

    外殻となる施設による防護機能が期待できない施設は，「1.7.1(4) 

竜巻防護施設を内包する施設」として、抽出した建屋，構築物の構造健

全性の評価を行い，外殻となる施設による防護機能が期待できない施設

を抽出する。 

   (a) 中央制御室換気系ファン（空気調和器含む） 

   (b) 中央制御室換気系フィルタユニット 

    （以下(a)(b)を区別不要の場合は「中央制御室換気系ファン」とい

う。） 
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   (c) 非常用電源盤 

   (d) 非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備 

   (e) 使用済燃料プール 

   (f) 燃料プール冷却浄化系真空破壊弁 

   (g) 使用済燃料乾式貯蔵容器 

  ｃ．屋内の施設で外気と繋がっている施設及び屋外施設 

   ＜屋内の施設で外気と繋がっている施設＞ 

   (a) 中央制御室換気系隔離弁，ファン（ダクト含む） 

   (b) 非常用ディーゼル発電機室換気系ダクト 

   (c) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機室換気系ダクト 

    （以下(b)(c)を区別不要の場合は「ディーゼル発電機室換気系ダクト」

という。） 

   (d) 原子炉建屋換気系隔離弁，ダクト 

   ＜屋外施設＞ 

   (a) 非常用ディーゼル発電機吸気フィルタ 

   (b) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機吸気フィルタ 

    （以下(a)(b)を区別不要の場合は「ディーゼル発電機吸気フィルタ」

という。） 

   (c) 非常用ディーゼル発電機室ルーフベントファン 

   (d) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機室ルーフベントファン 

    （以下(c)(d)を区別不要の場合は「ディーゼル発電機室ルーフベント

ファン」という。） 

   (e) 中央制御室換気系冷凍機（配管，弁含む） 

   (f) 残留熱除去系海水系ポンプ（配管，弁含む） 

   (g) 残留熱除去系海水系ストレーナ 
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   (h) 非常用ディーゼル発電機海水ポンプ（配管，弁含む） 

   (i) 非常用ディーゼル発電機海水ストレーナ 

   (j) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水ポンプ（配管，弁含む） 

   (k) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水ストレーナ 

    （以下(f)～(k)を区別不要の場合は「海水ポンプ室内設備」という。） 

   (l) 非常用ガス処理系排気配管 

   (m) 排気筒 

【別添資料１（1.2.2 (1)：1-3～7）】 

 

(4) 竜巻防護施設を内包する施設 

   竜巻防護施設を内包する施設を，以下のとおり抽出する。 

   (a) 原子炉建屋（原子炉圧力容器，原子炉再循環ポンプ等を内包） 

   (b) タービン建屋（気体廃棄物処理系隔離弁等を内包） 

   (c) 使用済燃料乾式貯蔵建屋（使用済燃料乾式貯蔵容器を内包） 

   (d) 軽油貯蔵タンクタンク室（軽油貯蔵タンクを内包） 

【別添資料１（1.2.2 (1)：1-3～7）】 

 

(5) 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

   竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設としては，当該施設の破損

等により竜巻防護施設に波及的影響を及ぼして安全機能を損なわせる可能

性がある施設，又はその施設の特定の区画とする。 

   具体的には，発電所構内の構築物，系統及び機器（安全重要度クラス１，

２，３及びノンクラス）の中から，竜巻防護施設に機械的影響を及ぼし得

る施設及び竜巻防護施設に機能的影響を及ぼし得る施設を以下のとおり抽

出する。 
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  ａ．竜巻防護施設に機械的影響を及ぼし得る施設 

    竜巻防護施設に機械的影響を及ぼし得る施設としては，施設の高さと，

竜巻防護施設及び竜巻防護施設を内包する施設との距離を考慮して，竜

巻防護施設を内包する施設に隣接している施設，倒壊により竜巻防護施

設を損傷させる可能性がある施設を竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし

得る施設として抽出する。 

   (a) サービス建屋 

   (b) 海水ポンプ室 

   (c) 鋼製防護壁 

   (d) 排気筒 

  ｂ．竜巻防護施設に機能的影響を及ぼし得る施設 

    竜巻防護施設に機能的影響を及ぼし得る施設としては，屋外にある竜

巻防護施設の付属設備で，気圧差等による損傷により竜巻防護施設の安全

機能を損なわせる可能性がある施設を竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし

得る施設として抽出する。 

   (a) 非常用ディーゼル発電機排気消音器 

   (b) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気消音器 

    （以下(a)(b)を区別不要の場合は「ディーゼル発電機排気消音器」

という。） 

   (c) 非常用ディーゼル発電機排気配管 

   (d) 非常用ディーゼル発電機燃料デイタンクベント管 

   (e) 非常用ディーゼル発電機機関ベント管 

   (f) 非常用ディーゼル発電機潤滑油サンプタンクベント管 

   (g) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気配管 

   (h) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料デイタンクベント管 
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   (i) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機機関ベント管 

   (j) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機潤滑油サンプタンク 

ベント管 

    （以下(c)～(j)を区別不要の場合は「ディーゼル発電機付属設備配管」

という。） 

   (k) 残留熱除去系海水系配管（放出側） 

   (l) 非常用ディーゼル発電機海水配管（放出側） 

   (m) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水配管（放出側） 

    （以下(k)～(m)を区別不要の場合は「海水ポンプ室内設備付属配管

（放出側）」という。） 

【別添資料１（1.2.2 (2)：1-8～11）】 

 

(6) 設計飛来物の設定 

   東海第二発電所敷地全体を俯瞰した現地調査及び検討を行い，発電所構

内の資機材，車両等の設置状況を踏まえ，評価対象施設に衝突する可能性

のある飛来物を抽出する。 

   設計飛来物は，浮き上がりの有無，運動エネルギ及び貫通力を踏まえ，

「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（平成 25 年 6 月 19 日原規技発

13061911 号 原子力規制委員会決定）」を参照して鋼製材を設定する。 

   また，竜巻飛来物防護対策設備の防護ネットを通過し得る可能性があり，

鋼製材にて包含できないことから，砂利も設計飛来物とする。 

   第 1.7－1 表に東海第二発電所における設計飛来物を示す。 

   飛来物の発生防止対策については，現地調査により抽出した飛来物や持

ち込まれる資機材，車両等の寸法，質量及び形状から飛来の有無を判断し，

運動エネルギ及び貫通力を考慮して，衝突時に建屋等又は竜巻飛来物防護
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対策設備に与えるエネルギ又は貫通力が設計飛来物によるものより大きく，

竜巻防護施設を防護できない可能性があるものは固縛，固定又は竜巻防護

施設及び竜巻防護施設を内包する施設からの離隔を実施し，確実に飛来物

とならない運用とする。 

【別添資料１（3.3.1 (3)：1-50～59）】 

 

 (7) 荷重の組合せと許容限界 

  竜巻に対する防護設計を行うため，評価対象施設に作用する設計竜巻荷

重の算出，設計竜巻荷重の組合せの設定，設計竜巻荷重と組み合わせる荷

重の設定及び許容限界について以下に示す。 

  ａ．評価対象施設に作用する設計竜巻荷重 

    設計竜巻により評価対象施設に作用する荷重として「風圧力による荷

重（ＷＷ）」，「気圧差による荷重（ＷＰ）」及び「設計飛来物による

衝撃荷重（ＷＭ）」を以下に示すとおり算出する。 

   (a) 風圧力による荷重（ＷＷ） 

     設計竜巻の最大風速による荷重であり，「建築基準法施行令」（昭

和 25 年 11 月 16 日政令第 338 号），「日本建築学会 建築物荷重指

針・同解説」及び建設省告示 1454 号（平成 12 年 5 月 31 日）に準拠

して，次式のとおり算出する。 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

ここで， 

ＷＷ：風圧力による荷重 

ｑ ：設計用速度圧 

Ｇ ：ガスト影響係数（＝1.0） 

Ｃ ：風力係数（施設の形状や風圧力が作用する部位（屋根，壁等） 
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に応じて設定する。） 

Ａ ：施設の受圧面積 

ｑ＝（1/2）・ρ・ＶＤ
２ 

ここで， 

ρ ：空気密度 

ＶＤ：設計竜巻の最大風速 

     ただし，竜巻による最大風速は，一般的には水平方向の風速として

算定されるが，鉛直方向の風圧力に対してぜい弱と考えられる評価対

象施設が存在する場合には，鉛直方向の最大風速等に基づいて算出し

た鉛直方向の風圧力についても考慮した設計とする。 

   (b) 気圧差による荷重（ＷＰ） 

     外気と隔離されている区画の境界部が気圧差による圧力影響を受け

る設備及び竜巻防護施設を内包する施設の建屋壁，屋根等においては，

設計竜巻による気圧低下によって生じる評価対象施設の内外の気圧差

による圧力荷重が発生し，保守的に「閉じた施設」を想定し次式のと

おり算出する。 

     ＷＰ＝ΔＰｍａｘＡ 

ここで， 

ＷＰ  ：気圧差による荷重 

ΔＰｍaｘ：最大気圧低下量 

Ａ   ：施設の受圧面積 

   (c) 設計飛来物による衝撃荷重（ＷＭ） 

     飛来物の衝突方向及び衝突面積を考慮して設計飛来物が評価対象施

設に衝突した場合の影響が大きくなる向きで衝撃荷重を算出する。 

【別添資料１（3.3.1 ：1-49～59）】 
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  ｂ．設計竜巻荷重の組合せ 

    評価対象施設の設計に用いる設計竜巻荷重は，設計竜巻による風圧力

による荷重（ＷＷ），気圧差による荷重（ＷＰ）及び設計飛来物による

衝撃荷重（ＷＭ）を組み合わせた複合荷重とし，複合荷重ＷＴ１及び  

ＷＴ２は米国原子力規制委員会の基準類を参考として，以下のとおり設

定する。 

      ＷＴ１＝ＷＰ 

      ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5・ＷＰ＋ＷＭ 

    なお，評価対象施設にはＷＴ１及びＷＴ２の両荷重をそれぞれ作用させ

る。 

【別添資料１（3.3.1 ：1-59～60）】 

  ｃ．設計竜巻荷重と組み合わせる荷重の設定 

    設計竜巻荷重と組み合わせる荷重は，以下のとおり設定する。 

   (a) 評価対象施設に常時作用する荷重，運転時荷重 

     評価対象施設に作用する荷重として，自重等の常時作用する荷重，

内圧等の運転時荷重を適切に組み合わせる。 

   (b) 竜巻以外の自然現象による荷重 

     竜巻は，積乱雲及び積雲に伴って発生する現象であり（１），積乱雲

の発達時に竜巻と同時発生する可能性がある自然現象は，雷，雪，雹

及び大雨である。これらの自然現象の組合せにより発生する荷重は，

以下のとおり設計竜巻荷重に包絡されることから，設計竜巻荷重と組

み合わせる荷重として考慮しない。 

    ⅰ) 雷 

      竜巻と雷が同時に発生する場合においても，雷によるプラントへ

の影響は雷撃であるため，雷による荷重は発生しない。 
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    ⅱ) 雪 

      上昇流の竜巻本体周辺では，竜巻通過時に雪は降らない。また，

下降流の竜巻通過時は，竜巻通過前に積もった雪の大部分は竜巻の

風により吹き飛ばされ，雪による荷重は十分小さく設計竜巻荷重に

包絡される。 

    ⅲ) 雹 

      雹は積乱雲から降る直径 5mm 以上の氷の粒（２）であり，仮に直径

10cm 程度の大型の雹を想定した場合でも，その重量は約 0.5kg で

ある。竜巻と雹が同時に発生する場合においても，直径 10cm 程度

の雹の終端速度は 59m／s（３），運動エネルギは約 0.9kJ であり，

設計飛来物の運動エネルギと比べ十分に小さく，雹の衝突荷重は設

計竜巻荷重に包絡される。 

    ⅳ) 大雨 

      竜巻と大雨が同時に発生する場合においても，雨水により屋外施

設に荷重の影響を与えることはなく，また降雨による荷重は十分小

さいため，設計竜巻荷重に包絡される。 

   (c) 設計基準事故時荷重 

     竜巻防護施設は，設計竜巻によって安全機能を損なわない設計とす

るため，設計竜巻と設計基準事故は独立事象となる。 

     設計竜巻と設計基準事故が同時に発生する頻度は十分小さいことか

ら，設計基準事故時荷重と設計竜巻との組合せは考慮しない。 

     仮に，風速が低く発生頻度が高い竜巻と設計基準事故が同時に発

生する場合，評価対象施設のうち設計基準事故時荷重が生じ，竜巻

による風荷重等の影響を受ける屋外設備としては動的機器である残

留熱除去系海水系ポンプ等が考えられるが，設計基準事故時におい
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ても残留熱除去系海水系ポンプ等の圧力及び温度が変わらず，運転

時荷重が変化することはないため，設計基準事故により考慮すべき

荷重はなく，竜巻と設計基準事故時荷重の組合せは考慮しない。 

【別添資料１（3.3.2 ：1-60～61）】 

  ｄ．許容限界 

    建屋，構築物の設計において，設計飛来物の衝突による貫通及び裏面

剥離発生の有無の評価については，貫通及び裏面剥離が発生する部材厚

（貫通限界厚さ及び裏面剥離限界厚さ）と部材の最小厚さを比較するこ

とにより行う。さらに，設計荷重により，発生する変形又は応力が以下

の法令，規格，基準，指針類等に準拠し算定した許容限界を下回る設計

とする。 

・建築基準法 

・日本工業規格 

・日本建築学会及び土木学会等の基準，指針類 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987（日本電気協会） 

・原子力エネルギー協会（ＮＥＩ）の基準・指針類等 

    系統及び機器の設計において，設計飛来物の衝突による貫通の有無の

評価については，貫通が発生する部材厚（貫通限界厚さ）と部材の最小

厚さを比較することにより行う。設計飛来物が貫通することを考慮する

場合には，設計荷重に対して防護対策を考慮した上で，系統及び機器に

発生する応力が以下の規格，基準及び指針類に準拠し算定した許容応力

度等に基づく許容限界を下回る設計とする。 

・日本工業規格 

・日本機械学会の基準，指針類 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987（日本電気協会） 
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   等 

【別添資料１（3.4.1 ：1-62～63）】 

 (8) 評価対象施設の防護設計方針 

   評価対象施設の設計荷重に対する防護設計方針を以下に示す。 

  ａ．竜巻防護施設のうち，外殻となる施設による防護される施設（外気と

繋がっている施設を除く。） 

    竜巻防護施設のうち，外殻となる施設による防護される施設（外気と

繋がっている施設を除く。）は，建屋，構築物の外殻となる防護機能に

より設計荷重に対して影響を受けない設計とする。 

ただし，外殻となる施設（建屋，構築物）の防護機能が期待できない

場合には，「ｂ．外殻となる施設による防護機能が期待できない施設」

のとおりとする。 

  ｂ．竜巻防護施設のうち，外殻となる施設による防護機能が期待できない

施設 

    外殻となる施設（建屋，構築物）に内包される竜巻防護施設のうち，

外殻となる施設が設計竜巻の影響により健全性が確保されず，貫通又は

裏面剥離が発生し安全機能を損なう可能性がある場合には，施設の補強，

竜巻飛来物防護対策設備又は運用による竜巻防護対策を実施することに

より，安全機能を損なわない設計とする。 

  ｃ．竜巻防護施設のうち，屋内の施設で外気と繋がっている施設及び屋外

施設 

    外殻となる施設に内包され防護される竜巻防護施設のうち，外気と繋

がる施設は，設計荷重の影響を受けても，安全機能を損なわない設計と

する。 

    屋外の竜巻防護施設は，設計荷重による影響により安全機能を損なわ
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ない設計とする。安全機能を損なう場合には，防護ネット等の竜巻飛来

物防護対策設備又は運用による竜巻防護対策を実施することにより，安

全機能を損なわない設計とする。 

  ｄ．竜巻防護施設を内包する施設 

    竜巻防護施設を内包する施設は，設計荷重に対して，構造骨組の構造

健全性が維持されるとともに，屋根，壁，開口部（扉類）の破損により

内包される竜巻防護施設が安全機能を損なわない設計とする。また，設

計飛来物の衝突に対しては，貫通及び裏面剥離の発生により内包される

竜巻防護施設が安全機能を損なわない設計とする。 

  ｅ．竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

    竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設については，設計荷重に

よる影響を受ける場合においても，竜巻防護施設に影響を及ぼさないよ

う，設備又は運用よる竜巻防護対策を実施することにより，竜巻防護施

設の安全機能を損なわない設計とする。 

   以上の評価対象施設の防護設計を考慮して，設計竜巻から防護する施設

及び竜巻防護対策等を第 1.7－2 表に，竜巻防護施設に波及的影響を及ぼ

し得る施設及び竜巻防護対策等を第 1.7－3 表に，竜巻防護施設を内包す

る施設及び竜巻防護対策等を第 1.7－4 表に示す。 

【別添資料１（3.4.2 ：1-63～70）】 

 

(9) 竜巻防護施設を内包する施設の設計 

   竜巻防護施設を内包する施設の設計においては，設計荷重に対して，構

造骨組の構造健全性が維持されるとともに，屋根，壁及び開口部（扉類）

の破損により施設内の竜巻防護施設が安全機能を損なわない設計とする。

また，設計飛来物の衝突時においても，貫通及び裏面剥離の発生により施
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設内の竜巻防護施設が安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-65）】 

  ａ．原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

    原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋は，風圧力によ

る荷重，気圧差による荷重，設計飛来物の衝撃荷重及び常時作用する荷

重に対して，構造骨組の構造健全性が維持されるとともに，屋根，壁，

開口部（扉類）の破損により当該建屋内の竜巻防護施設が安全機能を損

なわない設計とする。また，設計飛来物の衝突時においても，貫通及び

裏面剥離の発生により，当該建屋内の竜巻防護施設が安全機能を損なわ

ない設計とする。 

    なお，原子炉建屋原子炉棟外壁のブローアウトパネルについては，設

計竜巻による気圧低下により開放する可能性があり，原子炉建屋原子炉

棟の放射性物質の閉じ込め機能を損なう可能性があるが，設計竜巻と設

計基準事故が同時に発生する頻度は十分小さいことから，安全上支障の

ない期間に補修が可能な設計とすることで，安全機能を損なわない設計

とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-65）】 

  ｂ．軽油貯蔵タンクタンク室 

    軽油貯蔵タンクタンク室は，地下埋設されていることを考慮すると，

風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重は作用しないことから，

気圧差による荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，構造健全性

が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-65）】 
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(10) 竜巻防護施設及び竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の設計 

   竜巻防護施設は，構造健全性を損なわないこと又は取替え，補修が可能

なことにより，安全機能を損なわない設計とする。また，竜巻防護施設に

波及的影響を及ぼし得る施設は，構造健全性を確保すること，設計上の要

求を維持すること又は安全上支障のない期間での修復等の対応により，竜

巻防護施設の安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 ：1-63～70）】 

  ａ．竜巻防護施設のうち，外殻となる施設による防護される施設（外気と

繋がっている施設を除く。） 

    外殻となる施設による防護される竜巻防護施設（外気と繋がっている

施設を除く。）は，原子炉建屋，タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建

屋，軽油貯蔵タンクタンク室に内包され，設計荷重から防護されること

によって，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-63）】 

  ｂ．竜巻防護施設のうち，外殻となる施設による防護機能が期待できない

施設 

    原子炉建屋付属棟については，設計飛来物の衝突により開口部建具等

を貫通することを考慮し，開口部建具付近の竜巻防護施設のうち，設計

飛来物の衝突により影響を受ける可能性がある中央制御室換気系ファン，

非常用電源盤が安全機能を損なわない設計とする。 

    原子炉建屋原子炉棟外壁のブローアウトパネルについては，設計竜巻

による気圧低下により開放されることを考慮し，ブローアウトパネル開

放部付近の竜巻防護施設のうち，設計飛来物の衝突により影響を受ける

可能性がある非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備，使用

済燃料プール及び燃料プール冷却浄化系真空破壊弁が安全機能を損なわ
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ない設計とする。 

    使用済燃料乾式貯蔵建屋は，設計飛来物の衝突に対し，建屋上部の開

口部に貫通が発生することを考慮し，使用済燃料乾式貯蔵建屋内部の竜

巻防護施設で，設計飛来物の衝突により影響を受ける可能性がある使用

済燃料乾式貯蔵容器が安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-67～68）】 

   (a) 中央制御室換気系ファン 

     中央制御室換気系ファンは，設計飛来物の衝突により，原子炉建屋

付属棟 4 階開口部建具に貫通が発生することを考慮し，壁面等の補強

等の竜巻防護対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，中

央制御室換気系ファンの構造健全性が維持され，安全機能を損なわな

い設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-67）】 

   (b) 非常用電源盤 

     非常用電源盤は，設計飛来物の衝突により，原子炉建屋付属棟１階

電気室扉に貫通が発生することを考慮し，電気室扉の取替等の竜巻防

護対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，非常用電源盤

の構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-67）】 

   (c) 非常用ガス処理系設備，非常用ガス再循環系設備 

     非常用ガス処理系設備，非常用ガス再循環系設備は，建屋に内包さ

れていることを考慮すると，風圧力による荷重及び気圧差荷重は作用

しない。また，原子炉建屋原子炉棟外壁のブローアウトパネルについ

ては，竜巻襲来による気圧低下により開放されることとなるが，竜巻

防護対策を行うことにより，衝撃荷重は作用しない。 
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以上より，非常用ガス処理系設備，非常用ガス再循環系設備には，

設計竜巻荷重は作用せず，構造健全性が維持され安全機能を損なわな

い。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-67）】 

   (d) 使用済燃料プール，燃料プール冷却浄化系真空破壊弁 

     使用済燃料プール，燃料プール冷却浄化系真空破壊弁は，建屋に内

包されていることを考慮すると，風圧力による荷重及び気圧差荷重は

作用しない。また，原子炉建屋原子炉棟外壁のブローアウトパネルに

ついては，竜巻襲来による気圧低下により開放されることとなるが，

竜巻防護対策を行うことにより，衝撃荷重は作用しない。 

以上より，使用済燃料プール，燃料プール冷却浄化系真空破壊弁に

は設計竜巻荷重が作用せず，構造健全性が維持され安全機能を損なわ

ない。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-68）】 

   (e) 使用済燃料乾式貯蔵容器 

     使用済燃料乾式貯蔵容器は，建屋に内包されていることを考慮する

と，風圧力による荷重及び気圧差荷重は作用しない。使用済燃料乾式

貯蔵建屋上部の開口部に貫通が発生することを考慮し，設計飛来物の

衝撃荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，構造健全性が維持

され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-68）】 

  ｃ．竜巻防護施設のうち，屋内の施設で外気と繋がっている施設及び屋外

施設 

   ＜屋内の施設で外気と繋がっている施設＞ 
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   (a) 中央制御室換気系隔離弁，ファン 

     中央制御室換気系隔離弁，ファンは，建屋に内包されていることを

考慮すると，風圧力による荷重は作用しない。さらに，中央制御室換

気系の取入口の建屋開口部を設計飛来物が貫通し，中央制御室換気系

隔離弁に衝突し安全機能を損なうことを考慮して，防護ネットの設置

等の竜巻防護対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，気

圧差による荷重，中央制御室換気系に常時作用する荷重に対して，構

造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (2)：1-66）】 

   (b) ディーゼル発電機室換気系ダクト 

     ディーゼル発電機室換気系ダクトは，建屋に内包されていることを

考慮すると，風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重は作用

しないことから，気圧差による荷重，ディーゼル発電機室換気系に常

時作用する荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (2)：1-66）】 

   (c) 原子炉建屋換気系隔離弁，ダクト 

     原子炉建屋換気系隔離弁，ダクトは，建屋に内包されていることを

考慮すると，風圧力による荷重は作用しない。さらに，原子炉建屋付

属棟 4 階開口部建具に貫通が発生することを考慮し，壁面等の補強等

の竜巻防護対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，気圧

差による荷重，原子炉建屋換気系に常時作用する荷重に対して，構造

健全性が維持され安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (2)：1-66）】 
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   ＜屋外施設＞ 

   (a) ディーゼル発電機吸気フィルタ 

     ディーゼル発電機吸気フィルタは，設計飛来物が衝突により貫通す

ることを考慮しても，閉塞することがなく，ディーゼル発電機の吸気

機能が維持される設計とする。さらに，風圧力による荷重，気圧差に

よる荷重及びディーゼル発電機吸気フィルタに常時作用する荷重に対

して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-63）】 

   (b) ディーゼル発電機室ルーフベントファン 

     ディーゼル発電機室ルーフベントファンは，設計飛来物の衝突によ

り貫通することを考慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を

行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気

圧差による荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-63）】 

   (c) 中央制御室換気系冷凍機 

     中央制御室換気系冷凍機は，設計飛来物の衝突により貫通すること

を考慮して，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を行うことによ

り，設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気圧差による荷

重及び中央制御室換気系冷凍機に常時作用する荷重に対して，構造健

全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-64）】 

   (d) 海水ポンプ室内設備 

     海水ポンプ室内設備は，設計飛来物の衝突により貫通することを考

慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を行うことにより，設
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計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気圧差による荷重及び

海水ポンプ室内設備に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維持

され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-64）】 

   (e) 非常用ガス処理系排気配管 

     非常用ガス処理系排気配管は，設計飛来物が衝突により貫通するこ

とを考慮しても，閉塞することはなく，非常用ガス処理系排気配管の

排気機能が維持される設計とする。さらに，非常用ガス処理系排気配

管は開かれた構造物であり気圧差荷重も作用しないことから，風圧力

による荷重及び非常用ガス処理系排気配管に常時作用する荷重に対し

て，構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-64）】 

   (f) 排気筒 

     排気筒は，設計飛来物の衝突により貫通することを考慮しても，閉

塞することはなく，排気筒の排気機能が維持される設計とする。さら

に，排気筒は開かれた構造物であり気圧差荷重は作用しないことから，

風圧力による荷重及び排気筒に常時作用する荷重に対して，構造健全

性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

     また，排気筒の支持機能に対しては，設計飛来物の衝突により部材

が損傷した場合においても構造健全性が維持され，安全機能を損なわ

ない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (1)：1-64～65）】 

  ｄ．竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

   (a) サービス建屋 

     サービス建屋は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来
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物による衝撃荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，倒壊によ

り竜巻防護施設を内包する施設へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-68）】 

   (b) 海水ポンプ室 

     海水ポンプ室は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来

物による衝撃荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，補強等を

行うことで，倒壊により竜巻防護施設へ波及的影響を及ぼさない設計

とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-69）】 

   (c) 鋼製防護壁 

     鋼製防護壁は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来物

による衝撃荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，倒壊により

竜巻防護施設へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-69）】 

   (d) 排気筒 

     排気筒は，竜巻防護施設として，構造健全性が維持され，安全機能

を損なわない設計としており，転倒により竜巻防護施設を内包する施

設へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (3)：1-69）】 

   (e) ディーゼル発電機排気消音器 

     ディーゼル発電機排気消音器は，設計飛来物の衝突により貫通する

ことを考慮しても，ディーゼル発電機排気消音器が閉塞することがな

く，ディーゼル発電機等の排気機能が維持される設計とする。さらに，

ディーゼル発電機排気消音器が風圧力による荷重，気圧差による荷重

及び自重等の常時作用する荷重に対して，構造健全性を維持し，安全
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機能を損なわない設計とする。 

以上より，ディーゼル発電機排気消音器が，竜巻防護施設であるデ

ィーゼル発電機等に機能的影響を及ぼさず，ディーゼル発電機等が安

全機能を損なうことのない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-69）】 

   (f) ディーゼル発電機付属設備配管 

     ディーゼル発電機付属設備配管は，設計飛来物の衝突により貫通す

ることを考慮しても，ディーゼル発電機付属設備配管が閉塞すること

がなく，ディーゼル発電機等の排気機能等が維持される設計とする。

さらに，ディーゼル発電機付属設備配管が風圧力による荷重，気圧差

による荷重及びディーゼル発電機付属設備配管に常時作用する荷重に

対して，構造健全性を維持し，安全機能を損なわない設計とする。 

以上より，ディーゼル発電機付属設備配管が，竜巻防護施設である

ディーゼル発電機等に機能的影響を及ぼさず，ディーゼル発電機等が

安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-69～70）】 

   (g) 海水ポンプ室内設備配管（放出側） 

     海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）は，設計飛来物の衝突によ

り貫通することを考慮しても，海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）

が閉塞することがなく，海水ポンプ室内設備の機能等が維持される設

計とする。さらに，海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）が風圧力

による荷重，気圧差による荷重及び海水ポンプ室内設備付属配管（放

出側）に常時作用する荷重に対して，構造健全性を維持し，安全機能

を損なわない設計とする。 

以上より，海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）が，竜巻防護施
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設である海水ポンプ室内設備に機能的影響を及ぼさず，海水ポンプ室

内設備が安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.4.2 (4)：1-70）】 

 

(11) 竜巻随伴事象に対する評価 

   竜巻随伴事象として，過去の竜巻被害事例及び東海第二発電所の施設の

配置から想定される事象とし，火災，溢水及び外部電源喪失を抽出し，事

象が発生する場合においても，竜巻防護施設の安全機能を損なわない設計

とする。 

【別添資料１（3.5：1-70～72）】 

  ａ．火災 

    竜巻随伴事象として，竜巻による飛来物が建屋開口部付近の発火性又

は引火性物質を内包する機器に衝突する場合，屋外の危険物タンク等に

飛来物が衝突する場合の火災が想定される。 

    建屋内については，設計飛来物が侵入する場合でも，建屋開口部付近

には，原子炉施設の安全機能を損なわせる可能性がある発火性又は引火

性物質を内包する機器は配置されておらず，また，竜巻防護施設を設置

している区画の開口部には防護ネット設置等の飛来物防護対策を行うこ

とを考慮すると飛来物が到達することはないことから，設計竜巻により

建屋内に火災が発生することはなく，建屋内の竜巻防護施設の安全機能

を損なうことはない。 

    建屋外については，発電所敷地内の屋外にある危険物タンクの火災が

ある。竜巻防護施設は外部火災影響評価対象施設に包含されることから，

外部火災評価における発電所敷地内の危険物タンクの火災影響評価と同

様であり，火災源と外部火災影響評価対象施設の位置関係を踏まえて火
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災の影響を評価した上で，外部火災影響評価対象施設が安全機能を損な

わない設計とすることを「1.9 外部火災防護に関する基本方針」に記

載する。 

    以上より，竜巻随伴事象としての火災に対して竜巻防護施設は安全機

能を損なわない。 

【別添資料１（3.5 (1)：1-71）】 

  ｂ．溢水 

    竜巻随伴事象として，竜巻による飛来物が建屋開口部付近の溢水源に

衝突する場合，屋外タンクに飛来物が衝突する場合の溢水が想定される。 

    竜巻防護施設を内包する建屋内については，設計飛来物が侵入する場

合でも，建屋開口部付近に飛来物が衝突し，原子炉施設の安全機能を損

なう可能性がある溢水源が配置されておらず，また，竜巻防護施設を設

置している区画の開口部には，原子炉施設の安全機能を損なう可能性が

ある溢水源が配置されておらず，防護ネット設置等の飛来物防護対策を

行うことを考慮すると，飛来物が到達することはないことから，設計竜

巻により建屋内に溢水が発生することはなく，建屋内の竜巻防護施設の

安全機能を損なうことはない。 

    建屋外については，設計竜巻による飛来物の衝突による屋外タンクの

破損に伴う溢水を想定されるが，「1.6 溢水に関する基本方針」にて，

地震時の屋外タンクの破損を想定し，地震起因の溢水が安全系機器に影

響を及ぼさない設計としており，竜巻随伴事象による屋外タンク等が損

傷して発生する溢水に対しては，上記に包絡されることから，竜巻防護

施設の安全機能維持に損なわない。 

    以上より，竜巻随伴事象としての溢水に対して竜巻防護施設は安全機

能を損なわない。 
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【別添資料１（3.5 (2)：1-71～72）】 

 

  ｃ．外部電源喪失 

    設計竜巻又は設計竜巻と同時に発生する雷又はダウンバースト等の影

響により外部電源喪失が発生する場合については，設計竜巻に対してデ

ィーゼル発電機の構造健全性を維持することにより，外部電源喪失の影

響がなく竜巻防護施設が安全機能を損なわない設計とする。 

【別添資料１（3.5 (3)：1-72）】 

 

1.7.2 手順等 

   竜巻に対する防護については，竜巻に対する影響評価を行い，安全施設

が安全機能を損なわないよう手順等を定める。 

 

 (1) 屋外の作業区画で飛散するおそれのある資機材，車両等については，飛

来時の運動エネルギ及び貫通力等を評価し，竜巻防護施設への影響の有無

を確認する。竜巻防護施設への影響を及ぼす資機材，車両等については，

固縛，固定，竜巻防護施設，竜巻防護施設を内包する施設及び竜巻飛来物

防護対策設備から離隔，頑健な建屋内収納又は撤去する。これら飛来物発

生防止対策について手順を定める。 

【別添資料１（3.3.1 (3)：1-54～57）】 

 

 (2) 竜巻の襲来が予想される場合及び竜巻襲来後において，竜巻防護施設を

防護するための操作・確認，補修等が必要となる事項について手順を定め

る。 
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第 1.7－1 表 東海第二発電所における設計飛来物 

 

 

 

 

 

 

 

【別添資料１（3.3.1 (3)：1-58）】 

 

飛来物の種類 砂利 鋼製材 

サイズ（m） 
長さ×幅×高さ 

0.04×0.04×0.04 

長さ×幅×高さ 

4.2×0.3×0.2 

質量（㎏） 0.18 135 

最大水平速度 

（m／s） 
62 51 

最大鉛直速度 

（m／s） 
42 34 
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(3) 適合性説明 

 

（外部からの衝撃による損傷の防止） 

第六条 安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除く。次項に

おいて同じ。）が発生した場合においても安全機能を損なわないもので

なければならない。 

２ 重要安全施設は，当該重要安全施設に大きな影響を及ぼすおそれがあ

ると想定される自然現象により当該重要安全施設に作用する衝撃及び設

計基準事故時に生ずる応力を適切に考慮したものでなければならい。 

３ 安全施設は，工場等内又はその周辺において想定される発電用原子炉

施設の安全性を損なわせる原因となるおそれがある事象であって人為に

よるもの（故意によるものを除く。）に対して安全機能を損なわないも

のでなければならない。 

 

適合のための設計方針 

１ について 

 (2)  竜 巻 

   安全施設は，最大風速 100m／s の竜巻による風圧力による荷重，気圧差

による荷重及び飛来物の衝撃荷重を組み合わせた荷重等に対して安全機能

を損なわないために，飛来物の発生防止対策及び竜巻防護対策を行う。 

 

  ａ．飛来物の発生防止対策 

    竜巻により発電所構内の資機材等が飛来物となり，竜巻防護施設が安

全機能を損なわないために，以下の対策を行う。 

   ・竜巻防護施設へ影響を及ぼす資機材及び車両については，固縛，固定，
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竜巻防護施設からの離隔，頑健な建屋内収納又は撤去する。 

  ｂ．竜巻防護対策 

    固縛等による飛来物の発生防止対策ができないものが飛来し，安全施

設が安全機能を損なわないように，以下の対策を行う。 

   ・竜巻防護施設を内包する施設及び竜巻飛来物防護対策設備により，竜

巻防護施設を防護し構造健全性を維持し安全機能を損なわない設計とす

る。 

   ・竜巻防護施設の構造健全性が維持できない場合には，代替設備の確保，

損傷した場合の取替え又は補修が可能な設計とすることにより安全機能

を損なわない設計とする。 

 

    ここで，竜巻は積乱雲や積雲に伴って発生する現象であり，積乱雲の

発達時に竜巻と同時発生する可能性のある自然現象は，雷，雪，雹及び

大雨である。これらの自然現象の組合せにより発生する荷重は，設計竜

巻荷重に包含されることから，各々の事象に対して安全施設の安全機能

を損なわない設計とする。 
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1.3 気象等 

 

8. 竜巻 

8.1 竜巻 

  竜巻影響評価は，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（平成 25 年 6 月

19 日原規技発 13061911 号 原子力規制委員会決定）」（以下「ガイド」と

いう。）に基づき実施する。 

  基準竜巻及び設計竜巻の設定は，竜巻検討地域の設定，基準竜巻の最大風

速の設定及び設計竜巻の最大風速の設定の流れで実施する。 

【別添資料１（2.1 ：1-14）】 

 

8.1.1 竜巻検討地域の設定 

  東海第二発電所が立地する地域と，気象条件の類似性の観点及び局所的な

地域性の観点で検討を行い，竜巻検討地域を設定する。 

(1) 気象総観場の分析 

   気象条件の類似性の観点では，気象総観場ごとの竜巻発生位置を整理し，

東海第二発電所と類似の地域を抽出する。竜巻発生要因の総観場は，気象

庁「竜巻等の突風データベース」（１）を基に，独立行政法人原子力安全基

盤機構が東京工芸大学に委託した研究「竜巻による原子力施設への影響に

関する調査研究」（２）を参考に，低気圧，台風，停滞前線，局所性降雨，

季節風，その他（高気圧等）の 6 つに分類する。なお，低気圧には，暖気

の移入，寒気の移入，停滞前線以外の前線を，停滞前線では梅雨前線を，

局所的降雨では雷雨を含めている。第 8.1－1 図に総観場ごとの竜巻発生

位置の分布を示す。 

   第 8.1－2 図の都道府県ごとの竜巻の発生要因別比率に示すとおり，低
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気圧起因の竜巻は全国一様に発生していること，一方，台風起因の竜巻は

日本海側には発生しておらず，主に太平洋側で発生していることが分かる。

また，停滞前線起因の竜巻は北海道を除く各地に発生していること，局所

性降雨は内陸部での竜巻発生も促すこと，季節風や高気圧起因とされる竜

巻の発生数は比較的少ないことが分かる。 

【別添資料１（2.2.1 ：1-15～17）】 

 

(2) 総観場の分析に基づく地域特性の確認 

   竜巻発生の地域性が見られる台風起因の発生領域から，太平洋側の宮城

県～沖縄県にかけての範囲を考慮する。東海第二発電所はこの範囲に立地

しており，太平洋側の宮城県～沖縄県を基本として，竜巻の発生頻度の観

点から総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１の検討を行う。 

東海第二発電所から半径 180km 圏内（10 万 km２圏）を含む太平洋側沿

岸の海岸線から海側陸側各 5km の範囲を対象として，単位面積当たりの発

生数の比較を第 8.1－3 図及び第 8.1－1 表に示す。なお，表の竜巻の個数

は各ケースの領域毎における発生した全ての竜巻の個数である。 

この結果，福島県から沖縄県にかけての範囲であるＴＡ１．６のケースの

単位面積当たりの発生数が最も大きくなるため，これを総観場の気象条件

に基づく竜巻検討地域ＴＡ１とする。 

【別添資料１（2.2.2 ：1-18～19）】 

 

(3) 過去の竜巻集中地域に基づく地域特性の確認 

   局地的な地域性の観点では，「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）

及び解説」（３）に，全国 19 箇所の竜巻集中地域が示されており，第 8.1

－4 図に示すとおり，東海第二発電所は，竜巻集中地域⑰に立地している。 
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竜巻集中地域⑰を第 8.1－1 表のＴＡ１．１とし，これを竜巻集中地域に

基づく竜巻検討地域ＴＡ２とする。 

【別添資料１（2.2.3 ：1-20）】 

 

(4) 竜巻検討地域 

   東海第二発電所に対する竜巻検討地域について，「総観場の分析に基づ

く地域特性の確認」，「過去の竜巻集中地域に基づく地域特性の確認」に

より地域特性を確認し，竜巻の個数及び単位面積当たりの発生数によって，

福島県から沖縄県にかけての太平洋沿岸の海岸線から陸側及び海側それぞ

れ 5km の範囲を竜巻検討地域に設定する。（面積約 57,000km２）。 

第 8.1－5 図に竜巻検討地域を示す。 

【別添資料１（2.2.4 ：1-21）】 

 

8.1.2 基準竜巻の最大風速の設定 

  基準竜巻の最大風速は，過去に発生した竜巻による最大風速（ⅤＢ１），

及び竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２）のうち，最も大

きな風速を設定する。 

(1) 過去に発生した竜巻による最大風速（ⅤＢ１） 

   過去に発生した竜巻による最大風速の設定に当たっては，竜巻検討地域

における過去最大竜巻はＦ３であり，Ｆスケールと風速の関係より風速は

70m／s～92m／s であることから，竜巻検討地域で過去に発生した最大竜

巻Ｆ3 の風速範囲の上限値 92m／s をⅤＢ１とする。 

   第 8.1－2 表に竜巻検討地域におけるＦ３スケール相当以上の竜巻の観

測記録を示す。 

【別添資料１（2.3.1 ：1-22）】 
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(2) 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２） 

   竜巻最大風速のハザード曲線は，ガイドに従い，既往の算定方法に基づ

き，具体的には「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）

を参照して，算定する。本評価は，竜巻データの分析，竜巻風速，被害幅

及び被害長さの確率密度分布の算定，相関係数の算定，並びにハザード曲

線の算定によって構成される。 

竜巻最大風速のハザード曲線の算定は，竜巻検討地域（海岸線から陸側

及び海側それぞれ 5km 全域の範囲）の評価及び竜巻検討地域を海岸線に沿

って 1km 範囲ごとに短冊状に細分化した場合の評価の２とおりで算定し，

そのうち大きな風速を設定する。 

【別添資料１（2.3 ：1-23～36）】 

 

  ａ．海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km 全域の評価 

    本評価では，竜巻検討地域外で発生して竜巻検討地域内に移動した陸

上発生竜巻も発生数にカウントする。被害幅及び被害長さは，それぞれ

被害全幅及び被害全長を用いる。 

【別添資料１（2.3.2 ：1-23）】 

 

  ｂ．竜巻の発生頻度の分析 

    気象庁「竜巻等の突風データベース」をもとに，1961 年～2012 年 6

月までの 51.5 年間の統計量をＦスケール別に算出する。なお，観測体

制の変遷による観測データ品質のばらつきを踏まえ，以下の(a)～(c)の

基本的な考え方に基づいて整理を行う。 

   (a) 被害が小さくて見過ごされやすいＦ０及びＦスケール不明竜巻に対

しては，観測体制が強化された 2007 年以降の年間発生数及び標準偏
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差を用いる。 

   (b) 被害が比較的軽微なＦ１竜巻に対しては，観測体制が整備された 

1991 年以降の年間発生数や標準偏差を用いる。 

   (c) 被害が比較的大きく見逃されることがないと考えられるＦ２及びＦ

３竜巻に対しては，観測記録が整備された 1961 年以降の全期間の年

間発生数や標準偏差を用いる。 

    また，Ｆスケール不明の竜巻については，以下の取扱いを行う。 

    陸上で発生した竜巻（以下「陸上竜巻」という。）及び海上で発生し

て陸上へ移動した竜巻については，被害があって初めてそのＦスケール

が推定されるため，陸上でのＦスケール不明の竜巻は，被害が少ないＦ

０竜巻とみなす。 

海上で発生し，その後上陸しなかった竜巻（以下「海上竜巻」とい

う。）については，その竜巻のスケールを推定することは困難であるこ

とから，「海岸線から海上 5km の範囲における海上竜巻の発生特性が，

海岸線から内陸 5km の範囲における陸上竜巻の発生特性と同様である。」

という仮定に基づいて各Ｆスケールに分類する。その結果，Ｆスケール

不明の海上竜巻の取扱いにより，第 8.1－3 表のとおり観測実績に対し

て保守性を高めた評価としている。 

【別添資料１（2.3.3 ：1-24～26）】 

 

  ｃ．年発生数の確率密度分布の設定 

    ハザード曲線の評価に当たって竜巻の発生がポアソン過程に従うと仮

定し，使用する竜巻年発生数の確率密度分布はポリヤ分布を採用する。 

    竜巻年発生数の確率分布の設定には，ポアソン分布とポリヤ分布が考

えられる。 
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    ポアソン分布は，生起確率が正確に分からないまれな現象の場合に有

用な分布である。一方，ポリヤ分布は，発生状況が必ずしも独立でない

まれな現象（ある事象が生ずるのはまれであるが，一旦ある現象が発生

するとその周囲にもその現象が生じやすくなる性質）の場合に有用な分

布である（例えば，伝染病の発生件数）。台風や前線により竜巻が発生

した場合，同時多発的に複数の竜巻が発生する状況が考えられるため，

ポリヤ分布の方が実現象をより反映できると考えられる。 

    また，国内を対象とした竜巻の年発生数の分布の適合性に関する検討

結果は，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（２）に示

されており，陸上及び海上竜巻の両方の発生数について，ポリヤ分布の

適合性がポアソン分布に比べて優れているとしている。 

    東海第二発電所の竜巻検討地域で発生した竜巻を対象に，発生数に関

するポアソン分布及びポリヤ分布の適合性を評価した結果，竜巻検討地

域においても，ポリヤ分布の適合性がポアソン分布に比べて優れている

ことを確認している。 

【別添資料１（2.3.3 ：1-27～28）】 

 

  ｄ．竜巻風速，被害幅及び被害長さの確率分布並びに相関係数 

    竜巻検討地域における 51.5 年間の竜巻の発生数，被害幅及び被害長

さを基に，確率密度分布についてはガイド及びガイドが参考としている

「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」を参照し，対数正

規分布に従うものとする。（第 8.1－6 図～第 8.1－8 図） 

    なお，疑似的な竜巻の作成に伴う被害幅又は被害長さの情報がない竜

巻には，被害幅又は被害長さを有する竜巻の観測値を与えている。その

際は，被害幅又は被害長さが大きいほうから優先的に用いることで，被
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害幅又は被害長さの平均値が大きくなるように工夫しているとともに，

被害幅又は被害長さ０のデータについて計算に用いておらず，保守的な

評価を行っている。 

    このように，前述のＦスケール不明の竜巻の取扱い等も含め，データ

については保守的な評価となる取扱いを行っている。 

    また，1961 年以降の観測データのみを用いて，竜巻風速，被害幅及

び被害長さについて相関係数を求める。（第 8.1－4 表） 

【別添資料１（2.3.4 ：1-29～31）】 

 

  ｅ．竜巻影響エリアの設定 

    竜巻影響エリアは，東海第二発電所の評価対象施設の面積及び設置位

置を考慮して，評価対象施設を包絡する円形のエリア（直径 300m，面

積約 7.1×10４m２）として設定する。（第 8.1－9 図） 

    なお，竜巻影響エリアを円形とするため，竜巻の移動方向には依存性

は生じない。 

【別添資料１（2.3.5 ：1-31～32）】 

 

  ｆ．ハザード曲線の算定 

    Ｔ年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速がⅤ０以上となる

確率を求め，ハザード曲線を求める。 

前述のとおり，竜巻の年発生数の確率密度分布としてポリヤ分布の適

合性が高い。ポリヤ分布は式（a）（４）で示される。 
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    ここで， 

       Ｎ：竜巻の年発生数 

       ν：竜巻の年平均発生数 

       Ｔ：年数 

 

    βは，分布パラメータであり式（b）で示される。 

 

 

    ここで， 

       σ：竜巻の年発生数の標準偏差 

 

    竜巻影響評価の対象となる構造物が風速Ⅴ０以上の竜巻に遭遇する事

象をＤと定義し，竜巻影響評価の対象構造物が１つの竜巻に遭遇し，そ

の竜巻の風速がⅤ０以上となる確率をＲ（Ⅴ０）としたとき，Ｔ年以内

にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速がⅤ０以上となる確率は式

（c）で示される。 

 

 

    このＲ（Ⅴ０）は，竜巻影響評価の対象地域の面積をＡ０（つまり竜

巻検討地域の面積約 57,000km２），1 つの竜巻の風速がⅤ０以上となる

面積をＤＡ（Ⅴ０）とすると式（d）で示される。 

 

 

    ここで，Ｅ［ＤＡ（Ⅴ０）］は，ＤＡ（Ⅴ０）の期待値を意味する。 
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    本評価では，以下のようにしてＤＡ（Ⅴ０）の期待値を算出し，  

式（d）によりＲ（Ⅴ０）を推定し，式（c）によりＰＶ０，Ｔ（Ｄ）を求め

る。風速をＶ，被害幅をｗ，被害長さをｌ，移動方向をαとし，   

ｆ（Ｖ，ｗ，ｌ）等の同時確率密度関数を用いると，ＤＡ（Ⅴ０）の期

待値は式（e）（５）で示される。 

00

00

)(),,()()(

),,()(),,()()]([

2

0 0
0

0

2

0 00
00

VV

VV

dVVfSddwdVwVfGVW

ddldVlVflHdldwdVlwVflVWVDAE

 

ここで，Ｈ（α）及びＧ（α）はそれぞれ，竜巻の被害長さ及び被害

幅方向に沿った面に評価対象構造物を投影した時の長さである。竜巻影

響エリアを円形で設定しているため，Ｈ（α）及びＧ（α）ともに竜巻

影響エリアの直径 300m で一定（竜巻の移動方向に依存しない）となる。

Ｓは竜巻影響エリアの面積（直径 300m の円の面積：約 7.1×10４m２）を

表わす。円の直径をＤ０とした場合の計算式は，式（f）で示される。 

 

 

 

 

 

 

また，風速の積分範囲の上限値はハザード曲線の形状が不自然になら

ない程度に大きな値として 120m／s に設定する。 

なお，Ｗ（Ⅴ０）は竜巻風速がⅤ０以上となる幅であり，式（g）（５）

（６）で示される。この式により，被害幅内の風速分布に応じて被害様相

(e)
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に分布がある（被害幅の端ほど風速が小さくなる）ことが考慮されてい

る。 

 

 

 

    ここで，係数の 1.6 について，既往の研究では，例えば 0.5 又は 1.0

などの値も提案されている。ガイドにて参照している Garson et al. 

（６）では，観測値が不十分であるため保守的に 1.6 を用いることが推奨

されており，本評価でも 1.6 を用いる。   

    Ｖｍⅰｎは，竜巻被害が発生する最小風速であり，Garson は Gale 

intensity velocity と呼ばれ，被害が発生し始める風速に位置づけら

れる（Gale とは非常に強い風の意）。Garson et al.（６）では，Ｖｍⅰｎ

は＝40mph≒18m／s（1mph≒1.61km／h）を提案している。米国の気象局

（National Weather Service）では，34～47 ノット（17.5～24.2m／s）

とされている。日本の気象庁では，気象通報にも用いられている風力階

級において，風力 8 が疾強風（gale，17.2～20.7m／s），風力 9 では大

強風（strong gale，20.8～24.4m／s）と分類されており風力 9 では

「屋根瓦が飛ぶ，人家に被害が出始める」とされている。 

    以上を参考とし，Ｖｍⅰｎ＝25m／s とした。この値は，Ｆ０（17～32 

m／ｓ）のほぼ中央値に相当する。 

    海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km 全域を対象に算定したハザード

曲線より，年超過確率 10－５における風速を求めると，73m／s となる。

（第 8.1－10 図） 

【別添資料１（2.3.6 ：1-33～35）】 
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  ｇ．1km 範囲に細分化した評価 

    1km 範囲ごとに細分化した評価は，1km 幅は変えずに順次ずらして移

動するケース（短冊ケース）を設定して評価する。評価の条件として，

被害幅及び被害長さは，それぞれ 1km 範囲内の被害幅及び被害長さを用

いている。上記評価条件に基づいて，海岸線から陸側及び海側それぞれ

5km 全域の評価と同様の方法でハザード曲線を算定する。 

これら算定したハザード曲線より，年超過確率 10－５における風速を

求めると，陸側 3～4km を対象とした場合の 80m／s が最大となる。（第

8.1－11 図） 

【別添資料１（2.3.6 ：1-35～36）】 

 

  ｈ．竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ＶＢ２） 

    海岸線から陸側及び海側それぞれ 5km 全域（竜巻検討地域）の評価と

1km 範囲ごとに細分化した評価を比較して，竜巻最大風速のハザード曲

線により設定する最大風速ＶＢ２は，ガイドを参考に年超過確率 10－５に

相当する風速とし，80m／s とする。（第 8.1－12 図） 

【別添資料１（2.3.7 ：1-36）】 

 

(3) 基準竜巻の最大風速の設定 

   過去に発生した竜巻による最大風速ＶＢ１＝92m／s 及び竜巻最大風速の

ハザード曲線による最大風速ＶＢ２＝80m／s より，東海第二発電所におけ

る基準竜巻の最大風速ＶＢは 92m／s とする。 

【別添資料１（2.3.9 ：1-40）】 
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8.1.3 設計竜巻の最大風速の設定 

  東海第二発電所が立地する地域の特性として，周辺の地形を考慮して，基

準竜巻の最大風速の割り増しを検討し，設計竜巻の最大風速を設定する。 

(1) 東海第二発電所周辺の地形 

   東海第二発電所敷地周辺の地形を第 8.5－1 図に示す。 

   竜巻のような回転する流れでは，角運動量保存則により「回転の中心か

らの距離」及び「周方向の回転速度」の積が一定になるという性質がある。

そのため，竜巻の渦が上り斜面を移動する時，基本的に渦は弱まり，下り

斜面を移動する時には強まる。 

東海第二発電所が立地する敷地周辺は，最大でも標高 40m 程度のなだら

かな地形であり，東海第二発電所周辺で発生する竜巻は，敷地周辺の地形

において，竜巻渦の旋回強度に影響を及ぼすと考えられるマイクロスケー

ル（数百 m）規模の起伏は認められないことから，地形効果による竜巻の

増幅の可能性は低いとする。 

【別添資料１（2.4.1 (2) ：1-42～43）】 

 

(2) 設計竜巻の最大風速ＶＤ 

   東海第二発電所では，地形効果による竜巻の増幅を考慮する必要はない

と考えるが，現状では竜巻の観測数等のデータが十分とまでは言い切れず不

確実性があることを考慮し，設計竜巻の最大風速ＶＤは，基準竜巻の最大風

速 92m／s を安全側に切り上げた 100m／s とする。 

【別添資料１（2.4.1 (3) ：1-43）】 
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8.1.4 設計竜巻の特性値の設定 

  設計竜巻の特性値は，設計竜巻の最大風速（ＶＤ）より米国ＮＲＣの基準

類（７）を参考として，以下に示す手法に基づき，第 8.1－5 表のとおり設定

する。 

 

 (1) 設計竜巻の移動速度（ＶＴ） 

   設計竜巻の移動速度（ＶＴ）は，ガイドに基づき，「竜巻による原子力

施設への影響に関する調査研究」による風速場モデルに依存しない日本の

竜巻の観測記録に基づいた竜巻移動速度（平均値）と最大風速との関係を

参照して設定されている以下の算定式を用いて，ＶＤからＶＴを算定する。 

 

ＶＴ＝0.15・ＶＤ 

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-44）】 

 

(2) 設計竜巻の最大接線風速（ＶＲｍ） 

   設計竜巻の最大接線風速（ＶＲｍ）は，ガイドに基づき，米国ＮＲＣの

基準類（７）を参考に設定されている風速場モデルに依存しない以下の式を用

いて算定する。 

 

ＶＲｍ＝ＶＤ－ＶＴ 

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-44）】 

  

(3) 設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Ｒｍ） 

   設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Ｒｍ）は，ガイドに基

づき，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」による日本の
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竜巻の観測記録を基に提案された風速場モデルに準拠して以下の値を用い

る。 

 

Ｒｍ＝30（m） 

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-44）】 

 

(4) 設計竜巻の最大気圧低下量（ΔＰｍａｘ） 

   設計竜巻の最大気圧低下量（ΔＰｍａｘ）は，ガイドに基づき，米国ＮＲ

Ｃの基準類（７）を参考に設定されているランキン渦モデルによる風速分布

に基づいた以下の式を用いて算定する。 

 

ΔＰｍａｘ＝ρ・ＶＲｍ
２ 

   ここで， 

       ρ：空気密度（1.22kg／m３） 

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-44）】 

 

(5) 設計竜巻の最大気圧低下率（（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ） 

   設計竜巻の最大気圧低下量（（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ）は，ガイドに基

づき，米国ＮＲＣの基準類（７）を参考に設定されているランキン渦モデ

ルによる風速分布に基づいた以下の式を用いて算定する。 

 

（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ＝（ＶＴ／Ｒｍ）・ΔＰｍａｘ 

【別添資料１（2.4.2 (1) ：1-44）】
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第 8.1－1 表 竜巻検討地域ＴＡ１の候補毎の竜巻の個数と 

単位面積当たり発生数 

 

 

 

 

 

 

 

【別添資料１（2.2.2 ：1-19）】 

 

第 8.1－2 表 竜巻検討地域内で過去（1961 年 1 月～2012 年 6 月） 

に発生したＦ３スケール相当以上の竜巻の観測記録 

発生日時 

発生場所 

Ｆスケール 

緯度 経度 都道府県 市町村 

1999 年 09 月 24 日 11 時 07 分 34 度 42 分 4 秒 137 度 23 分 5 秒 愛知県 豊橋市 Ｆ３ 

1990 年 02 月 19 日 15 時 15 分 31 度 15 分 38 秒 130 度 16 分 35 秒 鹿児島県 枕崎市 Ｆ２～Ｆ３ 

1978 年 02 月 28 日 21 時 20 分 35 度 32 分 1 秒 139 度 41 分 50 秒 神奈川県 川崎市 Ｆ２～Ｆ３ 

198 年 12 月 07 日 18 時 00 分 34 度 45 分 4 秒 137 度 22 分 46 秒 愛知県 豊橋市 Ｆ２～Ｆ３ 

1968 年 09 月 24 日 19 時 05 分 32 度 7 分 16 秒 131 度 32 分 8 秒 宮崎県 高鍋町 Ｆ２～Ｆ３ 

1967 年 10 月 28 日 03 時 12 分 35 度 42 分 3 秒 140 度 43 分 10 秒 千葉県 飯岡町 Ｆ２～Ｆ３ 

【別添資料１（2.3.1 ：1-22）】 

  

領域 
領域面積

(km２) 

51.5 年間に

領域内で発

生した個数

単位面積当たり

発生数 

（個／年／km２）

ＴＡ１．１ ① 福島県～神奈川県 7,900 40 0.98E-04 

ＴＡ１．２ ①～② 福島県～静岡県 15,700 68 0.84E-04 

ＴＡ１．３ ①～③ 福島県～和歌山県 23,400 104 0.86E-04 

ＴＡ１．４ ①～④ 福島県～高知県 28,600 138 0.94E-04 

ＴＡ１．５ ①～⑤ 福島県～鹿児島県 46,700 194 0.81E-04 

ＴＡ１．６ ①～⑥ 福島県～沖縄県 57,000 300 1.02E-04 

ＴＡ１．７ ①～⑦ 福島県～九州全県 79,700 337 0.82E-04 

ＴＡ１．８ ①～⑥,⑧ 宮城県～沖縄県 59,700 302 0.98E-04 
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第 8.1－3 表 竜巻発生数の分析結果 

 F3 F2 F1 F0 小計 陸上不明 海上不明 合計

過去 

に 

観測 

され 

た 

竜巻 

1961.1 

～2012.6 

51.5 年間

期間内個数 6 41 100 46 193 20 87 300

平均値（個/年） 0.12 0.80 1.94 0.89 3.75 0.39 1.8 5.83

標準偏差（個/

年） 

0.32 0.94 1.96 2.17 3,25 0.8 4.35 7.26

1991.1 

～2012.6 

21.5 年間

期間内個数 1 15 72 46 134 15 86 235

平均値（個/年） 0.05 0.70 3.35 2.14 6.23 0.70 4.00 10.93

標準偏差（個/

年） 

0.22 0.78 2.03 2.96 3.24 0.84 6.08 8.81

2007.1 

～2012.6 

5.5 年間

期間内個数 0 1 12 31 44 9 63 116

平均値（個/年） 0.00 0.18 2.18 5.64 8.00 1.64 11.45 21.09

標準偏差（個/

年） 

0.00 0.43 1.99 4.17 4.16 0.97 8.32 11.75

 

 F3 F2 F1 F0 計 

疑似

51.5

年間

の 

竜巻 

疑似 

51.5 年間 

(陸上竜

巻） 

期間内個数 6 41 173 376 596  

平均値（個/年） 0.12 0.80 3.36 7.30 11.57  

標準偏差（個/

年） 

0.32 0.94 2.03 4.74 5.25 

 

疑似 51.5

年間 

（全竜巻）

期間内個数 12 82 345 749 1188 

平均値（個/年） 0.23 1.59 6.70 14.54 23.07 

標準偏差（個/

年） 

0.46 1.33 2.87 6.8 7.42 

 

【別添資料１（2.3.2 ：1-25）】 

 

第 8.1－4 表 最大風速，被害幅及び被害長さの対数値の相関係数 

相関係数の値 最大風速 被害幅 被害長さ 

最大風速 1.000 0.381 0.452 

被害幅 － 1.000 0.381 

被害長さ － － 1.000 

【別添資料１（2.3.4 ：1-31）】 
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第 8.1－5 表 設計竜巻の特性値 

設計竜巻の 
最大風速 

ＶＤ 

（m／s） 

移動速度 
ＶＴ 

（m／s） 

最大接線 
風速 
ＶＲｍ 

（m／s） 

最大接線 
風速半径 

Ｒｍ 

（m） 

最大気圧 
低下量 
ΔＰｍａｘ 

（hPa） 

最大気圧 
低下率 

（ｄｐ/ｄｔ）ｍａｘ

（hPa／s） 

100 15 85 30 89 45 

【別添資料１（2.4.2 ：1-45）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－1 図 竜巻発生時の総観場の分布(1961 年 1 月～2012 年 6 月) 

【別添資料１（2.2.1 ：1-16）】 
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第 8.1－2 図 各都道府県での発生要因別比率 

【別添資料１（2.2.1 ：1-17）】 
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第 8.1－3 図 竜巻検討地域ＴＡ１の検討領域 

【別添資料１（2.2.2 ：1-19）】 
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第 8.1－4 図 竜巻の発生する地点と竜巻が集中する 19 の地域 

（「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）及び解説」より引用） 

【別添資料１（2.2.3 ：1-20）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

第8.1－5図 竜巻検討地域 

【別添資料１（2.2.4 ：1-21）】 

東海第二発電所が 

立地する竜巻集中地域

－：竜巻検討地域 

●：竜巻検討地域での 

竜巻発生箇所 
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第 8.1－6 図 最大風速の確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－7 図 被害幅の確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－8 図 被害長さの確率密度分布（左）と超過確率分布（右） 

【別添資料１（2.3.4 ：1-30）】 
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第 8.1－9 図 竜巻影響エリア 

【別添資料１（2.3.5 ：1-32）】 

計算上の取扱い

は，商業機密又は核物質防護上の観点から公開できません。

300m

Ｃ１ Ｃ２Ｃ３ 
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第 8.1－10 図 竜巻最大風速のハザード曲線（海側，陸側 5km 範囲） 

【別添資料１（2.3.6 ：1-35）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 8.1－11 図 竜巻検討地域を 1km 幅毎に細分化した場合のハザード曲線 

【別添資料１（2.3.6 ：1-36）】 
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第 8.1－12 図 竜巻最大風速のハザード曲線 

【別添資料１（2.3.9 ：1-40）】 
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第 8.1－13 図 東海第二発電所を中心とした東西 3km×南北 3km の地形 

（国土地理院 5m メッシュ標高データに加筆） 

【別添資料１（2.4.1 ：1-43）】 
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1.4 気象等 
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6 条(竜巻)-1-1 

1. 竜巻に対する防護 

1.1 概要 

  原子力規制委員会の定める「実用発電用原子炉及びその附属施設の位置，

構造及び設備の基準に関する規則」第六条において，外部からの衝撃による

損傷の防止として，「安全施設は，想定される自然現象（地震及び津波を除

く。）が発生した場合においても安全機能を損なわないものでなければなら

ない」としており，敷地周辺の自然環境を基に想定される自然現象の一つと

して，竜巻の影響を挙げている。 

  発電用原子炉施設の供用期間中に極めてまれに発生する突風，強風を引き

起こす自然現象としての竜巻及びその随伴事象等によって発電用原子炉施設

の安全性を損なわない設計であることを評価するため，「原子力発電所の竜

巻影響評価ガイド（平成 25 年 6 月 19 日 原子力規制委員会決定，平成 26

年 9 月 17 日改正）」（以下「竜巻影響評価ガイド」※という）を参照し，以

下の竜巻影響評価について実施し，安全機能が維持されることを確認する。 

 (1) 設計竜巻及び設計荷重（設計竜巻荷重及びその他の組合せ荷重）の設定 

 (2) 東海第二発電所における飛来物に係る調査 

 (3) 飛来物発生防止対策 

 (4) 考慮すべき設計荷重に対する竜巻防護施設の構造健全性等の評価を行い，

必要に応じ対策を行うことで安全機能が維持されることの確認 

 

※：「原子力発電所の竜巻影響評価ガイド（案）及び解説」を含む。（特に

区別する必要がある場合は，以下「ガイド（案）及び解説」という） 
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6 条(竜巻)-1-2 

1.2 評価の基本方針 

1.2.1 竜巻から防護する施設の抽出【添付資料 1】 

竜巻から防護する施設（以下「竜巻防護施設」という。）は，安全施設が

竜巻の影響を受ける場合においても原子炉施設の安全性を確保するために，

「発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針」のク

ラス１，２及び３の設計を要求される構築物，系統及び機器とする。 

ただし，クラス３に属する施設については，竜巻及びその随伴事象による

損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，安全上支障の

ない期間に修復すること等の対応が可能な設計とすることで，安全機能を損

なわない設計とすることから，以降「竜巻防護施設」という場合は，クラス

１及び２に属する施設を指すものとする。 

 

1.2.2 竜巻影響評価の対象施設 

以下の(1)及び(2)に示す施設を竜巻影響評価の対象施設（以下「評価対象

施設」という。）とする。 

評価対象施設の抽出フローを第 1.2.2－1 図に示す。 

なお，｢基準地震動及び耐震設計方針に係る審査ガイド｣の重要度分類にお

ける耐震Ｓクラスの設計を要求される施設についても，評価対象施設として

抽出すべきものがないことを確認した。【添付資料 2】 
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6 条(竜巻)-1-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.2－1 図 評価対象施設の抽出フロー 

 

 (1) 竜巻防護施設 

   竜巻防護施設のうち，評価対象施設として，屋外施設（竜巻防護施設を

内包する施設を含む），屋内の施設で外気と繋がっている施設及び外殻と

なる施設（建屋，構築物）による防護機能が期待できない施設を抽出する。 

   なお，外殻となる施設による防護機能が期待できない施設については，

竜巻防護施設を内包する施設の構造健全性の確認結果を踏まえ抽出する。

発電所内の構築物，系統及び機器 

第 1.2.2－4 図 

構造健全性 

の確認 

竜巻防護施設を

内包する 

建屋，構築物 

左記以外の 

建屋，構築物 
屋外施設 

外殻 

となる施設の 

防護機能を期待 

できない配置 

 

評価対象施設 

その他の施設 

（クラス１，２以外の施設）

竜巻防護施設 

（クラス１，２施設） 

YES 

建屋，構築物 

に内包される 

施設 

評価対象施設 評価対象外

NO 

建屋，構築物 

評価対象施設

外気と 

繋がっている 

施設 

YES 

NO 

YES 

評価対象外

NO 

竜巻防護施設 

に波及的影響を 

及ぼし得る施設 

・機械的影響 

・機能的影響 

 

第 1.2.2－2 図 
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6 条(竜巻)-1-4 

防護機能を期待できることが確認できた施設（の区画）に内包される竜巻

防護施設については，当該外殻施設により防護されることから，個別評価

は実施しない。 

   第 1.2.2－2 図に，竜巻防護施設のうち評価対象施設の抽出フロー及び抽

出された評価対象施設を示す。 

   また，第 1.2.2－2 図において抽出した評価対象施設のうち，屋外施設の

配置を第 1.2.2－3 図に示す。 

  ａ．屋外施設（竜巻防護施設を内包する施設を含む） 

   (a) 非常用ディーゼル発電機吸気フィルタ 

   (b) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機吸気フィルタ 

     (以下(a)(b)を区別不要の場合は，「ディーゼル発電機吸気フィルタ」

という。) 

   (c) 非常用ディーゼル発電機室ルーフベントファン 

   (d) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機室ルーフベントファン 

     (以下(c)(d)を区別不要の場合は，「ディーゼル発電機室ルーフベン

トファン」という。) 

   (e) 中央制御室換気系冷凍機（配管，弁含む） 

     (以下(e)を「中央制御室換気系冷凍機」という。) 

   (f) 残留熱除去系海水系ポンプ（配管，弁含む） 

   (g) 残留熱除去系海水系ストレーナ  

   (h) 非常用ディーゼル発電機海水ポンプ（配管，弁含む） 

   (i) 非常用ディーゼル発電機海水ストレーナ 

   (j) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水ポンプ（配管，弁含む） 

   (k) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水ストレーナ 

     (以下(f)～(k)を区別不要の場合は，「海水ポンプ室内設備」という。) 
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6 条(竜巻)-1-5 

   (l) 非常用ガス処理系排気配管 

   (m) 排気筒 

  ＜以下，竜巻防護施設を内包する施設＞ 

   (n) 原子炉建屋（原子炉圧力容器，原子炉再循環ポンプ等を内包） 

   (o) タービン建屋（気体廃棄物処理系隔離弁等を内包） 

   (p) 使用済燃料乾式貯蔵建屋（使用済燃料乾式貯蔵容器を内包） 

   (q) 軽油貯蔵タンクタンク室（軽油貯蔵タンクを内包） 

  ｂ．屋内の施設で外気と繋がっている施設 

   (a) 中央制御室換気系隔離弁，ファン（ダクト含む） 

   (b) 非常用ディーゼル発電機室換気系ダクト 

   (c) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機室換気系ダクト 

     (以下(b)(c)を区別不要の場合は，「ディーゼル発電機室換気系ダク

ト」という。) 

   (d) 原子炉建屋換気系隔離弁，ダクト 

  ｃ．外殻となる施設（建屋，構築物）による防護機能が期待できない施設 

   (a) 中央制御室換気系ファン（空気調和器含む） 

   (b) 中央制御室換気系フィルタユニット 

     (以下(a)(b)を区別不要の場合は，「中央制御室換気系ファン」とい

う。) 

   (c) 非常用電源盤（原子炉建屋附属棟 1 階電気室） 

   (d) 非常用ガス処理系設備及び非常用ガス再循環系設備 

   (e) 使用済燃料プール 

   (f) 燃料プール冷却浄化系真空破壊弁 

   (g) 使用済燃料乾式貯蔵容器 
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6 条(竜巻)-1-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

第 1.2.2－2 図 竜巻防護施設のうち評価対象施設の抽出フロー 

 

NO 

竜巻防護施設 

（安全重要度クラス１，２施設） 

(a)中央制御室換気系隔離弁，

 ファン，ダクト 

(b)非常用ディーゼル発電機

室換気系ダクト 

(c)高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機室換気系ダ

クト 

(d)原子炉建屋換気系隔離弁，

ダクト 

 

(a)中央制御室換気系ファン 

（空気調和器含む） 

(b)中央制御室換気系フィルタ 

ユニット 

(c)非常用電源盤（電気室） 

(d)非常用ガス処理系設備 

非常用ガス再循環系設備 

(e)使用済燃料プール 

(f)燃料プール冷却浄化系 

真空破壊弁 

(g)使用済燃料乾式貯蔵容器 

  

 

＜評価対象外＞ 

・原子炉圧力容器 

・原子炉再循環ポンプ  

          他 

(a)非常用ディーゼル発電機 

吸気フィルタ 

(b)高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機吸気フィルタ 

(c)非常用ディーゼル発電機室 

ルーフベントファン 

(d)高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機室ルーフベントファン 

(e)中央制御室換気系冷凍機 

（配管，弁含む） 

(f)残留熱除去系海水系ポンプ 

（配管，弁含む） 

(g)残留熱除去系海水系ストレーナ 

(h)非常用ディーゼル発電機 

海水ポンプ（配管，弁含む） 

(i)非常用ディーゼル発電機 

海水ストレーナ 

(j)高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機海水ポンプ 

（配管，弁含む） 

(k)高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

  発電機海水ストレーナ 

(l)非常用ガス処理系排気配管 

(m)排気筒 

＜以下，竜巻防護施設を内包する 

施設＞ 

(n)原子炉建屋 

(o)タービン建屋 

(p)使用済燃料乾式貯蔵建屋 

(q)軽油貯蔵タンクタンク室 

 

YES YES 

NO NO 
屋外施設 

(竜巻防護施設を内包 

する施設含む) 

外殻となる施設 

（建屋，構築物）による 

防護機能が期待でき 

ない施設(※) 

屋内の施設で 

外気と繋がっている 

施設 

［評価対象施設］ 

※ 

竜巻防護施設を内包する(外殻となる)施設の開口部， 

建具などの防護機能を期待できない区画に配置される 

竜巻防護施設を抽出 

YES 
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6 条(竜巻)-1-7 
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6 条(竜巻)-1-8 

 (2) 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設【添付資料 3】 

   竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設として評価対象施設となる

施設は，発電所構内の構築物，系統及び機器のうち，倒壊により竜巻防護

施設を機能喪失させる（機械的影響）可能性があるもの，及び屋外に設置

される竜巻防護施設の附属設備のうち，気圧差等による損傷により竜巻防

護施設を機能喪失させる（機能的影響）可能性があるものとする。 

   第 1.2.2－4 図に，竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出フ

ロー及び抽出された施設を示す。 

   また，第 1.2.2－4 図において抽出した竜巻防護施設に波及的影響を及ぼ

し得る施設の配置図を，第 1.2.2－5 図に示す。 

  ａ．機械的影響 

   (a) サービス建屋 

   (b) 海水ポンプ室 

   (c) 鋼製防護壁 

   (d) 排気筒 

  ｂ．機能的影響 

   (a) 非常用ディーゼル発電機排気消音器 

   (b) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気消音器 

     (以下(a)(b)を区別不要の場合は，「ディーゼル発電機排気消音器」

という。) 

   (c) 非常用ディーゼル発電機排気配管 

   (d) 非常用ディーゼル発電機燃料デイタンクベント管 

   (e) 非常用ディーゼル発電機機関ベント管 

   (f) 非常用ディーゼル発電機潤滑油サンプタンクベント管 

   (g) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気配管 
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6 条(竜巻)-1-9 

   (h) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機燃料デイタンクベント管 

   (i) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機機関ベント管 

   (j) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機潤滑油サンプタンクベント管 

     (以下(c)～(j)を区別不要の場合は，「ディーゼル発電機附属設備配

管」という。) 

   (k) 残留熱除去系海水系配管（放出側） 

   (l) 非常用ディーゼル発電機海水配管（放出側） 

   (m) 高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水配管（放出側） 

     (以下(k)～(m)を区別不要の場合は，「海水ポンプ室内設備附属配管

（放出側）」という。) 
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6 条(竜巻)-1-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.2－4 図 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出フロー 

 

評価 

対象外

(a)サービス建屋 

(b)海水ポンプ室 

(c)鋼製防護壁 

(d)排気筒 

(a)非常用ディーゼル発電機排気消音器 

(b)高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

排気消音器 

(c)非常用ディーゼル発電機排気配管 

(d)非常用ディーゼル発電機燃料 

デイタンクベント管 

(e)非常用ディーゼル発電機機関ベント管 

(f)非常用ディーゼル発電機潤滑油 

サンプタンクベント管 

(g)高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

排気配管 

(h)高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

燃料デイタンクベント管 

(i)高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

機関ベント管 

(j)高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

潤滑油サンプタンクベント管 

(k)残留熱除去系海水系配管（放出側） 

(l)非常用ディーゼル発電機海水配管（放出側） 

(m)高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

海水配管（放出側） 

［評価対象施設］ 

YESYES 

NO NO

機械的影響 機能的影響

屋外に設置されている 

竜巻防護施設の附属設備か 

倒壊により竜巻防護施設 

(含:竜巻防護施設を内包する施設) 

を機能喪失させる可能性 

があるか 

発電所構内の構築物，系統及び機器 
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6 条(竜巻)-1-11 
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6 条(竜巻)-1-12 

1.2.3 評価の基本的な考え方 

1.2.3.1 評価方法 

  基準竜巻，設計竜巻及び設計荷重を適切に設定するとともに，評価対象施

設を抽出し，考慮すべき設計荷重に対する評価対象施設の構造健全性につい

て評価を行い，必要に応じ対策を行うことで安全機能が維持されていること

を確認する。 

  竜巻影響評価の基本フローを第 1.2.3.1－1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1.2.3.1－1 図 竜巻影響評価の基本フロー 

 

1.2.3.2 評価対象施設に作用する荷重 

  以下に示す設計荷重を適切に設定する。 

 (1) 設計竜巻荷重 

   設計竜巻荷重を以下に示す。 

OK 

NG
安全機能維持 

竜巻防護施設の抽出 

評価対象施設の抽出 

基準竜巻，設計竜巻の設定 

終了 

対策 
竜巻防護施設に波及的影響

を及ぼし得る施設の抽出 

竜巻影響評価 

設計荷重の設定 

 

施設の構造健全性の確認 

（安全機能の維持の確認） 

・設計荷重による構造健全性評価 

・波及的影響による機能維持評価 
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6 条(竜巻)-1-13 

  ａ．風圧力による荷重 

    設計竜巻の最大風速による風圧力による荷重 

  ｂ．気圧差による荷重 

    設計竜巻における気圧低下によって生じる評価対象施設内外の気圧差

による荷重 

  ｃ．設計飛来物の衝撃荷重 

    設計竜巻によって評価対象施設に衝突し得る飛来物（設計飛来物）が

評価対象施設に衝突する際の衝撃荷重 

 (2) 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重 

   設計竜巻荷重と組み合わせる荷重を以下に示す。 

  ａ．評価対象施設に常時作用する荷重，運転時荷重等 

  ｂ．竜巻以外の自然現象による荷重，設計基準事故時荷重等 

    なお，上記(2)ｂ．の荷重については，竜巻以外の自然現象及び事故の

発生頻度等を参照して，上記(2)ａ．の荷重と組み合わせることの適切性

や設定する荷重の大きさ等を判断する。 

    具体的な荷重については，「3.3.2 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重

の設定」に示す。 

 

1.2.3.3 施設の安全性の確認方針 

  設計竜巻荷重及びその他組合せ荷重（常時作用している荷重，竜巻以外の

自然現象による荷重，設計基準事故時荷重等）を適切に組み合わせた設計荷

重に対して，評価対象施設，あるいはその特定の区画の構造健全性等の確認

を行い，必要に応じて対策を行うことで安全機能が維持されることを確認す

る。 
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6 条(竜巻)-1-14 

2. 基準竜巻・設計竜巻の設定 

2.1 概要 

基準竜巻及び設計竜巻の設定フローを，第 2.1－1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.1－1 図 基準竜巻及び設計竜巻の設定フロー 

 

2.2 竜巻検討地域の設定【添付資料 4】 

竜巻検討地域は，東海第二発電所が立地する地域及び竜巻発生の観点から，

「総観場の分析に基づく竜巻検討地域ＴＡ１の検討」及び「過去の竜巻集中

地域に基づく竜巻検討地域ＴＡ２の検討」により「竜巻検討地域ＴＡ」を設

定する。竜巻検討地域の設定フローを第 2.2－1 図に示す。 

  

竜巻検討地域の設定 

（東海第二発電所が立地する地域及び竜巻発生の観点から東海第二発電所

が立地する地域と気象条件が類似の地域を基に設定） 

基準竜巻の最大風速（ＶＢ）の設定 

（竜巻検討地域における竜巻の発生頻度や最大風速の年超過確率等を参

照し，最大風速を設定） 

設計竜巻の最大風速（ＶＤ）の設定 

（サイト特性等を考慮して必要に応じてＶＢの割増し等を行い最大風速を

設定） 

設計竜巻の特性値の設定 

（ＶＤ等に基づいて移動速度，気圧低下量等の特性値を設定） 
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第 2.2－1 図 竜巻検討地域の設定フロー 

 

2.2.1 気象総観場の分析 

竜巻発生要因の総観場を 6 種類（低気圧，台風，停滞前線，局所性降雨，

季節風，その他（高気圧等））に分類し，竜巻発生位置をこの気象要因毎に色

分けした分布を，第 2.2.1－1 図に示す。 

また，各都道府県での要因別発生比率を第 2.2.1－2 図に示す。 

その結果，低気圧起因の竜巻は全国一様に発生していることが分かる。一

方台風起因の竜巻は日本海側には発生しておらず，主に太平洋側で発生して

いることが分かる。また，停滞前線起因の竜巻は北海道を除く各地に発生し

ていること，局所性降雨は内陸部での竜巻発生も促すこと，季節風や高気圧

起因とされる竜巻の発生数は比較的少ないことが分かる。 

  

〔Ⅰ〕気象総観場の分析 

気象総観場毎の竜巻発生場所を整理し，

竜巻発生の観点から，東海第二発電所と

類似の地域を抽出 

〔Ⅲ〕竜巻集中地域に基づく竜巻検討地域ＴＡ２

の設定 

東海第二発電所は「ガイド（案）及び解

説」に記載の集中地域の1つに立地する

ため，竜巻集中地域に基づく竜巻検討地

域ＴＡ２を設定する。 

〔Ⅳ〕竜巻検討地域ＴＡの設定 

〔Ⅱ〕〔Ⅲ〕に基づき，竜巻の発生頻度を勘案し，竜巻検討地域ＴＡを設定する。 

【気象条件の類似性の観点】 【局所的な地域性の観点】 

〔Ⅱ〕総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域

ＴＡ１の設定 

抽出した地域を対象に，竜巻の発生頻度

を分析し，総観場の気象条件に基づく竜

巻検討地域ＴＡ１を設定する。 
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第 2.2.1－1 図 竜巻発生時の総観場の分布(1961 年 1 月～2012 年 6 月) 
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第 2.2.1－2 図 各都道府県での発生要因比率 
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太平洋岸東 岩手県

宮城県

福島県

茨城県

千葉県

東京都

神奈川県

関東平野 栃木県

群馬県

埼玉県

太平洋岸南 静岡県

愛知県

三重県

和歌山県

徳島県

高知県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

九州北西 熊本県

長崎県

佐賀県

福岡県

大分県

瀬戸内海 山口県

愛媛県

香川県

大阪府

岡山県

広島県

日本海側 島根県

鳥取県

兵庫県

京都府

福井県

石川県

富山県

新潟県

山形県

秋田県

青森県

北海道 西：宗谷～檜山

南：日高～渡島

東：網走～十勝

内陸 山梨県

長野県

岐阜県

滋賀県

奈良県

低気圧 停滞前線 局所性降雨

季節風 その他（高気圧等） 台風

92



6 条(竜巻)-1-18 

2.2.2 総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１の設定 

竜巻発生の地域性が見られる台風起因の発生領域から，太平洋側の宮城県

～沖縄県にかけての範囲を考慮する。東海第二発電所はこの範囲に立地して

おり，太平洋側の宮城県～沖縄県を基本として，竜巻の発生頻度の観点から

総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１の検討を行う。 

東海第二発電所から半径 180km 圏内（10 万 km２圏）を含む太平洋側沿岸の

海岸線から海側陸側各 5km の範囲を対象として，竜巻検討地域ＴＡ１の候補

の領域 8 ケース及び竜巻の個数と単位面積当たりの発生数の比較を    

第 2.2.2－1 図及び第 2.2.2－1 表に示す。なお，表の竜巻の個数は各ケース

の領域ごとにおける発生した全ての竜巻の個数である。 

この結果，ＴＡ１．６のケースの単位面積当たりの発生数が最も大きくなる

ため，これを総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１とする。 
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6 条(竜巻)-1-19 

 

第 2.2.2－1 図 竜巻検討地域ＴＡ１の検討領域 

 

第 2.2.2－1 表 竜巻検討地域ＴＡ１の候補毎の竜巻の個数と 

単位面積当たり発生数 

 

 

 

 

 

 

 

① 

② 

③ 
④ 

⑤ 

⑥ 

⑦ 

⑧ 

領域 
領域面積

(km２) 

51.5 年間に

領域内で発

生した個数

単位面積当たり

発生数 

（個／年／km２）

ＴＡ１．１ ① 福島県～神奈川県 7,900 40 0.98E-04 

ＴＡ１．２ ①～② 福島県～静岡県 15,700 68 0.84E-04 

ＴＡ１．３ ①～③ 福島県～和歌山県 23,400 104 0.86E-04 

ＴＡ１．４ ①～④ 福島県～高知県 28,600 138 0.94E-04 

ＴＡ１．５ ①～⑤ 福島県～鹿児島県 46,700 194 0.81E-04 

ＴＡ１．６ ①～⑥ 福島県～沖縄県 57,000 300 1.02E-04 

ＴＡ１．７ ①～⑦ 福島県～九州全県 79,700 337 0.82E-04 

ＴＡ１．８ ①～⑥,⑧ 宮城県～沖縄県 59,700 302 0.98E-04 
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2.2.3 竜巻集中地域に基づく竜巻検討地域ＴＡ２の設定 

東海第二発電所は，第 2.2.3－1 図に示す「ガイド（案）及び解説」（1）の

竜巻が集中する 19 の地域のうち竜巻集中地域⑰に立地している。 

竜巻集中地域⑰を前述のＴＡ１．１とみなし，これを竜巻集中地域に基づく

竜巻検討地域ＴＡ２とする。 

 

第 2.2.3－1 図 竜巻の発生する地点と竜巻が集中する 19 の地域 

（「ガイド（案）及び解説」より引用） 

東海第二発電所が 

立地する竜巻集中地域
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2.2.4 竜巻検討地域ＴＡの設定 

総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１及び竜巻集中地域に基づく

竜巻検討地域ＴＡ２における，竜巻の個数及び単位面積当たりの発生数を第

2.2.4－1 表に示す。これより，竜巻の個数及び単位面積当たりの発生数の大

きさから，ＴＡ１を竜巻検討地域ＴＡに設定する（面積約 57,000km２）。 

竜巻検討地域ＴＡを第 2.2.4－1 図に示す。 

 

第 2.2.4－1 表 竜巻検討地域内で発生が確認された竜巻の個数と 

単位面積当たり発生数 

 

領域面積 

（km２） 

51.5 年間に

領域内で発

生した個数 

単位面積当たり発生数 

（個／年／km２） 

総観場の気象条件に基づく竜

巻検討地域ＴＡ１ 
57,000 300 1.02×10－４ 

竜巻集中地域に基づく竜巻検

討地域ＴＡ２ 
7,900 40 0.98×10－４ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.2.4－1 図 竜巻検討地域ＴＡ  

－：竜巻検討地域 

●：竜巻検討地域での 

竜巻発生箇所 
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2.3 基準竜巻の最大風速（ⅤＢ）の設定 

基準竜巻の最大風速は，過去に発生した竜巻による最大風速（ⅤＢ１），及

び竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２）のうち，大きな風速

を設定する。 

 

2.3.1 過去に発生した竜巻による最大風速（ⅤＢ１） 

気象庁の「竜巻等の突風データベース」（２）に基づき，竜巻検討地域内で過

去（1961 年 1 月～2012 年 6 月）に発生した竜巻のうち最大であるＦ３スケー

ル相当以上の竜巻を第 2.3.1－1 表に示す。Ｆ３スケールにおける風速は 70m

／s～92m／sであることから，過去に発生した竜巻による最大風速ⅤＢ１を 92m

／s とする。 

 

第 2.3.1－1 表 竜巻検討地域内で過去（1961 年 1 月～2012 年 6 月）に 

発生したＦ３スケール相当以上の竜巻の観測記録（２） 

発生日時 

発生場所 

Ｆスケール 

緯度 経度 都道府県 市町村 

1999 年 09 月 24 日 11 時 07 分 34 度 42 分 4 秒 137 度 23 分 5 秒 愛知県 豊橋市 Ｆ３ 

1990 年 02 月 19 日 15 時 15 分 31 度 15 分 38 秒 130 度 16 分 35 秒 鹿児島県 枕崎市 Ｆ２～Ｆ３ 

1978 年 02 月 28 日 21 時 20 分 35 度 32 分 1 秒 139 度 41 分 50 秒 神奈川県 川崎市 Ｆ２～Ｆ３ 

1969 年 12 月 07 日 18 時 00 分 34 度 45 分 4 秒 137 度 22 分 46 秒 愛知県 豊橋市 Ｆ２～Ｆ３ 

1968 年 09 月 24 日 19 時 05 分 32 度 7 分 16 秒 131 度 32 分 8 秒 宮崎県 高鍋町 Ｆ２～Ｆ３ 

1967 年 10 月 28 日 03 時 12 分 35 度 42 分 3 秒 140 度 43 分 10 秒 千葉県 飯岡町 Ｆ２～Ｆ３ 
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2.3.2 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２）【添付資料 5】 

竜巻最大風速のハザード曲線は，「竜巻影響評価ガイド」に従い，具体的

には，独立行政法人原子力安全基盤機構が東京工芸大学に委託した研究「竜

巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（３）を参照して算定する。

算定フローを第 2.3.2－1 図に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.2－1 図 ハザード曲線の算定フロー 

 

竜巻最大風速のハザード曲線は，竜巻検討地域全域（海岸線から海側及び

陸側それぞれ 5km 全域（以下「10km 幅」という。）），及び竜巻検討地域を

海岸線に沿って 1km 範囲ごとに細分化したケースを作成し，これらの年超過

確率 10－５の風速のうち，最も大きなものをⅤＢ２として設定する。 

  

気象庁 
「竜巻等の突風データベース」 

竜巻の発生頻度の分析（竜巻の年発生数確率密度分布） 
（観測体制を考慮したＦスケールごとのデータ観測期間，Ｆスケール不明の取扱い）

竜巻最大風速確率密度分布
ｆ（Ⅴ） 

竜巻被害幅確率密度分布 
ｆ（ｗ） 

竜巻被害長さ確率密度分布 
ｆ（ｌ） 

Ⅴ，ｗ，ｌの相関係数 

被害面積の期待値 
Ｅ［ＤＡ（Ｖ０）］ 

竜巻検討地域の面積 

Ａ０ 
１つの竜巻により被害を受けた場合に竜巻風速がＶ０を超える確率 

Ｒ（Ｖ０）＝Ｅ［ＤＡ（Ｖ０）］／Ａ０ 

いずれかの竜巻により被害を受けた場合に竜巻風速がＶ０を超える確率 
ＰⅤ０,Ｔ（Ｄ） 

竜巻影響エリアの面積
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2.3.3 発生頻度の分析 

竜巻の発生数の分析結果を第 2.3.3－1 表に示す。竜巻検討地域において

1961 年 1 月～2012 年 6 月までの 51.5 年間に 300 個の竜巻が観測されたこと

に対し，1188 個の竜巻が発生したと推定した。 

竜巻についての過去の観測データは少なく，また，観測年代によって精度

が異なる。そこで，下記のとおり観測データの補正を行い，年発生数の確率

分布に供する統計データを推定した。 

(1) Ｆ０及びＦスケール不明の竜巻については，観測体制が強化される以前

は見過ごされた可能性が大きいことから，観測体制が強化された 2007 年

以降の統計量を基にする。 

(2) Ｆ１の竜巻については，1991 年以降の年間発生数がそれ以前の 30 年間

の発生数を明らかに上回ることから，1991 年以降の統計量を基にする。 

(3) Ｆ２以上の竜巻については，見逃されることが少なかったとして，1961

年以降の全期間の統計量を基にする。 

(4) Ｆスケール不明の海上で発生し，上陸せず消滅した竜巻（以下「海上竜

巻」という。）については，その竜巻のスケールを推定することは困難で

あることから，「海岸線から海上 5km の範囲における海上竜巻の発生特性

が，海岸線から内陸 5km の範囲における陸上竜巻の発生特性と同様である」

という仮定に基づいて，陸上竜巻（上陸竜巻含む）のＦスケール別発生比

率で按分し，各Ｆスケールで発生した竜巻に加える。【添付資料 5 別紙 1】

なお，Ｆスケール不明の陸上竜巻（上陸竜巻含む）は，痕跡等が残らない

ほど小さかったとし，Ｆ０相当の竜巻であったとする。 

また，竜巻検討地域内の竜巻の発生個数の評価は，発生地点と消滅地点

を結ぶ線分が当該地域に掛かるか否かで判断する。 
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さらに，竜巻が上陸したか否かは，観測データの詳細情報を基本として，

発生地点座標と消滅地点座標を結ぶ線分が，陸地境界内に掛かるか否かも

加えて判定する。 

 

第 2.3.3－1 表 竜巻発生数の分析結果 

 

  
F3 F2 F1 F0 小計 

陸上

不明

海上

不明
合計

過去

に 

観測 

され

た 

竜巻 

1961.1～2012.6

51.5 年間 

期間内個数 6 41 100 46 193 20 87 300

平均値（個/年） 0.12 0.80 1.94 0.89 3.75 0.39 1.69 5.83

標準偏差（個/年） 0.32 0.94 1.96 2.17 3.25 0.69 4.35 7.26

1991.1～2012.6

21.5 年間 

期間内個数 1 15 72 46 134 15 86 235

平均値（個/年） 0.05 0.70 3.35 2.14 6.23 0.70 4.00 10.93

標準偏差（個/年） 0.22 0.78 2.03 2.96 3.24 0.84 6.08 8.81

2007.1～2012.6

5.5 年間 

期間内個数 0 1 12 31 44 9 63 116

平均値（個/年） 0.00 0.18 2.18 5.64 8.00 1.64 11.45 21.09

標準偏差（個/年） 0.00 0.43 1.99 4.17 4.16 0.97 8.32 11.75

 

 F3 F2 F1 F0 計 

疑似

51.5 

年間

の 

竜巻 

疑似 51.5 年間

（陸上竜巻） 

期間内個数 6 41 173 376 596 

平均値（個/年） 0.12 0.80 3.36 7.30 11.57 

標準偏差（個/年） 0.32 0.94 2.03 4.74 5.25 

疑似 51.5 年間

（全竜巻） 

期間内個数 12 82 345 749 1,188 

平均値（個/年） 0.23 1.59 6.70 14.54 23.07 

標準偏差（個/年） 0.46 1.33 2.87 6.69 7.42 

 

また，上記の取扱いのうち(1)～(3)に関する各期間に観測された竜巻及び

作成された 51.5 年間の疑似竜巻についての竜巻強度分布※を第 2.3.3－1 図

に示す。 

※：縦軸に竜巻の発生率，横軸に風速の 2 乗をとってグラフにしたもので，竜巻等

突風の発生状況の実態把握や調査体制，スケールの改善に広く利用される

（Brooks et al. 2001：Feuerstein et al. 2005）。 

突風の知覚漏れがなく，かつ理想的な突風の強さのスケールを用いると，縦軸に

対数をとった場合に直線状になる（Dotzek et al. 2005）。 

 

 

100



6 条(竜巻)-1-26 

(1)～(3)の扱いにおいて用いたデータは図中で丸囲みしたものであり，理

想的な分布とされる直線状態にあるもののみを用いている。また，(4)の扱い

も加えて作成された疑似竜巻についても，理想的な直線状の強度分布になっ

ていることから，(1)～(4)の手法は妥当であったと考えられる。 

 

 

第 2.3.3－1 図 疑似竜巻作成に採用したデータ及び疑似竜巻の強度分布 

 

竜巻の年発生数の確率密度分布の設定に当たっては，竜巻は気象事象の中

でも極めてまれに発生する事象であり，発生数の変動（標準偏差）が大きい

ことから，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」の成果を参考

とし，第 2.3.3－2 図に示すポリヤ分布とした。 

  

「◆」を採用 

：疑似竜巻作成に 

用いたデータ 

F0 F1 F2 F3
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（参考）ポリヤ分布の適用について 

 ・「竜巻影響評価ガイド」にて，ⅤＢ２算定の参考になるとされている「竜

巻による原子力施設への影響に関する調査研究」（３）によれば，Wen&Chu

が，竜巻に遭遇しかつ竜巻風速がある値以上となる確率モデルの推定

法を提案し，竜巻の発生がポアソン過程に従うと仮定した場合，竜巻

の年発生数の確率密度分布はポアソン分布もしくはポリヤ分布に従う

としている。 

 ・ポアソン分布は，生起確率が正確に分からないがまれな現象の場合に

有用な分布である。一方，ポリヤ分布は，発生状況が必ずしも独立で

はないまれな現象（ある現象が生ずるのはまれであるが，一旦ある現

象が発生するとその周囲にもその現象が生じやすくなる性質）の場合

に有用な分布である（例えば伝染病の発生件数など）。台風及び前線に

より竜巻が発生した場合，同時多発的に複数の竜巻が発生する状況が

考えられるため，ポリヤ分布の方が実現象をより反映できると考えら

れる。 

 ・なお，国内を対象とした竜巻の年発生数の分布の適合性に関する検討

結果は，上述の「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」

に示されており，陸上竜巻及び海上竜巻の両方の発生数について，ポ

リヤ分布の適合性がポアソン分布に比べて優れているとしている。 

 ・東海第二発電所の竜巻検討地域で発生した竜巻を対象に，発生数に関

するポアソン分布及びポリヤ分布の適合性を検討した。その結果，竜

巻検討地域においても，ポリヤ分布の適合性がポアソン分布に比べて

優れていることを確認した。（第 2.3.3－3 図） 

・ 以上より，ハザード曲線の評価に当たって使用する竜巻年発生数の確

率密度分布は，ポリヤ分布を採用した。 
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第 2.3.3－2 図 竜巻の年発生数の確率密度分布（ポリヤ分布） 

 

 

第 2.3.3－3 図 竜巻検討地域における竜巻の年発生数の推定値と 

      ポリヤ分布、ポアソン分布の累積頻度の比較 
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2.3.4 竜巻風速，被害幅及び被害長さの確率密度分布並びに相関係数 

発生数，被害幅及び被害長さについて，観測されたデータを基に，前記で

評価した疑似 51.5 年間の発生数に対応するようにサンプリングし，統計量を

算定した。統計量を第 2.3.4－1 表に示す。 

その結果を基に，最大風速，被害幅及び被害長さは対数正規分布に従うも

のとして求めた確率密度分布を，第 2.3.4－1 図～第 2.3.4－6 図に示す。 

また，疑似的な竜巻の作成に伴う被害幅又は被害長さの情報がない竜巻に

は，被害幅又は被害長さを有する竜巻の観測値を与えている。その際は，被

害幅又は被害長さが大きいほうから優先的に用いることで，被害幅又は被害

長さの平均値が大きくなるように工夫しているとともに，被害幅又は被害長

さが 0 のデータについては，計算に用いておらず，保守的な評価を行ってい

る。 

このように，前述のＦスケール不明の竜巻の取扱い等を含め，データにつ

いては保守的な評価となる取扱いを行っている。 

 

第 2.3.4－1 表 発生数，被害幅及び被害長さの統計量 

F3 F2 F1 F0 計 

疑似 
51.5 年間 

発生数 

期間内個数 12 82 345 749 1188

平均値（個/年） 0.23 1.59 6.70 14.54 23.07

標準偏差（個/年） 0.46 1.33 2.87 6.69 7.42

被害幅 

期間内個数 12 82 345 749 1188

平均値（m） 525 250 124 56 94

標準偏差（m） 706 408 187 45 179

被害長さ 

期間内個数 12 82 345 749 1188

平均値（km） 14 5.63 2.43 1.18 1.98

標準偏差（km） 14 4.94 3.03 0.97 3.10
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第2.3.4－1図 最大風速の確率密度分布 第2.3.4－2図 最大風速の超過確率 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.4－3 図 被害幅の確率密度分布   第 2.3.4－4 図 被害幅の超過確率 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2.3.4－5図 被害長さの確率密度分布 第2.3.4－6図 被害長さの超過確率 

 

相関係数は，竜巻の最大風速，被害幅及び被害長さのうち，少なくとも 2
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変量の比較が行える観測データを基に評価した。相関係数を第 2.3.4－2 表に

示す。 

 

第 2.3.4－2 表 最大風速，被害幅及び被害長さの対数値の相関係数 

相関係数の値 最大風速 被害幅 被害長さ 

最大風速 1.000 0.381 0.452 

被害幅 － 1.000 0.381 

被害長さ － － 1.000 

 

2.3.5 竜巻影響エリアの設定 

東海第二発電所の構築物，系統及び機器のうち，竜巻防護施設を包絡する

円形領域を竜巻影響エリアとして設定した。竜巻影響エリアを第 2.3.5－1

図に示す。 

なお，竜巻影響エリアは，原子炉建屋周辺，海水ポンプ室及び使用済燃料

乾式貯蔵建屋が離れているため，それぞれをまず直径 188m，直径 44m 及び直

径 60m の円形領域に包絡させ，さらにこれらの領域を包絡させた直径 300m

の円形領域（面積 約 71,000m２）として設定した。 

また，竜巻影響エリアを円形とするため，ハザード計算において竜巻の移

動方向に対する依存性は生じない。 
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第 2.3.5－1 図 竜巻影響エリア 

300m 

直径 300m 
面積 約 71,000m２

Ｃ１ Ｃ２ Ｃ３ 

計算上の取扱い
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2.3.6 ハザード曲線の算定 

T年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速が 0V 以上となる確率を

算定する。竜巻の年発生数の確率密度分布としてポリヤ分布の適合性が高い。

ポリヤ分布は次式で示される。【添付資料 5 別紙 2】 

 

 

ここで，  ：竜巻の年発生数 

      ：竜巻の年平均発生数 

      ：年数 

 は分布パラメータであり次式で示される。 

 

 

ここで， ：竜巻の年発生数の標準偏差 

 

D を評価対象構造物が風速 0V 以上の竜巻に遭遇する事象とし，ある竜巻が

評価対象構造物を襲い，その竜巻の風速が 0V 以上となる確率を )( 0VR とする

と，竜巻影響評価の対象構造物が，T年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，か

つ竜巻風速が 0V 以上となる確率 TVP ,0
を算定する。 

 

 

この )( 0VR は，竜巻影響評価の対象地域の面積を 0A （竜巻検討地域の面積

約 57,000km２），1 つの竜巻の風速が 0V 以上となる面積を )( 0VDA とすると

次式で示される。 
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ここで， )]([ 0VDAE は )( 0VDA の期待値を意味し，次式で算出する。 

 

 

 

 

ここで， 

      ：単位面積当たりの年被災率 

      ：期待値を意味する。 

      ：１つの竜巻の風速が 0V 以上となる面積 

      ：竜巻検討地域の面積 

      ：風速 

      ：被害幅 

      ：被害長さ 

      ：確率密度分布 

      ：竜巻影響エリアの直径 

      ：竜巻影響エリアの面積 

      ：被害幅のうち風速が 0V を超える部分の幅 

 

 

      ：被害域幅 内の最小竜巻風速 

 

竜巻検討地域全域（10km 幅）でのハザード曲線を第 2.3.6－1 図に示す。

年超過確率 10－５に相当する風速は 73m／s である。 
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第 2.3.6－1 図 竜巻検討地域全域（10km 幅）でのハザード曲線 

 

竜巻検討地域を1km幅毎に細分化した場合の評価条件及び先の10㎞幅での

ケースも重ねたハザード曲線を，それぞれ第 2.3.6－1 表及び第 2.3.6－2 図

に示す。なお，海側 1km 以遠の海上竜巻については全てＦスケール不明であ

るため，ハザード曲線の算定は不可能である。 

年超過確率 10－５にて最も大きな風速を与える陸側 3－4km の場合，80m／s

であった。 

 

第 2.3.6－1 表 1km 幅ごとに細分化した場合の評価条件 

発生数 発生地点と消滅地点を結ぶ直線が 1km 幅の領域に掛かる場合カウント 

被害幅 カウントした竜巻の被害幅 

被害長さ カウントした竜巻が，1km 幅の領域に掛かる長さ 
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第 2.3.6－2 図 1km 幅ごとに細分化した場合のハザード曲線 

（10 ㎞幅でのハザード曲線も合わせて記載） 

 

2.3.7 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２） 

竜巻検討地域全域（10km 幅）及び 1km 幅ごとのハザード曲線において，年

超過確率 10－５での風速の最大値は 80m／s であり，これを最大風速ⅤＢ２とす

る。 

ハザード曲線による最大風速評価結果を，第 2.3.7－1 表に示す。 

 

第 2.3.7－1 表 ハザード曲線による最大風速評価結果 

ハザード曲線の算定範囲 年超過確率 10－５での最大風速 

竜巻検討地域全域（10km 幅） 73m／s 

1km 幅ごとの最大 80m／s（陸側 3－4km） 
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2.3.8 竜巻ハザードの不確かさの検討 

竜巻検討地域は竜巻についての過去観測データは少なく，統計処理として

必ずしも十分ではない可能性も考えられることから，竜巻ハザードの不確か

さ要素について，以下の検討を実施した。 

(1) 確率分布形選択に伴う不確実さ（認識論的不確実さ） 

確率分布形選択に伴うパラメータ不確実さ 

(2) データ量が少ないことに伴う不確実さ（認識論的不確実さ） 

データ収集期間が 51.5 年間分であることから，地震等と比較するとデ

ータ量が少ないことに伴うパラメータ不確実さ 

(3) データの不確実さ 

今後データ収集が進み，疑似データ同様のデータが収集されたとした場

合でも残る，データそのものの不確実さ 

 

(1) 確率分布形選択に伴う不確実さ 

竜巻ハザードの不確かさについて，確率分布形の選択による不確実さを

表した第 2.3.8－1 図のハザード曲線によれば，標準ケースと Jackknife

推定値では，ほぼ曲線が重なり合っていることがわかる。また，標準ケー

スと Jackknife 推定値＋1σにおいても，有意な差は認められない。 

 

(2) データ量が少ないことに伴う不確実さ 

データ量が少ないことに伴う不確実さとして，竜巻検討地域で，Ｆ３竜

巻が 1 つ見落とされていたと仮定した場合のハザードへの影響を検討した。 

これを基にハザードを推定したところ，第 2.3.8－2 図の示すとおりであ

り，年超過確率 10―５に相当する風速は 76m／s となり，標準ケースと比較

しても，ハザード曲線による最大風速への有意な差は認められない。 
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第 2.3.8－1 図 標準ケースと Jackknife 推定値ケース， 

        Jackknife 推定値＋1σケースのハザード算定結果の比較 

 

第 2.3.8－2 図 標準ケースとＦ３竜巻発生を仮定した場合の 

ハザード算定結果の比較 

 

 

Jackknife 推定値＋1σ 

Jackknife 推定値（バイアス補正値） 

標準ケース 
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(3) データの不確実さ 

データの不確かさとして，疑似データを考慮した場合，Ｆスケールの小

さな竜巻の割合が多くなるため，3 種類の竜巻のパラメータ（最大風速，

被害幅及び被害長さ）が全て判明している 161 個の竜巻（以下「3 特性値

揃竜巻」という。）データのみを用いて同様の検討を実施し，その結果を第

2.3.8―3 図に示す。疑似データを考慮した標準ケースと比較すると，

Jackknife 推定幅は大きくなっているが，有意な差は認められない。 

 

第 2.3.8－3 図 標準ケース（疑似データ有）とバイアス補正無と Jackknife

推定値（バイアス補正値），Jackknife 推定値＋１σのハザー

ド算定結果の比較 

 

以上のことから，竜巻ハザードに関する不確かさ要素の影響は小さく，

ハザードへの影響はほとんどないことから，データの高い安定性を確認し

た。 
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2.3.9 基準竜巻の最大風速（ⅤＢ） 

以上をもとに，基準竜巻の最大風速ⅤＢはⅤＢ１とⅤＢ２のうち大きな風速と

することから，東海第二発電所における基準竜巻の最大風速ⅤＢは，第 2.3.9

－1 表に示すとおり，92m／s となる。 

ⅤＢの年超過確率は，第 2.3.9－1 図に示すとおり，4.1×10－６となる。 

 

第 2.3.9－1 表 基準竜巻の最大風速 

過去最大竜巻による 

最大風速 

ⅤＢ１（m／s） 

ハザード曲線による 

最大風速 

ⅤＢ２（m／s） 

基準竜巻の 

最大風速 

ⅤＢ（m／s） 

92 80 92 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.3.9－1 図 基準竜巻の最大風速のハザード曲線 

 

2.3.10 竜巻データの更新に関する対応 

 (1) 評価時点以降のデータ更新分について 

上記の基準竜巻の検討には，検討実施時点での最新であった 1961 年 1 月～

2012 年 6 月までの竜巻データベースを用いているが，その後，気象庁により

継続的にデータベースが更新されている※１。本状況においても，以下の理由

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130

超過確率

（/年）

風速（m/s）

92m／s 

4.1×10－６／年 
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より，最新データを参照した場合でも基準竜巻の最大風速は上記の評価結果

を上回るものではなく，現時点での見直しは不要と判断している。 

・2012 年 6 月以降，現時点でのＶＢ１の風速 92m／s を超える竜巻※２が報

告されていない。 

・2012 年 6 月以降，竜巻検討地域で観測された竜巻はＦ０もしくはＦ１

相当のものがほとんどであり，竜巻強度の分布はハザードを下げる方

向に変化していると考えられるため，現時点でのＶＢ２が更新されるこ

とはない。 

※1：2017 年 3 月末時点で，2016 年 3 月までのデータ及び 2016 年 4 月以降の速報

データが掲載されている。 

 

 (2) 将来の気候変動について 

将来的な気候変動として予測される地球温暖化により竜巻の規模や発生数

が増加する可能性も否定できない。 

しかしながら，将来的な気候変動を完全に予測することは難しいため，最

新のデータ，知見をもって気候変動の影響に注視し，竜巻検討地域や基準竜

巻の最大風速は，必要に応じ見直しを実施していくものとする。 

  

116



6 条(竜巻)-1-42 

2.4 設計竜巻の設定 

2.4.1 設計竜巻の最大風速（ⅤＤ）の設定 

(1) 地形効果による竜巻風速への影響【添付資料 6】 

地形効果が竜巻強度に及ぼす影響に関する知見として，地形の起伏によ

る影響について既往の研究において示されている。 

竜巻のような回転する流れでは，角運動量保存則により「回転の中心か

らの距離」及び「周方向の回転速度」の積が一定になるという性質がある。

そのため，第 2.4.1－1 図に示すとおり竜巻の渦が上り斜面を移動する時

（渦 1 から渦 2 へ移動する場合），基本的に渦は弱まり，下り斜面を移動す

る時には強まると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

第 2.4.1－1 図竜巻旋回流の地形影響に関する模式図 

 

(2) 東海第二発電所敷地周辺における地形と竜巻風速への影響 

東海第二発電所敷地周辺の地形を第 2.4.1－2 図に示す。敷地周辺は，最

大でも標高 40 m 程度のなだらかな地形であり，竜巻渦の旋回強度に影響を

及ぼすと考えられるマイクロスケール（数百 m）規模の起伏は認められな

いことから，地形効果による竜巻の増幅の可能性は低いと判断した。 

なお，今後も地形増幅に関する新たな知見や情報（観測記録等も含む）の

渦 1 

渦 2 
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収集に取組み，必要な事項については適切に対応する。 

 

 

第 2.4.1－2 図 東海第二発電所を中心とした東西 3km×南北 3km の地形標高 

（国土地理院 5m メッシュ標高データに加筆） 

 

(3) 設計竜巻の最大風速（ⅤＤ） 

設計竜巻の最大風速ⅤＤの設定においては，上述のとおり，東海第二発

電所敷地周辺の地形効果の影響による竜巻の増幅を考慮する必要はないも

のと判断するが，現状では竜巻の観測数等のデータが十分とまでは言い切

れず不確実性があることを考慮し，設計竜巻の最大風速ＶＤは，基準竜巻

の最大風速 92m／s を安全側に切り上げた 100m／s とする。 

  

東海第二発電所 
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2.4.2 設計竜巻の特性値 

設計竜巻の特性値は，原則として十分な信頼性を有した観測記録等に基づ

いて設定する必要があるが，現状では設定に足る十分な信頼性を有した観測

記録等が無いため，「竜巻影響評価ガイド」に示される方法に基づき，下記

の5項目に従い設定する。その結果を第2.4.2－1表に示す。 

 

(1) 設計竜巻の移動速度（ＶＴ） 

ＶＴ＝0.15・ＶＤ 

ＶＤ（m／s）：設計竜巻の最大風速 

(2) 設計竜巻の最大接線風速（ＶＲｍ） 

ＶＲｍ＝ＶＤ－ＶＴ 

ＶＤ（m／s）：設計竜巻の最大風速 

ＶＴ（m／s）：設計竜巻の移動速度 

(3) 設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径（Ｒｍ） 

Ｒｍ＝30（m） 

(4) 設計竜巻の最大気圧低下量（ΔＰｍａｘ） 

ΔＰｍａｘ＝ρ・ＶＲｍ
２ 

ρ：空気密度（1.22（kg／m３）） 

ＶＲｍ（m／s）：設計竜巻の最大接線風速 

(5) 設計竜巻の最大気圧低下率（（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ） 

（ｄｐ／ｄｔ）ｍａｘ＝（ＶＴ／Ｒｍ）・ΔＰｍａｘ 

ＶＴ（m／s）：設計竜巻の移動速度 

Ｒｍ（m）：設計竜巻の最大接線風速が生じる位置での半径 
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第 2.4.2－1 表 設計竜巻の特性値 

設計竜巻の
最大風速 

ＶＤ 

（m／s） 

移動速度 
ＶＴ 

（m／s） 

最大接線 
風速 
ＶＲｍ 

（m／s） 

最大接線 
風速半径 

Ｒｍ 

（m） 

最大気圧 
低下量 
ΔＰｍａｘ 

（hPa） 

最大気圧 
低下率 

（ｄｐ/ｄｔ）ｍａｘ

（hPa／s） 

100 15 85 30 89 45 
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3. 竜巻影響評価 

3.1 概要 

竜巻影響評価の概要は以下のとおりとする。 

(1) 設計荷重（設計竜巻荷重及びその他の組合せ荷重）の設定 

(2) 東海第二発電所における設計飛来物の設定（調査含む） 

(3) 飛来物発生防止対策 

(4) 考慮すべき設計荷重に対する評価対象施設の構造健全性等の評価を行

い，必要に応じ対策を行うことで安全機能が維持されることの確認 

 

3.2 評価対象施設 

「1.2.2 竜巻影響評価の対象施設」に示したとおりとする。 
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3.3 設計荷重の設定 

3.3.1 設計竜巻荷重の設定 

設計竜巻の最大風速ＶＤ等に基づき，「風圧力による荷重」，「気圧差に

よる荷重」及び「設計飛来物による衝撃荷重」を基に，以下のとおり設定す

る。 

(1) 風圧力による荷重の設定 

設計竜巻の水平方向の最大風速ＶＤによって施設（屋根を含む）に作用

する風圧力による荷重（ＷＷ）は，「建築基準法施行令」，「日本建築学

会 建築物荷重指針・同解説」及び「建設省告示第 1454 号（平成 12 年 5

月 31 日）」に準拠し，下式により算定する。 

ＷＷ＝ｑ・Ｇ・Ｃ・Ａ 

ｑ：設計用速度圧（＝（1／2）・ρ･ＶＤ
２） 

ρ：空気密度 

Ｇ：ガスト影響係数（＝1.0） 

Ｃ：風力係数 

（施設の形状や風圧力が作用する部位（屋根，壁等）に応じて設定） 

Ａ：施設の受圧面積 

なお，鉛直方向の風圧力については以下のとおりとする。 

・建屋，構築物については，庇部や屋根スラブについては，鉛直方向の

風圧力の影響を受けると考えられる。庇については，評価対象施設に

は存在しないが，屋根スラブについては，鉛直方向の風圧力に対する

健全性の評価を行う。 

・設備については，鉛直方向の風圧力に対して特に脆弱と考えられる部

位は評価対象施設の中に存在しないことから，鉛直方向の風圧力の考

慮は行わない。 
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(2) 気圧差による荷重の設定 

設計竜巻における気圧低下によって生じる評価対象施設内外の気圧差に

よる荷重（ＷＰ）は，最大気圧低下量（ΔＰｍａｘ）に基づき設定する。 

ａ．建屋，構築物 

建屋については，気圧差による荷重が最も大きくなる「閉じた施設」

を想定し，内外気圧差による圧力荷重ＷＰを以下の式により設定する。 

ＷＰ＝ΔＰｍａｘ・Ａ 

ΔＰｍａｘ：最大気圧低下量 

Ａ：施設の受圧面積 

竜巻防護施設を内包する建屋，構築物について影響評価を実施し，当

該施設が損傷のおそれがある場合には，安全機能維持への影響について

確認する。 

ｂ．設備（系統，機器） 

設備（系統，機器）についても，上記と同様にＷＰを設定する。 

換気空調系のように外気と隔離されている区画の境界部等，気圧差に

よる圧力影響を受ける設備について，気圧差により作用する応力が許容

値以内であるか確認し，許容値を上回る場合には安全機能維持への影響

について確認する。 

(3) 設計飛来物による衝撃荷重の設定 

ａ．東海第二発電所における設計飛来物の設定【添付資料 9】 

東海第二発電所の竜巻影響評価における設計飛来物については，東海

第二発電所における飛来物源の現地調査結果と，「竜巻影響評価ガイ

ド」の解説表 4.1 に示されている設計飛来物の設定例を参照して設定す

る。 
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第 3.3.1－1 図に東海第二発電所における設計飛来物の設定フロー

を，第 3.3.1－1 表に東海第二発電所における設計飛来物を示す。 
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第 3.3.1－1 図 設計飛来物の設定フロー(1/2) 

 

頑健に 

固定されているか 

(ボルト等) 

飛
来
物
源
と
な
ら
な
い 

NO 

YES 

 

損傷するが 

飛散しない物品であるか 

(樹木，ﾌｪﾝｽ，ｼｬｯﾀｰ等) 

NO 

YES（添付資料 9 別紙 9-1） 

該当物品： 

竜巻防護施設から十分な

離隔距離がある物品 

該当物品：竜巻防護施設と近接している物品 

【飛散評価の実施】 

飛散するか 

飛来物源 

現地調査と「竜巻評価ガイド」の飛来物設定例

を基に飛来物となる可能性があるものを抽出 

設
計
飛
来
物
と
し
て
設
定
し
な
い 

影響なし 

運動エネルギが 

設計飛来物候補①より 

大きいか 

貫通力が 

設計飛来物候補①より 

大きいか 

NO 

1YES1 

 

設計飛来物候補②の 

運動エネルギ，貫通力がともに 

設計飛来物候補①を 

上回るか 
NO 

竜巻防護施設まで 

到達するか 

YES 

NO 

YES 

飛来物発生防止対策 

（固縛等）が可能か 

YES 
NO 

該当物品： 

一般道の車両等

(2/2 へ)

Ｃ 

1NO1 

横滑りにより， 

竜巻防護施設へ影響を 

及ぼし得るか 

YES 

NO 

YES 

Ａ Ｂ 

発電所敷地内外の物品※１ 

YES（添付資料 9 別紙 9-1） 

NO 

 

被害事例を参照すると， 

設計飛来物候補①に包絡される

と考えられるか 

(屋根，ガラス窓等) 

飛来物発生防止対策 

を施すか 

YES 

NO 

Ｄ 

YES 

設計飛来物候補②に 

該当するものがあるか 
NO 

設計飛来物候補② 

設計飛来物候補①： 鋼製材  

 

・設備対策の規模と，固縛等の飛来物発生防止対

策を要する物品の物量とのバランスを踏まえ選

定。 

※２：具体的な飛来物源は 

 「添付資料 9  

第 3.2.4－1 表」参照 

 

飛散評価の各段階での 

判定(YES/NO)の色分類は 

参照先の飛散評価 No の 

色分類と整合している。 

（※２） 

※１：発電所敷地内及び周辺の現地調査等を踏まえ抽出 

1YES1 

1NO1 
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第 3.3.1－1 図 設計飛来物の設定フロー(2/2) 

 

第 3.3.1－1 表 東海第二発電所における設計飛来物 

飛来物の種類 砂利 鋼製材 

サイズ（m） 
長さ×幅×高さ 

0.04×0.04×0.04 

長さ×幅×高さ 

4.2×0.3×0.2 

質量（㎏） 0.18 135 

 

 

 設計飛来物 

候補② 

設計飛来物 

候補①及び②

設計飛来物Ⅰに対する 

防護設備の立案 

YES 

 
設計飛来物Ⅰに 

対する防護設備で 

対処できるか 

(寸法等) 

NO 
設
計
飛
来
物
と
し
て
設
定
し
な
い 

竜巻防護施設に 

衝突した場合，機能喪失の 

おそれがあるか 

NO 

NO 

YES 

該当物品：防護設備の隙間よりも 

小さい断面を有する物品 

該当物品： 

防護設備を通過できない物品 

防護設備設計の見直し 

（設計条件の追加） 

YES 

設計飛来物Ⅱ：砂利 

 

・上記の防護設備を通過する可能

性のある物品のうち，竜巻防護

施設に影響のないものの代表物

品として設定 

飛来物発生防止対策 

（固縛等）をするか 

Ａ Ｂ 

(1/2 より)

Ｃ 

 設計飛来物Ⅰ

設計飛来物 

候補①「鋼製材」 

Ｄ 

東海第二発電所に
おける設計飛来物
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   (a) 評価に用いる設計竜巻の特性 

設計竜巻の最大風速は 100m／s とする。（第 2.4.2－1 表） 

   (b) 設計飛来物の設定 

    ⅰ) 現地調査 

飛来物となり得る物品を確認するため，東海第二発電所の現地調査

を実施した。調査範囲は，発電所の敷地のみならず，隣接する日本原

子力研究開発機構の敷地や，東海第二発電所敷地近傍の墓地，宅地等

も含んだ，原子炉建屋から半径 800m の範囲とした。後述の飛散評価

の結果によれば，確認された物品の飛散距離は 800m を十分に下回る

ことから，調査範囲は十分と考えられる。 

    ⅱ) 設計飛来物となり得る飛来物源の抽出 

現地調査で確認された物品の最大飛散距離は最大でも 400m 程度と

評価されたことに加え，近隣施設内での現場調査による物品は東海第

二発電所構内の物品に類似していた。したがって，東海第二発電所の

設計飛来物の設定に際しては，東海第二発電所敷地内で認められた物

品に「竜巻影響評価ガイド」の解説表 4.1 に例示された物品を加えた

ものを飛来物源として抽出した。 

    ⅲ) 設計飛来物の設定 

上記の飛来物源から，第 3.3.1－1 図のフローに従い，「竜巻影響

評価ガイド」に例示されている鋼製材を設計飛来物として設定した。 

さらに，鋼製材に対する飛来物防護対策として設置する防護ネット

を通過し得る設計飛来物として，砂利を設定した。砂利のサイズはネ

ットの網目のサイズを考慮して設定した。以降の設計飛来物とは，上

記の鋼製材及び砂利の 2 つを示す。 
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   (c) 設計飛来物以外の飛来物源に対する措置 

    ⅰ)基本方針 

設計飛来物以外の飛来物源については，設計竜巻の最大風速 100 

m／s における衝突時の運動エネルギ又は貫通力の大きさを，設計飛

来物のうちこれらが最大となる鋼製材と比較し，鋼製材を上回る飛来

物源（コンテナ等）については，飛来物発生防止対策（固縛等）を施

すか，竜巻防護施設等からの離隔及び頑健な建物内への移動等の運用

により，設計飛来物による影響を上回らないものとする。 

    ⅱ)他者の所有する飛来物源の影響について 

他者の所有物で，当社による固縛等の管理ができない可能性を有す

る飛来物源として，当社の敷地外にある，一般道を走行する車両及び

近隣施設内の物品が想定されるが，上述のとおり，保守性を含めた解

析によれば設計飛来物よりも影響の大きな飛来物源の飛散距離が最大

でも 250m 程度であることを考慮すると，敷地外からの飛来物が到達

する可能性を現実的に無視できないと考えられる施設は，評価対象施

設である使用済燃料乾式貯蔵建屋に加え，重大事故等対処設備の緊急

時対策所※１，可搬型重大事故等対処設備及び常設代替高圧電源装置

が挙げられる。 

使用済燃料乾式貯蔵建屋については，第 3.3.1－2 図に示すとおり

最も近い一般道である国道 245 号線とは十分な離隔を有しており，一

般道からの車両が衝突することは考え難い※２が，敷地南側の近隣施

設からの車両が衝突する可能性がある。これについては，近隣施設内

に車両管理エリアを設け，飛散防止の措置を行う方針とする。また，

車両以外の飛来物についても近隣施設から到達する可能性があるが，

これらについても，近隣施設内に管理エリアを設け，設計飛来物の影
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響を超える物品については飛散防止措置を行うこととする。 

緊急時対策所についても，一般道から約 200ｍの離隔を有してお

り，車両の最大飛散距離として保守性をもって設定した約 190ｍを上

回っていること，また第 3.3.1－2 図に示すとおり敷地南側とは十分

な離隔を有していることから，車両が飛来することは考え難い。ま

た，建屋の壁は十分な厚さのある鉄筋コンクリート構造であることか

ら，車両以外の飛来物によりその機能に影響を及ぼす可能性も低いと

判断している。 

また，可搬型重大事故等対処設備及び常設代替高圧電源装置に関し

ては，設計基準対象施設を含めて分散配置することにより飛来物に対

する残存性を確保する設計としており，敷地外からの飛来物に対して

も同様に残存性を期待できるものと判断している。（第 3.3.1－2 図

参照） 

※1：機能維持については第 43 条としての扱い。6 条（設計対象施設）として

はクラス 3 施設であり，損傷時は代替設備や復旧により機能を維持す

る。 

※2：種々の車両についての飛散解析結果(添付資料 9 別紙 9-4)より，国道

245 号線から飛来する車両の飛散距離は，保守性を見込んだ上で最大でも

約 190ｍと考えられる。 
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第 3.3.1－2 図 他者の所有する飛来物源の影響範囲 

 

    ⅲ)東海発電所廃止措置に伴い生じ得る飛来物源への対応 

東海第二発電所に隣接する東海発電所においては廃止措置関連作業

が実施されている。施設の解体作業等に関連してどの様な飛来物源が

生じ得るかを現時点で正確に特定することは困難であるが，以下のと

おり東海第二発電所へ影響を及ぼすことはないと判断している。 
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・飛来物源の現地調査においては，東海発電所の敷地も対象として

おり，資機材や設備の種類や形状に関しては，東海第二発電所の

資機材等との大きな違いは無いことを確認している。したがっ

て，作業用資機材や取り外しが完了した物品については，固縛，

離隔，収納等，一般の飛来物源と同様の措置が可能である。 

・取外し前の施設の据付状況についても，東海第二発電所の施設の

状況と有意な差はないと考えられる。東海第二発電所の防護対象

施設は風荷重に対し十分に余裕があることを参照すれば，これら

の設備が竜巻により基礎等から引き剥がされ，飛来物化すること

は考え難い。 

・廃止措置特有の状況として考えられるケースとしては，解体，撤

去の途中の状態が一定期間継続すると想定される場合（例：大規

模設備や建屋壁面の解体）であるが，このような場合に対して

も，作業の計画段階及び実施段階で，適宜風荷重に対し脆弱な形

状が生じていないかを確認し，想定される脱落片（飛来物）が設

計飛来物による影響を超えることが確認された場合でも，その様

な飛来物源が発生しないよう工法を工夫するなどによって対応す

ることで，東海第二発電所に影響を及ぼす可能性のある飛来物の

発生を防止できない状況は生じないと考えられる。なお，これら

の運用管理については，確実に実施するために手順として原子炉

施設保安規定に規定し，ＱＭＳ規程に基づき実施する。 

  ｂ．設計飛来物の速度の設定 

設計竜巻による設計飛来物の最大水平速度（ＭＶＨｍａｘ)及び最大鉛直

速度（ＭＶＶｍａｘ）は，衝撃荷重による影響を保守的に評価するため，

「竜巻影響評価ガイド」の解説表 4.1 に示されるものと同じ値とし，第 
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3.3.1－2 表のとおりとする。 

ただし，「竜巻影響評価ガイド」に記載のない設計飛来物である砂利

の速度については，文献(１)(２)を参考にして，ランキン渦を仮定した風

速場の中での速度を算出した※。 

※：設計飛来物であることに鑑み，配置高さによって飛散速度が変わらないラ

ンキン渦モデルで数値を算出した。 

 

第 3.3.1－2 表 東海第二発電所における設計飛来物の速度 

飛来物の種類 砂利 鋼製材 

サイズ（m） 
長さ×幅×高さ 

0.04×0.04×0.04 

長さ×幅×高さ 

4.2×0.3×0.2 

質量（㎏） 0.18 135 

最大水平速度 

（m／s） 
62 51 

最大鉛直速度 

（m／s） 
42 34 

 

ｃ．設計飛来物の衝撃荷重の設定 

設計竜巻の最大風速 100m／s による設計飛来物の衝撃荷重は，砂利と

比べ運動エネルギが大きくなる鋼製材の衝突方向及び衝突面積を考慮

し，鋼製材が評価対象施設に衝突した場合の影響が大きくなる衝突方向

で算出する。 

鋼製材の最大速度は第 3.3.1－2 表のとおりであり，静的な構造評価

を実施する場合の衝撃荷重は，重量分布を均一な直方体として，Riera

の方法(３)を踏まえた下式にて算出した。 

ＷＷ＝ＦＭＡＸ＝ＭＶ２／ＬＭＩＮ 

 Ｍ ：飛来物の質量 

 Ｖ ：飛来物の衝突速度 
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 ＬＭＩＮ：飛来物の衝突方向長さ 

この場合，衝撃荷重が最大となるのは第 3.3.1－3 図に示す向きの衝突

(荷重：1760kN)となるが，評価においては，対象部位の構造を考慮した上

で衝突姿勢を決定し，上記式の考え方に基づき，その都度衝撃荷重を算出

する。 

なお，有限要素法による飛来物衝突評価を行う場合には，衝撃荷重は計

算の中で自動的に求められる。 

第 3.3.1－3 図 最大衝撃荷重となる鋼製材衝突方向（Riera の方法(３)） 

 

ｄ．設計竜巻荷重の組合せ 

評価対象施設の評価に用いる設計竜巻荷重は，設計竜巻による風圧力

による荷重（ＷＷ），気圧差による荷重（ＷＰ），及び設計飛来物によ

る衝撃荷重（ＷＭ）を組み合わせた複合荷重とし，以下の式による。 

ＷＴ１＝ＷＰ 

ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5ＷＰ＋ＷＭ 

ＷＴ１，ＷＴ２：設計竜巻による複合荷重 

ＷＷ：設計竜巻の風圧力による荷重 

 

鋼製材 

0.3
0.2

4.2 衝突方向
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ＷＰ：設計竜巻の気圧差による荷重 

ＷＭ：設計飛来物による衝撃荷重 

 

ここで，竜巻襲来時のある瞬間において，各荷重の作用方向は必ずし

も一様ではないが，ＷＴ２の算出においてはＷＷ，ＷＰ及びＷＭの作用方

向を揃えることとし，保守性を考慮する。また，評価対象施設にはＷＴ

１及びＷＴ２の両荷重をそれぞれ作用させる。 

 

3.3.2 設計竜巻荷重と組み合わせる荷重の設定 

設計竜巻荷重と組み合わせる荷重は，以下のとおりとする。 

(1) 評価対象施設に常時作用する荷重，運転時荷重等 

評価対象施設に常時作用する荷重（自重，死荷重及び活荷重）及び運転

時荷重を適切に組み合わせる。 

(2) 竜巻以外の自然現象による荷重 

竜巻は積乱雲や積雲に伴って発生する現象であり(４)，積乱雲の発達時

に竜巻と同時発生する可能性がある自然現象は，雷，雪，雹及び大雨であ

る。これらの自然現象の組合せにより発生する荷重は，以下のとおり設計

竜巻荷重に包絡される。 

なお，竜巻と同時に発生する自然現象については，今後も継続的に新た

な知見等の収集に取り組み，必要な事項については適切に反映を行う。 

ａ．雷 

竜巻と雷が同時に発生する場合においても，雷によるプラントへの影

響は雷撃であるため，雷による荷重は発生しない。 

ｂ．雪 

上昇流の竜巻本体周辺では，竜巻通過時に雪は降らない。また，下降
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流の竜巻通過時は，竜巻通過前に積もった雪の大部分は竜巻の風により

吹き飛ばされ，雪による荷重は十分小さく設計竜巻荷重に包絡される。 

ｃ．雹 

雹は積乱雲から降る直径 5mm 以上の氷の粒(５)であり，仮に直径 10cm

程度の大型の雹を想定した場合でも，その重量は約 0.5kg である。直径

10cm 程度の雹の終端速度は 59m／s(６)，運動エネルギは約 0.9kJ であ

り，設計飛来物の運動エネルギと比べ十分に小さく，雹の衝突荷重は設

計竜巻荷重に包絡される。【添付資料 10】 

ｄ．大雨 

竜巻と大雨が同時に発生する場合においても，雨水により屋外施設に

荷重の影響を与えることはなく，また降雨による荷重は十分小さいた

め，設計竜巻荷重に包絡される。 

(3) 設計基準事故時荷重 

設計竜巻は設計基準事故の起因とはならないため，設計竜巻と設計基準

事故は独立事象となる。 

設計竜巻と設計基準事故が同時に発生する頻度は十分小さいことから，

設計基準事故時荷重と設計竜巻との組合せは考慮しない。 

仮に，風速が低く発生頻度が高い竜巻と設計基準事故が同時に発生する

場合，評価対象施設のうち設計基準事故時荷重が生じる設備としては動的

機器である残留熱除去系海水系ポンプ等が考えられるが，設計基準事故時

においても残留熱除去系海水系ポンプ等の圧力，温度が変わらず，機械的

荷重が変化することはないため，設計基準事故により考慮すべき荷重はな

く，竜巻と設計基準事故時荷重の組合せは考慮しない。 

3.4 評価対象施設の設計方針 

評価対象施設のうち竜巻防護施設については，設計荷重に対してその構造

136



6 条(竜巻)-1-62 

健全性を維持すること，又は取替，補修が可能なこと，設計上の要求を維持

することにより，安全機能を損なわない設計とする。また，竜巻防護施設に

波及的影響を及ぼし得る施設については，竜巻及びその随伴事象に対して構

造健全性を確保すること，設計上の要求を維持すること又は安全上支障のな

い期間での修復等の対応により，竜巻防護施設の安全機能を損なうことのな

い設計とする。 

 

3.4.1 許容限界 

建屋，構築物の設計において，設計飛来物の衝突による貫通及び裏面剥離

発生の有無の評価については，貫通及び裏面剥離が発生する部材厚（貫通限

界厚さ及び裏面剥離限界厚さ）と部材の最小厚さを比較することにより行

う。さらに，設計荷重により，発生する変形又は応力が以下の法令，規格，

基準，指針類等に準拠し算定した許容限界を下回る設計とする。 

・建築基準法 

・日本工業規格 

・日本建築学会及び土木学会等の基準・指針類 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987（日本電気協会） 

・原子力エネルギー協会（ＮＥＩ）の基準・指針類等 

系統及び機器の設計において，設計飛来物の衝突による貫通の有無の評価

については，貫通が発生する部材厚（貫通限界厚さ）と部材の最小厚さを比

較することにより行う。設計飛来物が貫通することを考慮する場合には，設

計荷重に対して防護対策を考慮した上で，系統及び機器に発生する応力が以

下の規格，基準及び指針類に準拠し算定した許容応力度等に基づく許容限界

を下回る設計とする。 

・日本工業規格 
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・日本機械学会の基準・指針類 

・原子力発電所耐震設計技術指針ＪＥＡＧ4601-1987（日本電気協会） 

等 

 

3.4.2 設計方針 

(1) 屋外施設（竜巻防護施設を内包する施設も含む。） 

設計荷重に対して，安全機能が維持される設計とし，安全機能を損なう

可能性がある場合には施設の補強，防護ネット等の設置等の竜巻防護対策

を実施することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

なお，屋内に配置される施設のうち，外殻となる施設等の防護機能が期

待できる施設の内部に配置される施設は，その防護機能により設計荷重に

対して影響を受けない設計とする。 

ａ．ディーゼル発電機吸気フィルタ 

ディーゼル発電機吸気フィルタは，設計飛来物が衝突により貫通する

ことを考慮しても，閉塞することがなく，ディーゼル発電機の吸気機能

が維持される設計とする。さらに，風圧力による荷重及び気圧差による

荷重，ディーゼル発電機吸気フィルタに常時作用する荷重に対して，構

造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

ｂ．ディーゼル発電機室ルーフベントファン 

ディーゼル発電機室ルーフベントファンは，設計飛来物の衝突により

貫通することを考慮し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を行う

ことにより，設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気圧差に

よる荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計

とする。 
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 ｃ．中央制御室換気系冷凍機 

中央制御室換気系冷凍機は，設計飛来物の衝突により貫通することを

考慮して，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を行うことにより，

設計飛来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気圧差による荷重，中

央制御室換気系冷凍機に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維持

され，安全機能を損なわない設計とする。 

ｄ．海水ポンプ室内設備 

海水ポンプ室内設備は，設計飛来物の衝突により貫通することを考慮

し，防護ネットの設置等による竜巻防護対策を行うことにより，設計飛

来物の衝突を防止し，風圧力による荷重，気圧差による荷重，海水ポン

プ室内設備に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維持され，安全

機能を損なわない設計とする。 

ｅ．非常用ガス処理系排気配管 

非常用ガス処理系排気配管は，設計飛来物が衝突により貫通すること

を考慮しても，閉塞することはなく，非常用ガス処理系排気配管の排気

機能が維持される設計とする。さらに，非常用ガス処理系排気配管は開

かれた構造物であり気圧差荷重も作用しないことから，風圧力による荷

重及び非常用ガス処理系排気配管に常時作用する荷重に対して，構造健

全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

ｆ．排気筒 

排気筒は，設計飛来物が衝突により貫通することを考慮しても，閉塞

することはなく，排気筒の排気機能が維持される設計とする。さらに，

排気筒は開かれた構造物であり気圧差荷重も作用しないことから，風圧

力による荷重及び排気筒に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維

持され，安全機能を損なわない設計とする。 
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また，排気筒の支持機能に対しては，設計飛来物の衝突により部材が

損傷した場合においても構造健全性が維持され，安全機能を損なわない

設計とする。 

ｇ．原子炉建屋,タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋 

原子炉建屋,タービン建屋，使用済燃料乾式貯蔵建屋は，風圧力によ

る荷重，気圧差による荷重，設計飛来物による衝撃荷重及び常時作用す

る荷重に対して，構造骨組の構造健全性が維持されるとともに，屋根，

壁，開口部（扉類）の破損により当該建屋内の竜巻防護施設が安全機能

を損なわない設計とする。また，設計飛来物の衝突時においても，貫通

及び裏面剥離の発生により，当該建屋内の竜巻防護施設が安全機能を損

なわない設計とする。 

なお，原子炉建屋原子炉棟外壁のブローアウトパネルについては，設

計竜巻による気圧低下により開放する可能性があり，原子炉建屋原子炉

棟の放射性物質の閉じ込め機能を損なう可能性があるが，設計竜巻と設

計基準事故が同時に発生する頻度は十分小さいことから，安全上支障の

ない期間に補修が可能な設計とすることで，安全機能を損なわない設計

とする。 

ｈ．軽油貯蔵タンクタンク室 

軽油貯蔵タンクタンク室は地下埋設されていることを考慮すると，風

圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重は作用しないことから，

気圧差による荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，構造健全性

が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

 

(2) 屋内の施設で外気と繋がっている施設 

設計荷重に対して，安全機能が維持される設計とし，安全機能を損なう
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可能性がある場合には施設の補強，防護ネットの設置等の竜巻防護対策を

実施することにより，安全機能を損なわない設計とする。 

ａ．中央制御室換気系隔離弁，ファン 

中央制御室換気系隔離弁，ファンは，建屋に内包されていることを考

慮すると，風圧力による荷重は作用しない。さらに，中央制御室換気系

の取入口の建屋開口部を設計飛来物が貫通し，中央制御室換気系隔離弁

に衝突し安全機能を損なうことを考慮して，防護ネットの設置等の竜巻

防護対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，気圧差による

荷重，中央制御室換気系に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維

持され，安全機能を損なわない設計とする。 

ｂ．ディーゼル発電機室換気系ダクト 

ディーゼル発電機室換気系ダクトは，建屋に内包されていることを考

慮すると，風圧力による荷重及び設計飛来物による衝撃荷重は作用しな

いことから，気圧差による荷重，ディーゼル発電機室換気系に常時作用

する荷重に対して，構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計

とする。 

ｃ．原子炉建屋換気系隔離弁，ダクト 

原子炉建屋換気系隔離弁，ダクトは，建屋に内包されていることを考

慮すると，風圧力による荷重は作用しない。さらに，原子炉建屋付属棟

4 階開口部建具に貫通が発生することを考慮し，壁面等の補強等の竜巻

防護対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，気圧差による

荷重，原子炉建屋換気系に常時作用する荷重に対して，構造健全性が維

持され，安全機能を損なわない設計とする。 
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(3) 外殻となる施設（建屋，構築物）による防護機能が期待できない施設 

設計荷重に対して，安全機能が維持される設計とし，安全機能を損なう

可能性がある場合には施設の補強等の竜巻防護対策を実施することによ

り，安全機能を損なわない設計とする。 

ａ．中央制御室換気系ファン 

中央制御室換気系ファンは，設計飛来物の衝突により，原子炉建屋付

属棟 4 階開口部建具に貫通が発生することを考慮し，壁面等の補強等の

竜巻防護対策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，中央制御

室換気系ファンの構造健全性が維持され，安全機能を損なわない設計と

する。 

ｂ．非常用電源盤 

非常用電源盤は，設計飛来物の衝突により，原子炉建屋付属棟 1 階電

気室扉に貫通が発生することを考慮し，電気室扉の取替等の竜巻防護対

策を行うことにより，設計飛来物の衝突を防止し，非常用電源盤の構造

健全性が維持され，安全機能を損なわない設計とする。 

ｃ．非常用ガス処理系設備，非常用ガス再循環系設備 

非常用ガス処理系設備，非常用ガス再循環系設備は，建屋に内包され

ていることを考慮すると，風圧力による荷重及び気圧差荷重は作用しな

い。また，原子炉建屋原子炉棟外壁のブローアウトパネルについては，

竜巻襲来による気圧低下により開放されることとなるが，竜巻防護対策

を行うことにより，衝撃荷重は作用しない。 

以上より，非常用ガス処理系設備，非常用ガス再循環系設備には，設

計竜巻荷重が作用せず，構造健全性が維持され，安全機能を損なわな

い。 
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ｄ．使用済燃料プール，燃料プール冷却浄化系真空破壊弁 

使用済燃料プール，燃料プール冷却浄化系真空破壊弁は，建屋に内包

されていることを考慮すると，風圧力による荷重及び気圧差荷重は作用

しない。また，原子炉建屋原子炉棟外壁のブローアウトパネルについて

は，竜巻襲来による気圧低下により開放されることとなるが，竜巻防護

対策を行うことにより，衝撃荷重は作用しない。 

以上より，使用済燃料プール，燃料プール冷却浄化系真空破壊弁には

設計竜巻荷重が作用せず，構造健全性が維持され，安全機能を損なわな

い。 

ｅ．使用済燃料乾式貯蔵容器 

使用済燃料乾式貯蔵容器は，建屋に内包されていることを考慮する

と，風圧力による荷重及び気圧差荷重は作用しない。使用済燃料乾式貯

蔵建屋上部の開口部に貫通が発生することを考慮し，設計飛来物の衝撃

荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して構造健全性が維持され，安

全機能を損なわない設計とする。 

 

(4) 竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設 

設計荷重に対して，当該施設の構造健全性を確保すること，設計上の要

求を維持すること又は安全上支障のない期間での取替え，補修が可能なこ

とにより，竜巻防護施設の安全機能を損なわない設計とする。 

ａ．サービス建屋 

サービス建屋は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来物

による衝突荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，倒壊により竜

巻防護施設を内包する施設へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 
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ｂ．海水ポンプ室 

海水ポンプ室は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来物

による衝突荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，壁面の補強等

を行うことで，倒壊により竜巻防護施設へ波及的影響を及ぼさない設計

とする。 

ｃ．鋼製防護壁 

鋼製防護壁は，風圧力による荷重，気圧差による荷重，設計飛来物に

よる衝突荷重及び自重等の常時作用する荷重に対して，倒壊により，竜

巻防護施設へ波及的影響を及ぼさない設計とする。 

ｄ．排気筒 

排気筒は，竜巻防護施設として構造健全性が維持され，安全機能を損

なわない設計としており，転倒により竜巻防護施設を内包する施設へ波

及的影響を及ぼさない設計とする。 

ｅ．ディーゼル発電機排気消音器 

ディーゼル発電機排気消音器は，設計飛来物の衝突により貫通するこ

とを考慮しても，ディーゼル発電機排気消音器が閉塞することがなく，

ディーゼル発電機等の排気機能が維持される設計とする。さらに，ディ

ーゼル発電機排気消音器が風圧力による荷重，気圧差による荷重及び自

重等の常時作用する荷重に対して，構造健全性を維持し，安全機能を損

なわない設計とする。 

以上より，ディーゼル発電機排気消音器が，竜巻防護施設であるディ

ーゼル発電機等に機能的影響を及ぼさず，ディーゼル発電機等が安全機

能を損なわない設計とする。 

ｆ．ディーゼル発電機付属設備配管 

ディーゼル発電機付属設備配管は，設計飛来物の衝突により貫通する
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ことを考慮しても，ディーゼル発電機付属設備配管が閉塞することがな

く，ディーゼル発電機等の排気機能等が維持される設計とする。さら

に，ディーゼル発電機付属設備配管が風圧力による荷重，気圧差による

荷重及びディーゼル発電機付属設備配管に常時作用する荷重に対して，

構造健全性を維持し，安全機能を損なわない設計とする。 

以上より，ディーゼル発電機付属設備配管が，竜巻防護施設であるデ

ィーゼル発電機等に機能的影響を及ぼさず，ディーゼル発電機等が安全

機能を損なわない設計とする。 

ｇ．海水ポンプ室内設備付属配管（放出側） 

海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）は，設計飛来物の衝突により

貫通することを考慮しても，海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）が

閉塞することがなく，海水ポンプ室内設備の機能等が維持される設計と

する。さらに，海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）が風圧力による

荷重，気圧差による荷重及び海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）に

常時作用する荷重に対して，構造健全性を維持し，安全機能を損なわな

い設計とする。 

以上より，海水ポンプ室内設備付属配管（放出側）が，竜巻防護施設

である海水ポンプ室内設備に機能的影響を及ぼさず，海水ポンプ室内設

備が安全機能を損なわない設計とする。 

 

3.5 竜巻随伴事象に対する評価 

竜巻随伴事象として，過去の竜巻被害事例及び東海第二発電所の施設の配

置から想定される以下の事象を抽出し，竜巻防護施設の安全機能を損なわな

いことを確認した。【添付資料 11】 
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(1) 火災 

竜巻随伴事象として，竜巻による飛来物が建屋開口部付近の発火性又は

引火性物質を内包する機器，屋外の危険物タンク等に飛来物が衝突する場

合の火災が想定される。 

建屋内については，竜巻防護施設を設置している区画の開口部には防護

ネット設置等の竜巻防護対策を行うことを考慮すると設計飛来物が到達す

ることはない。仮に，設計飛来物が到達する場合でも，飛来物衝突位置と

なる開口部付近に，原子炉施設の安全機能を損なう可能性を有する発火性

又は引火性物質を内包する機器が配置されていないことから，建屋内の竜

巻防護施設の安全機能を損なうことはないことを確認している。 

建屋外については，設計竜巻による発電所敷地内の危険物タンクの火災

があり，外部火災評価における発電所敷地内の危険物タンクの火災影響評

価と同様であり，竜巻防護施設の安全機能を損なうことのないことを確認

している。なお，建屋外の火災については，竜巻通過後，速やかに消火活

動を行う運用により対応する。 

以上により，竜巻による火災により竜巻防護施設の安全機能を損なわな

い。 

(2) 溢水 

竜巻随伴事象として，竜巻による飛来物が建屋開口部付近の溢水源に衝

突する場合，屋外タンクに飛来物が衝突する場合の溢水が想定される。 

竜巻防護施設を内包する建屋内については，竜巻防護施設を設置してい

る区画の開口部には防護ネット設置等の竜巻防護対策を行うことを考慮す

ると，設計飛来物が到達することはない。仮に，設計飛来物が到達する場

合でも，飛来物衝突位置となる開口部付近に，原子炉施設の安全機能を損

なう可能性を有する溢水源が配置されていないことから，建屋内の竜巻防
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護施設の安全機能を損なうことはないことを確認している。 

建屋外については，溢水評価における屋外タンクの評価に包絡されるた

め，竜巻防護施設の安全機能を損なわないことを確認している。 

以上により，竜巻による溢水により竜巻防護施設の安全機能を損なわ

ない。 

(3) 外部電源喪失 

設計竜巻と同時に発生する雷等により外部電源が喪失した場合でも，非

常用ディーゼル発電機は原子炉建屋内に収納しており，外殻機能が期待で

きることから，設計竜巻による風圧力による荷重，気圧差による荷重，設

計飛来物による衝突荷重による機関への影響はないため，竜巻による外部

電源喪失により，竜巻防護施設の安全機能を損なわない。 

なお，非常用ディーゼル発電機の付属設備について，安全機能を損わな

いことを以下のとおり確認している。 

・吸排気については外気と繋がっているが，竜巻襲来時の短時間での圧

力差による影響はない。 

・排気消音器出口に風圧力による荷重が作用して消音器内に大気が逆流

した場合において，排気が阻害され系統内が閉塞気味になり，排気ガ

ス温度が徐々に上昇し，許容限界温度（通常運転時の約 420℃を大幅

に超える温度）となり出力制限となることが予想されるが，竜巻は長

期間停滞することなく数秒～10 数秒のオーダーで通過するため，こ

の程度であれば排気ガス温度の急激な上昇はなくディーゼル発電機運

転に支障をきたすことはない。 
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9. 設計飛来物の設定について 

 別紙 9-1 分解され小型軽量となる物品及び損傷するが飛来物となら 

ない物品について 

 別紙 9-2 空力パラメータについて 
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6 条(竜巻)-1-75 

 別紙 9-3 フジタモデル採用時に「竜巻影響評価ガイド」の鋼製材を

設計飛来物とすることの妥当性について 

 別紙 9-4 車両の飛散距離について 

 別紙 9-5 東海発電所 廃止措置作業の概要及び解体・撤去物品の 

管理について 

10. 竜巻時に発生する雹の影響について 

11. 竜巻随伴事象の抽出について 
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6 条(竜巻)-1-添付 1-1 

添付資料 1 

竜巻防護施設のうち評価対象施設の抽出について 

 

1. 抽出方針 

  東海第二発電所における竜巻防護施設から，以下の手順により，評価対象

施設を抽出した。 

Step1：竜巻防護施設として抽出された設備の設置場所を確認し，竜巻襲来

時に風圧，気圧差及び設計飛来物衝突の影響を受ける屋外施設（当

該施設を内包する施設含む）を評価対象とする。 

Step2：屋内施設であるが外気と繋がっているため，竜巻襲来時に気圧差の

影響を受ける施設を評価対象とする。 

Step3：外殻となる（竜巻防護施設を内包する）施設（建屋，構築物）によ

る防護機能が期待できない施設（の区画）の内部に配置されている

ため，竜巻襲来時に風圧，気圧差及び設計飛来物衝突の影響を受け

る施設を評価対象とする。 

なお，外殻による防護機能に期待できるかは，外殻となる施設（建

屋，構築物）の竜巻荷重に対する構造健全性の確認結果により，評

価する。 
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6 条(竜巻)-1-添付 1-2 

2. 抽出結果 

2.1 竜巻防護施設を内包する施設 

  竜巻防護施設を内包する施設を以下のとおり抽出した。 

(1) 原子炉建屋（原子炉圧力容器，原子炉再循環ポンプ等を内包） 

(2) タービン建屋（気体廃棄物処理系隔離弁等を内包） 

(3) 使用済燃料乾式貯蔵建屋（使用済燃料乾式貯蔵容器を内包） 

(4) 軽油貯蔵タンクタンク室（軽油貯蔵タンクを内包） 

 

2.2 竜巻防護施設 

  第 2.2－1 図に，竜巻防護施設のうち評価対象施設の抽出フローを示し，そ

の結果を第 2.2－1 表に示す。 

 

なお，安全重要度クラス３に属する施設については，竜巻及びその随伴事

象による損傷を考慮して，代替設備により必要な機能を確保すること，必要

によりプラントを停止し，安全上支障のない期間に修復すること等の対応が

可能な設計とすることにより，安全機能を損なわないことから評価対象から

除外する。確認結果を第 2.2－2 表に示す。 
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6 条(竜巻)-1-添付 1-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

第 2.2－1 図 竜巻防護施設のうち評価対象施設の抽出フロー 

 

NO 

竜巻防護施設 

（安全重要度クラス１，２施設） 

(a)中央制御室換気系隔離弁，

 ファン，ダクト 

(b)非常用ディーゼル発電機

室換気系ダクト 

(c)高圧炉心スプレイ系ディ

ーゼル発電機室換気系ダ

クト 

(d)原子炉建屋換気系隔離弁，

ダクト 

 

(a)中央制御室換気系ファン 

（空気調和器含む） 

(b)中央制御室換気系フィルタ 

ユニット 

(c)非常用電源盤（電気室） 

(d)非常用ガス処理系設備 

非常用ガス再循環系設備 

(e)使用済燃料プール 

(f)燃料プール冷却浄化系 

真空破壊弁 

(g)使用済燃料乾式貯蔵容器 

  

＜評価対象外＞ 

・原子炉圧力容器 

・原子炉再循環ポンプ 他 

(a)非常用ディーゼル発電機 

吸気フィルタ 

(b)高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機吸気フィルタ 

(c)非常用ディーゼル発電機室 

ルーフベントファン 

(d)高圧炉心スプレイ系ディーゼル

発電機室ルーフベントファン 

(e)中央制御室換気系冷凍機 

（配管，弁含む） 

(f)残留熱除去系海水系ポンプ 

（配管，弁含む） 

(g)残留熱除去系海水系ストレーナ 

(h)非常用ディーゼル発電機 

海水ポンプ（配管，弁含む） 

(i)非常用ディーゼル発電機 

海水ストレーナ 

(j)高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機海水ポンプ 

（配管，弁含む） 

(k)高圧炉心スプレイ系ディーゼル 

  発電機海水ストレーナ 

(l)非常用ガス処理系排気配管 

(m)排気筒 

＜以下，竜巻防護施設を内包する 

施設＞ 

(n)原子炉建屋 

(o)タービン建屋 

(p)使用済燃料乾式貯蔵建屋 

(q)軽油貯蔵タンクタンク室 

YES YES 

NO NO 
屋外施設 

(竜巻防護施設を内包 

する施設含む) 

外殻となる施設 

（建屋，構築物）による 

防護機能が期待でき 

ない施設(※) 

屋内の施設で 

外気と繋がっている 

施設 

［評価対象施設］ 

※ 

竜巻防護施設を内包する施設の開口部， 

建具などの防護機能を期待できない区画 

に配置される竜巻防護施設を抽出 

YES 

Step1 Step2 Step3
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6 条(竜巻)-1-添付 1-4

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
1
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
) 

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｐ
Ｓ

－
１
 

そ
の
損
傷
又
は
故
障
に
よ

り
発
生
す
る
事
象
に
よ

っ
て
，
 

(
a)
炉
心
の
著
し
い
損
傷

又
は
 

(
b)
燃
料
の
大
量
の
破
損

を
引
き
起
こ
す
お
そ
れ

の
あ
る
構
築
物
，
系
統

及
び
機
器
 

1
)原

子
炉
冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
機
能
 

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ

ン
ダ
リ
を
構
成
す
る
機

器
・
配
管
系
（
計
装
等
の

小
口
径
配
管
・
機
器
は
除

く
。
）
 

・
原
子
炉
圧
力
容
器
 

・
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
 

・
配
管
，
弁
 

・
隔
離
弁
 

・
制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
 

グ
 

・
中
性
子
束
計
装
管
ハ
ウ
ジ
ン
 

グ
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

2
)過

剰
反
応
度
の
印
加

防
止
機
能
 

制
御
棒
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 

・
制
御
棒
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 

・
制
御
棒
駆
動
機
構
カ
ッ
プ
リ
 

ン
グ
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

3
)炉

心
形
状
の
維
持
機

能
 

炉
心
支
持
構
造
物
（
炉
心

シ
ュ
ラ
ウ
ド
，
シ
ュ
ラ
ウ

ド
サ
ポ
ー
ト
，
上
部
格
子

板
，
炉
心
支
持
板
，
制
御

棒
案
内
管
）
，
燃
料
集
合

体
（
た
だ
し
，
燃
料
を
除

く
。
）
 

・
炉
心
シ
ュ
ラ
ウ
ド
 

・
シ
ュ
ラ
ウ
ド
サ
ポ
ー
ト
 

・
上
部
格
子
板
 

・
炉
心
支
持
板
 

・
燃
料
支
持
金
具
 

・
制
御
棒
案
内
管
 

・
制
御
棒
駆
動
機
構
ハ
ウ
ジ
ン
 

グ
 

・
燃
料
集
合
体
の
下
記
部
分
 

上
部
タ
イ
プ
レ
ー
ト
 

下
部
タ
イ
プ
レ
ー
ト
 

・
燃
料
集
合
体
（
ス
ペ
ー
サ
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-5

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
2
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
) 

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

1
)異

常
状
態
発
生
時
に
原

子
炉
を
緊
急
に
停
止

し
，
残
留
熱
を
除
去
し
，

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
の
過
圧
を
防

止
し
，
敷
地
周
辺
公
衆

へ
の
過
度
の
放
射
線
の

影
響
を
防
止
す
る
構
築

物
，
系
統
及
び
機
器
 

1
)原

子
炉
の
緊
急
停
止

機
能
 

原
子
炉
停
止
系
の
制
御
棒

に
よ
る
系
（
制
御
棒
及
び

制
御
棒
駆
動
系
（
ス
ク
ラ

ム
機
能
）
）
 

・
制
御
棒
 

・
制
御
棒
案
内
管
 

・
制
御
棒
駆
動
機
構
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

2
)未

臨
界
維
持
機
能
 

原
子
炉
停
止
系
（
制
御
棒

に
よ
る
系
，
ほ
う
酸
水
注

入
系
）
 

・
制
御
棒
 

・
制
御
棒
カ
ッ
プ
リ
ン
グ
 

・
制
御
棒
駆
動
機
構
カ
ッ
プ
リ
ン

グ
 

・
ほ
う
酸
水
注
入
系
 

（
ほ
う
酸
水
注
入
ポ
ン
プ
，
注
入

弁
，
タ
ン
ク
出
口
弁
，
ほ
う
酸

水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
ポ
ン
プ
吸
込

配
管
及
び
弁
，
注
入
配
管
及
び

弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

3
)原

子
炉
冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
の
過
圧

防
止
機
能
 

逃
が
し
安
全
弁
（
安
全
弁

と
し
て
の
開
機
能
）
 

・
逃
が
し
安
全
弁
 

（
安
全
弁
開
機
能
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-6

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
3
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

1
)異

常
状
態
発
生
時
に
原

子
炉
を
緊
急
に
停
止

し
，
残
留
熱
を
除
去
し
，

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
の
過
圧
を
防

止
し
，
敷
地
周
辺
公
衆

へ
の
過
度
の
放
射
線
の

影
響
を
防
止
す
る
構
築

物
，
系
統
及
び
機
器
 

 

4
)原

子
炉
停
止
後
の
除

熱
機
能
 

残
留
熱
を
除
去
す
る
系
統

（
残
留
熱
除
去
系
（
原
子

炉
停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
）
，

原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
，

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
，

逃
が
し
安
全
弁
，
（
手
動

逃
が
し
機
能
）
，
自
動
減

圧
系
（
手
動
逃
が
し
機

能
）
）
 

・
残
留
熱
除
去
系
 

（
ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
，
原
子
炉

停
止
時
冷
却
モ
ー
ド
の
ル
ー

ト
と
な
る
配
管
，
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
，
タ
ー
ビ
ン
，
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
か
ら
注
水

先
ま
で
の
配
管
，
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル
か
ら
ス
プ
レ
イ
先
ま

で
の
配
管
，
弁
，
ス
プ
レ
イ
ヘ

ッ
ダ
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
逃
が
し
安
全
弁
 

（
手
動
逃
が
し
機
能
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
自
動
減
圧
系
 

（
手
動
逃
が
し
機
能
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-7

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
4
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

1
)異

常
状
態
発
生
時
に
原

子
炉
を
緊
急
に
停
止

し
，
残
留
熱
を
除
去
し
，

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
の
過
圧
を
防

止
し
，
敷
地
周
辺
公
衆

へ
の
過
度
の
放
射
線
の

影
響
を
防
止
す
る
構
築

物
，
系
統
及
び
機
器
 

 

5
)炉

心
冷
却
機
能
 

非
常
用
炉
心
冷
却
系
（
低

圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
，
低

圧
注
水
系
，
高
圧
炉
心
ス

プ
レ
イ
系
，
自
動
減
圧
系
） 

・
低
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・

プ
ー
ル
か
ら
ス
プ
レ
イ
先
ま

で
の
配
管
，
弁
，
ス
プ
レ
イ
ヘ

ッ
ダ
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
低
圧
注
水
モ

ー
ド
）
 

（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン

・

プ
ー
ル
か
ら
注
水
先
ま
で
の

配
管
，
弁
（
熱
交
換
器
バ
イ
パ

ス
ラ
イ
ン
含
む
）
，
注
水
ヘ
ッ

ダ
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
 

（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン

・

プ
ー
ル
か
ら
ス
プ
レ
イ
先
ま

で
の
配
管
，
弁
，
ス
プ
レ
イ
ヘ

ッ
ダ
）
 

 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
自
動
減
圧
系
 

（
逃
が
し
安
全
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-8

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
5
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

1
)異

常
状
態
発
生
時
に
原

子
炉
を
緊
急
に
停
止

し
，
残
留
熱
を
除
去
し
，

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
の
過
圧
を
防

止
し
，
敷
地
周
辺
公
衆

へ
の
過
度
の
放
射
線
の

影
響
を
防
止
す
る
構
築

物
，
系
統
及
び
機
器
 

 

6
)放

射
性
物
質
の
閉
じ

込
め
機
能
，
放
射
線

の
遮
へ
い
及
び
放
出

低
減
機
能
 

原
子
炉
格
納
容
器
，
原
子

炉
格
納
容
器
隔
離
弁
，
原

子
炉
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

冷
却
系
，
原
子
炉
建
屋
，

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
，
非

常
用
再
循
環
ガ
ス
処
理

系
，
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制

御
系
 

・
格
納
容
器
 

（
格
納
容
器
本
体
，
貫
通
部
，
所

員
用
エ
ア
ロ
ッ
ク
，
機
器
搬
入

ハ
ッ
チ
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
原
子
炉
建
屋
原
子
炉
棟
 

○
 

×
 

－
 

－
 

○
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
格
納
容
器
隔
離
弁
及
び
格
納
容

器
バ
ウ
ン
ダ
リ
配
管
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
主
蒸
気
流
量
制
限
器
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
残
留
熱
除
去
系
（
格
納
容
器
ス

プ
レ
イ
冷
却
モ
ー
ド
）
 

（
ポ
ン
プ
，
熱
交
換
器
，
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
，
サ
プ
レ

ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
か
ら
ス
プ

レ
イ
先
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
及
び

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
気

相
部
）
ま
で
の
配
管
，
弁
，
ス

プ
レ
イ
ヘ
ッ
ダ
（
ド
ラ
イ
ウ
ェ

ル
及
び
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ

ー
ル
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-9

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
6
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

1
)異

常
状
態
発
生
時
に
原

子
炉
を
緊
急
に
停
止

し
，
残
留
熱
を
除
去
し
，

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
の
過
圧
を
防

止
し
，
敷
地
周
辺
公
衆

へ
の
過
度
の
放
射
線
の

影
響
を
防
止
す
る
構
築

物
，
系
統
及
び
機
器
 

 

6
)放

射
性
物
質
の
閉
じ

込
め
機
能
，
放
射
線

の
遮
へ
い
及
び
放
出

低
減
機
能
 

原
子
炉
格
納
容
器
，
原
子

炉
格
納
容
器
隔
離
弁
，
原

子
炉
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

冷
却
系
，
原
子
炉
建
屋
，

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
，
非

常
用
再
循
環
ガ
ス
処
理

系
，
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制

御
系
 

・
原
子
炉
建
屋
ガ
ス
処
理
系
 

（
乾
燥
装
置
，
排
風
機
，
フ
ィ
ル

タ
装
置
，
原
子
炉
建
屋
原
子
炉

棟
吸
込
口
か
ら
排
気
筒
頂
部

ま
で
の
配
管
，
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

○
 

×
 

－
 

－
 

○
 

・
非
常
用
ガ
ス
 

 
処
理
系
排
気
 

配
管
 

・
排
気
筒
 

 

×
 

○
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

○
 

・
原
子
炉
建
屋
 

換
気
系
隔
離
 

弁
，
ダ
ク
ト
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

○
 

○
 

・
非
常
用
ガ
ス
 

処
理
系
設
備
 

・
非
常
用
ガ
ス
 

再
循
環
系
設
備
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-10

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
7
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

1
)異

常
状
態
発
生
時
に
原

子
炉
を
緊
急
に
停
止

し
，
残
留
熱
を
除
去
し
，

原
子
炉
冷
却
材
圧
力
バ

ウ
ン
ダ
リ
の
過
圧
を
防

止
し
，
敷
地
周
辺
公
衆

へ
の
過
度
の
放
射
線
の

影
響
を
防
止
す
る
構
築

物
，
系
統
及
び
機
器
 

 

6
)放

射
性
物
質
の
閉
じ

込
め
機
能
，
放
射
線

の
遮
へ
い
及
び
放
出

低
減
機
能
 

原
子
炉
格
納
容
器
，
原
子

炉
格
納
容
器
隔
離
弁
，
原

子
炉
格
納
容
器
ス
プ
レ
イ

冷
却
系
，
原
子
炉
建
屋
，

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
，
非

常
用
再
循
環
ガ
ス
処
理

系
，
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制

御
系
 

・
可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
 

（
再
結
合
装
置
，
格
納
容
器
か
ら

再
結
合
装
置
ま
で
の
配
管
，

弁
，
再
結
合
装
置
か
ら
格
納
容

器
ま
で
の
配
管
，
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
遮
へ
い
設
備
 

（
原
子
炉
遮
へ
い
壁
，
一
次
遮
へ

い
壁
，
二
次
遮
へ
い
壁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

2
)安

全
上
必
須
な
そ
の
他

の
構
築
物
，
系
統
及
び

機
器
 

1
)工

学
的
安
全
施
設
及

び
原
子
炉
停
止
系
へ

の
作
動
信
号
の
発
生

機
能
 

安
全
保
護
系
 

・
原
子
炉
緊
急
停
止
の
安
全
保
護

回
路
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
非
常
用
炉
心
冷
却
系
作
動
の
安

全
保
護
回
路
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
隔
離
の
安
全

保
護
回
路
 

・
原
子
炉
建
屋
ガ
ス
処
理
系
作
動

の
安
全
保
護
回
路
 

・
主
蒸
気
隔
離
の
安
全
保
護
回
路
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-11

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
8
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

2
)安

全
上
必
須
な
そ
の
他

の
構
築
物
，
系
統
及
び

機
器
 

2
)安

全
上
特
に
重
要
な

関
連
機
能
 

非
常
用
所
内
電
源
系
，
制

御
室
及
び
そ
の
遮
へ
い
・

非
常
用
換
気
空
調
系
，
非

常
用
補
機
冷
却
水
系
，
直

流
電
源
系
（
い
ず
れ
も
，

Ｍ
Ｓ
-1
関
連
の
も
の
）
 

・
非
常
用
所
内
電
源
系
 

（
デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関
，
発
電
機
，

発
電
機
か
ら
非
常
用
負
荷
ま

で
の
配
電
設
備
及
び
電
路
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

軽
油
貯
蔵

タ
ン
ク
 

タ
ン
ク
室
 

×
 

×
 

―
 

○
 

×
 

－
 

－
 

○
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
 

吸
気
フ
ィ
ル
タ
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ

イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル

発
電
機
 

吸
気
フ
ィ
ル
タ
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
室
 

ル
ー
フ
ベ
ン
ト
 

フ
ァ
ン
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ

レ
イ
系
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
機
室

ル
ー
フ
ベ
ン
ト

フ
ァ
ン
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-12

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
9
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

2
)安

全
上
必
須
な
そ
の
他

の
構
築
物
，
系
統
及
び

機
器
 

2
)安

全
上
特
に
重
要
な

関
連
機
能
 

非
常
用
所
内
電
源
系
，
制

御
室
及
び
そ
の
遮
へ
い
・

非
常
用
換
気
空
調
系
，
非

常
用
補
機
冷
却
水
系
，
直

流
電
源
系
（
い
ず
れ
も
，

Ｍ
Ｓ
-1
関
連
の
も
の
）
 

・
非
常
用
所
内
電
源
系
 

（
デ
ィ
ー
ゼ
ル
機
関
，
発
電
機
，

発
電
機
か
ら
非
常
用
負
荷
ま

で
の
配
電
設
備
及
び
電
路
）
 

×
 

○
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

○
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
室
 

換
気
系
ダ
ク
ト
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ

レ
イ
系
デ
ィ
ー

ゼ
ル
発
電
機
室

換
気
系
ダ
ク
ト
 

・
中
央
制
御
室
及
び
中
央
制
御
室

遮
へ
い
 

○
 

×
 

－
 

－
 

○
 

※
1 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
中
央
制
御
室
換
気
空
調
系
（
放

射
線
防
護
機
能
及
び
有
毒
ガ

ス
防
護
機
能
）
 

（
非
常
用
再
循
環
送
風
機
，
非
常

用
再
循
環
フ
ィ
ル
タ
装
置
，
空

調
ユ
ニ
ッ
ト
，
送
風
機
，
排
風

機
，
ダ
ク
ト
及
び
ダ
ン
パ
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

○
 

×
 

－
 

－
 

○
 

・
中
央
制
御
室
 

換
気
系
冷
凍
機
 

（
配
管
，
弁
含
む
）

×
 

○
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

○
 

・
中
央
制
御
室
 

換
気
系
隔
離
弁
，

フ
ァ
ン
，
ダ
ク
ト
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

○
 

○
 

・
中
央
制
御
室
換
気

系
フ
ァ
ン
 

・
中
央
制
御
室
換
気

系
フ
ィ
ル
タ
ユ

ニ
ッ
ト
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
 

※
1：

原
子
炉
建
屋
と
し
て
の
評
価
に
包
絡
さ
れ
る
。
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6 条(竜巻)-1-添付 1-13

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
1
0
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

2
)安

全
上
必
須
な
そ
の
他

の
構
築
物
，
系
統
及
び

機
器
 

2
)安

全
上
特
に
重
要
な

関
連
機
能
 

非
常
用
所
内
電
源
系
，
制

御
室
及
び
そ
の
遮
へ
い
・

非
常
用
換
気
空
調
系
，
非

常
用
補
機
冷
却
水
系
，
直

流
電
源
系
（
い
ず
れ
も
，

Ｍ
Ｓ
-1
関
連
の
も
の
）
 

・
残
留
熱
除
去
系
海
水
系
（
ポ
ン

プ
，
熱
交
換
器
，
配
管
，
弁
，

ス
ト
レ
ー
ナ
（
Ｍ
Ｓ
-1
関
連
）
） 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

○
 

×
 

－
 

－
 

○
 

・
残
留
熱
除
去
系
海

水
系
ポ
ン
プ
 

（
配
管
，
弁
含
む
）

・
残
留
熱
除
去
系
海

水
系
ス
ト
レ
ー

ナ
 

×
 

※
2 

・
取
水
路
（
屋
外
ト

レ
ン
チ
含
む
）
 

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
系

（
ポ
ン
プ
，
配
管
，
弁
，
ス
ト

レ
ー
ナ
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

○
 

×
 

－
 

－
 

○
 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
海
水

ポ
ン
プ
 

（
配
管
，
弁
含
む
）

・
高
圧
炉
心
ス
プ
 

レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
海
水
ポ

ン
プ
 

（
配
管
，
弁
含
む
）

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
 

※
2：

竜
巻
の
影
響
に
よ
り
取
水
路
が
閉
塞
す
る
こ
と
は
考
え
難
い
た
め
，
評
価
対
象
と
し
な
い
。
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6 条(竜巻)-1-添付 1-14

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
1
1
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ

－
１
 

2
)安

全
上
必
須
な
そ
の
他

の
構
築
物
，
系
統
及
び

機
器
 

2
)安

全
上
特
に
重
要
な

関
連
機
能
 

非
常
用
所
内
電
源
系
，
制

御
室
及
び
そ
の
遮
へ
い
・

非
常
用
換
気
空
調
系
，
非

常
用
補
機
冷
却
水
系
，
直

流
電
源
系
（
い
ず
れ
も
，

Ｍ
Ｓ
-1
関
連
の
も
の
）
 

・
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
系

（
ポ
ン
プ
，
配
管
，
弁
，
ス
ト

レ
ー
ナ
）
 

 
（
続
き
）
 

○
 

×
 

－
 

－
 

 

・
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
海
水

ス
ト
レ
ー
ナ
 

・
高
圧
炉
心
ス
プ
レ

イ
系
デ
ィ
ー
ゼ

ル
発
電
機
海
水

ス
ト
レ
ー
ナ
 

 
 

 
 

×
 

※
2 

・
取
水
路
（
屋
外
ト

レ
ン
チ
含
む
）
 

・
直
流
電
源
系
（
蓄
電
池
，
蓄
電

池
か
ら
非
常
用
負
荷
ま
で
の
配

電
設
備
及
び
電
路
（
Ｍ
 

Ｓ
-1
関
連
）
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

○
 

○
 

・
非
常
用
電
源
盤

（
電
気
室
）
 

・
計
測
制
御
電
源
系
（
蓄
電
池
か

ら
非
常
用
計
測
制
御
装
置
ま
で

の
配
電
設
備
及
び
電
路
（
Ｍ
Ｓ

-
1関

連
）
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
 

※
2：

竜
巻
の
影
響
に
よ
り
取
水
路
が
閉
塞
す
る
こ
と
は
考
え
難
い
た
め
，
評
価
対
象
と
し
な
い
。
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6 条(竜巻)-1-添付 1-15

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
1
2
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｐ
Ｓ

－
２
 

 

1
)そ

の
損
傷
又
は
故
障
に

よ
り
発
生
す
る
事
象
に

よ
っ
て
，
炉
心
の
著
し

い
損
傷
又
は
燃
料
の
大

量
の
破
損
を
直
ち
に
引

き
起
こ
す
お
そ
れ
は
な

い
が
，
敷
地
外
へ
の
過

度
の
放
射
性
物
質
の
放

出
の
お
そ
れ
の
あ
る
構

築
物
，
系
統
及
び
機
器
 

1
)原

子
炉
冷
却
材
を
内

蔵
す
る
機
能
（
た
だ

し
，
原
子
炉
冷
却
材

圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か

ら
除
外
さ
れ
て
い
る

計
装
等
の
小
口
径
の

も
の
及
び
バ
ウ
ン
ダ

リ
に
直
接
接
続
さ
れ

て
い
な
い
も
の
は
除

く
。
）
 

主
蒸
気
系
，
原
子
炉
冷
却

材
浄
化
系
（
い
ず
れ
も
，

格
納
容
器
隔
離
弁
の
外
側

の
み
）
 

・
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
（
原
子

炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ
か

ら
外
れ
る
部
分
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
主
蒸
気
系
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

タ
ー
ビ
ン

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
タ
ー
ビ

ン
蒸
気
供
給
ラ
イ
ン
（
原
 

子
炉
冷
却
材
圧
力
バ
ウ
ン
ダ
リ

か
ら
外
れ
る
部
分
で
あ
っ
て
外

側
隔
離
弁
下
流
か
ら
タ
ー
ビ
ン

止
め
弁
ま
で
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

2
)原

子
炉
冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直
接

接
続
さ
れ
て
い
な
い

も
の
で
あ
っ
て
，
放

射
性
物
質
を
貯
蔵
す

る
機
能
 

放
射
性
廃
棄
物
処
理
施
設

（
放
射
能
イ
ン
ベ
ン
ト
リ

の
大
き
い
も
の
）
，
使
用

済
燃
料
プ
ー
ル
（
使
用
済

燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
を
含

む
。
）
 

・
放
射
性
気
体
廃
棄
物
処
理
系
 

（
活
性
炭
式
希
ガ
ス
ホ
ー
ル
ド
ア

ッ
プ
装
置
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
（
使
用
済

燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
を
含
む
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

○
 

○
 

・
使
用
済
燃
料
 

プ
ー
ル
 

・
新
燃
料
貯
蔵
庫
（
臨
界
防
止
す

る
機
能
）
 

（
新
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
 

165



 

 

6 条(竜巻)-1-添付 1-16

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
1
3
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｐ
Ｓ

－
２
 

 

1
)そ

の
損
傷
又
は
故
障
に

よ
り
発
生
す
る
事
象
に

よ
っ
て
，
炉
心
の
著
し

い
損
傷
又
は
燃
料
の
大

量
の
破
損
を
直
ち
に
引

き
起
こ
す
お
そ
れ
は
な

い
が
，
敷
地
外
へ
の
過

度
の
放
射
性
物
質
の
放

出
の
お
そ
れ
の
あ
る
構

築
物
，
系
統
及
び
機
器
 

2
)原

子
炉
冷
却
材
圧
力

バ
ウ
ン
ダ
リ
に
直
接

接
続
さ
れ
て
い
な
い

も
の
で
あ
っ
て
，
放

射
性
物
質
を
貯
蔵
す

る
機
能
 

放
射
性
廃
棄
物
処
理
施
設

（
放
射
能
イ
ン
ベ
ン
ト
リ

の
大
き
い
も
の
）
，
使
用

済
燃
料
プ
ー
ル
（
使
用
済

燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
を
含

む
。
）
 

・
使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
容
器
 

×
 

×
 

使
用
済
燃
料
 

乾
式
貯
蔵
 

建
屋
 

○
  

○
 

・
使
用
済
燃
料
 

乾
式
貯
蔵
容
器
 

3
)燃

料
を
安
全
に
取
り

扱
う
機
能
 

燃
料
取
扱
設
備
 

・
燃
料
交
換
機
 

・
原
子
炉
建
屋
ク
レ
ー
ン
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

○
 

×
 

※
3 

―
 

・
使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
建
屋
天

井
ク
レ
ー
ン
 

×
 

×
 

使
用
済
燃
料
 

乾
式
貯
蔵
 

建
屋
 

○
 

×
 

※
3 

―
 

 
2
)通

常
運
転
時
及
び
運
転

時
の
異
常
な
過
渡
変
化

時
に
作
動
を
要
求
さ
れ

る
も
の
で
あ
っ
て
，
そ

の
故
障
に
よ
り
，
炉
心

冷
却
が
損
な
わ
れ
る
可

能
性
の
高
い
構
築
物
，

系
統
及
び
機
器
 

1
)安

全
弁
及
び
逃
が
し

弁
の
吹
き
止
ま
り
機

能
 

逃
が
し
安
全
弁
 

（
吹
き
止
ま
り
機
能
に
関

連
す
る
部
分
）
 

・
逃
が
し
安
全
弁
（
吹
き
止
ま
り

機
能
に
関
連
す
る
部
分
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

※
3：

竜
巻
襲
来
が
予
想
さ
れ
る
場
合
に
は
，
燃
料
取
扱
作
業
の
中
止
措
置
を
行
う
運
用
と
す
る
こ
と
か
ら
，
評
価
対
象
施
設
と
し
な
い
。
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-17

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
1
4
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ
 

－
２
 

1
)Ｐ

Ｓ
－
２
の
構
築
物
，

系
統
及
び
機
器
の
損
傷

又
は
故
障
に
よ
り
敷
地

周
辺
公
衆
に
与
え
る
放

射
線
の
影
響
を
十
分
小

さ
く
す
る
よ
う
に
す
る

構
築
物
，
系
統
及
び
機

器
 

1
)燃

料
プ
ー
ル
水
の
補

給
機
能
 

非
常
用
補
給
水
系
 

・
残
留
熱
除
去
系
 

（
ポ
ン
プ
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ

ン
・

プ
ー
ル
，
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン

・

プ
ー
ル
か
ら
燃
料
プ
ー
ル
ま

で
の
配
管
，
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

2
)放

射
性
物
質
放
出
の

防
止
機
能
 

放
射
性
気
体
廃
棄
物
処
理

系
の
隔
離
弁
，
排
気
筒
（
非

常
用
ガ
ス
処
理
系
排
気
管

の
支
持
機
能
以
外
）
 

・
放
射
性
気
体
廃
棄
物
処
理
系
（
オ

フ
ガ
ス
）
隔
離
弁
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
排
気
筒
 

○
 

×
 

－
 

－
 

○
 

・
排
気
筒
 

・
燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系
の
燃

料
プ
ー
ル
入
口
逆
止
弁
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

○
 

○
 

・
燃

料
プ

ー
ル

冷

却
浄

化
系

真
空

破
壊
弁
 

 
 

 
燃
料
集
合
体
落
下
事
故
時

放
射
能
放
出
を
低
減
す
る

系
 

・
原
子
炉
建
屋
原
子
炉
棟
 

○
 

×
 

―
 

―
 

○
 

・
原
子
炉
建
屋
 

・
原
子
炉
建
屋
ガ
ス
処
理
系
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

○
 

×
 

―
 

―
 

○
 

・
非
常
用
ガ
ス
 

処
理
系
排
気
 

配
管
 

・
排
気
筒
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-18

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
1
5
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ
 

－
２
 

1
)Ｐ

Ｓ
－
２
の
構
築
物
，

系
統
及
び
機
器
の
損
傷

又
は
故
障
に
よ
り
敷
地

周
辺
公
衆
に
与
え
る
放

射
線
の
影
響
を
十
分
小

さ
く
す
る
よ
う
に
す
る

構
築
物
，
系
統
及
び
機

器
 

2
)放

射
性
物
質
放
出
の

防
止
機
能
 

燃
料
集
合
体
落
下
事
故
時

放
射
能
放
出
を
低
減
す
る

系
 

・
原
子
炉
建
屋
ガ
ス
処
理
系
 

×
 

○
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

○
 

・
原
子
炉
建
屋
 

換
気
系
隔
離
 

弁
，
ダ
ク
ト
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

○
 

○
 

・
非
常
用
ガ
ス
 

処
理
系
設
備
 

・
非
常
用
ガ
ス
 

再
循
環
系
設
備
 

2
)異

常
状
態
へ
の
対
応
上

特
に
重
要
な
構
築
物
，

系
統
及
び
機
器
 

1
)事

故
時
の
プ
ラ
ン
ト

状
態
の
把
握
機
能
 

事
故
時
監
視
計
器
の
一
部
 
・
中
性
子
束
（
起
動
領
域
計
装
）
 

・
原
子
炉
ス
ク
ラ
ム
用
電
磁
接
触

器
の
状
態
 

・
制
御
棒
位
置
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
，
燃
料

域
）
 

・
原
子
炉
圧
力
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
 

・
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水

温
度
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
エ
リ
ア
放
射

線
量
率
（
高
レ
ン
ジ
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-19

第
2
.
2
－

1
表

 
評

価
対

象
施

設
抽

出
結

果
（

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
設

備
）

（
1
6
／

1
6
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1  

S
te
p
2 

S
te
p
3 

抽
出
結
果
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外
施
設
 

(竜
巻
防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
含
む
)  

屋
内
の
施
設

で
外
気
と
繋

が
っ
て
い
る

施
設
 

外
殻
と
 

な
る
施
設
 

（
建
屋
，
 

 
構
築
物
）
 

外
殻
防
護
 

機
能
を
期
待

で
き
な
い
 

評
価

対
象
 

評
価
対
象
 

施
設
名
称
 

Ｍ
Ｓ
 

－
２
 

2
)異

常
状
態
へ
の
対
応
上

特
に
重
要
な
構
築
物
，

系
統
及
び
機
器
 

1
)事

故
時
の
プ
ラ
ン
ト

状
態
の
把
握
機
能
 

事
故
時
監
視
計
器
の
一
部
 

  

[低
温
停
止
へ
の
移
行
] 

・
原
子
炉
圧
力
 

・
原
子
炉
水
位
（
広
帯
域
）
 

[ド
ラ
イ
ウ
ェ
ル
ス
プ
レ
イ
] 

・
原
子
炉
水
位
 

（
広
帯
域
，
燃
料
域
）
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
圧
力
 

[サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
冷

却
] 

・
原
子
炉
水
位
 

（
広
帯
域
，
燃
料
域
）
 

・
サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
・
プ
ー
ル
水

温
度
 

[可
燃
性
ガ
ス
濃
度
制
御
系
 

起
動
] 

・
原
子
炉
格
納
容
器
水
素
濃
度
 

・
原
子
炉
格
納
容
器
酸
素
濃
度
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

2
)異

常
状
態
の
緩
和
機

能
 

Ｂ
Ｗ

Ｒ
に

は
対

象
機

能
な

し
 

－
 

－
 

－
 

－
 

－
 

×
 

―
 

3
)制

御
室
外
か
ら
の
安

全
停
止
機
能
 

制
御
室
外
原
子
炉
停
止
装

置
（
安
全
停
止
に
関
連
す

る
も
の
）
 

・
制
御
室
外
原
子
炉
停
止
装
置

（
安
全
停
止
に
関
連
す
る
も

の
）
の
操
作
回
路
 

×
 

×
 

原
子
炉
 

建
屋
 

×
 

×
 

―
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-20

第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

1
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｐ
Ｓ

－
３
 

1
)異

常
状
態
の
起
因

事
象
と
な
る
も
の

で
あ
っ
て
Ｐ
Ｓ
－

１
，
Ｐ
Ｓ
－
２
以

外
の
構
築
物
，
系

統
及
び
機
器
 

1
)原

子
炉
冷
却
材

保
持
機
能
（
Ｐ
Ｓ

－
１
，
Ｐ
Ｓ
－
２

以
外
の
も
の
) 

計
装
配
管
，
試
料
採

取
管
 

・
計
装
配
管
，
弁
 

・
試
料
採
取
管
，
弁
 

・
ド
レ
ン
配
管
，
弁
 

・
ベ
ン
ト
配
管
，
弁
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

2
)原

子
炉
冷
却
材

の
循
環
機
能
 

原
子
炉
再
循
環
系
 

・
原
子
炉
再
循
環
ポ
ン
プ
，

配
管
，
弁
，
ラ
イ
ザ
ー
管

（
炉
内
）
，
ジ
ェ
ッ
ト
ポ

ン
プ
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

3
)放

射
性
物
質
の

貯
蔵
機
能
 

  

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ

ー
ル
水
排
水
系
，
復

水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
放

射
性
廃
棄
物
処
理
施

設
（
放
射
能
イ
ン
ベ

ン
ト
リ
の
小
さ
い
も

の
）
 

     新
燃
料
貯
蔵
庫
 

 

・
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

 
○
 

×
 

－
 

－
 
・
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
液
体
廃
棄
物
処
理
系
 

（
低
電
導
度
廃
液
収
集
槽
，

高
電
導
度
廃
液
収
集
槽
）
 

×
 

○
 

原
子
炉
建
屋
 

廃
棄
物
処
理
建
屋
 

○
 
・
低
電
導
度
廃
液
収
集
槽
 

・
高
電
導
度
廃
液
収
集
槽
 

補
修
を
実
施
 

・
固
体
廃
棄
物
処
理
系
 

（
Ｃ
Ｕ
Ｗ
粉
末
樹
脂
沈
降
分

離
槽
，
使
用
済
樹
脂
槽
，

濃
縮
廃
液
タ
ン
ク
，
固
体

廃
棄
物
貯
蔵
庫
（
ド
ラ
ム

缶
）
）
 

×
 

○
 

原
子
炉
建
屋
 

固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
 

固
体
廃
棄
物
作
業
建
屋
 

○
 

・
Ｃ
Ｕ
Ｗ
粉
末
樹
脂
 

沈
降
分
離
槽
 

・
使
用
済
樹
脂
槽
 

・
濃
縮
廃
液
タ
ン
ク
 

・
固
体
廃
棄
物
貯
蔵
庫
 

 
（
ド
ラ
ム
缶
）
 

補
修
を
実
施
 

・
新
燃
料
貯
蔵
庫
 

（
新
燃
料
貯
蔵
ラ
ッ
ク
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

―
 

－
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-21

第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

2
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｐ
Ｓ

－
３
 

1
)異

常
状
態
の
起
因

事
象
と
な
る
も
の

で
あ
っ
て
Ｐ
Ｓ
－

１
，
Ｐ
Ｓ
－
２
以

外
の
構
築
物
，
系

統
及
び
機
器
 

3
)放

射
性
物
質
の

貯
蔵
機
能
 

 

サ
プ
レ
ッ
シ
ョ
ン
プ

ー
ル
水
排
水
系
，
復

水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
放

射
性
廃
棄
物
処
理
施

設
（
放
射
能
イ
ン
ベ

ン
ト
リ
の
小
さ
い
も

の
）
 

・
給
水
加
熱
器
保
管
庫
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
給
水
加
熱
器
保
管
庫
 

補
修
を
実
施
 

・
セ
メ
ン
ト
混
錬
固
化
装
置

及
び
雑
固
体
減
容
処
理
設

備
（
液
体
及
び
固
体
の
放

射
性
廃
棄
物
処
理
系
）
 

×
 

×
 

廃
棄
物
処
理
建
屋
 

○
 

・
セ
メ
ン
ト
混
錬
 

固
化
装
置
 

・
雑
固
体
減
容
処
理
設
備
 

補
修
を
実
施
 

4
)電

源
供
給
機
能
 

（
非
常
用
を
除
く
）
 

  

タ
ー
ビ
ン
，
発
電
機

及
び
そ
の
励
磁
装

置
，
復
水
系
（
復
水

器
を
含
む
）
，
給
水

系
，
循
環
水
系
，
送

電
線
，
変
圧
器
，
開

閉
所
 

 

・
発
電
機
及
び
そ
の
励
磁
装
置

（
発
電
機
，
励
磁
器
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

○
 
・
発
電
機
 

・
励
磁
器
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
蒸
気
タ
ー
ビ
ン
 

（
主
タ
ー
ビ
ン
，
主
要
弁
，

配
管
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

○
 
・
主
タ
ー
ビ
ン
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
復
水
系
（
復
水
器
を
含
む
） 

（
復
水
器
，
復
水
ポ
ン
プ
，

配
管
／
弁
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

・
給
水
系
 

（
電
動
駆
動
給
水
ポ
ン
プ
，

タ
ー
ビ
ン
駆
動
給
水
ポ
ン

プ
，
給
水
加
熱
器
，
配
管

／
弁
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-22

第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

3
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｐ
Ｓ

－
３
 

1
)異

常
状
態
の
起
因

事
象
と
な
る
も
の

で
あ
っ
て
Ｐ
Ｓ
－

１
，
Ｐ
Ｓ
－
２
以

外
の
構
築
物
，
系

統
及
び
機
器
 

4
)電

源
供
給
機
能
 

（
非
常
用
を
除
く
）
 

  

タ
ー
ビ
ン
，
発
電
機

及
び
そ
の
励
磁
装

置
，
復
水
系
（
復
水

器
を
含
む
）
，
給
水

系
，
循
環
水
系
，
送

電
線
，
変
圧
器
，
開

閉
所
 

・
循
環
水
系
 

（
循
環
水
ポ
ン
プ
，
配
管
／

弁
）
 

 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
循
環
水
ポ
ン
プ
 

・
配
管
／
弁
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
常
用
所
内
電
源
系
 

（
発

電
機

又
は
外

部
電

源
系

か
ら

所
内

負
荷
ま

で
の

配

電
設

備
及

び
電
路

（
Ｍ

Ｓ

-
1関

連
以
外
）
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

・
直
流
電
源
系
 

（
蓄

電
池

，
蓄
電

池
か

ら
常

用
負

荷
ま

で
の
配

電
設

備

及
び

電
路

（
Ｍ
Ｓ

-1
関

連

以
外
）
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

・
計
装
制
御
電
源
系
 

（
電
源
装
置
か
ら
常
用
計
測

制
御
装
置
ま
で
の
配
電
設

備
及
び
電
路
（
Ｍ
Ｓ
-1
関

連
以
外
）
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

・
送
電
線
 

 
○
 

×
 

－
 

－
 
・
送
電
線
 

補
修
を
行
う
。
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-23

第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

4
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｐ
Ｓ

－
３
 

1
)異

常
状
態
の
起
因

事
象
と
な
る
も
の

で
あ
っ
て
Ｐ
Ｓ
－

１
，
Ｐ
Ｓ
－
２
以

外
の
構
築
物
，
系

統
及
び
機
器
 

4
)電

源
供
給
機
能
 

（
非
常
用
を
除
く
）
 

  

タ
ー
ビ
ン
，
発
電
機

及
び
そ
の
励
磁
装

置
，
復
水
系
（
復
水

器
を
含
む
）
，
給
水

系
，
循
環
水
系
，
送

電
線
，
変
圧
器
，
開

閉
所
 

・
変
圧
器
 

（
所
内
変
圧
器
，
起
動
変
圧

器
，
予
備
変
圧
器
，
電
路
） 

○
 

×
 

－
 

－
 

・
所
内
変
圧
器
 

・
起
動
変
圧
器
 

・
予
備
変
圧
器
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
開
閉
所
 

（
母
線
，
遮
断
器
，
断
路
器
，

電
路
）
 

×
 

×
 

屋
内
開
閉
所
 

○
 

・
母
線
 

・
遮
断
器
 

・
断
路
器
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

5
)プ

ラ
ン
ト
計

測
・
制
御
機
能

（
安
全
保
護
機

能
を
除
く
）
 

原
子
炉
制
御
系
，
運

転
監
視
補
助
装
置

（
制
御
棒
価
値
ミ
ニ

マ
イ
ザ
）
，
原
子
炉

核
計
装
の
一
部
，
原

子
炉
プ
ラ
ン
ト
プ
ロ

セ
ス
計
装
の
一
部
 

・
原
子
炉
制
御
系
 

（
制

御
棒

価
値
ミ

ニ
マ

イ
ザ

を
含
む
）
 

・
原
子
炉
核
計
装
 

・
原

子
炉

プ
ラ
ン

ト
プ

ロ
セ

ス
計
装
 

 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

6
)プ

ラ
ン
ト
運
転

補
助
機
能
 

 

所
内
ボ
イ
ラ
，
計
装

用
圧
縮
空
気
系
 

 

・
補
助
ボ
イ
ラ
設
備
 

（
補
助
ボ
イ
ラ
，
給
水
タ
ン

ク
，
給
水
ポ
ン
プ
，
配
管

／
弁
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
配
管
／
弁
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-24

第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

5
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｐ
Ｓ

－
３
 

1
)異

常
状
態
の
起
因

事
象
と
な
る
も
の

で
あ
っ
て
Ｐ
Ｓ
－

１
，
Ｐ
Ｓ
－
２
以

外
の
構
築
物
，
系

統
及
び
機
器
 

6
)プ

ラ
ン
ト
運
転

補
助
機
能
 

 

所
内
ボ
イ
ラ
，
計
装

用
圧
縮
空
気
系
 

 

・
所
内
蒸
気
系
及
び
戻
り
系
 

（
ポ
ン
プ
，
配
管
／
弁
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
配
管
／
弁
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

○
 
・
ポ
ン
プ
 

・
配
管
／
弁
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
計
装
用
圧
縮
空
気
設
備
 

（
空

気
圧

縮
機
，

中
間

冷
却

器
，
配
管
／
弁
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

○
 
・
配
管
／
弁
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
原
子
炉
補
機
冷
却
水
系
 

（
原

子
炉

補
機

冷
却

ポ
ン

プ
，
熱
交
換
器
，
配
管
 

 
／
弁
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

○
 
・
原
子
炉
補
機
冷
却
水
系
 

 
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
水
系
 

（
タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
ポ
ン

プ
，
熱
交
換
器
，
配
管
／

弁
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

○
 
・
タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
水
 

 
系
サ
ー
ジ
タ
ン
ク
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-25

第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

6
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｐ
Ｓ

－
３
 

1
)異

常
状
態
の
起
因

事
象
と
な
る
も
の

で
あ
っ
て
Ｐ
Ｓ
－

１
，
Ｐ
Ｓ
－
２
以

外
の
構
築
物
，
系

統
及
び
機
器
 

 

6
)プ

ラ
ン
ト
運
転

補
助
機
能
 

所
内
ボ
イ
ラ
，
計
装

用
圧
縮
空
気
系
 

・
タ
ー
ビ
ン
補
機
冷
却
海
水
系
 

（
補
機
冷
却
海
水
ポ
ン
プ
，

配
管
／
弁
，
ス
ト
レ
ー
ナ
） 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 

・
補
機
冷
却
海
水
ポ
ン
プ
 

・
配
管
／
弁
 

・
ス
ト
レ
ー
ナ
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
復
水
補
給
水
系
 

（
復
水
移
送
ポ
ン
プ
，
配
管

／
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

7
)そ

の
他
 

使
用
済
燃
料
乾
式
 

貯
蔵
建
屋
 

・
使

用
済

燃
料

乾
式

貯
蔵
 

建
屋
 

○
 

×
 

－
 

－
 

・
使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
 

建
屋
 

補
修
を
行
う
。
 

 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-26

第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

7
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｐ
Ｓ

－
３
 

2
)原

子
炉
冷
却
材
中

放
射
性
物
質
濃
度

を
通
常
運
転
に
支

障
の
な
い
程
度
に

低
く
抑
え
る
構
築

物
，
系
統
及
び
機

器
 

1
)核

分
裂
生
成
物

の
原
子
炉
冷
却

材
中
の
放
散
防

止
機
能
 

燃
料
被
覆
管
 

・
燃
料
被
覆
管
 

・
上
/下

部
端
栓
 

・
タ
イ
ロ
ッ
ド
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

2
)原

子
炉
冷
却
材

の
浄
化
機
能
 

原
子
炉
冷
却
材
浄
化

系
，
復
水
浄
化
系
 

 

・
原
子
炉
冷
却
材
浄
化
系
 

（
再
生
熱
交
換
器
，
非
再
生

熱
交
換
器
，
Ｃ
Ｕ
Ｗ
ポ
ン

プ
，
ろ
過
脱
塩
装
置
，
配

管
／
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

・
復
水
浄
化
系
 

（
復
水
脱
塩
装
置
，
配
管
／

弁
）
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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6 条(竜巻)-1-添付 1-27

第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

8
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｍ
Ｓ

－
３
 

1
)運

転
時
の
異
常
な

過
渡
変
化
が
あ
っ

て
も
Ｍ
Ｓ
－
１
，

Ｍ
Ｓ
－
２
と
あ
い

ま
っ
て
，
事
象
を

緩
和
す
る
構
築

物
，
系
統
及
び
機

器
 

 

1
)原

子
炉
圧
力
上

昇
の
緩
和
状
態
 

逃
が
し
安
全
弁
（
逃

が
し
弁
機
能
）
，
タ

ー
ビ
ン
バ
イ
パ
ス
弁
 

・
逃
が
し
安
全
弁
（
逃
が
し
弁

機
能
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

・
タ
ー
ビ
ン
バ
イ
パ
ス
弁
 

×
 

×
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

2
)出

力
上
昇
の
抑

制
機
能
 

原
子
炉
冷
却
材
再
循

環
系
（
再
循
環
ポ
ン

プ
ト
リ
ッ
プ
機
能
）
，

制
御
棒
引
抜
監
視
装

置
 

・
原
子
炉
再
循
環
制
御
系
 

・
制
御
棒
引
抜
阻
止
イ
ン
タ
ー

ロ
ッ
ク
 

・
選
択
制
御
棒
挿
入
系
の
操
作

回
路
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

3
)原

子
炉
冷
却
材

の
補
給
機
能
 

制
御
棒
駆
動
水
圧

系
，
原
子
炉
隔
離
時

冷
却
系
 

 

・
制
御
棒
駆
動
水
圧
系
（
ポ
ン

プ
，
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
，
復

水
貯
蔵
タ
ン
ク
か
ら
制
御

棒
駆
動
機
構
ま
で
の
配
管

及
び
弁
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

・
原
子
炉
隔
離
時
冷
却
系
 

（
ポ
ン
プ
，
タ
ー
ビ
ン
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
復
水
貯
蔵
タ
ン
ク
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
 

停
止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

9
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｍ
Ｓ

－
３
 

2
)異

常
状
態
へ
の
対

応
上
必
要
な
構
築

物
，
系
統
及
び
機

器
 

1
)緊

急
時
対
策
上

重
要
な
も
の
及

び
異
常
状
態
の

把
握
機
能
 

原
子
力
発
電
所
緊
急

時
対
策
所
，
試
料
採

取
系
，
通
信
連
絡
設

備
，
放
射
能
監
視
設

備
，
事
故
時
監
視
計

器
の
一
部
，
消
火
系
，

安
全
避
難
通
路
，
非

常
用
照
明
 

・
緊
急
時
対
策
所
 

 
（
別
紙
1－

1参
照
）
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
緊
急
時
対
策
所
 

（
建
屋
）
 

必
要
に
応
じ
プ
ラ
ン
ト
を
停

止
し
，
補
修
を
行
う
。
 

○
 

×
 

－
 

－
 

・
緊

急
時

対
策

支
援

シ
ス

テ
ム

（
無

線
系

） 

・
所

内
電

気
設

備
（常

用
）  

×
 

×
 

緊
急
時
対
策
所
建
屋
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

・
緊

急
時

対
策

支
援

シ
ス

テ
ム

（
有

線
系

） 

・
所

内
電

気
設

備
（非

常

用
） 

×
 

×
 

緊
急
時
対
策
所
建
屋
 

×
 

・
酸

素
濃

度
計

 

・
試
料
採
取
系
 

（
異
常
時
に
必
要
な
下
記
の

機
能
を
有
す
る
も
の
。
原

子
炉
冷
却
材
放
射
性
物
質

濃
度
サ
ン
プ
リ
ン
グ
分

析
，
原
子
炉
格
納
容
器
雰

囲
気
放
射
性
物
質
濃
度
サ

ン
プ
リ
ン
グ
分
析
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

 
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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第
2
.
2
－

2
表

 
安

全
重

要
度

ク
ラ

ス
３

に
属

す
る

施
設

の
確

認
結

果
（

1
0
／

1
0
）

 

 

分
類
 

安
全
機
能
の
重
要
度
分
類
 

S
te
p
1 

S
te
p
2 

S
te
p
3 

確
認
結
果
 

代
替
措
置
等
 

定
義
 

機
能
 

構
築
物
，
系
統
又
は
 

機
器
 

該
当
す
る
 

電
気
，
機
械
装
置
 

の
う
ち
主
な
施
設
 

屋
外

 

施
設

 

 

屋
内

の
 

施
設

で
外

気
と

繋
が

っ
て

い
る

施
設

 

外
殻

と
な

る
施

設
 

(
建

屋
，

構
築

物
)
 

外
殻

防
護

機
能

を
 

期
待

で
き

な
い

：
○

 

期
待

で
き

る
 

：
×

 

主
な

対
象

施
設

の
名

称
 

Ｍ
Ｓ

－
３
 

2
)異

常
状
態
へ
の
対

応
上
必
要
な
構
築

物
，
系
統
及
び
機

器
 

1
)緊

急
時
対
策
上

重
要
な
も
の
及

び
異
常
状
態
の

把
握
機
能
 

原
子
力
発
電
所
緊
急

時
対
策
所
，
試
料
採

取
系
，
通
信
連
絡
設

備
，
放
射
能
監
視
設

備
，
事
故
時
監
視
計

器
の
一
部
，
消
火
系
，

安
全
避
難
通
路
，
非

常
用
照
明
 

・
通
信
連
絡
設
備
 

（
１

つ
の

専
用
回

路
を

含
む

複
数

の
回

路
を
有

す
る

通

信
連
絡
設
備
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

緊
急
時
対
策
所
 

○
 

・
携
行
型
有
線
通
話
装
置
 

・
衛
星
連
絡
設
備
 

（
固
定
型
，
携
帯
型
）
 

・
無
線
連
絡
設
備
 

（
携
帯
型
）
 

同
一
機
能
を
有
す
る
設

備
が
複
数
設
置
し
，
通

信
連
絡
機
能
の
維
持
が

可
能
な
設
計
と
す
る
 

〇
 

×
 

各
現
場
 

〇
 
・
送
受
話
器
（
ペ
ー
ジ
ン
グ
）

・
放
射
線
監
視
設
備
 

○
 

×
 

－
 

－
 

・
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
ポ
ス
ト
 

可
搬
型
モ
ニ
タ
リ
ン
グ
 

ポ
ス
ト
に
て
代
替
 

・
事
故
時
監
視
計
器
の
一
部
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 
・
気
象
観
測
装
置
 

可
搬
型
気
象
観
測
設
備
 

に
て
代
替
 

・
消
火
系
 

（
水
消
火
設
備
，
泡
消
火
設

備
，
二
酸
化
炭
素
消
火
設

備
，
等
）
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
 

×
 

－
 

－
 

・
水
消
火
設
備
 

・
火
災
検
出
装
置
 

（
受
信
機
含
む
）
 

[消
火
設
備
] 

消
防
自
動
車
等
に
て
代
替
 

 

[検
出
装
置
] 

運
転
員
，
作
業
員
等
の
 

監
視
に
よ
る
代
替
 

×
 

×
 

各
建
屋
 

○
 

・
水
消
火
設
備
 

・
泡
消
火
設
備
 

・
二
酸
化
炭
素
消
火
設
備
 

・
火
災
検
出
装
置
 

（
受
信
機
含
む
）
 

×
 

〇
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

・
中
央
制
御
室
排
煙
装
置
 

必
要
に
応
じ
，
補
修
を
行
う
。 

・
安
全
避
難
通
路
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

・
非
常
用
照
明
 

×
 

×
 

原
子
炉
建
屋
 

×
 

－
 

－
 

○
：
Ye
s 

 
×
：
No
 
 
 －

：
該
当
せ
ず
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別紙 1-1 

緊急時対策所の竜巻防護方針について 

 

1. 竜巻に対する防護方針 

緊急時対策所は，設計基準対象施設かつ重大事故等対処施設として位置付け

られており，それぞれに対し以下の防護方針に基づき，必要とされる機能を維

持する設計としている。 

設計基準対象施設としては，安全機能の重要度分類におけるクラス３施設

（ＭＳ－３）に対する防護方針に従い，損傷する場合を考慮して，代替設備に

より必要な機能を確保すること，安全上支障のない期間に修復する等の対応が

可能な設計とすることとしている。 

また，重大事故等対処施設としては，緊急時対策所に配置される種々の重大

事故等対処設備に対し，同一機能の設備には多様性を考慮する等の配慮により，

共通要因である設計竜巻により同時に機能を喪失しないようにすることで，必

要な機能を維持する方針としている。 

 

2. 防護方針への適合性 

緊急時対策所においては，設計基準対象施設及び重大事故等対処施設とし

て，設置許可基準規則第 34 条及び第 61 条に示される要求に応じた各種の設備

が設置される。これら設備の配置等の特徴を踏まえ，竜巻に対する機能維持の

ための方針を整理した結果を別表 1－1 に示す。 

大部分の設備は緊急時対策所建屋に内包されるが，建屋は重大事故等対処施

設として要求される遮蔽性，耐震性を考慮した堅牢な構造であり，内部の設備

は設計竜巻に対し防護される。また，屋外の一部設備が仮に竜巻により損傷し

た場合でも，同一機能を有する他の設備が多様性をもって配備されている。こ
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れより，上述の設計基準対象施設としての防護方針及び重大事故等対処施設と

しての防護方針に適合したものとなっている。 

別表 1－1 緊急時対策所の設備と竜巻に対する設計方針 

系統 

機能 

設備 
配置場所 

竜巻に対する 

機能維持 設計基準対象施設 重大事故等対処設備 

必要な 

情報の 

把握 

・緊急時対策支援システム伝送装置

・ＳＰＤＳデータ表示装置 

同左 屋内 

一部屋外 

【屋内設備】 

緊対所建屋（もしく

は原子炉建屋）に

よる外殻防護 

 

【屋外設備】 

仮に一部の設備が

損傷した場合で

も，多様性を有す

る他の回線で代替

・データ伝送装置 同左 屋内 

屋外 

通信 

連絡 

・統合原子力防災ネットワークに接続

する通信連絡設備（テレビ会議シス

テム，ＩＰ電話，ＩＰ－ＦＡＸ） 

・携行型有線通話装置 

・衛星電話設備（固定型） 

・衛星電話設備（携帯型） 

・無線連絡設備（携帯型） 

同左 屋内 

一部屋外 

・電力保安通信用電話設備（固定電

話機，ＰＨＳ端末，ＦＡＸ） 

・送受話器（ページング） 

・無線連絡設備（固定型） 

・専用電話設備（ホットライン）（自治

体向） 

・テレビ会議システム（社内） 

・加入電話設備（加入電話，加入

FAX） 

（左記設備は「自主対策設

備」の位置付け） 

屋内 

一部屋外 

電源の 

確保 

・常用所内電気設備 

・非常用所内電気設備 
― 

屋内 

一部屋外 

【屋内設備】 

緊対所建屋（もしく

は原子炉建屋）に

よる外殻防護 

 

【屋外設備】 

仮に一部の設備が

損傷した場合で

も，多様性を有す

る他の設備で代替

― 

・緊急時対策所用発電機 

・緊急時対策所用発電機給

油ポンプ 

・緊急時対策所用Ｍ／Ｃ 

・緊急時対策所用発電機燃

料油貯蔵タンク 

屋内 

居住性

の確保 

― 

・緊急時対策所遮蔽 屋内 

屋外 

【屋内の遮蔽壁】 

建屋外壁により防

護 

 

【屋外の遮蔽壁】 

竜巻に対し構造健

全性を確保 

居住性

の確保 

（続き） 

・酸素濃度計 

・二酸化炭素濃度計 

同左 屋内 緊対所建屋による

外殻防護 

― 

・緊急時対策所非常用送風

機 

・緊急時対策所非常用フィ

ルタ装置 

・緊急時対策所加圧設備 

・緊急時対策所差圧計 

・可搬型モニタリング・ポスト

・緊急時対策所エリアモニタ

屋内 緊対所建屋による

外殻防護 
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3. 緊急時対策所建屋による外殻防護能力について 

別表 1－1 に示すとおり，緊急時対策所においては建屋の外壁により大部分

の設備を防護する設計としている。緊急時対策所建屋は，別途要求される耐震

性及び遮蔽能力を踏まえた，別表 1－2 に示すとおり厚い鉄筋コンクリート製

の外壁を有する設計とすることから，設計竜巻の風荷重に対してもその変形が

十分に小さく抑えられ，建屋の損傷には至らない。また，同じく第 2 表に示す

とおり，設計飛来物である鋼製材の貫通及び裏面剥離防止に対する必要厚さに

対しても十分な余裕があり，設計飛来物の衝突に対しても内部の設備を防護可

能な設計とする。 

別表 1－2 緊急時対策所の外壁の概要 

場所 材質 厚さ 
設計飛来物の 

貫通，裏面剥離防止限界 

壁 

(鉛直面) 
鉄筋コンクリート  

貫通  

裏面剥離  

屋根 

（水平面）
同上  

貫通  

裏面剥離  

 

以 上 
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添付資料 2 

耐震Ｓクラス施設について 

 

 「竜巻影響評価ガイド」においては，竜巻防護施設は「基準地震動及び耐震

設計方針に係る審査ガイド｣の重要度分類における耐震Ｓクラスの設計を要求

される設備（系統，機能）及び建屋，構築物等とされている。一方，今回の竜

巻影響評価では，安全重要度クラス１，２に属する施設を竜巻防護施設として

選定しているため，安全重要度クラス１，２に該当しない耐震Ｓクラス施設の

有無について確認した結果，第 1 表に示すとおり，津波防護施設，浸水防止設

備及び津波監視設備が抽出されたが，以下の理由により，竜巻影響評価の評価

対象施設として追加する必要はないと判断した。 

 

<津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備を評価対象施設としない理由> 

・津波防護施設，浸水防止設備及び津波監視設備は，津波に対して機能を発揮

する施設であり，竜巻と津波の重畳の考慮要否を検討することで，竜巻に対

する機能維持の要否が判断可能である。 

・竜巻及びその随伴事象によりこれらの施設が損傷することを想定した場合，

敷地レベル（EL.+3.0m）を超える津波に対する影響を考慮する必要があるが，

津波と竜巻は発生原因が異なり独立事象であること，及び敷地レベルを超え

る津波の発生頻度（約 9.6×10－３／年）と設計竜巻（ＶＤ=100m／s）の発生

頻度（約 2.1×10－６／年）を踏まえると，敷地レベルを超える津波と設計竜

巻が同時に発生する可能性は小さい。また，敷地レベルを超える津波と設計

竜巻の発生頻度を踏まえると，竜巻及びその随伴事象により津波防護施設等

が損傷した場合でも当該機能が必要となる前に修復等の対応が可能と考えら

れる。  
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 第 1 表 安全重要度クラス１，２以外の耐震Ｓクラス施設の確認結果（1／2） 

耐震 

重要度 
機能別分類 

設備別 

分類 
対象施設 

安全重要度 

クラス１or２

Ｓ 原子炉冷却材圧力バウ

ンダリを構成する機器

配管系 

主要設備 ・原子炉圧力容器 

・原子炉冷却材圧力バウンダリに属する

容器，配管，ポンプ及び弁 

○ 

補助設備 ・隔離弁を閉とするために必要な電気計

装設備 
○ 

使用済燃料を貯蔵する

ための施設 

主要設備 ・使用済燃料プール 

・使用済燃料貯蔵ラック 

・使用済燃料乾式貯蔵容器 

○ 

補助設備 ・使用済燃料プール水補給設備（残留熱

除去系） 

・非常用電源及び計装設備（非常用ディ

ーゼル発電機及びその冷却系，補助施

設を含む） 

○ 

原子炉の緊急停止のた

めに急激に負の反応度

を付加するための施設，

及び原子炉の停止状態

を維持するための施設 

主要設備 ・制御棒，制御棒駆動機構及び制御棒駆

動水圧系（スクラム機能に関する部分）
○ 

補助設備 ・炉心支持構造物 

・電気計装設備 

・チャンネル・ボックス 

○ 

原子炉停止後，炉心から

崩壊熱を除去するため

の施設 

主要設備 ・原子炉隔離時冷却系 

・高圧炉心スプレイ系 

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モー

ド運転に必要な設備） 

・冷却水源としてのサプレッション・プ

ール 

○ 

補助設備 ・残留熱除去系海水系 

・炉心支持構造物 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

及びその冷却系，補助施設 

・非常用電源及び計装設備（非常用ディ

ーゼル発電機及びその冷却系，補助施

設を含む。） 

○ 

原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ破損事故後，炉心

から崩壊熱を除去する

ための施設 

主要設備 ・非常用炉心冷却系 

1）高圧炉心スプレイ系 

2）低圧炉心スプレイ系 

3）残留熱除去系（低圧注入モード運

転に必要な設備） 

4）自動減圧系 

・冷却水源としてのサプレッション・プ

ール 

○ 

補助設備 ・残留熱除去系海水系 

・高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機

及びその冷却系，補助施設 

・非常用電源及び計装設備（非常用ディ

ーゼル発電機及びその冷却系，補助施

設を含む。） 

・中央制御室の遮へい及び空調設備 

○ 

原子炉冷却材圧力バウ

ンダリ破損事故の際に，

圧力障壁となり放射性

物質の放散を直接防ぐ

ための施設 

主要設備 ・原子炉格納容器 

・原子炉格納容器バウンダリに属する配

管及び弁 

○ 

補助設備 ・隔離弁を閉とするために必要な電気計

装設備 
○ 
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6 条(竜巻)-1-添付 2-3 

第 1 表 安全重要度クラス１，２以外の耐震Ｓクラス施設の確認結果（2／2） 

耐震 

重要度 
機能別分類 

設備別 

分類 
対象施設 

安全重要度 

クラス１or２

Ｓ 放射性物質の放出を伴

うような事故の際に，そ

の外部放散を抑制する

ための施設であり，上記

の「放射性物質の放散を

直接防ぐための施設」以

外の施設 

主要設備 ・残留熱除去系（格納容器スプレイ冷却

モード運転に必要な設備） 

・可燃性ガス濃度制御系 

・原子炉建屋 

・非常用ガス処理系 

・非常用ガス再循環系 

・原子炉格納容器圧力低減装置（ダイヤ

フラムフロア及びベント管） 

・冷却水源としてのサプレッション・プ

ール 

○ 

補助設備 ・残留熱除去系海水系 

・非常用電源及び計装設備（非常用ディ

ーゼル発電機及びその冷却系，補助施

設を含む。） 

○ 

津波防護機能を有する

設備及び浸水防止機能

を有する設備 

主要設備 ・津波防護施設 

・浸水防止設備 
該当しない 

補助設備 ― ― 

敷地における津波監視

機能を有する施設 

主要設備 ・津波監視設備 該当しない 

補助設備 ・非常用電源及び計装設備（非常用ディ

ーゼル発電機及びその冷却系，補助施

設を含む。） 

○ 
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別紙 1 

6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-1 

外部事象に対する津波防護施設，浸水防止設備， 

及び津波監視設備の防護方針について 

 

1．概要 

外部事象に対しての，津波防護施設，浸水防止設備，及び津波監

視設備（以下「津波防護施設等」という。）の防護方針を以下に示す。 

 

2．防護に関する考え方 

以下の考え方に基づき，東海第二発電所において設計上考慮すべ

き外部事象に対する，津波防護施設等の機能維持のための対応の要

否について整理した。（フローを別図 1－1 に示す） 

・設計上考慮すべき事象が，津波もしくは津波の随伴，重畳が否定

できない事象に該当するかを確認する。定量的な重畳確率が求

められない事象については，保守的にその影響を考慮する。 

・津波の随伴，重畳が否定できない場合は，当該事象による津波防

護施設等の機能喪失モードの有無を確認する。機能喪失モード

が認められる場合は，設計により健全性を確保する。 

・津波の随伴，重畳が有意でないと評価される事象についても，東

海第二発電所の津波防護施設等については，基準津波の高さや

防護範囲の広さ等その重要性に鑑み，自主的に機能維持のため

の配慮を行う。  
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6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 1－1 外部事象に対する津波防護施設等の 

機能維持対応要否判断フロー 

 

3．検討結果 

上記検討フローに基づく各事象に対する防護方針の検討結果を，

以下に示す。（詳細は別表 1－1 のとおり） 

 

随伴事象として  
津波が考えられる

※1：定量的に評価 

できないものを含む 

東海第二発電所において 

設計上考慮すべき外部事象

独立事象として

津波が確率的に

重畳し得る  

Ｙ
※

Ｎ Ｎ  

Ｙ

 
当該事象による  

津波防護施設等の機能

喪失モードがある  

Ｎ

設計で健全性を確保（○ ※ ２）

Ｙ

機能維持について  
配慮（△ ※ ２）  

対応不要（― ※ ２）

※2：「○」，「△」，「―」は，後掲の別表 1-1 における

整理に対応している 
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6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-3 

3.1 津波の随伴，重畳が否定できない事象※に対する防護方針 

※：地震，洪水，風（台風），凍結，降水，積雪，落雷，地滑り，生物学

的事象，森林火災，高潮） 

これらの外部事象に対しては，津波との随伴もしくは重畳の

可能性を否定できないため，荷重の重ね合わせのタイミングも

考慮した上で設計への反映の要否を検討し，津波防護施設等へ

の影響が考えられる事象に対しては，津波防護施設等の機能を

維持する設計とする。 

 

3.2 津波の随伴，重畳が有意ではない事象（竜巻，火山の影響）に

対する防護方針 

「竜巻」，「火山の影響」の 2 つの外部事象に津波は随伴せず，

また敷地高さを超える津波との重畳の確率も有意ではないため，

津波防護施設等を防護対象施設とはしないものの，津波防護施

設等の機能が要求される時にはその機能を期待出来るよう,以

下の対応を自主的に実施する。 

3.2.1 「火山の影響」 

設計で想定する降下火砕物の給源の噴火と安全施設の中で最

も低所にある海水ポンプを内包する海水ポンプ室壁頂部の高さ

に等しい津波が重畳する年超過確率は約 8.6×10－ ８ (1/y)であり，

火山と津波の重畳は有意ではないと評価されるが，降下火砕物

の堆積荷重について長期荷重に対する構造健全性を確保すると

ともに，降灰後に適宜除去が可能な設計とする。 
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6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-4 

3.2.2「竜巻」 

設計竜巻と安全施設の中で最も低所にある海水ポンプの設置

高さに等しい津波が重畳する年超過確率は約 3.8×10－ ８ (1/y)で

あり，竜巻と津波の重畳は有意ではないと評価されるが，竜巻が

襲来した場合には必ず作用する風荷重に対しては，津波防護施

設等の健全性を維持する設計とする。また，竜巻が襲来した場合

でも，必ずしも津波防護施設に作用するとは限らない竜巻飛来

物荷重に対しては，大規模な損傷に至り難い構造とする。
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6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-5

別
表

1
－

1
 

外
部

事
象

に
対

す
る

津
波

防
護

施
設

等
の

対
応

方
針

整
理

表
 

  

 

設
計
上
考
慮
す
べ
き
 

外
部
事
象
 

①
随
伴
事

象
と
し
て

津
波
を
考

慮
要
 

②
独
立
事

象
と
し
て

津
波
が
重

畳
し
得
る
 

津
波
と
の
重
畳
を
 

考
慮
要
 

（
①
か
②
が
“
○

”）
 

津
波
防
護
施
設
の
機
能
喪
失
に
よ
る
 

安
全
施
設
等
の
機
能
喪
失
の
可
能
性
 

設
計
へ
の
 

反
映
要
否
 

機
能
維
持
の
た
め
の
 

対
応
方
針
 

地
震
 

○
 

―
 

○
 

あ
り
 

 

地
震
荷
重
に
よ
り
損
傷
し
た
場
合
，
安
全
施
設
等

へ
の
津
波
の
到
達
，
浸
水
に
よ
る
機
能
喪
失
が
想

定
さ
れ
る
。
 

○
 

耐
震

Ｓ
ク

ラ
ス

施
設

と
し

て
基

準
地

震
動

S
s
に
対
し
健
全
性
を
維
持
し
，
津
波
に
対
す

る
防
護
機
能
を
維
持
す
る
。
 

ま
た
，
津
波
と
余
震
（
S
d-
D1

地
震
動
）
の
組

合
せ
も
考
慮
す
る
。
 

洪
水
（
外
部
洪
水
）
 

―
 

○
 

○
 

な
し
 

 

基
準

津
波

の
遡

上
高

さ
と

洪
水

ハ
ザ

ー
ド

マ
ッ

プ
の
浸
水
想
定
を
重
ね
て
も
，
発
電
所
敷
地
へ
侵

入
し
得
る
高
さ
に
は
達
し
な
い
。
 

国
道

24
5
号
線
西
側
田
畑
へ
の
洪
水
高
さ
：
 

～
T.
P.
1
0m
（
審
査
資
料
「
外
部
か
ら
の
衝
撃
に
よ

る
損
傷
の
防
止
（
そ
の
他
外
部
事
象
）」

よ
り
） 

国
道

24
5
号
西
側
田
畑
へ
の
津
波
遡
上
分
：
 

～
＋
4m

※
（
遡
上
解
析
結
果
よ
り
）
 

⇒
合
計

T.
P.
～
14
m＜

EL
.
(=
T
.P
.
)1
5
m（

国
道

24
5
号

線
（
発
電
所
入
口
）
）
 

―
 

 
 

風
（
台
風
）
 

―
 

○
 

○
 

あ
り
 

 

風
荷
重
に
よ
り
損
傷
し
た
場
合
，
安
全
施
設
等
へ

の
津
波
の
到
達
，
浸
水
に
よ
る
機
能
喪
失
が
想
定

さ
れ
る
。
 

○
 

・
風
荷
重
，

津
波
荷
重
を
考
慮
し
た
設
計
と

す
る
。
 

・
津
波
監
視

カ
メ
ラ
は
，
風
荷
重
を
考
慮
し

た
設
計
と
す
る
。
 

：
津
波
の
随
伴
，
重
畳
が
否
定
で
き
な
い
た
め
，
設
計
で
健
全
性
を
確
保
す
る
事
象
（
○
）

 
：
津
波
の
随
伴
，
重
畳
は
有
意
で
は
な
い
が
，
機
能
維
持
に
つ
い
て
設
計
上
配
慮
す
る
事
象
（
△
）

 
：
対
応
が
不
要
な
事
象
（
―
）

 

注
：
防
潮
壁
形
状
の
変
更
に
伴
う
再
解
析
実
施
後
に
再
確
認
し
，
結
論
に
影
響
が
無
い
こ
と
を
確
認
す
る
。
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6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-6

設
計
上
考
慮
す
べ
き
 

外
部
事
象
 

①
随
伴
事

象
と
し
て

津
波
を
考

慮
要
 

②
独
立
事

象
と
し
て

津
波
が
重

畳
し
得
る
 

津
波
と
の
重
畳
を
 

考
慮
要
 

（
①
か
②
が
“
○

”）
 

津
波
防
護
施
設
の
機
能
喪
失
に
よ
る
 

安
全
施
設
等
の
機
能
喪
失
の
可
能
性
 

設
計
へ
の
 

反
映
要
否
 

機
能
維
持
の
た
め
の
 

対
応
方
針
 

竜
巻
 

―
 

―
 

―
 

な
し
 

 

以
下
の
と
お
り
，
重
畳
の
頻
度
は
無
視
し
得
る
。
 

設
計
竜
巻
の
確
率

P
1：

 

約
3
.9
×

10
－

６
/
y 
(補

足
1
参
照
) 

敷
地
高
さ
超
津
波
（
＞
T
.P
.3
ｍ
）
の
確
率

P2
：
 

約
9
.6
×

10
－

３
/
y
※
 

※
：

飛
来

物
に

よ
る

海
水

ポ
ン
プ

室
の
壁

の
損

傷
を
想
定
し
，
敷
地
の
最
低
高
と
し
た
。
 

⇒
重
畳
確
率
：

p=
約

3
.8
×

10
－

８
/y

 

･
･
･目

安
値

P
C=
1×

10
－

７
未
満
で
，
有
意

で
は
な
い
。
 

△
 

防
潮
壁
の
設

計
に
お
い
て
は
，
自
主
的
に
以

下
の
配
慮
を
行
い
，
信
頼
性
を
高
め
る
。
 

 ・
風
圧
力
に

対
し
て
は
，
損
傷
し
な
い
様
に

構
造
強
度
を
確
保
す
る
。
 

・
飛
来
物
に

つ
い
て
は
，
防
潮
堤
は
鉄
筋
コ

ン
ク
リ
ー
ト
等
の
堅
牢
な
構
造
で
あ
り
，

大
規

模
な

損
傷

は
生

じ
な

い
と

考
え

ら

れ
る
。
 

極
低
温
（
凍
結
）
 

―
 

○
 

○
 

あ
り
 

 

凍
害

に
よ

り
止

水
ジ

ョ
イ

ン
ト

が
損

傷
し

た
場

合
，
安
全
施
設
等
へ
の
津
波
の
到
達
，
浸
水
に
よ

る
機
能
喪
失
が
想
定
さ
れ
る
。
 

○
 

止
水
ジ
ョ
イ

ン
ト
は
最
低
気
温
を
考
慮
し
た

設
計
と
す
る
。
 

降
水
（
豪
雨
（
降
雨

））
 

―
 

○
 

○
 

な
し
 

 

降
雨

に
よ

る
海

水
面

の
上

昇
の

影
響

は
無

視
し

得
る
。
 

―
 

―
 

積
雪
（
暴
風
雪
）
 

―
 

○
 

○
 

あ
り
 

 

積
雪
荷
重
に
よ
り
損
傷
し
た
場
合
，
安
全
施
設
等

へ
の
津
波
の
到
達
，
浸
水
に
よ
る
機
能
喪
失
が
想

定
さ
れ
る
。
 

○
 

積
雪
荷
重
と
津
波
荷
重
を
考
慮
し
た
設
計
と

す
る
。
 

注
：
防
潮
壁
形
状
の
変
更
に
伴
う
再
解
析
実
施
後
に
再
確
認
し
，
結
論
に
影
響
が
無
い
こ
と
を
確
認
す
る
。
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6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-7

設
計
上
考
慮
す
べ
き
 

外
部
事
象
 

①
随
伴
事

象
と
し
て

津
波
を
考

慮
要
 

②
独
立
事

象
と
し
て

津
波
が
重

畳
し
得
る
 

津
波
と
の
重
畳
を
 

考
慮
要
 

（
①
か
②
が
“
○

”）
 

津
波
防
護
施
設
の
機
能
喪
失
に
よ
る
 

安
全
施
設
等
の
機
能
喪
失
の
可
能
性
 

設
計
へ
の
 

反
映
要
否
 

機
能
維
持
の
た
め
の
 

対
応
方
針
 

落
雷
 

―
 

○
 

○
 

あ
り
 

 

落
雷

に
よ

り
津

波
監

視
設

備
の

機
能

喪
失

が
想

定
さ
れ
る
 

○
 

津
波
監
視
設

備
に
つ
い
て
は
，
既
設
避
雷
設

備
の
遮
へ
い

範
囲
内
へ
の
設
置
又
は
避
雷
設

備
の
設
置
，

避
雷
設
備
の
接
地
極
を
構
内
接

地
網
と
連
接

し
接
地
抵
抗
の
低
減
を
行
う
と

と
も
に
，
ラ

イ
ン
フ
ィ
ル
タ
や
絶
縁
回
路
を

設
置
す
る
こ

と
に
よ
り
，
雷
サ
ー
ジ
の
侵
入

を
防
止
す
る
設
計
と
す
る
。
 

地
滑
り
 

―
 

○
 

○
 

な
し
 

 

発
電

所
の

敷
地

及
び

そ
の

近
傍

に
は

地
滑

り
を

起
こ
す
よ
う
な
地
形
は
存
在
し
な
い
。
 

―
 

―
 

火
山
 

（
火
山
活
動
・
降
灰
）
 

―
 

―
 

―
 

な
し
 

 

以
下
の
と
お
り
，
重
畳
の
頻
度
は
無
視
し
得
る
。
 

想
定
す
る
火
山
の
確
率
：

2.
2×

1
0－

５
/
y 

（
審
査
資
料
「
外
部
か
ら
の
衝
撃
に
よ
る
損
傷
の
防

止
（
そ
の
他
外
部
事
象
）
」
よ
り
）
 

敷
地
高
さ
超
津
波
（
＞

T.
P.
6ｍ

）
の
確
率
：
 

約
3
.9
×

10
－

３
/
y
※
 

※
：
海
水
ポ
ン
プ
室
の
壁
は
損
傷
し
な
い
た
め
，

ポ
ン
プ
室
水
密
高
さ
と
す
る
。
 

⇒
重
畳
確
率
：
約

8
.6
×

10
－

８
/
y 

･
･
･1
×

10
－

７
未
満
で
，
有
意
で
は
な
い
。
 

△
 

設
計
に
て
長

期
荷
重
に
対
す
る
構
造
健
全
性

を
確
保
す
る

と
と
も
に
，
降
灰
後
に
適
宜
除

去
が
可
能
な
設
計
と
す
る
。
 

生
物
学
的
事
象
 

―
 

○
 

○
 

な
し
 

 生
物
に
よ
る
影
響
（
閉
塞
，
侵
入
）
に
よ
る
機
能

喪
失
モ
ー
ド
を
有
し
な
い
。
 

―
 

―
 

注
：
防
潮
壁
形
状
の
変
更
に
伴
う
再
解
析
実
施
後
に
再
確
認
し
，
結
論
に
影
響
が
無
い
こ
と
を
確
認
す
る
。
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6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-8

設
計
上
考
慮
す
べ
き
 

外
部
事
象
 

①
随
伴
事

象
と
し
て

津
波
を
考

慮
要
 

②
独
立
事

象
と
し
て

津
波
が
重

畳
し
得
る
 

津
波
と
の
重
畳
を
 

考
慮
要
 

（
①
か
②
が
“
○

”）
 

津
波
防
護
施
設
の
機
能
喪
失
に
よ
る
 

安
全
施
設
等
の
機
能
喪
失
の
可
能
性
 

設
計
へ
の
 

反
映
要
否
 

機
能
維
持
の
た
め
の
 

対
応
方
針
 

森
林
火
災
 

―
 

○
 

○
 

あ
り
 

 

熱
影
響
に
よ
り
損
傷
し
た
場
合
，
安
全
施
設
等
へ

の
津
波
の
到
達
，
浸
水
に
よ
る
機
能
喪
失
が
想
定

さ
れ
る
。
 

○
 

・
森
林
火
災

の
熱
影
響
に
よ
る
強
度
低
下
及

び
止
水
ジ
ョ

イ
ン
ト
の
機
能
喪
失
を
起
こ

さ
な
い
設
計
と
す
る
。
 

・
防
潮
堤
上

の
津
波
監
視
設
備
が
森
林
火
災

の
影
響
で
機

能
を
喪
失
し
た
場
合
は
，
速

や
か
に
予
備
品
と
交
換
す
る
。
 

 
（
機
能
喪

失
の
可
能
性
が
あ
る
の
は
，
全

4
台
中

2
台
の
み
）

 

高
潮
 

―
 

○
 

○
 

あ
り
 

 高
潮

に
起

因
す

る
潮

位
上

昇
に

よ
り

防
潮

堤
を

越
波

し
た

場
合

，
安

全
施

設
等

へ
の

津
波

の
到

達
，
浸
水
に
よ
る
機
能
喪
失
が
想
定
さ
れ
る
。
 

○
 

高
潮
と
津
波

の
組
合
せ
を
考
慮
し
た
設
計
と

す
る
。
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補足 1 

6 条(竜巻)-1-添付 2-別紙 1-9 

津波防護施設等を考慮した竜巻の年超過確率の評価について 

 

津波防護施設等を竜巻防護対象と仮定した場合の，設計竜巻（最大

風速 100m/s）の年超過確率を評価した。 

年超過確率の推定には，竜巻影響エリアに津波防護施設等を取り込

むことになるが，補図 1―1 に示すとおり，防潮堤を囲む円がその他の

竜巻防護施設を包含する形となるため，当該円を竜巻影響エリアと見

なした。 

この竜巻影響エリアに対する設計竜巻（風速 100m/s）時の年超過確

率は，補表 1―1 に示すとおり約 3.9×10－ ６ (1/y)と評価された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補図 1―1 津波防護施設等を考慮した場合の竜巻影響エリア
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補表 1―1 年超過確率の評価結果 

ケース 
①ベース 

（現ハザード） 
②防潮堤考慮 

備考 

竜巻影響エリア
直列したゾーン毎の

小円に外接する大円

防潮堤の外接円 

（他を包含） 

R/B 

円（D=188m） 

円（D≒800m）  

T/B 

排気筒 

海水Ｐエリア 円（D=44m） 

D/C建屋 円（D=60m） 

防潮堤 ― 

竜巻検討エリア

となる円の直径

(m) 

（1の位切上） 

300 800 

ケース①は上記

3エリアの直径

の和 

竜巻影響エリア

の面積(m2) 
約71,000 約503,000  

設計竜巻

（100m/s）の 

年超過確率 

約2.1×10－ ６  約3.9×10－ ６  

変化の主要因

は，確率算出式

におけるエリア

幅寄与分（全体

の約50％）の増

加による。 
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6 条(竜巻)-1-添付 3-1 

添付資料 3 

竜巻防護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の抽出について 

 

1. 抽出方針 

発電所構内の構築物，系統及び機器のうち，竜巻防護施設の機能に，次の

観点から波及的影響を及ぼし得る施設を抽出する。 

第 1－1 図に抽出フローを示す。 

(1) 機械的影響の観点 

発電所構内の構築物，系統及び機器のうち，竜巻により倒壊して，竜巻

防護施設及び竜巻防護施設を内包する施設を機能喪失させる可能性がある

施設，またはその施設の特定の区画を抽出する。 

(2) 機能的影響の観点 

発電所構内の構築物，系統及び機器のうち，竜巻により損傷して，竜巻

防護施設の機能喪失させる可能性がある屋外に設置されている竜巻防護施

設の附属設備を抽出する。 

 

第 1－2 図に波及的影響を及ぼし得る施設のイメージを示す。 

なお，波及的影響として，火災，溢水，外部電源喪失も考えられるが，竜

巻随伴事象として「添付資料 11」にて整理する。
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6 条(竜巻)-1-添付 3-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－1 図 評価対象抽出フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－2 図 波及的影響を及ぼし得る施設のイメージ

評価対象施設 

評価 
対象外 

Yes Yes 

発電所構内の構築物，系統及び機器 

No 

①  

倒壊により竜巻防護施設 

（含:竜巻防護施設を内包する施設） 

を機能喪失させる 

可能性があるか 

竜巻 
防護施設 

 

建屋，構築物

①倒壊 

② 附属設備 

①倒壊 

竜巻防護施設， 
竜巻防護施設を
内包する施設 

（建屋，構築物） 

竜巻随伴事象 

ﾀﾝｸ 

 建屋，構築物

② 

屋外に設置されている 

竜巻防護施設の附属設備か 
No 

ａ．機械的影響の観点 ｂ．機能的影響の観点 

水平距離Ｌ 

高 
さ 
Ｈ 
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6 条(竜巻)-1-添付 3-3 

2. 抽出結果 

2.1 機械的影響の観点 

機械的影響の観点から，発電所構内の構築物，系統及び機器のうち，「倒

壊により竜巻防護施設及び竜巻防護施設を内包する施設を機能喪失させる可

能性がある施設」を確認した結果を第 2.1－1 表及び第 2.1－1 図に示す。 

確認の結果，倒壊により竜巻防護施設及び竜巻防護施設を内包する施設を

機能喪失させる可能性がある施設として，サービス建屋等の 3 施設を評価対

象施設として抽出した。 

上記以外の構築物，系統及び機器については，「高さＨ＜竜巻防護施設又は

竜巻防護施設を内包する施設までの水平距離Ｌ」であることを確認し，評価

対象施設とはならない。 
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6 条(竜巻)-1-添付 3-4 

第 2.1－1 表 機械的影響の観点の抽出結果 

評価対象施設 

 

 

近傍の竜巻防護施設及び竜巻

防護施設を内包する施設 

高さ 

H 

竜巻防護施設等

までの 

水平距離 L 

波及的

影響の

有無 

サービス建屋 ・原子炉建屋 

・タービン建屋 

約 19m 隣接 ○ 

海水ポンプ室 

鋼製防護壁 
・残留熱除去系海水系 

ポンプ（配管，弁含む） 

・残留熱除去系海水系 

ストレーナ 

・非常用ディーゼル発電機 

海水ポンプ（配管，弁含む）

・非常用ディーゼル発電機 

海水ストレーナ 

・高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

海水ポンプ（配管，弁含む）

・高圧炉心スプレイ系 

ディーゼル発電機 

海水ストレーナ 

約 5m 

約 17m 

隣接 ○ 

排気筒 ・原子炉建屋 

・タービン建屋 

約 140m 約 25m ○※ 

 

 

※ 排気筒は，竜巻防護施設として，構造健全性が維持される 
設計とすることにより，波及的影響を及ぼすことはない。 
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6 条(竜巻)-1-添付 3-5 

              

第
2
.
1
－

1
図

 
竜

巻
防

護
施

設
及

び
竜

巻
防

護
施

設
を

内
包

す
る

施
設

に
波

及
的

影
響

を
及

ぼ
し

得
る

施
設

の
配

置
図
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6 条(竜巻)-1-添付 3-6 

2.2 機能的影響の観点 

機能的影響の観点から，発電所構内の構築物，系統及び機器のうち，竜巻

による損傷により，竜巻防護施設の機能喪失させる可能性がある「屋外に設

置されている竜巻防護施設の附属設備」を確認した結果を第 2.2－1 表に示す。 

 

第 2.2－1 表 機能的影響の観点の抽出結果 

設備名称 
波及的影響

の有無 

非常用ディーゼル発電機排気消音器 ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気消音器 ○ 

非常用ディーゼル発電機排気配管 ○ 

非常用ディーゼル発電機燃料デイタンクベント管 ○ 

非常用ディーゼル発電機機関ベント管 ○ 

非常用ディーゼル発電機潤滑油サンプタンクベント管 ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機排気配管 ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

燃料デイタンクベント管 
○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機機関ベント管 ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機 

潤滑油サンプタンクベント管 
○ 

残留熱除去系海水系配管（放出側） ○ 

非常用ディーゼル発電機海水配管（放出側） ○ 

高圧炉心スプレイ系ディーゼル発電機海水配管（放出側） ○ 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-1 

添付資料 4 

竜巻検討地域の設定について 

 

1. 総観場に基づく気象条件 

気象条件は，気象庁の総観場を基に，独立行政法人原子力安全基盤機構が

東京工芸大学に委託した研究「竜巻による原子力施設への影響に関する調査

研究」（１）等を参考に，低気圧，台風，停滞前線，局所性降雨，季節風，そ

の他（高気圧等）の 6 つに分類した。 

「竜巻等の突風データベース」（２）において 1961 年 1 月～2012 年 6 月に発

生位置が示された竜巻の発生位置を第 1－1 図に示す。さらに，それぞれの発

生要因別に図示し，第 1－2 図～第 1－7 図に示す。 

これらより，低気圧起因の竜巻は全国的に一様に発生していること，一方

で，台風起因の竜巻は日本海側には発生しておらず，おおむね宮城県以南の

太平洋側及び九州で発生していることがわかる。また，停滞前線起因の竜巻

は北海道では発生していないこと，局所性降雨は内陸部での竜巻発生も促す

こと，季節風や高気圧等の起因とされる竜巻の発生数は比較的少ないことが

わかる。 

これらの特徴をさらに詳細に分析するために，各都道府県での要因別発生

数及び発生要因比率を算定した結果を第 1－8 図に示す。同図では，近隣の地

域との連続性を考慮し並べた。 

都道府県別発生数について，太平洋側では沖縄県での発生数が多い。次に

多いのは，南海沿いの高知県，宮崎県，鹿児島県である。千葉県，愛知県，

静岡県なども比較的多い。日本海側では，北海道西部，新潟県，秋田県，鳥

取県，石川県で多く発生している。 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-2 

都道府県別発生要因について，全国的には低気圧起因の比率が多い。特に，

日本海側，北海道西部及び南部では，ほとんどが低気圧起因である。台風起

因については，太平洋側に偏っており，宮城県～沖縄県に至る太平洋岸の都

道府県，関東平野内の都道府県，大分県，山口県，長崎県などで，台風起因

の竜巻が発生している。 

都道府県別発生要因の比率について，宮崎県，埼玉県では台風起因の比率

が 60％を超える。また，茨城県，千葉県，栃木県，静岡県，愛知県，三重県

で台風起因による竜巻が 30％を超える。一方，日本海側，北海道，内陸の都

道府県では，台風起因による竜巻はなく，低気圧起因による竜巻が多くを占

める。 

以上より，台風起因以外の竜巻については，地域性が見られない。台風起

因の竜巻については，日本海側では発生しておらず，太平洋側の宮城県～沖

縄県で多く発生している。 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-3 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－1 図 1961 年 1 月～2012 年 6 月に発生した竜巻の総観場の分布 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－2 図 1961 年 1 月～2012 年 6 月に発生した「低気圧」起因の 

竜巻発生位置 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－3 図 1961 年 1 月～2012 年 6 月に発生した「台風」起因の竜巻発生位置 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－4 図 1961 年 1 月～2012 年 6 月に発生した「停滞前線」起因の 

竜巻発生位置 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－5 図 1961 年 1 月～2012 年 6 月に発生した「局所性降雨」起因の 

竜巻発生位置 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-8 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1-6 図 1961 年 1 月～2012 年 6 月に発生した「季節風」起因の 

竜巻発生位置 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－7 図 1961 年 1 月～2012 年 6 月に発生した「その他（高気圧等）」起因の 

竜巻発生位置 
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6 条(竜巻)-1-添付 4-10 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－8 図 各都道府県での竜巻の要因別発生数と発生要因比率 

低気圧 停滞前線 局所性降雨

季節風 その他（高気圧等） 台風

0 50 100 150

太平洋岸東 岩手県

宮城県

福島県

茨城県

千葉県

東京都

神奈川県

関東平野 栃木県

群馬県

埼玉県

太平洋岸南 静岡県

愛知県

三重県

和歌山県

徳島県

高知県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

九州北西 熊本県

長崎県

佐賀県

福岡県

大分県

瀬戸内海 山口県

愛媛県

香川県

大阪府

岡山県

広島県

日本海側 島根県

鳥取県

兵庫県

京都府

福井県

石川県

富山県

新潟県

山形県

秋田県

青森県

北海道 西：宗谷～檜山

南：日高～渡島

東：網走～十勝

内陸 山梨県

長野県

岐阜県

滋賀県

奈良県

個

各都道府県での要因別発生数

0% 50% 100%

太平洋岸東 岩手県

宮城県

福島県

茨城県

千葉県

東京都

神奈川県

関東平野 栃木県

群馬県

埼玉県

太平洋岸南 静岡県

愛知県

三重県

和歌山県

徳島県

高知県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

九州北西 熊本県

長崎県

佐賀県

福岡県

大分県

瀬戸内海 山口県

愛媛県

香川県

大阪府

岡山県

広島県

日本海側 島根県

鳥取県

兵庫県

京都府

福井県

石川県

富山県

新潟県

山形県

秋田県

青森県

北海道 西：宗谷～檜山

南：日高～渡島

東：網走～十勝

内陸 山梨県

長野県

岐阜県

滋賀県

奈良県

各都道府県での発生要因比率
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2. 竜巻検討地域の設定 

2.1 総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１ 

前記の総観場に基づく気象条件から，台風起因の竜巻は，太平洋側の宮城

県～沖縄県で多く発生しており，この範囲に東海第二発電所が立地している。

太平洋側の宮城県～沖縄県の海岸線より海側及び陸側各 5 ㎞について，複数

の竜巻検討地域ＴＡ１の候補領域を想定し，各領域内での発生個数を調査し，

単位面積当たりの発生数を比較する。 

竜巻検討地域ＴＡ１の候補の領域 8 ケース及び竜巻の個数と単位面積当た

りの発生数の比較を第 2.1－1 図及び第 2.1－1 表に示す。 

これより，もっとも単位面積当たりの発生数の大きいＴＡ１．６を，総観場

の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１とする。 

 

総観場の気象条件に基づく竜巻検討地域ＴＡ１： 

福島県，茨城県，千葉県，東京都，神奈川県，静岡県，愛知県， 

三重県，和歌山県，徳島県，高知県，宮崎県，鹿児島県，沖縄県の 

海岸線より海側及び陸側各 5 ㎞の地域（約 57,000km２） 
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第 2.1－1 図 竜巻検討地域ＴＡ１の検討領域 

 

第 2.1－1 表 竜巻検討地域ＴＡ１の候補毎の竜巻の個数と 

単位面積当たり発生数 

領域 
領域面積

(km２) 

51.5 年間に

領域内で発

生した個数

単位面積当たり

発生数 

（個／年／km２）

ＴＡ１．１ ① 福島県～神奈川県 7,900 40 0.98E-04 

ＴＡ１．２ ①～② 福島県～静岡県 15,700 68 0.84E-04 

ＴＡ１．３ ①～③ 福島県～和歌山県 23,400 104 0.86E-04 

ＴＡ１．４ ①～④ 福島県～高知県 28,600 138 0.94E-04 

ＴＡ１．５ ①～⑤ 福島県～鹿児島県 46,700 194 0.81E-04 

ＴＡ１．６ ①～⑥ 福島県～沖縄県 57,000 300 1.02E-04 

ＴＡ１．７ ①～⑦ 福島県～九州全県 79,700 337 0.82E-04 

ＴＡ１．８ ①～⑥,⑧ 宮城県～沖縄県 59,700 302 0.98E-04 

③ 

② 

④ 

⑤ 

① 

⑥ 

⑦ 

⑧ 
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2.2 竜巻集中地域に基づく竜巻検討地域ＴＡ２ 

「ガイド（案）及び解説」（３）では，19 箇所の竜巻集中地域として，第   

2.2－1 図を示している。東海第二発電所は，これらの竜巻集中地域のうち，

⑰に立地している。これに基づき，近接地域の 180km 圏を考慮した上で，下

記を竜巻検討地域ＴＡ２とする。この地域は前記の第 2.1－1 図及び第 2.1－1

表で示したＴＡ１．１に相当する。 

 

竜巻集中地域に基づく竜巻検討地域ＴＡ２： 

福島県，茨城県，千葉県，東京都，神奈川県の海岸線より海側及び 

陸側各 5km の地域（約 7,900km２） 

 

第 2.2－1 図 竜巻の発生する地点と竜巻が集中する 19 の地域 

（「ガイド（案）及び解説」より引用） 

  

東海第二発電所が 

立地する竜巻集中地域
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2.3 竜巻検討地域ＴＡ 

前記の竜巻検討地域ＴＡ１及びＴＡ２について，1961 年 1 月～2012 年 6 月

（51.5 年間）の「竜巻等の突風データベース」により発生が確認された竜巻

の個数を調査し，単位面積当たりの発生数を算定する。その結果を第  2.3

－1 表に示す。 

ここで，竜巻検討地域内の竜巻の発生個数の評価は，地理情報システム 

（ＭａｐＩｎｆｏ）を用い，発生地点と消滅地点を結ぶ線分が当該地域に掛

かるか否かで判断した。 

これより，竜巻の個数及び単位面積当たりの発生数の大きさから，ＴＡ１

を竜巻検討地域ＴＡとする。第 2.3－1 図に竜巻検討地域ＴＡを示す。 

 

第 2.3－1 表 竜巻検討地域内で発生が確認された竜巻の個数と 

単位面積当たりの発生数 

 
領域面積 

（km２） 

51.5 年間に

領域内で発

生した個数 

単位面積当たり発生数

（個／年／km２） 

総観場の気象条件に基づく竜

巻検討地域ＴＡ１ 
57,000 300 1.02×10－４ 

竜巻集中地域に基づく竜巻検

討地域ＴＡ２ 
7,900 40 0.98×10－４ 
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第 2.3－1 図 竜巻検討地域ＴＡ 

 

＜参考文献＞ 

(１) 東京工芸大学（2011）：平成 21～22 年度原子力安全基盤調査研究（平成

22 年度）竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究，独立行政法

人原子力安全基盤機構 

(２) 気象庁 竜巻等の突風データベース

（http://www.data.jma.go.jp/obd/stats/data/bosai/tornado/index.html） 

(３) 井上博登，福西史郎，鈴木哲夫 (2013):原子力発電所の竜巻影響評価ガイ

ド（案）及び解説，独立行政法人原子力安全基盤機構，JNES-RE-2013-9009. 

  

－：竜巻検討地域 

●：竜巻検討地域での 

竜巻発生箇所 
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5
3
秒

 
沖

縄
県

 
伊

是
名

村
 

F
2
 

台
風

 
 

 
 

2
9
 

竜
巻

 
1
9
7
9
年

0
5
月

2
7
日

1
2
時

2
5
分

 
3
6
度

1
4
分

5
0
秒

 
1
4
0
度

3
3
分

0
秒

 
茨

城
県

 
鹿

島
郡

旭
村

 
F
1
～

F
2
 

気
圧

の
谷

 
 

寒
気

の
移

流
 
 

雷
雨

(
熱

雷
を

除
く

)
 
 

3
0
 

竜
巻

 
1
9
7
5
年

0
2
月

1
5
日

1
6
時

2
0
分

 
3
4
度

4
5
分

1
0
秒

 
1
3
9
度

2
1
分

1
3
秒

 
東

京
都

 
大

島
町

 
F
1
～

F
2
 

季
節

風
 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

3
1
 

竜
巻

 
1
9
7
5
年

0
2
月

0
6
日

0
7
時

0
0
分

 
2
7
度

4
1
分

2
0
秒

 
1
2
8
度

5
5
分

1
8
秒

 
鹿

児
島

県
 

大
島

郡
伊

仙
町

 
F
2
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

3
2
 

竜
巻

 
1
9
7
4
年

0
7
月

0
8
日

0
3
時

3
0
分

 
3
4
度

3
7
分

2
4
秒

 
1
3
8
度

8
分

7
秒

 
静

岡
県

 
小

笠
郡

浜
岡

町
 

F
1
～

F
2
 

台
風

 
 

梅
雨

前
線
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6 条(竜巻)-1-添付 4-19 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

3
3
 

竜
巻

 
1
9
7
4
年

0
7
月

0
6
日

1
6
時

4
0
分

 
3
3
度

3
2
分

4
秒

 
1
3
3
度

3
8
分

3
0
秒

 
高

知
県

 
南

国
市

 
F
1
～

F
2
 

台
風

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

3
4
 

竜
巻

 
1
9
7
2
年

0
6
月

0
6
日

2
0
時

3
0
分

 
2
6
度

5
分

3
0
秒

 
1
2
7
度

4
1
分

4
8
秒

 
沖

縄
県

 
糸

満
市

 
F
1
～

F
2
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 
暖

気
の

移
流

 
 

 

3
5
 

竜
巻

 
1
9
7
1
年

0
8
月

3
1
日

0
9
時

0
0
分

 
3
5
度

3
7
分

1
4
秒

 
1
4
0
度

5
分

3
秒

 
千

葉
県

 
千

葉
市

 
F
2
 

台
風

 
 

 
 

3
6
 

竜
巻

 
1
9
6
9
年

0
8
月

2
3
日

1
0
時

1
5
分

 
3
5
度

5
分

4
8
秒

 
1
4
0
度

6
分

2
9
秒

 
千

葉
県

 
鴨

川
町

 
F
1
～

F
2
 

台
風

 
 

 
 

3
7
 

竜
巻

 
1
9
6
8
年

0
9
月

2
4
日

1
9
時

2
0
分

 
3
2
度

6
分

4
4
秒

 
1
3
1
度

3
1
分

5
2
秒

 
宮

崎
県

 
高

鍋
町

 
F
2
 

台
風

 
 

 
 

3
8
 

竜
巻

 
1
9
6
8
年

0
9
月

2
4
日

1
7
時

2
5
分

 
3
2
度

5
分

1
6
秒

 
1
3
1
度

3
1
分

1
6
秒

 
宮

崎
県

 
高

鍋
町

 
F
2
 

台
風

 
 

 
 

3
9
 

竜
巻

 
1
9
6
8
年

0
8
月

2
8
日

1
2
時

3
0
分

 
3
3
度

3
2
分

0
秒

 
1
3
3
度

3
9
分

0
秒

 
高

知
県

 
南

国
市

 
F
1
～

F
2
 

台
風

 
 

 
 

4
0
 

竜
巻

 
1
9
6
7
年

1
0
月

2
8
日

0
2
時

0
5
分

 
3
5
度

7
分

6
秒

 
1
4
0
度

7
分

2
2
秒

 
千

葉
県

 
鴨

川
町

 
F
2
 

台
風

 
 

 
 

4
1
 

竜
巻

 
1
9
6
7
年

0
3
月

2
3
日

1
5
時

0
4
分

 
3
5
度

4
3
分

5
0
秒

 
1
4
0
度

5
0
分

6
秒

 
千

葉
県

 
銚

子
市

 
F
1
～

F
2
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

4
2
 

竜
巻

 
1
9
6
5
年

1
0
月

1
4
日

2
1
時

4
0
分

 
3
5
度

3
5
分

2
0
秒

 
1
3
9
度

4
2
分

4
0
秒

 
東

京
都

 
大

田
区

 
F
1
～

F
2
 

温
暖

前
線

 
 

 
 

4
3
 

竜
巻

 
1
9
6
4
年

0
1
月

1
7
日

1
5
時

4
0
分

 
3
3
度

4
分

2
秒

 
1
3
9
度

4
8
分

2
6
秒

 
東

京
都

 
八

丈
町

 
F
2
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

4
4
 

竜
巻

 
1
9
6
2
年

1
2
月

3
0
日

0
8
時

2
5
分

 
3
4
度

3
9
分

7
秒

 
1
3
8
度

4
分

2
1
秒

 
静

岡
県

 
千

浜
村

 
F
1
～

F
2
 

二
つ

玉
低

気
圧

 
 

温
暖

前
線
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6 条(竜巻)-1-添付 4-20 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

4
5
 

竜
巻

 
1
9
6
2
年

0
8
月

2
6
日

0
8
時

2
5
分

 
3
4
度

3
5
分

4
3
秒

 
1
3
8
度

1
3
分

2
9
秒

 
静

岡
県

 
榛

原
郡

御
前

崎
町

 
F
1
～

F
2
 

台
風

 
 

 
 

4
6
 

竜
巻

 
1
9
6
2
年

0
8
月

2
6
日

0
4
時

0
0
分

 
3
4
度

3
8
分

4
9
秒

 
1
3
7
度

4
6
分

3
4
秒

 
静

岡
県

 
浜

松
市

 
F
2
 

台
風

 
 

 
 

4
7
 

竜
巻

 
1
9
6
2
年

0
7
月

0
2
日

1
4
時

3
0
分

 
3
5
度

5
6
分

5
0
秒

 
1
4
0
度

3
0
分

2
0
秒

 
茨

城
県

 
稲

敷
郡

東
村

 
F
2
 

温
暖

前
線

 
 

梅
雨

前
線

 
 

局
地

性
じ

ょ
う

乱
 
 

 
 

F
1
相

当
 

 
 

 
 

 
 

 
 

4
8
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

0
5
月

2
8
日

0
5
時

0
0
分

 
2
4
度

2
2
分

2
1
秒

 
1
2
4
度

1
2
分

5
4
秒

 
沖

縄
県

 
石

垣
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

4
9
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

1
2
月

0
3
日

0
7
時

3
0
分

 
3
5
度

1
8
分

1
6
秒

 
1
3
9
度

3
3
分

4
秒

 
神

奈
川

県
 

鎌
倉

市
 

F
0
～

F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
暖

気
の

移
流

 
 

 

5
0
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

1
0
月

0
8
日

0
4
時

3
0
分

 
3
5
度

3
2
分

4
2
秒

 
1
4
0
度

2
7
分

4
3
秒

 
千

葉
県

 
山

武
郡

九
十

九
里

町
 

F
1
 

台
風

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

5
1
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
2
月

0
5
日

1
5
時

3
0
分

 
3
5
度

3
6
分

2
8
秒

 
1
3
9
度

4
2
分

3
7
秒

 
東

京
都

 
品

川
区

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

5
2
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

2
4
日

0
2
時

3
0
分

 
3
4
度

1
5
分

5
秒

 
1
3
6
度

4
9
分

4
4
秒

 
三

重
県

 
志

摩
市

 
F
1
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

5
3
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

0
7
日

1
4
時

3
0
分

 
2
6
度

3
5
分

4
1
秒

 
1
2
7
度

5
7
分

3
1
秒

 
沖

縄
県

 
名

護
市

 
F
0
～

F
1
 

停
滞

前
線

 
 

 
 

5
4
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
3
月

2
7
日

1
9
時

0
0
分

 
3
1
度

2
7
分

5
1
秒

 
1
3
0
度

4
1
分

5
2
秒

 
鹿

児
島

県
 

垂
水

市
 

F
1
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

 
 

5
5
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
3
月

2
7
日

1
7
時

2
0
分

 
3
1
度

4
5
分

2
3
秒

 
1
3
0
度

1
1
分

5
4
秒

 
鹿

児
島

県
 

い
ち

き
串

木
野

市
 

F
1
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
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6 条(竜巻)-1-添付 4-21 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

5
6
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
4
月

1
8
日

0
7
時

5
5
分

 
2
4
度

4
4
分

2
1
秒

 
1
2
5
度

1
5
分

4
8
秒

 
沖

縄
県

 
宮

古
島

市
 

F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

5
7
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
3
月

1
5
日

1
4
時

5
5
分

 
2
6
度

2
1
分

5
0
秒

 
1
2
7
度

4
4
分

2
2
秒

 
沖

縄
県

 
中

頭
郡

読
谷

村
 

F
1
 

気
圧

の
谷

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

5
8
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
2
月

1
4
日

1
5
時

4
0
分

 
3
3
度

4
8
分

5
3
秒

 
1
3
5
度

1
2
分

8
秒

 
和

歌
山

県
 

日
高

郡
印

南
町

 
F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
寒

冷
前

線
 
 

 

5
9
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
2
月

1
4
日

0
6
時

2
0
分

 
2
6
度

1
3
分

3
0
秒

 
1
2
7
度

1
8
分

1
2
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

座
間

味
村

 
F
0
～

F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

6
0
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

1
1
月

2
6
日

1
5
時

3
5
分

 
3
2
度

4
7
分

5
秒

 
1
3
2
度

5
1
分

3
1
秒

 
高

知
県

 
土

佐
清

水
市

 
F
1
 

南
岸

低
気

圧
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

6
1
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

1
1
月

2
2
日

1
3
時

0
0
分

 
2
6
度

3
7
分

4
8
秒

 
1
2
8
度

1
2
分

5
4
秒

 
沖

縄
県

 
東

村
 

F
1
 

停
滞

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

6
2
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

0
9
月

1
7
日

1
3
時

3
0
分

 
3
2
度

2
0
分

1
7
秒

 
1
3
1
度

3
7
分

1
0
秒

 
宮

崎
県

 
日

向
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

6
3
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

0
9
月

1
7
日

1
2
時

1
0
分

 
3
1
度

3
4
分

1
5
秒

 
1
3
1
度

2
4
分

8
秒

 
宮

崎
県

 
日

南
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

6
4
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

0
4
月

2
0
日

1
2
時

1
0
分

 
3
5
度

2
1
分

1
5
秒

 
1
3
9
度

2
8
分

5
0
秒

 
神

奈
川

県
 

藤
沢

市
 

F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

6
5
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

0
1
月

1
9
日

1
9
時

1
0
分

 
2
8
度

8
分

3
5
秒

 
1
2
9
度

1
8
分

5
6
秒

 
鹿

児
島

県
 

瀬
戸

内
町

 
F
1
 

停
滞

前
線

 
 

 
 

6
6
 

竜
巻

 
2
0
0
5
年

0
9
月

0
5
日

1
0
時

1
0
分

 
3
1
度

5
6
分

2
5
秒

 
1
3
1
度

2
7
分

2
9
秒

 
宮

崎
県

 
宮

崎
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

6
7
 

竜
巻

 
2
0
0
5
年

0
5
月

0
1
日

1
5
時

0
0
分

 
3
3
度

3
3
分

4
5
秒

 
1
3
3
度

3
6
分

2
0
秒

 
高

知
県

 
高

知
市

 
F
0
～

F
1
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

暖
気

の
移

流
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6 条(竜巻)-1-添付 4-22 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

6
8
 

竜
巻

 
2
0
0
5
年

0
1
月

2
7
日

1
7
時

0
0
分

 
2
6
度

2
1
分

5
3
秒

 
1
2
7
度

4
4
分

1
6
秒

 
沖

縄
県

 
読

谷
村

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

6
9
 

竜
巻

 
2
0
0
4
年

0
9
月

2
9
日

2
3
時

0
1
分

 
3
4
度

4
0
分

3
0
秒

 
1
3
7
度

2
7
分

0
秒

 
愛

知
県

 
豊

橋
市

 
F
0
～

F
1
 

台
風

 
 

 
 

7
0
 

竜
巻

 
2
0
0
4
年

0
9
月

2
7
日

2
0
時

5
0
分

 
2
6
度

4
1
分

4
4
秒

 
1
2
8
度

1
分

1
0
秒

 
沖

縄
県

 
今

帰
仁

村
 

F
1
 

台
風

 
 

 
 

7
1
 

竜
巻

 
2
0
0
4
年

0
9
月

2
7
日

2
0
時

3
0
分

 
2
6
度

3
1
分

1
1
秒

 
1
2
8
度

1
分

7
秒

 
沖

縄
県

 
名

護
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

7
2
 

竜
巻

 
2
0
0
3
年

1
0
月

1
2
日

1
0
時

0
0
分

 
3
3
度

3
0
分

0
秒

 
1
3
3
度

5
0
分

0
秒

 
高

知
県

 
安

芸
市

 
F
0
～

F
1
 

停
滞

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

7
3
 

竜
巻

 
2
0
0
3
年

0
9
月

1
2
日

1
3
時

0
0
分

 
3
3
度

2
9
分

2
9
秒

 
1
3
3
度

3
3
分

3
4
秒

 
高

知
県

 
高

知
市

 
F
1
 

台
風

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

7
4
 

竜
巻

 
2
0
0
3
年

0
8
月

0
8
日

0
7
時

2
0
分

 
3
2
度

1
9
分

3
秒

 
1
3
1
度

3
5
分

5
2
秒

 
宮

崎
県

 
日

向
市

 
F
0
～

F
1
 

台
風

 
 

 
 

7
5
 

竜
巻

 
2
0
0
3
年

0
8
月

0
8
日

0
1
時

4
0
分

 
3
1
度

3
6
分

3
6
秒

 
1
3
1
度

2
5
分

3
7
秒

 
宮

崎
県

 
日

南
市

 
F
0
～

F
1
 

台
風

 
 

 
 

7
6
 

竜
巻

 
2
0
0
3
年

0
6
月

1
9
日

0
9
時

0
0
分

 
3
2
度

2
8
分

3
2
秒

 
1
3
1
度

3
9
分

2
9
秒

 
宮

崎
県

 
東

臼
杵

郡
門

川
町

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

7
7
 

竜
巻

 
2
0
0
2
年

1
2
月

1
6
日

1
8
時

1
0
分

 
3
3
度

1
6
分

1
4
秒

 
1
3
4
度

9
分

4
0
秒

 
高

知
県

 
室

戸
市

 
F
0
～

F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
暖

気
の

移
流

 
 

 

7
8
 

竜
巻

 
2
0
0
2
年

1
0
月

0
7
日

0
3
時

5
0
分

 
3
5
度

1
4
分

4
0
秒

 
1
3
9
度

3
9
分

5
0
秒

 
神

奈
川

県
 

横
須

賀
市

 
F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
雷

雨
(
熱

雷
を

除
く

)
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

7
9
 

竜
巻

 
2
0
0
2
年

1
0
月

0
7
日

0
3
時

0
5
分

 
3
4
度

4
7
分

1
秒

 
1
3
9
度

2
1
分

1
1
秒

 
東

京
都

 
大

島
町

 
F
1
 

日
本

海
低

気
圧
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N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

8
0
 

竜
巻

ま
た

は

ﾀ
ﾞ
ｳ
ﾝ
ﾊ
ﾞ
ｰ
ｽ
ﾄ
 

2
0
0
2
年

1
0
月

0
6
日

2
2
時

3
8
分

 
3
4
度

4
3
分

1
3
秒

 
1
3
6
度

5
3
分

4
6
秒

 
愛

知
県

 
南

知
多

町
 

F
1
 

二
つ

玉
低

気
圧

 
 
 

 

8
1
 

竜
巻

 
2
0
0
2
年

1
0
月

0
6
日

1
4
時

5
0
分

 
3
1
度

3
3
分

3
8
秒

 
1
3
0
度

3
7
分

1
1
秒

 
鹿

児
島

県
 

鹿
児

島
市

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

8
2
 

竜
巻

 
2
0
0
2
年

0
1
月

2
1
日

1
2
時

1
5
分

 
3
4
度

3
8
分

5
7
秒

 
1
3
7
度

1
9
分

3
6
秒

 
愛

知
県

 
田

原
町

 
F
1
 

二
つ

玉
低

気
圧

 
 
温

暖
前

線
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

8
3
 

竜
巻

 
2
0
0
1
年

1
0
月

0
1
日

0
7
時

0
0
分

 
3
3
度

4
5
分

3
6
秒

 
1
3
5
度

1
8
分

5
0
秒

 
和

歌
山

県
 

南
部

町
 

F
0
～

F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
暖

気
の

移
流

 
 

 

8
4
 

竜
巻

 
2
0
0
0
年

1
2
月

2
5
日

1
3
時

3
7
分

 
3
4
度

4
5
分

0
秒

 
1
3
9
度

1
7
分

3
0
秒

 
東

京
都

 
大

島
町

 
F
1
 

寒
気

の
移

流
 
 

 
 

8
5
 

竜
巻

 
2
0
0
0
年

0
9
月

1
1
日

0
8
時

1
0
分

 
3
3
度

4
0
分

3
3
秒

 
1
3
5
度

5
8
分

2
3
秒

 
和

歌
山

県
 

新
宮

市
 

F
0
～

F
1
 

台
風

 
 

停
滞

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

8
6
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

1
1
月

1
5
日

0
5
時

0
7
分

 
3
2
度

5
9
分

1
2
秒

 
1
3
2
度

5
9
分

5
1
秒

 
高

知
県

 
大

方
町

 
F
0
～

F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
寒

気
の

移
流

 
 

 

8
7
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

1
1
月

0
1
日

0
7
時

0
0
分

 
3
4
度

5
0
分

3
6
秒

 
1
3
7
度

1
分

5
9
秒

 
愛

知
県

 
西

尾
市

 
F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
 

 

8
8
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

1
0
月

2
7
日

2
1
時

0
0
分

 
3
6
度

3
9
分

5
4
秒

 
1
4
0
度

4
2
分

5
9
秒

 
茨

城
県

 
多

賀
郡

十
王

町
 

F
1
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

8
9
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
9
月

2
4
日

1
2
時

5
1
分

 
3
5
度

1
分

1
6
秒

 
1
3
6
度

4
7
分

4
5
秒

 
愛

知
県

 
海

部
郡

弥
富

町
 

F
1
 

台
風

 
 

 
 

9
0
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
9
月

2
4
日

1
1
時

5
6
分

 
3
4
度

4
9
分

2
4
秒

 
1
3
7
度

1
3
分

7
秒

 
愛

知
県

 
蒲

郡
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

9
1
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
9
月

2
4
日

0
3
時

0
0
分

 
3
3
度

3
1
分

2
7
秒

 
1
3
3
度

3
7
分

1
7
秒

 
高

知
県

 
南

国
市

 
F
1
 

台
風

 
 

暖
気

の
移

流
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N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

9
2
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
5
月

0
4
日

0
9
時

5
0
分

 
3
4
度

3
7
分

5
秒

 
1
3
7
度

1
2
分

4
6
秒

 
愛

知
県

 
渥

美
郡

赤
羽

根
町

 
F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
 

 

9
3
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
4
月

1
0
日

1
6
時

0
0
分

 
3
3
度

3
1
分

1
秒

 
1
3
3
度

4
8
分

5
秒

 
高

知
県

 
芸

西
村

 
F
1
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

気
圧

の
谷

 
 
 

9
4
 

竜
巻

 
1
9
9
8
年

1
0
月

1
7
日

1
4
時

5
0
分

 
3
2
度

1
0
分

1
0
秒

 
1
3
1
度

3
2
分

0
秒

 
宮

崎
県

 
児

湯
郡

川
南

町
 

F
0
～

F
1
 

台
風

 
 

 
 

 
9
5
 

竜
巻

 
1
9
9
8
年

0
9
月

1
8
日

1
6
時

0
2
分

 
3
1
度

5
4
分

2
9
秒

 
1
3
1
度

2
7
分

3
秒

 
宮

崎
県

 
宮

崎
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

 
9
6
 

竜
巻

 
1
9
9
8
年

0
2
月

1
9
日

2
3
時

4
3
分

 
2
5
度

4
9
分

1
秒

 
1
3
1
度

1
3
分

4
5
秒

 
沖

縄
県

 
南

大
東

村
 

F
1
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

 
 

 
9
7
 

竜
巻

 
1
9
9
7
年

1
1
月

1
7
日

0
8
時

0
0
分

 
3
3
度

6
分

0
秒

 
1
3
9
度

4
6
分

4
0
秒

 
東

京
都

 
八

丈
町

 
F
1
 

温
暖

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

 
9
8
 

竜
巻

 
1
9
9
7
年

0
9
月

1
6
日

1
3
時

1
9
分

 
3
3
度

3
2
分

5
0
秒

 
1
3
3
度

4
0
分

2
7
秒

 
高

知
県

 
南

国
市

 
F
1
 

台
風

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

 
9
9
 

竜
巻

 
1
9
9
7
年

0
9
月

1
4
日

0
6
時

5
0
分

 
3
0
度

3
3
分

1
3
秒

 
1
3
1
度

0
分

2
0
秒

 
鹿

児
島

県
 

熊
毛

郡
中

種
子

町
 

F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
0
0
 

竜
巻

 
1
9
9
7
年

0
4
月

0
7
日

1
7
時

2
0
分

 
3
5
度

3
1
分

6
秒

 
1
3
9
度

3
6
分

5
0
秒

 
神

奈
川

県
 

横
浜

市
 

F
0
～

F
1
 

雷
雨

(
熱

雷
を

除
く

)
 
 
 

 

1
0
1
 

竜
巻

 
1
9
9
6
年

0
7
月

0
1
日

0
6
時

1
0
分

 
3
1
度

2
2
分

2
8
秒

 
1
3
0
度

3
2
分

2
7
秒

 
鹿

児
島

県
 

喜
入

町
 

F
1
 

停
滞

前
線

 
 

 
 

1
0
2
 

竜
巻

 
1
9
9
6
年

0
3
月

3
0
日

0
5
時

3
0
分

 
3
1
度

1
5
分

1
0
秒

 
1
3
0
度

2
1
分

5
2
秒

 
鹿

児
島

県
 

枕
崎

市
 

F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

日
本

海
低

気
圧

 
 

 

1
0
3
 

竜
巻

 
1
9
9
5
年

0
9
月

2
3
日

0
9
時

0
5
分

 
2
6
度

2
3
分

9
秒

 
1
2
7
度

5
9
分

4
2
秒

 
沖

縄
県

 
与

那
城

町
 

F
1
 

台
風
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N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
0
4
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

1
0
月

1
2
日

1
0
時

2
2
分

 
3
3
度

3
1
分

1
1
秒

 
1
3
3
度

4
7
分

2
2
秒

 
高

知
県

 
芸

西
村

 
F
0
～

F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
暖

気
の

移
流

 
 

 

1
0
5
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

0
9
月

2
9
日

1
9
時

0
0
分

 
3
4
度

4
0
分

5
6
秒

 
1
3
7
度

3
4
分

8
秒

 
静

岡
県

 
新

居
町

 
F
0
～

F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
0
6
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

0
9
月

2
9
日

1
7
時

3
5
分

 
3
4
度

4
8
分

5
7
秒

 
1
3
7
度

1
4
分

8
秒

 
愛

知
県

 
蒲

郡
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
0
7
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

0
9
月

2
9
日

1
7
時

3
0
分

 
3
4
度

4
0
分

5
0
秒

 
1
3
7
度

2
1
分

3
0
秒

 
愛

知
県

 
豊

橋
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
0
8
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

0
3
月

2
3
日

0
2
時

0
0
分

 
2
7
度

4
0
分

1
4
秒

 
1
2
8
度

5
8
分

4
秒

 
鹿

児
島

県
 

大
島

郡
伊

仙
町

 
F
0
～

F
1
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

 
 

1
0
9
 

竜
巻

 
1
9
9
3
年

1
2
月

0
1
日

0
1
時

1
0
分

 
3
1
度

2
6
分

2
8
秒

 
1
3
0
度

4
4
分

2
1
秒

 
鹿

児
島

県
 

垂
水

市
 

F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

1
1
0
 

竜
巻

 
1
9
9
3
年

1
2
月

0
1
日

0
0
時

3
0
分

 
3
1
度

1
5
分

5
秒

 
1
3
0
度

2
6
分

2
6
秒

 
鹿

児
島

県
 

指
宿

郡
頴

娃
町

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
1
1
 

竜
巻

 
1
9
9
3
年

0
9
月

0
3
日

1
5
時

4
5
分

 
3
2
度

3
0
分

3
1
秒

 
1
3
1
度

4
0
分

3
0
秒

 
宮

崎
県

 
延

岡
市

 
F
0
～

F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
1
2
 

竜
巻

 
1
9
9
3
年

0
9
月

0
3
日

1
3
時

0
0
分

 
3
2
度

4
9
分

2
3
秒

 
1
3
2
度

5
6
分

4
5
秒

 
高

知
県

 
土

佐
清

水
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
1
3
 

竜
巻

 
1
9
9
3
年

0
5
月

2
7
日

0
1
時

5
0
分

 
2
6
度

1
3
分

5
6
秒

 
1
2
7
度

4
5
分

8
秒

 
沖

縄
県

 
西

原
町

 
F
1
 

梅
雨

前
線

 
 

 
 

1
1
4
 

竜
巻

 
1
9
9
2
年

0
9
月

2
2
日

1
0
時

0
0
分

 
2
6
度

3
8
分

0
秒

 
1
2
8
度

2
分

6
秒

 
沖

縄
県

 
名

護
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
1
5
 

竜
巻

 
1
9
9
2
年

0
2
月

1
5
日

0
9
時

2
5
分

 
2
6
度

2
1
分

3
6
秒

 
1
2
6
度

4
3
分

3
1
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

具
志

川
村

 
F
1
 

寒
冷

前
線
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N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
1
6
 

竜
巻

 
1
9
9
2
年

0
1
月

0
6
日

0
3
時

3
0
分

 
2
7
度

2
2
分

7
秒

 
1
2
8
度

3
1
分

4
7
秒

 
鹿

児
島

県
 

大
島

郡
知

名
町

 
F
1
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 
寒

冷
前

線
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

1
1
7
 

竜
巻

 
1
9
9
1
年

1
1
月

2
8
日

1
6
時

3
0
分

 
3
3
度

3
3
分

3
0
秒

 
1
3
5
度

2
6
分

5
0
秒

 
和

歌
山

県
 

日
置

川
町

 
F
0
～

F
1
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

1
1
8
 

竜
巻

 
1
9
9
1
年

1
1
月

2
8
日

1
1
時

4
5
分

 
3
1
度

3
5
分

5
8
秒

 
1
3
1
度

2
2
分

5
1
秒

 
宮

崎
県

 
日

南
市

 
F
1
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

1
1
9
 

竜
巻

 
1
9
9
1
年

0
2
月

1
3
日

2
2
時

2
7
分

 
2
6
度

1
1
分

5
2
秒

 
1
2
7
度

4
1
分

4
秒

 
沖

縄
県

 
那

覇
市

 
F
1
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 
暖

気
の

移
流

 
 

 

1
2
0
 

竜
巻

 
1
9
9
0
年

1
2
月

1
2
日

0
0
時

2
0
分

 
3
6
度

2
2
分

5
0
秒

 
1
4
0
度

3
7
分

4
0
秒

 
茨

城
県

 
海

上
～

那
珂

湊
市

 
F
1
 

寒
気

の
移

流
 
 

局
地

性
じ

ょ
う

乱
 
 
そ

の
他

 
 

1
2
1
 

竜
巻

 
1
9
9
0
年

0
3
月

1
2
日

0
6
時

3
0
分

 
3
4
度

1
5
分

2
3
秒

 
1
3
6
度

5
0
分

3
4
秒

 
三

重
県

 
志

摩
郡

志
摩

町
 

F
1
 

日
本

海
低

気
圧

 
 
寒

冷
前

線
 
 

 

1
2
2
 

竜
巻

 
1
9
8
9
年

0
9
月

2
2
日

1
4
時

0
0
分

 
3
4
度

1
9
分

0
秒

 
1
3
5
度

8
分

0
秒

 
大

阪
府

 
泉

南
郡

岬
町

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

1
2
3
 

竜
巻

 
1
9
8
8
年

0
9
月

2
5
日

0
9
時

4
0
分

 
3
3
度

2
7
分

2
2
秒

 
1
3
5
度

4
5
分

2
9
秒

 
和

歌
山

県
 

串
本

町
 

F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
2
4
 

竜
巻

 
1
9
8
6
年

1
2
月

1
9
日

0
1
時

3
0
分

 
3
4
度

3
6
分

4
5
秒

 
1
3
7
度

1
2
分

1
5
秒

 
愛

知
県

 
渥

美
郡

赤
羽

根
町

 
F
1
 

閉
塞

前
線

 
 

 
 

1
2
5
 

竜
巻

 
1
9
8
5
年

1
0
月

0
5
日

1
8
時

4
5
分

 
3
3
度

3
4
分

6
秒

 
1
3
3
度

3
3
分

4
0
秒

 
高

知
県

 
高

知
市

 
F
1
 

台
風

 
 

大
陸

高
気

圧
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

1
2
6
 

竜
巻

 
1
9
8
5
年

1
0
月

0
5
日

1
8
時

4
0
分

 
3
3
度

2
7
分

2
2
秒

 
1
3
3
度

2
8
分

1
7
秒

 
高

知
県

 
土

佐
市

 
F
1
 

台
風

 
 

太
平

洋
高

気
圧

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

1
2
7
 

竜
巻

ま
た

は

ﾀ
ﾞ
ｳ
ﾝ
ﾊ
ﾞ
ｰ
ｽ
ﾄ
 

1
9
8
3
年

0
9
月

2
5
日

1
5
時

3
0
分

 
2
6
度

3
7
分

4
8
秒

 
1
2
8
度

1
1
分

5
9
秒

 
沖

縄
県

 
東

村
 

F
1
 

台
風
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N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
2
8
 

竜
巻

 
1
9
8
3
年

0
3
月

1
2
日

0
6
時

2
0
分

 
2
6
度

5
分

3
3
秒

 
1
2
7
度

4
1
分

5
秒

 
沖

縄
県

 
糸

満
市

 
F
1
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

そ
の

他
 
 

 

1
2
9
 

竜
巻

 
1
9
8
0
年

1
0
月

1
4
日

0
2
時

1
5
分

 
3
2
度

0
分

5
1
秒

 
1
3
1
度

2
9
分

1
1
秒

 
宮

崎
県

 
宮

崎
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
3
0
 

竜
巻

 
1
9
8
0
年

1
0
月

1
4
日

0
1
時

3
0
分

 
3
1
度

5
0
分

4
6
秒

 
1
3
1
度

2
6
分

5
0
秒

 
宮

崎
県

 
宮

崎
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
3
1
 

竜
巻

 
1
9
8
0
年

1
0
月

1
3
日

2
0
時

1
0
分

 
3
0
度

3
0
分

3
5
秒

 
1
3
0
度

5
8
分

3
9
秒

 
鹿

児
島

県
 

中
種

子
町

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
3
2
 

竜
巻

 
1
9
7
9
年

0
9
月

0
3
日

1
6
時

2
9
分

 
3
1
度

5
5
分

2
0
秒

 
1
3
1
度

2
5
分

1
0
秒

 
宮

崎
県

 
宮

崎
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
3
3
 

竜
巻

 
1
9
7
8
年

0
2
月

1
0
日

0
5
時

3
0
分

 
3
1
度

2
5
分

4
9
秒

 
1
3
0
度

1
6
分

4
0
秒

 
鹿

児
島

県
 

加
世

田
市

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
3
4
 

竜
巻

 
1
9
7
6
年

1
0
月

2
3
日

0
7
時

2
0
分

 
2
6
度

1
1
分

6
秒

 
1
2
7
度

4
3
分

2
秒

 
沖

縄
県

 
南

風
原

村
 

F
1
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
3
5
 

竜
巻

 
1
9
7
6
年

0
2
月

2
8
日

1
4
時

0
0
分

 
3
2
度

5
分

8
秒

 
1
3
0
度

1
0
分

2
0
秒

 
鹿

児
島

県
 

阿
久

根
市

 
F
1
 

不
安

定
線

 
 

 
 

1
3
6
 

竜
巻

 
1
9
7
5
年

1
1
月

1
5
日

1
8
時

1
5
分

 
3
5
度

2
8
分

5
1
秒

 
1
4
0
度

2
5
分

6
秒

 
千

葉
県

 
大

網
白

里
町

 
F
1
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

1
3
7
 

竜
巻

 
1
9
7
5
年

1
1
月

1
5
日

1
6
時

2
2
分

 
3
4
度

7
分

5
秒

 
1
3
9
度

3
0
分

5
6
秒

 
東

京
都

 
三

宅
島

三
宅

村
 

F
1
 

南
岸

低
気

圧
 
 

温
暖

前
線

 
 

 

1
3
8
 

竜
巻

 
1
9
7
5
年

1
1
月

1
4
日

2
0
時

4
0
分

 
3
3
度

3
0
分

2
8
秒

 
1
3
4
度

1
6
分

2
8
秒

 
高

知
県

 
安

芸
郡

東
洋

町
 

F
1
 

南
岸

低
気

圧
 
 

温
暖

前
線

 
 

 

1
3
9
 

竜
巻

 
1
9
7
5
年

0
8
月

2
2
日

1
4
時

3
0
分

 
3
3
度

5
2
分

3
2
秒

 
1
3
6
度

5
分

1
0
秒

 
三

重
県

 
熊

野
市

 
F
1
 

台
風
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N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
4
0
 

竜
巻

 
1
9
7
4
年

0
7
月

0
8
日

0
3
時

0
0
分

 
3
4
度

4
1
分

1
8
秒

 
1
3
7
度

5
3
分

2
0
秒

 
静

岡
県

 
磐

田
郡

福
田

町
 

F
1
 

台
風

 
 

停
滞

前
線

 
 

 

1
4
1
 

竜
巻

 
1
9
7
4
年

0
6
月

0
6
日

1
2
時

5
0
分

 
3
4
度

5
9
分

1
4
秒

 
1
3
8
度

2
5
分

3
7
秒

 
静

岡
県

 
静

岡
市

 
F
0
～

F
1
 

気
圧

の
谷

 
 

 
 

1
4
2
 

竜
巻

 
1
9
7
4
年

0
3
月

1
3
日

1
3
時

2
0
分

 
3
6
度

5
6
分

5
2
秒

 
1
4
0
度

5
3
分

5
2
秒

 
福

島
県

 
い

わ
き

市
 

F
1
 

移
動

性
高

気
圧

 
 

 
 

1
4
3
 

竜
巻

 
1
9
7
2
年

0
6
月

0
6
日

2
3
時

3
0
分

 
2
7
度

2
1
分

3
0
秒

 
1
2
8
度

3
5
分

5
7
秒

 
鹿

児
島

県
 

大
島

郡
知

名
町

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

1
4
4
 

竜
巻

 
1
9
7
1
年

0
8
月

3
1
日

0
4
時

0
0
分

 
3
5
度

0
分

5
3
秒

 
1
3
8
度

2
8
分

5
2
秒

 
静

岡
県

 
清

水
市

 
F
0
～

F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
4
5
 

竜
巻

 
1
9
6
8
年

0
9
月

2
4
日

1
5
時

3
0
分

 
3
1
度

5
1
分

3
0
秒

 
1
3
1
度

2
6
分

0
秒

 
宮

崎
県

 
宮

崎
市

 
F
1
 

台
風

 
 

 
 

1
4
6
 

竜
巻

 
1
9
6
1
年

1
0
月

0
7
日

1
0
時

1
0
分

 
3
4
度

5
9
分

3
3
秒

 
1
3
8
度

2
9
分

2
4
秒

 
静

岡
県

 
清

水
市

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

1
4
7
 

竜
巻

 
1
9
6
1
年

0
1
月

2
4
日

1
3
時

4
5
分

 
3
1
度

1
5
分

7
秒

 
1
3
0
度

2
2
分

2
6
秒

 
鹿

児
島

県
 

川
辺

郡
知

覧
町

 
F
1
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

 
 

 
 

F
0
相

当
 

 
 

 
 

 
 

 
 

1
4
8
 

竜
巻

 
2
0
1
2
年

0
6
月

0
5
日

0
3
時

2
0
分

 
2
5
度

4
9
分

2
0
秒

 
1
3
1
度

1
4
分

1
4
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

南
大

東
村

 
F
0
 

台
風

 
 

 
 

1
4
9
 

竜
巻

 
2
0
1
2
年

0
2
月

2
8
日

1
7
時

4
0
分

 
2
6
度

2
1
分

2
0
秒

 
1
2
7
度

5
8
分

1
5
秒

 
沖

縄
県

 
う

る
ま

市
 

F
0
 

停
滞

前
線

 
 

 
 

1
5
0
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

1
0
月

2
1
日

2
1
時

3
0
分

 
3
2
度

4
6
分

4
4
秒

 
1
3
2
度

5
6
分

5
7
秒

 
高

知
県

 
土

佐
清

水
市

 
F
0
 

暖
気

の
移

流
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N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
5
1
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

1
0
月

1
4
日

0
7
時

3
0
分

 
3
2
度

4
1
分

1
2
秒

 
1
3
1
度

4
8
分

2
9
秒

 
宮

崎
県

 
延

岡
市

 
F
0
 

暖
気

の
移

流
 
 

 
 

1
5
2
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

0
7
月

1
8
日

1
9
時

1
0
分

 
3
4
度

4
7
分

1
3
秒

 
1
3
6
度

3
3
分

1
1
秒

 
三

重
県

 
津

市
 

F
0
 

台
風

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
5
3
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

0
2
月

1
1
日

0
0
時

2
0
分

 
2
6
度

1
0
分

0
秒

 
1
2
7
度

3
9
分

2
0
秒

 
沖

縄
県

 
豊

見
城

市
 

F
0
 

停
滞

前
線

 
 

 
 

1
5
4
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

1
1
月

2
2
日

1
5
時

3
0
分

 
2
7
度

2
3
分

1
秒

 
1
2
8
度

3
4
分

3
1
秒

 
鹿

児
島

県
 

大
島

郡
和

泊
町

 
F
0
 

停
滞

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
5
5
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

1
1
月

0
1
日

0
5
時

2
0
分

 
3
5
度

3
0
分

1
6
秒

 
1
4
0
度

2
5
分

5
0
秒

 
千

葉
県

 
山

武
郡

九
十

九
里

町
 

F
0
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

1
5
6
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

1
0
月

2
2
日

1
0
時

5
0
分

 
2
6
度

2
1
分

4
5
秒

 
1
2
6
度

4
4
分

5
1
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

久
米

島
町

 
F
0
以

下
 

停
滞

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
5
7
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

1
0
月

0
9
日

1
8
時

0
0
分

 
3
5
度

2
分

3
4
秒

 
1
3
9
度

5
9
分

3
0
秒

 
千

葉
県

 
南

房
総

市
 

F
0
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

 
 

1
5
8
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
9
月

2
8
日

0
9
時

1
5
分

 
3
4
度

4
9
分

2
0
秒

 
1
3
8
度

1
9
分

2
5
秒

 
静

岡
県

 
焼

津
市

 
F
0
 

二
つ

玉
低

気
圧

 
 

 
 

1
5
9
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
9
月

1
3
日

1
4
時

2
0
分

 
2
6
度

5
5
分

5
7
秒

 
1
2
7
度

5
6
分

3
2
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

伊
是

名
村

 
F
0
 

太
平

洋
高

気
圧

 
 

 
 

1
6
0
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
8
月

1
1
日

1
6
時

5
5
分

 
3
3
度

3
2
分

2
0
秒

 
1
3
3
度

4
3
分

1
秒

 
高

知
県

 
香

南
市

 
F
0
 

台
風

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
6
1
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
7
月

0
9
日

1
4
時

4
0
分

 
3
3
度

3
5
分

1
8
秒

 
1
3
5
度

5
4
分

3
6
秒

 
和

歌
山

県
 

東
牟

婁
郡

 

那
智

勝
浦

町
 

F
0
 

梅
雨

前
線

 
 

 
 

1
6
2
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
6
月

2
5
日

1
9
時

0
0
分

 
3
2
度

1
4
分

5
9
秒

 
1
3
1
度

3
3
分

3
3
秒

 
宮

崎
県

 
児

湯
郡

都
農

町
 

F
0
 

梅
雨

前
線
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N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
6
3
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
4
月

2
9
日

0
2
時

0
0
分

 
3
3
度

3
0
分

1
4
秒

 
1
3
3
度

5
2
分

2
6
秒

 
高

知
県

 
安

芸
市

 
F
0
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

1
6
4
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
2
月

0
1
日

0
9
時

3
0
分

 
3
1
度

1
3
分

4
3
秒

 
1
3
0
度

2
9
分

5
5
秒

 
鹿

児
島

県
 

南
九

州
市

 
F
0
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

寒
冷

前
線

 
 

 

1
6
5
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
2
月

0
1
日

0
9
時

1
0
分

 
3
1
度

2
5
分

5
1
秒

 
1
3
0
度

1
7
分

2
秒

 
鹿

児
島

県
 

南
さ

つ
ま

市
 

F
0
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

寒
冷

前
線

 
 

 

1
6
6
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

1
1
月

1
3
日

1
7
時

0
0
分

 
3
2
度

1
0
分

2
7
秒

 
1
3
1
度

3
1
分

7
秒

 
宮

崎
県

 
児

湯
郡

川
南

町
 

F
0
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

 
 

1
6
7
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

1
1
月

1
1
日

0
9
時

0
0
分

 
3
4
度

3
9
分

7
秒

 
1
3
8
度

4
分

1
1
秒

 
静

岡
県

 
掛

川
市

 
F
0
 

寒
気

の
移

流
 
 

 
 

1
6
8
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
8
月

0
8
日

1
5
時

2
0
分

 
2
4
度

5
1
分

2
8
秒

 
1
2
5
度

1
7
分

1
9
秒

 
沖

縄
県

 
宮

古
島

市
 

F
0
 

台
風

 
 

 
 

1
6
9
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
7
月

2
5
日

1
1
時

0
0
分

 
3
3
度

3
2
分

3
9
秒

 
1
3
3
度

5
3
分

4
0
秒

 
高

知
県

 
安

芸
市

 
F
0
 

梅
雨

前
線

 
 

 
 

1
7
0
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
3
月

0
9
日

1
2
時

3
0
分

 
2
6
度

5
分

4
0
秒

 
1
2
7
度

4
1
分

3
5
秒

 
沖

縄
県

 
糸

満
市

 
F
0
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

1
7
1
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

0
7
日

1
2
時

2
0
分

 
2
6
度

2
0
分

0
秒

 
1
2
6
度

4
8
分

4
3
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

久
米

島
町

 
F
0
未

満
 

停
滞

前
線

 
 

 
 

1
7
2
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
9
月

2
1
日

1
3
時

0
0
分

 
3
4
度

9
分

2
0
秒

 
1
3
4
度

3
6
分

5
0
秒

 
徳

島
県

 
鳴

門
市

 
F
0
未

満
 

停
滞

前
線

 
 

 
 

1
7
3
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
8
月

1
6
日

1
3
時

2
5
分

 
3
5
度

3
7
分

1
3
秒

 
1
4
0
度

3
分

4
3
秒

 
千

葉
県

 
千

葉
市

 
F
0
以

下
 

台
風

 
 

停
滞

前
線

 
 

雷
雨

(
熱

雷
)
 
 

1
7
4
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
7
月

2
2
日

1
7
時

3
0
分

 
2
6
度

1
2
分

7
秒

 
1
2
7
度

4
5
分

5
6
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

与
那

原
町

 
F
0
未

満
 

気
圧

の
谷
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6 条(竜巻)-1-添付 4-31 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
7
5
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
6
月

2
9
日

0
2
時

3
0
分

 
3
3
度

3
0
分

2
4
秒

 
1
3
3
度

5
4
分

1
5
秒

 
高

知
県

 
安

芸
市

 
F
0
 

梅
雨

前
線

 
 

 
 

1
7
6
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
5
月

0
1
日

1
8
時

0
0
分

 
3
0
度

3
1
分

3
3
秒

 
1
3
0
度

5
7
分

1
9
秒

 
鹿

児
島

県
 

熊
毛

郡
中

種
子

町
 

F
0
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

 
 

1
7
7
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
4
月

0
9
日

1
7
時

0
0
分

 
3
1
度

1
5
分

3
7
秒

 
1
3
0
度

1
5
分

5
0
秒

 
鹿

児
島

県
 

枕
崎

市
 

F
0
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

 
 

1
7
8
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
4
月

0
7
日

1
1
時

2
0
分

 
3
2
度

4
3
分

2
1
秒

 
1
3
3
度

0
分

3
0
秒

 
高

知
県

 
土

佐
清

水
市

 
F
0
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

 
 

1
7
9
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

0
9
月

2
5
日

1
1
時

4
0
分

 
2
5
度

5
1
分

2
0
秒

 
1
3
1
度

1
5
分

1
0
秒

 
沖

縄
県

 
南

大
東

村
 

F
0
 

そ
の

他
 
 

 
 

1
8
0
 

竜
巻

 
2
0
0
3
年

1
0
月

1
2
日

0
4
時

2
5
分

 
3
2
度

3
2
分

4
9
秒

 
1
3
1
度

4
0
分

5
4
秒

 
宮

崎
県

 
延

岡
市

 
F
0
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

 
 

1
8
1
 

竜
巻

ま
た

は

ﾀ
ﾞ
ｳ
ﾝ
ﾊ
ﾞ
ｰ
ｽ
ﾄ
 

2
0
0
2
年

1
0
月

1
5
日

2
1
時

3
0
分

 
3
4
度

4
0
分

8
秒

 
1
3
7
度

5
9
分

3
4
秒

 
静

岡
県

 

磐
田

郡
浅

羽
町

，
小

笠

郡
大

須
賀

町
，
小

笠
郡

大
東

町
 

F
0
 

日
本

海
低

気
圧

 
 

寒
冷

前
線

 
 

 

1
8
2
 

竜
巻

 
2
0
0
1
年

0
5
月

2
9
日

1
3
時

0
0
分

 
3
5
度

0
分

2
0
秒

 
1
3
6
度

5
5
分

5
秒

 
愛

知
県

 
東

海
市

 
F
0
 

局
地

性
降

水
 
 

 
 

1
8
3
 

竜
巻

 
2
0
0
1
年

0
1
月

1
3
日

0
7
時

3
5
分

 
2
6
度

8
分

4
3
秒

 
1
2
7
度

4
1
分

2
6
秒

 
沖

縄
県

 
糸

満
市

 
F
0
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

1
8
4
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
6
月

3
0
日

0
9
時

3
0
分

 
3
5
度

9
分

8
秒

 
1
3
8
度

4
5
分

5
5
秒

 
静

岡
県

 
富

士
市

 
F
0
 

日
本

海
低

気
圧

 
 

寒
冷

前
線

 
 

 

1
8
5
 

竜
巻

 
1
9
9
8
年

1
0
月

1
7
日

1
5
時

0
0
分

 
3
2
度

2
5
分

1
3
秒

 
1
3
1
度

3
9
分

4
9
秒

 
宮

崎
県

 
日

向
市

 
F
0
 

台
風

 
 

 
 

1
8
6
 

竜
巻

 
1
9
9
8
年

0
2
月

1
4
日

1
9
時

5
5
分

 
2
4
度

2
3
分

2
6
秒

 
1
2
3
度

4
4
分

5
5
秒

 
沖

縄
県

 
竹

富
町

 
F
0
 

寒
冷

前
線
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6 条(竜巻)-1-添付 4-32 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
8
7
 

竜
巻

 
1
9
9
8
年

0
1
月

1
4
日

1
0
時

5
0
分

 
2
6
度

1
0
分

2
3
秒

 
1
2
7
度

3
8
分

5
1
秒

 
沖

縄
県

 
豊

見
城

村
 

F
0
 

寒
冷

前
線

 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
8
8
 

竜
巻

 
1
9
9
7
年

1
1
月

2
8
日

0
9
時

3
0
分

 
2
7
度

1
9
分

4
5
秒

 
1
2
8
度

3
3
分

3
5
秒

 
鹿

児
島

県
 

知
名

町
 

F
0
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

1
8
9
 

竜
巻

 
1
9
9
5
年

0
9
月

2
3
日

0
8
時

5
0
分

 
2
6
度

2
4
分

1
8
秒

 
1
2
7
度

4
2
分

5
9
秒

 
沖

縄
県

 
読

谷
村

 
F
0
 

台
風

 
 

 
 

1
9
0
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

1
0
月

0
4
日

1
7
時

3
0
分

 
3
3
度

3
2
分

8
秒

 
1
3
3
度

4
0
分

5
0
秒

 
高

知
県

 
南

国
市

 
F
0
 

暖
気

の
移

流
 
 

 
 

1
9
1
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

1
0
月

0
4
日

1
7
時

1
5
分

 
3
3
度

3
2
分

1
7
秒

 
1
3
3
度

4
3
分

3
1
秒

 
高

知
県

 
香

美
郡

赤
岡

町
 

F
0
 

暖
気

の
移

流
 
 

 
 

1
9
2
 

竜
巻

 
1
9
9
3
年

0
1
月

2
3
日

1
7
時

3
0
分

 
2
4
度

2
2
分

3
5
秒

 
1
2
3
度

4
5
分

1
1
秒

 
沖

縄
県

 
竹

富
町

 
F
0
 

停
滞

前
線

 
 

 
 

1
9
3
 

竜
巻

 
1
9
9
1
年

1
1
月

2
8
日

2
2
時

0
0
分

 
3
4
度

2
2
分

3
0
秒

 
1
3
9
度

1
5
分

0
秒

 
東

京
都

 
新

島
若

郷
 

F
0
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 
 

 
 

 
 

F
ス

ケ
ー

ル
不

明
の

陸
上

竜
巻

 
 

 
 

 
 

 
 

 

1
9
4
 

竜
巻

 
2
0
1
2
年

0
5
月

1
3
日

1
2
時

5
6
分

 
2
4
度

4
2
分

4
2
秒

 
1
2
5
度

1
9
分

3
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

1
9
5
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
1
0
年

0
8
月

1
4
日

1
7
時

2
0
分

 
2
6
度

2
3
分

0
秒

 
1
2
7
度

4
4
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

 
 

1
9
6
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
8
月

0
4
日

1
2
時

2
5
分

 
3
4
度

3
3
分

0
秒

 
1
3
7
度

1
分

0
秒

 
愛

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
暖

気
の

移
流

 
 

 
 

1
9
7
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
8
月

0
8
日

1
5
時

1
0
分

 
2
4
度

4
7
分

0
秒

 
1
2
5
度

1
6
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
宮

古
島

市
 

不
明

 
台

風
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6 条(竜巻)-1-添付 4-33 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

1
9
8
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
8
年

1
0
月

0
7
日

1
2
時

3
5
分

 
2
6
度

2
1
分

5
秒

 
1
2
6
度

4
9
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
停

滞
前

線
 
 

 
 

1
9
9
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
8
年

0
7
月

2
2
日

1
7
時

4
0
分

 
2
6
度

1
1
分

5
4
秒

 
1
2
7
度

4
6
分

7
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

与
那

原
町

付

近
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
0
0
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
8
年

0
7
月

2
2
日

1
7
時

4
0
分

 
2
6
度

1
1
分

5
4
秒

 
1
2
7
度

4
6
分

7
秒

 
沖

縄
県

 
島

尻
郡

与
那

原
町

付

近
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
0
1
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

1
0
月

0
9
日

1
2
時

3
0
分

 
3
2
度

8
分

4
4
秒

 
1
3
0
度

6
分

1
6
秒

 
鹿

児
島

県
 

長
島

町
 

不
明

 
東

ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

 
 

2
0
2
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
7
年

0
9
月

1
4
日

1
5
時

0
5
分

 
3
2
度

3
4
分

1
9
秒

 
1
3
1
度

4
0
分

2
8
秒

 
宮

崎
県

 
延

岡
市

 
不

明
 

台
風

 
 

 
 

2
0
3
 

竜
巻

 
2
0
0
4
年

0
6
月

0
1
日

1
4
時

1
5
分

 
2
6
度

1
7
分

4
7
秒

 
1
2
7
度

4
8
分

4
5
秒

 
沖

縄
県

 
北

中
城

村
 

不
明

 
梅

雨
前

線
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

2
0
4
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
7
月

0
3
日

1
2
時

3
0
分

 
2
6
度

3
4
分

3
0
秒

 
1
2
7
度

5
8
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
停

滞
前

線
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

2
0
5
 

竜
巻

 
1
9
9
7
年

0
5
月

2
0
日

1
3
時

3
0
分

 
3
3
度

4
0
分

0
秒

 
1
3
5
度

1
0
分

0
秒

 
和

歌
山

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
南

岸
低

気
圧

 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

2
0
6
 

竜
巻

 
1
9
9
3
年

0
1
月

0
7
日

1
0
時

3
0
分

 
3
3
度

4
7
分

5
0
秒

 
1
3
5
度

1
4
分

3
0
秒

 
和

歌
山

県
 

印
南

町
 

不
明

 
南

岸
低

気
圧

 
 

 
 

2
0
7
 

竜
巻

 
1
9
9
2
年

1
1
月

1
9
日

1
1
時

1
0
分

 
3
2
度

4
1
分

5
秒

 
1
3
1
度

5
0
分

3
3
秒

 
宮

崎
県

 
北

浦
町

 
不

明
 

不
安

定
線

 
 

移
動

性
高

気
圧

 
 

 

2
0
8
 

竜
巻

 
1
9
9
1
年

0
2
月

1
3
日

1
8
時

0
0
分

 
2
6
度

2
6
分

4
秒

 
1
2
7
度

4
6
分

4
9
秒

 
沖

縄
県

 
国

頭
郡

恩
納

村
 

不
明

 
東

ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

2
0
9
 

竜
巻

 
1
9
9
0
年

0
9
月

1
9
日

1
4
時

0
0
分

 
3
4
度

4
2
分

1
0
秒

 
1
3
7
度

3
7
分

4
0
秒

 
静

岡
県

 
浜

松
市

，
舞

阪
町

，
雄

踏
町

 
不

明
 

台
風
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6 条(竜巻)-1-添付 4-34 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

2
1
0
 

竜
巻

 
1
9
7
2
年

0
6
月

0
6
日

2
0
時

3
0
分

 
2
6
度

8
分

4
0
秒

 
1
2
7
度

4
1
分

8
秒

 
沖

縄
県

 
糸

満
市

 
不

明
 

東
ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

2
1
1
 

竜
巻

 
1
9
7
1
年

0
9
月

0
8
日

0
2
時

0
0
分

 
3
5
度

4
2
分

0
秒

 
1
4
0
度

4
3
分

3
0
秒

 
千

葉
県

 
飯

岡
町

 
不

明
 

台
風

 
 

 
 

2
1
2
 

竜
巻

 
1
9
7
1
年

0
8
月

3
1
日

1
0
時

5
0
分

 
3
5
度

4
2
分

1
秒

 
1
4
0
度

4
2
分

1
1
秒

 
千

葉
県

 
飯

岡
町

 
不

明
 

台
風

 
 

 
 

2
1
3
 

竜
巻

 
1
9
6
4
年

0
5
月

2
4
日

1
4
時

5
5
分

 
3
5
度

3
7
分

4
7
秒

 
1
3
9
度

3
8
分

7
秒

 
東

京
都

 
世

田
谷

区
 

不
明

 
寒

冷
前

線
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 
 

2
1
4
 

竜
巻

 
2
0
1
2
年

0
5
月

1
3
日

1
6
時

5
7
分

 
2
4
度

5
3
分

5
4
秒

 
1
2
5
度

1
5
分

2
7
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
1
5
 

竜
巻

 
2
0
1
2
年

0
5
月

0
9
日

0
8
時

4
0
分

 
3
4
度

5
3
分

5
0
秒

 
1
3
6
度

4
8
分

0
秒

 
愛

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

2
1
6
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

1
2
月

0
4
日

0
7
時

1
0
分

 
3
4
度

4
9
分

0
秒

 
1
3
9
度

2
4
分

4
0
秒

 
東

京
都

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
1
7
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

1
2
月

0
4
日

0
7
時

1
0
分

 
3
4
度

4
9
分

0
秒

 
1
3
9
度

2
4
分

4
0
秒

 
東

京
都

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
1
8
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

1
2
月

0
4
日

0
7
時

0
0
分

 
3
4
度

4
9
分

2
5
秒

 
1
3
9
度

2
3
分

3
0
秒

 
東

京
都

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
1
9
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

1
2
月

0
4
日

0
6
時

4
5
分

 
3
4
度

4
7
分

5
0
秒

 
1
3
9
度

2
5
分

4
5
秒

 
東

京
都

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
2
0
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
1
1
年

1
1
月

3
0
日

1
1
時

0
8
分

 
2
6
度

2
4
分

5
2
秒

 
1
2
7
度

4
1
分

5
4
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
停

滞
前

線
 
 

気
圧

の
谷

 
 

 

2
2
1
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

0
8
月

2
2
日

1
6
時

1
7
分

 
2
6
度

2
9
分

0
秒

 
1
2
7
度

4
9
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

 
 

235



 

 

 

 

6 条(竜巻)-1-添付 4-35 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

2
2
2
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
1
1
年

0
8
月

2
2
日

1
4
時

1
5
分

 
2
4
度

5
1
分

0
秒

 
1
2
5
度

2
1
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

 
 

2
2
3
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

0
2
月

2
5
日

1
7
時

2
0
分

 
2
6
度

1
4
分

0
秒

 
1
2
7
度

3
9
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
高

気
圧

)
 
 

 
 

2
2
4
 

竜
巻

 
2
0
1
1
年

0
2
月

0
3
日

1
0
時

0
0
分

 
2
6
度

7
分

0
秒

 
1
2
7
度

3
9
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
2
5
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

1
0
月

0
7
日

1
7
時

0
0
分

 
3
3
度

2
分

4
8
秒

 
1
3
3
度

8
分

2
秒

 
高

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
高

気
圧

)
 
 

 
 

2
2
6
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

1
0
月

0
2
日

1
7
時

0
0
分

 
2
6
度

2
2
分

0
秒

 
1
2
6
度

4
2
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
高

気
圧

)
 
 

 
 

2
2
7
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

1
0
月

0
2
日

1
5
時

5
0
分

 
2
6
度

2
3
分

0
秒

 
1
2
6
度

4
3
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
高

気
圧

)
 
 

 
 

2
2
8
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
9
月

2
3
日

1
0
時

0
5
分

 
3
3
度

2
8
分

4
7
秒

 
1
3
5
度

4
4
分

4
5
秒

 
和

歌
山

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
停

滞
前

線
 
 

 
 

2
2
9
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
8
月

1
8
日

1
1
時

3
6
分

 
2
6
度

2
5
分

0
秒

 
1
2
7
度

4
2
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

 
 

2
3
0
 

竜
巻

 
2
0
1
0
年

0
7
月

2
8
日

1
6
時

2
0
分

 
2
6
度

3
0
分

0
秒

 
1
2
8
度

1
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
暖

気
の

移
流

 
 

 
 

2
3
1
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
1
0
年

0
7
月

2
5
日

1
4
時

4
5
分

 
2
6
度

3
5
分

0
秒

 
1
2
7
度

1
1
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

 
 

2
3
2
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
9
月

1
5
日

1
1
時

4
0
分

 
2
6
度

2
6
分

0
秒

 
1
2
7
度

5
8
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
暖

気
の

移
流

 
 

 
 

2
3
3
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
8
月

0
8
日

1
5
時

3
0
分

 
2
4
度

3
8
分

0
秒

 
1
2
4
度

3
8
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
台

風
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6 条(竜巻)-1-添付 4-36 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

2
3
4
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
7
月

3
0
日

1
7
時

5
0
分

 
2
6
度

1
8
分

0
秒

 
1
2
7
度

3
4
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
高

気
圧

)
 
 

 
 

2
3
5
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
7
月

0
6
日

1
6
時

3
5
分

 
2
6
度

3
5
分

0
秒

 
1
2
7
度

5
7
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
暖

気
の

移
流

 
 

 
 

2
3
6
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
9
年

0
7
月

0
6
日

1
8
時

5
4
分

 
2
4
度

1
8
分

1
6
秒

 
1
2
4
度

3
分

2
秒

 
沖

縄
県

 
石

垣
市

 
不

明
 

暖
気

の
移

流
 
 

 
 

2
3
7
 

竜
巻

 
2
0
0
9
年

0
6
月

2
6
日

1
3
時

1
0
分

 
2
6
度

1
4
分

2
4
秒

 
1
2
7
度

3
9
分

3
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
梅

雨
前

線
 
 

 
 

2
3
8
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
9
年

0
2
月

2
6
日

1
1
時

5
0
分

 
2
4
度

5
5
分

2
7
秒

 
1
2
5
度

1
6
分

4
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
高

気
圧

)
 
 

 
 

2
3
9
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
1
月

0
8
日

1
0
時

2
5
分

 
2
5
度

4
7
分

3
8
秒

 
1
3
1
度

1
6
分

2
5
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
4
0
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
1
月

0
3
日

1
1
時

5
5
分

 
3
4
度

1
5
分

0
秒

 
1
3
4
度

3
0
分

0
秒

 
徳

島
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
前

線
)
 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

2
4
1
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

2
7
日

1
6
時

0
0
分

 
3
5
度

1
5
分

2
0
秒

 
1
4
0
度

2
5
分

4
0
秒

 
千

葉
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
4
2
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

2
7
日

1
5
時

5
0
分

 
3
5
度

1
5
分

2
0
秒

 
1
4
0
度

2
5
分

4
0
秒

 
千

葉
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
4
3
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

2
7
日

1
5
時

5
0
分

 
3
5
度

1
5
分

2
0
秒

 
1
4
0
度

2
5
分

3
0
秒

 
千

葉
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
4
4
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

2
7
日

1
5
時

4
0
分

 
3
5
度

1
5
分

2
0
秒

 
1
4
0
度

2
5
分

2
0
秒

 
千

葉
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
4
5
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

2
7
日

1
5
時

3
0
分

 
3
5
度

1
5
分

2
0
秒

 
1
4
0
度

2
5
分

0
秒

 
千

葉
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流
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6 条(竜巻)-1-添付 4-37 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

2
4
6
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
8
年

1
0
月

1
0
日

1
7
時

2
0
分

 
2
6
度

5
分

3
8
秒

 
1
2
7
度

4
3
分

3
8
秒

 
沖

縄
県

 
糸

満
市

 
不

明
 

気
圧

の
谷

 
 

 
 

2
4
7
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

0
7
日

1
1
時

3
0
分

 
2
6
度

2
0
分

0
秒

 
1
2
6
度

4
9
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
停

滞
前

線
 
 

 
 

2
4
8
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

1
0
月

0
7
日

1
1
時

0
0
分

 
2
6
度

1
6
分

0
秒

 
1
2
6
度

4
9
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
停

滞
前

線
 
 

 
 

2
4
9
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
8
月

2
6
日

1
4
時

1
2
分

 
2
8
度

2
4
分

0
秒

 
1
2
9
度

4
5
分

0
秒

 
鹿

児
島

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
暖

気
の

移
流

 
 

 
 

2
5
0
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
8
月

1
6
日

1
3
時

4
5
分

 
3
5
度

3
6
分

5
7
秒

 
1
4
0
度

3
分

2
0
秒

 
千

葉
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
台

風
 
 

停
滞

前
線

 
 

雷
雨

(
熱

雷
)
 
 

2
5
1
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
8
月

0
8
日

1
6
時

4
5
分

 
2
4
度

2
1
分

8
秒

 
1
2
4
度

7
分

1
3
秒

 
沖

縄
県

 
石

垣
市

 
不

明
 

そ
の

他
(
低

気
圧

)
 
 

 
 

2
5
2
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
8
年

0
8
月

0
8
日

1
3
時

4
0
分

 
2
6
度

1
5
分

0
秒

 
1
2
7
度

3
1
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
低

気
圧

)
 
 

 
 

2
5
3
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
7
月

2
2
日

1
7
時

4
0
分

 
2
6
度

1
1
分

5
4
秒

 
1
2
7
度

4
7
分

1
0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
5
4
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
7
月

2
2
日

1
7
時

0
8
分

 
2
6
度

1
1
分

6
秒

 
1
2
7
度

4
7
分

8
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
5
5
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
7
月

2
2
日

1
7
時

0
5
分

 
2
6
度

1
1
分

6
秒

 
1
2
7
度

4
7
分

8
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
5
6
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
7
月

0
7
日

0
9
時

3
0
分

 
2
6
度

1
1
分

4
6
秒

 
1
2
7
度

5
8
分

7
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

 
 

2
5
7
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
7
月

0
3
日

1
5
時

0
0
分

 
2
6
度

3
0
分

2
秒

 
1
2
8
度

0
分

1
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

気
圧

の
谷
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6 条(竜巻)-1-添付 4-38 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

2
5
8
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
8
年

0
5
月

2
7
日

1
3
時

0
0
分

 
2
4
度

5
2
分

3
5
秒

 
1
2
5
度

2
0
分

1
4
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
5
9
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
8
年

0
5
月

2
7
日

1
2
時

3
0
分

 
2
4
度

5
5
分

7
秒

 
1
2
5
度

1
9
分

3
1
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
6
0
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
5
月

2
7
日

1
1
時

4
1
分

 
2
4
度

5
2
分

3
9
秒

 
1
2
5
度

1
8
分

4
2
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
6
1
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
5
月

1
9
日

1
6
時

5
0
分

 
3
4
度

3
6
分

4
4
秒

 
1
3
7
度

1
分

1
4
秒

 
愛

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

南
岸

低
気

圧
 
 

 

2
6
2
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
8
年

0
4
月

2
3
日

1
6
時

2
3
分

 
3
4
度

3
9
分

4
3
秒

 
1
3
7
度

2
4
分

4
3
秒

 
愛

知
県

 
豊

橋
市

 
不

明
 

気
圧

の
谷

 
 

 
 

2
6
3
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
3
月

2
5
日

2
1
時

0
4
分

 
3
5
度

1
6
分

5
7
秒

 
1
3
9
度

3
1
分

3
6
秒

 
神

奈
川

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

2
6
4
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
3
月

2
5
日

2
0
時

5
7
分

 
3
5
度

1
5
分

4
0
秒

 
1
3
9
度

2
9
分

5
7
秒

 
神

奈
川

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

2
6
5
 

竜
巻

 
2
0
0
8
年

0
3
月

2
5
日

2
0
時

5
3
分

 
3
5
度

1
8
分

1
6
秒

 
1
3
9
度

2
6
分

3
4
秒

 
神

奈
川

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

2
6
6
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

1
0
月

1
4
日

1
2
時

5
5
分

 
3
4
度

3
2
分

3
5
秒

 
1
3
7
度

0
分

3
0
秒

 
三

重
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
停

滞
前

線
 
 

気
圧

の
谷

 
 

 

2
6
7
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
7
年

1
0
月

0
9
日

1
6
時

0
0
分

 
3
2
度

4
分

8
秒

 
1
3
0
度

8
分

2
3
秒

 
鹿

児
島

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
東

ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

 
 

2
6
8
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

1
0
月

0
9
日

1
4
時

0
0
分

 
3
2
度

9
分

1
2
秒

 
1
3
0
度

5
分

3
3
秒

 
鹿

児
島

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
東

ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

 
 

2
6
9
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
9
月

2
5
日

1
6
時

4
5
分

 
2
6
度

7
分

4
8
秒

 
1
2
7
度

3
5
分

2
4
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

熱
帯

低
気

圧
(
台

風
以

外
)
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6 条(竜巻)-1-添付 4-39 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

2
7
0
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
7
年

0
9
月

0
2
日

1
3
時

0
2
分

 
2
4
度

1
9
分

2
9
秒

 
1
2
4
度

1
6
分

4
4
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

雷
雨

(
熱

雷
)
 
 

 

2
7
1
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
7
年

0
8
月

2
9
日

1
3
時

4
0
分

 
2
6
度

3
分

2
9
秒

 
1
2
7
度

4
0
分

4
8
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
高

気
圧

)
 
 

気
圧

の
谷

 
 

 

2
7
2
 

竜
巻

ま
た

は

漏
斗

雲
 

2
0
0
7
年

0
8
月

2
9
日

1
3
時

2
5
分

 
2
6
度

5
分

6
秒

 
1
2
7
度

3
8
分

6
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
そ

の
他

(
高

気
圧

)
 
 

気
圧

の
谷

 
 

 

2
7
3
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
8
月

2
8
日

1
7
時

3
0
分

 
2
6
度

4
0
分

1
2
秒

 
1
2
8
度

3
分

3
6
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
雷

雨
(
熱

雷
)
 
 

 
 

2
7
4
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
8
月

2
8
日

1
5
時

4
0
分

 
2
6
度

2
0
分

4
0
秒

 
1
2
7
度

5
6
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
雷

雨
(
熱

雷
)
 
 

 
 

2
7
5
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
7
月

3
0
日

1
0
時

0
0
分

 
2
4
度

2
9
分

5
7
秒

 
1
2
2
度

5
5
分

1
1
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
7
6
 

竜
巻

 
2
0
0
7
年

0
5
月

3
1
日

1
7
時

3
0
分

 
3
5
度

1
3
分

0
秒

 
1
3
9
度

5
1
分

0
秒

 
千

葉
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
雷

雨
(
熱

雷
を

除
く

)
 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

2
7
7
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

1
1
月

0
6
日

1
2
時

0
0
分

 
3
3
度

4
2
分

0
秒

 
1
3
5
度

2
0
分

0
秒

 
和

歌
山

県
 

(
海

上
)
 

不
明

 
日

本
海

低
気

圧
 
 

 
 

2
7
8
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

0
9
月

1
9
日

1
7
時

3
0
分

 
3
3
度

2
9
分

3
3
秒

 
1
3
3
度

3
4
分

1
4
秒

 
高

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

気
の

移
流

 
 

 
 

2
7
9
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

0
8
月

2
9
日

1
4
時

1
6
分

 
2
6
度

4
0
分

0
秒

 
1
2
7
度

5
2
分

3
0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
8
0
 

竜
巻

 
2
0
0
6
年

0
8
月

2
8
日

1
5
時

5
0
分

 
2
6
度

2
6
分

4
9
秒

 
1
2
8
度

1
分

5
6
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
太

平
洋

高
気

圧
 
 

 
 

2
8
1
 

竜
巻

 
2
0
0
3
年

0
1
月

1
1
日

1
5
時

4
0
分

 
3
3
度

5
分

2
5
秒

 
1
3
9
度

4
3
分

1
9
秒

 
東

京
都

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
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6 条(竜巻)-1-添付 4-40 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

2
8
2
 

竜
巻

 
2
0
0
1
年

0
8
月

0
4
日

1
5
時

2
7
分

 
2
6
度

2
1
分

5
2
秒

 
1
2
6
度

4
1
分

1
2
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
8
3
 

竜
巻

 
2
0
0
1
年

0
8
月

0
4
日

1
5
時

0
0
分

 
2
6
度

2
1
分

5
2
秒

 
1
2
6
度

4
1
分

1
2
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
8
4
 

竜
巻

 
2
0
0
1
年

0
7
月

0
9
日

1
7
時

5
9
分

 
2
4
度

4
9
分

3
9
秒

 
1
2
5
度

7
分

4
4
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
8
5
 

竜
巻

 
2
0
0
1
年

0
7
月

0
8
日

1
6
時

1
4
分

 
2
4
度

4
6
分

5
4
秒

 
1
2
5
度

1
4
分

4
1
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
8
6
 

竜
巻

 
2
0
0
0
年

0
8
月

0
7
日

1
7
時

5
5
分

 
3
5
度

3
2
分

3
0
秒

 
1
4
0
度

0
分

5
2
秒

 
千

葉
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
雷

雨
(
熱

雷
)
 
 

 
 

2
8
7
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

1
1
月

0
2
日

1
6
時

4
0
分

 
3
4
度

5
5
分

4
0
秒

 
1
3
8
度

2
3
分

5
0
秒

 
静

岡
県

 
静

岡
市

 
不

明
 

そ
の

他
(
前

線
)
 
 

寒
気

の
移

流
 
 

 

2
8
8
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
8
月

1
2
日

1
0
時

1
8
分

 
2
6
度

2
1
分

4
0
秒

 
1
2
6
度

4
1
分

1
2
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
8
9
 

竜
巻

 
1
9
9
9
年

0
7
月

2
1
日

1
1
時

2
0
分

 
2
6
度

6
分

3
秒

 
1
2
7
度

3
8
分

1
9
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
熱

帯
低

気
圧

(
台

風
以

外
)
 
 

 

2
9
0
 

竜
巻

 
1
9
9
8
年

0
9
月

2
4
日

1
7
時

2
7
分

 
2
6
度

9
分

1
秒

 
1
2
7
度

3
8
分

4
1
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
気

圧
の

谷
 
 

 
 

2
9
1
 

竜
巻

 
1
9
9
8
年

0
4
月

1
8
日

1
3
時

1
5
分

 
3
2
度

5
9
分

5
0
秒

 
1
3
3
度

2
分

2
秒

 
高

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
南

岸
低

気
圧

 
 

 
 

2
9
2
 

竜
巻

 
1
9
9
7
年

0
9
月

0
6
日

1
5
時

3
0
分

 
3
3
度

1
4
分

3
7
秒

 
1
3
4
度

1
3
分

2
0
秒

 
高

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
停

滞
前

線
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

2
9
3
 

竜
巻

 
1
9
9
7
年

0
5
月

0
3
日

1
0
時

5
0
分

 
2
6
度

6
分

3
0
秒

 
1
2
7
度

3
2
分

3
0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
寒

冷
前

線
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6 条(竜巻)-1-添付 4-41 

N
o
.
 

現
象

 
発

生
日

時
 

発
生

場
所

 
藤

田
 

総
観

場
 

 
区

別
 

緯
度

 
経

度
 

都
道

府
県

 
市

町
村

 
ス

ケ
ー

ル
 

 

2
9
4
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

1
0
月

0
4
日

1
7
時

0
5
分

 
3
3
度

3
1
分

1
5
秒

 
1
3
3
度

4
1
分

4
7
秒

 
高

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
暖

気
の

移
流

 
 

 
 

2
9
5
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

1
0
月

0
4
日

1
7
時

0
5
分

 
3
3
度

3
1
分

8
秒

 
1
3
3
度

4
1
分

3
0
秒

 
高

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
暖

気
の

移
流

 
 

 
 

2
9
6
 

竜
巻

 
1
9
9
4
年

1
0
月

0
4
日

1
7
時

0
5
分

 
3
3
度

3
1
分

1
7
秒

 
1
3
3
度

4
2
分

9
秒

 
高

知
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
暖

気
の

移
流

 
 

 
 

2
9
7
 

竜
巻

 
1
9
9
2
年

0
5
月

1
7
日

1
4
時

3
3
分

 
2
6
度

2
1
分

4
9
秒

 
1
2
6
度

4
1
分

8
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
東

ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

2
9
8
 

竜
巻

 
1
9
9
2
年

0
4
月

1
5
日

1
6
時

5
5
分

 
3
3
度

3
3
分

3
0
秒

 
1
3
5
度

2
5
分

0
秒

 
和

歌
山

県
 

日
置

川
町

 
不

明
 

寒
冷

前
線

 
 

 
 

2
9
9
 

竜
巻

 
1
9
9
2
年

0
3
月

3
1
日

1
4
時

5
5
分

 
2
6
度

2
6
分

0
秒

 
1
2
7
度

5
6
分

0
秒

 
沖

縄
県

 
(
海

上
)
 

不
明

 
東

ｼ
ﾅ
海

低
気

圧
 
 

暖
気

の
移

流
 
 

 

3
0
0
 

竜
巻

 
1
9
7
1
年

0
8
月

3
1
日

0
7
時

1
5
分

 
3
5
度

3
分

5
1
秒

 
1
4
0
度

6
分

7
秒

 
千

葉
県

 
鴨

川
市

 
不

明
 

台
風
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6 条(竜巻)-1-添付 5-1 

添付資料 5 

ハザード曲線による竜巻最大風速（ＶＢ２）の計算について 

 

1. 評価フロー 

「竜巻影響評価ガイド」(１)の解説 3.3.2 に例示された Wen & Chu(２)及び

Garsonet al.(３)(４)による方法に沿って，竜巻最大風速のハザード曲線を算定

し，ハザード曲線による最大風速ＶＢ２を算定する。具体的な算定方法につい

ては，独立行政法人原子力安全基盤機構が東京工芸大学に委託した研究「竜

巻による原子力施設への影響に関する調査研究」(５)を参考とする。 

第 1－1 図に算定フローを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－1 図 ハザード曲線の算定フロー 

気象庁 

「竜巻等の突風データベース」 

竜巻の発生頻度の分析（竜巻の年発生数確率密度分布） 

（観測体制を考慮したＦスケール毎のデータ観測期間，Ｆスケール不明の取扱い） 

竜巻最大風速確率密度分布 
ｆ（Ⅴ） 

竜巻被害幅確率密度分布 
ｆ（ｗ） 

竜巻被害長さ確率密度分布 
ｆ（ｌ） 

Ⅴ，ｗ，ｌの相関係数 

被害面積の期待値 

Ｅ［ＤＡ（Ｖ０）］ 

竜巻検討地域の面積 

Ａ０ 
１つの竜巻により被害を受けた場合に竜巻風速がＶ０を超える確率 

Ｒ（Ｖ０）＝Ｅ［ＤＡ（Ｖ０）］／Ａ０ 

いずれかの竜巻により被害を受けた場合に竜巻風速がＶ０を超える確率 
ＰⅤ０,Ｔ（Ｄ） 

竜巻影響エリアの面積
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6 条(竜巻)-1-添付 5-2 

2. 竜巻の発生頻度の分析 

竜巻についての過去の観測データは少なく，また，観測年代によって精度

が異なる。そこで，下記のとおり，観測データの補正を行い，年発生数の確

率分布に供する統計データを推定する。 

(1) 適用データ 

気象庁「竜巻等の突風データベース」(６)より，竜巻検討地域における 1961

年 1 月～2012 年 6 月の竜巻のデータを用いる。 

(2) 竜巻の発生頻度の補正 

「竜巻等の突風データベース」は 1961 年以降に観測された竜巻がデータ

ベース化されているが，観測体制が段階的に強化された結果，特に 2007

年以降のデータにおいては発生数が非常に多く，海上竜巻の増加も顕著で

ある。そこで，観測体制が強化されたことによる補正を以下のとおり行い，

疑似 51.5 年間の統計量を評価する。 

ａ．ハザード曲線評価に用いるデータの観測期間を以下の(a)～(c)の 3 期

間に分ける。 

(a) 2007 年 1 月～2012 年 6 月（5.5 年間） 

(b) 1991 年 1 月～2012 年 6 月（21.5 年間） 

(c) 1961 年 1 月～2012 年 6 月（51.5 年間） 

ｂ．次に，各年代においてＦスケールごとに，統計量（竜巻発生数，年間

平均発生数，標準偏差）を算定する。 

ｃ．Ｆ０及びＦスケール不明の竜巻については，観測体制が強化される以

前は見過ごされた可能性が大きいことから，観測体制が強化された 2007

年以降の統計量を基にする。 

ｄ．Ｆ１の竜巻については，1991 年以降の年間発生数がそれ以前の 30 年

間の発生数を明らかに上回ることから，1991 年以降の統計量を基にする。 
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6 条(竜巻)-1-添付 5-3 

ｅ．Ｆ２以上の竜巻については，見逃されることが少なかったとして，1961

年以降の全期間の統計量を基にする。 

ｆ．51.5 年間の発生数を，(a)～(c)の観測期間との比率からＦスケール毎

に推計する。 

ｇ．海上竜巻でＦスケール不明の場合，被害痕跡等が残っていないため，

そのＦスケールを推定することは難しい。そこで，沿岸部近傍では竜巻

の発生状況については陸上と海上で変わらないと仮定し，「海岸線から

海上 5km の範囲における海上竜巻の発生特性が，海岸線から内陸 5km の

範囲における陸上竜巻の発生特性と同様である」という仮定に基づいて，

陸上竜巻（上陸竜巻含む）でのＦスケール別発生比率で按分し，各Ｆス

ケールで発生した竜巻に加える。【添付資料 5 別紙 1】 

一方，Ｆスケール不明の陸上竜巻は，痕跡等が残らないほど小さかった

とし，Ｆ０相当の竜巻であったとする。 

 

竜巻検討地域について，発生数に関する統計量の算定結果を第 2－1 表に

示す。竜巻検討地域において 51.5 年間に 300 個の竜巻が観測されたことに

対し，1188 個の竜巻が発生したと推定した。 
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6 条(竜巻)-1-添付 5-4 

第 2－1 表 竜巻発生数の分析結果 

 

  
F3 F2 F1 F0 小計 

陸上

不明

海上

不明
合計

過去に 

観測 

された 

竜巻 

1961.1-2012.6

51.5 年間 

期間内個数 6 41 100 46 193 20 87 300

平均値(個/年） 0.12 0.80 1.94 0.89 3.75 0.39 1.69 5.83

標準偏差（個/年） 0.32 0.94 1.96 2.17 3.25 0.69 4.35 7.26

1991.1-2012.6

21.5 年間 

期間内個数 1 15 72 46 134 15 86 235

平均値(個/年） 0.05 0.70 3.35 2.14 6.23 0.70 4.00 10.93

標準偏差（個/年） 0.22 0.78 2.03 2.96 3.24 0.84 6.08 8.81

2007.1-2012.6

5.5 年間 

期間内個数 0 1 12 31 44 9 63 116

平均値(個/年） 0.00 0.18 2.18 5.64 8.00 1.64 11.45 21.09

標準偏差（個/年） 0.00 0.43 1.99 4.17 4.16 0.97 8.32 11.75

 

 F3 F2 F1 F0 計 

疑似

51.5 

年間の 

竜巻 

疑似 51.5 年間

（陸上竜巻） 

期間内個数 6 41 173 376 596 

平均値(個/年） 0.12 0.80 3.36 7.30 11.57 

標準偏差（個/年） 0.32 0.94 2.03 4.74 5.25 

疑似 51.5 年間

（全竜巻） 

期間内個数 12 82 345 749 1188 

平均値(個/年） 0.23 1.59 6.70 14.54 23.07 

標準偏差（個/年） 0.46 1.33 2.87 6.69 7.42 

 

(3) 年発生数の確率密度分布の設定 

竜巻の年発生数の確率密度分布の設定に当たっては，竜巻は気象事象の

中でも極めて稀に発生する事象であり，発生数の変動(標準偏差)が大きい

ことから，竜巻検討地域で過去に発生した竜巻の記録等に基づき平均値と

標準偏差を評価し，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」の

成果を参考とし，第 2－1 図に示すポリヤ分布とした。 
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第 2－1 図 竜巻の年発生数の確率密度分布（ポリヤ分布） 

 

3. 竜巻の被害幅，被害長さの分析 

被害幅及び被害長さについても発生数と同様に疑似 51.5 年間の統計量を

基にする。被害幅及び被害長さの分析に利用可能なデータ数は，竜巻発生数

評価時のデータ数に比べて少ない。そこで，先に作成した疑似 51.5 年間の竜

巻発生数と対応した被害幅及び被害長さの統計量の分析は，以下の手順で行

った。 

Step1：基となる観測データ数を確保するために，1961 年以降の被害幅及

び被害長さのデータを基にする。そのデータをＦスケールごとに仕

分ける。 

Step2：各Ｆスケールに対し，上記で抽出された被害幅や被害長さのデータ

を大きい順に並び替え，51.5 年間の発生数分だけ繰り返しサンプリ

ングを行い，疑似 51.5 年間のデータとする。例えば，被害幅が観

測されている 7 個のデータを大きい順から並べたものを 7 回繰り返

し，計 49 個のデータを作成する。 
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Step3：疑似 51.5 年間のデータについて，統計量（平均値及び標準偏差）

を求める。 

第 3－1 表，第 3－2 表に，疑似 51.5 年間のデータを基に評価した被害幅及

び被害長さの統計量を示す。 

 

第 3－1 表 被害幅の統計量 

F3 F2 F1 F0 計 
1961.1-2012.6

51.5 年間 
観測値 

期間内個数 6 36 84 37 163 
平均値（m） 525 206 115 55 137 

標準偏差（m） 741 367 173 45 265 

疑似 51.5 年間
期間内個数 12 82 345 749 1188 
平均値（m） 525 250 124 56 94 

標準偏差（m） 706 408 187 45 179 

 

第 3－2 表 被害長さの統計量 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 
観測値 

期間内個数 6 38 88 38 170 
平均値（km） 14 5.02 2.38 1.17 3.11 

標準偏差（km） 15 4.55 3.03 0.98 4.70 

疑似 51.5 年間
期間内個数 12 82 345 749 1188 

平均値（km） 14 5.63 2.43 1.18 1.98 
標準偏差（km） 14 4.94 3.03 0.97 3.10 

 

4. 竜巻風速，被害幅及び被害長さの確率密度分布及び相関係数 

(1) 最大風速，被害幅及び被害長さの確率密度分布 

最大風速，被害幅及び被害長さは，前記で評価した統計量を有する対数

正規分布に従うものとする。第 4－1 表に統計量を示す。それぞれが独立で

あるとした場合の確率密度分布について，第 4－1 図～第 4－6 図に示す。 

最大風速の超過確率は，観測結果がトレースでき，風速の大きいエリア

においても不自然な形となっていないことが確認できる。竜巻の被害幅及

び長さの超過確率からは，観測結果をおおむねトレースしていることが確

認できる。 
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(2) 最大風速，被害幅及び被害長さの相関係数 

相関係数は，過去に発生した竜巻の最大風速，被害幅及び被害長さの関

係を評価することから，繰り返しサンプリングを行った推定 51.5 年間では

なく，観測データを基に，その対数値の相関係数を算出した。観測データ

のみを用いるのは，Ｆスケール不明やＦ０の竜巻では，被害規模が小さい

ために，被害幅や被害長さの観測データがＦ２，Ｆ３の竜巻と比べ観測値

として示されている場合が少なく，そのようなデータを繰り返しサンプリ

ングにより増やすと，Ｆ２，Ｆ３の竜巻で見られる相関性が反映されない

結果が懸念されるためである。 

また，相関係数を算出する際には，竜巻の最大風速，被害幅及び被害長

さの 3 変量が同時に観測されているデータを用いるのが理想であるが，3

変量が揃っているデータは少ないので，データ数を極力確保することを目

的として，例えば最大風速と被害幅のみが観測されている等，少なくとも

2 変量の比較が行えるデータを用いた。 

相関係数の算出結果を，第 4－2 表に示す。 

 

第 4－1 表 発生数，被害幅及び被害長さの統計量 

F3 F2 F1 F0 計 

疑似 
51.5 年間 

発生数 

期間内個数 12 82 345 749 1188

平均値（個/年） 0.23 1.59 6.70 14.54 23.07

標準偏差（個/年） 0.46 1.33 2.87 6.69 7.42

被害幅 

期間内個数 12 82 345 749 1188

平均値（m） 525 250 124 56 94

標準偏差（m） 706 408 187 45 179

被害長さ 

期間内個数 12 82 345 749 1188

平均値（km） 14 5.63 2.43 1.18 1.98

標準偏差（km） 14 4.94 3.03 0.97 3.10
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第 4－1 図 最大風速の確率密度分布   第 4－2 図 最大風速の超過確率 

 

 

 

 

 

 

第 4－3 図 被害幅の確率密度分布    第 4－4 図 被害幅の超過確率 

 

 

 

 

 

 

第4－5図 被害長さの確率密度分布    第4－6図 被害長さの超過確率 

 

第 4－2 表 最大風速，被害幅及び被害長さの対数値の相関係数 

相関係数の値 最大風速 被害幅 被害長さ 

最大風速 1.000 0.381 0.452 

被害幅 － 1.000 0.381 

被害長さ － － 1.000 
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5. 竜巻影響エリアの設定 

東海第二発電所の構築物，系統及び機器のうち，竜巻防護施設を包絡する

円形領域を竜巻影響エリアとして設定した。竜巻影響エリアを第 5－1 図に示

す。 

なお，竜巻影響エリアは，原子炉建屋周辺，海水ポンプ室及び使用済燃料

乾式貯蔵建屋が離れているため，それぞれをまず直径 188m，直径 44m 及び直

径 60m の円形領域に包絡させ，さらにこれらの領域を包絡させた直径 300m

の円形領域(面積 約 71,000m２)として設定した。 

また，竜巻影響エリアを円形としたため，ハザード計算において竜巻の移

動方向に対する依存性は生じない。 
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第 5－1 図 竜巻影響エリア  

300m 

直径 300m 
面積 約 71,000m２
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計算上の取扱い
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6. ハザード曲線の算定方法 

前記で設定した竜巻の年発生数の確率分布及び最大風速の確率分布をもと

に，以下に示すとおり「竜巻影響評価ガイド」の解説 3.3.2 に例示された Wen 

& Chu 及び Garson et al. の方法に沿って，ハザード曲線を算定する。 

(1) 評価方法 

D を評価対象構造物が風速 0V 以上の竜巻に遭遇する事象とし，ある竜巻

が評価対象構造物を襲い，その竜巻の風速が 0V 以上となる確率を )( 0VR と

する。また，ある竜巻の風速が 0V 以上となる面積を )( 0VDA とする。また，

その期待値を )]([ 0VDAE にて表す。 

ａ．前記に基づき，竜巻の最大風速V ，被害幅 w及び被害長さ l の統計値

から，次式の対数正規分布型の確率密度分布を与える。 

)()(exp1
)2(
1),,( 1

2
1

2/13
μxΣμx

Σ
T

Vwl
lwVf  

ここで，

)ln(
)ln(
)ln(

l
w
V

x ，

l

w

V

μ ，
2

2

2

lwllwVllV

wllwwVwwV

VllVVwwVV

Σ  

 

xは最大風速，被害幅及び被害長さの対数値 )ln(V ， )ln(w ， )ln(l によ

るベクトル，μ は各統計値から評価した最大風速，被害幅及び被害長さ

の対数値の平均からなるベクトル， Σ は )ln(V ， )ln(w ， )ln(l から評価し

た標準偏差 lwV ,, と相関係数 VlwlVw ,, からなる分散共分散行

列である。 

ｂ．被災領域内には，竜巻の被害幅のうち風速が 0V を超える部分の幅を与

える次式を考慮する。 

w
V

VVW
6.1/1

0

min
0 )(  
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ここで， minV は，Gale intensityと呼ばれ（Galeは「非常に強い風」

という意味），被害が発生し始める風速に位置づけられる。米国気象局

ＮＷＳ（National Weather Service）では，34～47ノット（17.5～24.2 

m／s）とされ，また，気象庁が使用している風力階級では，風力9は大強

風（strong gale：20.8～24.4m／s）と分類され，「屋根瓦が飛ぶ。人家

に被害が出始める。」とされていることを参考に， minV ＝25m／sとした。

なお，この値はＦ０（17～32m／s）のほぼ中央値に相当する。 

ｃ．得られた平均と分散共分散行列を基に，竜巻影響エリアの代表幅 0D を

考慮し，次式にて，被災面積期待値 )]([ 0VDAE を算定する。 

00

00

)(),,()()(

),,()(),,()()]([

2

0 0
0

0

2

0 00
00

VV

VV

dVVfSddwdVwVfGVW

ddldVlVflHdldwdVlwVflVWVDAE

 

ここで， )(H 及び )(G は，それぞれ竜巻の被害長さ及び被害幅方向

に沿った面に竜巻影響評価対象構造物を投影した時の長さである。 

 

 

 

ここで，   ：竜巻の移動方向 

 

竜巻影響エリアを円形で設定しているため， H 及び G ともに竜巻影

響エリアの直径で一定（竜巻の移動方向に依存しない。）となる。 

S は竜巻影響エリアの面積（約71,000km２）を表わす。円の直径を 0D

とした場合は，以下の式にて表わされる。 

αAαBαH cossin)(

αBαAαG cossin)(
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00

00

)(),()(

),(),,()()]([

0
00

0 0
0

0
00

VV

VV

dVVfSdwdVwVfVWD

dldVlVflDdldwdVlwVflVWVDAE

 

ここで， ),( lVf ， ),( wVf ， )(Vf は ),,( lwVf をもとに各成分を抽出した

関数 

 

ｄ．竜巻検討地域の面積 0A （約 57,000km２）及び上記の被災面積期待値

)]([ 0VDAE から，評価対象構造物が竜巻による被害を受け，その竜巻の風

速が 0V 以上となる確率 )( 0VR を次式にて算定する。 

0

0
0

)]([
)(

A
VDAE

VR  

 

ｅ．前述のとおり，竜巻の年発生数の確率密度分布としては，ポリヤ分布

の適合性が高い。ポリヤ分布は次式で示される。 

 

 

ここで，  ：竜巻の年発生数 

      ：竜巻の年平均発生数 

      ：年数 

 ：分布パラメータであり次式で示される。 

 

 

      ：竜巻の年発生数の標準偏差 
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発生数ががポリヤ分布に従うものとし，年超過確率
0VP を以下の式に

より算出する。なお，年超過確率
0VP は，年被災確率が十分小さいこと

より，Garson et al.が示す近似式を用いて表すことができる。 

 

 

 

ここで，  ：単位面積当たりの年被災確率 

 

以上のことから，竜巻のように被災確率が非常に小さな現象に対して

は，年超過確率は竜巻発生数の平均値のみに依存し，発生数の確率密度

分布形状にはほとんど無関係であることがわかる。【添付資料 5 別紙 2】 

 

(2) ハザード曲線 

 前項で示した評価方法に基づいて，竜巻影響評価の対象構造物が，T 年

以内にいずれかの竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速が 0V 以上となる確率 TVP ,0

を次式によって算出し，ハザード曲線を算定する。 

 

 

また，ハザード曲線の算定において，風速の積分範囲の上限値はハザー

ド曲線の形状が不自然にならない程度に大きな値として 120m／s に設定

する。 

 

  

)]([)]([)(

])(1[1)](1[1
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7. 竜巻最大風速のハザード曲線 

算定した竜巻最大風速のハザード曲線を，第 7－1 図に示す。 

得られたハザード曲線より，年超過確率 10－５での風速を読み取り，ハザー

ド曲線による最大風速は，以下のとおりとする。 

竜巻検討地域全域（10 ㎞幅）でのハザード曲線による最大風速：73m／ｓ 

 

 

第 7－1 図 竜巻検討地域全域（10 ㎞幅）でのハザード曲線 

 

竜巻検討地域全域（10 ㎞幅）に加え，「竜巻影響評価ガイド」解説 3.3.2

では，少なくとも 1km 幅ごとに竜巻の年発生数の確率分布を算定するとして

いる。ここでは，ハザード曲線の保守性を持たせるために，竜巻検討地域を

1 ㎞幅に細分化した場合について算定した。 

 

なお，海側の 1km 以遠については，全てがＦスケール不明であるため，ハ

ザード曲線の算定は不可能である。 
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算定に用いた諸元を第 7－1 表から第 7－6 表に示す。相関係数は，全て竜

巻検討地域全域（10 ㎞幅）内で発生した竜巻で評価した第 4－2 表の値とす

る。 

算定したハザード曲線を，竜巻検討地域全域（10 ㎞幅）でのハザード曲線

と重ね，第 7－2 図に示す。 

得られたハザード曲線において，年超過確率 10－５での風速値を読み取り，

第 7－7 表にあわせて示す。  
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第 7－1 表 海側 1－0 ㎞での統計量 

(a) 発生数 

 
  

F3 F2 F1 F0 小計 
陸上
不明

海上
不明

合計

過去
に観
測さ
れた
竜巻 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 1 12 30 10 53 8 28 89

平均値（個/年） 0.02 0.23 0.58 0.19 1.03 0.16 0.54 1.73 

標準偏差 
（個/年）

0.14 0.47 1.04 0.63 1.48 0.37 1.55 2.79 

1991.1-2012.6
21.5 年間 

期間内個数 0 5 24 10 39 7 27 73

平均値（個/年） 0.00 0.23 1.12 0.47 1.81 0.33 1.26 3.40 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.53 1.31 0.92 1.88 0.48 2.22 3.65 

2007.1-2012.6
5.5 年間 

期間内個数 0 0 5 7 12 3 18 33

平均値（個/年） 0.00 0.00 0.91 1.27 2.18 0.55 3.27 6.00 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.00 1.37 1.50 2.57 0.55 3.74 5.91 

 

 F3 F2 F1 F0 計 

疑似
51.5
年間
の竜
巻 

疑似 51.5 年間
（陸上竜巻） 

期間内個数 1 12 58 95 166 

平均値（個/年） 0.02 0.23 1.13 1.84 3.22 

標準偏差 
（個/年）

0.14 0.47 1.31 1.80 2.28 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 3 25 118 192 338 

平均値（個/年） 0.06 0.49 2.29 3.73 6.56 

標準偏差 
（個/年）

0.24 0.68 1.87 2.55 3.25 

 (b) 被害幅 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 1 11 27 6 45 

平均値（m） 2000 133 100 38 142 

標準偏差（m） 0 77 124 38 303 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 3 25 118 192 338 

平均値（m） 2000 145 108 38 88 

標準偏差（m） 0 79 129 35 203 

(c) 被害長さ 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 1 12 29 9 51 

平均値（km） 8 0.91 0.59 0.24 0.75 

標準偏差（km） 0 1.71 0.67 0.33 1.43 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 3 25 118 192 338 

平均値（km） 8 1.09 0.61 0.25 0.51 

標準偏差（km） 0 1.88 0.69 0.31 1.02 

※ 被害長さの統計量は，各竜巻の発生地点と消滅地点をもとに 1 ㎞幅に掛か

る長さをもとに評価 
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第 7－2 表 陸側 0－1 ㎞での統計量 

(a) 発生数 

 
  

F3 F2 F1 F0 小計 
陸上
不明

海上
不明

合計

過去
に観
測さ
れた
竜巻 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 34 75 33 146 16 0 162

平均値（個/年） 0.08 0.66 1.46 0.64 2.83 0.31 0.00 3.15 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.93 1.71 1.58 2.47 0.65 0.00 2.86 

1991.1-2012.6
21.5 年間 

期間内個数 0 11 55 33 99 14 0 113

平均値（個/年） 0.00 0.51 2.56 1.53 4.60 0.65 0.00 5.26 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.81 1.88 2.17 2.45 0.79 0.00 2.92 

2007.1-2012.6
5.5 年間 

期間内個数 0 0 10 23 33 8 0 41

平均値（個/年） 0.00 0.00 1.82 4.18 6.00 1.45 0.00 7.45 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.00 1.87 2.70 2.79 0.98 0.00 3.63 

 

 F3 F2 F1 F0 計 

疑似
51.5
年間
の竜
巻 

疑似 51.5 年間
（陸上竜巻） 

期間内個数 4 34 132 291 461 

平均値（個/年） 0.08 0.66 2.56 5.65 8.95 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.93 1.88 3.13 3.78 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 34 132 291 461 

平均値（個/年） 0.08 0.66 2.56 5.65 8.95 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.93 1.88 3.13 3.78 

(b) 被害幅 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 29 66 27 126 

平均値（m） 613 116 126 62 114 

標準偏差（m） 926 106 190 49 207 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 34 132 291 461 

平均値（m） 613 143 126 63 92 

標準偏差（m） 926 126 190 48 148 

(c) 被害長さ 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 31 67 28 130 

平均値（km） 3 1.54 1.02 0.76 1.18 

標準偏差（km） 3 1.43 0.93 0.59 1.16 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 34 132 291 461 

平均値（km） 3 1.84 1.03 0.78 0.95 

標準偏差（km） 3 1.75 0.93 0.59 0.93 

※ 被害長さの統計量は，各竜巻の発生地点と消滅地点をもとに 1 ㎞幅に掛か

る長さをもとに評価 
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第 7－3 表 陸側 1－2 ㎞での統計量 

(a) 発生数 

 
  

F3 F2 F1 F0 小計 
陸上
不明

海上
不明

合計

過去
に観
測さ
れた
竜巻 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 19 42 16 81 3 0 84

平均値（個/年） 0.08 0.37 0.82 0.31 1.57 0.06 0.00 1.63 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.63 1.01 1.17 1.60 0.24 0.00 1.62 

1991.1-2012.6
21.5 年間 

期間内個数 0 6 30 16 52 1 0 53

平均値（個/年） 0.00 0.28 1.40 0.74 2.42 0.05 0.00 2.47 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.46 1.13 1.74 1.85 0.22 0.00 1.85 

2007.1-2012.6
5.5 年間 

期間内個数 0 0 6 13 19 1 0 20

平均値（個/年） 0.00 0.00 1.09 2.36 3.45 0.18 0.00 3.64 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.00 0.57 2.99 2.88 0.43 0.00 2.80 

 
 F3 F2 F1 F0 計 

疑似
51.5
年間
の竜
巻 

疑似 51.5 年間
（陸上竜巻）

期間内個数 4 19 72 132 227 

平均値（個/年） 0.08 0.37 1.40 2.56 4.41 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.63 1.13 3.11 3.38 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 19 72 132 227 

平均値（個/年） 0.08 0.37 1.40 2.56 4.41 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.63 1.13 3.11 3.38 

(b) 被害幅 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 19 40 14 77 

平均値（m） 613 163 140 54 155 

標準偏差（m） 926 234 233 42 297 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 19 72 132 227 

平均値（m） 613 163 153 56 105 

標準偏差（m） 926 234 241 41 205 

(c) 被害長さ 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 19 40 12 75 

平均値（km） 1 1.29 0.94 0.85 1.03 

標準偏差（km） 0 1.00 0.89 0.50 0.86 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 19 72 132 227 

平均値（km） 1 1.29 1.03 0.85 0.95 

標準偏差（km） 0 1.00 0.89 0.48 0.70 

※ 被害長さの統計量は，各竜巻の発生地点と消滅地点をもとに 1 ㎞幅に掛か

る長さをもとに評価 
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第 7－4 表 陸側 2－3 ㎞での統計量 

(a) 発生数 

 
  

F3 F2 F1 F0 小計 
陸上
不明

海上
不明

合計

過去
に観
測さ
れた
竜巻 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 3 14 25 8 50 2 0 52

平均値（個/年） 0.06 0.27 0.49 0.16 0.97 0.04 0.00 1.01 

標準偏差 
（個/年）

0.24 0.63 0.76 0.42 1.07 0.20 0.00 1.09 

1991.1-2012.6
21.5 年間 

期間内個数 0 4 15 8 27 0 0 27

平均値（個/年） 0.00 0.19 0.70 0.37 1.26 0.00 0.00 1.26 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.40 0.84 0.59 1.01 0.00 0.00 1.01 

2007.1-2012.6
5.5 年間 

期間内個数 0 0 3 4 7 0 0 7

平均値（個/年） 0.00 0.00 0.55 0.73 1.27 0.00 0.00 1.27 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.00 0.55 0.83 0.68 0.00 0.00 0.68 

 

 F3 F2 F1 F0 計 

疑似
51.5
年間
の竜
巻 

疑似 51.5 年間
（陸上竜巻）

期間内個数 3 14 36 38 91 

平均値（個/年） 0.06 0.27 0.70 0.74 1.77 

標準偏差 
（個/年）

0.24 0.63 0.84 0.83 1.36 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 3 14 36 38 91 

平均値（個/年） 0.06 0.27 0.70 0.74 1.77 

標準偏差 
（個/年）

0.24 0.63 0.84 0.83 1.36 

 (b) 被害幅 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 3 14 24 7 48 

平均値（m） 750 327 177 41 237 

標準偏差（m） 1083 550 277 49 445 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 3 14 36 38 91 

平均値（m） 750 327 218 44 180 

標準偏差（m） 1083 550 307 47 360 

(c) 被害長さ 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 3 14 24 7 48 

平均値（km） 1 1.82 1.20 0.69 1.32 

標準偏差（km） 1 1.94 0.85 0.30 1.26 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 3 14 36 38 91 

平均値（km） 1 1.82 1.39 0.71 1.18 

標準偏差（km） 1 1.94 0.87 0.28 1.03 

※ 被害長さの統計量は，各竜巻の発生地点と消滅地点をもとに 1 ㎞幅に掛か

る長さをもとに評価 
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第 7－5 表 陸側 3－4 ㎞での統計量 

(a) 発生数 

 
  

F3 F2 F1 F0 小計 
陸上
不明

海上
不明

合計

過去
に観
測さ
れた
竜巻 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 5 12 16 2 35 0 0 35

平均値（個/年） 0.10 0.23 0.31 0.04 0.68 0.00 0.00 0.68 

標準偏差 
（個/年）

0.30 0.55 0.51 0.20 0.84 0.00 0.00 0.84 

1991.1-2012.6
21.5 年間 

期間内個数 1 5 10 2 18 0 0 18

平均値（個/年） 0.05 0.23 0.47 0.09 0.84 0.00 0.00 0.84 

標準偏差 
（個/年）

0.22 0.43 0.51 0.30 0.85 0.00 0.00 0.85 

2007.1-2012.6
5.5 年間 

期間内個数 0 1 4 1 6 0 0 6

平均値（個/年） 0.00 0.18 0.73 0.18 1.09 0.00 0.00 1.09 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.43 0.49 0.43 0.57 0.00 0.00 0.57 

 

 F3 F2 F1 F0 計 

疑似
51.5
年間
の竜
巻 

疑似 51.5 年間
（陸上竜巻）

期間内個数 5 12 24 10 51 

平均値（個/年） 0.10 0.23 0.47 0.19 0.99 

標準偏差 
（個/年）

0.30 0.55 0.51 0.43 0.91 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 5 12 24 10 51 

平均値（個/年） 0.10 0.23 0.47 0.19 0.99 

標準偏差 
（個/年）

0.30 0.55 0.51 0.43 0.91 

 (b) 被害幅 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 5 12 14 2 33 

平均値（m） 590 363 149 15 285 

標準偏差（m） 809 590 99 7 484 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 5 12 24 10 51 

平均値（m） 590 363 166 15 224 

標準偏差（m） 809 590 95 5 402 

(c) 被害長さ 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 5 12 13 2 32 

平均値（km） 2 1.38 0.94 0.84 1.33 

標準偏差（km） 3 0.64 0.49 0.71 1.23 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 5 12 24 10 51 

平均値（km） 2 1.38 1.01 0.84 1.20 

標準偏差（km） 3 0.64 0.43 0.53 1.02 

※ 被害長さの統計量は，各竜巻の発生地点と消滅地点をもとに 1 ㎞幅に掛か

る長さをもとに評価 
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第 7－6 表 陸側 4－5 ㎞での統計量 

(a) 発生数 

 
  

F3 F2 F1 F0 小計 
陸上
不明

海上
不明

合計

過去
に観
測さ
れた
竜巻 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 10 14 2 30 1 0 31

平均値（個/年） 0.08 0.19 0.27 0.04 0.58 0.02 0.00 0.60 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.53 0.53 0.20 0.87 0.14 0.00 0.87 

1991.1-2012.6
21.5 年間 

期間内個数 1 4 7 2 14 0 0 14

平均値（個/年） 0.05 0.19 0.33 0.09 0.65 0.00 0.00 0.65 

標準偏差 
（個/年）

0.22 0.40 0.57 0.30 0.96 0.00 0.00 0.96 

2007.1-2012.6
5.5 年間 

期間内個数 0 0 1 1 2 0 0 2

平均値（個/年） 0.00 0.00 0.18 0.18 0.36 0.00 0.00 0.36 

標準偏差 
（個/年）

0.00 0.00 0.43 0.43 0.53 0.00 0.00 0.53 

 

 F3 F2 F1 F0 計 

疑似
51.5
年間
の竜
巻 

疑似 51.5 年間
（陸上竜巻）

期間内個数 4 10 17 10 41 

平均値（個/年） 0.08 0.19 0.33 0.19 0.80 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.53 0.57 0.43 0.93 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 10 17 10 41 

平均値（個/年） 0.08 0.19 0.33 0.19 0.80 

標準偏差 
（個/年）

0.27 0.53 0.57 0.43 0.93 

 (b) 被害幅 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 10 12 1 27 

平均値（m） 713 391 118 50 305 

標準偏差（m） 879 610 85 0 518 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 10 17 10 41 

平均値（m） 713 391 142 50 236 

標準偏差（m） 879 610 86 0 431 

(c) 被害長さ 

F3 F2 F1 F0 計 

1961.1-2012.6
51.5 年間 

期間内個数 4 10 12 1 27 

平均値（km） 3 1.28 0.93 0.20 1.34 

標準偏差（km） 1 0.48 0.41 0.00 0.93 

疑似 51.5 年間
（全竜巻） 

期間内個数 4 10 17 10 41 

平均値（km） 3 1.28 1.03 0.20 1.08 

標準偏差（km） 1 0.48 0.40 0.00 0.89 

※ 被害長さの統計量は，各竜巻の発生地点と消滅地点をもとに 1 ㎞幅に掛か

る長さをもとに評価  
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第 7－2 図 竜巻検討地域を 1 ㎞幅ごとに細分化した場合のハザード曲線 

（10 ㎞幅でのハザード曲線も合わせて記載） 

 

第 7－7 表 評価結果のまとめ 

領域 10 ㎞幅
海 

1-0 ㎞ 
陸 

0-1 ㎞ 
陸

1-2km 
陸

2-3km 
陸

3-4km 
陸 

4-5 ㎞ 

10-5／年での 
最大風速*（m／s）

73 73 76 72 77 80 77 

*太字下線ありの値は最大値 

 

1.E-07

1.E-06

1.E-05

1.E-04

1.E-03

1.E-02

1.E-01

1.E+00

30 40 50 60 70 80 90 100 110 120 130

超過確率

（/年）

風速（m/s）

陸4-5㎞ 陸3-4㎞
陸2-3㎞ 陸1-2㎞
陸0-1㎞ 海1-0㎞
全10㎞幅
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8. 竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速（ⅤＢ２） 

前記の第 7－7 表に示すとおり，竜巻検討地域全域（10 ㎞幅），及び 1 ㎞幅

毎のハザード曲線において，年超過確率 10－５での風速の最大値は 80m／s で

あり，これを最大風速ⅤＢ２とする。最大風速評価結果を第 8－1 表に示す。 

 

第 8－1 表 ハザード曲線による最大風速評価結果 

ハザード曲線の算定範囲 年超過確率 10－５での最大風速 

竜巻検討地域全域（10 ㎞幅） 73m／s 

1 ㎞幅ごとの最大 80m／s（陸側 3－4km） 
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9. 竜巻ハザードの不確かさの検討 

竜巻検討地域は竜巻についての過去観測データが少なく，統計処理として

必ずしも十分ではない可能性も考えられることから，竜巻ハザードの不確か

さ要素について，以下の検討を実施した。 

① 確率分布形選択に伴う不確実さ（認識論的不確実さ） 

確率分布形選択に伴うパラメータ不確実さ 

    …Jackknife 法を用いたハザードの推定誤差の検討 

② データ量が少ないことに伴う不確実さ（認識論的不確実さ） 

データ収集期間が 51.5 年間分であることから，地震等と比較する

とデータ量が少ないことに伴うパラメータ不確実さ 

    …Ｆ３竜巻が 1 つ見落とされていたと仮定した場合のハザード 

へ与える影響の検討 

③ データの不確実さ 

今後データ収集が進み，疑似データ同様のデータが収集されたとし

た場合でも残る，データそのものの不確実さ 

    …疑似データ無しの場合の解析 

 

(1) Jackknife 法を用いたハザードの推定誤差の検討 

ａ．Jackknife 法について 

Jackknife 法は母集団分布を仮定しないノンパラメトリックな方法で

あり，高い適用性をもつ。また，国土交通省が定める河川行政の技術分

野に関する基準である「河川砂防技術基準」においても，確率分布モデ

ルのバイアスを補正するのに用いられている。 
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Jackknife 法は大きさ n 個の標本のうち i 番目の 1 データのみを欠い

たデータ数 n－1 個の標本を全てのｉについて作成し，これらの標本から

求めた統計量をもとに不偏推定値及びそのまわりの推定誤差を算定する

手法である。算定式を以下に示す。 

P＊＝P0＋（n-1）（P0- ）        (1) 

ΔP＊＝ n-1ΔP            (2) 

・Ｐ0 ：n 個の全データを使って求められた再現期待値 

（例えば風速平均値の場合 n セットの風速平均の平均） 

・Ｐ＊ ：バイアス補正した推定値（以下「Jackknife 推定値」という。） 

・ΔＰ＊ ：Ｐ＊の標準偏差の推定値（以下「Jackknife 推定幅」という。） 

・   ：分布を仮定した場合の推定値（以下「推定値」という。） 

・ΔP ：n セットの風速平均データの標準偏差 

・（1）式の下線部：バイアス（母数の真の値と推定値の差） 

 

ｂ．検討結果 

Jackknife 法を適用した特性値及びこれらの平均値と標準偏差及びそ

れぞれの推定幅を基に全てのパラメータを＋1σとした場合のハザード

を計算した。特性値の評価結果を第 9－1 表に，また，ハザードの推定結

果を第 9－2 表及び第 9－1 図に示す。 

ここで，標準ケースとは，ここまでに評価した 10 ㎞幅のハザード評価

結果を示す。 

ハザード評価の結果，年超過確率 10－５に相当する風速は，Jackknife

法によるバイアス補正後で 73m／s となり，標準ケースの 73m／s と同じ

風速になった。また，サンプリング誤差に伴う不確実さについては（バ

イアス補正値＋1σ），年超過確率 10－５において 79m／s となった。 

P 

P 
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第 9－1 表 Jackknife 法による特性値の評価結果 

項目 

平均値 標準偏差 相関係数 

最大風速

V（m/s）

被害幅 

W（m） 

被害長さ 

L（ｋｍ） 

最大風速 

V（m/s） 

被害幅 

W（m） 

被害長さ 

L（㎞） 
V-W V-L W-L 

サンプル数 1188 1188 1188 1188 1188 1188 163 170 161 

全データによる値 P0 32.28 93.8 1.98 11.63 179.1 3.10 0.381 0.452 0.381 

標本を一つ抜いた 

平均値ΔP 
32.28 93.8 1.98 11.63 179.1 3.10 0.381 0.452 0.381 

バイアス値 0.00 0.0 0.00 -0.01 -1.4 -0.02 -0.002 -0.001 -0.003 

Jackknife 推定値 P＊

(バイアス補正値) 
32.28 93.8 1.98 11.64 180.5 3.12 0.382 0.453 0.385 

Jackknife 推定幅ΔP＊ 0.34 5.2 0.09 0.36 21.8 0.34 0.065 0.057 0.077 

P＊＋ΔP* 
(バイアス補正値＋1σ)

32.62 99.0 2.07 12.00 203.0 3.47 0.447 0.510 0.462 

 

 

第 9－1 図 標準ケースと Jackknife 推定値ケース， 

Jackknife 推定値＋1σケースのハザード算定結果の比較 

Jackknife 推定値＋1σ 

Jackknife 推定値（バイアス補正値） 

標準ケース 
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第 9－2 表 ハザードの推定結果の比較表 

ケース 標準ケース 
Jackknife 推定値 P＊ 

(バイアス補正値) 
P＊＋ΔP* 

(バイアス補正値＋σ) 

領域面積（㎞ 2） 57000 57000 57000 

想定総数（個） 1188 1188 1188 

被災確率（個/年/㎞ 2） 4.05E-04 4.05E-04 4.05E-04 

風速平均値（m/s） 32.28 32.28 32.62 

風速標準偏差（m/s） 11.64 11.64 12.00 

被害幅平均（㎞） 0.094 0.094 0.099 

被害幅標準偏差（㎞） 0.179 0.181 0.203 

被害長さ平均（km） 1.98 1.98 2.07 

被害長さ標準偏差（㎞） 3.10 3.12 3.47 

相関係数 V-W 0.381 0.382 0.447 

相関係数 V-L 0.452 0.453 0.510 

相関係数 W-L 0.381 0.385 0.462 

10-5年での最大風速（m/s） 73 73 79 
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(2) Ｆ３竜巻の見落としを仮定した場合のハザードに与える影響 

竜巻検討地域で，Ｆ３竜巻が 1 つ見落とされていたと仮定した場合のハ

ザードへの影響を検討した。 

データに，竜巻検討地域内で観測されたＦ３竜巻のうち最も被害幅，被

害長さの大きい竜巻（被害幅 2000m，被害長さ 42 ㎞：1978 年川崎市）を 1

つ加えて疑似データを作成した。これを基にハザードを推定したところ，

年超過確率 10―５に相当する風速は 76m／s となった。 

ハザードの推定結果を，第 9－2 図に示す。 

標準ケースと比較して，年超過確率 10―５に相当する風速との差は   

3m／s であり，2 つのケースに対して，有意な差は認められない。 

第 9－2 図 標準ケースとＦ３竜巻発生を仮定した場合の 

ハザード算定結果の比較 
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(3) 疑似データ無しの場合の解析 

疑似データ有とした場合，Ｆスケールの小さな竜巻の割合が多くなり，

幅や長さの変動が小さくなる傾向がある。そのため，3 種類の竜巻パラメ

ータ（最大風速，被害幅及び被害長さ）がすべて判明している 161 個の竜

巻観測データのみを用いて同様の検討を実施した。 

特性値の評価結果を第 9－3 表，ハザードの推定結果を第 9－4 表及び第

9－3図に示す。疑似データ無竜巻での年超過確率10―５に相当する風速は，

72m／s となり，標準ケースの 73m／ｓと有意な差は認められない。 

 

第 9－3 表 Jackknife 法による特性値の評価結果（疑似データ無） 

項目 

平均値 標準偏差 相関係数 

最大風速

V（m/s）

被害幅 

W（m） 

被害長さ

L（ｋｍ）

最大風速

V（m/s）

被害幅 

W（m） 

被害長さ

L（㎞）
V-W V-L W-L 

サンプル数 161 161 161 161 161 161 161 161 161 

全データによる値 P0 42.94 137.9 3.22 13.90 265.7 4.79 0.381 0.467 0.381 

標本を一つ抜いた 

平均値ΔP 
42.94 137.9 3.22 13.90 265.6 4.78 0.381 0.467 0.381 

バイアス値 0.00 0.0 0.00 -0.07 -9.0 -0.15 -0.002 -0.001 -0.003 

Jackknife 推定値 P＊

(バイアス補正値) 
42.94 137.9 3.22 13.97 274.6 4.94 0.382 0.468 0.385 

Jackknife 推定幅ΔP＊ 1.10 21.0 0.38 0.83 65.8 1.14 0.066 0.057 0.077 

P＊＋ΔP* 
(バイアス補正値＋1σ)

44.04 158.9 3.60 14.81 340.4 6.08 0.448 0.525 0.462 
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第 9－4 表 ハザードの推定結果の比較表 

 不明竜巻含む 疑似データ無竜巻 

ケース 標準ケース バイアス補正無 
Jackknife 推定値 P＊ 

(バイアス補正値) 

P＊＋ΔP* 

(バイアス補正値 

＋σ) 

領域面積（㎞ 2） 57000 57000 57000 57000 

想定総数（個） 1188 161 161 161 

被災確率 

（個/年/㎞ 2） 

4.05E-04 5.48E-05 5.48E-05 5.48E-05 

風速平均値（m/s） 32.28 42.94 42.94 44.04 

風速標準偏差（m/s） 11.64 13.95 13.97 14.81 

被害幅平均（㎞） 0.094 0.138 0.138 0.159 

被害幅標準偏差（㎞） 0.179 0.266 0.275 0.340 

被害長さ平均（km） 1.98 3.22 3.22 3.60 

被害長さ標準偏差

（㎞） 

3.10 4.80 4.94 6.08 

相関係数 V-W 0.381 0.381 0.382 0.448 

相関係数 V-L 0.452 0.467 0.468 0.525 

相関係数 W-L 0.381 0.381 0.385 0.462 

10-5年での最大風速

（m/s） 

73 72 72 82 
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第 9－3 図 標準ケース（疑似データ有）と疑似データ無竜巻のバイアス補正 

無しと Jackknife 推定値（バイアス補正値）， 

Jackknife 推定値＋１σのハザード算定結果の比較 

 

以上のことから，竜巻ハザードの不確かさについて，確率分布形の選択，

データ量が少ないこと及びデータの不確実さによる，ハザードへの影響はほ

とんどないことから，データの高い安定性を確認した。 

  

疑似データ無竜巻 Jackknife 推定値＋1σ 

疑似データ無竜巻 Jackknife 推定値 

疑似データ無竜巻（バイアス補正無） 

標準ケース（疑似データ有） 
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別紙 5-1 

海上のＦスケール不明竜巻の按分方法の妥当性について 

 

51.5 年間の疑似データを推定する際に，海上で発生したＦスケール不明竜巻

（非上陸竜巻）をＦスケールが判明している陸上竜巻（上陸竜巻含む）のＦス

ケール毎の発生比率で按分している。そこでは，「沿岸部近傍での竜巻の発生

特性は陸上と海上とでは類似している」と仮定している。他の合理的な按分方

法もないのが実情ではあるが，観測結果を基に，この仮定の妥当性について考

察する。 

 

ここでは，陸上で発生した竜巻（以下「陸上竜巻」という。）と海上で発生

しその後上陸した竜巻（以下「上陸竜巻」という。）を区別して考える。 

別表 1－1 及び別図 1－1 は，陸上竜巻，上陸竜巻及び（陸上＋上陸）竜巻の

それぞれの竜巻区分に対して，Ｆ0，Ｆ1，Ｆ2 以上の竜巻が占める割合である。

全国の上陸竜巻の場合，Ｆスケール毎の割合はそれぞれ 30，45，24％となって

おり，陸上竜巻との間に大きな差はない（数％以内）。上陸竜巻は海上で発生

した竜巻であることから，海上でのＦスケール不明竜巻のＦスケール毎の発生

割合は，上陸竜巻の発生割合と同様だと考えられる。 

上陸竜巻と陸上竜巻の発生割合に大きな差は見られないことは，海側と陸側

のＦスケール毎の発生割合が類似していることを示唆している。従って，海上

でのＦスケール不明竜巻を，陸上竜巻（あるいは（陸上＋上陸）竜巻）の発生

割合で按分する手法は妥当な方法だと考えられる。 
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一方，東海第二発電所の上陸竜巻の場合は，Ｆスケール毎の割合はそれぞれ，

26，49，25％であり，全国と同様，陸上竜巻との間に大きな差は無い。また，

陸上竜巻，上陸竜巻，及び（陸上＋上陸）竜巻のいずれにおいても，全国沿岸

竜巻の発生数の割合と大きな差はない（5％以内）。以上より，全国沿岸と東海

第二発電所の竜巻検討地域との間には地域特性による影響はないことが確認で

きた。 

したがって，海上のＦスケール不明竜巻を（陸上＋上陸）竜巻の割合で按分

する本手法は，データ数が少ない場合にも有効な手法だと考えられる。 

 

別表 1－1 Ｆスケール毎の竜巻発生数の割合 

① 全国沿岸±5km 

発生数の割合 

（％） 
Ｆ0（+不明） Ｆ1 Ｆ2以上 

陸上竜巻 32 50 18 

上陸竜巻 30 45 24 

（陸上＋上陸） 32 48 20 

 

② 東海第二発電所の竜巻検討地域 

発生数の割合 

（％） 
Ｆ0（+不明） Ｆ1 Ｆ2以上 

陸上竜巻 34 45 21 

上陸竜巻 26 49 25 

（陸上＋上陸） 31 47 22 
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    ① 全国沿岸±5km     ② 東海第二発電所の竜巻検討地域 

 

  

 

 

 

 

③ (陸上＋上陸)竜巻 

別図 1－1 Ｆスケール毎の発生数の割合 
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別紙 5-2 

竜巻発生数の確率分布(ポアソン，ポリヤ分布)が 

ハザード結果に及ぼす影響について 

 

1. 竜巻発生確率とハザード曲線 

  Wen & Chu(１)は，竜巻に遭遇し，かつ竜巻風速がある値以上となり確率の

推定法を対案している。それによれば，竜巻の発生がポアソン過程に従うと

仮定した場合，竜巻の年発生数の確率密度分布はポアソン分布もしくはポリ

ヤ分布に適合する。 

 

 

 

ここで，N は竜巻の年発生数， は竜巻の年平均発生数，T は年数である。 

また，T 年以内にいずれかの竜巻に遭遇し，Vo以上の竜巻風速に見舞われる

確率 )(, DP TVo は次式で表される。 

 

 

 

ここで， )(VoR は，評価対象とする構造物が，ある一つの竜巻に遭遇し，

竜巻風速がVo 以上となる確率である。 

 

  

)exp(
!
)()( T

N
TNP

N

Tポアソン分布：

1

1

)/1( )1()1(
!
)()(

N

k

N
N

T kT
N
TNPポリヤ分布：

])(exp[1)(, TVoRDP TVoポアソン分布：

/1
, ])(1[1)( TVoRDP TVoポリヤ分布：

)3(

)4(

)1(

)2(
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2. ポアソン分布とポリヤ分布 

ポアソン過程とは，ある現象がランダムに起こる場合に，今までの発生状

況がそれ以降の発生に影響を与えず，かつ発生が時間的に一様に推移する現

象を表す数学的モデルであり，以下のような仮定に基づいている。 

① 事象は時間・空間のいかなる場所でもランダムに発生する。 

② 与えられた時間・空間の区間内で，事象の発生は他の任意の区間に対

して独立である 

③ 微小区間 t における事象発生確率は t に比例する。 t の間に事象が 2

回以上発生する確率は無視できる。 

 

ポアソン分布に従う現象例としては，交通事故件数，大量生産の不良品数，

火災件数，遺伝子の突然変異など数多くある。ポアソン分布の分散は平均値

に等しいが，観測される現象の中には，その分散が平均値から外れている現

象もある。 

ポリヤ分布は，分散と平均値が異なるような現象への適合度が高く， が

大きい場合は分散の大きな分布形を表し， 0のときにはポアソン分布に

近づく。Thom(1963) (２)は，米国中部を対象とした竜巻発生数の分析を行い，

ポアソン過程が実態と乖離する場合があることを指摘するとともに，ポリヤ

分布による適合性が高いことを示した。また，東京工芸大学委託成果(３)では，

陸上竜巻（含む上陸竜巻）及び海上竜巻のいずれに対しても，ポリヤ分布の

適合度が高いことを示した。 

ポリヤ分布は，疫病の流行，ある単語を含む文書数を数える文書頻度など

の言語処理などに活用されており，ある事象が起こった場合に，それによっ

て周囲にも現象が起こりやすくなる現象（弱い伝播性）が考慮されている。

竜巻の場合では，前線や台風により竜巻が発生した場合，同時多発的に複数
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の竜巻が発生する(tornado outbreak と呼ばれる)状況が考えられる。 

(Wen & Chu,1973) (１) 

 

3. 確率論から見た近似式 

前項にて示した )3( )4( 式に基づき，ポアソン分布とポリヤ分布に基づく竜

巻ハザードを実際に計算すると，両者にほとんど違いが見られない。以下で

は，その理由について考察する。 

 

ある一つの竜巻に遭遇し，竜巻風速がVo 以上となるような被害を受ける確

率を )(VoR とすると，このような竜巻被害を受けない確率は次式で表される。 

（被害を受けない確率）＝ )(1 VoR  

同様に，N 個の竜巻が発生したときに，いずれの竜巻に対しても被害を受

けない確率は次式で表される。（独立性を仮定）。 

（ N 個の竜巻で被害を受けない確率）＝ NVoR )](1[  

逆に， N 個の竜巻が発生したときに，いずれかの竜巻により被害（最低１

回，最大 N 回）を受ける確率は次式となる。 

（ N 個のいずれかの竜巻で被害を受ける確率）＝ NVoR )](1[1  

従って，一年間に N 個の竜巻が発生する確率を )(NP とすると，これによ

る被害確率は， 

)(})](1[1{ NPVoR N  

となる。 )(VoR が十分小さければ，上式は次のように近似できる。 

)()()(})](1[1{ NPNVoRNPVoR N  

ここで，次の近似を用いている。 

)(1)](1[ VoRNVoR N  

  

)5(

)6(

)7(

)8(

)9(

)10(
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竜巻被害の場合，は通常 10－３以下であるから，式の近似は非常に良い精

度で成り立つ。 

以上のことから，式より 1 年間にいずれかかの竜巻により被害を受ける

確率は次式で近似できる。 

 

 

即ち，被害確率は竜巻発生数の平均値のみに依存し，標準偏差は勿論，

確率分布にも無関係であり，ポリヤ分布とポアソン分布によるハザードの結

果は一致することが理解できる。 

 

4. ポアソン分布とポリヤ分布のハザードの近似式 

3.では，確率論的な観点だけで近似式を誘導したが，ここでは， )3( )4( の

近似式を直接求め，上記の結果を検証する。 

式 )8( の )(NP としてポアソン分布を仮定し，  

 

 

 

となることを考慮すると， )11( 式の厳密な式は以下のとおりである。 

 

 

 

即ち，ポアソン分布によるハザード評価の )3( 式が導かれる。ここで，次の

関係式を用いている。 

 

 

)()]({)()]()([)(
1

VoRNPNVoRNPNVoRDP
N1N

Vo )11(

)exp(
!

))(()()exp(
!

)](1[)(

)()](1[)()(})](1[1{

N
VoRNP

N
VoRNP

NPVoRNPNPVoR
NN

N

NN

))(exp(1
)exp())(exp(1

)}exp(
!

))(()({)(
1

VoR
VoR

N
VoRNPDP

N

N
Vo

)13(

)12(

0 !
)exp(

n

n

n
xx )14(

282



6 条(竜巻)-1-添付 5-別紙 2-5 

従って，式 )3( （あるいは式 )13( ）は，式 )14( を用いると， 

 

 

と表され， )(VoR が小さい場合は，次式で近似できる。 

)()( VoRDPVo  

 

ポリヤ分布の場合も同様に，一般の 2 項定理を用いると，次式で近似でき

る。 

 

 

 

以上のことから，竜巻のように一つの竜巻に対する被害確率が非常に小さ

な現象に対しては，年被害確率は竜巻発生数の平均値にのみ依存し，発生数

の確率密度分布形状にはほとんど無関係であることがわかる。 
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添付資料 6 

地形効果による竜巻の増幅の可能性について 

 

1. 概要 

「竜巻影響評価ガイド」では，丘陵等による地形効果によって竜巻が増幅

する可能性があると考えられることから，原子力発電所が立地する地域にお

いて，評価対象施設の周辺地形等によって竜巻が増幅される可能性について

検討を行い，その検討結果に基づいて設計竜巻の最大風速（ＶＤ）を設定す

ることが求められている。 

ここでは，既往の研究に基づく地形の竜巻風速への影響に関する知見を取

りまとめ，東海第二発電所における，地形効果による竜巻増幅の可能性につ

いて検討した。 

 

2. 考慮対象となる地形のスケール 

竜巻に対する地形の効果は，スーパーセルスケールへの関与によるメソス

ケールでの「発生」などへの影響と，渦の旋回流への関与によるマイクロス

ケールでの「風速」などへの影響とに大別できる。このうち，設計竜巻の最

大風速ＶＤを設定する際には，タッチダウンした漏斗雲により発生する旋回

流及びそれに随伴して生じる強風への地形影響を検討すべきであり，マイク

ロスケール（数百 m）規模の地形の起伏を考慮すべきと考えられる(１)(２)。 

 

3. マイクロスケールの地形起伏が竜巻の旋回流強度及び強風に与える影響 

マイクロスケールの地形の起伏が竜巻の旋回流及び強風に与える影響につ

いて，定性的な知見を与える研究で用いられる主な手法としては，以下の 3

つが挙げられる。 
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(1) 被害状況調査(１)(３) 

 実際の竜巻の被害を精査し，被害状況と地形特性との関係を調べること

により，被害が発生しやすい地形特性を分析し，そこから旋回流強度及び

風速の強弱を類推する。 

(2) 風洞実験(１) 

 風洞実験の測定部に尾根や斜面といった地形模型を入れ，その上部に竜

巻発生装置を設置し，それを移動させたときの，地表面近傍の圧力，風速

の分布を調べる。 

 

第 3－1 図 風洞実験の様子(Karstens 2012)(１) 

(3) 数値シミュレーション(２) 

 竜巻の旋回流や移動及び地形の起伏を模擬した流体解析により，旋回流

の強度や風速及び竜巻の構造に関連する圧力分布を調べる。 

 

第 3－2 図 数値シミュレーションのモデル例 

  

竜巻の移動方向 尾根地形 
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 被害状況調査によれば，竜巻の強化が下り斜面や尾根の裾で生じる可能

性が示唆されている(１)(３)。 

 また，実被害調査の知見を支持する結果が風洞実験及び数値シミュレー

ションにおいても確認されている。二次元尾根地形を対象とした場合の風

洞実験(１)及び数値シミュレーション(２)の結果を，それぞれ第 3－3 図及び

第 3－4 図に示す。 

 風洞実験の結果である第 3－3 図においては，竜巻を模擬した旋回流が

(a)に示す二次元尾根地形※を図の左から右に移動する時に地表面で測定

された圧力の最大値を(b)に，圧力勾配（風の駆動力になり，風速に相当す

る）を(c)に示しており，(c）から以下のことが分かる。 

※：過去の竜巻被害を受けた斜面の傾斜等を考慮し，尾根高さ H に対し

前後 5H の領域を模擬している。 

① 圧力勾配は，斜面において正及び負の値を持つ（旋回流が強弱する） 

② 圧力勾配は，尾根の上流及び下流の平坦部ではほぼフラットとなる（

旋回流の強度が変化しない）， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3－3図 尾根地形を竜巻が通過するときの地表面圧力(b)及び圧力勾配(c)(１)

竜巻の移動方向 
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 数値シミュレーションの結果である第 3－4 図においては，(a)にピーク

圧力を，(b)に風速を示す。図中の黒色実線は等高線を意味し，以下に示す

ように，風洞実験の結果（第 3－3 図）と整合している。 

・上り斜面では圧力が増加し（緑色→赤色），下り斜面では圧力が減少（

赤色→緑色）する（前述の風洞実験の知見①に対応） 

・ピーク圧力の高い領域は尾根頂部に限定され，平坦部の圧力は上流及

び下流側と同レベルとなる。（前述の風洞実験の知見②に対応） 

また，これらの研究結果は，地形の起伏の影響範囲が，斜面及び尾根，

山の頂，裾部に限定されることを示唆しており，地形の下流側の平坦部に

おける風速や圧力の値は，地形を乗り越える前の上流部の値に相当する。 

 

 

第 3－4 図 尾根地形を竜巻が通過するときの地表面ピーク圧力(a) 

及び風速(b)(２)  

竜巻の移動方向 

尾根高さ：100m

1000m
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4. 東海第二発電所敷地周辺の地形効果の考慮要否 

 東海第二発電所敷地周辺の地形を第 4－1 図に示す。敷地周辺は最大でも標

高 40m 程度のなだらかな地形であり，地形効果の影響の研究において想定す

るようなマイクロスケール（数百 m）規模の起伏は認められないことから，

地形効果による竜巻の増幅の可能性は低く,考慮不要と判断した。 

 

 

 

第 4－1 図 東海第二発電所を中心とした東西 3km×南北 3km の地形標高 

（国土地理院 5m メッシュ標高データに加筆） 

東海第二発電所
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参考資料：地形の起伏に起因する竜巻の旋回流の強弱に対する物理的解釈 

 

ここでは，本資料で示した地形の起伏による竜巻の旋回流の強弱に対する

物理的解釈を示す。なお，ここで示す角運動量保存則に基づく解釈の妥当性

を，被害状況調査（Forbes 1998,Karstens 2012）や風洞実験（Karstens 2012

）の結果も支持している。 

一般的に，回転する流れでは，「回転の中心からの距離」と「周方向の回転

速度」の積が一定になるという性質（角運動量保存則）がある。角運動量保

存則と Holton（1992）を参考に，竜巻旋回流が形成された後における，渦の

伸長・収縮に伴う旋回風速の増速・減速機構を以下に導く。 

竜巻のコア部分を 1 つの鉛直軸を有する気柱と仮定すると，上り坂を越え

る場合（第 1 図の渦 1 から渦 2 へ移動する場合）には渦の長さが短くなる。

その際，角運動量の保存則は次式のように表される。 

2

0 0 0
2

2
2

0 0 0
1

2
2 21 1 r hr h

rdrddhrrdrddhr   ① 

22
4
211

4
1 4

1
4
1 hrhr             ② 

ここで，ωは角速度，r は渦コア（気柱）の半径，h は渦コア（気柱）の高

さ，ρは空気密度であり，添字の 1 と 2 はそれぞれ渦 1 と渦 2 を示す。また，

気柱の体積が保存されるので，式③が成立する。 

2
2
21

2
1 hrhr   ⇒  2

1
2

12
2 r

h
hr       ③ 

この関係を式②に代入すると，式④が得られる。 

2

2

1

1

hh
  ⇒ 0

hdt
d

        ④ 
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④の関係式は「渦位（ポテンシャル渦度）の保存式」に相当するものであ

り，角速度は地上高さ h に比例することが分かる。また，③より，渦の半径 r

は h１/２に反比例するので，竜巻の最大接線風速（ω×r）は h１/２に比例する。

そのため，竜巻の渦が上り斜面を移動する時，基本的に渦は弱まり，下り斜

面を移動する時には強まる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1 図 竜巻の旋回流の地形影響に関する模式図 

渦 1 

渦 2 
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0-
1㎞

海
1-
0㎞

全
10

㎞
幅

【
施
設
の
構
造

健
全
性
の

確
認
】
 

○
設
計
荷
重
に

対
し
て
，

建
屋
，

構
築
物
及
び
設

備
等
の
評

価
対
象

施
設
の
構
造
健

全
性
が

維
持
さ
れ

る
か
を
確
認

 

【
防
護
対
策
】
 

○
設
計
竜
巻
の

最
大
風
速

（
10
0
m
／

s）
に
対
し
て

，
飛
来
物

発
生
防
止
対

策
や
評
価

対
象
施

設
の
防
護
を
実

施
 

＜
基
準
風

速
に
お
け

る
保
守
性

＞
 

Ｖ
Ｂ

２
の
設
定

に
お
い
て

は
，
竜
巻
検
討

地
域
を
1
㎞
幅
に
細
分
化

し
た
場
合

の
竜
巻
風

速
の
ハ
ザ
ー

ド
曲
線

も
考
慮
し

た
上
で
，

年
超
過
確

率
が
1
0
－

５
に
お

け
る
風
速
の
最

大
値
を
抽

出
し
た
。
 

 な
お

，
ハ
ザ
ー

ド
曲
線
に
お
い
て
は
，

デ
ー
タ
量

の
少
な
い

こ
と
に
よ
る

不
確
か
さ

を
考
慮

し
，
以
下
の

処
理
及
び

検
証
を
実

施
し
た
。

 

・
フ
ジ

タ
ス
ケ
ー

ル
毎
に
適
切
な

観
測
期
間

の
デ
ー
タ

を
用
い
て
，
擬

似
的
な
5
1
.
5年

間
の
デ
ー

タ
を
作
成
 

・
Ｆ

ス
ケ
ー
ル

不
明
の
海
上
竜
巻
は
，

陸
上
竜
巻

の
Ｆ
ス
ケ

ー
ル
別
発
生

比
率
で
按

分
 

・
J
ac
kk
ni
fe
法
を

適
用
し
た
評

価
に
よ

り
，
デ
ー
タ
の

安
定
性

を
確
認
 

・
Ｆ
３

竜
巻
1
つ
の

見
落
と
し
（

擬
似
デ
ー

タ
と
し
て
は

2個
追
加
）
を
仮

定
し
た
感

度
解
析
に

よ
り
，
デ
ー

タ
の

安
定
性
を

確
認
 

＜
設
計
竜

巻
の
最
大

風
速
に
お
け

る
保
守
性

＞
 

設
計

竜
巻
の
最

大
風
速
は
，
竜
巻

の
観
測

数
等
の
デ

ー
タ
が
十

分
と
は
言
い

切
れ
ず
不

確
実
性

が
あ
る
こ
と

か
ら
，
基

準
竜
巻
の

最
大
風
速
9
2
m／

s
を
切

り
上
げ
1
0
0
m／

s
と
す

る
。

 

＜
物

体
の
飛
散
解
析

手
法
に
お

け
る
保

守
性
＞
 

①
物

体
に
働
く
揚
力

は
，
風
を

受
け
る

方
向
等
に
よ
り

様
々
な

値
を
取
り

得
る
た
め
，
地

面
で
の

揚
力
係
数

と
物
体
の
見
附

面
積
の
積
（
Ｃ

Ｌ
a）

の
代
わ
り
に
，
空
中
で
の

直
交
3方

向
の

流
れ
に
対
す

る
抗
力
係
数

と

見
附
面
積
の
積

の
平
均
値
（
Ｃ

Ｄ
Ａ
）
を
用
い
，
実
際

よ
り
大
き
な
揚

力
を
作
用

さ
せ
，
浮
上

し
易
く
な

る

よ
う
設
定
。
 

②
実

際
に
は
竜
巻
が

遠
方
か
ら

物
体
に

近
づ
き
，
最
大

風
速
よ

り
低
い
風

速
に
曝
さ
れ
飛

散
す
る

こ
と
に
な

る
が
，
物
体
を

強
制
的
に

高
速
域

に
配
置
す
る
と

と
も
に
，

竜
巻
に

対
す
る
物
体
の

場
所
依

存
性
を
考

慮

し
，
多
点
配
置

（
米
国
R
.
G
. 
1
.7
6で

は
1点

配
置
）
さ

れ
た
物
体

の
飛
来
速

度
の
中
か
ら
，

最
大
と

な
る

飛
来
速
度
を
設

定
。

 

＜
設
計
荷
重
に

関
す
る
保

守
性
＞
 

①
設
計
飛
来
物

は
必
ず
し

も
最
大

速
度
で
防
護
対

象
施
設
に

衝
突
す

る
と
は
限

ら
な
い
が
，

設
計
飛
来

物
の

衝
突
速
度

と
し
て
は

，
設
計
竜

巻
に
よ
る
最

大
飛
散
速

度
（
水

平
方
向
及
び
鉛

直
方
向
）

を
設
定

。
 

②
実
際
の
竜
巻

は
，
風
速

や
気
圧

低
下
量
に
高
さ

依
存
性
が

あ
る
た

め
，
建
屋

や
設
備
に
対

し
必
ず
し

も
最

大
風
速
に

よ
る
風
圧

力
や
最
大

気
圧
低
下
量

に
よ
る
荷

重
が
作

用
す
る
と
は
限

ら
な
い
が

，
設
計

荷
重
と

し
て
は
，

最
大
風
速

に
よ
る
風

圧
力
及
び
最

大
気
圧
低

下
量
に

よ
る
荷
重
に
基

づ
き
設
定

。
 

都
道
府

県
別
の

竜
巻
発

生
要

因
比

率
 

フ
ジ
タ
モ
デ
ル
の
風
速
場
イ
メ
ー
ジ
 

：竜
巻

検
討

地
域

 

●
 
：
竜

巻
検

討
地

域
で

の
 

竜
巻

発
生

箇
所
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添
付
資
料

8.
 
竜
巻

影
響
評

価
及

び
竜
巻

防
護

対
策
の

概
要

 第
8
－
1
図
 

竜
巻

影
響
評

価
及
び

竜
巻

防
護
対

策
（

飛
来
物

発
生

防
止
対

策
，

飛
来
物

防
護
対

策
）

の
概
要

 

 

【
4.

飛
来
物
防
護
対
策
】
 

○
設

計
飛
来
物
の
衝
突
に
よ
っ

て
損
傷

す
る
可
能

性
が
あ
る
竜

巻
防
護
施

設
に
つ
い

て
，
下
記
の

と
お
り
の

飛
来
物
防

護
対
策
を
実

施
す
る
。
 

 
＜
施

設
の
補
強
に
よ

る
防
護
対

策
＞
 

・
設

計
竜

巻
荷

重
に

対
す

る
構

造
健

全
性

の
 

維
持

，
設

計
飛

来
物

に
対

す
る

限
界

貫
通

 

厚
さ

以
上

の
部

材
を

確
保

に
よ

り
，

扉
及

 

び
壁

面
の

増
厚

を
行

い
，

外
殻

と
し

て
の

 

防
護

機
能

を
確

保
す

る
。

 

＜
防

護
ネ
ッ
ト

等
に
よ
る

飛
来
物
防
護

対
策
＞
 

・
設

計
飛

来
物

に
対

す
る

防
護

と
し

て
，

竜
巻

防
護

施
設

及
び

竜
巻

 

防
護

施
設

を
内

包
す

る
施

設
に

対
し

防
護

ネ
ッ

ト
等

を
設

置
す

る
。

 

・
防

護
ネ

ッ
ト

は
設

計
飛

来
物

の
運

動
エ

ネ
ル

ギ
を

吸
収

可
能

な
設

計
 

と
す

る
と

と
も

に
小

径
の

飛
来

物
（

設
計

飛
来

物
で

あ
る

砂
利

を
除

く
）

 

【
2.

竜
巻
影
響
評
価
】
 

○
設

計
荷
重
に
対
し
，
第
2－

1
表

の
評
価
対

象
施
設
（

構
築
物
，
系
統

及
び
機
器

）
の
構
造

安
全
性
が
維

持
さ
れ
安

全
機
能

が
維
持
さ
れ
て

い
る
こ
と

を
確
認

す
る
。
 

＜
竜

巻
防
護
施
設
の
評
価
＞
 

○
評

価
対
象
施
設
（
屋
外
施
設

（
竜
巻

防
護
施
設

を
内
包
す
る

施
設
を
除

く
）
，
屋

内
の
施
設
で

外
気
と
繋

が
っ
て
い

る
施
設
：
第

2－
1表

 
 
）
に

対
す
る
設
計
飛

来
物

に
よ
る
貫

通
評
価
，
設
計

荷
重
に

対
す
る
強

度
評
価
を
実
施

し
，
評

価
対
象
施

設
の
構
造
健

全
性
が
維

持
さ
れ
る

こ
と
を
確
認

し
，
評
価

対
象
施
設

の
安
全
機
能

維
持
に

影
響
を
及

ぼ
す
場
合
に
は

，
防
護

対
策
を
実

施
す
る
。
 

○
評

価
対
象
施
設
（
竜
巻
防
護

施
設
を

内
包
す
る

施
設
：
第
2
－
1表

 
 

）
の
構
造

骨
組
評
価
，

設
計
飛
来

物
の
衝
突

に
関
す
る
貫

通
及
び
裏

面
剥
離

評
価
，
局
部
評

価
及

び
建
屋
外

周
部
建
具
（
扉

等
）
に

関
す
る
評

価
を
実
施
し
，

内
包
す

る
竜
巻
防

護
施
設
が
影

響
を
受
け

な
い
こ
と

を
確
認
し
，

竜
巻
防
護

施
設
の
安

全
機
能
維
持

に
影
響

を
及
ぼ
す

場
合
に
は
，
評

価
対
象

施
設
の
補

強
，
防
護
対
策

を
実
施

す
る
。
 

○
評

価
対
象
施
設
（
外
殻
と
な

る
施
設

に
よ
る
防

護
機
能
が
期

待
で
き
な

い
施
設
：

第
2－

1表
 
 
）

の
外
殻
と

な
る
施
設

の
外
周
部
建
具

（
扉
等
）

に
関
す

る
評
価
結

果

よ
り
，
評

価
対
象
施
設
が

影
響
を

受
け
な
い

こ
と
を
確
認
し

，
評
価

対
象
施
設

の
安
全
機
能

維
持
に
影

響
を
及
ぼ

す
場
合
に
は

，
外
殻
と

な
る
施
設

の
建
具
の
補

強
，
防

護
対
策
及

び
運
用
に
よ
る

対
策
を

実
施
す
る

。
 

＜
竜

巻
防
護
施
設
に
波
及
的
影

響
を
及

ぼ
し
得
る

施
設
の
評
価

＞
 

○
評

価
対
象
施
設
（
倒
壊
に
よ

り
竜
巻

防
護
施
設

を
機
能
喪
失

さ
せ
る
可

能
性
が
あ

る
施
設
：
第

2－
1表

 
 
）
の
構

造
骨
組
評
価

を
実
施
し

，
竜
巻

防
護
施
設
及
び

竜
巻
 

防
護
施
設

を
内
包
す
る
施

設
に
影

響
を
及
ぼ

す
こ
と
が
な
い

こ
と
を

確
認
し
，

竜
巻
防
護
施

設
を
機
能

喪
失
さ
せ

る
可
能
性
が

あ
る
場
合

に
は
，
防

護
対
策
を
実

施
す
る
。
 

○
評

価
対
象
施
設
（
屋
外
に
設

置
さ
れ

て
い
る
竜

巻
防
護
施
設

の
附
属
施

設
：
第
2－

1表
 
 
）

に
対
す
る

設
計
飛
来

物
に
よ
る
貫

通
評
価
，

設
計
荷

重
に
対
す
る
強

度
評

価
を
実
施

し
，
評
価
対
象

施
設
の

構
造
健
全

性
が
維
持
さ
れ

る
こ
と

を
確
認
す

る
。
竜
巻
防

護
施
設
を

機
能
喪
失

さ
せ
る
可
能

性
が
あ
る

場
合
に
は

，
損
傷
箇
所

の
補
修

及
び
取
替

等
の
対
策
を
実

施
す
る

も
の
と
し

，
手
順
と
必
要

部
材
の

整
備
を
実

施
す
る
。
 

 【
1.

設
計
竜
巻
荷
重
，
設
計
荷

重
の
設

定
】
(別

紙
－

1参
照
) 

○
「

竜
巻
影
響
評
価
ガ
イ
ド
」

に
基
づ

き
，
設
計

竜
巻
荷
重
は

，
設
計
竜

巻
の
風
圧

力
に
よ
る
荷

重
（
Ｗ

Ｗ
）
，
気

圧
差
に
よ
る

荷
重
（
Ｗ

Ｐ
）
及
び
設

計
飛
来

物
に
よ
る

衝
突
荷
重
（

Ｗ

Ｍ
）
を
適
切

に
組
み
合

わ
せ
た
荷

重
を
設
定
す

る
と
と
も

に
，
設

計
竜
巻
荷

重
と
組
み
合
わ

せ
る
荷

重
（
竜
巻

以
外
の
自
然

現
象
に
よ

る
荷
重
等

）
は
，
設
計

竜
巻
荷
重

に
包
絡
さ

れ
る

若
し
く
は

考
慮
す
べ
き
荷

重
で
は

な
い
こ
と

を
確
認
す
る
。

 

○
Ｗ

Ｗ
，
Ｗ

Ｐ
，
Ｗ

Ｍ
は
，
設
計
竜

巻
の
最
大

風
速
Ｖ

Ｄ
=1
00
m／

sと
し
た
場

合
の
荷
重

を
設
定
す
る

。
 

【
設

計
飛
来
物
の
設
定
】
 

○
東

海
第
二
発
電
所
の
飛
来
物

に
係
る

現
地
調
査

を
行
い
，
発

電
所
構
内

の
常
設
物

（
マ
ン
ホ
ー

ル
蓋
等
）

，
仮
設
物

（
資
機
材
等

）
及
び
建

築
物
附

属
物
（
屋
根
等

）
の
中
か

ら
，
そ

れ
 

ら
の

飛
来
物
発
生
防
止
対
策
の

可
否
，

固
定
状
況

，
過
去
の
被

害
事
例
や

評
価
パ
ラ

メ
ー
タ
（
運

動
エ
ネ
ル

ギ
及
び
貫

通
力
）
を
踏

ま
え
，
第

1－
1図

の
と

お
り
設
計

飛
来
物
を
設
定

し
た
。
 

砂
利
 

鋼
製
材
（
イ
メ
ー
ジ
）
 

第
1－

1図
 

東
海

第
二

発
電

所
の

設
計

飛
来

物
 

竜
巻

防
護

施
設

 

屋
外
施

設
 

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
吸
気

フ
ィ
ル

タ
 

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
室
ル

ー
フ
ベ

ン
ト

フ
ァ

ン
 

・
中

央
制

御
室

換
気

系
冷
凍

機
 

・
海

水
ポ

ン
プ

室
内

設
備
 

・
非

常
用

ガ
ス

処
理

系
排
気

配
管
 

・
排

気
筒

 

 
竜

巻
防
護

施
設

を
 

内
包

す
る

施
設

 

・
原

子
炉

建
屋

，
タ

ー
ビ
ン

建
屋
・

使
用

済
燃

料
乾
式

貯
蔵
建

屋
 

・
軽

油
貯

蔵
タ

ン
ク

タ
ン
ク

室
 

屋
内

の
施

設
で

 
 

 
 
 

 

外
気

と
繋
が

っ
て
い

る
施

設
 

・
中

央
制

御
室

換
気

系
隔
離

弁
，
フ

ァ
ン

（
ダ

ク
ト
含

む
）
 

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
室
換

気
系
ダ

ク
ト

 

・
原

子
炉

建
屋

換
気

系
隔
離

弁
，
ダ

ク
ト

 

外
殻
と

な
る
施

設
に

よ
る

 
 
 

 

防
護
機

能
が
期

待
で
き

な
い

施
設

 

・
中

央
制

御
室

換
気

系
フ
ァ

ン
 

・
非

常
用

電
源

盤
 

・
非

常
用

ガ
ス

処
理

系
設
備

，
非
常

用
ガ

ス
再

循
環
系

設
備
 

・
使

用
済

燃
料

プ
ー

ル
，
燃

料
プ
ー

ル
冷

却
浄

化
系
真

空
破
壊

弁
 

・
使

用
済

燃
料

乾
式

貯
蔵
容

器
 

竜
巻
防

護
施
設

に

波
及

的
影

響
を

 

及
ぼ
し

得
る
施

設
 

倒
壊

に
よ
り

，
竜
巻

防
護

施
設

を
機

能
喪

失
さ
せ

る
可
能

性
が

あ
る

施
設
 

・
サ

ー
ビ

ス
建

屋
 

 
 
 

 
 
 

・
鋼

製
防

護
壁
 

・
海

水
ポ

ン
プ

室
 

 
 
 

 
 
 

・
排

気
筒

 

屋
外
に

設
置
さ

れ
て

い
る

 
 
 

 

竜
巻

防
護
施

設
の
附

属
施

設
 

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
排
気

消
音
器

 

・
デ

ィ
ー

ゼ
ル

発
電

機
附
属

設
備
配

管
 

・
海

水
ポ

ン
プ

室
内

設
備
附

属
配
管

 

【
3.

飛
来
物
発
生
防
止
対
策
】

 

○
設

計
飛
来
物
に
設
定
し
た
鋼

製
材
よ

り
運
動
エ

ネ
ル
ギ
又
は

貫
通
力
が

上
回
る
飛

来
物
源
に
つ

い
て
は
，

竜
巻
防
護

施
設
及
び
竜

巻
防
護
施

設
に
波

及
的
影
響
を
及

ぼ
さ
な
い

よ
う
，

別
紙
－
2
に
基

づ
き
，
飛

来
物
発
生
防
止

対
策
を
実

施
す
る

。
 

＜
対

策
方
針
＞
 

・
対

策
エ
リ
ア

内
に
設
置

し
た
資
機
材

等
の
飛
来

物
発
生
防

止
対
策

と
し
て
は
，
移

設
，
撤

去
又
は
浮

き
上
が
り
や
横

滑
り
を

考
慮
し
た

固
縛
等
を
実

施
す
る
。
 

・
対

策
エ
リ
ア

内
の
車
両

は
，
浮
き
上

が
り
，
横

滑
り
及
び

転
倒
を

考
慮
し
た
固
縛

等
に
加

え
，
可
能

な
限
り
エ
リ
ア

外
へ
の

退
避
を
実

施
す
る
。
 

第
4－

2図
 

海
水

ポ
ン

プ
室

防
護

壁
(案

)
 

第
4－

3図
 

施
設

の
補

強
箇

所
 

第
4－

1図
 

MC
R換

気
系

冷
凍

機
防

護
壁

(案
)
 

第
2－

1表
 

評
価

対
象

施
設

 

ネ
ッ
ト
 

鋼
板
 

支
柱
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6 条(竜巻)-1-添付 8-別紙 1-1 

 

別紙 8-1 

 

評価対象施設の設計荷重について 

 

1. 概要 

設計竜巻に対し，評価対象施設の構造健全性の安全機能が維持されること

の確認を行った結果を整理する。 

 

2. 評価結果 

2.1 評価荷重の設定 

竜巻防護施設の評価に用いる評価荷重について別表1－2－1に，竜巻防

護施設に波及的影響を及ぼし得る施設の評価に用いる評価荷重について

別表1－2－2に整理する。 
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6 条(竜巻)-1-添付 8-別紙 1-2 

別
表

1
－

2
－

1
 

竜
巻

防
護

施
設

の
評

価
に

用
い

る
評

価
荷

重
一

覧
表

（
1
／

3
）

 

評
価
対
象
施
設
 

設
計
竜
巻
荷
重
 

そ
の
他
の
 

評
価
荷
重

※
1  

Ｗ
Ｗ
，
Ｗ

Ｍ
，
Ｗ

Ｐ
の
選
定
 

複
合
荷
重
の
設
定

※
2  

設
置
 

場
所
 

Ｗ
Ｗ

※
1  

Ｗ
Ｍ

※
1  

Ｗ
Ｐ

※
1  

Ｗ
Ｔ

１
 

Ｗ
Ｔ

２
 

Ｗ
Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
＋
Ｗ

Ｍ
 

＜
屋
外
施
設
＞
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
吸
気
フ
ィ
ル
タ
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

無
し
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
吸
気
フ
ィ
ル
タ
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

無
し
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
室
ル
ー
フ
ベ
ン
ト
フ
ァ
ン
 

屋
外
 

○
 

×
 

×
 

―
 

○
 

―
 

―
 

自
重
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
室
ル
ー
フ
ベ
ン
ト
フ
ァ
ン
 

屋
外
 

○
 

×
 

×
 

―
 

○
 

―
 

―
 

自
重
 

中
央
制
御
室
換
気
系
冷
凍
機
 

屋
外
 

○
 

×
 

×
 

―
 

○
 

―
 

―
 

自
重
 

残
留
熱
除
去
系
海
水
系
ポ
ン
プ
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

無
し
 

残
留
熱
除
去
系
海
水
系
ス
ト
レ
ー
ナ
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
ポ
ン
プ
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

無
し
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
ス
ト
レ
ー
ナ
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
ポ
ン
プ
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

無
し
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
ス
ト
レ
ー
ナ
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
排
気
配
管
 

屋
外
 

○
 

×
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

排
気
筒
 

屋
外
 

○
 

○
 

×
 

―
 

○
 

―
 

―
※

3  
自
重
 

 注
記
）
※
1 

表
中
記
号
に
つ
い
て
対
象
と
す
る
荷
重
の
考
慮
の
有
無
を
示
す
。
 
 ○

：
考
慮
す
る
 
 
 
 
×
：
考
慮
し
な
い
 
，
 
そ
の
他
の
荷
重
は
評
価
で
使
用
す
る
も
の
を
記
載
す
る
。
 

※
2 

複
合
荷
重
の
構
成
に
つ
い
て
，
○
の
つ
い
た
構
成
で
評
価
を
実
施
。
 ○

：
実
施
ケ
ー
ス
 
－
：
該
当
し
な
い
ケ
ー
ス
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6 条(竜巻)-1-添付 8-別紙 1-3 

別
表

1
－

2
－

1
 

竜
巻

防
護

施
設

の
評

価
に

用
い

る
評

価
荷

重
一

覧
表

（
2
／

3
）

 

評
価
対
象
施
設
 

設
計
竜
巻
荷
重
 

そ
の
他
の
 

評
価
荷
重

※
1  

Ｗ
Ｗ
，
Ｗ

Ｍ
，
Ｗ

Ｐ
の
選
定
 

複
合
荷
重
の
設
定

※
2  

設
置
 

場
所
 

Ｗ
Ｗ

※
1  

Ｗ
Ｍ

※
1  

Ｗ
Ｐ

※
1  

Ｗ
Ｔ

１
 

Ｗ
Ｔ

２
 

Ｗ
Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
＋
Ｗ

Ｍ
 

＜
屋
外
施
設
（
竜
巻
施
設
を
内
包
す
る
施
設
）
＞
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

原
子
炉
建
屋
 

屋
外
 

○
 

○
 

○
 

○
 

―
 

―
 

○
 

無
し
 

タ
ー
ビ
ン
建
屋
 

屋
外
 

○
 

○
 

○
 

○
 

―
 

―
 

○
 

無
し
 

使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
建
屋
 

屋
外
 

○
 

○
 

○
 

○
 

―
 

―
 

○
 

無
し
 

軽
油
貯
蔵
タ
ン
ク
タ
ン
ク
室
 

屋
外
 

(埋
設
) 

×
 

×
 

○
 

○
 

―
 

―
 

―
 

 

 注
記
）
※
1 

表
中
記
号
に
つ
い
て
対
象
と
す
る
荷
重
の
考
慮
の
有
無
を
示
す
。
 
 ○

：
考
慮
す
る
 
 
 
 
×
：
考
慮
し
な
い
 

※
2 

複
合
荷
重
の
構
成
に
つ
い
て
，
○
の
つ
い
た
構
成
で
評
価
を
実
施
。
 ○

：
実
施
ケ
ー
ス
 
－
：
該
当
し
な
い
ケ
ー
ス
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6 条(竜巻)-1-添付 8-別紙 1-4 

別
表

1
－

2
－

1
 

竜
巻

防
護

施
設

評
価

に
用

い
る

評
価

荷
重

一
覧

表
（

3
／

3
）

 

評
価
対
象
施
設
 

設
計
竜
巻
荷
重
 

そ
の
他
の
 

評
価
荷
重

※
1  

Ｗ
Ｗ
，
Ｗ

Ｍ
，
Ｗ

Ｐ
の
選
定
 

複
合
荷
重
の
設
定

※
2  

設
置
 

場
所
 

Ｗ
Ｗ

※
1  

Ｗ
Ｍ

※
1  

Ｗ
Ｐ

※
1  

Ｗ
Ｔ

１
 

Ｗ
Ｔ

２
 

Ｗ
Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
＋
Ｗ

Ｍ
 

＜
屋
内
の
施
設
で
外
気
と
繋
が
っ
て
い
る
施
設
＞
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

中
央
制
御
室
換
気
系
隔
離
弁
，
フ
ァ
ン
 

屋
内
 

×
 

×
 

○
 

○
 

―
 

―
 

―
 

自
重
，
運
転
圧
力
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
室
換
気
系
ダ
ク
ト
 

屋
内
 

×
 

×
 

○
 

○
 

―
 

―
 

―
 

自
重
，
運
転
圧
力
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
室
換
気
系
ダ
ク
ト
 

屋
内
 

×
 

×
 

○
 

○
 

―
 

―
 

―
 

自
重
，
運
転
圧
力
 

原
子
炉
建
屋
換
気
系
隔
離
弁
，
ダ
ク
ト
 

屋
内
 

×
 

×
 

○
 

○
 

―
 

―
 

―
 

自
重
，
運
転
圧
力
 

＜
外
殻
と
な
る
施
設
に
よ
る
防
護
機
能
が
期
待
で
き
な
い
施
設
＞
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

中
央
制
御
室
換
気
系
フ
ァ
ン
 

屋
内
 

×
 

×
※

3  
○
 

○
 

―
 

―
 

―
 

無
し
 

中
央
制
御
室
換
気
系
フ
ィ
ル
タ
ユ
ニ
ッ
ト
 

屋
内
 

×
 

×
 

○
 

○
 

―
 

―
 

―
 

無
し
 

非
常
用
電
源
盤
 

屋
内
 

×
 

×
※

3  
×
 

―
 

―
 

―
 

―
 

無
し
 

非
常
用
ガ
ス
処
理
系
設
備
，
非
常
用
ガ
ス
再
循
環
系
設
備
 

屋
内
 

×
 

×
※

3  
×
 

―
 

―
 

―
 

―
 

無
し
 

使
用
済
燃
料
プ
ー
ル
 

屋
内
 

×
 

×
※

3  
×
 

―
 

―
 

―
 

―
 

無
し
 

燃
料
プ
ー
ル
冷
却
浄
化
系
真
空
破
壊
弁
 

屋
内
 

×
 

×
※

3  
×
 

―
 

―
 

―
 

―
 

無
し
 

使
用
済
燃
料
乾
式
貯
蔵
容
器
 

屋
内
 

×
 

○
 

×
 

―
 

―
 

―
 

○
 

無
し
 

 注
記
）
※
1 

表
中
記
号
に
つ
い
て
対
象
と
す
る
荷
重
の
考
慮
の
有
無
を
示
す
。
 
 ○

：
考
慮
す
る
 
 
 
 
×
：
考
慮
し
な
い
 

※
2 

複
合
荷
重
の
構
成
に
つ
い
て
，
○
の
つ
い
た
構
成
で
評
価
を
実
施
。
 ○

：
実
施
ケ
ー
ス
 
－
：
該
当
し
な
い
ケ
ー
ス
 

※
3 

Ｗ
Ｍ
に
対
し
て
，
防
護
対
策
を
実
施
す
る
た
め
，
衝
撃
荷
重
は
作
用
し
な
い
。
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6 条(竜巻)-1-添付 8-別紙 1-5 

別
表

1
－
2
－
2
 

竜
巻
防
護
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
し
得
る
施
設
の
評
価
に
用
い
る
評
価
荷
重
一
覧
表
（
1
／
2
）
 

評
価
対
象
施
設
 

設
計
竜
巻
荷
重
 

そ
の
他
の
 

評
価
荷
重

※
1  

Ｗ
Ｗ
，
Ｗ

Ｍ
，
Ｗ

Ｐ
の
選
定
 

複
合
荷
重
の
設
定

※
2  

設
置
 

場
所
 

Ｗ
Ｗ

※
1  

Ｗ
Ｍ

※
1  

Ｗ
Ｐ

※
1  

Ｗ
Ｔ

１
 

Ｗ
Ｔ

２
 

Ｗ
Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
＋
Ｗ

Ｍ
 

＜
機
械
的
影
響
の
観
点
＞
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
サ
ー
ビ
ス
建
屋
 

屋
外
 

○
 

○
 

○
 

○
 

―
 

―
 

○
 

無
し
 

 
 
海
水
ポ
ン
プ
室
 

屋
外
 

○
 

○
 

×
 

―
 

―
 

―
 

○
 

無
し
 

 
 
鋼
製
防
護
壁
 

屋
外
 

○
 

○
 

×
 

―
 

―
 

―
 

○
 

無
し
 

 
 
排
気
筒
 

屋
外
 

○
 

○
 

×
 

―
 

○
 

―
 

―
※

3  
自
重
 

＜
機
能
的
影
響
の
観
点
＞
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 
非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
排
気
消
音
器
 

屋
外
 

○
 

×
※

３
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

無
し
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
排
気
配
管
 

屋
外
 

○
 

×
※

３
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
燃
料
デ
イ
タ
ン
ク
ベ
ン
ト
管
 

屋
外
 

○
 

×
※

３
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
機
関
ベ
ン
ト
管
 

屋
外
 

○
 

×
※

３
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
潤
滑
油
サ
ン
プ
タ
ン
ク
ベ
ン
ト
管
 

屋
外
 

○
 

×
※

３
 

○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

 注
記
）
※
1 

表
中
記
号
に
つ
い
て
対
象
と
す
る
荷
重
の
考
慮
の
有
無
を
示
す
。
 
 ○

：
考
慮
す
る
 
×
：
考
慮
し
な
い
 

※
2 

複
合
荷
重
の
構
成
に
つ
い
て
，
○
の
つ
い
た
構
成
で
評
価
を
実
施
。
 ○

：
実
施
ケ
ー
ス
 
－
：
該
当
し
な
い
ケ
ー
ス
 

※
3 

Ｗ
Ｍ
に
対
し
て
，
防
護
対
策
を
実
施
す
る
た
め
，
衝
撃
荷
重
は
作
用
し
な
い
。
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6 条(竜巻)-1-添付 8-別紙 1-6 

別
表

1
－
2
－
2
 

竜
巻
防
護
施
設
に
波
及
的
影
響
を
及
ぼ
し
得
る
施
設
の
評
価
に
用
い
る
評
価
荷
重
一
覧
表
（
2
／
2
）
 

評
価
対
象
施
設
 

設
計
竜
巻
荷
重
 

そ
の
他
の
 

評
価
荷
重

※
1  

Ｗ
Ｗ
，
Ｗ

Ｍ
，
Ｗ

Ｐ
の
選
定
 

複
合
荷
重
の
設
定

※
2  

設
置
 

場
所
 

Ｗ
Ｗ
※

1  
Ｗ

Ｍ
※

1  
Ｗ

Ｐ
※

1  

Ｗ
Ｔ

１
 

Ｗ
Ｔ

２
 

Ｗ
Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
 

Ｗ
Ｗ
＋
0
.5
Ｗ

Ｐ
＋
Ｗ

Ｍ
 

＜
機
能
的
影
響
の
観
点
＞
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
排
気
消
音
器
 

屋
外
 

○
 

×
※

4  
○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
排
気
配
管
 

屋
外
 

○
 

×
※

4  
○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
燃
料
デ
イ
タ
ン
ク
 

ベ
ン
ト
管
 

屋
外
 

○
 

×
※

4  
○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
機
関
ベ
ン
ト
管
 

屋
外
 

○
 

×
※

3  
○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
潤
滑
油
サ
ン
プ
タ
ン
ク
 

ベ
ン
ト
管
 

屋
外
 

○
 

×
※

3  
○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

残
留
熱
除
去
系
海
水
系
配
管
（
放
出
側
）
 

屋
外
 

○
 

×
※

3  
○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

非
常
用
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
配
管
（
放
出
側
）
 

屋
外
 

○
 

×
※

3  
○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

高
圧
炉
心
ス
プ
レ
イ
系
デ
ィ
ー
ゼ
ル
発
電
機
海
水
配
管
（
放
出
側
）
 

屋
外
 

○
 

×
※

3  
○
 

○
 

―
 

○
 

―
 

自
重
，
内
圧
 

 注
記
）
※
1 

表
中
記
号
に
つ
い
て
対
象
と
す
る
荷
重
の
考
慮
の
有
無
を
示
す
。
 
 ○

：
考
慮
す
る
 
×
：
考
慮
し
な
い
 

※
2 

複
合
荷
重
の
構
成
に
つ
い
て
，
○
の
つ
い
た
構
成
で
評
価
を
実
施
。
 ○

：
実
施
ケ
ー
ス
 
－
：
該
当
し
な
い
ケ
ー
ス
 

※
3 
Ｗ

Ｍ
に
よ
り
，
対
象
が
破
損
す
る
こ
と
を
想
定
す
る
た
め
，
設
計
荷
重
と
し
て
は
考
慮
し
な
い
。
 

※
4 

Ｗ
Ｍ
に
対
し
て
，
防
護
対
策
を
実
施
す
る
た
め
，
衝
撃
荷
重
は
作
用
し
な
い
。
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別
紙

8
-2
 

竜
巻
防

護
対

策
の
う

ち
飛

来
物
発

生
防
止

対
策

の
概
要

に
つ

い
て
 

  

 

東
海
第
二
発
電
所
の
対
策
手
法
の
選
定
 

飛
来
物
発
生
防
止
対
策
の
対
象
物
品
 

 
管
理
下
に
な
い
物
品
か
 

（
敷
地
外
の
飛
来
物
源
) 

 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
 

 撤
去
で
き
る
か

 

Ｎ
Ｏ
 

 移
設
・
建
屋
等
内
 

収
納
で
き
る
か

 

 

撤
去
 

(不
要
物
品
) 

撤
去
 

撤
去
 

移
設
 

撤
去
 

収
納
 

(乗
用
車
) 

(ケ
ー
ブ
ル
) 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
 

Ｎ
Ｏ
 

 
(敷

地
外
物
品
) 

個
別
評
価
 

 
地
震
時
の
機
能
要
求
 

が
あ
る
か
 

 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
 

Ｎ
Ｏ
 

Ｎ
Ｏ
 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
 

注
）
 
①
～
③
の
イ
メ
ー
ジ
は
別
図
2-
4
-1
参
照
 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
 

加
振
試
験
時
に
固
定
す
る
か
 

（
転
倒
リ
ス
ク
の
有
無
）
 

 

（
可
搬
型

重
大
事

故
等
 

 

 
対

処
設

備
(
車

両
）

)
 

余
長
付
き
固
縛

③
 

Ｎ
Ｏ
 

（
固

縛
無

し
で

の
 

加
振

試
験

）
 

（
可

搬
型

重
大

事
故

等
 

 

 
対

処
設

備
(
車

両
）

)
 

緊
張
固
縛

②
 

凡
例
 撤

去
 

対
策
手
法
 

(代
表
物
品
) 

 
緊
張
固
縛
で
の
 

加
振
試
験
時
の
機
能
維
持
 

で
き
る
か
 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
(
固

縛
状

態
で

の
加

振
試

験
)
 

Ｎ
Ｏ
 

固
定

①
 

緊
張
固
縛

②
 

（
コ
ン
テ

ナ
）

 

【
1
.
 飛

来
物

発
生
防
止

対
策
の
フ

ロ
ー
】
 

・
現
地
調

査
に
よ
る

飛
来
物
源

に
対
し
て
，

飛
来
物
発

生
防
止

対
策
の
選

定
フ
ロ
ー
を
別

図
2－

1
－
1に

示
す
。
 

別
図
2－

1
－
1
 
東
海
第

二
発
電
所

の
飛
来
物

発
生
防
止
対
策

の
選
定

フ
ロ
ー
 

   
飛
来
物
化
す
る
か
 

(浮
き
上
が
り
/横

滑
り
) 

設
計
飛
来
物
の
影
響
を
超
え
る
か
 

(運
動
エ
ネ
ル
ギ
/貫

通
力
) 

竜
巻
防
護
施
設
へ
到
達
し
得
る
か
 

(飛
散
高
/障

害
の
有
無
/離

隔
距
離
) 

 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
 

Ｎ
Ｏ

 

Ｎ
Ｏ

 

Ｎ
Ｏ

 

飛
来
物
発
生
防
止
対
策
の
実
施
 

飛
来
物
発
生
防
止
対
策
不
要
 

飛
来
物
源
の
抽
出
 

Ｙ
Ｅ

Ｓ
 

対
策
手
法
の
選
定
 

        

撤
去
 

移
設
 

建
屋
内
収
納
 

固
定
 

固
縛
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手
法
 

対
策
の
概
要
図
 

①
固

定
 

 
飛
来

物
源
に
固
定
金

具
を
 

取
り

付
け
て
固

定
 

②
緊
張
固

縛
 

 

飛
来

物
源
に
車

輪
部
を
 

連
結
材
と
固
定

金
具
 

を
用
い
て
固
定
 

 

飛
来
物
源
を
連

結
材
 

（
ロ

ー
プ
）
を

用
い
て
 

固
定
 

③
余
長
付

き
 

固
縛
 

 

飛
来
物
源
を
連

結
材
 

（
ロ

ー
プ
）
を

用
い
て
 

固
縛
 

【
動
き
代
が
あ

る
】
 

 

【
2.

飛
来
物
発
生
防

止
対
策
の

基
本
方

針
】
 

・
竜

巻
防
護
施

設
及
び
竜

巻
防
護
施
設

に
波
及
的

影
響
を
及

ぼ
す
施

設
に
悪
影
響
を

及
ぼ
す

可
能
性
の

あ
る
飛
来

物
源
に
対
し
て

飛
来
物
発

生
防
止

対
策
を
実
施
す

る
。
 

 

飛
来

物
発
生
防

止
対
策
の

実
施
条
件
：

①
～
③
を

全
て
満
た

す
飛
来

物
源
 

①
 

飛
散
（
浮

き
上
が
り
，
横
滑
り
）

す
る
。
 

 
 

 
②
 
設

計
飛
来
物

（
鋼
製
材
）

の
運
動
エ

ネ
ル
ギ
及

び
貫
通

力
を
上
回
る
。
 

 
 

 
③
 
竜

巻
防
護
施

設
及
び
竜
巻

防
護
施
設

に
波
及
的

影
響
を

及
ぼ
す
施
設
に

到
達
す

る
。
 

【
3.
竜
巻
防
護

施
設
等
へ

の
到
達

，
離
隔
】
 

・
竜
巻
防

護
施
設
及

び
竜
巻
防

護
施
設
に
波

及
的
影
響

を
及
ぼ

す
施
設
に
到
達

し
な
い
ケ

ー
ス
を

下
記
に
示
す
。
 

  
①
 
竜

巻
防
護
施

設
等
に
到

達
で
き
な
い

距
離
を
確

保
し
た

配
置
と
す
る
。

（
離
隔
距

離
の
確

保
）
 

 
 
 
 

（
別
図
2
－

3－
1に

車
両

の
離
隔
（

退
避
等
）

が
必
要
な
範

囲
を
示
し

，
当
該
範

囲
内
に
は
，

作
業
に

関
係
の
な

い
車
両
は

，
原
則
立
入

を
さ
せ
な

い
運
用
を

行
う
。
）
 

 
②
 
竜

巻
防
護
施

設
等
に
対

し
て
高
低
差

や
到
達
で

き
な
い

障
害
物
が
配
置

さ
れ
て
い

る
。
 

 
 
 
 

（
別
図
2－

3－
2に

，
横

滑
り
す
る

飛
来
物
に

対
し
て
未
到

達
と
な
る

例
を
示
す

。
）
 

：
飛

来
物

 

：
竜

巻
防

護
施

設
 

：
頑

健
な

障
害

物
 

凡
例

 ：
横

滑
り

方
向

 

【
高
低
差
】
 

竜
巻
防
護

設
備
が

 

飛
来
物
よ

り
高
所

に
存
在

 

別
図
2－

3
－
1
 
車
両
管

理
エ
リ
ア
 

別
図

2－
3－

2 
横

滑
り
に
対
し
て

未
到
達
と

な
る
例
 

【
4
.
飛
来

物
発
生
防
止
対

策
（
固

定
，
固
縛

）
の
手
法
の
例

】
 

・
飛

来
物
発
生
防
止

対
策
の
う

ち
，
固

定
及
び
固
縛
の

手
法
の

例
を
別
図

2－
4
－
1
に
示
す

。
 

別
図

2－
4－

1 
飛

来
物
発
生
防

止
対
策

（
固
定
・

固
縛
）
の
例
 

凡
例

 ：
横
滑
り

方
向

 

【
障
害
物
の
存
在
】
 

竜
巻

防
護

設
備

と
飛

来
物

の
間

に
 

防
護

設
備

よ
り

高
い

障
害

物
が

存
在

 

：
飛

来
物

 

：
竜

巻
防

護
施

設
 

6条(竜巻)-1-添付8-別紙2-2 

飛
来
物

 
源

 

（
通
常
時
）

 

（
竜
巻
時

(展
張

)）
 

（
地
震
時

(展
張
の
可
能
性
も
あ
る

)）
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6 条（竜巻）-1-添付 8-別紙 3-1 

別紙 8-3 

 

飛来物化する可能性がある物品の管理について 

 

1. 概要 

東海第二発電所内の飛来物となる可能性があるものについては，設計飛来

物である鋼製材が設計竜巻により飛来した場合の運動エネルギ及び貫通力を

基準として，鋼製材より運動エネルギ又は貫通力が大きい場合は固縛対策を

実施する。 

 

2．管理方針 

2.1 用語の定義 

竜巻襲来に対する準備体制の状態について，以下のとおり定義する。 

（準備体制については，別紙8-4にまとめる） 

   通  常  時：竜巻準備体制が発令されていない時 

   準備体制確認時：竜巻準備体制のアクションレベル1（準備体制の確認）

が発令されている時 

   準備作業開始時：竜巻準備体制のアクションレベル2（準備作業開始）

が発令されている時 

 

2.2 車両の管理 

2.2.1 車両の管理に際し考慮する事項 

車両については，速やかに固縛・固定することが難しい場合も想定される

ため，以下の管理を行う。 

・発電所構内での作業に関係のない車両については，原則として入構を禁
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止する。 

・発電所へ入構する車両については，以下のとおり，車両の飛散の可能性，

車両が置かれている場所，車両の状態及び竜巻準備体制の発令の有無に

応じて対策を行う。 

 

2.2.2 車両の管理に際し考慮する事項 

車両の管理に際し考慮する事項を以下に示す。 

(1) 車両の飛散の可能性 

   発電所に入構する予定のある車両については，原則として事前に車両サ

イズ，重量から空力パラメータを算出し飛散評価を行い，飛散の可能性の

有無を評価・通知する。事前の確認がなされていない場合は，確認が完了

するまでは飛散するものとして取り扱う。 

 

(2) 車両が置かれている場所 

   車両が飛散することによって評価対象施設及び竜巻飛来物防護対策設

備（以下「評価対象施設等」という。）に衝突する可能性があるエリアを

「車両管理エリア」と定め，車両が車両管理エリア内にある場合には，

「2.2.2 管理方針」に示す管理を行う。 

 

＜車両管理エリアの考え方（具体的なエリアは別図3-3参照）＞ 

 ・車両管理エリアの範囲設定には，各々の評価対象施設等に対する必要離

隔距離を定める必要があるが，評価対象施設等と車両の位置の高さの関係

によって車両の到達離隔距離は異なることから，個別設定の煩雑さを避け

るため，別図3-1に示す高さの関係を踏まえ以下のように設定する。 
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  ａ．緊急時対策所からの必要離隔距離 

緊急時対策所は，車両の存在が想定される周辺の地面に比べ高い位置

に設置されるため，保守性も考慮し，同じ高さからの車両の最大飛散距

離を丸めた値（190m）を必要離隔距離とする。 

  ｂ．その他の評価対象施設等からの必要離隔距離 

各施設と車両の存在が想定される周辺の地面との高低差は一様ではな

いことから，下図に示す位置関係を包絡する，高さ20mからの車両の最大 

飛散距離を丸めた値（230m）を必要離隔距離とする。 

 ・上記の離隔距離が当社敷地外に掛かる場合において，当該箇所が森林で

ある場合は，車両は存在しないと考えられるため管理エリアから除外する。 

 ・飛散しない車両であっても横滑りの検討が必要であるが，このときの移

動距離は，飛散する車両の飛距離に包絡されると考えられ，車両が置かれ

る位置ごとに摩擦力等を適切に設定した上で，設計飛来物の影響に包絡さ

れることの確認が必要となるため，保守的に上記車両管理エリアを横滑り

対策の検討対象とする。 

 

 

 

 

 

 

別図3-1 評価対象施設等と車両の存在場所との高さ関係 

 

(3) 車両の状態 

   以下のとおり定義する。 

・緊急時対策所

海

・原子炉建屋 

・タービン建屋 

・使用済燃料乾式貯蔵建屋

・排気筒 他 

・海水ポンプ室 

・鋼製防護壁 

EL.+3ｍ

EL.+8ｍ

EL.+23ｍ

一般道 

（国道 245） 

森林 

敷地外 敷地内 

高低差

20m 
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   停車：運転手が車両に乗っている（走行中含む），または緊急時に車両

に即座に駆けつけることができる状態。 

   駐車：停車時以外の状態。 

 

(4)  竜巻襲来に対する体制の状態 

   「2.1 用語の定義」のとおり。 

 

2.2.2 管理方針 

上記の考慮事項に基づき，車両の管理方針を以下のとおり定める。 

また，管理方針のまとめを別表3-1，イメージを別図3-2にそれぞれ示す。 

(1) 飛散しない車両の場合 

  ａ．飛散も横滑りもしない車両 

    飛散も横滑りもしない車両は，車両管理エリアでの駐車時も停車時も

対策不要とする。 

  ｂ．飛散はしないが横滑りする車両 

    横滑りによる悪影響を考慮し以下のとおりとする。 

    ・駐車状態の車両は，通常時，準備体制確認時及び準備作業開始時の

いずれにおいても固縛する。ただし，評価対象施設等に影響を及ぼ

す可能性がないとされた場所（下記の①）に駐車する車両の固縛は

不要とする。 

＜横滑りへの対策が不要となる場所＞ 

①車両管理エリア内で，竜巻の風荷重に対し構造健全性を維持する

ことが確認された建屋，構築物の内部 

 ただし，準備体制確認時以前に，作業等で既に入域している車両

を対象とする。 
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   ・停車状態の車両は，通常時及び準備体制確認時では対策不要だが，準

備作業開始時には固縛する，もしくは車両退避エリアに退避する。た

だし，駐車時と同様に，評価対象施設等に影響を及ぼす可能性がない

と指定された場所に準備体制確認時以前より入域している場合は退避

不要とする。 

   ・上記の退避を速やかに開始するため，車両管理エリア内の車両につい

ては，運転者が常時近くに滞在する。 

(2) 飛散する車両の場合 

   ・駐車状態の車両については，固縛する。 

   ・停車状態の車両については，通常時及び準備体制確認時では対策不要

だが準備作業開始時には固縛する，もしくは車両退避エリアに退避す

る。ただし，飛散しない車両と同様に，評価対象施設等に影響を及ぼ

す可能性がないと指定された場所に準備体制確認時以前より入域して

いる場合は退避不要とする。 

   ・上記の退避を速やかに開始するため，車両管理エリア内の車両につい

ては，運転者が常時近くに滞在する。  
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別表3-1 発電所への入構車両の管理方針 

飛散の有無 配置場所 
車両の 

状態 

管理方針 

通常時 

準備体制確認時 
準備作業開始時 

飛散も横滑りも

しない車両 
車両管理エリア内外

駐車 
対策不要 

停車 

飛散はしないが

横滑りはする 

車両 

車両管理エリア内 
駐車 固縛

※１
 

停車 対策不要 固縛又は退避
※１

車両管理エリア外 
駐車 

対策不要 
停車 

飛散する 

車両 

車両管理エリア内 
駐車 固縛 

停車 対策不要 固縛又は退避
※１

車両管理エリア外 
駐車 

対策不要 
停車 

※1 竜巻の風荷重に対し構造健全性を維持することが確認された建屋，構築物の内部に準備

体制以前に入域している車両は，退避不要とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図3-2 発電所への入構車両の管理イメージ

発電所構内 

竜巻防護施設等 

飛散する

車両 

飛散しない

車両 

車両管理エリア

駐車 

停車 

対策不要 

 
 

 

駐車 

固縛 

退避 

停車＋準備実施時 

固縛 

停車＋通常時 or 体制確認時

対策不要 

退避 

竜巻防護施設等に影響を及ぼす 
可能性がない，指定された場所 

固縛 
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2.3. 車両以外の物品の管理 

発電所内に持ち込まれる車両以外の物品は，以下のとおり管理する。 

2.3.1 管理に際し考慮する事項 

発電所内に持ち込まれる車両以外の物品については，以下のとおり，物品

の飛散の可能性，物品の置かれている場所，竜巻襲来に対する体制の状態に

応じて対策を行う。 

(1) 物品の飛散の可能性 

   発電所に持ち込まれる予定のある物品については，原則として事前にサ

イズ，重量から空力パラメータを算出し飛散評価を行い，飛散の可能性の

有無を評価する。事前の確認がなされていない場合は，確認が完了するま

では飛散するものとして取り扱う。 

 

(2) 物品が置かれている場所 

   物品が飛散することによって評価対象施設等に衝突する可能性があるエ

リアを「物品管理エリア」と定め，物品が物品管理エリア内にある場合に

は，「2.3.2 管理方針」に示す管理を行う。 

 

＜物品管理エリアの考え方＞ 

  物品管理エリアの範囲は，以下の方針に基づき設定することとする。 

・地表の物品については，車両と同様に設定する。 

・車両以外の物品では，建屋の屋上等に置かれる場合も考えられるため，

これらの高所においては，種々の飛来物源がその場所に相当する初期高

さを有するとして飛散評価を行い，設計飛来物の影響を超え，且つ評価

対象施設等へ到達し得る物品の有無を確認する。物品の到達が想定され

る場合は，当該の高所も物品管理エリアと位置づけ，物品の管理を行う。 
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・飛散しない物品であっても横滑りの検討が必要であるが，このときの移

動距離は，飛散する物品の飛距離に包絡されると考えられ，物品が置か

れる位置ごとに摩擦力等を適切に設定した上で，設計飛来物の影響に包

絡されることの確認が必要となるため，保守的に上記物品管理エリアを

横滑り対策の検討対象とする。 

 

(3)  竜巻襲来に対する体制の状態 

   「2.1 用語の定義」のとおり。 

 

2.3.2 管理方針 

上記の条件に基づき，車両以外の物品の管理方針を以下のとおり定める。 

また，管理方針のまとめを別表3-2に示す。 

 

(1) 飛散しない物品の場合 

  ａ．飛散も横滑りもしない物品 

    飛散も横滑りもしない物品は，物品管理エリアでの対策不要とする。 

  ｂ．飛散はしないが横滑りする物品 

    横滑りによる悪影響を考慮し以下のとおりとする。 

   ・通常時，準備体制確認時及び準備作業開始時のいずれにおいても原

則として固定・固縛しておくが，作業等で一時的に固定・固縛を解

除している物品は，準備作業開始時に移行した場合には速やかに再

固定・再固縛が可能なよう，作業者が物品から離れないようにする。 

   ・評価対象施設等との間に障害物がある場所（下記の①），評価対象

施設等に影響を及ぼす可能性がないと指定された場所（下記の②）

に置かれている物品については，固定・固縛は不要とする。 
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＜横滑りへの対策が不要となる場所＞ 

①評価対象施設等との間に，物品に対し一定の高さを有する障害物

（地形，建屋・構築物等）が存在する場所 

 又は，物品が評価対象施設等よりも低所にあり，横滑りにより上る

ことのできない急峻な上り勾配が認められる場所 （別図3-4参照） 

②物品車両管理エリア内で，竜巻の風荷重に対し構造健全性を維持す

ることが確認された建屋，構築物の内部 

 ただし，準備体制確認時以前に，作業等で既に搬入している物品を

対象とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

     別図3-4 横滑り対策不要の場所のイメージ図 

 

 (2) 飛散する物品の場合 

   ・通常時，準備体制確認時及び準備作業開始時のいずれにおいても原則

として固定・固縛しておくが，作業等で一時的に固定・固縛を解除し

ている物品は，準備作業開始時に移行した場合には速やかに再固定・

再固縛が可能なように，作業者が物品から離れないようにする。 

ただし，飛散しない物品と同様に，評価対象施設等に影響を及ぼす可

：横滑り方向

：飛来物品 
評価対象施設等と飛来物の間

凡例 

①障害物（イメージ） 

：評価対象施設等 

：障害物 

②急峻な上り勾配（イメージ） 

評価対象施設等が飛来物より高所に存在 

：横滑り方向

：飛来物品 

凡例 

：評価対象施設等 
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能性がないと指定された場所に準備体制確認時以前より搬入している

場合は固縛・固定は不要とする。 

 

別表3-2 車両以外の物品の管理方針 

飛散の有無 配置場所 

管理方針 

通常時 

準備体制確認時 
準備作業開始時 

飛散も横滑りも

しない物品 
物品管理エリア内外 対策不要 

飛散はしないが

横滑りする 

物品 

物品管理エリア内 固定・固縛
※１，2

固定・固縛
※２

 

物品管理エリア外 対策不要 

飛散する 

物品 

物品管理エリア内 固定・固縛
※１

 固定・固縛
※３

 

物品管理エリア外 対策不要 

※1 作業等で必要な場合は解除可能とするが，速やかに再固定・再固縛が可能なよう，

作業者が物品から離れないようにする。 

※2 防護施設との間に障害物がある場所，竜巻の風荷重に対し構造健全性を維持するこ

とが確認された建屋，構築物の内部に準備体制以前に入域している物品は，不要と

する。 

※3 竜巻の風荷重に対し構造健全性を維持することが確認された建屋，構築物の内部に

準備体制以前に入域している物品は，不要とする。 
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別紙 8-4 

 

竜巻準備体制の発令の判断基準について 

 

1. 基本方針 

  竜巻防護施設，竜巻防護施設の外殻となる施設及び竜巻飛来物防護対策設

備（以下「防護施設」という。）の安全機能維持に影響を与えないよう，防

護施設周辺に駐車及び停車している車両を固縛又は退避させる必要がある。 

  竜巻による防護施設への被害を防止するため，竜巻の兆候を早期に検知し，

事前に準備を行うことが重要であり，兆候を早期に検知する方法として，気

象庁から発表される「竜巻注意情報」及び「雷注意報」に加え，レーダーナ

ウキャストによる予測を用いる。 

  気象庁による監視体制は2013年3月のドップラーレーダー化完了により強

化され，さらに研究も進んでいることから，今後さらなる予測精度の向上が

見込まれる。よって以下の判断基準等については，今後もデータ・知見等の

収集に努め，より信頼度の高い判断基準となるよう検討を継続し，改善を図

っていくものとする。 

 

2. アクションレベルの定義 

  東海第二発電所での竜巻襲来時における体制（以下「竜巻準備体制」とい

う。）の発令等の判断基準として，別表 4-1 に示す 3 段階のアクションレベル

を設定する。 
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別表 4-1 竜巻準備体制の発令の判断基準 

アクション

レベル 
定義 

1 
準備体制確認 

（対応体制確認及び監視強化） 

2 
準備作業開始 

（竜巻襲来準備作業（物品の固縛，車両の退避等）の実施）

3 人員の避難 

 

3. 各アクションレベルにおける判断基準と対応 

 各アクションレベルの判断基準と対応の内容について，以下に示す。 

(1) レベル 1：準備体制確認 

＜判断基準＞ 

以下の 2 つの状況の「or」条件とする。（これら情報の入手は，気象協会等

の情報提供サービスを利用する） 

①雷注意報（竜巻又は突風）の発報 

②竜巻注意情報の発報 

＜対応＞ 

・判断基準情報発出の所内周知（ページング） 

・竜巻発生確度ナウキャスト（以下「竜巻ＮＣ」という。）及び雷ナウキャ

スト（以下「雷ＮＣ」という。）の監視開始（別図 4-1，別図 4-2 参照） 

・準備作業（固縛，退避等）の対応体制確認 

・屋外作業の実施状況確認 

・外殻防護の障壁となる扉等の開閉状況確認  
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竜巻ＮＣの監視領域 

「発電所を含むメッシュ＋周囲 1 メッシュ」の計 9 メッシュを，竜巻ＮＣの 

監視領域とする（別図 4-1 参照）。 

別図 4-1 竜巻ＮＣの監視領域 

 

雷ＮＣの監視領域 

「発電所を含む 2 メッシュ＋周囲 1 メッシュ」の計 12 メッシュを，雷ＮＣの 

監視領域とする（別図 4-2 参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

別図 4-2 雷ＮＣの監視領域  

1km／メッシュ 

雷ＮＣ 

監視領域 

10km／メッシュ 

竜巻ＮＣ 

監視領域 
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(2) レベル 2：準備作業開始 

＜判断基準＞ 

以下の 2 つの情報の「and」条件とする。 

①竜巻ＮＣについて，発電所エリアに「発生確度 2」が認められる。 

②雷ＮＣについて，発電所エリアに「活動度 2 以上」が認められる。 

＜対応＞ 

・準備作業開始の所内指示（ページング） 

・津波監視カメラ，目視等による上空の状況監視 

（補助的に，ＮＣの監視も継続） 

・車両管理エリア内の車両の固縛もしくはエリア外への退避 

・固縛解除中物品の再固縛 

・外殻防護障壁となる扉等の閉止 

 

(3) レベル 3：人員の避難 

＜判断基準＞ 

以下の①及び②の情報の「and」条件もしくは③の成立とする。 

①竜巻ＮＣについて，発電所エリアに「発生確度 2」が認められる。 

②雷ＮＣについて，発電所エリアに「活動度 3 以上」が認められる。 

③上空の状況監視において，竜巻の兆候※が認められる 

※：以下の様な状況 

・「空が急に暗くなる，激しい雨や雹が降る，雷が鳴る」（＝発達した積乱雲が

近づいている兆候） 

・「竜巻の漏斗雲や突風により舞い上がる飛散物が見える」 

 

316



6 条（竜巻）-1-添付 8-別紙 4-5 

＜対応＞ 

・人員の退避の所内指示（ページング） 

・発電所内人員の，屋内への避難 

 

（気象庁「竜巻などの激しい突風に関する気象情報の利活用について」抜粋） 

 

4． 各アクションレベルの判断基準に用いる気象情報の妥当性 

 (1) 準備体制の確認の判断 

気象情報：以下の or 条件 

①雷注意報（竜巻又は突風） 

②竜巻注意情報 

別表 4-2 に，藤田スケール 1 以上の竜巻に対し，上記条件が竜巻を捕捉

した確率を調査した結果を示す。  
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別表 4-2 準備体制の確認の判断基準による竜巻の捕捉率 

（気象庁ＨＰ「竜巻注意情報の発表状況」より，2010～2017 年 8 月までのデータを調査） 

 

 

捕捉率はほぼ 100％であり，また，近年のデータからは猶予時間 30 分以上で

の捕捉率についても改善傾向が認められる。したがって，「雷注意報（竜巻又は

突風）」又は「竜巻注意情報」を判断基準とすることにより，準備体制を整える

ための猶予時間は確保できると考える。 

 

(2) 準備作業開始の判断 

気象情報：以下の and 条件 

①竜巻ＮＣ「発生確度２」 

②雷ＮＣ「活動度２以上」 

藤田スケール(Ｆスケール)の被害指標ではＦ３の場合に「自動車は持ち上げ

られて飛ばされる。」となっており，万一衝突した場合の影響が大きい車両が評

価対象施設に影響を及ぼす竜巻のスケールはＦ３スケール以上と考えられるが，

別表 4-3 のとおり，ナウキャスト運用開始後に発生したＦ３スケール以上の竜

巻については竜巻発生確度2が事前に出されていることから，「竜巻発生確度2」

を用いることで，Ｆ３スケールの竜巻の予測は可能と考える。 

 

　　　　　　　　　　　　年
時間余裕 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 合計

2013.3.14

以降※１

2016.12.15

以降※２

予見失敗 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 0

10分以内 1 1 0 3 0 0 2 0 7 5 0

10分超～30分以内 0 2 0 2 0 0 1 0 5 3 0

30分超～40分以内 2 0 1 0 0 0 0 0 3 0 0

40分超～50分以内 1 0 0 0 2 1 0 0 4 3 0

50分超～60分以内 0 1 1 0 0 0 0 0 2 0 0

60分超 4 1 8 16 4 8 10 5 56 41 6

計 8 5 10 21 6 9 14 5 78 53 6

全捕捉率 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 92.9% 100.0% 98.7% 98.1% 100.0%
猶予10分超での捕捉率 87.5% 80.0% 100.0% 85.7% 100.0% 100.0% 78.6% 100.0% 89.7% 88.7% 100.0%
猶予30分超での捕捉率 87.5% 40.0% 100.0% 76.2% 100.0% 100.0% 71.4% 100.0% 83.3% 83.0% 100.0%
猶予40分超での捕捉率 62.5% 40.0% 90.0% 76.2% 100.0% 100.0% 71.4% 100.0% 79.5% 83.0% 100.0%
猶予60分超での捕捉率 50.0% 20.0% 80.0% 76.2% 66.7% 88.9% 71.4% 100.0% 71.8% 77.4% 100.0%
※1：全国の気象レーダーのドップラーレーダー化完了日。観測精度の向上が期待できる期間として設定。
※2：竜巻注意情報の単位領域の細分化開始
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別表 4-3 竜巻ＮＣによるＦ３竜巻の予測実績 

発生時間 発生箇所 竜巻発生確度及び発令時間

2012.5.6 12：35～12：53 茨城県常総市 確度 2（12：20） 

 

また，雷は積乱雲内の上昇気流によって発生する※１ことから，雷ＮＣも考慮

に加えることとした。 

強い竜巻は，スーパーセルと呼ばれる発達した積乱雲の下で発生する。竜巻

ＮＣの発生確度 2 は，メソサイクロン（スーパーセル中にある水平規模数 km

の小さな低気圧）の検出が条件となっているが，これはメソサイクロン付近で

竜巻などの激しい突風の可能性があると判断される※２ためである。更に降水強

度を低めに見積もることによって，発達中の積乱雲から発生する突風を見逃さ

ないようにしている。 

積乱雲は成長期，成熟期及び衰退期の 3 段階のライフサイクルで形成，消滅

する※２が，このサイクル中で竜巻及び雷が発生するのは積乱雲が最も発達した

成熟期であり，この成熟期の初期段階又は発達した積乱雲の接近を把握する方

法として，雷ＮＣを利用する。 

雷ＮＣの活動度 2 は，上空の放電状態や発達した積乱雲の周辺を表しており，

竜巻が発生する可能性が高い発達した積乱雲の発生または接近を予告する指標

として活用できると考える。また，ナウキャストにおいては予測だけでなく直

近の過去のデータ及び予測値を見ることが可能であるため，準備体制の確認の

段階においてナウキャストを監視することにより，積乱雲の状況を確認するこ

とが可能である。 

以上より，竜巻ＮＣの発生確度 2 に雷ＮＣの活動度 2 以上の組み合わせを，

強い竜巻が発生する恐れが高まっていることの指標とすることは妥当であると

判断した。 
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(3) 人員の避難の判断 

気象情報：以下の and 条件 

①竜巻ＮＣ「発生確度２」 

②雷ＮＣ「活動度３以上」 

（また，気象情報とは別に「③上空の状況監視において，竜巻の兆候が認

められる」場合も判断基準としている） 

雷は積乱雲内の上昇気流によって発生するため，落雷が発生している場所（雷

活動度 3 以上の地域）は強い上昇気流場であると言えるが，雷ＮＣの活動度 3

以上の場所は，既に対地放電が起きている強い放電密度を持った場所を表して

おり，強い雷雲の位置を示していることになる。 

また，雷活動度の予測には盛衰傾向による補正が加えられており，現時点で

は成長期や成熟期初期にある積乱雲に対して継続時間を考慮した予測がなされ

ている。すなわち，単純な積乱雲の移動による雷の発生の予測でなく，積乱雲

の発達も考慮に加えられている※２。 

以上より，竜巻ＮＣの発生確度 2 と雷ＮＣの活動度 3 以上の組み合わせを，

強い竜巻の発生の指標とすることは妥当であると判断した。 

なお，人員の避難はプラント運用面への負担が大きな対策であると考えられ

るため，ナウキャストの値だけでなく，現場の気象状況も加味して判断するこ

とが現実的と考えられる※３ことから，カメラ等を用いた上空の監視も判断基準

に加えることとしている。 

 

※1：大野久雄：雷雨とメソ気象（2001，東京堂出版） 

※2：雷ナウキャストにおける雷の解析・予測技術と利用方法（測候時報 78.3 2011） 

※3：竜巻などの激しい突風に関する気象情報の利活用について（H22.3 気象庁） 

『竜巻注意情報や竜巻発生確度ナウキャストは，適中率が低く空振りが多くなる

ため，これらの発表と連動して負担（対策に要する時間や手間，及び対策の影響）

の大きな対策を実施するのは難しいのが現状である。 
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6 条（竜巻）-1-添付 8-別紙 4-9 

したがって，「空の様子に注意する」など，なるべく負担の小さな対策から実施

するのが適当であり，負担の大きな対策の実施については，発生確度 1 や 2 の発

表に現場の気象状況を加味して判断するのが現実的な利用方法といえる。』
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（参考） 

 

竜巻発生確度ナウキャスト及び雷ナウキャスト 

 

(1) 竜巻発生確度ナウキャストとは 

   10km格子単位で「竜巻が発生する可能性の程度」を2つの階級（発生確度

1,2）で解析し，10分ごとに1時間先までの予測を行うもの。 

   竜巻などの激しい突風は，規模が小さくレーダーなどの観測機器で直接

実体を捉えることができないため，竜巻をもたらす発達した積乱雲の中に

ある直径数キロのメソサイクロンの検出又は，大気環境，積乱雲の発生場

所・発達状況から突風の発生可能性を表す指数「突風危険指数」が基準を

持たした場合に発生確度の解析を開始し，降水強度の解析と重ねて降水強

度が強い格子を発生確度1,2と判定する。 

 

 ・発生確度1 

   メソサイクロンの検出又は突風危険指数の基準を満たした（OR条件）格

子の周辺100km範囲は「積乱雲が発生すれば突風の可能性がある」領域（発

生確度1背景）と考え，この領域の降水強度が強い格子が「発生確度1」と

判定する。 

 

 ・発生確度2 

   メソサイクロンの検出及び突風危険指数の基準を満たした（AND条件）格

子の周辺40km範囲は「積乱雲が発生すれば突風の可能性が発生確度1背景よ

り高い」領域（発生確度2背景）と考え，この領域の降水強度が強い格子が

「発生確度2」と判定する。 
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出典：竜巻などの激しい突風に関する気象情報の利活用について：平成22年3月気象庁 
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(2) 雷ナウキャストとは 

   雷ナウキャストは，雷の激しさや雷の可能性を1km格子単位で解析し，そ

の1時間後の（10～60分先）までの予測を行うもので，10分ごとに更新して

気象庁より提供される。 

   雷の解析は，雷監視システムによる雷放電の検知及びレーダー観測などを

基にして活動度1～4で表される。予測については，雷雲の移動方向に移動

させるとともに，雷雲の盛衰の傾向も考慮している。 

   雷ナウキャストでは，雷監視システムによる雷放電の検知数が多いほど激

しい雷（活動度が高い）としており，雷放電を検知していない場合でも，

雷雲の特徴から雷雲解析をするとともに，雷雲が発達する可能性のある領

域も解析している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：雷ナウキャストとは 気象庁ＨＰ 
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添付資料 9 

設計飛来物の設定について 

 

1. 設計飛来物の設定方針 

東海第二発電所の竜巻影響評価に用いる設計飛来物を，第 1－1 図に示すフ

ローに基づき設定した。 
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第 1－1 図 設計飛来物の設定フロー(1／2) 

3.1 

3.2.2 

3.2.1 

3.2.4 

3.2.3 

は，本文の見出し番号を示す。 

 

頑健に 

固定されているか 

(ボルト等) 

飛
来
物
源
と
な
ら
な
い 

NO 

YES 

 
損傷するが 

飛散しない物品であるか 

(樹木，ﾌｪﾝｽ，ｼｬｯﾀｰ等) 

NO 

YES（別紙 1） 

該当物品： 

竜巻防護施設から十分な

離隔距離がある物品 

該当物品：竜巻防護施設と近接している物品 

【飛散評価の実施】 

飛散するか 

飛来物源 

現地調査と「竜巻評価ガイド」の飛来物設定例を

基に飛来物となる可能性があるものを抽出 

設
計
飛
来
物
と
し
て
設
定
し
な
い 

影響なし 

運動エネルギが 

設計飛来物候補①より 

大きいか 

貫通力が 

設計飛来物候補①より 

大きいか 

NO 

 
設計飛来物候補②の 

運動エネルギ，貫通力がともに

設計飛来物候補①を 

上回るか 
NO 

竜巻防護施設まで 

到達するか 

YES 

NO 

YES 

飛来物発生防止対策 

（固縛等）が可能か 

YES 
NO 

該当物品： 

一般道の車両等

(2/2 へ)

Ｃ 

横滑りにより， 

竜巻防護施設へ影響を 

及ぼし得るか 

YES 

NO 

YES 

Ａ Ｂ 

発電所敷地内外の物品※１ 

YES（別紙 1） 

NO 

 

被害事例を参照すると， 

設計飛来物候補①に包絡される

と考えられるか 

(屋根，ガラス窓等) 

飛来物発生防止 

対策を施すか 

YES 

NO 

Ｄ 

YES 

設計飛来物候補②に 

該当するものがあるか 
NO 

設計飛来物候補② 

設計飛来物候補①： 鋼製材  

 

・設備対策の規模と，固縛等の飛来物発生防止対

策を要する物品の物量とのバランスを踏まえ選

定。 

3.3 

※１：発電所敷地内及び周辺の現地調査等を踏まえ抽出 

1NO1 

1NO1 

1YES1 

1YES1 

※２

※２：具体的な飛来物源は 

 「第 3.2.4－1 表」参照 

 

飛散評価の各段階での 

判定(YES/NO)の色分類と 

参照先の飛散評価 No の 

色分類と整合している。 
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第 1－1 図 設計飛来物の設定フロー(2／2)  

3.3（続き）

 

 

 設計飛来物 

候補② 

設計飛来物 

候補①及び②

設計飛来物Ⅰに対する 

防護設備の立案 

YES 

 
設計飛来物Ⅰに 

対する防護設備で 

対処できるか 

(寸法等) 

NO 
設
計
飛
来
物
と
し
て
設
定
し
な
い 

竜巻防護施設に 

衝突した場合，機能喪失の 

おそれがあるか 

NO 

NO 

YES 

該当物品：防護設備の隙間よりも 

小さい断面を有する物品 

該当物品： 

防護設備を通過できない物品 

防護設備設計の見直し 

（設計条件の追加） 

YES 

設計飛来物Ⅱ：砂利 

 

・上記の防護設備を通過する可能

性のある物品のうち，竜巻防護

施設に影響のないものの代表物

品として設定 

飛来物発生防止対策 

（固縛等）をするか 

Ａ Ｂ 

(1/2 より)

Ｃ 

 設計飛来物Ⅰ

設計飛来物 

候補①「鋼製材」

Ｄ 

東海第二発電所に
おける設計飛来物
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2. 発電所構内の物品調査 

2.1 調査範囲 

東海第二発電所構内の物品調査は，1 回目を平成 26 年 1 月 15 日～16 日（発

電所敷地内），及び 2 回目を平成 28 年 7 月 22 日に実施した。調査範囲は，

米国 Regulatory Guide を参考に，第 2.1－1 図に示すとおり，原子炉建屋か

ら半径 800m の範囲とした。なお，後述の代表的な飛来物源の飛散評価結果に

おいて，飛散距離は最大でも 400m 程度であることから，調査範囲は十分と考

えられる。 

2 回の調査において認められた物品の種類に有意な違いは認められなかっ

たことから，定期検査の有無や季節性を加味しても，考慮すべき物品の種類

としては，今回認められたものの中に包絡されるものと考えられる。 

なお，今後も飛来物源について継続的に確認し，新たに考慮すべき物品の

種類が認められた場合は，新たな飛来物源として評価する。 

 

 

第 2.1－1 表 調査エリア区分 

エリア番号 エリア内の主な施設 

①  
東海発電所 タービン建屋 

使用済燃料乾式貯蔵建屋 

屋外開閉所，事務本館 

②  資材置場，駐車場 

③  東海発電所 取水口，放水口 

資材倉庫 

④  固体廃棄物貯蔵庫 

東海第二発電所 取水口，放水口，海水ポンプ室 

⑤  
東海発電所   原子炉建屋 

東海第二発電所 原子炉建屋，タービン建屋 

廃棄物処理建屋 
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2.2 発電所構内の物品の調査結果 

調査の結果，第 2.2－1 表に示す種類の物品が東海第二発電所において確認

された。調査エリア毎の主な物品を以降に示す。 

 

第 2.2－1 表 東海第二発電所における主な飛来物源の種類 

棒状※ 板状※ 塊状※ 

・バリケード 

・ベンチ（常設）

・樹木（倒木，伐

採木），材木 

・鉄骨 

・鋼管 

・ボンベ 

・樹脂製パイプ 

・樹脂製蓋 

・コンクリート製蓋 

・マンホール蓋 

・グレーチング 

・カーブミラー 

・看板，標識 

・鋼製敷板 

・鋼製スロープ 

・鋼製蓋 

・ベンチ（仮設） 

・足場板，足場枠 

・パレット（鋼製） 

・パレット（木製，樹脂製）

・時計 

・仮囲い板，仮設フェンス

・ドラム缶 

・消防車 

・トラック 

・社用バス 

・乗用車 

・コンテナ 

・物置 

・洗濯機 

・仮設電源 

・建設機械 

・運搬台車 

・鋼製ボックス 

・下駄箱 

・カラーコーン 

・消火器 

・消火設備格納箱 

 

・フォークリフト 

・バイク，自転車 

・土のう 

・自動販売機 

・ケーブルドラム 

・仮設トイレ 

・オブジェ 

・鋼製ブロック 

・コンクリート製ブロック

・木片,木製品 

・プレハブ小屋 

・プラスチック容器 

・什器類 

・ホース，ケーブル類 

・空調室外機 

・鋼製ステップ 

 ※：各ジャンルにおける代表的な形状にて整理した表であり，ジャンル内の物品全てが同一の形状と

なる訳ではない。 
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エリア①で確認された主な飛来物源 

   

#1 乗用車     #2 プレハブ小屋 

   

#6 パレット（木製又は樹脂製）   #8 鋼管 

   

#9 ボンベ     #11 ドラム缶 

   

 

      

 

 

#13 ケーブルドラム             #17 ケーブルドラム 
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#19 物置 #20 物置 

 

 

 

 

   

#21 コンテナ #22 トラック 

        

#27 フォークリフト    #28 乗用車  

 

#32 消火器     #33 消火設備格納箱 
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#34 鋼製スロープ    #46 洗濯機 

   

#47 プラスチック容器    #49 マンホール蓋 

   

#50 バイク，自転車    #51 カーブミラー 

   

#53 看板，標識     #54 コンクリート製蓋 

333



 

6 条(竜巻)-1-添付 9-10 

 

   

#56 バリケード     #58 樹脂製蓋 

   

#61 鋼製敷板     #62 鋼製ボックス 

   

#63，#64 仮設電源    #65 フレコンバッグ入資材 

   

#66 プレハブ小屋    #68 プラスチック容器 
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#69 鉄骨        #73 コンテナ 

 

#74 空調室外機     #75 プレハブ小屋 

 

#76 ケーブルドラム    #77 建設機械  

   

 

 

 

 

#79 消防車        #81 コンクリート製蓋  
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#121 コンクリート製ブロック   #122 コンクリートブロック 
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エリア②で確認された主な飛来物源 

   

#84 鋼製蓋     #87 グレーチング 

 

 

 

 

   

#89 鋼製ステップ    #90 ケーブルドラム 

              

#92 仮設電源     #93 ドラム缶 

   

#97 鉄骨     #100 ケーブルドラム 
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#101 ホース，ケーブル類   #102 鋼製ボックス 

   

#106 コンテナ     #107 樹木（倒木，伐採木），材木 

   

#110 鉄骨     #112 鋼管 

   

#115 トラック     #117 バイク，自転車 
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エリア③で確認された主な飛来物源 

   

 #131 コンテナ     #138 鋼管 

   

#139 仮設電源     #141 建設機械 

   

#142 仮設トイレ    #143 鋼管 

   

#144 空調室外機    #145 空調室外機 
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#152 消火設備格納箱    #153 消火設備格納箱 

   

#155 プレハブ小屋    #156 資機材類 

   

#163 鉄骨     #164 鋼製蓋 

   

#165 バリケード    #176 ドラム缶 
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#177 鋼製ステップ 
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エリア④で確認された主な飛来物源 

       

#181 バリケード    #182 消防車 

   

#183 消防車     #186 マンホール蓋 

   

#188 カラーコーン    #190 ベンチ（常設） 

   

#194 看板，標識    #198 プラスチック容器 
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#199 オブジェ（タービン）   #201 コンクリート製ブロック 

   

#203 ベンチ（常設）    #204 下駄箱 

   

#205 自動販売機    #210 空調室外機 

   

#215, #216 社用バス    #217 鋼製ステップ 
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#219 乗用車     #220 カーブミラー 

   

#222 物置     #225 鋼製ステップ 

   

#226 トラック     #228 プレハブ小屋 

   

#347 物置     #350 鋼製ボックス 
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#351 木片，木製品    #352 鋼管 

   

#370 プレハブ小屋    #371 物置 

   

#372 フォークリフト    #373 物置 

   

#376 鋼管     #379 パレット（木製又は樹脂製） 

345



 

6 条(竜巻)-1-添付 9-22 

 

   

#380, #381 鋼製ブロック   #382 看板，標識 

   

#383 物置     #388 コンクリート製蓋 

   

#392 鋼製蓋     #394 鋼製敷板 

       

#398 仮設トイレ    #400 鋼製ボックス 
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#405 樹脂製パイプ    #409 倉庫，#410 自動販売機 

   

#411 鋼製蓋     #412 鋼製蓋 

   

#413 鋼製蓋     #414 プレハブ小屋 

   

#417 コンクリート製ブロック   #418 コンクリート製蓋 

347



 

6 条(竜巻)-1-添付 9-24 

 

   

#421 ケーブルドラム    #422 鋼製ボックス 

   

#423 鋼製ステップ    #424 プレハブ小屋 

   

#431 樹脂製蓋     #435 コンテナ 

   

#436 鋼製ボックス    #437 鋼製ボックス 
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#469 鋼管     #472 運搬台車 

   

#475 鋼製ステップ    #478 物置 

   

#479 プレハブ小屋    #483 ベンチ（仮設） 

           

#485 樹木（倒木，伐採木），材木  #486 バイク，自転車  
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#487 バイク，自転車    #488 バイク，自転車 

 

 

#490 空調室外機 
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エリア⑤で確認された主な飛来物源 

   

#244 グレーチング    #246 マンホール蓋 

   

#247 プレハブ小屋    #250 運搬台車 

   

#251 ベンチ（仮設）    #252 トラック 

   

#253 鋼製蓋     #258 プラスチック容器 
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#259 物置    #260 プレハブ小屋 

   

#262 仮設電源     #267 物置 

   

#272 足場材，足場枠    #276 建設機械 

   

#279 プレハブ小屋    #281 空調室外機 
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#284 鋼製敷板     #286 鋼管 

   

#287, #288 鋼製ボックス   #289 空調室外機 

   

#293 ボンベ     #295 ホース，ケーブル類 

   

#298 鋼製スロープ    #301 足場板，足場枠 
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#305 鋼製敷板     #307 プレハブ小屋 

   

#309 プラスチック容器    #314 コンクリートブロック 

   

#316 マンホール蓋    #320 パレット（鋼製） 

   

#330 物置     #335 鋼製スロープ 
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#336 什器類     #337 敷鉄板 

   

#338 ケーブルドラム    #339 パレット（木製又は樹脂製） 

   

#340 プレハブ小屋    #495 仮設電源  
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3. 設計飛来物の設定 

3.1 固定状況等を踏まえた飛来物源の抽出 

現地調査にて確認された物品のうち以下に示すもののうち，過去の竜巻被

害事例（【添付資料 9 別紙 9-1】）も参考とし，以下の観点のいずれにも当

てはまらない物品を飛来物源として抽出した。 

(1) 溶接やボルト等により頑健に固定されている物品 

(2) 竜巻の影響により損傷はするが，飛散しない物品 

 

3.2 飛来物源の飛散評価 

3.2.1 設計飛来物候補の設定 

設計飛来物候補は，現場調査結果を踏まえ，飛来物防護対策として設置す

る設備の規模と固縛等の飛来物発生防止対策を要する物品の物量のバランス

を考えて設定した。（第 3.2.1－1 表 参照） 

  東海第二発電所における現場調査結果，第 3.2.1－1 表に示すような，上記

の竜巻防護対策（飛来物防護対策と飛来物発生防止対策）のバランス，先行

プラントにおける設定実績，並びに竜巻飛来物防護ネットの存在を踏まえ，

竜巻影響評価ガイドに例示される鋼製材を，設計飛来物候補として設定した。 
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第 3.2.1－1 表 設計飛来物候補と竜巻防護対策の関係 

 

3.2.2 評価不要物品の抽出 

飛来物源のうち，過去の竜巻被害事例（添付資料 9 別紙 9-1）を参考とし，

設計飛来物候補である鋼製材の影響を下回ると判断した物品については，設

計飛来物にならないものとして，飛散評価を不要とした。 

 

  

設計飛来物 

候補の例 

竜巻防護対策 

採用
飛来物防護対策 飛来物発生防止対策 

規模  物量  

車両 大 

配置，耐震面の制約が 

大きい可能性がある。 

少 

対象と物品は少ない。 

－ 
建屋壁の増改築，小型の

施設でも車両寸法をカ

バーする規模の設備が

必要となる。 

多くの物品は車両の 

影響を下回る。 

鋼製材 中 

先行プラント事例等から

成立性が見通しやすい。 

中 

先行プラント事例等から

対策が必要となる物品が

見通しやすい。 

○ 竜巻飛来物防護対策設

備の規模，鋼製材を念

頭に置いた防護ネット

の実績等，具体的なイ

メージが容易である。 

細々した物品について 

おおむね対策が不要と 

判断できる。 

木片 小 

防護設備を必要とする 

施設は少ない。 

大 

処置する物量が膨大かつ

運用面の負担大きい。 

－ 

衝撃力，貫通力共に 

小さい。 

大多数の物品が木片の 

影響を超える。 
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3.2.3 飛来物源の飛散評価 

3.2.2 にて抽出された飛来物源に対し，設計竜巻の最大風速 100m／s，風速

場モデルとしてフジタモデルを適用した場合における飛散評価を実施した。 

なお，東海第二発電所は，敷地近傍に一般道や近隣施設が存在することか

ら，管理が困難な一般道（国道 245 号線）からの車両の飛散の影響を現実的

に評価することとし，保守性を確保した上で，ランキン渦モデルに比べ物品

の飛散挙動をより実現象に近く捉えることができるフジタモデルを，飛散評

価の風速場モデルとして適用する。 

 

(1) 初期高さ 

フジタモデルを使用した飛散評価においては，第 3.2.3－1 図に示すよう

に，評価対象物品の配置位置と敷地高さとの高低差を示す初期高さの設定

が必要となる。評価対象物品の初期高さは現地調査結果等を踏まえて設定

するものとするが，仮設材のように設置場所が特定できず，高所に置かれ

る可能性を有する飛来物源に対しては，使用場所が地表高さであるか高所

であるかを考慮の上，適切な初期高さを設定する。 

 

 

 

 

 

 

第 3.2.3―1 図 初期高さのイメージ図 

 

 

初期高さ 0 初期高さ x 

x （建屋等） 

地表面 

358



 

6 条(竜巻)-1-添付 9-35 

(2) 空力パラメータ 

飛散評価に用いる空力パラメータは，物品の形状及び重量に応じて算出

する。【添付資料 9 別紙 9-2】 

 

(3) 飛散速度の選定と横滑りの考慮 

飛来物源の飛散速度については，「竜巻影響評価ガイド」に基づき，飛

散評価により算出される際の最大水平速度及び最大鉛直速度を設定した。 

なお，浮上しないが横滑りにより竜巻防護施設に影響を与え得る物品に

ついては，浮上する物品同様，3.3 の結果を踏まえ設計飛来物として選定

する必要があるかを判断する。 

 

3.2.4 飛来物発生防止対策の可否を踏まえた飛来物源のスクリーニング 

飛散評価の結果を踏まえ，設計飛来物候補である鋼製材に対し，その影響

（運動エネルギ又は貫通力）を上回るパラメータを有する飛来物源に対し，

固縛あるいは離隔及び撤去等の飛来物発生防止対策の可否を考慮し，新たに

設計飛来物候補とする必要の有無を評価した。 

 

(1) 運動エネルギ 

飛来物源の運動エネルギ  は下式によって算出する。 

2

2
1 VME ・  

M  ：飛来物の重量(kg) 

V  ：飛来物の衝突速度(m/s) 

 

 

E
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(2) コンクリートに対する貫通力 

コンクリートに対する貫通力は，飛来物の衝突に対する評価として，Ｎ

ＥＩ07-13 及び米国ＮＲＣの基準類に算定式として記載されている修正Ｎ

ＤＲＣ式（①式）を用いて貫入深さ を求め，Ｄｅｇｅｎ式（②式）によ

り貫通限界厚さ を算定する。 

2
d

x

c

c
の場合 

5.08.1

3
2.0

1000
121452 V

d
MNd

Fcd
xc  

2
d

x

c

c
の場合 1

1000
12145 8.1

3
2.0 V

d
MNd

Fcd
xc  

52.1
d

x

c

c
の場合 

2

3.02.2
d

x
d

x
dt

c

c

c

c
pp  

42.1352.1
d

x

c

c
の場合 

d
x

dt
c

c
pp 29.169.0  

 

pt  ：貫通限界厚さ(cm)  

cx  ：貫入深さ(cm) 

Fc  ：コンクリートの設計基準強度(kgf/cm２)：250 kgf/cm２ 

d  ：飛来物の直径(cm) 

（飛来物の衝突面の外形の最小投影面積に等しい円の直径） 

M  ：飛来物の重量(kg) 

V  ：飛来物の最大水平速度(m/s) 

N  ：飛来物の先端形状係数：1.14 

「構造工学シリーズ 6 構造物の衝撃挙動と設計法」（土木学会） 

を参考に設定。 

保守的な評価となる，非常に鋭い場合の数値を一律使用した。 

cx

pt

・・・① 

・・・② 
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c  ：飛来物の低減係数：1.0 

p  ：飛来物の低減係数：1.0 

保守的な評価となる，剛の場合の数値を一律使用した。 

 

(3) 鋼板に対する貫通力 

鋼板に対する貫通力は，「タービンミサイル評価について（昭和 52 年 7

月 20 日 原子炉安全専門審査会）」の中で，鋼板に対する貫通厚さの算出

式に使用されているＢＲＬ式（③式）を用いて貫通限界厚さT を算定する。 

2
3

29

2
2
3

104396.1

5.0

dK

MVT
・

 

T  ：鋼板貫通限界厚さ（m） 

M  ：飛来物の重量(kg) 

V  ：飛来物の最大水平速度(m/s) 

d  ：飛来物の直径(m) 

（飛来物の衝突面の外形の最小投影面積に等しい円の直径） 

K  ：鋼板の材質に関する係数（≒1） 

 

 (4) 代表的な飛来物源の飛散評価結果及びスクリーニング 

現場調査によって確認された飛来物源に対して，初期高さを設定し，飛

散評価を実施する。飛散評価結果とスクリーニングの結果の例として，第

3.2.4―1 表に示す。 

なお，飛来物源の特徴を考慮し，仮設材等の建屋屋上に配置されること

が考えられる物品については，一例として初期高さ 40m での結果も並列し

て記載している。 

 

・・・・③ 
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第 3.2.4―1 表における飛来物源は，初期高さ 0m での運動エネルギ及び

貫通力の評価結果によって分類している。（表中の No.のハッチング色） 

また，初期高さ 40m の飛散評価結果による分類は，表中の飛来物発生要

否の欄のハッチング色により示しており，初期高さの設定により分類が変

更となるものは，ハッチング色により判別できる。 
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3.3 設計飛来物の設定 

3.2 におけるスクリーニングの結果，鋼製材の影響を上回る飛来物源につ

いては飛来物発生防止対策を施すことが可能であると判断したため，鋼製材

を設計飛来物として決定した。 

また，設計飛来物に対する竜巻飛来物防護対策設備として設置する防護ネ

ットを通過する可能性があり，鋼製材にて包含できないものとして，砂利も

設計飛来物に設定した。 

第 3.3－1 表に，東海第二発電所における設計飛来物の仕様を示す。 

 

第 3.3－1 表 東海第二発電所における設計飛来物 

名称 
長さ

(m) 

幅 

(m) 

高さ

(m) 

質量

(kg)

空力 

パラメータ

(m２／kg) 

速度 

(m／s) 

運動 

エネルギ 

(kJ) 

砂利 0.04 0.04 0.04 0.18 0.0176 62 0.35 

鋼製材 4.2 0.3 0.2 135 0.0065 51 176 

 

 

 

 

 

（鋼製材のイメージ）          （砂利） 

 

鋼製材の水平，鉛直速度については，竜巻風速場をＬＥＳ（非定常乱流渦

モデル）による乱流場とし飛来物速度を求めた「竜巻影響評価ガイド」の値

を用いる。 
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また，砂利については，「竜巻影響評価ガイド」に記載がないことから，

竜巻風速場をランキン渦モデルとした場合の水平速度を求め，鉛直速度につ

いては「竜巻影響評価ガイド」に基づき水平速度の2／3とした。 

376



6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 1-1 

別紙 9-1 

 

分解され小型軽量となる物品 

及び損傷するが飛来物とならない物品について 

 

設計飛来物の抽出フローにおいて，「分解され小型軽量となる物品」は設

計飛来物のうち鋼製材に包絡されること，また「損傷するが飛散しない物品」

は飛散しないことから，いずれも設計飛来物として選定しないとしている。

これは，過去の主な竜巻の被害概要の調査結果等から，このような物品の状

況について検討を行った結果より判断した。 

以下に，平成 2 年以降の主な竜巻による被害概要の調査結果等に基づく検

討結果を示す。 

(1) 分解され小型軽量となる物品（屋外屋根及びガラス窓） 

竜巻の被害概要調査結果において，分解され小型軽量となる物品として

屋外屋根及びガラス窓が確認できた。これらの被害状況を以下に示す。 
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ａ．屋外屋根 

別図 1－1～5 に屋外屋根の被害状況を示す。これらより，屋外屋根に

ついては，Ｆ０～Ｆ３の竜巻において，形を保ったままではなく，分解

された状態で飛来していることが分かる。また，厚みが薄いことから形

状が変形しており柔飛来物と見なせると考えられることから，衝突の際

に与える衝撃荷重及び貫通力については，設計飛来物である鋼製材の評

価に包絡されると考えられる。 

 

 

 

別図 1－1 平成 16 年 6 月 27 日佐賀県で発生したＦ２竜巻による 

屋外屋根の被害状況(１)  
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別図 1－2 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻による 

屋外屋根の被害状況(２) 

 

 

別図 1－3 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻による 

屋外屋根の被害状況(３) 

 

 

別図 1－4 平成 24 年 2 月 1 日島根県出雲市で発生したＦ０竜巻による 

屋外屋根の被害状況(４)  

屋外トイレ屋根の損傷 

カーポート屋根の飛散及び骨組の損傷 カーポート屋根の損傷 

折板の損傷 カーポートの被害 

周囲の田に散乱した屋根ふき材
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別図 1－5 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻による 

屋外屋根の被害状況(５)  

電線等に引っ掛かった飛来物（鋼板製屋根材） 

飛来物（鋼板製屋根材）の衝突

飛散した折板屋根の損傷状況

ガソリンスタンドの折板屋根の脱落 駐車場の折板屋根の著しい変形 

飛散した飛来物（鋼板製屋根材）
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ｂ．ガラス窓 

別図 1－6～11 にガラス窓の被害状況を示す。これらより，ガラス窓に

ついては，Ｆ０～Ｆ３及びＥＦ５の竜巻において損壊し，分解されてい

ることが確認できる。分解された状態では小型軽量となっており，その

影響は設計飛来物である鋼製材もしくは砂利に包絡されると考えられる。 

 

 

 

 

 

別図 1－6 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻による 

       ガラス窓の被害状況(２) 

 

 

 

 

別図 1－7 平成 20 年 5 月 25 日米国アイオワ州で発生したＥＦ５竜巻による 

ガラス窓の被害状況(６) 

 

 

 

 

 

別図 1－8 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市でのＦ１（Ｆ２）竜巻による 

ガラス窓の被害状況(７)  

エントランスの窓ガラスの損壊 破損した窓ガラス片の屋内壁面への突き刺さり 

バスの窓ガラス損壊 

窓ガラスの損壊 窓ガラスの飛来物衝突痕 
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別図 1－9 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻による 

ガラス窓の被害状況(３) 

 

 

別図 1－10 平成 24 年 2 月 1 日島根県出雲市で発生したＦ０竜巻による 

ガラス窓の被害状況(４)  

倉庫の窓ガラスと屋根の被害状況 窓ガラスの損壊 

出窓部の窓ガラスの損壊 

体育館窓ガラスの損壊 

教室 廊下 屋外に面した窓ガラス 

エントランスのガラス損壊 
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別図 1－11 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻による 

ガラス窓の被害状況(５) 

  

店舗の窓ガラスの被害状況 店舗の窓ガラスの被害状況（飛来物衝突痕） 

ガラスの被害状況（飛来物衝突痕） ガラスの被害状況（飛来物衝突痕） 

383



6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 1-8 

(2) 東海第二発電所の屋外屋根及びガラス窓の状況 

東海第二発電所における屋外屋根の状況を別図 1－12，ガラス窓の状況

を別図 1－13 に示す。東海第二発電所におけるこれらの物品の構造につい

ては，上記の被害にあった物品の構造と大きく変わらないことから，竜巻

通過時には同様の被害状況になると考えられ，飛来物としては設計飛来物

の影響に包絡されると考えられる。 

 

 

 

 

 

   

 

 

別図 1－12 東海第二発電所における屋外屋根の状況 

  

384



6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 1-9 

 

   

別図 1－13 東海第二発電所におけるガラス窓の状況 
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(3) 損傷するが飛散しない物品（樹木，フェンス，原子炉建屋ブローアウト

パネル） 

竜巻の被害概要調査結果等における「損傷するが飛散しない物品」に関

し，東海第二発電所に存在する物品としてシャッター，樹木，フェンス及

び原子炉建屋ブローアウトパネルが確認できた。これらの被害状況を以下

に示す。 
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ａ．シャッター 

別図 1－14～18 にシャッターの被害状況を示す。これらより，シャッ

ターについては，Ｆ１～Ｆ３及びＥＦ５の竜巻において形状は変形して

いるが，固定部は外れていないことが確認できる。なお，外れて飛来物

となったとしても，衝突の際に与える衝撃荷重及び貫通力については，

上記の屋外屋根と同様，設計飛来物である鋼製材の評価で包絡されると

考えられる。 

 

 

別図 1－14 平成 20 年 5 月 25 日米国アイオワ州で発生したＥＦ５竜巻による 

シャッター被害状況(６) 

 

 

 

 

 

別図 1－15 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻による 

シャッターの被害状況(３) 

  

シャッターの外れ

シャッターの変形
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別図 1－16 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市で発生したＦ１（Ｆ２）竜巻 

によるシャッターの被害状況(７) 

 

 

 

 

 

別図 1－17 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻による 

シャッターの被害状況(５) 

 

 

 

 

 

 

別図 1－18 平成 25 年 9 月 2 日埼玉県発生した F2 竜巻による 

シャッターの被害状況(８) 

  

シャッターの外れ 

消防団施設のシャッターの変形 

シャッターの外れ 
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ｂ．樹木 

別図 1－19～25 に樹木の被害状況を示す。これらより，樹木について

は，Ｆ１～Ｆ３及びＥＦ５の竜巻において幹の折損，根の引き抜き等が

見られるが，折れた場合もしくは引き抜かれた場合のいずれにおいても，

その場で倒壊しているのみであることが確認できる。これは，竜巻の風

荷重により樹木が損壊を受けた後では，竜巻が既に通り過ぎているため

と考えられ，樹木が折損もしくは引き抜かれた後，さらに竜巻により巻

き上げられ，飛来物となることは考え難い。 

 

 

 

 

 

別図 1－19 平成 14 年 7 月 26 日群馬県境町で発生したＦ２竜巻による 

樹木被害状況(９) 

  

倒木（南から見る） 
倒れなかった樹木も点在している。 

倒木（北西から見る） 
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別図 1－20 平成 18 年 9 月 17 日宮崎県延岡市で発生したＦ２竜巻による 

樹木被害状況(２) 

 

別図 1－21 平成 20 年 5 月 25 日米国アイオワ州で発生したＥＦ５竜巻による 

樹木被害状況(６) 

 

 

 

 

 

 

別図 1－22 平成 21 年 7 月 19 日岡山県美作市で発生したＦ２竜巻による 

樹木被害状況(１０) 

  

樹木の転倒 樹木の転倒 

樹木の折損 

倒木 
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別図 1－23 平成 21 年 10 月 8 日茨城県土浦市で発生したＦ１竜巻による 

樹木被害状況(３) 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 1－24 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻による 

樹木被害状況(５) 

  

倒木 

樹木の折損 樹木の折損と鳥居の被害 

樹木の倒木 倒木と社の被害 
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別図 1－25 平成 25 年 9 月 2 日埼玉県で発生したＦ２竜巻による 

樹木被害状況(８) 

  

樹木の被害 樹木の倒壊による小屋組の被害 

樹木の被害 樹木の被害 

樹木の被害 樹木の被害 
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ｃ．フェンス 

別図 1－26～28 にフェンスの被害状況を示す。これらより，フェンス

類については，Ｆ１～Ｆ３の竜巻において傾き，倒壊等が見られるが，

樹木と同様にその場で倒壊しているのみであり，倒壊した後では，竜巻

は既に通り過ぎていると考えられることから，竜巻により巻き上げられ，

飛来物となることは考え難い。 

 

 

 

 

 

 

 

別図 1－26 平成 21 年 7 月 27 日群馬県館林市で発生したＦ１（Ｆ２）竜巻 

によるフェンスの被害状況(７) 

 

 

 

 

 

 

別図 1－27 平成 24 年 5 月 6 日茨城県つくば市で発生したＦ３竜巻による 

フェンス類の被害状況(５)  

  

フェンスの著しい変形 フェンスの変形 

フェンスの変形 道路標識の倒壊 
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別図 1－28 平成 25 年 9 月 2 日埼玉県で発生したＦ２竜巻による 

フェンス類の被害状況(８)  

フェンスの倒壊 屋上フェンスの変形 

フェンスの変形 フェンス支柱部の破損 

フェンスの変形（工事中の建築物） フェンスの倒壊 

電柱の倒壊 看板の変形 
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ｄ．原子炉建屋ブローアウトパネル 

原子炉建屋ブローアウトパネルには開放時の落下を防止する機構が付

けられており，竜巻によって外れた場合でも，落下時の挙動は通常の開放

時と変わりないと考えられることから，落下防止機構が破断して飛来物と

なることはないと考えられる。また，ブローアウトパネルの開放後には竜

巻は速やかに遠ざかっていくと考えられることから，開放したブローアウ

トパネルが強風に煽られ，落下防止機構が破断し飛来物化する可能性も小

さいと考えられる。 

 

(4) 東海第二発電所のシャッター，樹木，フェンス及びブローアウトパネル

の状況 

 

東海第二発電所におけるシャッターの状況を別図 1－29 に，樹木の状況

を別図 1－30 に示す。上記の被害実績に示された樹木と大きく変わらない

と考えられることから，竜巻通過時には，同様の被害状況になり，幹の折

損もしくは根の引き抜きによりその場で倒壊するのみと考えられる。 

 

    

 

 

 

 

別図 1－29 東海第二発電所におけるシャッターの状況 
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別図 1－30 東海第二発電所における樹木の状況 

 

東海第二発電所におけるフェンスの状況を別図 1－31 に示す。上記にて

示した被害にあったフェンスの構造と大きく変わらないことから，竜巻通

過時には，同様の被害状況になり変形もしくは倒壊すると考えられる。 

 

   

 

別図 1－31 東海第二発電所におけるフェンスの状況 

 

東海第二発電所における原子炉建屋ブローアウトパネルの設置状況を別図

1－32 に示す。ブローアウトパネルには 4 本のチェーンが落下防止機構とし

て取り付けられており，これらは落下時の衝撃荷重に対して破断しないと考

えられる。また，竜巻が遠ざかるまでの短時間に 4 本のチェーンが全て破断

しする可能性も小さいと考えられる。 
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別図 1－32 東海第二発電所における原子炉建屋ブローアウトパネルの 

設置状況 

 

以上より，シャッター，樹木，フェンス及び原子炉建屋ブローアウトパ

ネルは，竜巻により損傷もしくは脱落するが，飛散せず設計飛来物として

選定が不要と判断した。 
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6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 2-1 

別紙 9-2 

 

空力パラメータについて 

 

物品の飛散解析に用いる空力パラメータは「竜巻影響評価ガイド」の参考文

献（１）及び米国ＮＲＣの竜巻設計のための飛来物特性を与えるＮＵＲＥＧ-0800 

(1996)（２）に引用されている文献（３）を参照し，下式により算出する。 

 

 

ここで， 

：空力パラメータ (m２／kg) 

：物品の質量     (kg) 

：係数（0.33） 

：直交 3 方向における物品の抗力係数(別表 2－1 より選定) 

：   ～  を定義した各方向に対する見付面積 (m2) 

 

  

m
ACACACc

m
AC DDDD )( 332211

m
ACD

m

c

321 DDD C,C,C

31 DD CC 　　321 A,A,A
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別表 2－1 空力パラメータ算出のための抗力係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考文献＞ 

（1）東京工芸大学 (2011) : 平成 21～22 年度原子力安全基盤調査研究（平成

22 年度） 竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究，独立行政法

人原子力安全基盤機構 

（2）US-NRC: “3.5.1.4 MISSILE GENERATED BY NATURAL PHENOMENA,” 

StandardReview Plan, NUREG-0800, 1996. 

（3）E.Simiu, M. Cordes:“Tornado-Borne Missile Speeds,”

NBSIR76-1050,National Bureau of Standards, Washington D.C.,1976. 

 

物体の形状 CＤ1 CＤ2 CＤ3 

塊状 2.0 2.0 2.0 

板状 1.2 1.2 2.0 

棒状 2.0 
0.7（円形断面） 

1.2（矩形断面） 

0.7（円形断面） 

1.2（矩形断面） 

CＤ2:1.2 

A１ 
A３ 

A２ 

A１ 

A３ A２ 

A１ 

・円形断面の場合，A2,A3は 

「見付面積（直径×長さ）」 

CＤ1:2.0 

CＤ2:2.0 

CＤ1:1.2 

CＤ3: 
2.0 

CＤ1:2.0 

CＤ2:0.7（円形断面） 

:1.2（矩形断面） 

・A３＞A２,A１ 

塊状物体 板状物体 棒状物体 

CＤ3 

:0.7（円形断面） 

:1.2（矩形断面） 

A２

A３ 

CＤ3: 
2.0 
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6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 3-1 

別紙 9-3 

 

フジタモデル採用時に「竜巻影響評価ガイド」の鋼製材を 

設計飛来物とすることの妥当性について 

 

東海第二発電所の竜巻影響評価に用いる設計飛来物である鋼製材は，「竜巻

影響評価ガイド」に示されている数値を採用しているが，その最大水平速度

（51m／s）は非定常乱流渦モデルによるシミュレーション（ＬＥＳ）にて導出

されている。 

一方，東海第二発電所の竜巻影響評価における物品の飛散解析にはフジタモ

デルを適用する方針としており，フジタモデルでは風速が地表からの高さによ

って変化するため，飛来物源の地表面からの初期高さにより飛散時の挙動が異

なる。 

このため，任意の初期高さにある鋼製材をフジタモデルで飛散させた場合で

も，その最大水平速度が 51m／s を超えることがないことを確認した。結果を

別図 3－1 に示す。また，別図 3－1 には参考としてランキン渦モデルによる最

大水平速度も記す。 
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6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 3-2 

 

別図 3－1 各風速場モデルの初期高さ－最大水平速度 

 

別図 3－1 から，いずれの高さから飛散した場合でも，その最大水平速度は

51m／s を上回ることはないことが分かる。よって，フジタモデルを採用する

場合においても，設計飛来物の最大水平速度には「竜巻影響評価ガイド」の数

値である 51m／s を用いることは問題なく，かつ保守性を有すると判断してい

る。 

以 上 

 

最大値（フジタ）：約 46m/s 

最大値（ガイド（ＬＥＳ））：51m/s 
最大値（ランキン渦）：約 49m/s 
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6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 4-1 

別紙 9-4 

 

車両の飛散距離について 

 

車両の飛来物発生防止対策としての管理において必要な離隔距離については，

以下の方針に基づきフジタモデルを用いて算出した，車両の飛散距離を用いた。 

ａ．飛散し易い形状を考慮し，代表的な寸法及び重量※を選定する。 

※：「箱状（表面積大）」かつ「密度が低い」物品が飛散し易いことから，以下の

車種を代表として選定した。 

・トラック（大型～小型のバン及び平型） 

・バス（大型～マイクロバス） 

・軽自動車（最大高（面積大），最軽量） 

・軽トラック 

ｂ．車両は地表面に位置する（地面からの初期高さ０）と見なす。 

ｃ．飛散の出発点と到達点の高低差は，防護対象の施設の配置状況を考慮し

別表4－1のとおり余裕をもって設定した。 

別表4－1 出発点と到達点の高低差 

対象施設 

原子炉建屋，タービン建屋， 

排気筒，海水ポンプ室内設備，

使用済燃料乾式貯蔵建屋 

緊急時対策所 

高低差 20m 0m 

根拠 

これら設備の配置高さ（3m盤，

8m盤）と敷地内の車両通行箇所

の高低差に余裕を見た値 

緊急時対策所と周辺の車両

通行箇所の高低差に余裕を

見た値 

別表4－2に，車両の寸法，重量，空力パラメータ並びに上記の2種類の高低

差に対する最大飛散距離を示す。この結果より，高低差20mの及び0mのケース

について，必要離隔距離をそれぞれ230m，190mとした。飛散解析においては上

記の高低差の他にも保守的な取扱いがなされており，上記数値は保守性を有し

たものとなっている。 

403



 

 

6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 4-2 

 

別
表

4
－

2 
車

両
の

飛
散

距
離

 

車
種

 
車

高
 

(
m
)
 

そ
の

他
寸

法
 

(
m
)
 

重
量

 

(
k
g
)
 

空
力

パ
ラ

メ
ー

タ
 

C
D
A
/
m
 
(
m
2
/
k
g
)
 

最
大

飛
散

距
離

(
m
)
 

高
低

差
2
0
m
 

高
低

差
0
m
 

大
型

ト
ラ

ッ
ク

 
バ

ン
（

2
5
t
）

 
3
.
7
9
0
 

2
.
4
9
5
 

1
1
.
9
9
0
 

1
0
9
0
0
 

0
.
0
0
5
2
 

1
8
4
 

1
3
4
 

大
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
2
5
t
）

①
 

3
.
2
5
5
 

2
.
4
9
0
 

1
1
.
9
9
0
 

9
1
8
0
 

0
.
0
0
5
6
 

1
8
0
 

1
2
8
 

大
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
2
5
t
）

②
 

3
.
4
6
0
 

2
.
4
9
0
 

1
1
.
9
9
0
 

9
3
1
0
 

0
.
0
0
5
7
 

1
8
6
 

1
3
6
 

大
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
2
5
t
）

③
 

3
.
0
3
5
 

2
.
4
9
0
 

1
1
.
9
5
0
 

9
2
1
0
 

0
.
0
0
5
3
 

1
7
2
 

1
1
5
 

大
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
2
5
t
）

④
 

3
.
1
8
0
 

2
.
4
9
0
 

1
1
.
8
1
0
 

8
9
7
0
 

0
.
0
0
5
6
 

1
7
8
 

1
2
6
 

大
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
1
1
t
）

 
2
.
4
8
5
 

2
.
4
7
0
 

9
.
4
4
0
 

4
7
5
0
 

0
.
0
0
7
4
 

2
0
2
 

1
4
7
 

中
型

ト
ラ

ッ
ク

 
バ

ン
（

8
t
）

 
3
.
5
2
5
 

2
.
4
9
5
 

8
.
5
6
5
 

4
9
2
5
 

0
.
0
0
8
1
 

2
2
6
 

1
8
3
 

中
型

ト
ラ

ッ
ク

 
バ

ン
（

7
t
）

 
3
.
1
3
5
 

2
.
2
0
0
 

6
.
9
2
0
 

3
4
9
0
 

0
.
0
0
8
3
 

2
2
2
 

1
7
9
 

中
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
8
t
）

①
 

2
.
5
5
0
 

2
.
4
7
0
 

8
.
4
8
5
 

3
6
9
0
 

0
.
0
0
8
8
 

2
2
4
 

1
7
0
 

中
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
8
t
）

②
 

2
.
4
2
5
 

2
.
2
4
0
 

8
.
1
3
0
 

3
2
2
0
 

0
.
0
0
8
9
 

2
1
5
 

1
6
6
 

中
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
8
t
）

③
 

2
.
4
3
5
 

2
.
4
7
0
 

9
.
4
4
0
 

4
1
2
0
 

0
.
0
0
8
4
 

2
2
2
 

1
6
2
 

中
型

ト
ラ

ッ
ク

 
バ

ン
（

5
t
）

 
2
.
8
3
0
 

1
.
8
8
5
 

4
.
8
4
5
 

2
7
9
5
 

0
.
0
0
6
7
 

1
8
6
 

1
3
5
 

中
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
4
t
）

 
1
.
9
9
0
 

1
.
6
9
5
 

4
.
6
9
0
 

1
9
9
0
 

0
.
0
0
6
9
 

1
6
7
 

1
0
1
 

小
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
2
t
）

 
2
.
2
5
0
 

2
.
1
7
0
 

6
.
7
9
0
 

2
7
1
0
 

0
.
0
0
8
5
 

1
9
9
 

1
4
9
 

小
型

ト
ラ

ッ
ク

 
平

（
1
.
5
t
）

 
1
.
9
7
0
 

1
.
6
9
5
 

4
.
6
9
0
 

2
1
6
0
 

0
.
0
0
6
3
 

1
5
6
 

8
7
 

大
型

バ
ス

 
①

 
3
.
0
4
5
 

2
.
4
8
5
 

1
0
.
4
3
0
 

9
2
6
0
 

0
.
0
0
4
7
 

1
5
5
 

9
0
 

大
型

バ
ス

 
②

 
3
.
1
3
0
 

2
.
4
9
0
 

1
1
.
4
5
0
 

1
0
1
9
0
 

0
.
0
0
4
7
 

1
5
8
 

9
4
 

大
型

バ
ス

 
③

 
3
.
1
9
0
 

2
.
4
9
0
 

1
1
.
2
8
0
 

1
0
3
1
0
 

0
.
0
0
4
7
 

1
6
0
 

9
7
 

大
型

バ
ス

 
④

 
3
.
7
5
0
 

2
.
4
9
0
 

1
1
.
9
9
0
 

1
2
8
4
0
 

0
.
0
0
4
4
 

1
6
8
 

1
0
9
 

大
型

バ
ス

 
⑤

 
3
.
4
8
5
 

2
.
4
9
0
 

8
.
9
9
0
 

1
0
0
9
0
 

0
.
0
0
4
1
 

1
5
1
 

8
6
 

大
型

バ
ス

 
⑥

 
3
.
5
2
0
 

2
.
4
9
0
 

1
1
.
9
9
0
 

1
3
0
0
0
 

0
.
0
0
4
2
 

1
5
7
 

9
4
 

中
型

バ
ス

 
①

 
3
.
0
4
5
 

2
.
3
0
0
 

8
.
9
9
0
 

7
8
0
0
 

0
.
0
0
4
7
 

1
5
5
 

9
0
 

中
型

バ
ス

 
②

 
2
.
9
1
0
 

2
.
3
0
0
 

8
.
9
9
0
 

8
1
0
0
 

0
.
0
0
4
4
 

1
3
6
 

7
4
 

404



 

 

6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 4-3 

 

別
表

4
－

2 
車

両
の

飛
散

距
離

 

車
種

 
車

高
 

(
m
)
 

そ
の

他
寸

法
 

(
m
)
 

重
量

 

(
k
g
)
 

空
力

パ
ラ

メ
ー

タ
 

C
D
A
/
m
 
(
m
2
/
k
g
)
 

最
大

飛
散

距
離

(
m
)
 

高
低

差
2
0
m
 

高
低

差
0
m
 

中
型

バ
ス

 
③

 
3
.
0
3
5
 

2
.
3
4
0
 

8
.
9
9
0
 

7
1
0
0
 

0
.
0
0
5
2
 

1
7
0
 

1
1
3
 

マ
イ

ク
ロ

バ
ス

 
①

 
2
.
6
3
5
 

2
.
0
6
5
 

6
.
9
9
5
 

3
8
3
0
 

0
.
0
0
6
7
 

1
8
1
 

1
2
8
 

マ
イ

ク
ロ

バ
ス

 
②

 
2
.
7
3
5
 

2
.
0
1
0
 

7
.
7
3
0
 

4
1
9
0
 

0
.
0
0
6
7
 

1
8
4
 

1
3
1
 

軽
自

動
車

（
車

高
最

大
レ

ベ
ル

）
 

1
.
8
8
0
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

9
6
0
 

0
.
0
0
9
8
 

2
1
3
 

1
6
1
 

軽
自

動
車

（
車

高
最

大
レ

ベ
ル

）
 

1
.
9
1
0
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

9
5
0
 

0
.
0
1
0
0
 

2
2
0
 

1
6
6
 

軽
自

動
車

（
車

高
最

小
レ

ベ
ル

）
 

1
.
1
8
0
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

8
3
0
 

0
.
0
0
8
6
 

1
3
8
 

6
5
 

軽
自

動
車

（
車

高
最

小
レ

ベ
ル

）
 

1
.
2
8
0
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

8
5
0
 

0
.
0
0
8
8
 

1
5
2
 

7
7
 

軽
自

動
車

（
最

軽
量

レ
ベ

ル
）

 
1
.
4
7
5
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

6
1
0
 

0
.
0
1
3
2
 

2
2
2
 

1
7
2
 

軽
自

動
車

（
最

軽
量

レ
ベ

ル
）

 
1
.
5
2
5
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

6
5
0
 

0
.
0
1
2
7
 

2
2
3
 

1
7
2
 

軽
ト

ラ
ッ

ク
 

平
 

①
 

1
.
7
4
5
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

7
8
0
 

0
.
0
1
1
5
 

2
1
9
 

1
6
7
 

軽
ト

ラ
ッ

ク
 

平
 

②
 

1
.
7
6
5
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

6
8
0
 

0
.
0
1
3
3
 

2
2
7
 

1
8
0
 

軽
ト

ラ
ッ

ク
 

平
 

③
 

1
.
8
8
5
 

1
.
4
7
5
 

3
.
3
9
5
 

1
2
2
0
 

0
.
0
0
7
7
 

1
7
3
 

1
1
1
 

 
 

 
 

 
最

大
値

 
2
2
7
 

1
8
3
 

 
 

 
 

 
必

要
離

隔
距

離
 

2
3
0
 

1
9
0
 

 
＜

高
低

差
の

イ
メ

ー
ジ

＞
 

2
0
m
 

竜
巻

 
1
9
0
ｍ

 

2
3
0
ｍ

 

405



6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 5-1 

別紙 9-5 

 

東海発電所 廃止措置作業の概要及び解体・撤去物品の管理について 

 

東海発電所の廃止措置工事の概要は，以下に示す３つに区分することができ，

それぞれの段階での解体撤去作業の内容を示す。別図 5-1 図には，各段階での

発電所の状態とその作業概要を示す。 

(1) 原子炉領域以外の解体撤去 【屋内作業】 

安全貯蔵期間中は，その後の原子炉領域を撤去する本格工事で発生する

撤去物の搬出ルート確保，放射性廃棄物保管エリア確保等のため，原子

炉領域以外の設備を解体撤去。 

(2) 原子炉領域解体撤去 【屋内作業】 

原子炉領域は放射能を減衰させるため，安全貯蔵状態とし，放射能を減

衰させた後，解体撤去。 

(3) 建屋等解体撤去 【屋外作業あり】 

原子炉領域の解体撤去後、各建屋等は汚染を除去し管理区域を解除して

解体撤去。 

 

また，別図 5-1 において，東海発電所の廃止措置の上記の各段階での解体，

撤去作業の各段階での物品の管理方法を示す。
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6 条(竜巻)-1-添付 9-別紙 5-2 
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6 条(竜巻)-1-添付 10-1 

添付資料 10 

竜巻時に発生する雹の影響について 

 

竜巻においては雹を伴うことがあるため，雹の影響について検討を行った。 

雹はあられが大きく成長したもので，直径 5mm 以上の氷の粒子である。雹の

粒径の上限は，文献（１）によれば通常は直径が 5mm～50mm とされているが，雹

の粒径の変化に対する影響度を確認するため，別の文献（２）に記載の雹のうち

最大の 10cm の雹までを想定した評価を実施した。 

空気中を落下する物体は空気抵抗を受けるので，時間が経てば空気抵抗と重

力とが釣り合い等速運動となり，一定の速度（終端速度）となる。空気中を落

下する雹もこの終端速度で落下する。雹の粒径毎の終端速度を第 1 表に示す。 

 

第 1 表 雹の粒径毎の終端速度（２） 

粒径（cm） 終端速度（m／s） 

1 9 

2 16 

5 33 

10 59 

 

ここで，雹の影響を評価するため，運動エネルギ，貫通力（貫通限界厚さ）

を評価した結果を設計飛来物（鋼製材）と比較し第 2 表に示す。 

その結果，雹の影響は設計飛来物（鋼製材）に十分包絡できると言える。 
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6 条(竜巻)-1-添付 10-2 

第 2 表 粒径 5cm 及び 10cm 雹の影響評価及び設計飛来物との比較結果 

評価対象 運動エネルギ 

貫通限界厚さ（鉛直） 

コンクリート 

（FＣ＝225kgf／cm２） 
鋼板 

粒径 5cm 雹 0.04kJ 0.8cm 0.2mm 

粒径 10cm 雹 0.85kJ 2.9cm 0.8mm 

設計飛来物（鋼製材） 79kJ 18.8cm 19mm 

 

＜参考文献＞ 

(１) 白木正規，百万人の天気教室，成山堂書店 

(２) 小倉義光，一般気象学，東京大学出版会 
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6 条(竜巻)-1-添付 11-1 

添付資料 11 

竜巻随伴事象の抽出について 

 

1. 概要 

  過去の竜巻被害事例及び東海第二発電所の施設の配置から想定される竜巻

の随伴事象を検討し，東海第二発電所において考慮する必要がある事象とし

て，火災，溢水及び外部電源喪失を抽出した。 

 

2. 過去の竜巻被害について 

  1990 年以降の主な竜巻による被害概要を調査した文献から検討を行っ

た。第 2－1 表に，1990 年以降に日本で発生した最大級の竜巻であるＦ３ク

ラスの竜巻を示す。 

 

第 2－1 表 1990 年以降のＦ３クラス竜巻 

発生日時 発生場所 
藤田 

スケール
死者 負傷者 

住宅 

全壊 

住宅 

半壊 

2012 年 5 月 6 日 茨城県常総市 Ｆ３ 1 37 76 158 

2006 年 11 月 7 日 北海道佐呂間町 Ｆ３ 9 31 7 7 

1999 年 9 月 24 日 愛知県豊橋市 Ｆ３ 0 415 40 309 

1990 年 12 月 11 日 千葉県茂原市 Ｆ３ 1 73 82 161 

 

  竜巻被害の状況写真（第 2－1～3 図）から，竜巻被害としては風圧力及び

気圧差による被害及び飛来物の衝突による損傷のみであり，また，竜巻の随

伴事象として電柱や電線の損傷による停電が発生していると判断される。 
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6 条(竜巻)-1-添付 11-2 

 

 

 

 

     全壊した家屋       飛来物により被害を受けた住宅等 

 

 

 

 

 

   倒れた電柱(復旧作業時)      倒壊電柱に直撃された家屋 

第 2－1 図 2012 年 5 月 6 日茨城県にて発生したＦ３竜巻による被害（１） 

  

 

 

 

 

   全壊した工事事務所周辺     飛来物による被害を受けた建物 

 

 

 

 

 

   倒壊した道路標識支柱        道路側へ倒壊した電柱 

第 2－2 図 2006 年 11 月 7 日北海道にて発生したＦ３竜巻による被害（２）（３） 

破断部 

411



 

6 条(竜巻)-1-添付 11-3 

   

 

 

 

 残骸(飛散物)で埋め尽された道路      吹き飛ばされた建物 

   

 

 

 

     横転したバス          曲がった鉄筋（工事現場） 

第 2－3 図 1990 年 12 月 11 日千葉県にて発生したＦ３竜巻による被害（４） 

 

3. 東海第二発電所にて考慮すべき竜巻随伴事象 

上述の過去の竜巻による被害事例及び第 3－1 図に示す東海第二発電所の

施設の配置から判断すると，東海第二発電所においては送電線等が竜巻によ

る被害を受けることにより，外部電源喪失の発生が考えられる。さらに，屋

外に油タンク及び水タンクが配備されていることから，飛来物の衝突により

火災及び溢水が発生する可能性がある。 

 

以上のことから，東海第二発電所における竜巻随伴事象として，火災，溢

水及び外部電源喪失を抽出する。 
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6 条(竜巻)-1-添付 11-4 
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6 条(竜巻)-1-添付 11-5 

＜参考文献＞ 

(１) （財）消防科学総合センター，平成24年(2012年)5月6日茨城県つくば市

竜巻災害写真報告，2012 

(２) （財）消防科学総合センター，平成18年11月7日北海道佐呂間町竜巻災害

写真報告，2006 

(３) （社）土木学会 北海道佐呂間町竜巻緊急災害調査団，平成18年11月 

北海道佐呂間町竜巻緊急災害調査，2007年4月 

(４) 千葉県総務部消防地震防災課，防災誌「風水害との闘い」第 3 章 90m

超えの突風に街が飛ばされた!－茂原で最大スケールの竜巻が発生－，

平成 22 年 3 月 
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6条(竜巻)-2-1 

1. はじめに 

 「竜巻影響評価ガイド」に従い竜巻影響評価を行う上で，飛来物の挙動（飛

散速度，飛散距離等）を評価するための竜巻風速場モデルを選定する必要があ

る。これまでの竜巻飛来物評価において用いられている風速場モデルとして

は，米国ＮＲＣの基準類に記載されている「ランキン渦モデル(１)(２)」及び原子

力安全基盤機構の「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」書に記

載されている「非定常乱流渦モデル（ＬＥＳ:Large Eddy Simulation）」の数

値解析(３)があるが，今回の評価においては，地面に置かれた物体への影響をよ

り良く表現できている風速場モデルとして，藤田哲也シカゴ大学名誉教授が考

案した竜巻工学モデルＤＢＴ-77(ＤＢＴ: Design Basis Tornado)(４)（以下

「フジタモデル」という。）を選定した。 

 第 1－1 図に，風速場モデルの選定及び飛散解析手法に関する検討フローを示

す。また，第 1－2 図に，竜巻影響評価の基本フローとフジタモデルを適用する

箇所を示す。 

 次節以降にて，フジタモデルの詳細やフジタモデルを適用した理由等を説明

する。 
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6条(竜巻)-2-2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－1 図 風速場モデルの選定及び飛散解析手法に関する検討フロー 

 

 

  

各風速場モデルに関する調査・検討 

・各風速場モデルの概要及び比較 

・米国におけるフジタモデルの利用実績 

風速場モデルの選定 

・地面に置かれた物体へ影響を与える風速場を良く表現できている 

 「フジタモデル」を選定 

入力パラメータの設定 

・フジタモデルの入力パラメータ（竜巻の移動速度ＶＴ，最大接線風速

ＶＲｍ，最大接線風速半径Ｒｍ）について，適用性を確認の上適切な値

を設定 

物体の浮上，飛散モデルに関する検討 

・揚力係数の設定（抗力係数と見附面積の積の平均値ＣＤＡによる代

用） 

・揚力係数の適用性（風の受け方や高度依存性）の確認 

・地面効果による揚力を考慮した飛来物の運動方程式

物体が受ける風速に関する検討 

・竜巻内の風速の不均一性を考慮し，物体を多点配置 

（物体を強制的に高速域に配置し，物体が最大風速を受けるよう設定） 

実際の飛散事例に対する検証 

・フジタモデルを用いた評価が，事例におおむね合致することを確認 

・上記の飛散解析手法を用いた評価が，保守的な結果となることを確認 

(・ランキン渦モデルの評価では，過度に保守的な結果となることを確
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6条(竜巻)-2-3 

 ：フジタモデル関連箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 1－2 図 竜巻影響評価フローとフジタモデルの関連箇所

【基準竜巻の設定】 

ＶＢ1：過去に発生した竜巻による最大風速 

ＶＢ2：竜巻最大風速のハザード曲線による最大風速 

【設計竜巻の設定（最大風速及び竜巻特性値）】 

ＶＤ：（地形特性等を考慮した）最大風速 

ＶＴ：移動速度（= 0.15ＶＤ） 

ＶＲｍ：最大接線風速（=ＶＤ－ＶＴ） 

Ｒｍ：最大接線風速半径 

ΔＰｍａｘ ：最大気圧低下量 

(ｄｐ/ｄｔ)ｍａｘ：最大気圧低下率 

【設計荷重の設定】 

ＷＷ：設計竜巻による風圧力 

ＷＰ：設計竜巻によって生じる気圧差による圧力 

ＷＭ：設計飛来物の衝撃荷重 

・設計飛来物の設定※ 

・設計飛来物の速度及び飛散範囲の設定 

・設計飛来物の衝突方向及び衝撃荷重の設定

設
置
許
可
段
階 

※：種々の飛来物源の飛散

解析を行う。 

設計荷重に対する構造計算 

 

不可 

可 

設計荷重に対する竜巻防護施設等の構造

健全性評価 

安全機能の維持の 

可否確認 

終了 

詳
細
設
計
段
階 

設計見直し 

（配置設計，断面設計等）
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6条(竜巻)-2-4 

2 各風速場モデルの概要 

2.1 フジタモデル 

 フジタモデルは，米国ＮＲＣの実際の竜巻風速場をモデル化したいという要

望により，藤田名誉教授が 1978 年に竜巻観測記録を基に考案した工学モデルで

ある。モデル作成に当たっては，1974 年 8 月に米国カンザス州 Ash Valley 等

で発生した竜巻（第 2.1－1 図）のビデオ画像の写真図化分析を行い，竜巻の地

上痕跡調査及び被災状況調査結果と照合することで風速ベクトルを作成し，そ

のベクトル図を基に作成した流線モデルから，竜巻風速場を代数式で表現して

いる。（第 2.1－2 図） 

 フジタモデルの特徴は，地表面付近における竜巻中心に向かう強い水平方向

流れ及び外部コアにおける上昇流といった，実際の竜巻風速場を良く表現して

いる点にある。 

第 2.1－1 図 Ash Valley 竜巻(1974.8.30)のビデオ画像 
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6条(竜巻)-2-5 

第 2.1－2図 風速ベクトルの分析図（左）とフジタモデルの流線（右）(４) 

 

 フジタモデルの風速場は，第 2.1－3 図に示すように半径方向に 3 つの領域

（内部コア，外部コア及び最外領域）で構成され，内部コアと外部コアの接線

（周）方向風速Ｖθは半径に比例し，その外側の最外領域では周方向風速は半

径に反比例するモデルとなっている。内部コアには上昇風速ＶＺや半径方向風

速Ｖｒは存在しないが，外部コアには存在する。高さ方向には地面から高さＨｉ

までを流入層としてモデル化しており，竜巻中心方向に向かう半径方向風速 

Ｖｒがあり，この空気の流れ込みが外部コア内での上昇流となる。流入層より

上部では外向きの半径方向風速が存在し，各風速成分は上部に向かうにつれて

減衰する。フジタモデルは，流体力学の連続の式を満たす形で定式化されてお

り，力学的に根拠のある風速場となっている。 

 フジタモデル（ＤＢＴ-77）における接線風速等の関係式については，Fujita 

Work Book(４)の第 6 章に，第 2.1－3 図のとおり記載されている。 

  

 

421



6条(竜巻)-2-6 

また，以下の連続の式を満足する。 

0
111

z
zV

iHr
rrV

rmR

V

rmR
c  

第 2.1－3 図 フジタモデルの概要 

 ここで，内部コアの半径Ｒνと外部コアの半径Ｒｍの比ν（=Ｒν／Ｒｍ）につ

いては，Fujita（４）が以下の経験式を提案しているので，これを用いた。 

m0.005R0.7exp0.9ν  (1) 

 また，流入層は，地面との摩擦により低下した遠心力と圧力分布のバランス

が崩れ，流体が竜巻中心方向の低圧部に引き込まれることにより形成されるこ

とから，摩擦の影響が及ぶ範囲のみで形成される。Fujita（４）は，流入層高さ

Ｈｉを竜巻中心の低圧部の大きさ（外部コア半径）Ｒｍに比例するものとして，

以下の経験式を提案しており，これを用いた。 

mi RH  (2) 

 ここで，ηは 1 以下の正の値であり，下式で定義される。 

2ν1  0.55η  (3) 

Vθ 接線方向風速 

Vr 半径方向風速（内向きが正） 

Vz 上昇風速 

Vm 最大接線風速 

Rm 外部コア半径 
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6条(竜巻)-2-7 

 上式において，外部コア半径Ｒｍ= 30m の場合，η= 0.50（Ｈｉ= 15m）とな

り，独立行政法人原子力安全基盤機構が東京工芸大学に委託した研究「竜巻に

よる原子力施設への影響に関する調査研究」(３)の図 2.2.3.10 における流入層

高さと竜巻半径の比（η= 0.4 程度）や，Kosiba(５)により示されている流入層

高さ（Ｈｉ= 10 から 14m 以下）とおおむね同じである。 

 なお，その他の定数についても，Fujita(４)の提案している値として，k0 = 

1/6，k= 0.03，A= 0.75，B= 0.0217 を用いた。 

 

2.2 ランキン渦モデル 

 ランキン渦モデルは米国ＮＲＣガイドでも採用されており，設計竜巻の特性

値を設定する際に用いられている。しかし，第 2.2－1 図(b)に示す飛散解析用

のモデル(２)では，竜巻中心に向かう半径方向風速Ｖｒと上昇風速Ｖｚを特別に付

加しているため，流体力学の連続の式を満たしておらず，第 2.2－2 図の様な地

面から吹き出しが生じる流れとなっており，地上からの物体の浮上，飛散を現

実的に模擬することができない。ランキン渦モデルを用いて飛散解析を行う場

合，地上の物体であっても空中浮遊状態を仮定して評価することになる。 

 

 

 

 

 

 

                       

(a)圧力評価用             (b)飛散解析用 

第 2.2－1 図 ランキン渦モデル 
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ｒ＜1の領域では，（流体が消滅するため）以下の連続の式を満足しない。 

z
zV

iHr
rrV

rmR

V

rmR
c

111
 

10

1
5
2

r

r
R

V

m

m

　　　　

 

第 2.2－2 図 飛来物速度評価用ランキン渦モデル 

 

2.3 非定常乱流渦モデル（ＬＥＳによる数値解析） 

 ＬＥＳは，非定常な乱流場を数値的に計算する手法として，「竜巻評価ガイ

ド」における飛来物の最大速度の設定例にも活用されている。第 2.3－1 図にＬ

ＥＳによる渦の発生状況を示す。 

 古典的な Smagorinsky モデルに基づくＬＥＳの基礎方程式（運動量保存式及

び質量保存式）は，流体を非圧縮性と仮定する場合，以下のようになる。 
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0
3

3

2

2

1

1

x
U

x
U

x
U  (5) 

 ここで，Ui 及び P は，i 方向の流速ベクトル及び圧力を表し，νは動粘性係

数を，fiは i 方向の外力加速度を表す。また，ｘiは i 方向の座標を表す。 

一方，Smagorinsky モデルの渦粘性係数νsは以下のように定義される。 

3

1,

22 2
ji

ijss ShC  (6) 

 ここで，h は解像スケール（メッシュ幅相当），Cs は Smagorinsky 定数を表

し，ひずみ速度テンソル Sijは Sij=0.5(∂Ui/∂xj+∂Uj/∂xi)で定義される。 

 以上の通り，ＬＥＳは風速の時間的な変動（乱流）を考慮できる点が特長と

なっている。 

第 2.3－1 図 ＬＥＳ計算領域内での竜巻状の渦の作成状況(６) 

 

 ＬＥＳの手法自体は広く活用されているものであるが，実スケールでの精緻

な評価を行うためには，必要なメッシュ解像度の確保に膨大な計算機資源が必

要となる。また，「竜巻影響評価ガイド」で例示されているＬＥＳによる数値

解析については，条件設定等に関して下記のような問題点がある。 

・「竜巻影響評価ガイド」で例示されているＬＥＳによる解析では，境界条件

（側面からの流入風速の分布等）や解析領域の形状（流入箇所を局所的に配
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置等）を調整して人為的な乱れを与え，竜巻状の渦を生成しているが，渦の

生成に当たって以下のような条件を仮定していることから，実スケールでの

評価を実施するには課題があるものと考えられる。 

 人為的な流入境界条件（流入風速分布や流入箇所の局所的配置等）を設定

していることから，流入境界条件の影響を受ける地表面付近の実際の竜巻

風速場の再現はできていないものと考えられる。 

 小規模な計算領域によるシミュレーションであり，実スケールへの適用

（飛散解析）の際には単純に速度を規格化して適用している。 

⇒ 風速の規格化の際には，時間平均の最大風速を 100m／s（風速＋移 

動速度）に設定している。Maruyama(７)によれば，瞬間的な周方向風

速は 1.7 倍程度まで大きくなる場合があり，移動速度と合わせると

最大 160m／s 程度まで達するため，飛散解析の際に非常に保守的な

結果が算出されることが考えられる。 

⇒ 流速が早い場合には粘性の影響は小さくなる傾向となるが，その影

響については考慮していないことから，特に地表面付近については

実際の風速場の再現はできていないものと考えられる。 

 

 

3. 各風速場モデルの比較 

 上述の各風速場モデルの特徴の比較を第 3－1 表に示す。また，フジタモデル

とランキン渦モデルの風速場構造の比較を第 3－1 図に示す。フジタモデルの風

速場構造の流線は，地面付近を含めより実際の風速場に即した形で表現されて

おり，これがフジタモデルの大きなメリットとなっている。それに対し，ラン

キン渦モデルは上空での水平方向風速の観点からは比較的よく表現できると言

えるものの，地上付近では実現象と乖離している。ＬＥＳも同様に地上付近で
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の風速場が実現象と乖離している。また，他のモデルと比較して，フジタモデ

ルは特に問題となるような点も無いことから，竜巻影響評価に用いる風速場モ

デルとしてフジタモデルを選定することは妥当であると考えられる。 
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第 3－1 表 各風速場モデルの特徴の比較 

風速場 

モデル 
使用実績 特徴 

フジタ 

モデル 

・竜巻飛来物設計速度及び飛散

高さに関する，米国ＤＯＥ重

要施設の設計基準作成に利用

されている。(「4 米国にお

けるフジタモデルの取扱い」

参照) 

・実観測に基づいて考案されたモデルであり，実際に近い

風速場構造を表現している。 

・比較的簡易な代数式により風速場を表現できる。 

（ランキン渦モデルよりは複雑だが，計算機能力の向上

及び評価ツールの高度化により実用可能となった） 

・流体の連続式を満足する 

ランキン渦

モデル 

・米国ＮＲＣの R.G 1.76 に採用

されている。 

・「竜巻影響評価ガイド」（竜

巻の特性値の設定）において

例示されている。 

・簡易な式により風速場を表現できる。 

・風速場に高度依存性がなく，上昇流が全領域に存在し，

地表近傍の風速場を模擬していない。 

・流体の連続式を満足しない。 

 

非定常乱流

渦モデル 

（ＬＥＳ） 

・「竜巻影響評価ガイド」にお

いて，飛来物の飛散速度等の

評価例が示されている。 

・風速の時間的な変動や乱れを，ある程度模擬できる。 

・人為的な境界条件を設定しており，地面や境界近傍で実

現象と乖離している。 

・小規模領域での計算結果を実スケールに規格化した場

合，最大瞬間風速が相当に保守的となる場合がある。 

・実スケールでの解析には膨大な計算機資源が必要であ

り，実用に供しにくい。 

 

    
第 3－1 図 フジタモデル（左）とランキン渦モデル（右）の風速場の構造 

 

4. 米国におけるフジタモデルの取扱い 

4.1 フジタモデルの利用実績 

 米国エネルギー省ＤＯＥ（Department of Energy）が管理するエネルギー関

連施設等に適用する基準(８)において，竜巻飛来物速度，飛散高さの設定にフジ

タモデルを用いた計算結果が使用されている(９)(１０)（文献(８)の D.4 節：

Windborne missile criteria specified herein are based on windstorm 

428



6条(竜巻)-2-13 

damage documentation and computer simulation of missiles observed in 

the field. ・・・. Computer simulation of tornado missiles is 

accomplished using a methodology developed at Texas Tech 

University.）。 

 この基準では，施設に要求される性能ごとにカテゴリ０から４まで分類し，

カテゴリ０から２は一般的な建築物，カテゴリ３及び４は核物質や危険物質を

取り扱う施設に適用される。カテゴリ３及び４に該当する施設として，Pantex 

Plant，Oak Ridge(X-10, K-25,Y-12)，Savannah River Site が挙げられてい

る。 

 フジタモデルの技術的な妥当性の検証については，米国ＤＯＥ管轄のローレ

ンス・リバモア国立研究所報告書(１１)にてまとめられている。この報告書で

は，フジタモデルＤＢＴ-77 を他の風速場モデルと比較検討しており，「流体

力学の連続の式を満足する（Fluid mechanics equations of continuity are 

satisfied）」こと，「モデル流況は，竜巻の映像分析で得られる流れの空間分

布と整合する（Flow patterns are consistent with the spatial 

distribution of flow observed in photogrammetric analysis of tornado 

movies）」こと等を利点として挙げている。 

 また，実際の事例に対するフジタモデルの検証としては，1978 年 12 月 3 日

に米国ルイジアナ州 Bossier 市で発生した F4 竜巻による鋼製材の飛散につい

て，フジタモデルＤＢＴ-77 で再現した事例(９)がローレンス・リバモア国立研

究所報告書(１１)及び米国気象学会論文集(１２)に掲載されている。 

 なお，米国ＬＥＳ（Louisiana Energy Services）の濃縮施設ＮＥＦ

（National Enrichment Facility）では，上記のＤＯＥ施設の基準に基づき竜

巻飛来物（鋼製パイプや木材の板等）を設定しており，米国ＮＲＣは当該施設

に対する安全評価報告書（ＮＵＲＥＧ-1827）(１３)の中で竜巻飛来物に対するＬ
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ＥＳの設計を是認している。 

（“Based on the review of the information concerning tornados and 

tornado-generated missiles, NRC concludes: (ⅰ) the information is 

accurate and is from reliable sources; and (ⅱ) the design bases 

tornado-generated missiles are acceptable because they were determined 

based on an appropriate DOE standard. The use of a DOE standard is an 

acceptable approach to NRC staff.”） 

 

4.2 ＮＲＣガイドでの取扱い 

 2.1 節でも述べた通り，フジタモデルは実際の竜巻風速場をモデル化したい

という米国ＮＲＣの要請を受けて考案されたものであるが，米国ＮＲＣの

Regulatory Guide 1.76(１)では，フジタモデルについて“The NRC staff chose 

the Rankine combined vortex model for its simplicity, as compared to 

the model developed by T. Fujita.”と述べられており，数式の簡易さを理由

にランキン渦モデルが選定されている。また，ＮＲＣスタッフ自身で水平方向

の飛散速度（Simiu らの運動方程式(２)）を計算するプログラムを開発している

(“The NRC staff developed a computer program to calculate the maximum 

horizontal missile speeds by solving these equations.”)ことが明記され

ている。 

 したがって，米国ＮＲＣガイドでランキン渦モデルが採用されているのは，

フジタモデルより簡易であるという理由が主であり，竜巻風速場としての優劣

を指摘されたものではない。 

 

（参考）米国におけるランキン渦モデル以外の風速場モデルの利用実績 

 米国ＮＲＣでは，竜巻防護対策の追加を検討しているプラントに対し，確率
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論的竜巻飛来物評価手法ＴＯＲＭＩＳの利用を承認している。 

 ＴＯＲＭＩＳは，米国のＥＰＲＩで開発された原子力発電所の構造物，機器

への竜巻飛来物の衝突及び損傷確率を予測する計算コードであり，同コードで

は，ランキン渦モデル以外の風速場モデル（統合風速場モデル）が利用されて

いる。（米国ＮＲＣにおいても，ランキン渦モデル以外の風速場モデルが認め

られていないわけではない） 

 

5. 飛散解析における保守性の考慮 

 前節までに述べてきたとおり，フジタモデルの風速場を適用することで，よ

り現実的な竜巻影響評価を行うことが可能と考えられるが，一方で，実際の竜

巻による物体の飛散挙動の保守性についても考慮する必要がある。 

 本節では，フジタモデルを用いた地上からの飛散挙動解析に関する保守性

や，物体が竜巻に晒される際の風速に関する不確定性等について，飛散解析の

中でどのように考慮しているかについて説明する。 

 

5.1 物体の浮上，飛散モデルにおける保守性の考慮 

 本評価における物体の浮上・飛散モデルの考え方と，その中で保守性の観点

から考慮している点について説明する。 

(1) 物体の揚力の計算式 

 物体が空中にある場合，物体に作用する力は，「竜巻影響評価ガイド」の

飛来物運動モデル(２)(３)と同様に，飛来物は第 5.1－1 図(a)のようにランダム

に回転しているものとし，平均的な抗力(流れの速度方向に平行な力)ＦＤと

重力のみが作用する飛行モデルを採用している。 

 一方，物体が地面に置かれている場合や地面に近い場合は，地面効果によ

る揚力を考慮している(１４)。具体的には，物体の形状が流れ方向の軸に関し
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て対称であっても，第 5.1－1 図(b)に示すように地面の存在により流れが非

対称になり，物体上部の圧力が低くなることで物体を浮上させる駆動力が生

じることから，これを揚力ＦＬとして考慮する。 

(a)空中              (b)地表付近 

第 5.1－1 図 物体へ作用する力 

 このような揚力ＦＬは，地表付近での揚力係数ＣＬ及び物体の見付面積（風

向方向から見た投影面積） a を用いて，以下のように表される。 

2
yx,LL aρC

2
1F MW VV  (7) 

 ここで，ρは空気密度，ＶＭは飛来物の速度ベクトル，ＶＷは風速ベクト

ル，|α｜x,yはベクトルαの x,y 成分（水平成分）の大きさを表す。 

 

（参考）地上の物体における地面効果による揚力について 

 物体や地面は完全な滑面ではなく凹凸を有しているため，完全接触と非接

触の領域に区別される。物体の地面への投影面積をＡとし，物体と地面の完

全接触面積をｓとした場合，無風時（第 5.1－2 図の(a)）は物体が流体に接

する全表面で圧力は一定（ｐ０）と見なせるため，鉛直方向（上向きを正と

する）に作用する揚力ＦＬＯは以下で与えられる。 

spsApApFL0 000  (8) 

ここで，0＜ｓ≦Ａであることから，ＦＬ０は負の値となり，揚力は発生しな

ＦＤ 

ＶＷ 

（対称流） 

ＦＤ 

ＶＷ 

（非対称流） 

ＦＬ 
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いことが分かる。 

 一方，竜巻通過時（第 5.1－2 図の(b)）の物体に圧力差に伴う流体力が作

用（簡単のため上面での圧力をｐ１，下面での圧力をｐ２と仮定）する場合，

鉛直方向の流体力ＦＬは以下で与えられる（圧力分布がある任意形状の物体

についても，圧力の表面積分を用いれば同様に計算可能）。 

sApApFL 21   (9) 

 吸盤の様に完全に地面に密着している場合はｓ=Ａとなるため，上面の圧力

ｐ１に投影面積Ａを乗じた力が下向きに作用するが，物体と地面の間に僅か

に空隙が生じる場合には，地面と物体の接触状態によっては上向きの力が発

生することがある。 

 実際には，地面と物体の接触状態を確認することは難しいことから，本評

価においては，保守的に地上における物体に揚力が作用することとしてい

る。 

 

 

 

(a)無風時            (b)強風時 

第 5.1－2 図 部分的に地面に接する物体に作用する力 

 

(2) 揚力係数の設定 

 (7)式のＣＬa は風洞実験から求められる値であるが，実験条件（風を受け

る方向等）により様々な値を取り得るため，それを包含するような係数を設

定することが望ましい。本評価では，条件によらず保守性を確保できるよ

う，ＣＬa に代わり，以下で定義される抗力係数と見付面積の積の平均値ＣＤ

Ａを用いることとする。 

ＶD 
ＦD0

ＦL0

ＦD

ＦL 

VD(=0) R0

㎎

R 

㎎ 

p=p1 

p=p2 

p=p0 

p=p0 
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xzDzyDyxDxD ACACACAC
3
1  (10) 

 ここで，ＣＤｉは空中でのⅰ軸方向流れに対する抗力係数，Ａｉはⅰ軸方向

流れに対する見付面積を示す。 

 物体の運動モデルを第 5.1－3 図に示す。上述の，ＣＬa をＣＤＡで代用する

考え方を本図に基づき整理すると，以下の通りとなる。 

・物体がある程度浮き上がった後の状態(Ｂ)であれば，物体はランダムに

回転し，物体各面に均等に風を受けるものと考えられる。 

・物体が地面に置かれた状態(Ａ)から浮き上がる場合，実際には物体の上

面や下面での圧力が均一ではなく，傾きながら浮き上がるようなことも

考えられるが，このような挙動を理論的に評価することは難しい。 

  そのため，これに準ずる方法として，地面から浮かせた状態で実測さ

れたＣＬa のうち，物体が地面に置かれた状態(Ａ)にできる限り近い場合

の値よりも大きな係数ＣＤＡを用いることで，保守性は確保できると考

えられる（「ＣＤＡ＞ＣＬa」となることの説明は後述）。 

・物体が地面に置かれた状態(Ａ)と物体がある程度浮き上がった状態(Ｂ)

での評価にて共通の係数を用いることは，地上からの物体浮上及び飛散

解析における実用性の観点からも望ましい。 
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第 5.1－3 図 物体の運動モデルの模式図 

 

 物体の飛散解析におけるモデル化の基本的な考え方は，地面における揚力係数

ＣＬ見付面積aの積ＣＬaをより大きな値で置き換えて，浮上現象を保守的に評価で

きるようにすることであり，この保守的な代用値としてＣＤＡの利用が適切である

ことを以下に説明する。 

 物体が風速Ｕを受ける場合の揚力係数ＣＬは，一般にその定義により揚力

ＦＬと以下の関係にある。 

aCUF LL
2

2
1

 

2ρUFaC 2
LL  

 ここで，典型的な塊状物体，柱状物体及び板状物体が地面に置かれた場合

のＣＬa の最大値（または，それに近い値）の実測結果と，物体の幾何学形状

のみで決定されるＣＤＡの値を比較した。（第 5.1－1 表） 

「物体底面の高度≦3d」 

の領域（d：物体の高さ） 

「物体底面の高度＞3d」 

の領域 

ＶＷ 
Ｂ 

重力mg 

流体抗力ＦＤ 

地面効果による揚力ＦＬ 

対称流（但し，地面効果に

よる揚力を保守的に考慮） 

Ｃ 

対称流 

重力mg 

流体抗力ＦＤ

ＶＷ 

Ａ 

重力mg 

ＶＷ 
流体抗力ＦＤ 

地面効果による揚力ＦＬ 

反力Ｒ

摩擦力Ｆｆ
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 同表より，「ＣＤＡ＞ＣＬa」の関係が成立しており，揚力の評価モデルと

してＣＬa の代わりにＣＤＡを用いることで保守性は確保できる。 

 また，以上の揚力のモデル化の説明は浮上時（第 5.1－3 図の状態Ａ）に対

するものであるが，この揚力が物体高さの 3 倍までの飛散高度の範囲で連続

的に低減するように作用するようにモデル化しており，第 5.1－3 図の状態

Ａ,Ｂ及びＣの全領域で揚力の連続性が確保されている。 
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(3) 設定した揚力係数の適用性の確認 

 第 5.1－1 表におけるＣＬa（実測値）が竜巻における物体の飛散解析に適

用可能であることについて，レイノルズ数の観点から確認を行った。 

 第 5.1－1 表の各文献中の実験におけるレイノルズ数は，同表の備考欄に示

す通り，10４～10６の範囲にある。 

 ここで，実物の自動車（Dodge Dart：長さ 16.7ft.，幅 5.8ft.，高さ

4.3ft.）では風速を 30mph（13m／s）～120mph（54m／s）まで変化させてレ

イノルズ数の影響を調べた結果，風速は各空力係数に対して顕著な影響がな

いことが確認されている(１５)。これは，剥離点が物体角部等に固定されてレ

イノルズ数にほとんど依存しないためであり，このような特性を有する立方

体等についてもレイノルズ数依存性はないものと考えられる。 

 一方，円柱周りの流れのように剥離点が曲面上にある場合については，第

5.1－4 図に示すように，レイノルズ数が変化すると剥離点が移動し，抗力係

数等が変化することが知られている。第 5.1－1 表のＥＰＲＩの円柱の風洞試

験結果(１５)は Re=1.3×10６の高レイノルズ数条件で得られたものであり，竜巻

中の円柱状の飛来物のレイノルズ数範囲に入るものと考えられる（例えば，

相対風速 92m／s の直径 0.1m のパイプのレイノルズ数は 6×10５程度）。ま

た，電力中央研究所の吹出式開放型風洞（吹出口寸法：高さ 2.5m×幅 1.6m，

風速：3.0～16.5m／s）においても，壁（地面）近くに設置した円柱（直径

100mm×模型長 1000mm）を対象として，Re=3×10４～1×10５程度までの揚力係

数の測定試験が行われている。 

 ＥＰＲＩの風洞試験と電力中央研究所の風洞試験にはレイノルズ数条件に

大きな違いがあるが，第 5.1－5 図に示す通り，風洞試験で得られた円柱揚力

係数に顕著な相違は認められない。 

 以上より，地面における各物体の揚力係数ＣＬと見付面積 a の積ＣＬa はレ
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イノルズ数にほとんど依存せず，第 5.1－1 表に示す風洞試験結果に基づくモ

デル化は妥当であると考えられる。 

第 5.1－4 図 可視化した円柱まわりの流れ(２１) 

  

第 5.1－5 図 風洞実験による円柱の揚力係数 

 

(4) 揚力の高さ依存性 

 地面効果による揚力は物体の上昇とともに減衰するので，既往の風洞実験

の結果(１５)(２２)を考慮して，高さ寸法ｄの物体に働く揚力は，物体底面の高度

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(a)Re≒4×104              (b)Re≒2×105 

 

 

 

 

   

 

 

 

(a)電力中央研究所           (b)ＥＰＲＩ 

（Re=3×10４～1×10５）         （Re=1.3×10６）(１５) 
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が地面から 3ｄとなった時に消滅すると設定した。 

 具体的には，底面が地面からＺの距離（高度）にある物体に作用する揚力

加速度Ｌを以下の関数形でモデル化した。 

dZf
m

ACρ
2
1L 2

yx,
D

MW VV  (11) 

 f(Z/d)は，ＥＰＲＩの風洞実験結果(１５)を参考に，以下の反比例式とし

た。 

dZdZdZf 1/31  (12) 

 ここで，Ｚは下式により定義される（ｚ：物体中心の高度） 

Z  
zd

dzddz
≦　　　　　　　

≦≦　　　

270
2/722  (13) 

 また，以下において，塊状物体（自動車），柱状物体（角柱及び円柱）及

び板状物体（平板）の風洞試験結果を踏まえ,「高さ寸法ｄの物体に働く揚力

は，物体底面の高度が地面から 3ｄとなった時に消滅する」とした設定が適

切であることを確認する。 

 

ａ．塊状物体（自動車）の揚力の高さ依存性 

 自動車の揚力係数は，ＥＰＲＩの風洞試験(１５)にて，地面及び風洞中央

（h/d≒3.5）に設置した場合にて計測されており，第 5.1－6 図に，ＥＰ

ＲＩの風洞試験によって得られた揚力係数と本モデルにて代用した揚力係

数の関係を示す。ＥＰＲＩの風洞試験では空中での自動車の姿勢は地面設

置と同じ姿勢に保たれているため，空中においても揚力係数が 0 とはなら

ないが，実際に飛散する自動車の姿勢はランダムに変化することから,平

均的な揚力係数は本モデルでの代用揚力係数に近いものと考えられる。 
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第 5.1－6 図 自動車の風洞実験による揚力係数と代用揚力係数 

（文献(１５)を基に作成及び代用揚力係数を加筆） 

 

ｂ．柱状物体（角柱及び円柱）の揚力の高さ依存性 

 角柱の揚力係数は，電力中央研究所の吹出式開放型風洞（吹出口寸法：

高さ 2.5m×幅 1.6m，風速：3.0～16.5m／s）にて測定しており，第 5.1－7

図に示すように，地面から 0.167D 以上離れると揚力は負となるので，正

の揚力を与える本モデルの代用揚力係数（第 5.1－7 図の赤線）は保守的

な結果となっていることが分かる。 

 円柱の揚力係数は，ＥＰＲＩの風洞試験(１５)にて測定しており，第  

5.1－8 図に示すように，本モデルの代用揚力係数（第 5.1－8 図の赤線）

は実際の円柱に働く揚力の最大揚力係数よりも大きな値となっているた

め,保守的な結果となっていることが分かる。 
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第 5.1－7 図 角柱の風洞試験による揚力係数と代用揚力係数 

 

第 5.1－8 図 円柱の風洞試験による揚力係数と代用揚力係数 

（文献(１５)に代用揚力係数を加筆） 

 

ｃ．板状物体（平板）の揚力の高さ依存性 

 平板の揚力係数は,平面的な形状を有する翼（迎角 0°）の試験結果(１９)

に基づき考察すると，本モデルの代用揚力係数（第 5.1－9 図の赤線）

は，実際の翼に働く地面効果による揚力係数よりもおおむね大きな値と

 

B 

D 

h 

ＶW 

揚力 

B：80 mm 

D：60 mm 

模型長（奥行）：1,000 mm 

：実測値 

：代用揚力係数 
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なっている。また，この翼は奥行方向が長い形状で流れに直交するような

配置となっており，実際の平板に比べて揚力が作用しやすいことを考慮す

ると，実際の平板の揚力係数はさらに小さいものと考えられる。 

第 5.1－9 図 翼の風洞試験による揚力係数と平板の代用揚力係数 

（文献(１９)に代用揚力係数を加筆） 

 

(5) 物体の運動方程式 

 上記(1)から(4)を踏まえ，重力加速度 g，上向きの単位ベクトル k を用い

て，飛行物体の運動方程式は以下のように記述される。 

kVVVVV
MWMW

M Lg
m

ACρ
2
1

dt
d D  (14) 

 物体の位置ＸＭ(t)と速度ＶＭ(t)の時刻歴の計算には陽解法（一定加速度法）

を用いた。具体的には，時刻 t=τにおける物体の位置ＸＭ(τ)と速度ＶＭ(τ)を

既知として，時刻 t=τ＋Δτにおける物体の速度と位置を以下の式で求め

た。ただし，Ａ(τ)は上記運動方程式の右辺に対応する時刻 t=τにおける加

速度ベクトルである。 

AVV MM  (15) 

 

：代用揚力係数 
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2

2AVXX MMM  (16) 

 Ａ(τ)の計算には，時刻 t=τにおける風速場も必要であるが，初期に原点

に位置する竜巻の中心がｘ軸上を移動速度Ｖtr で移動することを仮定してお

り，任意の時刻での風速場を陽的に求められるため，物体の速度及び位置を

算出することができる。 

 

（6） 物体の運動方程式（(14)式）に関する考察 

 地上面の物体（第 5.1－3 図Ａ）が浮上するには，地面からの反力が消滅す

る（Ｒ＜0，つまり mg＜ＦＬ）条件で浮上し，浮上後は(14)式を成分表示した

以下の運動方程式に従って飛散する。 

xMxwzMzwyMywxMxw
DxM, VVVVVVVV
m

ACρ
2
1

dt
dV

,,
2

,,
2

,,
2

,,  (17) 

yMywzMzwyMywxMxw
DyM, VVVVVVVV
m

ACρ
2
1

dt
dV

,,
2

,,
2

,,
2

,,  (18) 

LgVVVVVVVV
m

ACρ
2
1

dt
dV

zMzwzMzwyMywxMxw
DzM,

,,
2

,,
2

,,
2

,,   

                  (19) 

 ここで，物体速度ＶＭ=(ＶＭ,x,ＶＭ,y,ＶＭ,ｚ)，竜巻風速Ｖｗ=(ＶＷ,ｘ, ＶＷ,ｙ,

ＶＷ,ｚ)であり，右辺第 1 項が流体抗力ＦＤによる加速度を，(19)式の右辺第 3

項が地面効果による揚力ＦＬによる加速度を表している。上記の式で，物体

が静止している状態（(17)式～(19)式で物体速度ＶＭ=0）を仮定すると，以

下の式となる。 

xwzwywxw
DxM, VVVV
m

ACρ
2
1

dt
dV

,
2

,
2

,
2

,  (17’) 
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ywzwywxw
DyM, VVVV
m

ACρ
2
1

dt
dV

,
2

,
2

,
2

,  (18’) 

LgVVVV
m

ACρ
2
1

dt
dV

zwzwywxw
DzM,

,
2

,
2

,
2

,  (19’) 

 フジタモデルでは，物体が地面近傍にある場合（第 5.1－3 図(Ａ)）では鉛

直方向の風速Ｖｗ,ｚはゼロに近いため，式(19’)の右辺第 1 項は右辺第 2 項及

び第 3 項に比べてはるかに小さな量となり，以下のとおり物理的に合理的な

関係式が成立する。 

Lg
dt

dV zM,
 (20) 

 例として，竜巻コア半径 30m，最大風速 100m／s の竜巻が原点に位置し，x

方向に 15m／s で移動する場合，点(0,-30m)における式(19’)の右辺第 1 項の

値（z 方向抗力（流体抗力）による加速度）と第 3 項の値（地面効果による

揚力加速度）を第 5.1－10 図に示す。 

 同図より，地面上（z=0）近傍においては，ｚ方向の抗力による加速度は十

分小さく，地面効果による揚力加速度の影響が大きいことが分かる。 

 

第 5.1－10 図 地面近傍の物体に作用するｚ方向の加速度 

（(1/2)ρＣＤＡ/ｍ=0.004m-１，d=1.31m）  
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 なお，高さ方向の依存性が考慮されていないランキン渦（飛散解析用）の

場合は，地面から水平風速の約 60％にも達する上昇流の噴出を設定する。地

面効果は地面の存在によって水平な風が物体付近で湾曲・剥離することに

よって生じるものであるが，ランキン渦の風速場では地面の有無によって物

体周りの流況が大きく変化せず，地面効果は物理的に発現しにくいため，ラ

ンキン渦モデルを用いた解析においては鉛直方向の揚力 L を付加していな

い。（第 5.1－11 図） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.1－11 図 ランキン渦の場合の物体の運動モデルの模式図 

 

5.2 物体が受ける風速における保守性の考慮 

 竜巻によって飛散する物体の飛散速度や飛散距離は，同じ竜巻内であっても

物体が受ける風速（物体がある位置の竜巻風速）によって大きく変動する。そ

の影響度合いを確認するため，米国ＮＲＣガイド(１)に記載されている方法（物

体の 1 点配置）と，物体を多点配置した場合の飛散速度の違いを比較した。配

置の違いについて，第 5.2－1 図に示す。1 点配置の場合は，特定の位置（竜巻

進行方向の最大接線風速半径の位置（x,y）=(Ｒｍ,0)）に物体 1 個を設置す

40m 
重力mg 

流体抗力ＦＤ 

ＶＷ 

対称流 

重力mg 

流体抗力ＦＤ

ＶＷ 

対称流 
流体揚力ＦＬ 

(考慮せず) 

447



 

6条(竜巻)-2-32 

る。また多点配置の場合は，竜巻半径の 4 倍の辺長の正方形領域に 51×51 個の

物体を配置する。その上で飛散させた物体の内，最も速度が大きくなったもの

をその物体の飛散速度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 5.2－1 図 飛散解析における竜巻と物体の位置関係 

 

 評価条件として，竜巻の最大風速を 100m／s とし，フジタモデルの風速場を

用いて地上から飛散させるものとする。また，評価ガイドの記載より竜巻の移

動速度Ｖtr を 15m／s，竜巻コア半径Ｒｍを 30m とする。飛散させる物体として

は，「竜巻による原子力施設への影響に関する調査研究」(３)に掲載されている

物体を用いた。第 5.2－2 図に比較結果を示す。 

 米国ＮＲＣで用いられている 1 点配置の手法と比較し，多点配置の手法では

1 点配置に比べて大きな飛散速度となった。多点配置することで，その竜巻風

速場における最大風速（最大接線風速と半径方向風速のベクトル和が竜巻移動

方向と重なる点）を受ける物体が出てくるため，このような結果になったと考

えられる。 

2Rm

Rm 

VＴ 

Vｍ 

ｘ 

ｙ 

本評価（多点配置）
第3象限のみ例示 

ＮＲＣガイド 

（1点配置） 
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 したがって，物体を多点配置することは，竜巻から受ける風速に関する不確

定性を考慮できるものと考えられるため，本検討における方法として適用する

こととする。 

第 5.2－2図 1 点配置時と多点配置時における物体の最大速度の比較 

 

 第 5.2－3 図に，遠方から物体に接近する竜巻と物体直上に発生する竜巻によ

る飛散の比較イメージ図を示す。実際の竜巻に遭遇する状況（海上で竜巻が発

生して上陸する場合など）を考慮すると，竜巻は遠方から物体に近づくため，

最大風速より低い風速に曝された時点で飛散する可能性がある。しかし，物体

の直上に竜巻を発生させることで，実際の竜巻による飛散と比較して，より厳

しい結果を与えることになる。 

 また，この多点配置を初期状態として適用する手法は，物体の直上に竜巻を

発生させており，竜巻発生地点の不確定性についても考慮した設定となってい

る。 この物体を多点配置する方法と，竜巻を直上に発生させる方法を組み合

わせることにより，必ずその竜巻の最大風速に曝される物体が発生するため，

 

(m) (m)

フォークリフト 1.10 1.10 3.60 0.0026
トラック 1.30 1.90 5.00 0.0026
消火栓BOX 0.50 0.50 0.50 0.0036
乗用車 1.30 1.60 3.10 0.0052
工事機材 0.65 0.65 2.44 0.0058
プレハブ小屋1 3.00 5.00 5.00 0.0083
コンテナ（空） 2.40 2.40 2.60 0.0105
昇降機のカゴ 1.20 1.20 1.20 0.0113
プレハブ小屋2 1.85 1.85 1.85 0.0119
プレハブ小屋3 2.30 2.30 4.60 0.0120
プレハブ小屋4（空） 3.00 5.00 5.00 0.0153
電話BOX 0.30 0.30 0.30 0.0169
プレハブ小屋5（空） 1.85 1.85 1.85 0.0189
プレハブ小屋6（空） 2.30 2.30 4.60 0.0222
物置 0.90 0.90 1.80 0.0315
室外機 0.25 0.25 0.80 0.0343
コンクリート板 0.15 1.00 1.50 0.0021
庇 0.20 2.10 11.00 0.0242
鉄製蓋 0.03 0.50 0.70 0.0364
鉄板 0.04 0.25 2.00 0.0486
太陽光パネル 0.05 1.00 1.20 0.0582
鉄骨部材 0.20 0.30 4.20 0.0065
鉄パイプ1 0.05 0.05 2.00 0.0057
鉄パイプ2 0.05 0.05 1.00 0.0059
ドラム缶（空） 0.60 0.60 0.90 0.0400

物品
高さ
(m)

他の寸法 CDA/m

(m
2
/kg)
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竜巻が物体に与える速度の不確定性を考慮した上で包絡できると考えられる。 

第 5.2－3図 物体に接近する竜巻と物体直上に発生する竜巻のイメージ 

 

 また第 5.2-2 図の結果から，多点配置は 1 点配置より全体的に大きな保守性

を与えると考えられ，よってフジタモデルの風速場に関する不確実性について

も，その保守性で包絡出来ていると考えられる。 

 フジタモデルの風速場に関する不確実性として，フジタモデルの特徴的なパ

ラメータである流入層高さ Hi の影響を検証した。外部コア半径 Rm=30m の場合

モデルでは Hi＝15m となり，これは 2.1 に記載のとおり他の文献(３)(５)ともおお

むね整合しているが，不確実性を考慮し，流入層高さ Hi を±10%変化させた場

合にコンテナ(長さ 6m×幅 2.4m×高さ 2.6m，質量 2,300kg，ＣＤＡ/ｍ=0.0105)

の最大飛散距離，最大飛散距離及び飛散高さがどの様に変化するかを確認し

た。 

＜実際の竜巻（遠方から接近）による物体の飛散イメージ＞ 

＜本評価の竜巻（物体直上に発生）による物体の飛散イメージ＞ 

最大風速領域が差し掛かる前に，物体が飛散して
しまう可能性がある（物体の飛び易さに依る） 

移動 

・多点配置の物体の直上に竜巻が
発生する。 

・物体の飛び易さに依らず，竜巻
の最大風速を受ける物体（  ）
を考慮できる。 

移動 

最大風速 

内部コア 

外部コア 

最外領域 
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コンテナの 1 点配置及び多点配置時の飛散距離等も含めた評価結果を第 5.2

－1 表に示す。流入層高さ Hi に対するこれらの感度は小さく，多点評価の保守

性に包絡されることが分かる。 

 

第 2.3－2 図 流入層高さを変化させた場合のコンテナの飛跡 

パラメータ 

及び変化率 

飛散特性の変化率 

備考 最大 

水平速度 

最大 

飛散距離 

最大 

浮上高さ 

流入層高さ 

Hi 

－10％ 0.4% －3.2％ －4.9％  

＋10％ －0.6% 2.8％ 5.1％  

多点配置 

（1点配置からの変化率） 
420％ 1411％ 957％  

 

5.3 飛散解析手法まとめ 

 物体の浮上及び飛散モデルにおいて，実際の実験結果よりも浮上しやすい係

数を設定することで，浮上に関する保守性を考慮できるような設定とした。 

 また，物体を多点配置し，その物体直上で竜巻が発生するという設定を組み

合わせることにより，竜巻風速場内での物体が受ける風速の不確定性を考慮

し，その竜巻において最大となる飛散速度が評価できるような設定とした。 

 以上により，フジタモデルを用いて物体の飛散解析を行う場合でも，保守性

や不確定性を考慮した評価結果が得られると考えられる。 
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 なお，参考として，第 5.3－1 図に本条件設定によるトラックの飛散イメージ

を示す。同じ物体でも，受ける風速によって大きく飛散状況が変わる様子が分

かる。 

第 5.3－1 図 竜巻によるトラックの飛散イメージ(２３) 

（第 6.3－5 表（後述）の条件による）  

① ② 

③ ④ 

⑤ ⑥ 
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6. 実際の飛散状況に対する検証 

 前節までで，フジタモデルの風速場を用いる利点や，飛散解析を行う上で考

慮している事項等について説明した。 

 本節では，フジタモデルの風速場や前節の飛散解析手法を適用した場合，実

際の事例等に比べて妥当な結果となるかどうかの検証を行った。 

 

6.1 フジタスケールとの比較 

 フジタスケールは，竜巻等の突風により発生した建築物や車両等の被害状況

から竜巻風速を推定するために考案された指標である。フジタスケールで示さ

れている自動車の被災状況を第 6.1－1 表に示す。 

ここで，各スケールに対応する最大風速（69m／s，92m／s，116m／s）を用

いて，フジタモデルによる自動車飛散解析を行った結果を第 6.1－2 表に示す。 

フジタモデルによる自動車飛散解析の結果は，各スケールに対応する自動車

の被災状況とおおむね合致していると考えられる。なお，ランキン渦モデルを

用いた場合は，Ｆ２相当の風速（69m／s）でも大きく飛散することになり，フ

ジタスケールの定義との比較からは過度に保守的な結果となる。 

 

第 6.1－1 表 フジタスケールによる自動車の被災分類(２４) 

フジタ 

スケール 

風速 

(m/s) 
自動車の被災状況 

Ｆ２ 50～69 cars blown off highway （自動車が道路から逸れる。） 

Ｆ３ 70～92 
cars lifted off the ground （自動車が地面から浮上す

る。） 

Ｆ４ 93～116

cars thrown some distances or rolled considerable 

distances（自動車がある距離を飛ばされる，またはかなり

の距離を転がる。） 
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第 6.1－2 表 フジタモデルによる自動車（CDA/m=0.0052m
2/kg）の 

飛散評価結果(２５) 

フジタ 

スケール 

竜巻の 

最大水平風速

(m/s) 

竜巻の 

接線風速

(m/s) 

竜巻の 

移動速度 

(m/s) 

計算結果 

最大水平速度

(m/s) 

飛散距離

(m) 

飛散高さ 

(m) 

Ｆ２ 69 59 10 1.0 1,4 0 

Ｆ３ 92 79 13 23 34 1.1 

Ｆ４ 116 99 17 42 59 3.1 

 

6.2 米国 Grand Gulf 原子力発電所への竜巻来襲事例との比較 

 1978 年 4 月 17 日に，米国のミシシッピー州にて建設中の Grand Gulf 原子力

発電所にＦ３の竜巻が来襲した。主な被害として，建設中の冷却塔内部に設置

されていたクレーンが倒壊し，冷却塔の一部が破損したことが挙げられる。ま

た，竜巻によりトレーラーハウスが荷台から剥がれ移動したことや，直径 8 か

ら 10 インチの木が折れた事例等も確認されている。 

 第 6.2－1 図は，竜巻による飛来物の飛散状況が定量的に分かる事例として，

資材置場のパイプの飛散状況を示したものである。なお，資材置場通過時の竜

巻規模はＦ２であったと考えられている。このパイプはコンクリート・石綿製

で，長さは 8 フィート，直径（内径）は 8 インチであった。このパイプの飛散

状況に対して，フジタモデル及びランキン渦モデルを風速場として用いた飛散

解析を行った(２５)。解析条件は，過去の記録に基づき第 6.2－1 表のとおりとし

た。 
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パイプを収納した木箱（一部 2 段重ね）は浮上せずに転倒し，パイプが周囲 7m～9m に散

乱 

（Pieces of pipe were scattered over the area, but none travelled more than 25-

30ft. The pipe joints are 8in. dia. x 8ft.long.） 

第 6.2－1 図 Grand Gulf 原子力発電所資材置場におけるパイプの散乱状況(２６) 

 

第 6.2－1 表 Gland Gulf 原子力発電所のパイプ飛散解析条件(２５) 

竜巻条件 竜巻の最大風速 67 m/s 

最大接線風速 53.6 m/s 

移動速度 13.4 m/s 

コア半径 45.7 m 

飛来物条件 直径（外径） 0.2286 m (=9 in.) 

物体高さ 0.229 m 

密度 1700 kg/m３ 

飛行定数（ＣＤＡ/ｍ） 0.0080 m２/kg 

初期配置 ・物体個数：51×51 本を，最大接線風速半径の 4 倍を 1 辺とす

る正方形内(x,y=[-2Ｒｍ,+2Ｒｍ]）に等間隔配置。 

・設置高さ：1 m（パイプ収納箱が 2 段重ねされた状況を想定） 

 

 解析結果を第 6.2－2 表に示す。フジタモデルを風速場とした場合は,パイプ

がほとんど飛散せず，収納箱が倒れた影響で散乱したと思われる状況とおおむ

ね合致している。 

 なお，ランキン渦モデルで評価した場合は，飛散距離や最大水平速度に実際

の報告と大きな違いがあり，過度に保守的な評価結果となる。 
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第 6.2－2 表 Gland Gulf 原子力発電所のパイプ飛散解析結果(２５) 

風速場モデル 
初期 

物体高さ 

計算結果 

飛散距離 飛散高さ※２ 最大水平速度

フジタモデル 1 m（地上） 1.2 m 0.0 m 4.9 m/s 

ランキン渦モデル
1 m※１ 42.6 m 

0.34 m 
30.7 m/s 

40 m 227 m 40.9 m/s 

※１：比較のため，フジタモデルと同条件とした。 

※２：初期物体高さからの飛散（浮上）高さ。 

 

6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例との比較 

 2006 年 11 月 7 日に北海道網走支庁佐呂間町に発生した竜巻（以下「佐呂間

竜巻」という。）により，4t トラックが約 40m 移動したことが報告(２７)されて

いる。被災状況を第 6.3－1 図に示す。この事例では被災時に 4t トラックに乗

員 2 名が乗車しており，4t トラックの初期位置と移動位置が分かっている

（②）。また，4t トラックの他に，2 台の自動車（③と⑥）の初期位置と被災

後の移動位置が分かっている。このように竜巻被災前後で車両等の位置が明確

になっている事例は極めて稀である。なお，竜巻による飛散物の再現計算は，

竜巻が頻発する米国でもほとんど実施されていない。この理由としては，来襲

した実際の竜巻特性を精度良く計測，推測することが困難であることや，自動

車等の移動前後の位置が不明確な場合が多いことが挙げられる。 

456



 

6条(竜巻)-2-41 

第 6.3－1図 佐呂間竜巻による被災状況（工事事務所敷地内の車両被災） 

（文献(２７)の写真に竜巻被害の方向を加筆） 

 

 ここでは，フジタモデルを風速場として用いた車両（4t トラック及び乗用

車）の飛散解析を行い，実際の被害状況と比べて妥当な結果となるかどうかの

確認を行った。方法としては，下記の 2 とおりとした。 

・ 竜巻特性や飛来物（4t トラック及び乗用車）の状況を現実的に設定した

場合の再現解析 

・ 今回の飛散解析手法による検証 

 

(1) 竜巻特性や飛来物（4t トラック及び乗用車）の状況を現実的に設定した場

合の再現解析 

ａ．4t トラックの飛散解析 

 解析条件として，入手可能なデータ(２７)(２８)に基づき，合理的と考えら

れる竜巻特性条件と飛来物（4t トラック）の条件を第 6.3－1 表のとおり

設定した。初期配置の条件として，配置数は 1 台とし，竜巻が遠方から近

づく状況設定としている。また，風速 60m／s 以下では浮上しない設定(１６)
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とした。その上で，竜巻との距離を合理的な範囲で変化させ，佐呂間竜巻

の再現性を確認した。 

 車両と竜巻中心との距離を 18m，20m，22m とした場合の解析結果を第

6.3－2 表及び第 6.3－2 図に示す。車両の軌跡は竜巻中心との相対位置関

係に敏感であるが，各ケースとも飛散方向が実際の移動方向とおおむね合

致しており，特に車両と竜巻中心との距離を 20m としたケース 2 では飛散

距離もほぼ正確に再現されている。このように，フジタモデルを風速場と

した飛散解析で，物体が地上に設置された状況からの飛散挙動が再現でき

ることが確認できた。 

 

第 6.3－1 表 佐呂間竜巻による 4t トラックの飛散解析条件(２５) 

竜巻条件 竜巻の最大風速 92 m/s※1 

最大接線風速 70 m/s 

移動速度 22 m/s 

コア半径 20 m 

飛来物条件 車両長さ※2 8.1 m 

車両幅※ 2.24 m 

車両高さ※ 2.5 m 

車両重量 4000 kg 

飛行定数（ＣＤＡ/ｍ） 0.0056 m２/kg 

初期配置等 ・物体個数：1 台 

・設置高さ：0 m（地上） 

・「竜巻は遠方から物体に近づくが，風速 60m/s 以下では浮上し

ない」ことを条件として付加 

※1：佐呂間竜巻のフジタスケール（Ｆ３）に基づく。 

※2：車種不明のため，三菱ふそう PA-FK71D を仮定。 
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第 6.3－2 表 佐呂間竜巻による 4t トラックの飛散解析結果 

ケース 
車両と竜巻中心との 

距離 

計算結果 

飛散距離 飛散高さ 最大水平速度

1 22 m 45.4 m 2.8 m 25.8 m/s 

2 20 m 35.5 m 2.3 m 22.2 m/s 

3 18 m 25.9 m 1.7 m 18.8 m/s 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.3－2 図 フジタモデルによる 4t トラックの飛散解析結果 

（文献(２７)の写真に軌跡を加筆） 

 

ｂ．乗用車の飛散解析 

 白い乗用車（第 6.3－1 図の⑥）の被災事例を対象として，物体を 1 点

初期配置した条件で最大水平速度等を計算した。 

 乗用車の計算条件について，第 6.3－3 表に示す。  
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第 6.3－3 表 佐呂間竜巻による乗用車の飛散解析条件 

竜巻条件 トラック（第 6.3－1 表）に同じ 

飛来物条件 車両長さ※2 4.4 m 

車両幅※ 1.7 m 

車両高さ※ 1.5 m 

飛行定数（ＣＤＡ/ｍ） 0.0097 m２/kg 

初期配置等 ・物体個数：1 台 

・設置高さ：0 m（地上） 

・「竜巻は遠方から物体に近づくが，風速 60m/s 以下では浮上し

ない」ことを条件として付加 

※1：佐呂間竜巻のフジタスケール（Ｆ３）に基づく。 

※2：車種不明のため，トヨタカローラを仮定。 

 

 乗用車と竜巻中心との距離を 18m，20m 及び 22m とした場合の解析結果

を，第 6.3－4 表及び第 6.3－3 図に示す。飛散距離については，ケース 1

でおおむね合致している。 

 飛散方向については，飛び出し方向はおおむね合致しているものの，最

終的な着地点には多少のずれが生じている。これは乗用車（白）が建物

（Ａ棟）に近接して駐車していたため，この建物の倒壊の影響を受けて飛

散方向のずれが生じたものと推定される。 

 なお，赤い乗用車（第 6.3－1 図の③）について評価した場合は，竜巻

中心との距離が大きいため飛散しない結果となった。ただし，実際には，

赤い乗用車は全壊，飛散したプレハブ建物（軽量鉄骨造 2 階建，第  

6.3－1 図の A）のすぐ下流側に駐車しており，そのがれきの影響を受けて

一緒に移動したものと考えられる。  
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第 6.3－4 表 佐呂間竜巻による乗用車の飛散解析結果 

ケース 
車両と竜巻中心との 

距離 

計算結果 

飛散距離 飛散高さ 最大水平速度

1 22 m 51.9 m 3.6 m 28.9 m/s 

2 20 m 43.5 m 3.4 m 24.7 m/s 

3 18 m 34.7 m 2.9 m 21.1 m/s 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6.3－3 図 フジタモデルによる乗用車の飛散解析結果(２３) 

（別文献(２８)の写真に軌跡を加筆） 

 

(2) 今回の飛散解析手法による検証 

 ここでは，今回の飛散解析手法で，前述の佐呂間竜巻における 4t トラック

及び乗用車の被災事例を評価し，実際の被災状況（飛散距離等）と比較す

る。 
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ａ．4t トラックの飛散解析 

 解析条件について第 6.3－5 表に示す。竜巻条件としては，最大風速を

92m／s とし，その他の特性量については，竜巻影響評価ガイドに例示され

ている方法に従い，移動速度Ｖtrを 14m／s（最大風速の 15％），竜巻コア

半径Ｒｍを 30m とした。 

 

第 6.3－5 表 今回の飛散解析手法に基づく計算条件 

竜巻条件 設計竜巻風速 92 m／s 

最大接線風速 78 m／s 

移動速度 14 m／s 

コア半径 30 m 

飛来物条件 トラック（第 6.3－1 表）に同じ 

初期配置 ・物体個数：51×51 台を，最大接線風速半径の 4 倍を 1 辺とす

る正方形内(x,y=[-2Ｒｍ,+2Ｒｍ]）に等間隔配置。 

・設置高さ：0 m（地上） 

 

 第 6.3－6 表に実際の被災状況と，今回の飛散解析手法による結果との

比較を示す。また，第 6.3－4 図に被災後の 4t トラックの状況を示す。 

 フジタモデルによる評価結果として，4t トラックの最大飛散速度は 

36m／s，最大飛散高さは 3.6m，最大飛散距離は 63.4m となった。 

 実際の 4t トラック飛散距離は約 40m であり，フジタモデルによる評価

結果はこれを上回った。また，飛散高さや最大水平速度については，直接

の比較は出来ないものの，4t トラックの乗員 2 名が存命であったこと，被

災後の 4t トラックがほぼ元の外形をとどめていることなどから，今回の

飛散解析手法で評価をした場合でも，実際の被災状況と比較して妥当な結

果となるものと考えられる。 

 なお，参考として同様の検証をランキン渦モデルでも実施した。ランキ
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ン渦モデルによる評価では，最大飛散高さ，最大飛散距離ともに実際の被

災状況と比較して非常に保守的な結果となっていることが分かる。 

 

第 6.3－6 表 実際の被災状況と今回の飛散解析手法による評価結果 

（4t トラック） 

風速場モデル 
初期 

物体高さ 

計算結果 

飛散距離 飛散高さ※２ 最大水平速度

フジタモデル 0 m（地上） 63.4 m 3.6 m 36.0 m／s 

ランキン渦モデル

【参考】 

0 m 

（地上※１） 
193.7 m 

11.7 m 43.9 m／s 

40 m 254.9 m 

実際の被災状況 0 m（地上） 約 40 m 

乗員 2 名が存命

で，病院にて聞

き取り調査が可

能であったこと

から(２７)，3.6m

を超える高さか

らトラックが落

下したとは考え

難い 

トラックはお

おむね外形を

とどめている

ことから，36m

／s 

(約 130km／h）

を超える飛散

速度であった

とは考え難い。

※1：比較のため，フジタモデルと同条件とした。 

※2：初期物体高さからの飛散（浮上）高さ。 

第 6.3－4 図 竜巻による被災後の 4ｔトラックの様子(２８)(２９) 
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ｂ．乗用車（白）の飛散解析 

 4t トラックの場合と同様に，今回の飛散解析手法で乗用車の評価を行っ

た結果を第 6.3－7 表に示す。 

 乗用車の場合も，フジタモデルによる評価が，実際の被災状況を包含す

る結果となっている。 

 

第 6.3－7 表 実際の被災状況と今回の飛散解析手法による評価結果（乗用車） 

風速場モデル 
初期 

物体高さ 

計算結果 

飛散距離 飛散高さ※２ 最大水平速度

フジタモデル 0 m（地上） 82.3 m 4.2 m 44.1 m／s 

ランキン渦モデル

【参考】 

0 m 

（地上※１） 
269.6 m 

39.4 m 49.6 m／s 

40 m 305.8 m 

実際の被災状況 0 m（地上） 約 50 m ― ― 

※1：比較のため，フジタモデルと同条件とした。 

※2：初期物体高さからの飛散（浮上）高さ。 

 

7. 飛散以外の挙動に対する考慮 

 前節までで，飛来物の竜巻による挙動のうち，飛散に関する評価手法につい

て説明をしたが，実際の竜巻による飛来物の挙動としては，飛散だけではなく

横滑りや転がりが発生することも考えられる。 

 本節では，横滑りや転がりの影響について，以下 2 点に分けて考察する。 

・ 飛散する物体における横滑りや転がりの影響 

・ 飛散しない物体における横滑りや転がりの影響 

 

(1) 飛散する物体における横滑りや転がりの影響 

 「5.2 物体が受ける風速における保守性の考慮」に記載の通り，本検討に

おいては，竜巻を直上に発生させる方法を採用していることから，実際には
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横滑りや転がりを伴い移動する物体も強制的に高速域に配置され，浮上をし

て飛散することになる。この場合，空中では地面の摩擦力を受けないため，

実際に比べて大きな水平速度が得られることになる。 

 また，浮上後に地面に衝突する場合は，運動エネルギの大部分は物体や地

面の変形，破損等で消費されることから，落下後の横滑りや転がりによる移

動距離は実際には小さいものと考えられる。 

 「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例との比較」における飛散した 4t トラッ

クや乗用車は，実際には飛散だけではなく横滑りや転がりを伴ったものと考

えられるが，飛散解析より得られた飛散距離や最大水平速度は，実際の被災

状況よりも保守的な評価となっていることから，飛散過程における不確実性

を裕度として包含している。 

 

(2) 飛散しない物体における横滑りや転がりの影響 

 飛散しない物体においても，竜巻による風荷重が静止摩擦力より大きい場

合には，横滑りをする。また，横滑りをしない場合でも，風荷重によるモー

メントが自重のモーメントよりも大きい場合には転がることになる。このよ

うに，竜巻により横滑りや転がりが生じる場合には，地面での摩擦力の影響

を受けながら移動することから，移動距離や水平速度は十分に小さいものと

考えられる。 

 また，物体と竜巻防護施設の間に障害物となるフェンス等がある場合に

は，横滑りや転がった物体が竜巻防護施設に到達することは阻止される。 

 以上より，飛散しない物体が，障害物の影響を受けずに，横滑りや転がり

によって竜巻防護施設と衝突することが想定される場合については，横滑り

や転がった物体の影響が設計飛来物の影響に包含されることを確認し，包含

されない場合には固縛等の措置を実施する。固縛等の措置に当たっては，フ
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ジタモデルの風速場より求まる風荷重や地面での摩擦力を適切に考慮した上

で，設計用荷重を設定する。 

 

8. まとめ 

 フジタモデルは，米国ＮＲＣの要望により実際の竜巻観測記録を基に考案さ

れた風速場モデルであり，米国ＤＯＥの重要施設に対する設計基準の作成の際

にも用いられている。フジタモデルは，他のモデルではできなかった地上から

の物体の浮上を現実的に評価することができる点が大きなメリットである。こ

れは，「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例との比較」の「(1)竜巻特性や飛来物

（4t トラック及び乗用車）の状況を現実的に設定した場合の再現解析」におい

て，フジタモデルを風速場とした飛散解析結果が実際の飛散状況とおおむね合

致していることからも確認できる。 

 また，フジタモデルにより算出される風速（ＶＷ）は，飛来物の飛散評価の

インプットとして用いるものであり，設計竜巻の最大風速の算出に当たっては

保守性を確保したうえで，「5. 飛散解析における保守性の考慮」のとおり，竜

巻を多数の物体の直上に瞬時に発生させて物体が最大風速を受けるような初期

条件を用いる等の評価手法により，不確実性も含めて飛来物速度等を保守的に

評価できるようにしている。 

 これにより，「6.3 佐呂間竜巻での車両飛散事例との比較」の「(2)今回の飛

散解析手法による検証」では，本評価手法を用いることで，フジタモデルにお

いても実際の飛散状況に対し保守性を有した妥当な結果となることを確認して

いる。 

 地上からの浮上，飛散評価を行うことのメリットは，発電所敷地内に数多く

存在する物品の中から，竜巻による飛来物化の影響度合いを，浮上の有無の観

点を含めより正確に把握できることである。竜巻飛来物の影響（浮上の有無，
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飛散高さ，飛散距離，最大速度等）を正確に捉えることにより，飛来物発生防

止対策や評価対象施設の防護対策の範囲や強度について，適切な保守性を確保

した上で実効性の高い竜巻防護対策を実施することが可能になると考えられ

る。 

 評価全体として一定の保守性を確保しつつ，適切な竜巻対策によりプラント

全体の安全性を向上させるため，竜巻影響評価における物体の浮上，飛散評価

については，フジタモデルを適用することとする。 
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 別紙-2 

東海第二発電所における竜巻風速場モデルの適用方針 

 

東海第二発電所の竜巻影響評価における竜巻風速場モデルの適用状況を，先

行審査プラントの状況と合わせ，別表 2―1 のとおり整理した。 

これより，竜巻影響評価における設計荷重（風圧力による荷重ＷＷ，気圧差

による荷重ＷＰ及び設計飛来物による衝撃荷重ＷＭ）の設定においては， 

・ＷＷ：竜巻風速場モデルに依存しない 

・ＷＰ，ＷＭ：竜巻風速場モデルを選択する必要がある 

ことが分かるが，ＷＰ，ＷＭの設定においては，以下のとおりモデルを適用し

た。 

 

1. ＷＰ，ＷＭの設定に用いる竜巻風速場モデルの選定の考え方 

1.1 ＷＰについて 

「竜巻影響評価ガイド」に示される，ランキン渦モデルに基づく評価式を採用

した。 

 

1.2 ＷＭについて 

  東海第二発電所は敷地近傍に一般道や他事業者の施設等があり，これらの場

所からの物品の飛来を完全に管理することは難しいことから，その影響を現実

的に評価することとし，多数の飛来物源が想定される地表付近の物品の飛散挙

動を，より実現象に近く評価できるという特徴を踏まえ，フジタモデルを採用

した。 

  なお，フジタモデルを用いた飛散評価についても，別添資料 2「竜巻影響評

価におけるフジタモデルの適用について」に示すとおり保守性を確保した手法
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となっている。 

 

2. 設計竜巻による複合荷重ＷＴ１，ＷＴ２の設定の考え方 

  竜巻影響評価に用いる設計竜巻荷重は，設計竜巻による風圧力による荷重

（ＷＷ），気圧差による荷重（ＷＰ），及び設計飛来物による衝撃荷重（ＷＭ）

を組み合わせた複合荷重とし，以下の式によって算出する。 

ＷＴ１＝ＷＰ 

ＷＴ２＝ＷＷ＋0.5ＷＰ＋ＷＭ 

ＷＴ１，ＷＴ２：設計竜巻による複合荷重 

ＷＷ：設計竜巻の風圧力による荷重 

ＷＰ：設計竜巻の気圧差による荷重 

ＷＭ：設計飛来物による衝撃荷重 

  なお，複合荷重ＷＴ２の算出は，ＷＷ，ＷＰ及びＷＭの作用方向が同一となる様

に扱うこととしており，ランキン渦モデルベースのＷＰを用いることは，複合

荷重としても保守側になる。 

以 上 
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〇
 

1
5
m/
s 

1
5
m/
s 

 

最
大
接
線
風
速
半
径
Ｒ

ｍ
 

 
 

〇
 

3
0
m 

3
0
m 

 

最
大
気
圧
低
下
量
Δ
Ｐ

ｍ
ａ

ｘ
 

 
〇
 

 
8
9
hP
a※

１
 

8
9
hP
a 

 

最
大
気
圧
低
下
率

(d
p/
dt
) ｍ

ａ
ｘ
 

 
〇
 

 
4
5
hP
a/
s※

２
 

4
5
hP
a/
s 

 

飛 散 解 析 に 関 す る 設 定 

設
計
飛
来
物
の
設
定
 

 
 

〇
 

竜
巻
影
響
評
価
ガ
イ
ド
に
 

例
示
の
「
鋼
製
材
」
 

竜
巻
影
響
評
価
ガ
イ
ド
に
 

例
示
の
「
鋼
製
材
」
 

「
基
準
」
と
し
て
，
設
計
者
が
任
意
に
設
定
可

能
。
 

飛
来
物
源
の
飛
散
解
析
に
お
け
る
 

初
期
高
さ
 

 
 

〇
 

物
品
毎
に
設
定
 

4
0
m 

（
各
社
の
設
定
値
）
 

・
フ
ジ
タ
モ
デ
ル
は
風
速
分
布
が
高
さ
方
向
で

変
化
す
る
た
め
，
設
置
高
さ
を
個
別
に
設
定

す
る
。
 

・
ラ
ン
キ
ン
渦
モ
デ
ル
は
風
速
分
布
が
高
さ
に

よ
ら
ず
一
様
な
の
で
，
米
国
基
準
等
を
参
考

に
一
律
で
設
定
 

内
部
コ
ア
／
外
部
コ
ア
半
径
比
ν
 

 
 

〇
 

0
.
3 

―
 

フ
ジ

タ
モ

デ
ル

の
風

速
場

の
形

を
決

め
る

パ
ラ

メ
ー
タ
（
文
献
値
）
 

（
ラ
ン
キ
ン
渦
は
Ｖ

Ｒ
ｍ
，
Ｒ

ｍ
だ
け
で
決
ま
る
）
 

流
入
層
高
さ
Ｈ

ｉ
 

 
 

〇
 

1
5
m 

―
 

注
：
他
プ
ラ
ン
ト
の
状
況
は
，
当
社
調
べ
に
よ
る
。
 

※
１
：
簡
便
で
フ
ジ
タ
モ
デ
ル
の
値
（
約

7
6h
Pa
）
よ
り
保
守
側
と
な
る
，
ラ
ン
キ
ン
渦
モ
デ
ル
ベ
ー
ス
の
評
価
式
（
竜
巻
評
価
ガ
イ
ド
）
を
用
い
た
。
 

※
２
：
フ
ジ
タ
モ
デ
ル
の
値
（
約

5
3
hP
a/
s）

を
下
回
る
が
，
設
備
影
響
評
価
に
は
用
い
な
い
。
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6条(竜巻)-2-別紙2-4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別図 2―1 設計竜巻（最大接線風速ＶＲｍ：85m／s）における圧力分布 

（文献（１）の図に一部加筆） 

＜参考文献＞ 

（１）江口譲，杉本聡一郎，服部康男，平口博丸，竜巻による物体の浮上・飛来解析

コードＴＯＮＢＯＳの開発，電力中央研究所 研究報告 N14002，2014 

1 5 0 1 5 0

300

1 5 0 1 5 0

気圧低下量の 
最大領域 

―7000m２/s２ 
≒ ―86hPa 

気圧低下量の 
最大領域 

圧
力
(
h
Pa
) 

-12.3 

 

-24.5 

 

-36.8 

 

-49.0 

 

-61.3 

 

-73.6 

 

-85.8 

 

-98.1 
フジタモデル 

竜巻中心軸断面での圧力分布（最大接線風速 85m/s の場合） 

―6000m２/s２ 
≒ ―74hPa 
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東海第二発電所  
 

運用，手順説明資料  

外部からの衝撃による損傷の防止  

（竜巻）

別添資料 3
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6 条(竜巻)3-1 

 

（
第

６
条

 
竜

巻
）

 

            
 

安
全

施
設

は
，

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
（

地
震

及
び

津
波

を
除

く
。

次
項

に
つ

い
て

同
じ

。
）

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
も

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

２
重

要
安

全
施

設
は

，
当

該
重

要
安

全
施

設
に

大
き

な
影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
と

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
に

よ
り

当
該

重

要
安

全
施

設
に

作
用

す
る

衝
撃

及
び

設
計

基
準

事
故

に
生

ず
る

応
力

を
適

切
に

考
慮

し
た

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

安
全

施
設

は
，

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
（

地
震

及
び

津

波
を

除
く

。
次

項
に

お
い

て
同

じ
。
）

が
発

生
し

た
場

合

に
お

い
て

も
安

全
機

能
を

損
な

わ
な

い
も

の
で

な
け

れ

ば
な

ら
な

い
。

 

重
要

安
全

施
設

は
，
当

該
重

要
安

全
施

設
に

大
き

な
影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
と

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
に

よ
り

当
該

重
要

安
全

施
設

に
作

用
す

る
衝

撃
及

び
設

計
基

準
事

故
時

に
生

ず
る

応
力

を
適

切
に

考
慮

し
た

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。
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6 条(竜巻)3-2 

 

   
 

            
 

 

損
傷

し
な

い
設

計
と

す
る

こ
と

 

・
安

全
施

設
は

，
想

定
さ

れ
る

自
然

現
象

（
地

震
及

び
津

波
を

除
く

。
次

項
に

お
い

て
同

じ
。
）

が
発

生
し

た
場

合
に

お
い

て
も

安
全

機
能

を
損

な
わ

な
い

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

 

設
計

竜
巻

の
設

定
 

安
全

施
設

 

設
計

飛
来

物
の

設
定

 

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

に
属

す
る

施
設

 
（

系
統

・
機

器
）

及
び

建
屋

・
構

築
物

 

竜
巻

随
伴

事
象

（
火

災
・

溢
水

・
外

部
電

源
喪

失
）

に
対

す
る

評
価

 

資
機

材
，

車
両

等
の

飛
来

物
発

生
防

止
対

策
（

固
縛

，
固

定
，

 
竜

巻
防

護
施

設
等

か
ら

隔
離

，
建

屋
内

収
納

又
は

撤
去

）
 

竜
巻

防
護

施
設

に
よ

る

竜
巻

防
護

対
策

を
実

施
 

・
設

計
対

象
施

設
が

損
傷

し
た

と
し

て
も

，

要
求

さ
れ

る
機

能
は

維
持

さ
れ

る
た

め
，

安
全

施
設

の
安

全
機

能
を

損
な

わ
な

い
 

・
損

傷
し

た
場

合
の

補
修

・
取

替
等

の
実

施
 

扉
の

閉
止

確
認

 

ク
ラ

ス
１

，
２

に
属

す
る

設
備

 

（
系

統
・

機
器

）
及

び
建

屋
・

 

構
築

物
以

外
の

安
全

設
備

 

除
外

 

荷
重

の
設

定
 

建 屋 ・ 構 築 物 

構
造

骨
組

 
部

位
（

扉
類

）
 

部
位

（
屋

根
・

壁
）
 

の
評

価
 

（
貫

通
及

び
強

度
）

 

評
価

対
象

施
設

※
の

う
ち

，
 

設
備

（
系

統
・

設
備

）
 

代
替

手
段

に
よ

り
必

要
な

機
能

を
 

確
保

す
る

等
の

対
応

が
可

能
 

防
護

が
期

待
で

き
る

建
屋

に
内

包
さ

れ
る

設
備

（
系

統
・

機
器

）
 

評
価

O
K
 

評
価

O
K
 

設
計

飛
来

物
よ

り
も

運
動

エ
ネ

ル
ギ

等
が

大

き
く

，
竜

巻
防

護
施

設
等

へ
影

響
を

及
ぼ

す
も

の
は

飛
来

物
発

生
防

止
対

策
を

す
る

 

設
計

竜
巻

荷
重

＋
常

時
作

用
し

て
い

る
荷

重
＋

運
転

時
荷

重
＋

竜
巻

以
外

の
自

然
現

象
に

よ
る

荷
重

＋
設

計
基

準
事

故
時

荷
重

 

竜
巻

防
護

施
設

に
波

及
的

影
響

を
及

ぼ
し

得
る

施
設

，
竜

巻
防

護
施

設
を

内
包

す
る

施
設

 

継
続

的
に

新
た

な
知

見
等

の
収

集
に

取
組

み
，
変

更
の

必
要

が
あ

れ
ば

再
評

価
を

行
い

変
更

手
続

き
等

適
切

に
対

応
す

る
。

 

設
計

竜
巻

最
大

風
速

1
0
0
m
/
s
 

損
傷

し
な

い
設

計
と

す
る

こ
と

 

損
傷

し
て

も
防

護
対

象
施

設
に

波
及

的
影
響

を
及

ぼ
さ

な
い

こ
と

 

防
護

が
期

待
で

き
る

 
竜

巻
防

護
施

設
を

内
包

す
る

施
設

に
よ

る
防

護
 

評
価

O
K
 

溢
水

 

損
傷

し
た

場
合

に
お

い
て

も
機

能

維
持

が
で

き
る

こ
と

 

除
外

 
評

価
O
K
 

除
外

 

評
価

O
K
 

除
外

 

火
災

 

外
部

電
源

喪
失

 

除
外

 

除
外

 

除
外

 
※

評
価

対
象

施
設

と
は

，
竜

巻
防

護
施

設
・
竜

巻
防

護
施

設
に

波
及

的
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
施

設
・

竜
巻

防
護

施
設

を
内

包
す

る
施

設
を

示
す

 

新
規

品
の

飛
来

の
有

無
，

飛
来

時
の

運
動

エ
ネ

ル
ギ

等
の

評
価

及
び

管
理

 

竜
巻

防
護

対
策

施
設

に
よ

る
竜

巻
防

護
対

策
を

実
施

 

＋
 

設 備 （ 系 統 ・ 機 器 ） 

貫
通

評
価

 

強
度

評
価

 

原
子

炉
圧

力
容

器
，

 
原

子
炉

再
循

環
ポ

ン
プ

等
 

送
電

線
，

変
圧

器
，

開
閉

所
等

 

原
子

炉
建

屋
，

タ
ー

ビ
ン

建
屋

 
使

用
済

燃
料

乾
式

貯
蔵

建
屋

 
軽

油
貯

蔵
タ

ン
ク

タ
ン

ク
室

 

工
・

保
 

添
付
六

，
八

へ
の

反
映

事
項

 
（

設
計

に
関

す
る

事
項

）
 

保
 

保
 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発
電

機
室

ル
ー

プ
ベ

ン
ト

フ
ァ

ン
 

中
央

制
御

室
換
気

系
冷

凍
機

 
海

水
ポ

ン
プ

室
内

設
備

 
 

添
付
六

，
八

へ
の

反
映

事
項

 
（

手
順

に
関

す
る

事
項

）
 

保
 

工
 

保
 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

吸
気

フ
ィ

ル
タ

 
非

常
用

ガ
ス

処
理

系
排

気
配

管
 

排
気

筒
 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

排
気

消
音

器
 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発

電
機

附
属

設
備

配
管

 
海

水
ポ

ン
プ

室
内

設
備

附
属

配
管

（
放

出
側

）
 

  

工
 

原
子
炉

建
屋

等
の

開
口

部
 

（
原
子

炉
建

屋
附

属
棟

一
階

電
気

室
扉

 
 

中
央

制
御

室
換

気
系

の
取

入
口

 
等

）
 

原
子

炉
建

屋
附

属
棟

一
階
電

気
室

扉
 

原
子

炉
建

屋
機

器
搬

入
口
水

密
扉

 
等

 

（
使

用
燃

料
乾

式
貯

蔵
容

器
は

建
屋

に
よ

る
防

護
が

期
待

で
き

な
い

が
，
評

価
の

結
果

，
設

計
荷

重
に

対
し

て
安

全
裕

度
を

有
し

て
い

る
こ

と
を

確
認

）
 

【
後
段

規
制

と
の

対
応

】
 

工
：
工

認
（

基
本

設
計

方
針

，
添

付
資

料
）
 

保
：
保

安
規

定
（

下
位

文
書

含
む

）
 

 

【
添

付
六

，
八

の
反

映
事

項
】

 
：

添
付

六
，

八
に

反
映

 

：
当

該
条

文
に

関
係

し
な

い
 

（
他

条
文

で
の

反
映

事
項

サ
ー
ビ

ス
建

屋
，

海
水

ポ
ン

プ
室

，
鋼

製
防

護
壁

 

479



 

6 条(竜巻)3-3 

 

                
 

重
要
安

全
施

設
は

，
当

該
重

要
安

全
施

設
に

大
き

な
影

響
を

及
ぼ

す
お

そ
れ

が
あ

る
と

想
定

さ
れ

る
自

然
現

象
に

よ
り

当
該

重
要

安
全

施
設

に
作

用
す

る
衝

撃
及

び
設

計
基

準
事

故
時

に
生

ず
る

応
力

を
適

切
に

考
慮

し
た

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
 

ク
ラ

ス
１

及
び

ク
ラ

ス
２

の
う

ち
，

自
然

現
象

の
影

響
を

受
け

や
す

い
設

備
（

系
統

・
機

器
）

及
び

建
屋

・
構

築
物

 

設
計

竜
巻

の
設

定
 

重
要

安
全

施
設

 

設
計

飛
来

物
の

設
定

 

荷
重

の
設

定
 

継
続

的
に

新
た

な
知

見
等

の
収

集
に

取
組

み
，
変

更
の

必
要

が
あ

れ
ば

再
評

価
を

行
い

変
更

手
続

き
等

適
切

に
対

応
す

る
。

 

設
計
竜

巻
最

大
風

速
1
0
0
m
/
s
 

設
計
飛

来
物

よ
り

も
運

動
エ

ネ
ル

ギ
等

が
大

き
く

，
竜

巻
防

護
対

策
施

設
等

へ
影

響
を

及
ぼ

す
も
の

は
飛

来
物

発
生

防
止

対
策

を
す

る
 

設 備 （ 系 統 ・ 機 器 ） 

貫
通

評
価

 

強
度

評
価

 

※
評

価
対

象
施

設
と

は
，
竜

巻
防

護
施

設
・
竜

巻
防

護
施

設
に

波
及

的
影

響
を

及
ぼ

し
得

る
施

設
・

竜
巻

防
護

施
設

を
内

包
す

る
施

設
を

示
す

 

建 屋 ・ 構 築 物 

構
造

骨
組

 
部

位
（

扉
類

）
 

部
位

（
屋

根
・

壁
）
 

の
評

価
 

（
貫

通
及

び
強

度
）

 
損

傷
し

な
い

設
計

と
す

る
こ

と
 

防
護

が
期

待
で

き
る

 
竜

巻
防

護
施

設
を

内
包

す
る

施
設

に
よ

る
防

護
 

評
価

対
象

施
設

※
の

う
ち

，
 

設
備

（
系

統
・

設
備

）
 

損
傷

し
な

い
設

計
と

す
る

こ
と

 

資
機

材
，

車
両

等
の

飛
来

物
発

生
防

止
対

策
（

固
縛

，
固

定
，
 

竜
巻

防
護

施
設

等
か

ら
隔

離
，

建
屋

内
収

納
又

は
撤

去
）

 

新
規

品
の

飛
来

の
有

無
，

飛
来

時
の

運
動

エ
ネ

ル
ギ

等
の

評
価

及
び

管
理

 

竜
巻

防
護

対
策

施
設

に
よ

る
竜

巻
防

護
対

策
を

実
施

 

扉
の

閉
止

確
認

 

竜
巻

防
護

施
設

に
よ

る

竜
巻

防
護

対
策

を
実

施
 

防
護
が

期
待

で
き

る
建

屋
に

内

包
さ
れ

る
設

備
（

系
統
・
機

器
）
 

評
価

O
K
 

評
価

O
K
 

除
外

 

除
外

 

除
外

 

 
【

後
段

規
制

と
の

対
応

】
 

工
：
工

認
（

基
本

設
計

方
針

，
添

付
資

料
）
 

保
：
保

安
規

定
（

下
位

文
書

含
む

）
 

 

【
添

付
六

，
八

の
反

映
事

項
】

 
：

添
付

六
，

八
に

反
映

 

：
当

該
条

文
に

関
係

し
な

い
 

（
他

条
文

で
の

反
映

事
項

原
子

炉
圧

力
容

器
，

 
原

子
炉

再
循

環
ポ

ン
プ

等
 

（
使

用
燃

料
乾
式

貯
蔵

容
器

は
建

屋
に

よ
る

防
護

が

期
待

で
き

な
い
が

，
評

価
の

結
果

，
設

計
荷

重
に

 
対

し
て

安
全

裕
度

を
有

し
て

い
る

こ
と

を
確

認
）

 

工
・

保
 

添
付

六
，

八
へ

の
反

映
事

項
 

（
設

計
に

関
す

る
事

項
）

 

保
 

保
 

保
 

原
子
炉

建
屋

等
の

開
口

部
 

（
原
子

炉
建

屋
附

属
棟

一
階

電
気

室
扉

 
 

中
央

制
御

室
換

気
系

の
取

入
口

 
等

）
 

原
子

炉
建

屋
附
属

棟
一

階
電

気
室

扉
 

原
子

炉
建

屋
機
器

搬
入

口
水

密
扉

 
等

 
保

 

デ
ィ

ー
ゼ

ル
発
電

機
室

ル
ー

プ
ベ

ン
ト

フ
ァ

ン
 

中
央

制
御

室
換
気

系
冷

凍
機

 
海

水
ポ

ン
プ

室
内

設
備

 
 

工
 

原
子

炉
建

屋
，

タ
ー

ビ
ン

建
屋

 
使

用
済

燃
料

乾
式

貯
蔵

建
屋

 
軽

油
貯

蔵
タ

ン
ク

タ
ン

ク
室

 

添
付

六
，

八
へ

の
反

映
事

項
 

（
手

順
に

関
す

る
事

項
）
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6 条(竜巻)3-4 

 

 設
置

許
可

基
準

対
象

条
文

 
対

象
項

目
 

区
分

 
運

用
対

策
等

 

第
6
条

 
外

部
か

ら
の

衝

撃
に

よ
る

損
傷

の
防

止
 

資
機

材
，

車
両

等
管

理
 

 資
機

材
，
車

両
等

の
飛

来
物

発

生
防

止
対

策
（

固
縛

，
固

定
，

竜
巻

防
護

施
設

等
か

ら
の

隔

離
，

建
屋

内
収

納
又

は
撤

去
）
 

運
用

・
手

順
 

・
屋

外
に

飛
散

す
る

恐
れ

の
あ

る
資

機
材

，
車

両
等

に
つ

い
て

は
，

飛

来
時

の
運

動
エ

ネ
ル

ギ
等

を
評

価
し

，
竜

巻
防

護
施

設
へ

の
影

響
の

有
無

を
確

認
す

る
。

竜
巻

防
護

施
設

へ
の

影
響

を
及

ぼ
す

資
機

材
，

車
両

等
に

つ
い

て
は

，
固

縛
，

固
定

，
竜

巻
防

護
施

設
等

か
ら

の
隔

離
，

建
屋

内
収

納
又

は
撤

去
の

飛
来

物
発

生
防

止
対

策
に

つ
い

て
手

順
等

を
定

め
る

。
 

・
資

機
材

，
車

両
等

の
質

量
，

寸
法

，
形

状
か

ら
算

出
し

た
飛

来
の

有

無
，

飛
来

時
の

運
動

エ
ネ

ル
ギ

等
に

よ
る

飛
来

物
発

生
防

止
対

策

（
固

縛
，

固
定

，
竜

巻
防

護
施

設
等

か
ら

の
隔

離
，

建
屋

内
収

納
又

は
撤

去
）

の
評

価
方

法
手

順
及

び
評

価
結

果
の

管
理

 

体
制

 
・

担
当

室
に

よ
る

保
守

・
点

検
の

体
制

 

保
守

・
点

検
 

・
日

常
点

検
 

・
定

期
点

検
 

・
損

傷
時

の
補

修
 

教
育

・
訓

練
 

・
運

用
・

手
順

，
体

制
，

保
守

・
点

検
に

関
す

る
教

育
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6 条(竜巻)3-5 

 

設
置

許
可

基
準

対
象

条
文

 
対

象
項

目
 

区
分

 
運

用
対

策
等

 

第
6
条

 
外

部
か

ら
の

衝

撃
に

よ
る

損
傷

の
防

止
 

竜
巻

防
護

施
設

を
防

護
す

る
た

め
の

操
作
・
確

認
事

項
 

運
用

・
手

順
 

・
竜

巻
の

襲
来

が
予

想
さ

れ
る

場
合

及
び

竜
巻

襲
来

後
に

お
い

て
，
竜

巻
防

護
施

設
を

防
護

す
る

た
め

の
操

作
・

確
認

，
補

修
等

が
必

要
と

な
る

事
項

に
つ

い
て

手
順

等
を

定
め

る
。

 

[
操

作
・

確
認

事
項

]
 

・
竜

巻
に

関
す

る
情

報
入

手
及

び
情

報
入

手
後

の
対

応
 

（
情

報
の

入
手

，
周

知
，

体
制

判
断

，
実

施
方

法
と

手
順

）
 

・
竜

巻
襲

来
が

予
想

さ
れ

る
場

合
の

対
応

に
関

す
る

運
用

・
手

順
 

（
竜

巻
襲

来
が

予
想

さ
れ

る
場

合
の

使
用

中
の

資
機

材
の

固
縛

等
）

 

・
竜

巻
襲

来
が

予
想

さ
れ

る
場

合
の

燃
料

取
扱

作
業

の
運

用
，

手
順

 

・
水

密
扉

（
原

子
炉

建
屋

機
器

搬
入

口
水

密
扉

）
及

び
，

防
護

扉
（

原

子
炉

建
屋

附
属

棟
一

階
電

気
室

扉
）

の
閉

止
確

認
手

順
 

［
補

修
］

 

・
設

備
が

損
傷

し
た

場
合

の
代

替
設

備
の

確
保

及
び

補
修

・
取

替
等

の
運

用
，

手
順

 

体
制

 

・
担

当
室

に
よ

る
作

業
中

止
等

の
実

施
体

 

・
担

当
室

に
よ

る
扉

閉
止

確
認

耐
性

制
 

・
竜

巻
襲

来
に

備
え

た
体

制
の

構
築

，
実

施
及

び
解

除
の

判
断

基
準

，
実

施

手
順

，
連

絡
方

法
等

 

・
担

当
室

に
よ

る
保

守
・

点
検

の
体

制
 

・
担

当
室

に
よ

る
損

傷
箇

所
の

補
修

体
制

 

保
守

・
点

検
 

・
日

常
点

検
 

・
定

期
点

検
 

・
損

傷
時

の
補

修
 

教
育

・
訓

練
 

・
運

用
・

手
順

，
体

制
，

保
守

・
点

検
に

関
す

る
教

育
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